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○介護保険法 

（平成九年十二月十七日） 

（法律第百二十三号） 

第百四十一回臨時国会 

第二次橋本内閣 

改正 平成九年五月九日法律第四八号 同九年六月二四日同第一〇三号 

同九年一二月一七日同第一二五号 同一〇年六月一七日同第一〇九号 

同一一年七月一六日同第八七号 同一一年八月一八日同第一三三号 

同一一年一二月二二日同第一六〇号 同一二年六月七日同第一一一号 

同一二年一二月六日同第一四〇号 同一二年一二月六日同第一四一号 

同一三年七月四日同第一〇一号 同一三年一二月一二日同第一五三号 

同一四年二月八日同第一号 同一四年八月二日同第一〇二号 

同一四年一二月一三日同第一五二号 同一四年一二月一三日同第一六八号 

同一六年三月三一日同第二一号 同一六年六月二三日同第一三二号 

（同一七年 六月二九日同 第 七七

号） 

同一六年一二月三日同第一五四号 同一七年五月二五日同第五〇号 

同一七年六月一七日同第六四号 同一七年六月一七日同第六五号 

同一七年六月二九日同第七七号 同一七年七月一五日同第八三号 

同一七年七月二六日同第八七号 同一七年一〇月二一日同第一〇二号 

同一八年三月三一日同第二〇号 同一八年六月二一日同第八三号 

（同二〇年 五月二八日同 第 四二

号） 

（同二三年 六月二二日同 第 七二

号） 

同一八年六月二一日同第八四号 同一八年一二月二〇日同第一一六号 

同一九年四月二三日同第三〇号 同一九年七月六日同第一〇九号 

同一九年七月六日同第一一〇号 同一九年七月六日同第一一一号 
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同二〇年五月二八日同第四二号 同二一年七月一五日同第七七号 

同二二年三月三一日同第一九号 同二三年五月二日同第三七号 

同二三年六月二二日同第七二号 同二三年八月三〇日同第一〇七号 

同二三年一二月一四日同第一二二号 同二四年三月三一日同第二四号 

同二四年八月二二日同第六二号 

（同二四年 八月二二日同 第 六三号） 

（同二六年 六月二五日同 第 八三号） 

同二四年八月二二日同第六三号 

同二四年一一月二六日同第九八号 同二五年五月三一日同第二六号 

同二五年六月一四日同第四四号 同二六年六月四日同第五一号 

同二六年六月一三日同第六九号 同二六年六月二五日同第八三号 

同二七年五月二九日同第三一号 同二八年五月二〇日同第四七号 

同二八年一一月二四日同第八四号 同二八年一二月二六日同第一一四号 

同二九年六月二日同第四五号 同二九年六月二日同第五二号 

同三〇年五月三〇日同第三三号 同三〇年六月二七日同第六六号 

令和元年五月二二日同第九号 同元年六月七日同第二六号 

同元年六月一四日同第三七号  

介護保険法をここに公布する。 

介護保険法 

目次 

第一章 総則（第一条―第八条の二） 

第二章 被保険者（第九条―第十三条） 

第三章 介護認定審査会（第十四条―第十七条） 

第四章 保険給付 

第一節 通則（第十八条―第二十六条） 

第二節 認定（第二十七条―第三十九条） 

第三節 介護給付（第四十条―第五十一条の四） 

第四節 予防給付（第五十二条―第六十一条の四） 

第五節 市町村特別給付（第六十二条） 
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第六節 保険給付の制限等（第六十三条―第六十九条） 

第五章 介護支援専門員並びに事業者及び施設 

第一節 介護支援専門員 

第一款 登録等（第六十九条の二―第六十九条の十） 

第二款 登録試験問題作成機関の登録、指定試験実施機関及び指定研修実施

機関の指定等（第六十九条の十一―第六十九条の三十三） 

第三款 義務等（第六十九条の三十四―第六十九条の三十九） 

第二節 指定居宅サービス事業者（第七十条―第七十八条） 

第三節 指定地域密着型サービス事業者（第七十八条の二―第七十八条の十七） 

第四節 指定居宅介護支援事業者（第七十九条―第八十五条） 

第五節 介護保険施設 

第一款 指定介護老人福祉施設（第八十六条―第九十三条） 

第二款 介護老人保健施設（第九十四条―第百六条） 

第三款 介護医療院（第百七条―第百十五条） 

第六節 指定介護予防サービス事業者（第百十五条の二―第百十五条の十一） 

第七節 指定地域密着型介護予防サービス事業者（第百十五条の十二―第百十

五条の二十一） 

第八節 指定介護予防支援事業者（第百十五条の二十二―第百十五条の三十一） 

第九節 業務管理体制の整備（第百十五条の三十二―第百十五条の三十四） 

第十節 介護サービス情報の公表（第百十五条の三十五―第百十五条の四十四） 

第六章 地域支援事業等（第百十五条の四十五―第百十五条の四十九） 

第七章 介護保険事業計画（第百十六条―第百二十条の二） 

第八章 費用等 

第一節 費用の負担（第百二十一条―第百四十六条） 

第二節 財政安定化基金等（第百四十七条―第百四十九条） 

第三節 医療保険者の納付金（第百五十条―第百五十九条） 

第九章 社会保険診療報酬支払基金の介護保険関係業務（第百六十条―第百七十

五条） 
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第十章 国民健康保険団体連合会の介護保険事業関係業務（第百七十六条―第百

七十八条） 

第十一章 介護給付費等審査委員会（第百七十九条―第百八十二条） 

第十二章 審査請求（第百八十三条―第百九十六条） 

第十三章 雑則（第百九十七条―第二百四条） 

第十四章 罰則（第二百五条―第二百十五条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介

護状態となり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の

管理その他の医療を要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービ

ス及び福祉サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護

保険制度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の

保健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的とする。 

（平一七法七七・一部改正） 

（介護保険） 

第二条 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」

という。）に関し、必要な保険給付を行うものとする。 

２ 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われる

とともに、医療との連携に十分配慮して行われなければならない。 

３ 第一項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じ

て、被保険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多

様な事業者又は施設から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われな

ければならない。 

４ 第一項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合にお

いても、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生
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活を営むことができるように配慮されなければならない。 

（平一七法七七・平二三法七二・一部改正） 

（保険者） 

第三条 市町村及び特別区は、この法律の定めるところにより、介護保険を行うも

のとする。 

２ 市町村及び特別区は、介護保険に関する収入及び支出について、政令で定める

ところにより、特別会計を設けなければならない。 

（国民の努力及び義務） 

第四条 国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生ずる

心身の変化を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状態となっ

た場合においても、進んでリハビリテーションその他の適切な保健医療サービス

及び福祉サービスを利用することにより、その有する能力の維持向上に努めるも

のとする。 

２ 国民は、共同連帯の理念に基づき、介護保険事業に要する費用を公平に負担す

るものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第五条 国は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるよう保健医療サービ

ス及び福祉サービスを提供する体制の確保に関する施策その他の必要な各般の措

置を講じなければならない。 

２ 都道府県は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、必要な助

言及び適切な援助をしなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、保険給付に係る保健医

療サービス及び福祉サービスに関する施策、要介護状態等となることの予防又は

要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のための施策並びに地域における自立し

た日常生活の支援のための施策を、医療及び居住に関する施策との有機的な連携

を図りつつ包括的に推進するよう努めなければならない。 

４ 国及び地方公共団体は、前項の規定により同項に掲げる施策を包括的に推進す
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るに当たっては、障害者その他の者の福祉に関する施策との有機的な連携を図る

よう努めなければならない。 

（平一七法七七・平二三法七二・平二九法五二・一部改正） 

（認知症に関する施策の総合的な推進等） 

第五条の二 国及び地方公共団体は、認知症（脳血管疾患、アルツハイマー病その

他の要因に基づく脳の器質的な変化により日常生活に支障が生じる程度にまで記

憶機能及びその他の認知機能が低下した状態をいう。以下同じ。）に対する国民

の関心及び理解を深め、認知症である者への支援が適切に行われるよう、認知症

に関する知識の普及及び啓発に努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、被保険者に対して認知症に係る適切な保健医療サービ

ス及び福祉サービスを提供するため、認知症の予防、診断及び治療並びに認知症

である者の心身の特性に応じたリハビリテーション及び介護方法に関する調査研

究の推進並びにその成果の活用に努めるとともに、認知症である者を現に介護す

る者の支援並びに認知症である者の支援に係る人材の確保及び資質の向上を図る

ために必要な措置を講ずることその他の認知症に関する施策を総合的に推進する

よう努めなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、前項の施策の推進に当たっては、認知症である者及び

その家族の意向の尊重に配慮するよう努めなければならない。 

（平二三法七二・追加、平二九法五二・一部改正） 

（医療保険者の協力） 

第六条 医療保険者は、介護保険事業が健全かつ円滑に行われるよう協力しなけれ

ばならない。 

（定義） 

第七条 この法律において「要介護状態」とは、身体上又は精神上の障害があるた

めに、入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的な動作の全部又は一部に

ついて、厚生労働省令で定める期間にわたり継続して、常時介護を要すると見込

まれる状態であって、その介護の必要の程度に応じて厚生労働省令で定める区分

（以下「要介護状態区分」という。）のいずれかに該当するもの（要支援状態に
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該当するものを除く。）をいう。 

２ この法律において「要支援状態」とは、身体上若しくは精神上の障害があるた

めに入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的な動作の全部若しくは一部

について厚生労働省令で定める期間にわたり継続して常時介護を要する状態の軽

減若しくは悪化の防止に特に資する支援を要すると見込まれ、又は身体上若しく

は精神上の障害があるために厚生労働省令で定める期間にわたり継続して日常生

活を営むのに支障があると見込まれる状態であって、支援の必要の程度に応じて

厚生労働省令で定める区分（以下「要支援状態区分」という。）のいずれかに該

当するものをいう。 

３ この法律において「要介護者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

一 要介護状態にある六十五歳以上の者 

二 要介護状態にある四十歳以上六十五歳未満の者であって、その要介護状態の

原因である身体上又は精神上の障害が加齢に伴って生ずる心身の変化に起因す

る疾病であって政令で定めるもの（以下「特定疾病」という。）によって生じ

たものであるもの 

４ この法律において「要支援者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

一 要支援状態にある六十五歳以上の者 

二 要支援状態にある四十歳以上六十五歳未満の者であって、その要支援状態の

原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって生じたものであるもの 

５ この法律において「介護支援専門員」とは、要介護者又は要支援者（以下「要

介護者等」という。）からの相談に応じ、及び要介護者等がその心身の状況等に

応じ適切な居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービ

ス若しくは地域密着型介護予防サービス又は特定介護予防・日常生活支援総合事

業（第百十五条の四十五第一項第一号イに規定する第一号訪問事業、同号ロに規

定する第一号通所事業又は同号ハに規定する第一号生活支援事業をいう。以下同

じ。）を利用できるよう市町村、居宅サービス事業を行う者、地域密着型サービ

ス事業を行う者、介護保険施設、介護予防サービス事業を行う者、地域密着型介

護予防サービス事業を行う者、特定介護予防・日常生活支援総合事業を行う者等
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との連絡調整等を行う者であって、要介護者等が自立した日常生活を営むのに必

要な援助に関する専門的知識及び技術を有するものとして第六十九条の七第一項

の介護支援専門員証の交付を受けたものをいう。 

６ この法律において「医療保険各法」とは、次に掲げる法律をいう。 

一 健康保険法（大正十一年法律第七十号） 

二 船員保険法（昭和十四年法律第七十三号） 

三 国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号） 

四 国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号） 

五 地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号） 

六 私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号） 

７ この法律において「医療保険者」とは、医療保険各法の規定により医療に関す

る給付を行う全国健康保険協会、健康保険組合、都道府県及び市町村（特別区を

含む。）、国民健康保険組合、共済組合又は日本私立学校振興・共済事業団をい

う。 

８ この法律において「医療保険加入者」とは、次に掲げる者をいう。 

一 健康保険法の規定による被保険者。ただし、同法第三条第二項の規定による

日雇特例被保険者を除く。 

二 船員保険法の規定による被保険者 

三 国民健康保険法の規定による被保険者 

四 国家公務員共済組合法又は地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合

員 

五 私立学校教職員共済法の規定による私立学校教職員共済制度の加入者 

六 健康保険法、船員保険法、国家公務員共済組合法（他の法律において準用す

る場合を含む。）又は地方公務員等共済組合法の規定による被扶養者。ただし、

健康保険法第三条第二項の規定による日雇特例被保険者の同法の規定による被

扶養者を除く。 

七 健康保険法第百二十六条の規定により日雇特例被保険者手帳の交付を受け、

その手帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至るまでの間にあ
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る者及び同法の規定によるその者の被扶養者。ただし、同法第三条第二項ただ

し書の規定による承認を受けて同項の規定による日雇特例被保険者とならない

期間内にある者及び同法第百二十六条第三項の規定により当該日雇特例被保険

者手帳を返納した者並びに同法の規定によるその者の被扶養者を除く。 

９ この法律において「社会保険各法」とは、次に掲げる法律をいう。 

一 この法律 

二 第六項各号（第四号を除く。）に掲げる法律 

三 厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号） 

四 国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号） 

（平九法四八・平九法一二五・平一一法八七・平一一法一六〇・平一二法

一四一・平一三法一五三・平一四法一〇二・平一七法七七・平一八法八三・

平一九法三〇・平一九法一一〇・平二六法八三・平二七法三一・一部改正） 

第八条 この法律において「居宅サービス」とは、訪問介護、訪問入浴介護、訪問

看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビリテ

ーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、福

祉用具貸与及び特定福祉用具販売をいい、「居宅サービス事業」とは、居宅サー

ビスを行う事業をいう。 

２ この法律において「訪問介護」とは、要介護者であって、居宅（老人福祉法（昭

和三十八年法律第百三十三号）第二十条の六に規定する軽費老人ホーム、同法第

二十九条第一項に規定する有料老人ホーム（第十一項及び第二十一項において「有

料老人ホーム」という。）その他の厚生労働省令で定める施設における居室を含

む。以下同じ。）において介護を受けるもの（以下「居宅要介護者」という。）

について、その者の居宅において介護福祉士その他政令で定める者により行われ

る入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話であって、厚生労働省

令で定めるもの（定期巡回・随時対応型訪問介護看護（第十五項第二号に掲げる

ものに限る。）又は夜間対応型訪問介護に該当するものを除く。）をいう。 

３ この法律において「訪問入浴介護」とは、居宅要介護者について、その者の居

宅を訪問し、浴槽を提供して行われる入浴の介護をいう。 
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４ この法律において「訪問看護」とは、居宅要介護者（主治の医師がその治療の

必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合していると認めたものに限

る。）について、その者の居宅において看護師その他厚生労働省令で定める者に

より行われる療養上の世話又は必要な診療の補助をいう。 

５ この法律において「訪問リハビリテーション」とは、居宅要介護者（主治の医

師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合していると認

めたものに限る。）について、その者の居宅において、その心身の機能の維持回

復を図り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作業療法その他必

要なリハビリテーションをいう。 

６ この法律において「居宅療養管理指導」とは、居宅要介護者について、病院、

診療所又は薬局（以下「病院等」という。）の医師、歯科医師、薬剤師その他厚

生労働省令で定める者により行われる療養上の管理及び指導であって、厚生労働

省令で定めるものをいう。 

７ この法律において「通所介護」とは、居宅要介護者について、老人福祉法第五

条の二第三項の厚生労働省令で定める施設又は同法第二十条の二の二に規定する

老人デイサービスセンターに通わせ、当該施設において入浴、排せつ、食事等の

介護その他の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練

を行うこと（利用定員が厚生労働省令で定める数以上であるものに限り、認知症

対応型通所介護に該当するものを除く。）をいう。 

８ この法律において「通所リハビリテーション」とは、居宅要介護者（主治の医

師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合していると認

めたものに限る。）について、介護老人保健施設、介護医療院、病院、診療所そ

の他の厚生労働省令で定める施設に通わせ、当該施設において、その心身の機能

の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作業療法

その他必要なリハビリテーションをいう。 

９ この法律において「短期入所生活介護」とは、居宅要介護者について、老人福

祉法第五条の二第四項の厚生労働省令で定める施設又は同法第二十条の三に規定

する老人短期入所施設に短期間入所させ、当該施設において入浴、排せつ、食事



11/651 

等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことをいう。 

１０ この法律において「短期入所療養介護」とは、居宅要介護者（その治療の必

要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。）について、介護老人保健施

設、介護医療院その他の厚生労働省令で定める施設に短期間入所させ、当該施設

において看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並び

に日常生活上の世話を行うことをいう。 

１１ この法律において「特定施設」とは、有料老人ホームその他厚生労働省令で

定める施設であって、第二十一項に規定する地域密着型特定施設でないものをい

い、「特定施設入居者生活介護」とは、特定施設に入居している要介護者につい

て、当該特定施設が提供するサービスの内容、これを担当する者その他厚生労働

省令で定める事項を定めた計画に基づき行われる入浴、排せつ、食事等の介護そ

の他の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの、機能訓練及び療養

上の世話をいう。 

１２ この法律において「福祉用具貸与」とは、居宅要介護者について福祉用具（心

身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある要介護者等の日常生活上の便宜

を図るための用具及び要介護者等の機能訓練のための用具であって、要介護者等

の日常生活の自立を助けるためのものをいう。次項並びに次条第十項及び第十一

項において同じ。）のうち厚生労働大臣が定めるものの政令で定めるところによ

り行われる貸与をいう。 

１３ この法律において「特定福祉用具販売」とは、居宅要介護者について福祉用

具のうち入浴又は排せつの用に供するものその他の厚生労働大臣が定めるもの

（以下「特定福祉用具」という。）の政令で定めるところにより行われる販売を

いう。 

１４ この法律において「地域密着型サービス」とは、定期巡回・随時対応型訪問

介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、

小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居

者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び複合型サービスを

いい、「特定地域密着型サービス」とは、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、
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夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機

能型居宅介護及び複合型サービスをいい、「地域密着型サービス事業」とは、地

域密着型サービスを行う事業をいう。 

１５ この法律において「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」とは、次の各号の

いずれかに該当するものをいう。 

一 居宅要介護者について、定期的な巡回訪問により、又は随時通報を受け、そ

の者の居宅において、介護福祉士その他第二項の政令で定める者により行われ

る入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話であって、厚生労働

省令で定めるものを行うとともに、看護師その他厚生労働省令で定める者によ

り行われる療養上の世話又は必要な診療の補助を行うこと。ただし、療養上の

世話又は必要な診療の補助にあっては、主治の医師がその治療の必要の程度に

つき厚生労働省令で定める基準に適合していると認めた居宅要介護者について

のものに限る。 

二 居宅要介護者について、定期的な巡回訪問により、又は随時通報を受け、訪

問看護を行う事業所と連携しつつ、その者の居宅において介護福祉士その他第

二項の政令で定める者により行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の世話であって、厚生労働省令で定めるものを行うこと。 

１６ この法律において「夜間対応型訪問介護」とは、居宅要介護者について、夜

間において、定期的な巡回訪問により、又は随時通報を受け、その者の居宅にお

いて介護福祉士その他第二項の政令で定める者により行われる入浴、排せつ、食

事等の介護その他の日常生活上の世話であって、厚生労働省令で定めるもの（定

期巡回・随時対応型訪問介護看護に該当するものを除く。）をいう。 

１７ この法律において「地域密着型通所介護」とは、居宅要介護者について、老

人福祉法第五条の二第三項の厚生労働省令で定める施設又は同法第二十条の二の

二に規定する老人デイサービスセンターに通わせ、当該施設において入浴、排せ

つ、食事等の介護その他の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの

及び機能訓練を行うこと（利用定員が第七項の厚生労働省令で定める数未満であ

るものに限り、認知症対応型通所介護に該当するものを除く。）をいう。 
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１８ この法律において「認知症対応型通所介護」とは、居宅要介護者であって、

認知症であるものについて、老人福祉法第五条の二第三項の厚生労働省令で定め

る施設又は同法第二十条の二の二に規定する老人デイサービスセンターに通わせ、

当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話であっ

て厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を行うことをいう。 

１９ この法律において「小規模多機能型居宅介護」とは、居宅要介護者について、

その者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、その者の選択に基づき、

その者の居宅において、又は厚生労働省令で定めるサービスの拠点に通わせ、若

しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、入浴、排せつ、食事等の介護その他

の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を行うこと

をいう。 

２０ この法律において「認知症対応型共同生活介護」とは、要介護者であって認

知症であるもの（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除

く。）について、その共同生活を営むべき住居において、入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことをいう。 

２１ この法律において「地域密着型特定施設入居者生活介護」とは、有料老人ホ

ームその他第十一項の厚生労働省令で定める施設であって、その入居者が要介護

者、その配偶者その他厚生労働省令で定める者に限られるもの（以下「介護専用

型特定施設」という。）のうち、その入居定員が二十九人以下であるもの（以下

この項において「地域密着型特定施設」という。）に入居している要介護者につ

いて、当該地域密着型特定施設が提供するサービスの内容、これを担当する者そ

の他厚生労働省令で定める事項を定めた計画に基づき行われる入浴、排せつ、食

事等の介護その他の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの、機能

訓練及び療養上の世話をいう。 

２２ この法律において「地域密着型介護老人福祉施設」とは、老人福祉法第二十

条の五に規定する特別養護老人ホーム（入所定員が二十九人以下であるものに限

る。以下この項において同じ。）であって、当該特別養護老人ホームに入所する

要介護者（厚生労働省令で定める要介護状態区分に該当する状態である者その他
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居宅において日常生活を営むことが困難な者として厚生労働省令で定めるものに

限る。以下この項及び第二十七項において同じ。）に対し、地域密着型施設サー

ビス計画（地域密着型介護老人福祉施設に入所している要介護者について、当該

施設が提供するサービスの内容、これを担当する者その他厚生労働省令で定める

事項を定めた計画をいう。以下この項において同じ。）に基づいて、入浴、排せ

つ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の

世話を行うことを目的とする施設をいい、「地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護」とは、地域密着型介護老人福祉施設に入所する要介護者に対し、地域

密着型施設サービス計画に基づいて行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他

の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話をいう。 

２３ この法律において「複合型サービス」とは、居宅要介護者について、訪問介

護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通

所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、定期

巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認

知症対応型通所介護又は小規模多機能型居宅介護を二種類以上組み合わせること

により提供されるサービスのうち、訪問看護及び小規模多機能型居宅介護の組合

せその他の居宅要介護者について一体的に提供されることが特に効果的かつ効率

的なサービスの組合せにより提供されるサービスとして厚生労働省令で定めるも

のをいう。 

２４ この法律において「居宅介護支援」とは、居宅要介護者が第四十一条第一項

に規定する指定居宅サービス又は特例居宅介護サービス費に係る居宅サービス若

しくはこれに相当するサービス、第四十二条の二第一項に規定する指定地域密着

型サービス又は特例地域密着型介護サービス費に係る地域密着型サービス若しく

はこれに相当するサービス及びその他の居宅において日常生活を営むために必要

な保健医療サービス又は福祉サービス（以下この項において「指定居宅サービス

等」という。）の適切な利用等をすることができるよう、当該居宅要介護者の依

頼を受けて、その心身の状況、その置かれている環境、当該居宅要介護者及びそ

の家族の希望等を勘案し、利用する指定居宅サービス等の種類及び内容、これを
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担当する者その他厚生労働省令で定める事項を定めた計画（以下この項、第百十

五条の四十五第二項第三号及び別表において「居宅サービス計画」という。）を

作成するとともに、当該居宅サービス計画に基づく指定居宅サービス等の提供が

確保されるよう、第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス事業者、第四十

二条の二第一項に規定する指定地域密着型サービス事業者その他の者との連絡調

整その他の便宜の提供を行い、並びに当該居宅要介護者が地域密着型介護老人福

祉施設又は介護保険施設への入所を要する場合にあっては、地域密着型介護老人

福祉施設又は介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うことをいい、「居

宅介護支援事業」とは、居宅介護支援を行う事業をいう。 

２５ この法律において「介護保険施設」とは、第四十八条第一項第一号に規定す

る指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護医療院をいう。 

２６ この法律において「施設サービス」とは、介護福祉施設サービス、介護保健

施設サービス及び介護医療院サービスをいい、「施設サービス計画」とは、介護

老人福祉施設、介護老人保健施設又は介護医療院に入所している要介護者につい

て、これらの施設が提供するサービスの内容、これを担当する者その他厚生労働

省令で定める事項を定めた計画をいう。 

２７ この法律において「介護老人福祉施設」とは、老人福祉法第二十条の五に規

定する特別養護老人ホーム（入所定員が三十人以上であるものに限る。以下この

項において同じ。）であって、当該特別養護老人ホームに入所する要介護者に対

し、施設サービス計画に基づいて、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生

活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことを目的とする施設

をいい、「介護福祉施設サービス」とは、介護老人福祉施設に入所する要介護者

に対し、施設サービス計画に基づいて行われる入浴、排せつ、食事等の介護その

他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話をいう。 

２８ この法律において「介護老人保健施設」とは、要介護者であって、主として

その心身の機能の維持回復を図り、居宅における生活を営むことができるように

するための支援が必要である者（その治療の必要の程度につき厚生労働省令で定

めるものに限る。以下この項において単に「要介護者」という。）に対し、施設
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サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その

他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設として、第九

十四条第一項の都道府県知事の許可を受けたものをいい、「介護保健施設サービ

ス」とは、介護老人保健施設に入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基

づいて行われる看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医

療並びに日常生活上の世話をいう。 

２９ この法律において「介護医療院」とは、要介護者であって、主として長期に

わたり療養が必要である者（その治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める

ものに限る。以下この項において単に「要介護者」という。）に対し、施設サー

ビス計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機

能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設と

して、第百七条第一項の都道府県知事の許可を受けたものをいい、「介護医療院

サービス」とは、介護医療院に入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基

づいて行われる療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練

その他必要な医療並びに日常生活上の世話をいう。 

（平一七法七七・全改、平一八法八三・平二〇法四二・平二三法七二・平

二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

第八条の二 この法律において「介護予防サービス」とは、介護予防訪問入浴介護、

介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指

導、介護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短

期入所療養介護、介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防福祉用具貸与及び

特定介護予防福祉用具販売をいい、「介護予防サービス事業」とは、介護予防サ

ービスを行う事業をいう。 

２ この法律において「介護予防訪問入浴介護」とは、要支援者であって、居宅に

おいて支援を受けるもの（以下「居宅要支援者」という。）について、その介護

予防（身体上又は精神上の障害があるために入浴、排せつ、食事等の日常生活に

おける基本的な動作の全部若しくは一部について常時介護を要し、又は日常生活

を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止をいう。以下同じ。）を目的と
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して、厚生労働省令で定める場合に、その者の居宅を訪問し、厚生労働省令で定

める期間にわたり浴槽を提供して行われる入浴の介護をいう。 

３ この法律において「介護予防訪問看護」とは、居宅要支援者（主治の医師がそ

の治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合していると認めたも

のに限る。）について、その者の居宅において、その介護予防を目的として、看

護師その他厚生労働省令で定める者により、厚生労働省令で定める期間にわたり

行われる療養上の世話又は必要な診療の補助をいう。 

４ この法律において「介護予防訪問リハビリテーション」とは、居宅要支援者（主

治の医師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合してい

ると認めたものに限る。）について、その者の居宅において、その介護予防を目

的として、厚生労働省令で定める期間にわたり行われる理学療法、作業療法その

他必要なリハビリテーションをいう。 

５ この法律において「介護予防居宅療養管理指導」とは、居宅要支援者について、

その介護予防を目的として、病院等の医師、歯科医師、薬剤師その他厚生労働省

令で定める者により行われる療養上の管理及び指導であって、厚生労働省令で定

めるものをいう。 

６ この法律において「介護予防通所リハビリテーション」とは、居宅要支援者（主

治の医師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合してい

ると認めたものに限る。）について、介護老人保健施設、介護医療院、病院、診

療所その他の厚生労働省令で定める施設に通わせ、当該施設において、その介護

予防を目的として、厚生労働省令で定める期間にわたり行われる理学療法、作業

療法その他必要なリハビリテーションをいう。 

７ この法律において「介護予防短期入所生活介護」とは、居宅要支援者について、

老人福祉法第五条の二第四項の厚生労働省令で定める施設又は同法第二十条の三

に規定する老人短期入所施設に短期間入所させ、その介護予防を目的として、厚

生労働省令で定める期間にわたり、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介

護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことをいう。 

８ この法律において「介護予防短期入所療養介護」とは、居宅要支援者（その治
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療の必要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。）について、介護老人

保健施設、介護医療院その他の厚生労働省令で定める施設に短期間入所させ、そ

の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める期間にわたり、当該施設におい

て看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常

生活上の支援を行うことをいう。 

９ この法律において「介護予防特定施設入居者生活介護」とは、特定施設（介護

専用型特定施設を除く。）に入居している要支援者について、その介護予防を目

的として、当該特定施設が提供するサービスの内容、これを担当する者その他厚

生労働省令で定める事項を定めた計画に基づき行われる入浴、排せつ、食事等の

介護その他の日常生活上の支援であって厚生労働省令で定めるもの、機能訓練及

び療養上の世話をいう。 

１０ この法律において「介護予防福祉用具貸与」とは、居宅要支援者について福

祉用具のうちその介護予防に資するものとして厚生労働大臣が定めるものの政令

で定めるところにより行われる貸与をいう。 

１１ この法律において「特定介護予防福祉用具販売」とは、居宅要支援者につい

て福祉用具のうちその介護予防に資するものであって入浴又は排せつの用に供す

るものその他の厚生労働大臣が定めるもの（以下「特定介護予防福祉用具」とい

う。）の政令で定めるところにより行われる販売をいう。 

１２ この法律において「地域密着型介護予防サービス」とは、介護予防認知症対

応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同

生活介護をいい、「特定地域密着型介護予防サービス」とは、介護予防認知症対

応型通所介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護をいい、「地域密着型介護予

防サービス事業」とは、地域密着型介護予防サービスを行う事業をいう。 

１３ この法律において「介護予防認知症対応型通所介護」とは、居宅要支援者で

あって、認知症であるものについて、その介護予防を目的として、老人福祉法第

五条の二第三項の厚生労働省令で定める施設又は同法第二十条の二の二に規定す

る老人デイサービスセンターに通わせ、当該施設において、厚生労働省令で定め

る期間にわたり、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援であっ
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て厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を行うことをいう。 

１４ この法律において「介護予防小規模多機能型居宅介護」とは、居宅要支援者

について、その者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、その者の選

択に基づき、その者の居宅において、又は厚生労働省令で定めるサービスの拠点

に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、その介護予防を目的と

して、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援であって厚生労働

省令で定めるもの及び機能訓練を行うことをいう。 

１５ この法律において「介護予防認知症対応型共同生活介護」とは、要支援者（厚

生労働省令で定める要支援状態区分に該当する状態である者に限る。）であって

認知症であるもの（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除

く。）について、その共同生活を営むべき住居において、その介護予防を目的と

して、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行

うことをいう。 

１６ この法律において「介護予防支援」とは、居宅要支援者が第五十三条第一項

に規定する指定介護予防サービス又は特例介護予防サービス費に係る介護予防サ

ービス若しくはこれに相当するサービス、第五十四条の二第一項に規定する指定

地域密着型介護予防サービス又は特例地域密着型介護予防サービス費に係る地域

密着型介護予防サービス若しくはこれに相当するサービス、特定介護予防・日常

生活支援総合事業（市町村、第百十五条の四十五の三第一項に規定する指定事業

者又は第百十五条の四十七第六項の受託者が行うものに限る。以下この項及び第

三十二条第四項第二号において同じ。）及びその他の介護予防に資する保健医療

サービス又は福祉サービス（以下この項において「指定介護予防サービス等」と

いう。）の適切な利用等をすることができるよう、第百十五条の四十六第一項に

規定する地域包括支援センターの職員のうち厚生労働省令で定める者が、当該居

宅要支援者の依頼を受けて、その心身の状況、その置かれている環境、当該居宅

要支援者及びその家族の希望等を勘案し、利用する指定介護予防サービス等の種

類及び内容、これを担当する者その他厚生労働省令で定める事項を定めた計画（以

下この項及び別表において「介護予防サービス計画」という。）を作成するとと
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もに、当該介護予防サービス計画に基づく指定介護予防サービス等の提供が確保

されるよう、第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービス事業者、第五十

四条の二第一項に規定する指定地域密着型介護予防サービス事業者、特定介護予

防・日常生活支援総合事業を行う者その他の者との連絡調整その他の便宜の提供

を行うことをいい、「介護予防支援事業」とは、介護予防支援を行う事業をいう。 

（平一七法七七・追加、平一八法八三・平二〇法四二・平二三法七二・平

二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

第二章 被保険者 

（被保険者） 

第九条 次の各号のいずれかに該当する者は、市町村又は特別区（以下単に「市町

村」という。）が行う介護保険の被保険者とする。 

一 市町村の区域内に住所を有する六十五歳以上の者（以下「第一号被保険者」

という。） 

二 市町村の区域内に住所を有する四十歳以上六十五歳未満の医療保険加入者

（以下「第二号被保険者」という。） 

（資格取得の時期） 

第十条 前条の規定による当該市町村が行う介護保険の被保険者は、次の各号のい

ずれかに該当するに至った日から、その資格を取得する。 

一 当該市町村の区域内に住所を有する医療保険加入者が四十歳に達したとき。 

二 四十歳以上六十五歳未満の医療保険加入者又は六十五歳以上の者が当該市町

村の区域内に住所を有するに至ったとき。 

三 当該市町村の区域内に住所を有する四十歳以上六十五歳未満の者が医療保険

加入者となったとき。 

四 当該市町村の区域内に住所を有する者（医療保険加入者を除く。）が六十五

歳に達したとき。 

（資格喪失の時期） 

第十一条 第九条の規定による当該市町村が行う介護保険の被保険者は、当該市町

村の区域内に住所を有しなくなった日の翌日から、その資格を喪失する。ただし、
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当該市町村の区域内に住所を有しなくなった日に他の市町村の区域内に住所を有

するに至ったときは、その日から、その資格を喪失する。 

２ 第二号被保険者は、医療保険加入者でなくなった日から、その資格を喪失する。 

（届出等） 

第十二条 第一号被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、被保険者の資

格の取得及び喪失に関する事項その他必要な事項を市町村に届け出なければなら

ない。ただし、第十条第四号に該当するに至ったことにより被保険者の資格を取

得した場合（厚生労働省令で定める場合を除く。）については、この限りでない。 

２ 第一号被保険者の属する世帯の世帯主は、その世帯に属する第一号被保険者に

代わって、当該第一号被保険者に係る前項の規定による届出をすることができる。 

３ 被保険者は、市町村に対し、当該被保険者に係る被保険者証の交付を求めるこ

とができる。 

４ 被保険者は、その資格を喪失したときは、厚生労働省令で定めるところにより、

速やかに、被保険者証を返還しなければならない。 

５ 住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第二十二条から第二十四条ま

で、第二十五条、第三十条の四十六又は第三十条の四十七の規定による届出があ

ったとき（当該届出に係る書面に同法第二十八条の三の規定による付記がされた

ときに限る。）は、その届出と同一の事由に基づく第一項本文の規定による届出

があったものとみなす。 

６ 前各項に規定するもののほか、被保険者に関する届出及び被保険者証に関して

必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

（平一一法一三三・平一一法一六〇・平一八法八三・平二一法七七・一部

改正） 

（住所地特例対象施設に入所又は入居中の被保険者の特例） 

第十三条 次に掲げる施設（以下「住所地特例対象施設」という。）に入所又は入

居（以下「入所等」という。）をすることにより当該住所地特例対象施設の所在

する場所に住所を変更したと認められる被保険者（第三号に掲げる施設に入所す

ることにより当該施設の所在する場所に住所を変更したと認められる被保険者に
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あっては、老人福祉法第十一条第一項第一号の規定による入所措置がとられた者

に限る。以下この項及び次項において「住所地特例対象被保険者」という。）で

あって、当該住所地特例対象施設に入所等をした際他の市町村（当該住所地特例

対象施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有していた

と認められるものは、第九条の規定にかかわらず、当該他の市町村が行う介護保

険の被保険者とする。ただし、二以上の住所地特例対象施設に継続して入所等を

している住所地特例対象被保険者であって、現に入所等をしている住所地特例対

象施設（以下この項及び次項において「現入所施設」という。）に入所等をする

直前に入所等をしていた住所地特例対象施設（以下この項において「直前入所施

設」という。）及び現入所施設のそれぞれに入所等をすることにより直前入所施

設及び現入所施設のそれぞれの所在する場所に順次住所を変更したと認められる

もの（次項において「特定継続入所被保険者」という。）については、この限り

でない。 

一 介護保険施設 

二 特定施設 

三 老人福祉法第二十条の四に規定する養護老人ホーム 

２ 特定継続入所被保険者のうち、次の各号に掲げるものは、第九条の規定にかか

わらず、当該各号に定める市町村が行う介護保険の被保険者とする。 

一 継続して入所等をしている二以上の住所地特例対象施設のそれぞれに入所等

をすることによりそれぞれの住所地特例対象施設の所在する場所に順次住所を

変更したと認められる住所地特例対象被保険者であって、当該二以上の住所地

特例対象施設のうち最初の住所地特例対象施設に入所等をした際他の市町村

（現入所施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有し

ていたと認められるもの 当該他の市町村 

二 継続して入所等をしている二以上の住所地特例対象施設のうち一の住所地特

例対象施設から継続して他の住所地特例対象施設に入所等をすること（以下こ

の号において「継続入所等」という。）により当該一の住所地特例対象施設の

所在する場所以外の場所から当該他の住所地特例対象施設の所在する場所への
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住所の変更（以下この号において「特定住所変更」という。）を行ったと認め

られる住所地特例対象被保険者であって、最後に行った特定住所変更に係る継

続入所等の際他の市町村（現入所施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）

の区域内に住所を有していたと認められるもの 当該他の市町村 

３ 第一項の規定により同項に規定する当該他の市町村が行う介護保険の被保険者

とされた者又は前項の規定により同項各号に定める当該他の市町村が行う介護保

険の被保険者とされた者（以下「住所地特例適用被保険者」という。）が入所等

をしている住所地特例対象施設は、当該住所地特例対象施設の所在する市町村（以

下「施設所在市町村」という。）及び当該住所地特例適用被保険者に対し介護保

険を行う市町村に、必要な協力をしなければならない。 

（平一七法七七・平一八法二〇・平二三法七二・平二六法八三・一部改正） 

第三章 介護認定審査会 

（介護認定審査会） 

第十四条 第三十八条第二項に規定する審査判定業務を行わせるため、市町村に介

護認定審査会（以下「認定審査会」という。）を置く。 

（委員） 

第十五条 認定審査会の委員の定数は、政令で定める基準に従い条例で定める数と

する。 

２ 委員は、要介護者等の保健、医療又は福祉に関する学識経験を有する者のうち

から、市町村長（特別区にあっては、区長。以下同じ。）が任命する。 

（平一七法七七・一部改正） 

（共同設置の支援） 

第十六条 都道府県は、認定審査会について地方自治法（昭和二十二年法律第六十

七号）第二百五十二条の七第一項の規定による共同設置をしようとする市町村の

求めに応じ、市町村相互間における必要な調整を行うことができる。 

２ 都道府県は、認定審査会を共同設置した市町村に対し、その円滑な運営が確保

されるように必要な技術的な助言その他の援助をすることができる。 

（政令への委任規定） 
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第十七条 この法律に定めるもののほか、認定審査会に関し必要な事項は、政令で

定める。 

第四章 保険給付 

第一節 通則 

（保険給付の種類） 

第十八条 この法律による保険給付は、次に掲げる保険給付とする。 

一 被保険者の要介護状態に関する保険給付（以下「介護給付」という。） 

二 被保険者の要支援状態に関する保険給付（以下「予防給付」という。） 

三 前二号に掲げるもののほか、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資する保

険給付として条例で定めるもの（第五節において「市町村特別給付」という。） 

（平一七法七七・平二三法七二・一部改正） 

（市町村の認定） 

第十九条 介護給付を受けようとする被保険者は、要介護者に該当すること及びそ

の該当する要介護状態区分について、市町村の認定（以下「要介護認定」という。）

を受けなければならない。 

２ 予防給付を受けようとする被保険者は、要支援者に該当すること及びその該当

する要支援状態区分について、市町村の認定（以下「要支援認定」という。）を

受けなければならない。 

（平一七法七七・一部改正） 

（他の法令による給付との調整） 

第二十条 介護給付又は予防給付（以下「介護給付等」という。）は、当該要介護

状態等につき、労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）の規定によ

る療養補償給付若しくは療養給付その他の法令に基づく給付であって政令で定め

るもののうち介護給付等に相当するものを受けることができるときは政令で定め

る限度において、又は当該政令で定める給付以外の給付であって国若しくは地方

公共団体の負担において介護給付等に相当するものが行われたときはその限度に

おいて、行わない。 

（平一七法七七・平二三法七二・一部改正） 
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（損害賠償請求権） 

第二十一条 市町村は、給付事由が第三者の行為によって生じた場合において、保

険給付を行ったときは、その給付の価額の限度において、被保険者が第三者に対

して有する損害賠償の請求権を取得する。 

２ 前項に規定する場合において、保険給付を受けるべき者が第三者から同一の事

由について損害賠償を受けたときは、市町村は、その価額の限度において、保険

給付を行う責めを免れる。 

３ 市町村は、第一項の規定により取得した請求権に係る損害賠償金の徴収又は収

納の事務を国民健康保険法第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会

（以下「連合会」という。）であって厚生労働省令で定めるものに委託すること

ができる。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（不正利得の徴収等） 

第二十二条 偽りその他不正の行為によって保険給付を受けた者があるときは、市

町村は、その者からその給付の価額の全部又は一部を徴収することができるほか、

当該偽りその他不正の行為によって受けた保険給付が第五十一条の三第一項の規

定による特定入所者介護サービス費の支給、第五十一条の四第一項の規定による

特例特定入所者介護サービス費の支給、第六十一条の三第一項の規定による特定

入所者介護予防サービス費の支給又は第六十一条の四第一項の規定による特例特

定入所者介護予防サービス費の支給であるときは、市町村は、厚生労働大臣の定

める基準により、その者から当該偽りその他不正の行為によって支給を受けた額

の百分の二百に相当する額以下の金額を徴収することができる。 

２ 前項に規定する場合において、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハ

ビリテーション若しくは短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

又は介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビ

リテーション若しくは介護予防短期入所療養介護についてその治療の必要の程度

につき診断する医師その他居宅サービス若しくはこれに相当するサービス、地域

密着型サービス若しくはこれに相当するサービス、施設サービス又は介護予防サ
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ービス若しくはこれに相当するサービスに従事する医師又は歯科医師が、市町村

に提出されるべき診断書に虚偽の記載をしたため、その保険給付が行われたもの

であるときは、市町村は、当該医師又は歯科医師に対し、保険給付を受けた者に

連帯して同項の徴収金を納付すべきことを命ずることができる。 

３ 市町村は、第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス事業者、第四十二条

の二第一項に規定する指定地域密着型サービス事業者、第四十六条第一項に規定

する指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、第五十三条第一項に規定する指定

介護予防サービス事業者、第五十四条の二第一項に規定する指定地域密着型介護

予防サービス事業者又は第五十八条第一項に規定する指定介護予防支援事業者

（以下この項において「指定居宅サービス事業者等」という。）が、偽りその他

不正の行為により第四十一条第六項、第四十二条の二第六項、第四十六条第四項、

第四十八条第四項、第五十一条の三第四項、第五十三条第四項、第五十四条の二

第六項、第五十八条第四項又は第六十一条の三第四項の規定による支払を受けた

ときは、当該指定居宅サービス事業者等から、その支払った額につき返還させる

べき額を徴収するほか、その返還させるべき額に百分の四十を乗じて得た額を徴

収することができる。 

（平一〇法一〇九・平一七法七七・平一八法八三・平二〇法四二・平二三

法七二・平二六法八三・一部改正） 

（文書の提出等） 

第二十三条 市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給

付を受ける者若しくは当該保険給付に係る居宅サービス等（居宅サービス（これ

に相当するサービスを含む。）、地域密着型サービス（これに相当するサービス

を含む。）、居宅介護支援（これに相当するサービスを含む。）、施設サービス、

介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）、地域密着型介護予防サ

ービス（これに相当するサービスを含む。）若しくは介護予防支援（これに相当

するサービスを含む。）をいう。以下同じ。）を担当する者若しくは保険給付に

係る第四十五条第一項に規定する住宅改修を行う者又はこれらの者であった者

（第二十四条の二第一項第一号において「照会等対象者」という。）に対し、文
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書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しくは依頼し、又は当該職員に質

問若しくは照会をさせることができる。 

（平一七法七七・一部改正） 

（帳簿書類の提示等） 

第二十四条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、介護給付等（居宅介護住宅改修費

の支給及び介護予防住宅改修費の支給を除く。次項及び第二百八条において同

じ。）に関して必要があると認めるときは、居宅サービス等を行った者又はこれ

を使用する者に対し、その行った居宅サービス等に関し、報告若しくは当該居宅

サービス等の提供の記録、帳簿書類その他の物件の提示を命じ、又は当該職員に

質問させることができる。 

２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、介護給付等を

受けた被保険者又は被保険者であった者に対し、当該介護給付等に係る居宅サー

ビス等（以下「介護給付等対象サービス」という。）の内容に関し、報告を命じ、

又は当該職員に質問させることができる。 

３ 前二項の規定による質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す

証明書を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなければなら

ない。 

４ 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（指定市町村事務受託法人） 

第二十四条の二 市町村は、次に掲げる事務の一部を、法人であって厚生労働省令

で定める要件に該当し、当該事務を適正に実施することができると認められるも

のとして都道府県知事が指定するもの（以下この条において「指定市町村事務受

託法人」という。）に委託することができる。 

一 第二十三条に規定する事務（照会等対象者の選定に係るものを除く。） 

二 第二十七条第二項（第二十八条第四項、第二十九条第二項、第三十条第二項、

第三十一条第二項及び第三十二条第二項（第三十三条第四項、第三十三条の二
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第二項、第三十三条の三第二項及び第三十四条第二項において準用する場合を

含む。）において準用する場合を含む。）の規定による調査に関する事務 

三 その他厚生労働省令で定める事務 

２ 指定市町村事務受託法人は、前項第二号の事務を行うときは、介護支援専門員

その他厚生労働省令で定める者に当該委託に係る調査を行わせるものとする。 

３ 指定市町村事務受託法人の役員若しくは職員（前項の介護支援専門員その他厚

生労働省令で定める者を含む。次項において同じ。）又はこれらの職にあった者

は、正当な理由なしに、当該委託事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

４ 指定市町村事務受託法人の役員又は職員で、当該委託事務に従事するものは、

刑法（明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の適用については、法令により

公務に従事する職員とみなす。 

５ 市町村は、第一項の規定により同項第一号又は第三号に掲げる事務を委託した

ときは、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を公示しなければならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、指定市町村事務受託法人に関し必要な事項は、政

令で定める。 

（平一七法七七・追加、平二六法八三・一部改正） 

（指定都道府県事務受託法人） 

第二十四条の三 都道府県は、次に掲げる事務の一部を、法人であって厚生労働省

令で定める要件に該当し、当該事務を適正に実施することができると認められる

ものとして都道府県知事が指定するもの（以下「指定都道府県事務受託法人」と

いう。）に委託することができる。 

一 第二十四条第一項及び第二項に規定する事務（これらの項の規定による命令

及び質問の対象となる者の選定に係るもの並びに当該命令を除く。） 

二 その他厚生労働省令で定める事務 

２ 指定都道府県事務受託法人の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、

正当な理由なしに、当該委託事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

３ 指定都道府県事務受託法人の役員又は職員で、当該委託事務に従事するものは、
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刑法その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

４ 都道府県は、第一項の規定により事務を委託したときは、厚生労働省令で定め

るところにより、その旨を公示しなければならない。 

５ 第二十四条第三項の規定は、第一項の規定により委託を受けて行う同条第一項

及び第二項の規定による質問について準用する。 

６ 前各項に定めるもののほか、指定都道府県事務受託法人に関し必要な事項は、

政令で定める。 

（平二三法七二・追加） 

（受給権の保護） 

第二十五条 保険給付を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえる

ことができない。 

（租税その他の公課の禁止） 

第二十六条 租税その他の公課は、保険給付として支給を受けた金品を標準として、

課することができない。 

第二節 認定 

（要介護認定） 

第二十七条 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、申請書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。

この場合において、当該被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第四

十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設

若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定めるもの又は第百十五条の四十

六第一項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続を代わって

行わせることができる。 

２ 市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保

険者に面接させ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で

定める事項について調査をさせるものとする。この場合において、市町村は、当

該被保険者が遠隔の地に居所を有するときは、当該調査を他の市町村に嘱託する

ことができる。 
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３ 市町村は、第一項の申請があったときは、当該申請に係る被保険者の主治の医

師に対し、当該被保険者の身体上又は精神上の障害の原因である疾病又は負傷の

状況等につき意見を求めるものとする。ただし、当該被保険者に係る主治の医師

がないときその他当該意見を求めることが困難なときは、市町村は、当該被保険

者に対して、その指定する医師又は当該職員で医師であるものの診断を受けるべ

きことを命ずることができる。 

４ 市町村は、第二項の調査（第二十四条の二第一項第二号の規定により委託され

た場合にあっては、当該委託に係る調査を含む。）の結果、前項の主治の医師の

意見又は指定する医師若しくは当該職員で医師であるものの診断の結果その他厚

生労働省令で定める事項を認定審査会に通知し、第一項の申請に係る被保険者に

ついて、次の各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める事項に関し

審査及び判定を求めるものとする。 

一 第一号被保険者 要介護状態に該当すること及びその該当する要介護状態区

分 

二 第二号被保険者 要介護状態に該当すること、その該当する要介護状態区分

及びその要介護状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって

生じたものであること。 

５ 認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働

大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各号

に規定する事項に関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するものと

する。この場合において、認定審査会は、必要があると認めるときは、次に掲げ

る事項について、市町村に意見を述べることができる。 

一 当該被保険者の要介護状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養に関す

る事項 

二 第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス、第四十二条の二第一項に規

定する指定地域密着型サービス又は第四十八条第一項に規定する指定施設サー

ビス等の適切かつ有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項 

６ 認定審査会は、前項前段の審査及び判定をするに当たって必要があると認める
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ときは、当該審査及び判定に係る被保険者、その家族、第三項の主治の医師その

他の関係者の意見を聴くことができる。 

７ 市町村は、第五項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要介護認定をしたときは、その結果を当該要介護認定に係る被保険

者に通知しなければならない。この場合において、市町村は、次に掲げる事項を

当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。 

一 該当する要介護状態区分 

二 第五項第二号に掲げる事項に係る認定審査会の意見 

８ 要介護認定は、その申請のあった日にさかのぼってその効力を生ずる。 

９ 市町村は、第五項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要介護者に該当しないと認めたときは、理由を付して、その旨を第

一項の申請に係る被保険者に通知するとともに、当該被保険者の被保険者証を返

付するものとする。 

１０ 市町村は、第一項の申請に係る被保険者が、正当な理由なしに、第二項の規

定による調査（第二十四条の二第一項第二号の規定により委託された場合にあっ

ては、当該委託に係る調査を含む。）に応じないとき、又は第三項ただし書の規

定による診断命令に従わないときは、第一項の申請を却下することができる。 

１１ 第一項の申請に対する処分は、当該申請のあった日から三十日以内にしなけ

ればならない。ただし、当該申請に係る被保険者の心身の状況の調査に日時を要

する等特別な理由がある場合には、当該申請のあった日から三十日以内に、当該

被保険者に対し、当該申請に対する処分をするためになお要する期間（次項にお

いて「処理見込期間」という。）及びその理由を通知し、これを延期することが

できる。 

１２ 第一項の申請をした日から三十日以内に当該申請に対する処分がされないと

き、若しくは前項ただし書の通知がないとき、又は処理見込期間が経過した日ま

でに当該申請に対する処分がされないときは、当該申請に係る被保険者は、市町

村が当該申請を却下したものとみなすことができる。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二〇法四二・平二三法七二・一部改
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正） 

（要介護認定の更新） 

第二十八条 要介護認定は、要介護状態区分に応じて厚生労働省令で定める期間（以

下この条において「有効期間」という。）内に限り、その効力を有する。 

２ 要介護認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要介護状態に該

当すると見込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、

当該要介護認定の更新（以下「要介護更新認定」という。）の申請をすることが

できる。 

３ 前項の申請をすることができる被保険者が、災害その他やむを得ない理由によ

り当該申請に係る要介護認定の有効期間の満了前に当該申請をすることができな

かったときは、当該被保険者は、その理由のやんだ日から一月以内に限り、要介

護更新認定の申請をすることができる。 

４ 前条（第八項を除く。）の規定は、前二項の申請及び当該申請に係る要介護更

新認定について準用する。この場合において、同条の規定に関し必要な技術的読

替えは、政令で定める。 

５ 市町村は、前項において準用する前条第二項の調査を第四十六条第一項に規定

する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設、介護保険施設その

他の厚生労働省令で定める事業者若しくは施設（以下この条において「指定居宅

介護支援事業者等」という。）又は介護支援専門員であって厚生労働省令で定め

るものに委託することができる。 

６ 前項の規定により委託を受けた指定居宅介護支援事業者等は、介護支援専門員

その他厚生労働省令で定める者に当該委託に係る調査を行わせるものとする。 

７ 第五項の規定により委託を受けた指定居宅介護支援事業者等（その者が法人で

ある場合にあっては、その役員。次項において同じ。）若しくはその職員（前項

の介護支援専門員その他厚生労働省令で定める者を含む。次項において同じ。）

若しくは介護支援専門員又はこれらの職にあった者は、正当な理由なしに、当該

委託業務に関して知り得た個人の秘密を漏らしてはならない。 

８ 第五項の規定により委託を受けた指定居宅介護支援事業者等若しくはその職員
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又は介護支援専門員で、当該委託業務に従事するものは、刑法その他の罰則の適

用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

９ 第三項の申請に係る要介護更新認定は、当該申請に係る要介護認定の有効期間

の満了日の翌日にさかのぼってその効力を生ずる。 

１０ 第一項の規定は、要介護更新認定について準用する。この場合において、同

項中「厚生労働省令で定める期間」とあるのは、「有効期間の満了日の翌日から

厚生労働省令で定める期間」と読み替えるものとする。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（要介護状態区分の変更の認定） 

第二十九条 要介護認定を受けた被保険者は、その介護の必要の程度が現に受けて

いる要介護認定に係る要介護状態区分以外の要介護状態区分に該当すると認める

ときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、要介護状態区分の

変更の認定の申請をすることができる。 

２ 第二十七条及び前条第五項から第八項までの規定は、前項の申請及び当該申請

に係る要介護状態区分の変更の認定について準用する。この場合において、これ

らの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

第三十条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者について、その介護の必要の程

度が低下したことにより当該要介護認定に係る要介護状態区分以外の要介護状態

区分に該当するに至ったと認めるときは、要介護状態区分の変更の認定をするこ

とができる。この場合において、市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、

当該変更の認定に係る被保険者に対しその被保険者証の提出を求め、これに当該

変更の認定に係る要介護状態区分及び次項において準用する第二十七条第五項後

段の規定による認定審査会の意見（同項第二号に掲げる事項に係るものに限る。）

を記載し、これを返付するものとする。 

２ 第二十七条第二項から第六項まで及び第七項前段並びに第二十八条第五項から

第八項までの規定は、前項の要介護状態区分の変更の認定について準用する。こ

の場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 
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（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（要介護認定の取消し） 

第三十一条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者が次の各号のいずれかに該当

するときは、当該要介護認定を取り消すことができる。この場合において、市町

村は、厚生労働省令で定めるところにより、当該取消しに係る被保険者に対しそ

の被保険者証の提出を求め、第二十七条第七項各号に掲げる事項の記載を消除し、

これを返付するものとする。 

一 要介護者に該当しなくなったと認めるとき。 

二 正当な理由なしに、前条第二項若しくは次項において準用する第二十七条第

二項の規定による調査（第二十四条の二第一項第二号又は前条第二項若しくは

次項において準用する第二十八条第五項の規定により委託された場合にあって

は、当該委託に係る調査を含む。）に応じないとき、又は前条第二項若しくは

次項において準用する第二十七条第三項ただし書の規定による診断命令に従わ

ないとき。 

２ 第二十七条第二項から第四項まで、第五項前段、第六項及び第七項前段並びに

第二十八条第五項から第八項までの規定は、前項第一号の規定による要介護認定

の取消しについて準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術

的読替えは、政令で定める。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（要支援認定） 

第三十二条 要支援認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、申請書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。

この場合において、当該被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第四

十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設

若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定めるもの又は第百十五条の四十

六第一項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続を代わって

行わせることができる。 

２ 第二十七条第二項及び第三項の規定は、前項の申請に係る調査並びに同項の申
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請に係る被保険者の主治の医師の意見及び当該被保険者に対する診断命令につい

て準用する。 

３ 市町村は、前項において準用する第二十七条第二項の調査（第二十四条の二第

一項第二号の規定により委託された場合にあっては、当該委託に係る調査を含

む。）の結果、前項において準用する第二十七条第三項の主治の医師の意見又は

指定する医師若しくは当該職員で医師であるものの診断の結果その他厚生労働省

令で定める事項を認定審査会に通知し、第一項の申請に係る被保険者について、

次の各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める事項に関し審査及び

判定を求めるものとする。 

一 第一号被保険者 要支援状態に該当すること及びその該当する要支援状態区

分 

二 第二号被保険者 要支援状態に該当すること、その該当する要支援状態区分

及びその要支援状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって

生じたものであること。 

４ 認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働

大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各号

に規定する事項に関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するものと

する。この場合において、認定審査会は、必要があると認めるときは、次に掲げ

る事項について、市町村に意見を述べることができる。 

一 当該被保険者の要支援状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養及び家

事に係る援助に関する事項 

二 第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービス若しくは第五十四条の二

第一項に規定する指定地域密着型介護予防サービス又は特定介護予防・日常生

活支援総合事業の適切かつ有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項 

５ 第二十七条第六項の規定は、前項前段の審査及び判定について準用する。 

６ 市町村は、第四項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要支援認定をしたときは、その結果を当該要支援認定に係る被保険

者に通知しなければならない。この場合において、市町村は、次に掲げる事項を
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当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。 

一 該当する要支援状態区分 

二 第四項第二号に掲げる事項に係る認定審査会の意見 

７ 要支援認定は、その申請のあった日にさかのぼってその効力を生ずる。 

８ 市町村は、第四項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要支援者に該当しないと認めたときは、理由を付して、その旨を第

一項の申請に係る被保険者に通知するとともに、当該被保険者の被保険者証を返

付するものとする。 

９ 第二十七条第十項から第十二項までの規定は、第一項の申請及び当該申請に対

する処分について準用する。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二〇法四二・平二三法七二・平二六

法八三・一部改正） 

（要支援認定の更新） 

第三十三条 要支援認定は、要支援状態区分に応じて厚生労働省令で定める期間（以

下この条において「有効期間」という。）内に限り、その効力を有する。 

２ 要支援認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要支援状態に該

当すると見込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、

当該要支援認定の更新（以下「要支援更新認定」という。）の申請をすることが

できる。 

３ 前項の申請をすることができる被保険者が、災害その他やむを得ない理由によ

り当該申請に係る要支援認定の有効期間の満了前に当該申請をすることができな

かったときは、当該被保険者は、その理由のやんだ日から一月以内に限り、要支

援更新認定の申請をすることができる。 

４ 前条（第七項を除く。）及び第二十八条第五項から第八項までの規定は、前二

項の申請及び当該申請に係る要支援更新認定について準用する。この場合におい

て、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

５ 第三項の申請に係る要支援更新認定は、当該申請に係る要支援認定の有効期間

の満了日の翌日にさかのぼってその効力を生ずる。 
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６ 第一項の規定は、要支援更新認定について準用する。この場合において、同項

中「厚生労働省令で定める期間」とあるのは、「有効期間の満了日の翌日から厚

生労働省令で定める期間」と読み替えるものとする。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（要支援状態区分の変更の認定） 

第三十三条の二 要支援認定を受けた被保険者は、その支援の必要の程度が現に受

けている要支援認定に係る要支援状態区分以外の要支援状態区分に該当すると認

めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、要支援状態区

分の変更の認定の申請をすることができる。 

２ 第二十八条第五項から第八項まで及び第三十二条の規定は、前項の申請及び当

該申請に係る要支援状態区分の変更について準用する。この場合において、これ

らの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平一七法七七・追加） 

第三十三条の三 市町村は、要支援認定を受けた被保険者について、その支援の必

要の程度が低下したことにより当該要支援認定に係る要支援状態区分以外の要支

援状態区分に該当するに至ったと認めるときは、要支援状態区分の変更の認定を

することができる。この場合において、市町村は、厚生労働省令で定めるところ

により、当該変更の認定に係る被保険者に対しその被保険者証の提出を求め、こ

れに当該変更の認定に係る要支援状態区分及び次項において準用する第三十二条

第四項後段の規定による認定審査会の意見（同項第二号に掲げる事項に係るもの

に限る。）を記載し、これを返付するものとする。 

２ 第二十八条第五項から第八項まで並びに第三十二条第二項から第五項まで及び

第六項前段の規定は、前項の要支援状態区分の変更の認定について準用する。こ

の場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平一七法七七・追加） 

（要支援認定の取消し） 

第三十四条 市町村は、要支援認定を受けた被保険者が次の各号のいずれかに該当

するときは、当該要支援認定を取り消すことができる。この場合において、市町
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村は、厚生労働省令で定めるところにより、当該取消しに係る被保険者に対しそ

の被保険者証の提出を求め、第三十二条第六項各号に掲げる事項の記載を消除し、

これを返付するものとする。 

一 要支援者に該当しなくなったと認めるとき。 

二 正当な理由なしに、前条第二項若しくは次項において準用する第三十二条第

二項の規定により準用される第二十七条第二項の規定による調査（第二十四条

の二第一項第二号又は前条第二項若しくは次項において準用する第二十八条第

五項の規定により委託された場合にあっては、当該委託に係る調査を含む。）

に応じないとき、又は次項において準用する第三十二条第二項の規定により準

用される第二十七条第三項ただし書の規定による診断命令に従わないとき。 

２ 第二十八条第五項から第八項まで並びに第三十二条第二項、第三項、第四項前

段、第五項及び第六項前段の規定は、前項第一号の規定による要支援認定の取消

しについて準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（要介護認定等の手続の特例） 

第三十五条 認定審査会は、第二十七条第四項（第二十八条第四項において準用す

る場合を含む。）の規定により審査及び判定を求められた被保険者について、要

介護者に該当しないと認める場合であっても、要支援者に該当すると認めるとき

は、第二十七条第五項（第二十八条第四項において準用する場合を含む。）の規

定にかかわらず、その旨を市町村に通知することができる。 

２ 市町村は、前項の規定による通知があったときは、当該通知に係る被保険者に

ついて、第三十二条第一項の申請がなされ、同条第三項の規定により認定審査会

に審査及び判定を求め、同条第四項の規定により認定審査会の通知を受けたもの

とみなし、要支援認定をすることができる。この場合において、市町村は、当該

被保険者に、要支援認定をした旨を通知するとともに、同条第六項各号に掲げる

事項を当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。 

３ 認定審査会は、第三十二条第三項（第三十三条第四項において準用する場合を
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含む。）の規定により審査及び判定を求められた被保険者について、要介護者に

該当すると認めるときは、第三十二条第四項（第三十三条第四項において準用す

る場合を含む。）の規定にかかわらず、その旨を市町村に通知することができる。 

４ 市町村は、前項の規定による通知があったときは、当該通知に係る被保険者に

ついて、第二十七条第一項の申請がなされ、同条第四項の規定により認定審査会

に審査及び判定を求め、同条第五項の規定により認定審査会の通知を受けたもの

とみなし、要介護認定をすることができる。この場合において、市町村は、当該

被保険者に、要介護認定をした旨を通知するとともに、同条第七項各号に掲げる

事項を当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。 

５ 認定審査会は、第三十一条第二項において準用する第二十七条第四項の規定に

より審査及び判定を求められた被保険者について、要介護者に該当しないと認め

る場合であっても、要支援者に該当すると認めるときは、第三十一条第二項にお

いて準用する第二十七条第五項の規定にかかわらず、その旨を市町村に通知する

ことができる。 

６ 市町村は、前項の規定による通知があったときは、当該通知に係る被保険者に

ついて、第三十二条第一項の申請がなされ、同条第三項の規定により認定審査会

に審査及び判定を求め、同条第四項の規定により認定審査会の通知を受けたもの

とみなし、要支援認定をすることができる。この場合において、市町村は、厚生

労働省令で定めるところにより、当該通知に係る被保険者に対しその被保険者証

の提出を求め、これに同条第六項各号に掲げる事項を記載し、これを返付するも

のとする。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（住所移転後の要介護認定及び要支援認定） 

第三十六条 市町村は、他の市町村による要介護認定又は要支援認定を受けている

者が当該市町村の行う介護保険の被保険者となった場合において、当該被保険者

が、その資格を取得した日から十四日以内に、当該他の市町村から交付された当

該要介護認定又は要支援認定に係る事項を証明する書面を添えて、要介護認定又

は要支援認定の申請をしたときは、第二十七条第四項及び第七項前段又は第三十
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二条第三項及び第六項前段の規定にかかわらず、認定審査会の審査及び判定を経

ることなく、当該書面に記載されている事項に即して、要介護認定又は要支援認

定をすることができる。 

（平一七法七七・一部改正） 

（介護給付等対象サービスの種類の指定） 

第三十七条 市町村は、要介護認定、要介護更新認定、第二十九条第二項において

準用する第二十七条第七項若しくは第三十条第一項の規定による要介護状態区分

の変更の認定、要支援認定、要支援更新認定又は第三十三条の二第二項において

準用する第三十二条第六項若しくは第三十三条の三第一項の規定による要支援状

態区分の変更の認定（以下この項において単に「認定」という。）をするに当た

っては、第二十七条第五項第一号（第二十八条第四項、第二十九条第二項及び第

三十条第二項において準用する場合を含む。）又は第三十二条第四項第一号（第

三十三条第四項、第三十三条の二第二項及び第三十三条の三第二項において準用

する場合を含む。）に掲げる事項に係る認定審査会の意見に基づき、当該認定に

係る被保険者が受けることができる居宅介護サービス費若しくは特例居宅介護サ

ービス費に係る居宅サービス、地域密着型介護サービス費若しくは特例地域密着

型介護サービス費に係る地域密着型サービス、施設介護サービス費若しくは特例

施設介護サービス費に係る施設サービス、介護予防サービス費若しくは特例介護

予防サービス費に係る介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービス費若し

くは特例地域密着型介護予防サービス費に係る地域密着型介護予防サービスの種

類を指定することができる。この場合において、市町村は、当該被保険者の被保

険者証に、第二十七条第七項後段（第二十八条第四項及び第二十九条第二項にお

いて準用する場合を含む。）、第三十条第一項後段若しくは第三十五条第四項後

段又は第三十二条第六項後段（第三十三条第四項及び第三十三条の二第二項にお

いて準用する場合を含む。）、第三十三条の三第一項後段若しくは第三十五条第

二項後段若しくは第六項後段の規定による記載に併せて、当該指定に係る居宅サ

ービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地域密着型

介護予防サービスの種類を記載するものとする。 
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２ 前項前段の規定による指定を受けた被保険者は、当該指定に係る居宅サービス、

地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地域密着型介護予防

サービスの種類の変更の申請をすることができる。 

３ 前項の申請は、厚生労働省令で定めるところにより、被保険者証を添付して行

うものとする。 

４ 市町村は、第二項の申請があった場合において、厚生労働省令で定めるところ

により、認定審査会の意見を聴き、必要があると認めるときは、当該指定に係る

居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地域

密着型介護予防サービスの種類の変更をすることができる。 

５ 市町村は、前項の規定により第二項の申請に係る被保険者について第一項前段

の規定による指定に係る居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介

護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類を変更したときは、その

結果を当該被保険者に通知するとともに、当該被保険者の被保険者証に変更後の

居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地域

密着型介護予防サービスの種類を記載し、これを返付するものとする。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（都道府県の援助等） 

第三十八条 都道府県は、市町村が行う第二十七条から第三十五条まで及び前条の

規定による業務に関し、その設置する福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年法

律第四十五号）に定める福祉に関する事務所をいう。）又は保健所による技術的

事項についての協力その他市町村に対する必要な援助を行うことができる。 

２ 地方自治法第二百五十二条の十四第一項の規定により市町村の委託を受けて審

査判定業務（第二十七条から第三十五条まで及び前条の規定により認定審査会が

行う業務をいう。以下この条において同じ。）を行う都道府県に、当該審査判定

業務を行わせるため、都道府県介護認定審査会を置く。 

３ 第十五条及び第十七条の規定は、前項の都道府県介護認定審査会について準用

する。この場合において、第十五条中「市町村長（特別区にあっては、区長。以

下同じ。）」とあるのは、「都道府県知事」と読み替えるものとする。 
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４ 審査判定業務を都道府県に委託した市町村について第二十七条（第二十八条第

四項、第二十九条第二項、第三十条第二項、第三十一条第二項及び第三十二条第

五項において準用する場合を含む。）、第三十条、第三十二条（第三十三条第四

項、第三十三条の二第二項、第三十三条の三第二項及び第三十四条第二項におい

て準用する場合を含む。）、第三十三条の三及び第三十五条から前条までの規定

を適用する場合においては、これらの規定中「認定審査会」とあるのは、「都道

府県介護認定審査会」とする。 

（平一二法一一一・平一六法二一・平一七法七七・一部改正） 

（厚生労働省令への委任） 

第三十九条 この節に定めるもののほか、要介護認定及び要支援認定の申請その他

の手続に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

第三節 介護給付 

（介護給付の種類） 

第四十条 介護給付は、次に掲げる保険給付とする。 

一 居宅介護サービス費の支給 

二 特例居宅介護サービス費の支給 

三 地域密着型介護サービス費の支給 

四 特例地域密着型介護サービス費の支給 

五 居宅介護福祉用具購入費の支給 

六 居宅介護住宅改修費の支給 

七 居宅介護サービス計画費の支給 

八 特例居宅介護サービス計画費の支給 

九 施設介護サービス費の支給 

十 特例施設介護サービス費の支給 

十一 高額介護サービス費の支給 

十一の二 高額医療合算介護サービス費の支給 

十二 特定入所者介護サービス費の支給 
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十三 特例特定入所者介護サービス費の支給 

（平一七法七七・平一八法八三・一部改正） 

（居宅介護サービス費の支給） 

第四十一条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者（以下「要介護被保険者」と

いう。）のうち居宅において介護を受けるもの（以下「居宅要介護被保険者」と

いう。）が、都道府県知事が指定する者（以下「指定居宅サービス事業者」とい

う。）から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所により行われる居宅サ

ービス（以下「指定居宅サービス」という。）を受けたときは、当該居宅要介護

被保険者に対し、当該指定居宅サービスに要した費用（特定福祉用具の購入に要

した費用を除き、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期

入所療養介護及び特定施設入居者生活介護に要した費用については、食事の提供

に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働

省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。）について、居宅介護サー

ビス費を支給する。ただし、当該居宅要介護被保険者が、第三十七条第一項の規

定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の居宅サービ

スを受けたときは、この限りでない。 

２ 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と

認める場合に限り、支給するものとする。 

３ 指定居宅サービスを受けようとする居宅要介護被保険者は、厚生労働省令で定

めるところにより、自己の選定する指定居宅サービス事業者について、被保険者

証を提示して、当該指定居宅サービスを受けるものとする。 

４ 居宅介護サービス費の額は、次の各号に掲げる居宅サービスの区分に応じ、当

該各号に定める額とする。 

一 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管

理指導、通所介護、通所リハビリテーション及び福祉用具貸与 これらの居宅

サービスの種類ごとに、当該居宅サービスの種類に係る指定居宅サービスの内

容、当該指定居宅サービスの事業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算

定される当該指定居宅サービスに要する平均的な費用（通所介護及び通所リハ
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ビリテーションに要する費用については、食事の提供に要する費用その他の日

常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案し

て厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定

居宅サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅サービスに

要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額 

二 短期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護 これら

の居宅サービスの種類ごとに、要介護状態区分、当該居宅サービスの種類に係

る指定居宅サービスの事業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算定され

る当該指定居宅サービスに要する平均的な費用（食事の提供に要する費用、滞

在に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費

用を除く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の

額（その額が現に当該指定居宅サービスに要した費用の額を超えるときは、当

該現に指定居宅サービスに要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する

額 

５ 厚生労働大臣は、前項各号の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 

６ 居宅要介護被保険者が指定居宅サービス事業者から指定居宅サービスを受けた

とき（当該居宅要介護被保険者が第四十六条第四項の規定により指定居宅介護支

援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定

居宅サービスが当該指定居宅介護支援の対象となっている場合その他の厚生労働

省令で定める場合に限る。）は、市町村は、当該居宅要介護被保険者が当該指定

居宅サービス事業者に支払うべき当該指定居宅サービスに要した費用について、

居宅介護サービス費として当該居宅要介護被保険者に対し支給すべき額の限度に

おいて、当該居宅要介護被保険者に代わり、当該指定居宅サービス事業者に支払

うことができる。 

７ 前項の規定による支払があったときは、居宅要介護被保険者に対し居宅介護サ

ービス費の支給があったものとみなす。 

８ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスその他のサービスの提供に要し
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た費用につき、その支払を受ける際、当該支払をした居宅要介護被保険者に対し、

厚生労働省令で定めるところにより、領収証を交付しなければならない。 

９ 市町村は、指定居宅サービス事業者から居宅介護サービス費の請求があったと

きは、第四項各号の厚生労働大臣が定める基準及び第七十四条第二項に規定する

指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準（指定居宅サービスの取扱

いに関する部分に限る。）に照らして審査した上、支払うものとする。 

１０ 市町村は、前項の規定による審査及び支払に関する事務を連合会に委託する

ことができる。 

１１ 前項の規定による委託を受けた連合会は、当該委託をした市町村の同意を得

て、厚生労働省令で定めるところにより、当該委託を受けた事務の一部を、営利

を目的としない法人であって厚生労働省令で定める要件に該当するものに委託す

ることができる。 

１２ 前各項に規定するもののほか、居宅介護サービス費の支給及び指定居宅サー

ビス事業者の居宅介護サービス費の請求に関して必要な事項は、厚生労働省令で

定める。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（特例居宅介護サービス費の支給） 

第四十二条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例居

宅介護サービス費を支給する。 

一 居宅要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他

やむを得ない理由により指定居宅サービスを受けた場合において、必要がある

と認めるとき。 

二 居宅要介護被保険者が、指定居宅サービス以外の居宅サービス又はこれに相

当するサービス（指定居宅サービスの事業に係る第七十四条第一項の都道府県

の条例で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数並びに同条第二項

に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準のうち、都道

府県の条例で定めるものを満たすと認められる事業を行う事業所により行われ

るものに限る。次号及び次項において「基準該当居宅サービス」という。）を
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受けた場合において、必要があると認めるとき。 

三 指定居宅サービス及び基準該当居宅サービスの確保が著しく困難である離島

その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有す

る居宅要介護被保険者が、指定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の

居宅サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要がある

と認めるとき。 

四 その他政令で定めるとき。 

２ 都道府県が前項第二号の条例を定めるに当たっては、第一号から第三号までに

掲げる事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第四号

に掲げる事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、

その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 基準該当居宅サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 基準該当居宅サービスの事業に係る居室の床面積 

三 基準該当居宅サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要介護

者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に

密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

四 基準該当居宅サービスの事業に係る利用定員 

３ 特例居宅介護サービス費の額は、当該居宅サービス又はこれに相当するサービ

スについて前条第四項各号の厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額

（その額が現に当該居宅サービス又はこれに相当するサービスに要した費用（特

定福祉用具の購入に要した費用を除き、通所介護、通所リハビリテーション、短

期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護並びにこれらに

相当するサービスに要した費用については、食事の提供に要する費用、滞在に要

する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除

く。）の額を超えるときは、当該現に居宅サービス又はこれに相当するサービス

に要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額を基準として、市町村が

定める。 

４ 市町村長は、特例居宅介護サービス費の支給に関して必要があると認めるとき
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は、当該支給に係る居宅サービス若しくはこれに相当するサービスを担当する者

若しくは担当した者（以下この項において「居宅サービス等を担当する者等」と

いう。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、若しくは出

頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該居宅サービス

等を担当する者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書

類その他の物件を検査させることができる。 

５ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二三法三七・一部改正） 

（地域密着型介護サービス費の支給） 

第四十二条の二 市町村は、要介護被保険者が、当該市町村（住所地特例適用被保

険者である要介護被保険者（以下「住所地特例適用要介護被保険者」という。）

に係る特定地域密着型サービスにあっては、施設所在市町村を含む。）の長が指

定する者（以下「指定地域密着型サービス事業者」という。）から当該指定に係

る地域密着型サービス事業を行う事業所により行われる地域密着型サービス（以

下「指定地域密着型サービス」という。）を受けたときは、当該要介護被保険者

に対し、当該指定地域密着型サービスに要した費用（地域密着型通所介護、認知

症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域

密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

に要した費用については、食事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の

日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条にお

いて同じ。）について、地域密着型介護サービス費を支給する。ただし、当該要

介護被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合において、

当該指定に係る種類以外の地域密着型サービスを受けたときは、この限りでない。 

２ 地域密着型介護サービス費の額は、次の各号に掲げる地域密着型サービスの区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サービス これらの地域密着

型サービスの種類ごとに、当該地域密着型サービスの種類に係る指定地域密着
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型サービスの内容、要介護状態区分、当該指定地域密着型サービスの事業を行

う事業所の所在する地域等を勘案して算定される当該指定地域密着型サービス

に要する平均的な費用（複合型サービス（厚生労働省令で定めるものに限る。

次条第二項において同じ。）に要する費用については、食事の提供に要する費

用、宿泊に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定

める費用を除く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した

費用の額（その額が現に当該指定地域密着型サービスに要した費用の額を超え

るときは、当該現に指定地域密着型サービスに要した費用の額とする。）の百

分の九十に相当する額 

二 夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護及び認知症対応型通所介護 これ

らの地域密着型サービスの種類ごとに、当該地域密着型サービスの種類に係る

指定地域密着型サービスの内容、当該指定地域密着型サービスの事業を行う事

業所の所在する地域等を勘案して算定される当該指定地域密着型サービスに要

する平均的な費用（地域密着型通所介護及び認知症対応型通所介護に要する費

用については、食事の提供に要する費用その他の日常生活に要する費用として

厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額（その額が現に当該指定地域密着型サービスに要し

た費用の額を超えるときは、当該現に指定地域密着型サービスに要した費用の

額とする。）の百分の九十に相当する額 

三 小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設

入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 これらの地

域密着型サービスの種類ごとに、要介護状態区分、当該地域密着型サービスの

種類に係る指定地域密着型サービスの事業を行う事業所の所在する地域等を勘

案して算定される当該指定地域密着型サービスに要する平均的な費用（食事の

提供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚

生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準

により算定した費用の額（その額が現に当該指定地域密着型サービスに要した

費用の額を超えるときは、当該現に指定地域密着型サービスに要した費用の額
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とする。）の百分の九十に相当する額 

３ 厚生労働大臣は、前項各号の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市町村は、第二項各号の規定にかかわらず、地域密着型サービスの種類その他

の事情を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した額を限度として、同

項各号に定める地域密着型介護サービス費の額に代えて、当該市町村（施設所在

市町村の長が第一項本文の指定をした指定地域密着型サービス事業者から指定地

域密着型サービスを受けた住所地特例適用要介護被保険者に係る地域密着型介護

サービス費（特定地域密着型サービスに係るものに限る。）の額にあっては、施

設所在市町村）が定める額を、当該市町村における地域密着型介護サービス費の

額とすることができる。 

５ 市町村は、前項の当該市町村における地域密着型介護サービス費の額を定めよ

うとするときは、あらかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関

係者の意見を反映させ、及び学識経験を有する者の知見の活用を図るために必要

な措置を講じなければならない。 

６ 要介護被保険者が指定地域密着型サービス事業者から指定地域密着型サービス

を受けたとき（当該要介護被保険者が第四十六条第四項の規定により指定居宅介

護支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該

指定地域密着型サービスが当該指定居宅介護支援の対象となっている場合その他

の厚生労働省令で定める場合に限る。）は、市町村は、当該要介護被保険者が当

該指定地域密着型サービス事業者に支払うべき当該指定地域密着型サービスに要

した費用について、地域密着型介護サービス費として当該要介護被保険者に対し

支給すべき額の限度において、当該要介護被保険者に代わり、当該指定地域密着

型サービス事業者に支払うことができる。 

７ 前項の規定による支払があったときは、要介護被保険者に対し地域密着型介護

サービス費の支給があったものとみなす。 

８ 市町村は、指定地域密着型サービス事業者から地域密着型介護サービス費の請

求があったときは、第二項各号の厚生労働大臣が定める基準又は第四項の規定に
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より市町村（施設所在市町村の長が第一項本文の指定をした指定地域密着型サー

ビス事業者から指定地域密着型サービスを受けた住所地特例適用要介護被保険者

に係る地域密着型介護サービス費（特定地域密着型サービスに係るものに限る。）

の請求にあっては、施設所在市町村）が定める額及び第七十八条の四第二項又は

第五項の規定により市町村（施設所在市町村の長が第一項本文の指定をした指定

地域密着型サービス事業者から指定地域密着型サービスを受けた住所地特例適用

要介護被保険者に係る地域密着型介護サービス費（特定地域密着型サービスに係

るものに限る。）の請求にあっては、施設所在市町村）が定める指定地域密着型

サービスの事業の設備及び運営に関する基準（指定地域密着型サービスの取扱い

に関する部分に限る。）に照らして審査した上、支払うものとする。 

９ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は地域密着型介護サー

ビス費の支給について、同条第八項の規定は指定地域密着型サービス事業者につ

いて準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

１０ 前各項に規定するもののほか、地域密着型介護サービス費の支給及び指定地

域密着型サービス事業者の地域密着型介護サービス費の請求に関して必要な事項

は、厚生労働省令で定める。 

（平一七法七七・追加、平二三法三七・平二三法七二・平二六法八三・一

部改正） 

（特例地域密着型介護サービス費の支給） 

第四十二条の三 市町村は、次に掲げる場合には、要介護被保険者に対し、特例地

域密着型介護サービス費を支給する。 

一 要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむ

を得ない理由により指定地域密着型サービスを受けた場合において、必要があ

ると認めるとき。 

二 指定地域密着型サービス（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除

く。以下この号において同じ。）の確保が著しく困難である離島その他の地域

であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する要介護被保
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険者が、指定地域密着型サービス以外の地域密着型サービス（地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護を除く。）又はこれに相当するサービスを受けた

場合において、必要があると認めるとき。 

三 その他政令で定めるとき。 

２ 特例地域密着型介護サービス費の額は、当該地域密着型サービス又はこれに相

当するサービスについて前条第二項各号の厚生労働大臣が定める基準により算定

した費用の額（その額が現に当該地域密着型サービス又はこれに相当するサービ

スに要した費用（地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型

居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び複合型サービス並びにこれらに相

当するサービスに要した費用については、食事の提供に要する費用、居住に要す

る費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）

の額を超えるときは、当該現に地域密着型サービス又はこれに相当するサービス

に要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額又は同条第四項の規定に

より市町村（施設所在市町村の長が同条第一項本文の指定をした指定地域密着型

サービス事業者から指定地域密着型サービスを受けた住所地特例適用要介護被保

険者その他の厚生労働省令で定める者に係る特例地域密着型介護サービス費（特

定地域密着型サービスに係るものに限る。）の額にあっては、施設所在市町村）

が定めた額を基準として、市町村が定める。 

３ 市町村長は、特例地域密着型介護サービス費の支給に関して必要があると認め

るときは、当該支給に係る地域密着型サービス若しくはこれに相当するサービス

を担当する者若しくは担当した者（以下この項において「地域密着型サービス等

を担当する者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示

を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しく

は当該地域密着型サービス等を担当する者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、

その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

４ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 
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（平一七法七七・追加、平二三法七二・平二六法八三・一部改正） 

（居宅介護サービス費等に係る支給限度額） 

第四十三条 居宅要介護被保険者が居宅サービス等区分（居宅サービス（これに相

当するサービスを含む。以下この条において同じ。）及び地域密着型サービス（こ

れに相当するサービスを含み、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除

く。以下この条において同じ。）について、その種類ごとの相互の代替性の有無

等を勘案して厚生労働大臣が定める二以上の種類からなる区分をいう。以下同

じ。）ごとに月を単位として厚生労働省令で定める期間において受けた一の居宅

サービス等区分に係る居宅サービスにつき支給する居宅介護サービス費の額の総

額及び特例居宅介護サービス費の額の総額並びに地域密着型サービスにつき支給

する地域密着型介護サービス費の額の総額及び特例地域密着型介護サービス費の

額の総額の合計額は、居宅介護サービス費等区分支給限度基準額を基礎として、

厚生労働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超え

ることができない。 

２ 前項の居宅介護サービス費等区分支給限度基準額は、居宅サービス等区分ごと

に、同項に規定する厚生労働省令で定める期間における当該居宅サービス等区分

に係る居宅サービス及び地域密着型サービスの要介護状態区分に応じた標準的な

利用の態様、当該居宅サービス及び地域密着型サービスに係る第四十一条第四項

各号及び第四十二条の二第二項各号の厚生労働大臣が定める基準等を勘案して厚

生労働大臣が定める額とする。 

３ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第一項の居

宅介護サービス費等区分支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市

町村における居宅介護サービス費等区分支給限度基準額とすることができる。 

４ 市町村は、居宅要介護被保険者が居宅サービス及び地域密着型サービスの種類

（居宅サービス等区分に含まれるものであって厚生労働大臣が定めるものに限る。

次項において同じ。）ごとに月を単位として厚生労働省令で定める期間において

受けた一の種類の居宅サービスにつき支給する居宅介護サービス費の額の総額及

び特例居宅介護サービス費の額の総額の合計額並びに一の種類の地域密着型サー
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ビスにつき支給する地域密着型介護サービス費の額の総額及び特例地域密着型介

護サービス費の額の総額の合計額について、居宅介護サービス費等種類支給限度

基準額を基礎として、厚生労働省令で定めるところにより算定した額の百分の九

十に相当する額を超えることができないこととすることができる。 

５ 前項の居宅介護サービス費等種類支給限度基準額は、居宅サービス及び地域密

着型サービスの種類ごとに、同項に規定する厚生労働省令で定める期間における

当該居宅サービス及び地域密着型サービスの要介護状態区分に応じた標準的な利

用の態様、当該居宅サービス及び地域密着型サービスに係る第四十一条第四項各

号及び第四十二条の二第二項各号の厚生労働大臣が定める基準等を勘案し、当該

居宅サービス及び地域密着型サービスを含む居宅サービス等区分に係る第一項の

居宅介護サービス費等区分支給限度基準額（第三項の規定に基づき条例を定めて

いる市町村にあっては、当該条例による措置が講じられた額とする。）の範囲内

において、市町村が条例で定める額とする。 

６ 居宅介護サービス費若しくは特例居宅介護サービス費又は地域密着型介護サー

ビス費若しくは特例地域密着型介護サービス費を支給することにより第一項に規

定する合計額が同項に規定する百分の九十に相当する額を超える場合又は第四項

に規定する合計額が同項に規定する百分の九十に相当する額を超える場合におけ

る当該居宅介護サービス費若しくは特例居宅介護サービス費又は地域密着型介護

サービス費若しくは特例地域密着型介護サービス費の額は、第四十一条第四項各

号若しくは第四十二条第三項又は第四十二条の二第二項各号若しくは第四項若し

くは前条第二項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とす

る。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二三法三七・一部改正） 

（居宅介護福祉用具購入費の支給） 

第四十四条 市町村は、居宅要介護被保険者が、特定福祉用具販売に係る指定居宅

サービス事業者から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所において販売

される特定福祉用具を購入したときは、当該居宅要介護被保険者に対し、居宅介

護福祉用具購入費を支給する。 
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２ 居宅介護福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必

要と認める場合に限り、支給するものとする。 

３ 居宅介護福祉用具購入費の額は、現に当該特定福祉用具の購入に要した費用の

額の百分の九十に相当する額とする。 

４ 居宅要介護被保険者が月を単位として厚生労働省令で定める期間において購入

した特定福祉用具につき支給する居宅介護福祉用具購入費の額の総額は、居宅介

護福祉用具購入費支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で定めるところに

より算定した額の百分の九十に相当する額を超えることができない。 

５ 前項の居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額は、同項に規定する厚生労働省

令で定める期間における特定福祉用具の購入に通常要する費用を勘案して厚生労

働大臣が定める額とする。 

６ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の居

宅介護福祉用具購入費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町

村における居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額とすることができる。 

７ 居宅介護福祉用具購入費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に

規定する百分の九十に相当する額を超える場合における当該居宅介護福祉用具購

入費の額は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額

とする。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（居宅介護住宅改修費の支給） 

第四十五条 市町村は、居宅要介護被保険者が、手すりの取付けその他の厚生労働

大臣が定める種類の住宅の改修（以下「住宅改修」という。）を行ったときは、

当該居宅要介護被保険者に対し、居宅介護住宅改修費を支給する。 

２ 居宅介護住宅改修費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と

認める場合に限り、支給するものとする。 

３ 居宅介護住宅改修費の額は、現に当該住宅改修に要した費用の額の百分の九十

に相当する額とする。 

４ 居宅要介護被保険者が行った一の種類の住宅改修につき支給する居宅介護住宅
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改修費の額の総額は、居宅介護住宅改修費支給限度基準額を基礎として、厚生労

働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えること

ができない。 

５ 前項の居宅介護住宅改修費支給限度基準額は、住宅改修の種類ごとに、通常要

する費用を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。 

６ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の居

宅介護住宅改修費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村に

おける居宅介護住宅改修費支給限度基準額とすることができる。 

７ 居宅介護住宅改修費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に規定

する百分の九十に相当する額を超える場合における当該居宅介護住宅改修費の額

は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とする。 

８ 市町村長は、居宅介護住宅改修費の支給に関して必要があると認めるときは、

当該支給に係る住宅改修を行う者若しくは住宅改修を行った者（以下この項にお

いて「住宅改修を行う者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若

しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問さ

せ、若しくは当該住宅改修を行う者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その

帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

９ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（居宅介護サービス計画費の支給） 

第四十六条 市町村は、居宅要介護被保険者が、当該市町村の長又は他の市町村の

長が指定する者（以下「指定居宅介護支援事業者」という。）から当該指定に係

る居宅介護支援事業を行う事業所により行われる居宅介護支援（以下「指定居宅

介護支援」という。）を受けたときは、当該居宅要介護被保険者に対し、当該指

定居宅介護支援に要した費用について、居宅介護サービス計画費を支給する。 

２ 居宅介護サービス計画費の額は、指定居宅介護支援の事業を行う事業所の所在

する地域等を勘案して算定される指定居宅介護支援に要する平均的な費用の額を
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勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該

指定居宅介護支援に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅介護支援

に要した費用の額とする。）とする。 

３ 厚生労働大臣は、前項の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審

議会の意見を聴かなければならない。 

４ 居宅要介護被保険者が指定居宅介護支援事業者から指定居宅介護支援を受けた

とき（当該居宅要介護被保険者が、厚生労働省令で定めるところにより、当該指

定居宅介護支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合に限

る。）は、市町村は、当該居宅要介護被保険者が当該指定居宅介護支援事業者に

支払うべき当該指定居宅介護支援に要した費用について、居宅介護サービス計画

費として当該居宅要介護被保険者に対し支給すべき額の限度において、当該居宅

要介護被保険者に代わり、当該指定居宅介護支援事業者に支払うことができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、居宅要介護被保険者に対し居宅介護サ

ービス計画費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、指定居宅介護支援事業者から居宅介護サービス計画費の請求があっ

たときは、第二項の厚生労働大臣が定める基準及び第八十一条第二項に規定する

指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準（指定居宅介護支援の取扱いに関す

る部分に限る。）に照らして審査した上、支払うものとする。 

７ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は、居宅介護サービス

計画費の支給について、同条第八項の規定は、指定居宅介護支援事業者について

準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令

で定める。 

８ 前各項に規定するもののほか、居宅介護サービス計画費の支給及び指定居宅介

護支援事業者の居宅介護サービス計画費の請求に関して必要な事項は、厚生労働

省令で定める。 

（平一一法一六〇・平二六法八三・一部改正） 

（特例居宅介護サービス計画費の支給） 

第四十七条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例居
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宅介護サービス計画費を支給する。 

一 居宅要介護被保険者が、指定居宅介護支援以外の居宅介護支援又はこれに相

当するサービス（指定居宅介護支援の事業に係る第八十一条第一項の市町村の

条例で定める員数及び同条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に

関する基準のうち、当該市町村の条例で定めるものを満たすと認められる事業

を行う事業所により行われるものに限る。次号及び次項において「基準該当居

宅介護支援」という。）を受けた場合において、必要があると認めるとき。 

二 指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援の確保が著しく困難である離島

その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有す

る居宅要介護被保険者が、指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援以外の

居宅介護支援又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要がある

と認めるとき。 

三 その他政令で定めるとき。 

２ 市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については

厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生

労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 基準該当居宅介護支援に従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 基準該当居宅介護支援の事業の運営に関する事項であって、利用する要介護

者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に

密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

３ 特例居宅介護サービス計画費の額は、当該居宅介護支援又はこれに相当するサ

ービスについて前条第二項の厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額

（その額が現に当該居宅介護支援又はこれに相当するサービスに要した費用の額

を超えるときは、当該現に居宅介護支援又はこれに相当するサービスに要した費

用の額とする。）を基準として、市町村が定める。 

４ 市町村長は、特例居宅介護サービス計画費の支給に関して必要があると認める

ときは、当該支給に係る居宅介護支援若しくはこれに相当するサービスを担当す

る者若しくは担当した者（以下この項において「居宅介護支援等を担当する者等」
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という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、若しくは

出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該居宅介護支

援等を担当する者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その帳簿書類その他の

物件を検査させることができる。 

５ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二五法四四・平二六法八三・一部改

正） 

（施設介護サービス費の支給） 

第四十八条 市町村は、要介護被保険者が、次に掲げる施設サービス（以下「指定

施設サービス等」という。）を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、当該

指定施設サービス等に要した費用（食事の提供に要する費用、居住に要する費用

その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下こ

の条において同じ。）について、施設介護サービス費を支給する。ただし、当該

要介護被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合におい

て、当該指定に係る種類以外の施設サービスを受けたときは、この限りでない。 

一 都道府県知事が指定する介護老人福祉施設（以下「指定介護老人福祉施設」

という。）により行われる介護福祉施設サービス（以下「指定介護福祉施設サ

ービス」という。） 

二 介護保健施設サービス 

三 介護医療院サービス 

２ 施設介護サービス費の額は、施設サービスの種類ごとに、要介護状態区分、当

該施設サービスの種類に係る指定施設サービス等を行う介護保険施設の所在する

地域等を勘案して算定される当該指定施設サービス等に要する平均的な費用（食

事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に要する費用として

厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準

により算定した費用の額（その額が現に当該指定施設サービス等に要した費用の

額を超えるときは、当該現に指定施設サービス等に要した費用の額とする。）の
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百分の九十に相当する額とする。 

３ 厚生労働大臣は、前項の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審

議会の意見を聴かなければならない。 

４ 要介護被保険者が、介護保険施設から指定施設サービス等を受けたときは、市

町村は、当該要介護被保険者が当該介護保険施設に支払うべき当該指定施設サー

ビス等に要した費用について、施設介護サービス費として当該要介護被保険者に

支給すべき額の限度において、当該要介護被保険者に代わり、当該介護保険施設

に支払うことができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、要介護被保険者に対し施設介護サービ

ス費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、介護保険施設から施設介護サービス費の請求があったときは、第二

項の厚生労働大臣が定める基準及び第八十八条第二項に規定する指定介護老人福

祉施設の設備及び運営に関する基準（指定介護福祉施設サービスの取扱いに関す

る部分に限る。）、第九十七条第三項に規定する介護老人保健施設の設備及び運

営に関する基準（介護保健施設サービスの取扱いに関する部分に限る。）又は第

百十一条第三項に規定する介護医療院の設備及び運営に関する基準（介護医療院

サービスの取扱いに関する部分に限る。）に照らして審査した上、支払うものと

する。 

７ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は、施設介護サービス

費の支給について、同条第八項の規定は、介護保険施設について準用する。この

場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

８ 前各項に規定するもののほか、施設介護サービス費の支給及び介護保険施設の

施設介護サービス費の請求に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平一八法八三・平二九法五二・一部改

正） 

（特例施設介護サービス費の支給） 

第四十九条 市町村は、次に掲げる場合には、要介護被保険者に対し、特例施設介

護サービス費を支給する。 
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一 要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむ

を得ない理由により指定施設サービス等を受けた場合において、必要があると

認めるとき。 

二 その他政令で定めるとき。 

２ 特例施設介護サービス費の額は、当該施設サービスについて前条第二項の厚生

労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該施設サービス

に要した費用（食事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に

要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を超えるときは、当

該現に施設サービスに要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額を基

準として、市町村が定める。 

３ 市町村長は、特例施設介護サービス費の支給に関して必要があると認めるとき

は、当該支給に係る施設サービスを担当する者若しくは担当した者（以下この項

において「施設サービスを担当する者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿

書類の提出若しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に

対して質問させ、若しくは当該施設サービスを担当する者等の当該支給に係る施

設に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができ

る。 

４ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（一定以上の所得を有する要介護被保険者に係る居宅介護サービス費等の額） 

第四十九条の二 第一号被保険者であって政令で定めるところにより算定した所得

の額が政令で定める額以上である要介護被保険者（次項に規定する要介護被保険

者を除く。）が受ける次の各号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定

を適用する場合においては、これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分

の八十」とする。 

一 居宅介護サービス費の支給 第四十一条第四項第一号及び第二号並びに第四

十三条第一項、第四項及び第六項 
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二 特例居宅介護サービス費の支給 第四十二条第三項並びに第四十三条第一項、

第四項及び第六項 

三 地域密着型介護サービス費の支給 第四十二条の二第二項各号並びに第四十

三条第一項、第四項及び第六項 

四 特例地域密着型介護サービス費の支給 第四十二条の三第二項並びに第四十

三条第一項、第四項及び第六項 

五 施設介護サービス費の支給 第四十八条第二項 

六 特例施設介護サービス費の支給 前条第二項 

七 居宅介護福祉用具購入費の支給 第四十四条第三項、第四項及び第七項 

八 居宅介護住宅改修費の支給 第四十五条第三項、第四項及び第七項 

２ 第一号被保険者であって政令で定めるところにより算定した所得の額が前項の

政令で定める額を超える政令で定める額以上である要介護被保険者が受ける同項

各号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する場合においては、

これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の七十」とする。 

（平二六法八三・追加、平二九法五二・一部改正） 

（居宅介護サービス費等の額の特例） 

第五十条 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることに

より、居宅サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）、

地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）

若しくは施設サービス又は住宅改修に必要な費用を負担することが困難であると

認めた要介護被保険者が受ける前条第一項各号に掲げる介護給付について当該各

号に定める規定を適用する場合（同条の規定により読み替えて適用する場合を除

く。）においては、これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の九十を

超え百分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 

２ 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより、

居宅サービス、地域密着型サービス若しくは施設サービス又は住宅改修に必要な

費用を負担することが困難であると認めた要介護被保険者が受ける前条第一項各

号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する場合（同項の規定
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により読み替えて適用する場合に限る。）においては、同項の規定により読み替

えて適用するこれらの規定中「百分の八十」とあるのは、「百分の八十を超え百

分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 

３ 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより、

居宅サービス、地域密着型サービス若しくは施設サービス又は住宅改修に必要な

費用を負担することが困難であると認めた要介護被保険者が受ける前条第一項各

号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する場合（同条第二項

の規定により読み替えて適用する場合に限る。）においては、同条第二項の規定

により読み替えて適用するこれらの規定中「百分の七十」とあるのは、「百分の

七十を超え百分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二三法三七・平二三法七二・平二六

法八三・平二九法五二・一部改正） 

（高額介護サービス費の支給） 

第五十一条 市町村は、要介護被保険者が受けた居宅サービス（これに相当するサ

ービスを含む。）、地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む。）又

は施設サービスに要した費用の合計額として政令で定めるところにより算定した

額から、当該費用につき支給された居宅介護サービス費、特例居宅介護サービス

費、地域密着型介護サービス費、特例地域密着型介護サービス費、施設介護サー

ビス費及び特例施設介護サービス費の合計額を控除して得た額（次条第一項にお

いて「介護サービス利用者負担額」という。）が、著しく高額であるときは、当

該要介護被保険者に対し、高額介護サービス費を支給する。 

２ 前項に規定するもののほか、高額介護サービス費の支給要件、支給額その他高

額介護サービス費の支給に関して必要な事項は、居宅サービス、地域密着型サー

ビス又は施設サービスに必要な費用の負担の家計に与える影響を考慮して、政令

で定める。 

（平一七法七七・平一八法八三・一部改正） 

（高額医療合算介護サービス費の支給） 

第五十一条の二 市町村は、要介護被保険者の介護サービス利用者負担額（前条第
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一項の高額介護サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当する

額を控除して得た額）及び当該要介護被保険者に係る健康保険法第百十五条第一

項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給される場合にあっては、

当該支給額に相当する額を控除して得た額）その他の医療保険各法又は高齢者の

医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）に規定するこれに相当す

る額として政令で定める額の合計額が、著しく高額であるときは、当該要介護被

保険者に対し、高額医療合算介護サービス費を支給する。 

２ 前条第二項の規定は、高額医療合算介護サービス費の支給について準用する。 

（平一八法八三・追加） 

（特定入所者介護サービス費の支給） 

第五十一条の三 市町村は、要介護被保険者のうち所得及び資産の状況その他の事

情をしん酌して厚生労働省令で定めるものが、次に掲げる指定施設サービス等、

指定地域密着型サービス又は指定居宅サービス（以下この条及び次条第一項にお

いて「特定介護サービス」という。）を受けたときは、当該要介護被保険者（以

下この条及び次条第一項において「特定入所者」という。）に対し、当該特定介

護サービスを行う介護保険施設、指定地域密着型サービス事業者又は指定居宅サ

ービス事業者（以下この条において「特定介護保険施設等」という。）における

食事の提供に要した費用及び居住又は滞在（以下「居住等」という。）に要した

費用について、特定入所者介護サービス費を支給する。ただし、当該特定入所者

が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合において、当該指定に

係る種類以外の特定介護サービスを受けたときは、この限りでない。 

一 指定介護福祉施設サービス 

二 介護保健施設サービス 

三 介護医療院サービス 

四 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

五 短期入所生活介護 

六 短期入所療養介護 

２ 特定入所者介護サービス費の額は、第一号に規定する額及び第二号に規定する
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額の合計額とする。 

一 特定介護保険施設等における食事の提供に要する平均的な費用の額を勘案し

て厚生労働大臣が定める費用の額（その額が現に当該食事の提供に要した費用

の額を超えるときは、当該現に食事の提供に要した費用の額とする。以下この

条及び次条第二項において「食費の基準費用額」という。）から、平均的な家

計における食費の状況及び特定入所者の所得の状況その他の事情を勘案して厚

生労働大臣が定める額（以下この条及び次条第二項において「食費の負担限度

額」という。）を控除した額 

二 特定介護保険施設等における居住等に要する平均的な費用の額及び施設の状

況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額（その額が現に当該

居住等に要した費用の額を超えるときは、当該現に居住等に要した費用の額と

する。以下この条及び次条第二項において「居住費の基準費用額」という。）

から、特定入所者の所得の状況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める

額（以下この条及び次条第二項において「居住費の負担限度額」という。）を

控除した額 

３ 厚生労働大臣は、食費の基準費用額若しくは食費の負担限度額又は居住費の基

準費用額若しくは居住費の負担限度額を定めた後に、特定介護保険施設等におけ

る食事の提供に要する費用又は居住等に要する費用の状況その他の事情が著しく

変動したときは、速やかにそれらの額を改定しなければならない。 

４ 特定入所者が、特定介護保険施設等から特定介護サービスを受けたときは、市

町村は、当該特定入所者が当該特定介護保険施設等に支払うべき食事の提供に要

した費用及び居住等に要した費用について、特定入所者介護サービス費として当

該特定入所者に対し支給すべき額の限度において、当該特定入所者に代わり、当

該特定介護保険施設等に支払うことができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、特定入所者に対し特定入所者介護サー

ビス費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、第一項の規定にかかわらず、特定入所者が特定介護保険施設等に対

し、食事の提供に要する費用又は居住等に要する費用として、食費の基準費用額
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又は居住費の基準費用額（前項の規定により特定入所者介護サービス費の支給が

あったものとみなされた特定入所者にあっては、食費の負担限度額又は居住費の

負担限度額）を超える金額を支払った場合には、特定入所者介護サービス費を支

給しない。 

７ 市町村は、特定介護保険施設等から特定入所者介護サービス費の請求があった

ときは、第一項、第二項及び前項の定めに照らして審査の上、支払うものとする。 

８ 第四十一条第三項、第十項及び第十一項の規定は特定入所者介護サービス費の

支給について、同条第八項の規定は特定介護保険施設等について準用する。この

場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

９ 前各項に規定するもののほか、特定入所者介護サービス費の支給及び特定介護

保険施設等の特定入所者介護サービス費の請求に関して必要な事項は、厚生労働

省令で定める。 

（平一七法七七・追加・一部改正、平一八法八三・旧第五十一条の二繰下・

一部改正、平二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

（特例特定入所者介護サービス費の支給） 

第五十一条の四 市町村は、次に掲げる場合には、特定入所者に対し、特例特定入

所者介護サービス費を支給する。 

一 特定入所者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得

ない理由により特定介護サービスを受けた場合において、必要があると認める

とき。 

二 その他政令で定めるとき。 

２ 特例特定入所者介護サービス費の額は、当該食事の提供に要した費用について

食費の基準費用額から食費の負担限度額を控除した額及び当該居住等に要した費

用について居住費の基準費用額から居住費の負担限度額を控除した額の合計額を

基準として、市町村が定める。 

（平一七法七七・追加、平一八法八三・旧第五十一条の三繰下） 

第四節 予防給付 

（予防給付の種類） 



66/651 

第五十二条 予防給付は、次に掲げる保険給付とする。 

一 介護予防サービス費の支給 

二 特例介護予防サービス費の支給 

三 地域密着型介護予防サービス費の支給 

四 特例地域密着型介護予防サービス費の支給 

五 介護予防福祉用具購入費の支給 

六 介護予防住宅改修費の支給 

七 介護予防サービス計画費の支給 

八 特例介護予防サービス計画費の支給 

九 高額介護予防サービス費の支給 

九の二 高額医療合算介護予防サービス費の支給 

十 特定入所者介護予防サービス費の支給 

十一 特例特定入所者介護予防サービス費の支給 

（平一七法七七・平一八法八三・一部改正） 

（介護予防サービス費の支給） 

第五十三条 市町村は、要支援認定を受けた被保険者のうち居宅において支援を受

けるもの（以下「居宅要支援被保険者」という。）が、都道府県知事が指定する

者（以下「指定介護予防サービス事業者」という。）から当該指定に係る介護予

防サービス事業を行う事業所により行われる介護予防サービス（以下「指定介護

予防サービス」という。）を受けたとき（当該居宅要支援被保険者が、第五十八

条第四項の規定により同条第一項に規定する指定介護予防支援を受けることにつ

きあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定介護予防サービスが

当該指定介護予防支援の対象となっているときその他の厚生労働省令で定めると

きに限る。）は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防サービスに

要した費用（特定介護予防福祉用具の購入に要した費用を除き、介護予防通所リ

ハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護及び

介護予防特定施設入居者生活介護に要した費用については、食事の提供に要する

費用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定
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める費用を除く。以下この条において同じ。）について、介護予防サービス費を

支給する。ただし、当該居宅要支援被保険者が、第三十七条第一項の規定による

指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の介護予防サービスを

受けたときは、この限りでない。 

２ 介護予防サービス費の額は、次の各号に掲げる介護予防サービスの区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 

一 介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーショ

ン、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所リハビリテーション及び介護予

防福祉用具貸与 これらの介護予防サービスの種類ごとに、当該介護予防サー

ビスの種類に係る指定介護予防サービスの内容、当該指定介護予防サービスの

事業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算定される当該指定介護予防サ

ービスに要する平均的な費用（介護予防通所リハビリテーションに要する費用

については、食事の提供に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚

生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準

により算定した費用の額（その額が現に当該指定介護予防サービスに要した費

用の額を超えるときは、当該現に指定介護予防サービスに要した費用の額とす

る。）の百分の九十に相当する額 

二 介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護及び介護予防特定施

設入居者生活介護 これらの介護予防サービスの種類ごとに、要支援状態区分、

当該介護予防サービスの種類に係る指定介護予防サービスの事業を行う事業所

の所在する地域等を勘案して算定される当該指定介護予防サービスに要する平

均的な費用（食事の提供に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に

要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して厚生労

働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定介護予防

サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定介護予防サービスに

要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額 

３ 厚生労働大臣は、前項各号の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 
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４ 居宅要支援被保険者が指定介護予防サービス事業者から指定介護予防サービス

を受けたときは、市町村は、当該居宅要支援被保険者が当該指定介護予防サービ

ス事業者に支払うべき当該指定介護予防サービスに要した費用について、介護予

防サービス費として当該居宅要支援被保険者に対し支給すべき額の限度において、

当該居宅要支援被保険者に代わり、当該指定介護予防サービス事業者に支払うこ

とができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者に対し介護予防サ

ービス費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、指定介護予防サービス事業者から介護予防サービス費の請求があっ

たときは、第二項各号の厚生労働大臣が定める基準並びに第百十五条の四第二項

に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準及び指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準（指定

介護予防サービスの取扱いに関する部分に限る。）に照らして審査した上、支払

うものとする。 

７ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は、介護予防サービス

費の支給について、同条第八項の規定は、指定介護予防サービス事業者について

準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令

で定める。 

８ 前各項に規定するもののほか、介護予防サービス費の支給及び指定介護予防サ

ービス事業者の介護予防サービス費の請求に関して必要な事項は、厚生労働省令

で定める。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二六法八三・一部改正） 

（特例介護予防サービス費の支給） 

第五十四条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特例介

護予防サービス費を支給する。 

一 居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他

やむを得ない理由により指定介護予防サービスを受けた場合において、必要が

あると認めるとき。 
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二 居宅要支援被保険者が、指定介護予防サービス以外の介護予防サービス又は

これに相当するサービス（指定介護予防サービスの事業に係る第百十五条の四

第一項の都道府県の条例で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数

並びに同条第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準及び指定介護予防サービスの事業の設備及び運

営に関する基準のうち、都道府県の条例で定めるものを満たすと認められる事

業を行う事業所により行われるものに限る。次号及び次項において「基準該当

介護予防サービス」という。）を受けた場合において、必要があると認めると

き。 

三 指定介護予防サービス及び基準該当介護予防サービスの確保が著しく困難で

ある離島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住

所を有する居宅要支援被保険者が、指定介護予防サービス及び基準該当介護予

防サービス以外の介護予防サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合

において、必要があると認めるとき。 

四 その他政令で定めるとき。 

２ 都道府県が前項第二号の条例を定めるに当たっては、第一号から第三号までに

掲げる事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第四号

に掲げる事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、

その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 基準該当介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員

数 

二 基準該当介護予防サービスの事業に係る居室の床面積 

三 基準該当介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要

支援者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持

等に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

四 基準該当介護予防サービスの事業に係る利用定員 

３ 特例介護予防サービス費の額は、当該介護予防サービス又はこれに相当するサ

ービスについて前条第二項各号の厚生労働大臣が定める基準により算定した費用
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の額（その額が現に当該介護予防サービス又はこれに相当するサービスに要した

費用（特定介護予防福祉用具の購入に要した費用を除き、介護予防通所リハビリ

テーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護及び介護予

防特定施設入居者生活介護並びにこれらに相当するサービスに要した費用につい

ては、食事の提供に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費

用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を超えるときは、当該現に介

護予防サービス又はこれに相当するサービスに要した費用の額とする。）の百分

の九十に相当する額を基準として、市町村が定める。 

４ 市町村長は、特例介護予防サービス費の支給に関して必要があると認めるとき

は、当該支給に係る介護予防サービス若しくはこれに相当するサービスを担当す

る者若しくは担当した者（以下この項において「介護予防サービス等を担当する

者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、若

しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該介護

予防サービス等を担当する者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その設備若

しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

５ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二三法三七・平二六法八三・一部改

正） 

（地域密着型介護予防サービス費の支給） 

第五十四条の二 市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村（住所地特例適用

被保険者である居宅要支援被保険者（以下「住所地特例適用居宅要支援被保険者」

という。）に係る特定地域密着型介護予防サービスにあっては、施設所在市町村

を含む。）の長が指定する者（以下「指定地域密着型介護予防サービス事業者」

という。）から当該指定に係る地域密着型介護予防サービス事業を行う事業所に

より行われる地域密着型介護予防サービス（以下「指定地域密着型介護予防サー

ビス」という。）を受けたとき（当該居宅要支援被保険者が、第五十八条第四項

の規定により同条第一項に規定する指定介護予防支援を受けることにつきあらか
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じめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定地域密着型介護予防サービス

が当該指定介護予防支援の対象となっているときその他の厚生労働省令で定める

ときに限る。）は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定地域密着型介護予

防サービスに要した費用（食事の提供に要する費用その他の日常生活に要する費

用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。）につい

て、地域密着型介護予防サービス費を支給する。ただし、当該居宅要支援被保険

者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合において、当該指定

に係る種類以外の地域密着型介護予防サービスを受けたときは、この限りでない。 

２ 地域密着型介護予防サービス費の額は、次の各号に掲げる地域密着型介護予防

サービスの区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 介護予防認知症対応型通所介護 介護予防認知症対応型通所介護に係る指定

地域密着型介護予防サービスの内容、当該指定地域密着型介護予防サービスの

事業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算定される当該指定地域密着型

介護予防サービスに要する平均的な費用（食事の提供に要する費用その他の日

常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案し

て厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定

地域密着型介護予防サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定

地域密着型介護予防サービスに要した費用の額とする。）の百分の九十に相当

する額 

二 介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護 

これらの地域密着型介護予防サービスの種類ごとに、要支援状態区分、当該地

域密着型介護予防サービスの種類に係る指定地域密着型介護予防サービスの事

業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算定される当該指定地域密着型介

護予防サービスに要する平均的な費用（食事の提供に要する費用その他の日常

生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して

厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定地

域密着型介護予防サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定地

域密着型介護予防サービスに要した費用の額とする。）の百分の九十に相当す
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る額 

３ 厚生労働大臣は、前項各号の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市町村は、第二項各号の規定にかかわらず、地域密着型介護予防サービスの種

類その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した額を限度と

して、同項各号に定める地域密着型介護予防サービス費の額に代えて、当該市町

村（施設所在市町村の長が第一項本文の指定をした指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者から指定地域密着型介護予防サービスを受けた住所地特例適用居宅要

支援被保険者に係る地域密着型介護予防サービス費（特定地域密着型介護予防サ

ービスに係るものに限る。）の額にあっては、施設所在市町村）が定める額を、

当該市町村における地域密着型介護予防サービス費の額とすることができる。 

５ 市町村は、前項の当該市町村における地域密着型介護予防サービス費の額を定

めようとするときは、あらかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他

の関係者の意見を反映させ、及び学識経験を有する者の知見の活用を図るために

必要な措置を講じなければならない。 

６ 居宅要支援被保険者が指定地域密着型介護予防サービス事業者から指定地域密

着型介護予防サービスを受けたときは、市町村は、当該居宅要支援被保険者が当

該指定地域密着型介護予防サービス事業者に支払うべき当該指定地域密着型介護

予防サービスに要した費用について、地域密着型介護予防サービス費として当該

居宅要支援被保険者に対し支給すべき額の限度において、当該居宅要支援被保険

者に代わり、当該指定地域密着型介護予防サービス事業者に支払うことができる。 

７ 前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者に対し地域密着型

介護予防サービス費の支給があったものとみなす。 

８ 市町村は、指定地域密着型介護予防サービス事業者から地域密着型介護予防サ

ービス費の請求があったときは、第二項各号の厚生労働大臣が定める基準又は第

四項の規定により市町村（施設所在市町村の長が第一項本文の指定をした指定地

域密着型介護予防サービス事業者から指定地域密着型介護予防サービスを受けた

住所地特例適用居宅要支援被保険者に係る地域密着型介護予防サービス費（特定
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地域密着型介護予防サービスに係るものに限る。）の請求にあっては、施設所在

市町村）が定める額並びに第百十五条の十四第二項又は第五項の規定により市町

村（施設所在市町村の長が第一項本文の指定をした指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者から指定地域密着型介護予防サービスを受けた住所地特例適用居宅要

支援被保険者に係る地域密着型介護予防サービス費（特定地域密着型介護予防サ

ービスに係るものに限る。）の請求にあっては、施設所在市町村）が定める指定

地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準

（指定地域密着型介護予防サービスの取扱いに関する部分に限る。）に照らして

審査した上、支払うものとする。 

９ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は地域密着型介護予防

サービス費の支給について、同条第八項の規定は指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術

的読替えは、政令で定める。 

１０ 前各項に規定するもののほか、地域密着型介護予防サービス費の支給及び指

定地域密着型介護予防サービス事業者の地域密着型介護予防サービス費の請求に

関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・平二三法三七・平二三法七二・平

二六法八三・一部改正） 

（特例地域密着型介護予防サービス費の支給） 

第五十四条の三 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特

例地域密着型介護予防サービス費を支給する。 

一 居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他

やむを得ない理由により指定地域密着型介護予防サービスを受けた場合におい

て、必要があると認めるとき。 

二 指定地域密着型介護予防サービスの確保が著しく困難である離島その他の地

域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支

援被保険者が、指定地域密着型介護予防サービス以外の地域密着型介護予防サ
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ービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認め

るとき。 

三 その他政令で定めるとき。 

２ 特例地域密着型介護予防サービス費の額は、当該地域密着型介護予防サービス

又はこれに相当するサービスについて前条第二項各号の厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額（その額が現に当該地域密着型介護予防サービス又は

これに相当するサービスに要した費用（食事の提供に要する費用その他の日常生

活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を超えるときは、

当該現に地域密着型介護予防サービス又はこれに相当するサービスに要した費用

の額とする。）の百分の九十に相当する額又は同条第四項の規定により市町村（施

設所在市町村の長が同条第一項本文の指定をした指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者から指定地域密着型介護予防サービスを受けた住所地特例適用居宅要支

援被保険者その他の厚生労働省令で定める者に係る特例地域密着型介護予防サー

ビス費（特定地域密着型介護予防サービスに係るものに限る。）の額にあっては、

施設所在市町村）が定めた額を基準として、市町村が定める。 

３ 市町村長は、特例地域密着型介護予防サービス費の支給に関して必要があると

認めるときは、当該支給に係る地域密着型介護予防サービス若しくはこれに相当

するサービスを担当する者若しくは担当した者（以下この項において「地域密着

型介護予防サービス等を担当する者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書

類の提出若しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対

して質問させ、若しくは当該地域密着型介護予防サービス等を担当する者等の当

該支給に係る事業所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査

させることができる。 

４ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一七法七七・追加、平二六法八三・一部改正） 

（介護予防サービス費等に係る支給限度額） 

第五十五条 居宅要支援被保険者が介護予防サービス等区分（介護予防サービス（こ
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れに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）及び地域密着型介護

予防サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）に

ついて、その種類ごとの相互の代替性の有無等を勘案して厚生労働大臣が定める

二以上の種類からなる区分をいう。以下この条において同じ。）ごとに月を単位

として厚生労働省令で定める期間において受けた一の介護予防サービス等区分に

係る介護予防サービスにつき支給する介護予防サービス費の額の総額及び特例介

護予防サービス費の額の総額並びに地域密着型介護予防サービスにつき支給する

地域密着型介護予防サービス費の額の総額及び特例地域密着型介護予防サービス

費の額の総額の合計額は、介護予防サービス費等区分支給限度基準額を基礎とし

て、厚生労働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を

超えることができない。 

２ 前項の介護予防サービス費等区分支給限度基準額は、介護予防サービス等区分

ごとに、同項に規定する厚生労働省令で定める期間における当該介護予防サービ

ス等区分に係る介護予防サービス及び地域密着型介護予防サービスの要支援状態

区分に応じた標準的な利用の態様、当該介護予防サービス及び地域密着型介護予

防サービスに係る第五十三条第二項各号及び第五十四条の二第二項各号の厚生労

働大臣が定める基準等を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。 

３ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第一項の介

護予防サービス費等区分支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市

町村における介護予防サービス費等区分支給限度基準額とすることができる。 

４ 市町村は、居宅要支援被保険者が介護予防サービス及び地域密着型介護予防サ

ービスの種類（介護予防サービス等区分に含まれるものであって厚生労働大臣が

定めるものに限る。次項において同じ。）ごとに月を単位として厚生労働省令で

定める期間において受けた一の種類の介護予防サービスにつき支給する介護予防

サービス費の額の総額及び特例介護予防サービス費の額の総額の合計額並びに一

の種類の地域密着型介護予防サービスにつき支給する地域密着型介護予防サービ

ス費の額の総額及び特例地域密着型介護予防サービス費の額の総額の合計額につ

いて、介護予防サービス費等種類支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で
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定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えることができな

いこととすることができる。 

５ 前項の介護予防サービス費等種類支給限度基準額は、介護予防サービス及び地

域密着型介護予防サービスの種類ごとに、同項に規定する厚生労働省令で定める

期間における当該介護予防サービス及び地域密着型介護予防サービスの要支援状

態区分に応じた標準的な利用の態様、当該介護予防サービス及び地域密着型介護

予防サービスに係る第五十三条第二項各号及び第五十四条の二第二項各号の厚生

労働大臣が定める基準等を勘案し、当該介護予防サービス及び地域密着型介護予

防サービスを含む介護予防サービス等区分に係る第一項の介護予防サービス費等

区分支給限度基準額（第三項の規定に基づき条例を定めている市町村にあっては、

当該条例による措置が講じられた額とする。）の範囲内において、市町村が条例

で定める額とする。 

６ 介護予防サービス費若しくは特例介護予防サービス費又は地域密着型介護予防

サービス費若しくは特例地域密着型介護予防サービス費を支給することにより第

一項に規定する合計額が同項に規定する百分の九十に相当する額を超える場合又

は第四項に規定する合計額が同項に規定する百分の九十に相当する額を超える場

合における当該介護予防サービス費若しくは特例介護予防サービス費又は地域密

着型介護予防サービス費若しくは特例地域密着型介護予防サービス費の額は、第

五十三条第二項各号若しくは第五十四条第三項又は第五十四条の二第二項各号若

しくは第四項若しくは前条第二項の規定にかかわらず、政令で定めるところによ

り算定した額とする。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二三法三七・一部改正） 

（介護予防福祉用具購入費の支給） 

第五十六条 市町村は、居宅要支援被保険者が、特定介護予防福祉用具販売に係る

指定介護予防サービス事業者から当該指定に係る介護予防サービス事業を行う事

業所において販売される特定介護予防福祉用具を購入したときは、当該居宅要支

援被保険者に対し、介護予防福祉用具購入費を支給する。 

２ 介護予防福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必
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要と認める場合に限り、支給するものとする。 

３ 介護予防福祉用具購入費の額は、現に当該特定介護予防福祉用具の購入に要し

た費用の額の百分の九十に相当する額とする。 

４ 居宅要支援被保険者が月を単位として厚生労働省令で定める期間において購入

した特定介護予防福祉用具につき支給する介護予防福祉用具購入費の額の総額は、

介護予防福祉用具購入費支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で定めると

ころにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えることができない。 

５ 前項の介護予防福祉用具購入費支給限度基準額は、同項に規定する厚生労働省

令で定める期間における特定介護予防福祉用具の購入に通常要する費用を勘案し

て厚生労働大臣が定める額とする。 

６ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の介

護予防福祉用具購入費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町

村における介護予防福祉用具購入費支給限度基準額とすることができる。 

７ 介護予防福祉用具購入費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に

規定する百分の九十に相当する額を超える場合における当該介護予防福祉用具購

入費の額は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額

とする。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（介護予防住宅改修費の支給） 

第五十七条 市町村は、居宅要支援被保険者が、住宅改修を行ったときは、当該居

宅要支援被保険者に対し、介護予防住宅改修費を支給する。 

２ 介護予防住宅改修費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と

認める場合に限り、支給するものとする。 

３ 介護予防住宅改修費の額は、現に当該住宅改修に要した費用の額の百分の九十

に相当する額とする。 

４ 居宅要支援被保険者が行った一の種類の住宅改修につき支給する介護予防住宅

改修費の額の総額は、介護予防住宅改修費支給限度基準額を基礎として、厚生労

働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えること
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ができない。 

５ 前項の介護予防住宅改修費支給限度基準額は、住宅改修の種類ごとに、通常要

する費用を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。 

６ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の介

護予防住宅改修費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村に

おける介護予防住宅改修費支給限度基準額とすることができる。 

７ 介護予防住宅改修費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に規定

する百分の九十に相当する額を超える場合における当該介護予防住宅改修費の額

は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とする。 

８ 市町村長は、介護予防住宅改修費の支給に関して必要があると認めるときは、

当該支給に係る住宅改修を行う者若しくは住宅改修を行った者（以下この項にお

いて「住宅改修を行う者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若

しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問さ

せ、若しくは当該住宅改修を行う者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その

帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

９ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（介護予防サービス計画費の支給） 

第五十八条 市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村（住所地特例適用居宅

要支援被保険者に係る介護予防支援にあっては、施設所在市町村）の長が指定す

る者（以下「指定介護予防支援事業者」という。）から当該指定に係る介護予防

支援事業を行う事業所により行われる介護予防支援（以下「指定介護予防支援」

という。）を受けたときは、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防

支援に要した費用について、介護予防サービス計画費を支給する。 

２ 介護予防サービス計画費の額は、指定介護予防支援の事業を行う事業所の所在

する地域等を勘案して算定される当該指定介護予防支援に要する平均的な費用の

額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に
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当該指定介護予防支援に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定介護予防

支援に要した費用の額とする。）とする。 

３ 厚生労働大臣は、前項の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審

議会の意見を聴かなければならない。 

４ 居宅要支援被保険者が指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援を受けた

とき（当該居宅要支援被保険者が、厚生労働省令で定めるところにより、当該指

定介護予防支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合に限

る。）は、市町村は、当該居宅要支援被保険者が当該指定介護予防支援事業者に

支払うべき当該指定介護予防支援に要した費用について、介護予防サービス計画

費として当該居宅要支援被保険者に対し支給すべき額の限度において、当該居宅

要支援被保険者に代わり、当該指定介護予防支援事業者に支払うことができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者に対し介護予防サ

ービス計画費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、指定介護予防支援事業者から介護予防サービス計画費の請求があっ

たときは、第二項の厚生労働大臣が定める基準並びに第百十五条の二十四第二項

に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準（指定介護予防支援の取

扱いに関する部分に限る。）に照らして審査した上、支払うものとする。 

７ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は介護予防サービス計

画費の支給について、同条第八項の規定は指定介護予防支援事業者について準用

する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定

める。 

８ 前各項に規定するもののほか、介護予防サービス計画費の支給及び指定介護予

防支援事業者の介護予防サービス計画費の請求に関して必要な事項は、厚生労働

省令で定める。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二〇法四二・平二六法八三・一部改

正） 

（特例介護予防サービス計画費の支給） 
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第五十九条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特例介

護予防サービス計画費を支給する。 

一 居宅要支援被保険者が、指定介護予防支援以外の介護予防支援又はこれに相

当するサービス（指定介護予防支援の事業に係る第百十五条の二十四第一項の

市町村の条例で定める基準及び同項の市町村の条例で定める員数並びに同条第

二項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準のうち、当該市

町村の条例で定めるものを満たすと認められる事業を行う事業者により行われ

るものに限る。次号及び次項において「基準該当介護予防支援」という。）を

受けた場合において、必要があると認めるとき。 

二 指定介護予防支援及び基準該当介護予防支援の確保が著しく困難である離島

その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有す

る居宅要支援被保険者が、指定介護予防支援及び基準該当介護予防支援以外の

介護予防支援又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要がある

と認めるとき。 

三 その他政令で定めるとき。 

２ 市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については

厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生

労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 基準該当介護予防支援に従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 基準該当介護予防支援の事業の運営に関する事項であって、利用する要支援

者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に

密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

３ 特例介護予防サービス計画費の額は、当該介護予防支援又はこれに相当するサ

ービスについて前条第二項の厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額

（その額が現に当該介護予防支援又はこれに相当するサービスに要した費用の額

を超えるときは、当該現に介護予防支援又はこれに相当するサービスに要した費

用の額とする。）を基準として、市町村が定める。 
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４ 市町村長は、特例介護予防サービス計画費の支給に関して必要があると認める

ときは、当該支給に係る介護予防支援若しくはこれに相当するサービスを担当す

る者若しくは担当した者（以下この項において「介護予防支援等を担当する者等」

という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、若しくは

出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該介護予防支

援等を担当する者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その帳簿書類その他の

物件を検査させることができる。 

５ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二〇法四二・平二五法四四・平二六

法八三・一部改正） 

（一定以上の所得を有する居宅要支援被保険者に係る介護予防サービス費等の

額） 

第五十九条の二 第一号被保険者であって政令で定めるところにより算定した所得

の額が政令で定める額以上である居宅要支援被保険者（次項に規定する居宅要支

援被保険者を除く。）が受ける次の各号に掲げる予防給付について当該各号に定

める規定を適用する場合においては、これらの規定中「百分の九十」とあるのは、

「百分の八十」とする。 

一 介護予防サービス費の支給 第五十三条第二項第一号及び第二号並びに第五

十五条第一項、第四項及び第六項 

二 特例介護予防サービス費の支給 第五十四条第三項並びに第五十五条第一項、

第四項及び第六項 

三 地域密着型介護予防サービス費の支給 第五十四条の二第二項第一号及び第

二号並びに第五十五条第一項、第四項及び第六項 

四 特例地域密着型介護予防サービス費の支給 第五十四条の三第二項並びに第

五十五条第一項、第四項及び第六項 

五 介護予防福祉用具購入費の支給 第五十六条第三項、第四項及び第七項 

六 介護予防住宅改修費の支給 第五十七条第三項、第四項及び第七項 



82/651 

２ 第一号被保険者であって政令で定めるところにより算定した所得の額が前項の

政令で定める額を超える政令で定める額以上である居宅要支援被保険者が受ける

同項各号に掲げる予防給付について当該各号に定める規定を適用する場合におい

ては、これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の七十」とする。 

（平二六法八三・追加、平二九法五二・一部改正） 

（介護予防サービス費等の額の特例） 

第六十条 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることに

より、介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条において

同じ。）、地域密着型介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。以下

この条において同じ。）又は住宅改修に必要な費用を負担することが困難である

と認めた居宅要支援被保険者が受ける前条第一項各号に掲げる予防給付について

当該各号に定める規定を適用する場合（同条の規定により読み替えて適用する場

合を除く。）においては、これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の

九十を超え百分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 

２ 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより、

介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス又は住宅改修に必要な費用を負

担することが困難であると認めた居宅要支援被保険者が受ける前条第一項各号に

掲げる予防給付について当該各号に定める規定を適用する場合（同項の規定によ

り読み替えて適用する場合に限る。）においては、同項の規定により読み替えて

適用するこれらの規定中「百分の八十」とあるのは、「百分の八十を超え百分の

百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 

３ 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより、

介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス又は住宅改修に必要な費用を負

担することが困難であると認めた居宅要支援被保険者が受ける前条第一項各号に

掲げる予防給付について当該各号に定める規定を適用する場合（同条第二項の規

定により読み替えて適用する場合に限る。）においては、同条第二項の規定によ

り読み替えて適用するこれらの規定中「百分の七十」とあるのは、「百分の七十

を超え百分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 
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（平一一法一六〇・平一七法七七・平二三法三七・平二六法八三・平二九

法五二・一部改正） 

（高額介護予防サービス費の支給） 

第六十一条 市町村は、居宅要支援被保険者が受けた介護予防サービス（これに相

当するサービスを含む。）又は地域密着型介護予防サービス（これに相当するサ

ービスを含む。）に要した費用の合計額として政令で定めるところにより算定し

た額から、当該費用につき支給された介護予防サービス費、特例介護予防サービ

ス費、地域密着型介護予防サービス費及び特例地域密着型介護予防サービス費の

合計額を控除して得た額（次条第一項において「介護予防サービス利用者負担額」

という。）が、著しく高額であるときは、当該居宅要支援被保険者に対し、高額

介護予防サービス費を支給する。 

２ 前項に規定するもののほか、高額介護予防サービス費の支給要件、支給額その

他高額介護予防サービス費の支給に関して必要な事項は、介護予防サービス又は

地域密着型介護予防サービスに必要な費用の負担の家計に与える影響を考慮して、

政令で定める。 

（平一七法七七・平一八法八三・一部改正） 

（高額医療合算介護予防サービス費の支給） 

第六十一条の二 市町村は、居宅要支援被保険者の介護予防サービス利用者負担額

（前条第一項の高額介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支給

額に相当する額を控除して得た額）及び当該居宅要支援被保険者に係る健康保険

法第百十五条第一項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給され

る場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た額）その他の医療保

険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律に規定するこれに相当する額として

政令で定める額の合計額が、著しく高額であるときは、当該居宅要支援被保険者

に対し、高額医療合算介護予防サービス費を支給する。 

２ 前条第二項の規定は、高額医療合算介護予防サービス費の支給について準用す

る。 

（平一八法八三・追加） 
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（特定入所者介護予防サービス費の支給） 

第六十一条の三 市町村は、居宅要支援被保険者のうち所得及び資産の状況その他

の事情をしん酌して厚生労働省令で定めるものが、次に掲げる指定介護予防サー

ビス（以下この条及び次条第一項において「特定介護予防サービス」という。）

を受けたときは、当該居宅要支援被保険者（以下この条及び次条第一項において

「特定入所者」という。）に対し、当該特定介護予防サービスを行う指定介護予

防サービス事業者（以下この条において「特定介護予防サービス事業者」という。）

における食事の提供に要した費用及び滞在に要した費用について、特定入所者介

護予防サービス費を支給する。ただし、当該特定入所者が、第三十七条第一項の

規定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の特定介護

予防サービスを受けたときは、この限りでない。 

一 介護予防短期入所生活介護 

二 介護予防短期入所療養介護 

２ 特定入所者介護予防サービス費の額は、第一号に規定する額及び第二号に規定

する額の合計額とする。 

一 特定介護予防サービス事業者における食事の提供に要する平均的な費用の額

を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額（その額が現に当該食事の提供に要

した費用の額を超えるときは、当該現に食事の提供に要した費用の額とする。

以下この条及び次条第二項において「食費の基準費用額」という。）から、平

均的な家計における食費の状況及び特定入所者の所得の状況その他の事情を勘

案して厚生労働大臣が定める額（以下この条及び次条第二項において「食費の

負担限度額」という。）を控除した額 

二 特定介護予防サービス事業者における滞在に要する平均的な費用の額及び事

業所の状況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額（その額が

現に当該滞在に要した費用の額を超えるときは、当該現に滞在に要した費用の

額とする。以下この条及び次条第二項において「滞在費の基準費用額」という。）

から、特定入所者の所得の状況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める

額（以下この条及び次条第二項において「滞在費の負担限度額」という。）を
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控除した額 

３ 厚生労働大臣は、食費の基準費用額若しくは食費の負担限度額又は滞在費の基

準費用額若しくは滞在費の負担限度額を定めた後に、特定介護予防サービス事業

者における食事の提供に要する費用又は滞在に要する費用の状況その他の事情が

著しく変動したときは、速やかにそれらの額を改定しなければならない。 

４ 特定入所者が、特定介護予防サービス事業者から特定介護予防サービスを受け

たときは、市町村は、当該特定入所者が当該特定介護予防サービス事業者に支払

うべき食事の提供に要した費用及び滞在に要した費用について、特定入所者介護

予防サービス費として当該特定入所者に対し支給すべき額の限度において、当該

特定入所者に代わり、当該特定介護予防サービス事業者に支払うことができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、特定入所者に対し特定入所者介護予防

サービス費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、第一項の規定にかかわらず、特定入所者が特定介護予防サービス事

業者に対し、食事の提供に要する費用又は滞在に要する費用として、食費の基準

費用額又は滞在費の基準費用額（前項の規定により特定入所者介護予防サービス

費の支給があったものとみなされた特定入所者にあっては、食費の負担限度額又

は滞在費の負担限度額）を超える金額を支払った場合には、特定入所者介護予防

サービス費を支給しない。 

７ 市町村は、特定介護予防サービス事業者から特定入所者介護予防サービス費の

請求があったときは、第一項、第二項及び前項の定めに照らして審査の上、支払

うものとする。 

８ 第四十一条第三項、第十項及び第十一項の規定は特定入所者介護予防サービス

費の支給について、同条第八項の規定は特定介護予防サービス事業者について準

用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で

定める。 

９ 前各項に規定するもののほか、特定入所者介護予防サービス費の支給及び特定

介護予防サービス事業者の特定入所者介護予防サービス費の請求に関して必要な

事項は、厚生労働省令で定める。 



86/651 

（平一七法七七・追加・一部改正、平一八法八三・旧第六十一条の二繰下、

平二六法八三・一部改正） 

（特例特定入所者介護予防サービス費の支給） 

第六十一条の四 市町村は、次に掲げる場合には、特定入所者に対し、特例特定入

所者介護予防サービス費を支給する。 

一 特定入所者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得

ない理由により特定介護予防サービスを受けた場合において、必要があると認

めるとき。 

二 その他政令で定めるとき。 

２ 特例特定入所者介護予防サービス費の額は、当該食事の提供に要した費用につ

いて食費の基準費用額から食費の負担限度額を控除した額及び当該滞在に要した

費用について滞在費の基準費用額から滞在費の負担限度額を控除した額の合計額

を基準として、市町村が定める。 

（平一七法七七・追加・一部改正、平一八法八三・旧第六十一条の三繰下） 

第五節 市町村特別給付 

第六十二条 市町村は、要介護被保険者又は居宅要支援被保険者（以下「要介護被

保険者等」という。）に対し、前二節の保険給付のほか、条例で定めるところに

より、市町村特別給付を行うことができる。 

第六節 保険給付の制限等 

（保険給付の制限） 

第六十三条 刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁された者について

は、その期間に係る介護給付等は、行わない。 

（平一七法五〇・一部改正） 

第六十四条 市町村は、自己の故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、又は正

当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用若しくは居宅介護住宅改修費若し

くは介護予防住宅改修費に係る住宅改修の実施に関する指示に従わないことによ

り、要介護状態等若しくはその原因となった事故を生じさせ、又は要介護状態等

の程度を増進させた被保険者の当該要介護状態等については、これを支給事由と
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する介護給付等は、その全部又は一部を行わないことができる。 

（平一七法七七・一部改正） 

第六十五条 市町村は、介護給付等を受ける者が、正当な理由なしに、第二十三条

の規定による求め（第二十四条の二第一項第一号の規定により委託された場合に

あっては、当該委託に係る求めを含む。）に応ぜず、又は答弁を拒んだときは、

介護給付等の全部又は一部を行わないことができる。 

（平一七法七七・一部改正） 

（保険料滞納者に係る支払方法の変更） 

第六十六条 市町村は、保険料を滞納している第一号被保険者である要介護被保険

者等（原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成六年法律第百十七号）に

よる一般疾病医療費の支給その他厚生労働省令で定める医療に関する給付を受け

ることができるものを除く。）が、当該保険料の納期限から厚生労働省令で定め

る期間が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、当該保険

料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、

厚生労働省令で定めるところにより、当該要介護被保険者等に対し被保険者証の

提出を求め、当該被保険者証に、第四十一条第六項、第四十二条の二第六項、第

四十六条第四項、第四十八条第四項、第五十一条の三第四項、第五十三条第四項、

第五十四条の二第六項、第五十八条第四項及び第六十一条の三第四項の規定を適

用しない旨の記載（以下この条及び次条第三項において「支払方法変更の記載」

という。）をするものとする。 

２ 市町村は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合におい

ても、同項に規定する政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、同項

に規定する要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、当該被保険者証に

支払方法変更の記載をすることができる。 

３ 市町村は、前二項の規定により支払方法変更の記載を受けた要介護被保険者等

が滞納している保険料を完納したとき、又は当該要介護被保険者等に係る滞納額

の著しい減少、災害その他の政令で定める特別の事情があると認めるときは、当

該支払方法変更の記載を消除するものとする。 
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４ 第一項又は第二項の規定により支払方法変更の記載を受けた要介護被保険者等

が、当該支払方法の変更の記載がなされている間に受けた指定居宅サービス、指

定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、指定施設サービス等、指定介護予防

サービス、指定地域密着型介護予防サービス及び指定介護予防支援に係る居宅介

護サービス費の支給、地域密着型介護サービス費の支給、居宅介護サービス計画

費の支給、施設介護サービス費の支給、特定入所者介護サービス費の支給、介護

予防サービス費の支給、地域密着型介護予防サービス費の支給、介護予防サービ

ス計画費の支給及び特定入所者介護予防サービス費の支給については、第四十一

条第六項、第四十二条の二第六項、第四十六条第四項、第四十八条第四項、第五

十一条の三第四項、第五十三条第四項、第五十四条の二第六項、第五十八条第四

項及び第六十一条の三第四項の規定は適用しない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平一八法八三・一部改正） 

（保険給付の支払の一時差止） 

第六十七条 市町村は、保険給付を受けることができる第一号被保険者である要介

護被保険者等が保険料を滞納しており、かつ、当該保険料の納期限から厚生労働

省令で定める期間が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、

当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認める場

合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、保険給付の全部又は一部の支払

を一時差し止めるものとする。 

２ 市町村は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合におい

ても、保険給付を受けることができる第一号被保険者である要介護被保険者等が

保険料を滞納している場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政

令で定める特別の事情があると認める場合を除き、厚生労働省令で定めるところ

により、保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めることができる。 

３ 市町村は、前条第一項又は第二項の規定により支払方法変更の記載を受けてい

る要介護被保険者等であって、前二項の規定による保険給付の全部又は一部の支

払の一時差止がなされているものが、なお滞納している保険料を納付しない場合

においては、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、当該要介護被保
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険者等に通知して、当該一時差止に係る保険給付の額から当該要介護被保険者等

が滞納している保険料額を控除することができる。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（医療保険各法の規定による保険料等に未納がある者に対する保険給付の一時差

止） 

第六十八条 市町村は、保険給付を受けることができる第二号被保険者である要介

護被保険者等について、医療保険各法の定めるところにより当該要介護被保険者

等が納付義務又は払込義務を負う保険料（地方税法（昭和二十五年法律第二百二

十六号）の規定による国民健康保険税を含む。）又は掛金であってその納期限又

は払込期限までに納付しなかったもの（以下この項及び次項において「未納医療

保険料等」という。）がある場合においては、未納医療保険料等があることにつ

き災害その他の政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、厚生労働省

令で定めるところにより、当該要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、

当該被保険者証に、第四十一条第六項、第四十二条の二第六項、第四十六条第四

項、第四十八条第四項、第五十一条の三第四項、第五十三条第四項、第五十四条

の二第六項、第五十八条第四項及び第六十一条の三第四項の規定を適用しない旨

並びに保険給付の全部又は一部の支払を差し止める旨の記載（以下この条におい

て「保険給付差止の記載」という。）をすることができる。 

２ 市町村は、前項の規定により保険給付差止の記載を受けた要介護被保険者等が、

未納医療保険料等を完納したとき、又は当該要介護被保険者等に係る未納医療保

険料等の著しい減少、災害その他の政令で定める特別の事情があると認めるとき

は、当該保険給付差止の記載を消除するものとする。 

３ 第六十六条第四項の規定は、第一項の規定により保険給付差止の記載を受けた

要介護被保険者等について準用する。 

４ 市町村は、第一項の規定により保険給付差止の記載を受けた要介護被保険者等

について、保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めるものとする。 

５ 市町村は、要介護被保険者等についての保険給付差止の記載に関し必要がある

と認めるときは、当該要介護被保険者等の加入する医療保険者（当該要介護被保
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険者等が全国健康保険協会の管掌する健康保険の被保険者（健康保険法第三条第

四項に規定する任意継続被保険者を除く。）若しくはその被扶養者又は船員保険

の被保険者（船員保険法第二条第二項に規定する疾病任意継続被保険者を除く。）

若しくはその被扶養者である場合には、厚生労働大臣とし、当該要介護被保険者

等が国民健康保険法の定めるところにより都道府県が当該都道府県内の市町村と

ともに行う国民健康保険（以下「国民健康保険」という。）の被保険者である場

合には、市町村とする。以下この条において同じ。）に対し、当該要介護被保険

者等に係る医療保険各法の規定により徴収される保険料（地方税法の規定により

徴収される国民健康保険税を含む。）又は掛金の納付状況その他厚生労働省令で

定める事項について、厚生労働省令で定めるところにより、当該要介護被保険者

等の加入する医療保険者に対し、情報の提供を求めることができる。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平一八法八三・平一九法一〇九・平二

六法八三・平二七法三一・一部改正） 

（保険料を徴収する権利が消滅した場合の保険給付の特例） 

第六十九条 市町村は、要介護認定、要介護更新認定、第二十九条第二項において

準用する第二十七条第七項若しくは第三十条第一項の規定による要介護状態区分

の変更の認定、要支援認定、要支援更新認定、第三十三条の二第二項において準

用する第三十二条第六項若しくは第三十三条の三第一項の規定による要支援状態

区分の変更の認定（以下この項において単に「認定」という。）をした場合にお

いて、当該認定に係る第一号被保険者である要介護被保険者等について保険料徴

収権消滅期間（当該期間に係る保険料を徴収する権利が時効によって消滅してい

る期間につき政令で定めるところにより算定された期間をいう。以下この項にお

いて同じ。）があるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該要介護被

保険者等の被保険者証に、当該認定に係る第二十七条第七項後段（第二十八条第

四項及び第二十九条第二項において準用する場合を含む。）、第三十条第一項後

段若しくは第三十五条第四項後段又は第三十二条第六項後段（第三十三条第四項

及び第三十三条の二第二項において準用する場合を含む。）、第三十三条の三第

一項後段若しくは第三十五条第二項後段若しくは第六項後段の規定による記載に
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併せて、介護給付等（居宅介護サービス計画費の支給、特例居宅介護サービス計

画費の支給、介護予防サービス計画費の支給及び特例介護予防サービス計画費の

支給、高額介護サービス費の支給、高額医療合算介護サービス費の支給、高額介

護予防サービス費の支給及び高額医療合算介護予防サービス費の支給並びに特定

入所者介護サービス費の支給、特例特定入所者介護サービス費の支給、特定入所

者介護予防サービス費の支給及び特例特定入所者介護予防サービス費の支給を除

く。）の額の減額を行う旨並びに高額介護サービス費、高額医療合算介護サービ

ス費、高額介護予防サービス費及び高額医療合算介護予防サービス費並びに特定

入所者介護サービス費、特例特定入所者介護サービス費、特定入所者介護予防サ

ービス費及び特例特定入所者介護予防サービス費の支給を行わない旨並びにこれ

らの措置がとられる期間（市町村が、政令で定めるところにより、保険料徴収権

消滅期間に応じて定める期間をいう。以下この条において「給付額減額期間」と

いう。）の記載（以下この条において「給付額減額等の記載」という。）をする

ものとする。ただし、当該要介護被保険者等について、災害その他の政令で定め

る特別の事情があると認めるときは、この限りでない。 

２ 市町村は、前項の規定により給付額減額等の記載を受けた要介護被保険者等に

ついて、同項ただし書の政令で定める特別の事情があると認めるとき、又は給付

額減額期間が経過したときは、当該給付額減額等の記載を消除するものとする。 

３ 第一項の規定により給付額減額等の記載を受けた要介護被保険者等が、当該記

載を受けた日の属する月の翌月の初日から当該給付額減額期間が経過するまでの

間に利用した居宅サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条におい

て同じ。）、地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条

において同じ。）、施設サービス、介護予防サービス（これに相当するサービス

を含む。以下この条において同じ。）及び地域密着型介護予防サービス（これに

相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）並びに行った住宅改修に

係る次の各号に掲げる介護給付等について当該各号に定める規定を適用する場合

（第四十九条の二又は第五十九条の二の規定により読み替えて適用する場合を除

く。）においては、これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の七十」
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とする。 

一 居宅介護サービス費の支給 第四十一条第四項第一号及び第二号並びに第四

十三条第一項、第四項及び第六項 

二 特例居宅介護サービス費の支給 第四十二条第三項並びに第四十三条第一項、

第四項及び第六項 

三 地域密着型介護サービス費の支給 第四十二条の二第二項各号並びに第四十

三条第一項、第四項及び第六項 

四 特例地域密着型介護サービス費の支給 第四十二条の三第二項並びに第四十

三条第一項、第四項及び第六項 

五 施設介護サービス費の支給 第四十八条第二項 

六 特例施設介護サービス費の支給 第四十九条第二項 

七 介護予防サービス費の支給 第五十三条第二項第一号及び第二号並びに第五

十五条第一項、第四項及び第六項 

八 特例介護予防サービス費の支給 第五十四条第三項並びに第五十五条第一項、

第四項及び第六項 

九 地域密着型介護予防サービス費の支給 第五十四条の二第二項第一号及び第

二号並びに第五十五条第一項、第四項及び第六項 

十 特例地域密着型介護予防サービス費の支給 第五十四条の三第二項並びに第

五十五条第一項、第四項及び第六項 

十一 居宅介護福祉用具購入費の支給 第四十四条第三項、第四項及び第七項 

十二 介護予防福祉用具購入費の支給 第五十六条第三項、第四項及び第七項 

十三 居宅介護住宅改修費の支給 第四十五条第三項、第四項及び第七項 

十四 介護予防住宅改修費の支給 第五十七条第三項、第四項及び第七項 

４ 第一項の規定により給付額減額等の記載を受けた要介護被保険者等が、当該記

載を受けた日の属する月の翌月の初日から当該給付額減額期間が経過するまでの

間に利用した居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サー

ビス及び地域密着型介護予防サービス並びに行った住宅改修に係る前項各号に掲

げる介護給付等について当該各号に定める規定を適用する場合（第四十九条の二
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第一項又は第五十九条の二第一項の規定により読み替えて適用する場合に限る。）

においては、第四十九条の二第一項又は第五十九条の二第一項の規定により読み

替えて適用するこれらの規定中「百分の八十」とあるのは、「百分の七十」とす

る。 

５ 第一項の規定により給付額減額等の記載を受けた要介護被保険者等が、当該記

載を受けた日の属する月の翌月の初日から当該給付額減額期間が経過するまでの

間に利用した居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サー

ビス及び地域密着型介護予防サービス並びに行った住宅改修に係る第三項各号に

掲げる介護給付等について当該各号に定める規定を適用する場合（第四十九条の

二第二項又は第五十九条の二第二項の規定により読み替えて適用する場合に限

る。）においては、第四十九条の二第二項又は第五十九条の二第二項の規定によ

り読み替えて適用するこれらの規定中「百分の七十」とあるのは、「百分の六十」

とする。 

６ 第一項の規定により給付額減額等の記載を受けた要介護被保険者等が、当該記

載を受けた日の属する月の翌月の初日から当該給付額減額期間が経過するまでの

間に受けた居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービ

ス及び地域密着型介護予防サービスに要する費用については、第五十一条第一項、

第五十一条の二第一項、第五十一条の三第一項、第五十一条の四第一項、第六十

一条第一項、第六十一条の二第一項、第六十一条の三第一項及び第六十一条の四

第一項の規定は、適用しない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平一八法八三・平二三法三七・平二三

法七二・平二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

第五章 介護支援専門員並びに事業者及び施設 

（平一七法七七・改称） 

第一節 介護支援専門員 

（平一七法七七・追加） 

第一款 登録等 

（平一七法七七・追加） 
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（介護支援専門員の登録） 

第六十九条の二 厚生労働省令で定める実務の経験を有する者であって、都道府県

知事が厚生労働省令で定めるところにより行う試験（以下「介護支援専門員実務

研修受講試験」という。）に合格し、かつ、都道府県知事が厚生労働省令で定め

るところにより行う研修（以下「介護支援専門員実務研修」という。）の課程を

修了したものは、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県知事の登録

を受けることができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する者については、

この限りでない。 

一 心身の故障により介護支援専門員の業務を適正に行うことができない者とし

て厚生労働省令で定めるもの 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なるまでの者 

三 この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるも

のの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなるまでの者 

四 登録の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為を

した者 

五 第六十九条の三十八第三項の規定による禁止の処分を受け、その禁止の期間

中に第六十九条の六第一号の規定によりその登録が消除され、まだその期間が

経過しない者 

六 第六十九条の三十九の規定による登録の消除の処分を受け、その処分の日か

ら起算して五年を経過しない者 

七 第六十九条の三十九の規定による登録の消除の処分に係る行政手続法（平成

五年法律第八十八号）第十五条の規定による通知があった日から当該処分をす

る日又は処分をしないことを決定する日までの間に登録の消除の申請をした者

（登録の消除の申請について相当の理由がある者を除く。）であって、当該登

録が消除された日から起算して五年を経過しないもの 

２ 前項の登録は、都道府県知事が、介護支援専門員資格登録簿に氏名、生年月日、
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住所その他厚生労働省令で定める事項並びに登録番号及び登録年月日を登載して

するものとする。 

（平一七法七七・追加、令元法三七・一部改正） 

（登録の移転） 

第六十九条の三 前条第一項の登録を受けている者は、当該登録をしている都道府

県知事の管轄する都道府県以外の都道府県に所在する指定居宅介護支援事業者そ

の他厚生労働省令で定める事業者若しくは施設の業務に従事し、又は従事しよう

とするときは、当該事業者の事業所又は当該施設の所在地を管轄する都道府県知

事に対し、当該登録をしている都道府県知事を経由して、登録の移転の申請をす

ることができる。ただし、その者が第六十九条の三十八第三項の規定による禁止

の処分を受け、その禁止の期間が満了していないときは、この限りでない。 

（平一七法七七・追加） 

（登録事項の変更の届出） 

第六十九条の四 第六十九条の二第一項の登録を受けている者は、当該登録に係る

氏名その他厚生労働省令で定める事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨

を都道府県知事に届け出なければならない。 

（平一七法七七・追加） 

（死亡等の届出） 

第六十九条の五 第六十九条の二第一項の登録を受けている者が次の各号のいずれ

かに該当することとなった場合には、当該各号に定める者は、その日（第一号の

場合にあっては、その事実を知った日）から三十日以内に、その旨を当該登録を

している都道府県知事又は当該各号に定める者の住所地を管轄する都道府県知事

に届け出なければならない。 

一 死亡した場合 その相続人 

二 第六十九条の二第一項第一号に該当するに至った場合 本人又はその法定代

理人若しくは同居の親族 

三 第六十九条の二第一項第二号又は第三号に該当するに至った場合 本人 

（平一七法七七・追加、令元法三七・一部改正） 
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（申請等に基づく登録の消除） 

第六十九条の六 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第六

十九条の二第一項の登録を消除しなければならない。 

一 本人から登録の消除の申請があった場合 

二 前条の規定による届出があった場合 

三 前条の規定による届出がなくて同条各号のいずれかに該当する事実が判明し

た場合 

四 第六十九条の三十一の規定により合格の決定を取り消された場合 

（平一七法七七・追加） 

（介護支援専門員証の交付等） 

第六十九条の七 第六十九条の二第一項の登録を受けている者は、都道府県知事に

対し、介護支援専門員証の交付を申請することができる。 

２ 介護支援専門員証の交付を受けようとする者は、都道府県知事が厚生労働省令

で定めるところにより行う研修を受けなければならない。ただし、第六十九条の

二第一項の登録を受けた日から厚生労働省令で定める期間以内に介護支援専門員

証の交付を受けようとする者については、この限りでない。 

３ 介護支援専門員証（第五項の規定により交付された介護支援専門員証を除く。）

の有効期間は、五年とする。 

４ 介護支援専門員証が交付された後第六十九条の三の規定により登録の移転があ

ったときは、当該介護支援専門員証は、その効力を失う。 

５ 前項に規定する場合において、登録の移転の申請とともに介護支援専門員証の

交付の申請があったときは、当該申請を受けた都道府県知事は、同項の介護支援

専門員証の有効期間が経過するまでの期間を有効期間とする介護支援専門員証を

交付しなければならない。 

６ 介護支援専門員は、第六十九条の二第一項の登録が消除されたとき、又は介護

支援専門員証が効力を失ったときは、速やかに、介護支援専門員証をその交付を

受けた都道府県知事に返納しなければならない。 

７ 介護支援専門員は、第六十九条の三十八第三項の規定による禁止の処分を受け
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たときは、速やかに、介護支援専門員証をその交付を受けた都道府県知事に提出

しなければならない。 

８ 前項の規定により介護支援専門員証の提出を受けた都道府県知事は、同項の禁

止の期間が満了した場合においてその提出者から返還の請求があったときは、直

ちに、当該介護支援専門員証を返還しなければならない。 

（平一七法七七・追加） 

（介護支援専門員証の有効期間の更新） 

第六十九条の八 介護支援専門員証の有効期間は、申請により更新する。 

２ 介護支援専門員証の有効期間の更新を受けようとする者は、都道府県知事が厚

生労働省令で定めるところにより行う研修（以下「更新研修」という。）を受け

なければならない。ただし、現に介護支援専門員の業務に従事しており、かつ、

更新研修の課程に相当するものとして都道府県知事が厚生労働省令で定めるとこ

ろにより指定する研修の課程を修了した者については、この限りでない。 

３ 前条第三項の規定は、更新後の介護支援専門員証の有効期間について準用する。 

（平一七法七七・追加） 

（介護支援専門員証の提示） 

第六十九条の九 介護支援専門員は、その業務を行うに当たり、関係者から請求が

あったときは、介護支援専門員証を提示しなければならない。 

（平一七法七七・追加） 

（厚生労働省令への委任） 

第六十九条の十 この款に定めるもののほか、第六十九条の二第一項の登録、その

移転及び介護支援専門員証に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

（平一七法七七・追加） 

第二款 登録試験問題作成機関の登録、指定試験実施機関及び指定研修

実施機関の指定等 

（平一七法七七・追加） 

（登録試験問題作成機関の登録） 

第六十九条の十一 都道府県知事は、厚生労働大臣の登録を受けた法人（以下「登
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録試験問題作成機関」という。）に、介護支援専門員実務研修受講試験の実施に

関する事務のうち試験の問題の作成及び合格の基準の設定に関するもの（以下「試

験問題作成事務」という。）を行わせることができる。 

２ 前項の登録は、試験問題作成事務を行おうとする者の申請により行う。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定により登録試験問題作成機関に試験問題作成事

務を行わせるときは、試験問題作成事務を行わないものとする。 

（平一七法七七・追加） 

（欠格条項） 

第六十九条の十二 次の各号のいずれかに該当する法人は、前条第一項の登録を受

けることができない。 

一 この法律の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなった日から起算して二年を経過しない者であること。 

二 第六十九条の二十四第一項又は第二項の規定により登録を取り消され、その

取消しの日から起算して二年を経過しない者であること。 

三 その役員のうちに、第一号に該当する者があること。 

（平一七法七七・追加） 

（登録の基準） 

第六十九条の十三 厚生労働大臣は、第六十九条の十一第二項の規定により登録を

申請した者が次に掲げる要件のすべてに適合しているときは、同条第一項の登録

をしなければならない。この場合において、登録に関して必要な手続は、厚生労

働省令で定める。 

一 別表の上欄に掲げる科目について同表の下欄に掲げる試験委員が試験の問題

の作成及び合格の基準の設定を行うものであること。 

二 試験の信頼性の確保のための次に掲げる措置がとられていること。 

イ 試験問題作成事務について専任の管理者を置くこと。 

ロ 試験問題作成事務の管理（試験に関する秘密の保持及び試験の合格の基準

に関することを含む。）に関する文書の作成その他の厚生労働省令で定める

試験問題作成事務の信頼性を確保するための措置が講じられていること。 
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ハ ロの文書に記載されたところに従い試験問題作成事務の管理を行う専任の

部門を置くこと。 

三 債務超過の状態にないこと。 

（平一七法七七・追加） 

（登録の公示等） 

第六十九条の十四 厚生労働大臣は、第六十九条の十一第一項の登録をしたときは、

当該登録を受けた者の名称及び主たる事務所の所在地並びに当該登録をした日を

公示しなければならない。 

２ 登録試験問題作成機関は、その名称又は主たる事務所の所在地を変更しようと

するときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を厚生労働大臣及び

第六十九条の十一第一項の規定により登録試験問題作成機関にその試験問題作成

事務を行わせることとした都道府県知事（以下「委任都道府県知事」という。）

に届け出なければならない。 

３ 厚生労働大臣は、前項の届出があったときは、その旨を公示しなければならな

い。 

（平一七法七七・追加） 

（役員の選任及び解任） 

第六十九条の十五 登録試験問題作成機関は、役員を選任し、又は解任したときは、

遅滞なく、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。 

（平一七法七七・追加） 

（試験委員の選任及び解任） 

第六十九条の十六 登録試験問題作成機関は、第六十九条の十三第一号の試験委員

を選任し、又は解任したときは、遅滞なく、その旨を厚生労働大臣に届け出なけ

ればならない。 

（平一七法七七・追加） 

（秘密保持義務等） 

第六十九条の十七 登録試験問題作成機関の役員若しくは職員（第六十九条の十三

第一号の試験委員を含む。次項において同じ。）又はこれらの職にあった者は、
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試験問題作成事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

２ 試験問題作成事務に従事する登録試験問題作成機関の役員又は職員は、刑法そ

の他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

（平一七法七七・追加） 

（試験問題作成事務規程） 

第六十九条の十八 登録試験問題作成機関は、試験問題作成事務の開始前に、厚生

労働省令で定める試験問題作成事務の実施に関する事項について試験問題作成事

務規程を定め、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。これを変更しよう

とするときも、同様とする。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定により認可をした試験問題作成事務規程が試験問

題作成事務の適正かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは、登録試験問

題作成機関に対し、これを変更すべきことを命ずることができる。 

（平一七法七七・追加） 

（財務諸表等の備付け及び閲覧等） 

第六十九条の十九 登録試験問題作成機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その

事業年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告

書（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）の作成がさ

れている場合における当該電磁的記録を含む。次項及び第二百十一条の二におい

て「財務諸表等」という。）を作成し、五年間登録試験問題作成機関の事務所に

備えて置かなければならない。 

２ 介護支援専門員実務研修受講試験を受けようとする者その他の利害関係人は、

登録試験問題作成機関の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることが

できる。ただし、第二号又は第四号の請求をするには、登録試験問題作成機関の

定めた費用を支払わなければならない。 

一 財務諸表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写

の請求 
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二 前号の書面の謄本又は抄本の請求 

三 財務諸表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に

記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄

写の請求 

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって厚生労働省令で定

めるものにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求 

（平一七法七七・追加、平一七法八七・一部改正） 

（帳簿の備付け等） 

第六十九条の二十 登録試験問題作成機関は、厚生労働省令で定めるところにより、

試験問題作成事務に関する事項で厚生労働省令で定めるものを記載した帳簿を備

え、保存しなければならない。 

（平一七法七七・追加） 

（適合命令） 

第六十九条の二十一 厚生労働大臣は、登録試験問題作成機関が第六十九条の十三

各号のいずれかに適合しなくなったと認めるときは、その登録試験問題作成機関

に対し、これらの規定に適合するため必要な措置をとるべきことを命ずることが

できる。 

（平一七法七七・追加） 

（報告及び検査） 

第六十九条の二十二 厚生労働大臣は、試験問題作成事務の適正な実施を確保する

ため必要があると認めるときは、登録試験問題作成機関に対し、試験問題作成事

務の状況に関し必要な報告を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若

しくは登録試験問題作成機関の事務所に立ち入り、その帳簿書類その他の物件を

検査させることができる。 

２ 委任都道府県知事は、その行わせることとした試験問題作成事務の適正な実施

を確保するため必要があると認めるときは、登録試験問題作成機関に対し、試験

問題作成事務の状況に関し必要な報告を求め、又は当該職員に関係者に対して質

問させ、若しくは登録試験問題作成機関の事務所に立ち入り、その帳簿書類その
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他の物件を検査させることができる。 

３ 第二十四条第三項の規定は前二項の規定による質問又は検査について、同条第

四項の規定は前二項の規定による権限について準用する。 

（平一七法七七・追加） 

（試験問題作成事務の休廃止） 

第六十九条の二十三 登録試験問題作成機関は、厚生労働大臣の許可を受けなけれ

ば、試験問題作成事務の全部又は一部を休止し、又は廃止してはならない。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による許可をしようとするときは、関係委任都道

府県知事の意見を聴かなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、第一項の規定による許可をしたときは、その旨を、関係委任

都道府県知事に通知するとともに、公示しなければならない。 

（平一七法七七・追加） 

（登録の取消し等） 

第六十九条の二十四 厚生労働大臣は、登録試験問題作成機関が第六十九条の十二

第一号又は第三号に該当するに至ったときは、当該登録試験問題作成機関の登録

を取り消さなければならない。 

２ 厚生労働大臣は、登録試験問題作成機関が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該登録試験問題作成機関に対し、その登録を取り消し、又は期間を定めて

試験問題作成事務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

一 不正な手段により第六十九条の十一第一項の登録を受けたとき。 

二 第六十九条の十四第二項、第六十九条の十五、第六十九条の十六、第六十九

条の十九第一項、第六十九条の二十又は前条第一項の規定に違反したとき。 

三 正当な理由がないのに第六十九条の十九第二項各号の規定による請求を拒ん

だとき。 

四 第六十九条の十八第一項の認可を受けた試験問題作成事務規程によらないで

試験問題作成事務を行ったとき。 

五 第六十九条の十八第二項又は第六十九条の二十一の命令に違反したとき。 

３ 厚生労働大臣は、前二項の規定により登録を取り消し、又は前項の規定により
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試験問題作成事務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、その旨を、関係委

任都道府県知事に通知するとともに、公示しなければならない。 

（平一七法七七・追加） 

（委任都道府県知事による試験問題作成事務の実施） 

第六十九条の二十五 委任都道府県知事は、登録試験問題作成機関が第六十九条の

二十三第一項の規定により試験問題作成事務の全部若しくは一部を休止したとき、

厚生労働大臣が前条第二項の規定により登録試験問題作成機関に対し試験問題作

成事務の全部若しくは一部の停止を命じたとき、又は登録試験問題作成機関が天

災その他の事由により試験問題作成事務の全部若しくは一部を実施することが困

難となった場合において厚生労働大臣が必要があると認めるときは、第六十九条

の十一第三項の規定にかかわらず、当該試験問題作成事務の全部又は一部を行う

ものとする。 

２ 厚生労働大臣は、委任都道府県知事が前項の規定により試験問題作成事務を行

うこととなるとき、又は委任都道府県知事が同項の規定により試験問題作成事務

を行うこととなる事由がなくなったときは、速やかにその旨を当該委任都道府県

知事に通知しなければならない。 

（平一七法七七・追加） 

（試験問題作成事務に係る手数料） 

第六十九条の二十六 委任都道府県知事は、地方自治法第二百二十七条の規定に基

づき試験問題作成事務に係る手数料を徴収する場合においては、第六十九条の十

一第一項の規定により登録試験問題作成機関が行う試験問題作成事務に係る介護

支援専門員実務研修受講試験を受けようとする者に、条例で定めるところにより、

当該手数料を当該登録試験問題作成機関に納めさせ、その収入とすることができ

る。 

（平一七法七七・追加） 

（指定試験実施機関の指定） 

第六十九条の二十七 都道府県知事は、その指定する者（以下「指定試験実施機関」

という。）に、介護支援専門員実務研修受講試験の実施に関する事務（試験問題
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作成事務を除く。以下「試験事務」という。）を行わせることができる。 

２ 前条の規定は、指定試験実施機関が行う試験事務に係る手数料について準用す

る。 

（平一七法七七・追加） 

（秘密保持義務等） 

第六十九条の二十八 指定試験実施機関（その者が法人である場合にあっては、そ

の役員。次項において同じ。）若しくはその職員又はこれらの職にあった者は、

試験事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

２ 試験事務に従事する指定試験実施機関又はその職員は、刑法その他の罰則の適

用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

（平一七法七七・追加） 

（監督命令等） 

第六十九条の二十九 都道府県知事は、試験事務の適正な実施を確保するため必要

があると認めるときは、指定試験実施機関に対し、試験事務に関し監督上必要な

命令をすることができる。 

（平一七法七七・追加） 

（報告及び検査） 

第六十九条の三十 都道府県知事は、試験事務の適正な実施を確保するため必要が

あると認めるときは、指定試験実施機関に対し、試験事務の状況に関し必要な報

告を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは指定試験実施機関

の事務所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させること

ができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一七法七七・追加） 

（合格の取消し等） 

第六十九条の三十一 都道府県知事は、不正の手段によって介護支援専門員実務研

修受講試験を受け、又は受けようとした者に対しては、合格の決定を取り消し、
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又はその介護支援専門員実務研修受講試験を受けることを禁止することができる。 

２ 指定試験実施機関は、その指定をした都道府県知事の前項に規定する職権を行

うことができる。 

（平一七法七七・追加） 

（政令への委任） 

第六十九条の三十二 第六十九条の二十七から前条までに定めるもののほか、指定

試験実施機関に関し必要な事項は、政令で定める。 

（平一七法七七・追加） 

（指定研修実施機関の指定等） 

第六十九条の三十三 都道府県知事は、その指定する者（以下「指定研修実施機関」

という。）に、介護支援専門員実務研修及び更新研修の実施に関する事務（以下

「研修事務」という。）を行わせることができる。 

２ 第六十九条の二十七第二項、第六十九条の二十九及び第六十九条の三十の規定

は、指定研修実施機関について準用する。この場合において、これらの規定中「指

定試験実施機関」とあるのは「指定研修実施機関」と、「試験事務」とあるのは

「研修事務」と読み替えるものとする。 

３ 前二項に定めるもののほか、指定研修実施機関に関し必要な事項は、政令で定

める。 

（平一七法七七・追加） 

第三款 義務等 

（平一七法七七・追加） 

（介護支援専門員の義務） 

第六十九条の三十四 介護支援専門員は、その担当する要介護者等の人格を尊重し、

常に当該要介護者等の立場に立って、当該要介護者等に提供される居宅サービス、

地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス若しくは地域密着型介護

予防サービス又は特定介護予防・日常生活支援総合事業が特定の種類又は特定の

事業者若しくは施設に不当に偏ることのないよう、公正かつ誠実にその業務を行

わなければならない。 
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２ 介護支援専門員は、厚生労働省令で定める基準に従って、介護支援専門員の業

務を行わなければならない。 

３ 介護支援専門員は、要介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に関

する専門的知識及び技術の水準を向上させ、その他その資質の向上を図るよう努

めなければならない。 

（平一七法七七・追加、平二六法八三・一部改正） 

（名義貸しの禁止等） 

第六十九条の三十五 介護支援専門員は、介護支援専門員証を不正に使用し、又は

その名義を他人に介護支援専門員の業務のため使用させてはならない。 

（平一七法七七・追加） 

（信用失墜行為の禁止） 

第六十九条の三十六 介護支援専門員は、介護支援専門員の信用を傷つけるような

行為をしてはならない。 

（平一七法七七・追加） 

（秘密保持義務） 

第六十九条の三十七 介護支援専門員は、正当な理由なしに、その業務に関して知

り得た人の秘密を漏らしてはならない。介護支援専門員でなくなった後において

も、同様とする。 

（平一七法七七・追加） 

（報告等） 

第六十九条の三十八 都道府県知事は、介護支援専門員の業務の適正な遂行を確保

するため必要があると認めるときは、その登録を受けている介護支援専門員及び

当該都道府県の区域内でその業務を行う介護支援専門員に対し、その業務につい

て必要な報告を求めることができる。 

２ 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員若しくは当該都道府県

の区域内でその業務を行う介護支援専門員が第六十九条の三十四第一項若しくは

第二項の規定に違反していると認めるとき、又はその登録を受けている者で介護

支援専門員証の交付を受けていないもの（以下この項において「介護支援専門員
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証未交付者」という。）が介護支援専門員として業務を行ったときは、当該介護

支援専門員又は当該介護支援専門員証未交付者に対し、必要な指示をし、又は当

該都道府県知事の指定する研修を受けるよう命ずることができる。 

３ 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員又は当該都道府県の区

域内でその業務を行う介護支援専門員が前項の規定による指示又は命令に従わな

い場合には、当該介護支援専門員に対し、一年以内の期間を定めて、介護支援専

門員として業務を行うことを禁止することができる。 

４ 都道府県知事は、他の都道府県知事の登録を受けている介護支援専門員に対し

て前二項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該介護支援専

門員の登録をしている都道府県知事に通知しなければならない。 

（平一七法七七・追加、平二六法八三・平三〇法六六・一部改正） 

（登録の消除） 

第六十九条の三十九 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員が次

の各号のいずれかに該当する場合には、当該登録を消除しなければならない。 

一 第六十九条の二第一項第一号から第三号までのいずれかに該当するに至った

場合 

二 不正の手段により第六十九条の二第一項の登録を受けた場合 

三 不正の手段により介護支援専門員証の交付を受けた場合 

四 前条第三項の規定による業務の禁止の処分に違反した場合 

２ 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員が次の各号のいずれか

に該当する場合には、当該登録を消除することができる。 

一 第六十九条の三十四第一項若しくは第二項又は第六十九条の三十五から第六

十九条の三十七までの規定に違反した場合 

二 前条第一項の規定により報告を求められて、報告をせず、又は虚偽の報告を

した場合 

三 前条第二項の規定による指示又は命令に違反し、情状が重い場合 

３ 第六十九条の二第一項の登録を受けている者で介護支援専門員証の交付を受け

ていないものが次の各号のいずれかに該当する場合には、当該登録をしている都
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道府県知事は、当該登録を消除しなければならない。 

一 第六十九条の二第一項第一号から第三号までのいずれかに該当するに至った

場合 

二 不正の手段により第六十九条の二第一項の登録を受けた場合 

三 介護支援専門員として業務を行い、情状が特に重い場合 

（平一七法七七・追加、平二六法八三・平三〇法六六・一部改正） 

第二節 指定居宅サービス事業者 

（平一七法七七・旧第一節繰下） 

（指定居宅サービス事業者の指定） 

第七十条 第四十一条第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、

居宅サービス事業を行う者の申請により、居宅サービスの種類及び当該居宅サー

ビスの種類に係る居宅サービス事業を行う事業所（以下この節において単に「事

業所」という。）ごとに行う。 

２ 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、次の各号（病院等により

行われる居宅療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる訪問看護、訪

問リハビリテーション、通所リハビリテーション若しくは短期入所療養介護に係

る指定の申請にあっては、第六号の二、第六号の三、第十号の二及び第十二号を

除く。）のいずれかに該当するときは、第四十一条第一項本文の指定をしてはな

らない。 

一 申請者が都道府県の条例で定める者でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十四条第

一項の都道府県の条例で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数を

満たしていないとき。 

三 申請者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び

運営に関する基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすることができな

いと認められるとき。 

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなるまでの者であるとき。 
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五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰

金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまで

の者であるとき。 

五の三 申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭

和四十四年法律第八十四号）の定めるところにより納付義務を負う保険料、負

担金又は掛金（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。以下この号、第

七十八条の二第四項第五号の三、第七十九条第二項第四号の三、第九十四条第

三項第五号の三、第百七条第三項第七号、第百十五条の二第二項第五号の三、

第百十五条の十二第二項第五号の三、第百十五条の二十二第二項第四号の三及

び第二百三条第二項において「保険料等」という。）について、当該申請をし

た日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該

処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受け

た日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処

分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う

保険料等に限る。第七十八条の二第四項第五号の三、第七十九条第二項第四号

の三、第九十四条第三項第五号の三、第百七条第三項第七号、第百十五条の二

第二項第五号の三、第百十五条の十二第二項第五号の三及び第百十五条の二十

二第二項第四号の三において同じ。）を引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第七十

七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（特定施設入居者

生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五

年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、

当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六

十日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら

に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問
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わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者

と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第五節及び第二百三

条第二項において同じ。）又はその事業所を管理する者その他の政令で定める

使用人（以下「役員等」という。）であった者で当該取消しの日から起算して

五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所

である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理

者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）

であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の

取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生

を防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備につ

いての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有

していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当し

ないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定め

るものに該当する場合を除く。 

六の二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第

七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（特定施設入

居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算し

て五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合において

は、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日

前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五

年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所で

ある場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者

であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）で

あるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取

消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を

防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備につい

ての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有し

ていた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しな
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いこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定める

ものに該当する場合を除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者（申請者（法人に限る。以下この号にお

いて同じ。）の株式の所有その他の事由を通じて当該申請者の事業を実質的に

支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働

省令で定めるもの（以下この号において「申請者の親会社等」という。）、申

請者の親会社等が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、

若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定

めるもの又は当該申請者が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的

に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労

働省令で定めるもののうち、当該申請者と厚生労働省令で定める密接な関係を

有する法人をいう。以下この章において同じ。）が、第七十七条第一項又は第

百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から

起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅

サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった

事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅サービス事業者による

業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定

居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定す

る指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものと

して厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

七 申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指

定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から

当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十五条第

二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の

理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないもの

であるとき。 

七の二 申請者が、第七十六条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決

定予定日（当該検査の結果に基づき第七十七条第一項の規定による指定の取消
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しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生

労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われ

た日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）

までの間に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事

業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算し

て五年を経過しないものであるとき。 

八 第七号に規定する期間内に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出

があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に

係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等

又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由が

あるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を

経過しないものであるとき。 

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

十 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、

その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第七号から前号までのいずれか

に該当する者のあるものであるとき。 

十の二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法

人で、その役員等のうちに第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号

から第九号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人

でない事業所で、その管理者が第四号から第六号まで又は第七号から第九号ま

でのいずれかに該当する者であるとき。 

十二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人

でない事業所で、その管理者が第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第

七号から第九号までのいずれかに該当する者であるとき。 

３ 都道府県が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基

準に従い定めるものとする。 
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４ 都道府県知事は、介護専用型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施設に

入居している要介護者について行われる特定施設入居者生活介護をいう。以下同

じ。）につき第一項の申請があった場合において、当該申請に係る事業所の所在

地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域

とする。）における介護専用型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数及び地

域密着型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数の合計数が、同条第一項の規

定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計画において定めるそ

の区域の介護専用型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数及び地域密着型

特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数の合計数に既に達しているか、又は

当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認めるとき、そ

の他の当該都道府県介護保険事業支援計画の達成に支障を生ずるおそれがあると

認めるときは、第四十一条第一項本文の指定をしないことができる。 

５ 都道府県知事は、混合型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施設以外の

特定施設に入居している要介護者について行われる特定施設入居者生活介護をい

う。以下同じ。）につき第一項の申請があった場合において、当該申請に係る事

業所の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が

定める区域とする。）における混合型特定施設入居者生活介護の推定利用定員（厚

生労働省令で定めるところにより算定した定員をいう。）の総数が、同条第一項

の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計画において定め

るその区域の混合型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数に既に達してい

るか、又は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認め

るとき、その他の当該都道府県介護保険事業支援計画の達成に支障を生ずるおそ

れがあると認めるときは、第四十一条第一項本文の指定をしないことができる。 

６ 都道府県知事は、第四十一条第一項本文の指定（特定施設入居者生活介護その

他の厚生労働省令で定める居宅サービスに係るものに限る。）をしようとすると

きは、関係市町村長に対し、厚生労働省令で定める事項を通知し、相当の期間を

指定して、当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計

画との調整を図る見地からの意見を求めなければならない。 
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７ 関係市町村長は、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県知事に対し、

第四十一条第一項本文の指定（前項の厚生労働省令で定める居宅サービスに係る

ものを除く。次項において同じ。）について、当該指定をしようとするときは、

あらかじめ、当該関係市町村長にその旨を通知するよう求めることができる。こ

の場合において、当該都道府県知事は、その求めに応じなければならない。 

８ 関係市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、厚生労働省令で定め

るところにより、第四十一条第一項本文の指定に関し、都道府県知事に対し、当

該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画との調整を

図る見地からの意見を申し出ることができる。 

９ 都道府県知事は、第六項又は前項の意見を勘案し、第四十一条第一項本文の指

定を行うに当たって、当該事業の適正な運営を確保するために必要と認める条件

を付することができる。 

１０ 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を受けて定期巡回・随時対応

型訪問介護看護等（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活

介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護以外の地域密着型サービス

であって、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護その他

の厚生労働省令で定めるものをいう。以下この条において同じ。）の事業を行う

者の当該指定に係る当該事業を行う事業所（以下この項において「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護等事業所」という。）が当該市町村の区域にある場合その

他の厚生労働省令で定める場合であって、次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、都道府県知事に対し、訪問介護、通所介護その他の厚生労働省令で定

める居宅サービス（当該市町村の区域に所在する事業所が行うものに限る。）に

係る第四十一条第一項本文の指定について、厚生労働省令で定めるところにより、

当該市町村が定める市町村介護保険事業計画（第百十七条第一項に規定する市町

村介護保険事業計画をいう。以下この項において同じ。）において定める当該市

町村又は当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護等事業所の所在地を含む区域（第

百十七条第二項第一号の規定により当該市町村が定める区域とする。以下この項

において「日常生活圏域」という。）における定期巡回・随時対応型訪問介護看
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護等の見込量を確保するため必要な協議を求めることができる。この場合におい

て、当該都道府県知事は、その求めに応じなければならない。 

一 当該市町村又は当該日常生活圏域における居宅サービス（この項の規定によ

り協議を行うものとされたものに限る。以下この号及び次項において同じ。）

の種類ごとの量が、当該市町村が定める市町村介護保険事業計画において定め

る当該市町村又は当該日常生活圏域における当該居宅サービスの種類ごとの見

込量に既に達しているか、又は第一項の申請に係る事業者の指定によってこれ

を超えることになるとき。 

二 その他当該市町村介護保険事業計画の達成に支障を生ずるおそれがあるとき。 

１１ 都道府県知事は、前項の規定による協議の結果に基づき、当該協議を求めた

市町村長の管轄する区域に所在する事業所が行う居宅サービスにつき第一項の申

請があった場合において、厚生労働省令で定める基準に従って、第四十一条第一

項本文の指定をしないこととし、又は同項本文の指定を行うに当たって、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護等の事業の適正な運営を確保するために必要と認め

る条件を付することができる。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平一八法二〇・平一九法一一〇・平二

〇法四二・平二三法三七・平二三法七二・平二五法四四・平二九法五二・

一部改正） 

（指定の更新） 

第七十条の二 第四十一条第一項本文の指定は、六年ごとにその更新を受けなけれ

ば、その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指

定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないと

きは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従

前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。 



116/651 

（平一七法七七・追加） 

（指定の変更） 

第七十条の三 第四十一条第一項本文の指定を受けて特定施設入居者生活介護の事

業を行う者は、同項本文の指定に係る特定施設入居者生活介護の利用定員を増加

しようとするときは、あらかじめ、厚生労働省令で定めるところにより、当該特

定施設入居者生活介護に係る同項本文の指定の変更を申請することができる。 

２ 第七十条第四項から第六項までの規定は、前項の指定の変更の申請があった場

合について準用する。この場合において、同条第四項及び第五項中「指定をしな

い」とあるのは、「指定の変更を拒む」と読み替えるものとする。 

（平二三法七二・追加） 

（指定居宅サービス事業者の特例） 

第七十一条 病院等について、健康保険法第六十三条第三項第一号の規定による保

険医療機関又は保険薬局の指定があったとき（同法第六十九条の規定により同号

の指定があったものとみなされたときを含む。）は、その指定の時に、当該病院

等の開設者について、当該病院等により行われる居宅サービス（病院又は診療所

にあっては居宅療養管理指導その他厚生労働省令で定める種類の居宅サービスに

限り、薬局にあっては居宅療養管理指導に限る。）に係る第四十一条第一項本文

の指定があったものとみなす。ただし、当該病院等の開設者が、厚生労働省令で

定めるところにより別段の申出をしたとき、又はその指定の時前に第七十七条第

一項若しくは第百十五条の三十五第六項の規定により第四十一条第一項本文の指

定を取り消されているときは、この限りでない。 

２ 前項の規定により指定居宅サービス事業者とみなされた者に係る第四十一条第

一項本文の指定は、当該指定に係る病院等について、健康保険法第八十条の規定

による保険医療機関又は保険薬局の指定の取消しがあったときは、その効力を失

う。 

（平一〇法一〇九・平一一法一六〇・平一四法一〇二・平一七法七七・平

一八法八三・平二〇法四二・一部改正） 

第七十二条 介護老人保健施設又は介護医療院について、第九十四条第一項又は第
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百七条第一項の許可があったときは、その許可の時に、当該介護老人保健施設又

は介護医療院の開設者について、当該介護老人保健施設又は介護医療院により行

われる居宅サービス（短期入所療養介護その他厚生労働省令で定める居宅サービ

スの種類に限る。）に係る第四十一条第一項本文の指定があったものとみなす。

ただし、当該介護老人保健施設又は介護医療院の開設者が、厚生労働省令で定め

るところにより、別段の申出をしたときは、この限りでない。 

２ 前項の規定により指定居宅サービス事業者とみなされた者に係る第四十一条第

一項本文の指定は、当該指定に係る介護老人保健施設又は介護医療院について、

第九十四条の二第一項若しくは第百八条第一項の規定により許可の効力が失われ

たとき又は第百四条第一項、第百十四条の六第一項若しくは第百十五条の三十五

第六項の規定により許可の取消しがあったときは、その効力を失う。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二〇法四二・平一八法八三（平二三

法七二）・平二九法五二・一部改正） 

（共生型居宅サービス事業者の特例） 

第七十二条の二 訪問介護、通所介護その他厚生労働省令で定める居宅サービスに

係る事業所について、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十一条

の五の三第一項の指定（当該事業所により行われる居宅サービスの種類に応じて

厚生労働省令で定める種類の同法第六条の二の二第一項に規定する障害児通所支

援（以下「障害児通所支援」という。）に係るものに限る。）又は障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号。

以下「障害者総合支援法」という。）第二十九条第一項の指定障害福祉サービス

事業者の指定（当該事業所により行われる居宅サービスの種類に応じて厚生労働

省令で定める種類の障害者総合支援法第五条第一項に規定する障害福祉サービス

（以下「障害福祉サービス」という。）に係るものに限る。）を受けている者か

ら当該事業所に係る第七十条第一項（第七十条の二第四項において準用する場合

を含む。）の申請があった場合において、次の各号のいずれにも該当するときに

おける第七十条第二項（第七十条の二第四項において準用する場合を含む。以下

この項において同じ。）の規定の適用については、第七十条第二項第二号中「第
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七十四条第一項の」とあるのは「第七十二条の二第一項第一号の指定居宅サービ

スに従事する従業者に係る」と、「同項」とあるのは「同号」と、同項第三号中

「第七十四条第二項」とあるのは「第七十二条の二第一項第二号」とする。ただ

し、申請者が、厚生労働省令で定めるところにより、別段の申出をしたときは、

この限りでない。 

一 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、指定居宅サー

ビスに従事する従業者に係る都道府県の条例で定める基準及び都道府県の条例

で定める員数を満たしていること。 

二 申請者が、都道府県の条例で定める指定居宅サービスの事業の設備及び運営

に関する基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすることができると認

められること。 

２ 都道府県が前項各号の条例を定めるに当たっては、第一号から第三号までに掲

げる事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第四号に

掲げる事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、

その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定居宅サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 指定居宅サービスの事業に係る居室の床面積 

三 指定居宅サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要介護者の

サービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に密接

に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

四 指定居宅サービスの事業に係る利用定員 

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定居宅サービ

スの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 第一項の場合において、同項に規定する者が同項の申請に係る第四十一条第一

項本文の指定を受けたときは、その者に対しては、第七十四条第二項から第四項

までの規定は適用せず、次の表の上欄に掲げる規定の適用については、これらの

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。 
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第四十一条

第九項 

第七十四条第二項 第七十二条の二第一項第二号 

第七十三条

第一項 

次条第二項 前条第一項第二号 

第七十四条

第一項 

都道府県の条例で定める

基準に従い 

第七十二条の二第一項第一号の指定居宅

サービスに従事する従業者に係る都道府

県の条例で定める基準に従い同号の 

第七十六条

の二第一項

第二号 

第七十四条第一項の 第七十二条の二第一項第一号の指定居宅

サービスに従事する従業者に係る 

同項 同号 

第七十六条

の二第一項

第三号 

第七十四条第二項 第七十二条の二第一項第二号 

第七十七条

第一項第三

号 

第七十四条第一項の 第七十二条の二第一項第一号の指定居宅

サービスに従事する従業者に係る 

 同項 同号 

第七十七条

第一項第四

号 

第七十四条第二項 第七十二条の二第一項第二号 

５ 第一項に規定する者であって、同項の申請に係る第四十一条第一項本文の指定

を受けたものから、児童福祉法第二十一条の五の三第一項に規定する指定通所支

援の事業（当該指定に係る事業所において行うものに限る。）について同法第二

十一条の五の二十第四項の規定による事業の廃止若しくは休止の届出があったと

き又は障害者総合支援法第二十九条第一項に規定する指定障害福祉サービスの事

業（当該指定に係る事業所において行うものに限る。）について障害者総合支援

法第四十六条第二項の規定による事業の廃止若しくは休止の届出があったときは、

当該指定に係る指定居宅サービスの事業について、第七十五条第二項の規定によ
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る事業の廃止又は休止の届出があったものとみなす。 

（平二九法五二・追加） 

（指定居宅サービスの事業の基準） 

第七十三条 指定居宅サービス事業者は、次条第二項に規定する指定居宅サービス

の事業の設備及び運営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に応じて適

切な指定居宅サービスを提供するとともに、自らその提供する指定居宅サービス

の質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常に指定居宅サービスを

受ける者の立場に立ってこれを提供するように努めなければならない。 

２ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスを受けようとする被保険者から

提示された被保険者証に、第二十七条第七項第二号（第二十八条第四項及び第二

十九条第二項において準用する場合を含む。）若しくは第三十二条第六項第二号

（第三十三条第四項及び第三十三条の二第二項において準用する場合を含む。）

に掲げる意見又は第三十条第一項後段若しくは第三十三条の三第一項後段に規定

する意見（以下「認定審査会意見」という。）が記載されているときは、当該認

定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定居宅サービスを提供するよう

に努めなければならない。 

（平一七法七七・一部改正） 

第七十四条 指定居宅サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、都道府県

の条例で定める基準に従い都道府県の条例で定める員数の当該指定居宅サービス

に従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する

基準は、都道府県の条例で定める。 

３ 都道府県が前二項の条例を定めるに当たっては、第一号から第三号までに掲げ

る事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第四号に掲

げる事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、そ

の他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定居宅サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 指定居宅サービスの事業に係る居室、療養室及び病室の床面積 
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三 指定居宅サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要介護者の

サービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に密接

に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

四 指定居宅サービスの事業に係る利用定員 

４ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定居宅サービ

スの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 指定居宅サービス事業者は、次条第二項の規定による事業の廃止又は休止の届

出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該指定居宅サービスを受けていた

者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該指定居宅

サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居宅サービス等

が継続的に提供されるよう、指定居宅介護支援事業者、他の指定居宅サービス事

業者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

６ 指定居宅サービス事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又

はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなけ

ればならない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二〇法四二・平二三法三七・一部改

正） 

（変更の届出等） 

第七十五条 指定居宅サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地

その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定居

宅サービスの事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日

以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 指定居宅サービス事業者は、当該指定居宅サービスの事業を廃止し、又は休止

しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の

日の一月前までに、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（平一一法一六〇・平二〇法四二・一部改正） 

（都道府県知事等による連絡調整又は援助） 
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第七十五条の二 都道府県知事又は市町村長は、指定居宅サービス事業者による第

七十四条第五項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認める

ときは、当該指定居宅サービス事業者及び指定居宅介護支援事業者、他の指定居

宅サービス事業者その他の関係者相互間の連絡調整又は当該指定居宅サービス事

業者及び当該関係者に対する助言その他の援助を行うことができる。 

２ 厚生労働大臣は、同一の指定居宅サービス事業者について二以上の都道府県知

事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定居宅サー

ビス事業者による第七十四条第五項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため

必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又は当該指定居

宅サービス事業者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地からの助言その

他の援助を行うことができる。 

（平二〇法四二・追加、平二三法三七・一部改正） 

（報告等） 

第七十六条 都道府県知事又は市町村長は、居宅介護サービス費の支給に関して必

要があると認めるときは、指定居宅サービス事業者若しくは指定居宅サービス事

業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項

において「指定居宅サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若し

くは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定居宅サービス事業者若しくは当該

指定に係る事業所の従業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者等に対し

出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定居宅サ

ービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定居宅サービスの事業に

関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させ

ることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第

四項の規定は、前項の規定による権限について準用する。 

（平一七法七七・平二〇法四二・一部改正） 

（勧告、命令等） 

第七十六条の二 都道府県知事は、指定居宅サービス事業者が、次の各号に掲げる
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場合に該当すると認めるときは、当該指定居宅サービス事業者に対し、期限を定

めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 

一 第七十条第九項又は第十一項の規定により当該指定を行うに当たって付され

た条件に従わない場合 当該条件に従うこと。 

二 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第七十

四条第一項の都道府県の条例で定める基準又は同項の都道府県の条例で定める

員数を満たしていない場合 当該都道府県の条例で定める基準又は当該都道府

県の条例で定める員数を満たすこと。 

三 第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関す

る基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の運営をしていない場合 当該

指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定居宅

サービスの事業の運営をすること。 

四 第七十四条第五項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便

宜の提供を適正に行うこと。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け

た指定居宅サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨

を公表することができる。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定居宅サービス事業者が、

正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定居宅サ

ービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ず

ることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示

しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る指定居宅サービスを行った指定居宅サービス事業者

について、第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、その

旨を当該指定に係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・平二三法三七・平二三法七二・平

二九法五二・一部改正） 
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（指定の取消し等） 

第七十七条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当

該指定居宅サービス事業者に係る第四十一条第一項本文の指定を取り消し、又は

期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 指定居宅サービス事業者が、第七十条第二項第四号から第五号の二まで、第

十号（第五号の三に該当する者のあるものであるときを除く。）、第十号の二

（第五号の三に該当する者のあるものであるときを除く。）、第十一号（第五

号の三に該当する者であるときを除く。）又は第十二号（第五号の三に該当す

る者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 指定居宅サービス事業者が、第七十条第九項又は第十一項の規定により当該

指定を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。 

三 指定居宅サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは

技能又は人員について、第七十四条第一項の都道府県の条例で定める基準又は

同項の都道府県の条例で定める員数を満たすことができなくなったとき。 

四 指定居宅サービス事業者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービス

の事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の

運営をすることができなくなったとき。 

五 指定居宅サービス事業者が、第七十四条第六項に規定する義務に違反したと

認められるとき。 

六 居宅介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

七 指定居宅サービス事業者が、第七十六条第一項の規定により報告又は帳簿書

類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

八 指定居宅サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第七十六条

第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に

対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその

行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定居宅サービス事

業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 
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九 指定居宅サービス事業者が、不正の手段により第四十一条第一項本文の指定

を受けたとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、この法律その他国

民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律

に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十二 指定居宅サービス事業者が法人である場合において、その役員等のうちに

指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前

五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があると

き。 

十三 指定居宅サービス事業者が法人でない事業所である場合において、その管

理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとする

とき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者で

あるとき。 

２ 市町村は、保険給付に係る指定居宅サービスを行った指定居宅サービス事業者

について、前項各号のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を当該指定に

係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平一九法一一〇・平二〇法四二・平二

三法三七・平二三法七二・平二九法五二・一部改正） 

（公示） 

第七十八条 都道府県知事は、次に掲げる場合には、当該指定居宅サービス事業者

の名称又は氏名、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚生労働省令で定める

事項を公示しなければならない。 

一 第四十一条第一項本文の指定をしたとき。 

二 第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 

三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第四十一条第一項本

文の指定を取り消し、又は指定の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 
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（平一一法一六〇・平一七法七七・平二〇法四二・一部改正） 

第三節 指定地域密着型サービス事業者 

（平一七法七七・追加） 

（指定地域密着型サービス事業者の指定） 

第七十八条の二 第四十二条の二第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、地域密着型サービス事業を行う者（地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護を行う事業にあっては、老人福祉法第二十条の五に規定する特別養護

老人ホームのうち、その入所定員が二十九人以下であって市町村の条例で定める

数であるものの開設者）の申請により、地域密着型サービスの種類及び当該地域

密着型サービスの種類に係る地域密着型サービス事業を行う事業所（第七十八条

の十三第一項及び第七十八条の十四第一項を除き、以下この節において「事業所」

という。）ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介

護保険の被保険者（特定地域密着型サービスに係る指定にあっては、当該市町村

の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用要介

護被保険者を含む。）に対する地域密着型介護サービス費及び特例地域密着型介

護サービス費の支給について、その効力を有する。 

２ 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定をしようとするときは、厚生労

働省令で定めるところにより、あらかじめその旨を都道府県知事に届け出なけれ

ばならない。 

３ 都道府県知事は、地域密着型特定施設入居者生活介護につき市町村長から前項

の届出があった場合において、当該申請に係る事業所の所在地を含む区域（第百

十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域とする。）における

介護専用型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数及び地域密着型特定施設入

居者生活介護の利用定員の総数の合計数が、同条第一項の規定により当該都道府

県が定める都道府県介護保険事業支援計画において定めるその区域の介護専用型

特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数及び地域密着型特定施設入居者生活

介護の必要利用定員総数の合計数に既に達しているか、又は当該申請に係る事業

者の指定によってこれを超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県
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介護保険事業支援計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、当該

市町村長に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

４ 市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号（病院又は診療所

により行われる複合型サービス（厚生労働省令で定めるものに限る。第六項にお

いて同じ。）に係る指定の申請にあっては、第六号の二、第六号の三、第十号及

び第十二号を除く。）のいずれかに該当するときは、第四十二条の二第一項本文

の指定をしてはならない。 

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十八条の

四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員

数又は同条第五項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関す

る基準を満たしていないとき。 

三 申請者が、第七十八条の四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型サー

ビスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型サービス事

業の運営をすることができないと認められるとき。 

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所

在地の市町村長（以下この条において「所在地市町村長」という。）の同意を

得ていないとき。 

四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなるまでの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰

金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまで

の者であるとき。 

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義

務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日か
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ら正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限

の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認

知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取

消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人

である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定に

よる通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消し

の日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が

法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に

当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しな

いものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型

サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった

事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業者

による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当

該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号

本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認め

られるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指

定（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、

その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者

が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の

規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該
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取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消され

た者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日

以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経

過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域

密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由と

なった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス

事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関

して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、

この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当である

と認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が、第七十八条

の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定を取り消され、その

取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消

しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消し

の処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域

密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他

の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程

度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととするこ

とが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する

場合を除く。 

七 申請者が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定による

指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日か

ら当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十八条

の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について

相当の理由がある者を除く。）又は第七十八条の八の規定による指定の辞退を

した者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出

又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 
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七の二 前号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止

の届出又は第七十八条の八の規定による指定の辞退があった場合において、申

請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止

について相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る法

人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の

管理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相

当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人で

ない事業所（当該指定の辞退について相当の理由があるものを除く。）の管理

者であった者で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しない

ものであるとき。 

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

九 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前三号のいず

れかに該当する者のあるものであるとき。 

十 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二

又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護

又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号

から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 

十二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護

又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六

号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 
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５ 市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準

に従い定めるものとする。 

６ 市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号（病院又は診療所

により行われる複合型サービスに係る指定の申請にあっては、第一号の二、第一

号の三、第三号の二及び第三号の四から第五号までを除く。）のいずれかに該当

するときは、第四十二条の二第一項本文の指定をしないことができる。 

一 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、第七十八条の十第二号から第五号までの規定により指定（認知症対応型共

同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から

起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合に

おいては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があ

った日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算

して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事

業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の

管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含

む。）であるとき。 

一の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、第七十八条の十第二号から第五号までの規定により指定（認知症対

応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの

日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である

場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通

知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日か

ら起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人で

ない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事
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業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの

を含む。）であるとき。 

一の三 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が、第七十八条

の十第二号から第五号までの規定により指定を取り消され、その取消しの日か

ら起算して五年を経過していないとき。 

二 申請者が、第七十八条の十第二号から第五号までの規定による指定の取消し

の処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分を

する日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十八条の五第二項の

規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由が

ある者を除く。）又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をした者（当該

指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出又は指定の辞

退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

二の二 申請者が、第七十八条の七第一項の規定による検査が行われた日から聴

聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第七十八条の十の規定による指定の取

消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚

生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた

日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）ま

での間に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該

事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）又は第七十八条の八の規定

による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除

く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないもので

あるとき。 

二の三 第二号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃

止の届出又は第七十八条の八の規定による指定の辞退があった場合において、

申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃

止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る

法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）
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の管理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について

相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人

でない事業所（当該指定の辞退について相当の理由があるものを除く。）の管

理者であった者で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しな

いものであるとき。 

三 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、法人で、その役員等のうちに第一号又は前三号のいずれかに該当する者の

あるものであるとき。 

三の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、法人で、その役員等のうちに第一号の二又は第二号から第二号の三

までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

三の三 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除

く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第一号又は第二号から第二号の

三までのいずれかに該当する者であるとき。 

三の四 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第一号の二又は第二号から第二

号の三までのいずれかに該当する者であるとき。 

四 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護につき第一項の申請があった場合におい

て、当該市町村又は当該申請に係る事業所の所在地を含む区域（第百十七条第

二項第一号の規定により当該市町村が定める区域とする。以下この号及び次号

イにおいて「日常生活圏域」という。）における当該地域密着型サービスの利

用定員の総数が、同条第一項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険

事業計画において定める当該市町村又は当該日常生活圏域における当該地域密
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着型サービスの必要利用定員総数に既に達しているか、又は当該申請に係る事

業者の指定によってこれを超えることになると認めるとき、その他の当該市町

村介護保険事業計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるとき。 

五 地域密着型通所介護その他の厚生労働省令で定める地域密着型サービスにつ

き第一項の申請があった場合において、第四十二条の二第一項本文の指定を受

けて定期巡回・随時対応型訪問介護看護等（認知症対応型共同生活介護、地域

密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護以外の地域密着型サービスであって、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

小規模多機能型居宅介護その他の厚生労働省令で定めるものをいう。）の事業

を行う者の当該指定に係る当該事業を行う事業所（イにおいて「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護等事業所」という。）が当該市町村の区域にある場合そ

の他の厚生労働省令で定める場合に該当し、かつ、当該市町村長が次のいずれ

かに該当すると認めるとき。 

イ 当該市町村又は当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護等事業所の所在地

を含む日常生活圏域における地域密着型サービス（地域密着型通所介護その

他の厚生労働省令で定めるものに限る。以下このイにおいて同じ。）の種類

ごとの量が、第百十七条第一項の規定により当該市町村が定める市町村介護

保険事業計画において定める当該市町村又は当該日常生活圏域における当該

地域密着型サービスの種類ごとの見込量に既に達しているか、又は当該申請

に係る事業者の指定によってこれを超えることになるとき。 

ロ その他第百十七条第一項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険

事業計画の達成に支障を生ずるおそれがあるとき。 

７ 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を行おうとするとき、又は前項

第四号若しくは第五号の規定により同条第一項本文の指定をしないこととすると

きは、あらかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見

を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

８ 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を行うに当たって、当該事業の

適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 
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９ 第一項の申請を受けた市町村長（以下この条において「被申請市町村長」とい

う。）と所在地市町村長との協議により、第四項第四号の規定による同意を要し

ないことについて所在地市町村長の同意があるときは、同号の規定は適用しない。 

１０ 前項の規定により第四項第四号の規定が適用されない場合であって、第一項

の申請に係る事業所（所在地市町村長の管轄する区域にあるものに限る。）につ

いて、次の各号に掲げるときは、それぞれ当該各号に定める時に、当該申請者に

ついて、被申請市町村長による第四十二条の二第一項本文の指定があったものと

みなす。 

一 所在地市町村長が第四十二条の二第一項本文の指定をしたとき 当該指定が

された時 

二 所在地市町村長による第四十二条の二第一項本文の指定がされているとき 

被申請市町村長が当該事業所に係る地域密着型サービス事業を行う者から第一

項の申請を受けた時 

１１ 第七十八条の十の規定による所在地市町村長による第四十二条の二第一項本

文の指定の取消し若しくは効力の停止又は第七十八条の十二において準用する第

七十条の二第一項若しくは第七十八条の十五第一項若しくは第三項（同条第五項

において準用する場合を含む。）の規定による第四十二条の二第一項本文の指定

の失効は、前項の規定により受けたものとみなされた被申請市町村長による第四

十二条の二第一項本文の指定の効力に影響を及ぼさないものとする。 

（平一七法七七・追加、平一九法一一〇・平二〇法四二・平二三法三七・

平二三法七二・平二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

（共生型地域密着型サービス事業者の特例） 

第七十八条の二の二 地域密着型通所介護その他厚生労働省令で定める地域密着型

サービスに係る事業所について、児童福祉法第二十一条の五の三第一項の指定（当

該事業所により行われる地域密着型サービスの種類に応じて厚生労働省令で定め

る種類の障害児通所支援に係るものに限る。）又は障害者総合支援法第二十九条

第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定（当該事業所により行われる地域密

着型サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種類の障害福祉サービスに係
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るものに限る。）を受けている者から当該事業所に係る前条第一項（第七十八条

の十二において準用する第七十条の二第四項において準用する場合を含む。）の

申請があった場合において、次の各号のいずれにも該当するときにおける前条第

四項（第七十八条の十二において準用する第七十条の二第四項において準用する

場合を含む。以下この項において同じ。）の規定の適用については、前条第四項

第二号中「第七十八条の四第一項の」とあるのは「次条第一項第一号の指定地域

密着型サービスに従事する従業者に係る」と、「若しくは同項」とあるのは「又

は同号」と、「員数又は同条第五項に規定する指定地域密着型サービスに従事す

る従業者に関する基準」とあるのは「員数」と、同項第三号中「第七十八条の四

第二項又は第五項」とあるのは「次条第一項第二号」とする。ただし、申請者が、

厚生労働省令で定めるところにより、別段の申出をしたときは、この限りでない。 

一 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、指定地域密着

型サービスに従事する従業者に係る市町村の条例で定める基準及び市町村の条

例で定める員数を満たしていること。 

二 申請者が、市町村の条例で定める指定地域密着型サービスの事業の設備及び

運営に関する基準に従って適正な地域密着型サービス事業の運営をすることが

できると認められること。 

２ 市町村が前項各号の条例を定めるに当たっては、第一号から第四号までに掲げ

る事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第五号に掲

げる事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、そ

の他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定地域密着型サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 指定地域密着型サービスの事業に係る居室の床面積 

三 小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型通所介護の事業に係る利用定員 

四 指定地域密着型サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要介

護者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等

に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

五 指定地域密着型サービスの事業（第三号に規定する事業を除く。）に係る利



137/651 

用定員 

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定地域密着型

サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ

社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 第一項の場合において、同項に規定する者が同項の申請に係る第四十二条の二

第一項本文の指定を受けたときは、その者に対しては、第七十八条の四第二項か

ら第六項までの規定は適用せず、次の表の上欄に掲げる規定の適用については、

これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句と

する。 

第四十二条

の二第八項 

第七十八条の四第二項又

は第五項 

第七十八条の二の二第一項第二号 

第七十八条

の三第一項 

次条第二項又は第五項 前条第一項第二号 

第七十八条

の四第一項 

市町村の条例で定める基

準に従い 

第七十八条の二の二第一項第一号の指定

地域密着型サービスに従事する従業者に

係る市町村の条例で定める基準に従い同

号の 

第七十八条

の九第一項

第二号 

第七十八条の四第一項の 第七十八条の二の二第一項第一号の指定

地域密着型サービスに従事する従業者に

係る 

若しくは同項 又は同号 

 員数又は同条第五項に規

定する指定地域密着型サ

ービスに従事する従業者

に関する基準 

員数 

 若しくは当該市町村 又は当該市町村 

 員数又は当該指定地域密

着型サービスに従事する

員数 
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従業者に関する基準 

第七十八条

の九第一項

第三号 

第七十八条の四第二項又

は第五項 

第七十八条の二の二第一項第二号 

第七十八条

の十第四号 

第七十八条の四第一項の 第七十八条の二の二第一項第一号の指定

地域密着型サービスに従事する従業者に

係る 

 若しくは同項 又は同号 

 員数又は同条第五項に規

定する指定地域密着型サ

ービスに従事する従業者

に関する基準 

員数 

第七十八条

の十第五号 

第七十八条の四第二項又

は第五項 

第七十八条の二の二第一項第二号 

５ 第一項に規定する者であって、同項の申請に係る第四十二条の二第一項本文の

指定を受けたものは、児童福祉法第二十一条の五の三第一項に規定する指定通所

支援の事業（当該指定に係る事業所において行うものに限る。）又は障害者総合

支援法第二十九条第一項に規定する指定障害福祉サービスの事業（当該指定に係

る事業所において行うものに限る。）を廃止し、又は休止しようとするときは、

厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の一月前までに、そ

の旨を当該指定を行った市町村長に届け出なければならない。この場合において、

当該届出があったときは、当該指定に係る指定地域密着型サービスの事業につい

て、第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止又は休止の届出があったもの

とみなす。 

（平二九法五二・追加） 

（指定地域密着型サービスの事業の基準） 

第七十八条の三 指定地域密着型サービス事業者は、次条第二項又は第五項に規定

する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従い、要介護
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者の心身の状況等に応じて適切な指定地域密着型サービスを提供するとともに、

自らその提供する指定地域密着型サービスの質の評価を行うことその他の措置を

講ずることにより常に指定地域密着型サービスを受ける者の立場に立ってこれを

提供するように努めなければならない。 

２ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを受けようとする

被保険者から提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、

当該認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定地域密着型サービスを

提供するように努めなければならない。 

（平一七法七七・追加、平二三法三七・一部改正） 

第七十八条の四 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、

市町村の条例で定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該指定地域密着

型サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に

関する基準は、市町村の条例で定める。 

３ 市町村が前二項の条例を定めるに当たっては、第一号から第四号までに掲げる

事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第五号に掲げ

る事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、その

他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定地域密着型サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 指定地域密着型サービスの事業に係る居室の床面積 

三 小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型通所介護の事業に係る利用定員 

四 指定地域密着型サービスの事業の運営に関する事項であって、利用又は入所

する要介護者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密

の保持等に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

五 指定地域密着型サービスの事業（第三号に規定する事業を除く。）に係る利

用定員 

４ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定地域密着型

サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ
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社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 市町村は、第三項の規定にかかわらず、同項第一号から第四号までに掲げる事

項については、厚生労働省令で定める範囲内で、当該市町村における指定地域密

着型サービスに従事する従業者に関する基準及び指定地域密着型サービスの事業

の設備及び運営に関する基準を定めることができる。 

６ 市町村は、前項の当該市町村における指定地域密着型サービスに従事する従業

者に関する基準及び指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準

を定めようとするときは、あらかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者そ

の他の関係者の意見を反映させ、及び学識経験を有する者の知見の活用を図るた

めに必要な措置を講じなければならない。 

７ 指定地域密着型サービス事業者は、次条第二項の規定による事業の廃止若しく

は休止の届出をしたとき又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をするとき

は、当該届出の日前一月以内に当該指定地域密着型サービス（地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護を除く。）を受けていた者又は同条に規定する予告期

間の開始日の前日に当該地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けてい

た者であって、当該事業の廃止若しくは休止の日又は当該指定の辞退の日以後に

おいても引き続き当該指定地域密着型サービスに相当するサービスの提供を希望

する者に対し、必要な居宅サービス等が継続的に提供されるよう、指定居宅介護

支援事業者、他の指定地域密着型サービス事業者その他関係者との連絡調整その

他の便宜の提供を行わなければならない。 

８ 指定地域密着型サービス事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この

法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行

しなければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・平二三法三七・一部改正） 

（変更の届出等） 

第七十八条の五 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称

及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した

当該指定地域密着型サービス（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除
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く。）の事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日以内

に、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

２ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定地域密着型サービス（地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護を除く。）の事業を廃止し、又は休止しようと

するときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の一月

前までに、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・一部改正） 

（市町村長等による連絡調整又は援助） 

第七十八条の六 市町村長は、指定地域密着型サービス事業者による第七十八条の

四第七項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認めるときは、

当該指定地域密着型サービス事業者及び指定居宅介護支援事業者、他の指定地域

密着型サービス事業者その他の関係者相互間の連絡調整又は当該指定地域密着型

サービス事業者及び当該関係者に対する助言その他の援助を行うことができる。 

２ 都道府県知事は、同一の指定地域密着型サービス事業者について二以上の市町

村長が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定地域密

着型サービス事業者による第七十八条の四第七項に規定する便宜の提供が円滑に

行われるため必要があると認めるときは、当該市町村長相互間の連絡調整又は当

該指定地域密着型サービス事業者に対する市町村の区域を超えた広域的な見地か

らの助言その他の援助を行うことができる。 

３ 厚生労働大臣は、同一の指定地域密着型サービス事業者について二以上の都道

府県知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定地

域密着型サービス事業者による第七十八条の四第七項に規定する便宜の提供が円

滑に行われるため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調

整又は当該指定地域密着型サービス事業者に対する都道府県の区域を超えた広域

的な見地からの助言その他の援助を行うことができる。 

（平二〇法四二・追加、平二三法三七・一部改正） 

（報告等） 

第七十八条の七 市町村長は、地域密着型介護サービス費の支給に関して必要があ
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ると認めるときは、指定地域密着型サービス事業者若しくは指定地域密着型サー

ビス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下

この項において「指定地域密着型サービス事業者であった者等」という。）に対

し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定地域密着型サービス

事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定地域密着型サービス

事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、

若しくは当該指定地域密着型サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所そ

の他指定地域密着型サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若し

くは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第七十八条の六繰下・一部改正） 

（指定の辞退） 

第七十八条の八 第四十二条の二第一項本文の指定を受けて地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護の事業を行う者は、一月以上の予告期間を設けて、その指

定を辞退することができる。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第七十八条の七繰下） 

（勧告、命令等） 

第七十八条の九 市町村長は、指定地域密着型サービス事業者が、次の各号に掲げ

る場合に該当すると認めるときは、当該指定地域密着型サービス事業者に対し、

期限を定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することが

できる。 

一 第七十八条の二第八項の規定により当該指定を行うに当たって付された条件

に従わない場合 当該条件に従うこと。 

二 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第七十

八条の四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定

める員数又は同条第五項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者

に関する基準を満たしていない場合 当該市町村の条例で定める基準若しくは
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当該市町村の条例で定める員数又は当該指定地域密着型サービスに従事する従

業者に関する基準を満たすこと。 

三 第七十八条の四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型サービスの事業

の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定地域密着型サービスの事業の

運営をしていない場合 当該指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に

関する基準に従って適正な指定地域密着型サービスの事業の運営をすること。 

四 第七十八条の四第七項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当

該便宜の提供を適正に行うこと。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指

定地域密着型サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その

旨を公表することができる。 

３ 市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定地域密着型サービス事業者

が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定地

域密着型サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しな

ければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第七十八条の八繰下・一部改正、

平二三法三七・平二三法七二・一部改正） 

（指定の取消し等） 

第七十八条の十 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当

該指定地域密着型サービス事業者に係る第四十二条の二第一項本文の指定を取り

消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することがで

きる。 

一 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の二第四項第四号の二から第

五号の二まで、第九号（第五号の三に該当する者のあるものであるときを除く。）、

第十号（第五号の三に該当する者のあるものであるときを除く。）、第十一号

（第五号の三に該当する者であるときを除く。）又は第十二号（第五号の三に
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該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の二第六項第三号から第三号

の四までのいずれかに該当するに至ったとき。 

三 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の二第八項の規定により当該

指定を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。 

四 指定地域密着型サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若

しくは技能又は人員について、第七十八条の四第一項の市町村の条例で定める

基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第五項に規定する指定

地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を満たすことができなくな

ったとき。 

五 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の四第二項又は第五項に規定

する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正

な指定地域密着型サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。 

六 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の四第八項に規定する義務に

違反したと認められるとき。 

七 指定地域密着型サービス事業者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護を行うものに限る。）が、第二十八条第五項（第二十九条第二項、第三十条

第二項、第三十一条第二項、第三十三条第四項、第三十三条の二第二項、第三

十三条の三第二項及び第三十四条第二項において準用する場合を含む。第八十

四条、第九十二条、第百四条及び第百十四条の六において同じ。）の規定によ

り調査の委託を受けた場合において、当該調査の結果について虚偽の報告をし

たとき。 

八 地域密着型介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

九 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の七第一項の規定により報告

又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告

をしたとき。 

十 指定地域密着型サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第七

十八条の七第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定に
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よる質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の

従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定地

域密着型サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

十一 指定地域密着型サービス事業者が、不正の手段により第四十二条の二第一

項本文の指定を受けたとき。 

十二 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、この法律

その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれ

らの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十三 指定地域密着型サービス事業者に係る老人福祉法第二十九条第十六項の規

定による通知を受けたとき。 

十四 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、居宅サー

ビス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十五 指定地域密着型サービス事業者が法人である場合において、その役員等の

うちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとする

とき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者が

あるとき。 

十六 指定地域密着型サービス事業者が法人でない事業所である場合において、

その管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしよう

とするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をし

た者であるとき。 

（平一七法七七・追加、平一九法一一〇・一部改正、平二〇法四二・旧第

七十八条の九繰下・一部改正、平一八法八三（平二〇法四二）・平二三法

三七・平二三法七二・平二九法五二・一部改正） 

（公示） 

第七十八条の十一 市町村長は、次に掲げる場合には、遅滞なく、当該指定地域密

着型サービス事業者の名称、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚生労働省

令で定める事項を都道府県知事に届け出るとともに、これを公示しなければなら
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ない。 

一 第四十二条の二第一項本文の指定をしたとき。 

二 第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 

三 第七十八条の八の規定による第四十二条の二第一項本文の指定の辞退があっ

たとき。 

四 前条の規定により第四十二条の二第一項本文の指定を取り消し、又は指定の

全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第七十八条の十繰下・一部改正） 

（準用） 

第七十八条の十二 第七十条の二、第七十一条及び第七十二条の規定は、第四十二

条の二第一項本文の指定について準用する。この場合において、第七十条の二第

四項中「前条」とあるのは、「第七十八条の二」と読み替えるものとするほか、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第七十八条の十一繰下、平二三

法七二・平二九法五二・一部改正） 

（公募指定） 

第七十八条の十三 市町村長は、第百十七条第一項の規定により当該市町村が定め

る市町村介護保険事業計画において定める当該市町村又は同条第二項第一号の規

定により当該市町村が定める区域における定期巡回・随時対応型訪問介護看護等

（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護以外の地域密着型サービスであって、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護その他の厚生労働省令で

定めるものをいう。以下この項において同じ。）の見込量の確保及び質の向上の

ために特に必要があると認めるときは、その定める期間（以下「市町村長指定期

間」という。）中は、当該見込量の確保のため公募により第四十二条の二第一項

本文の指定を行うことが適当な区域として定める区域（以下「市町村長指定区域」

という。）に所在する事業所（定期巡回・随時対応型訪問介護看護等のうち当該

市町村長が定めるもの（以下「市町村長指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護
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等」という。）の事業を行う事業所に限る。以下「市町村長指定区域・サービス

事業所」という。）に係る同項本文の指定を、公募により行うものとする。 

２ 市町村長指定期間中における市町村長指定区域・サービス事業所に係る第四十

二条の二第一項本文の指定については、第七十八条の二の規定は適用しない。 

３ 市町村長は、当該市町村長指定期間の開始日の前日までにされた市町村長指定

区域・サービス事業所に係る第七十八条の二第一項の指定の申請であって、当該

市町村長指定期間の開始の際、指定をするかどうかの処分がなされていないもの

については、前項の規定にかかわらず、当該申請に対する処分を行うものとする。 

４ 前項の規定は、市町村長が市町村長指定区域を拡張する場合又は市町村長指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護等を追加する場合について準用する。この場

合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平二三法七二・追加） 

第七十八条の十四 前条第一項の規定により行われる第四十二条の二第一項本文の

指定（以下「公募指定」という。）は、厚生労働省令で定めるところにより、市

町村長指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護等の種類及び当該市町村長指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護等の種類に係る市町村長指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護等の事業を行う事業所ごとに行い、当該公募指定をする市町村

長がその長である市町村が行う介護保険の被保険者（特定地域密着型サービスに

係る公募指定にあっては、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に

入所等をしている住所地特例適用要介護被保険者を含む。）に対する地域密着型

介護サービス費及び特例地域密着型介護サービス費の支給について、その効力を

有する。 

２ 市町村長は、公募指定をしようとするときは、厚生労働省令で定める基準に従

い、その応募者のうちから公正な方法で選考をし、指定地域密着型サービス事業

者を決定するものとする。 

３ 第七十八条の二第二項、第四項（第四号、第六号の二、第十号及び第十二号を

除く。）、第五項、第六項（第一号の二、第三号の二及び第三号の四から第五号

までを除く。）、第七項及び第八項の規定は、公募指定について準用する。この
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場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平二三法七二・追加、平二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

（公募指定の有効期間等） 

第七十八条の十五 公募指定は、第七十八条の十二において準用する第七十条の二

の規定にかかわらず、その指定の日から起算して六年を超えない範囲内で当該市

町村長が定める期間を経過したときは、その効力を失う。 

２ 第七十八条の十二において準用する第七十条の二の規定は、市町村長指定期間

の開始の際現に効力を有する市町村長指定区域・サービス事業所に係る第四十二

条の二第一項本文の指定（公募指定を除く。）及び第七十八条の十三第三項の規

定により行われた第四十二条の二第一項本文の指定（次項において「指定期間開

始時有効指定」という。）については、適用しない。 

３ 指定期間開始時有効指定は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

期間を経過したときは、その効力を失う。 

一 次号に掲げる指定期間開始時有効指定以外の指定期間開始時有効指定 当該

指定期間開始時有効指定がされた日又は従前の第七十八条の十二において準用

する第七十条の二第一項の期間（同号において「従前の指定の有効期間」とい

う。）の満了の日の翌日のうち直近の日から六年 

二 指定期間開始時有効指定を受けている指定地域密着型サービス事業者が、当

該市町村長指定区域・サービス事業所に係る公募指定を受ける場合における当

該指定期間開始時有効指定 当該指定期間開始時有効指定がされた日又は従前

の指定の有効期間の満了の日の翌日のうち直近の日から当該公募指定がされた

日の前日までの期間 

４ 市町村長は、当該市町村長指定期間の開始日の前日までにされた市町村長指定

区域・サービス事業所に係る第七十八条の十二において準用する第七十条の二第

一項の指定の更新の申請であって、当該市町村長指定期間の開始の際、指定の更

新をするかどうかの処分がなされていないものについては、第二項の規定にかか

わらず、当該申請に対する処分を行うものとする。 

５ 前三項の規定は、市町村長が市町村長指定区域を拡張する場合又は市町村長指
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定定期巡回・随時対応型訪問介護看護等を追加する場合について準用する。この

場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平二三法七二・追加） 

（市町村長指定期間等の公示） 

第七十八条の十六 市町村長は、市町村長指定期間、市町村長指定区域及び市町村

長指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護等を定めようとするときは、あらかじ

め、その旨並びに市町村長指定区域及び市町村長指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護等に係る効力が生ずる日を公示しなければならない。 

２ 前項の規定は、市町村長指定期間、市町村長指定区域又は市町村長指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護等の変更について準用する。 

（平二三法七二・追加） 

（公募指定に関する読替え） 

第七十八条の十七 公募指定に係る第七十八条の二第四項、第六項及び第十一項、

第七十八条の五第二項並びに第七十八条の九から第七十八条の十一までの規定の

適用については、同項中「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除く」

とあるのは「公募指定に係る市町村長指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護等

に限る」と、「一月前まで」とあるのは「一月以上前の日であって市町村長が定

める日まで」とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平二三法七二・追加） 

第四節 指定居宅介護支援事業者 

（平一七法七七・旧第二節繰下） 

（指定居宅介護支援事業者の指定） 

第七十九条 第四十六条第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、居

宅介護支援事業を行う者の申請により、居宅介護支援事業を行う事業所（以下こ

の節において単に「事業所」という。）ごとに行う。 

２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、第四十六条第一項の指定をしてはならない。 

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 
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二 当該申請に係る事業所の介護支援専門員の人員が、第八十一条第一項の市町

村の条例で定める員数を満たしていないとき。 

三 申請者が、第八十一条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関

する基準に従って適正な居宅介護支援事業の運営をすることができないと認め

られるとき。 

三の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなるまでの者であるとき。 

四 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

四の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰

金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまで

の者であるとき。 

四の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義

務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日か

ら正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限

の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

五 申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指

定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定

を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政

手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等

であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該

指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知が

あった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から

起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取

消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処

分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅介護

支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実
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に関して当該指定居宅介護支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、こ

の号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると

認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

五の二 申請者と密接な関係を有する者が、第八十四条第一項又は第百十五条の

三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五

年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事

業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当

該事実の発生を防止するための当該指定居宅介護支援事業者による業務管理体

制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支

援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取

消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労

働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六 申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指

定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から

当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第八十二条第

二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の

理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないもの

であるとき。 

六の二 申請者が、第八十三条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決

定予定日（当該検査の結果に基づき第八十四条第一項の規定による指定の取消

しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生

労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日

から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）まで

の間に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の

廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五

年を経過しないものであるとき。 

六の三 第六号に規定する期間内に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の

届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届
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出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役

員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理

由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五

年を経過しないものであるとき。 

七 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

八 申請者が、法人で、その役員等のうちに第三号の二から第五号まで又は第六

号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

九 申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第三号の二から第五号まで又

は第六号から第七号までのいずれかに該当する者であるとき。 

３ 市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準

に従い定めるものとする。 

（平一一法八七・平一一法一六〇・平一七法七七・平一九法一一〇・平二

〇法四二・平二三法七二・平二五法四四・平二六法八三・一部改正） 

（指定の更新） 

第七十九条の二 第四十六条第一項の指定は、六年ごとにその更新を受けなければ、

その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指

定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないと

きは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従

前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。 

（平一七法七七・追加） 

（指定居宅介護支援の事業の基準） 

第八十条 指定居宅介護支援事業者は、次条第二項に規定する指定居宅介護支援の

事業の運営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に応じて適切な指定居
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宅介護支援を提供するとともに、自らその提供する指定居宅介護支援の質の評価

を行うことその他の措置を講ずることにより常に指定居宅介護支援を受ける者の

立場に立ってこれを提供するように努めなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を受けようとする被保険者から

提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審

査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定居宅介護支援を提供するように努

めなければならない。 

（平一七法七七・一部改正） 

第八十一条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、市町村の

条例で定める員数の介護支援専門員を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準は、

市町村の条例で定める。 

３ 市町村が前二項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については厚生

労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生労働

省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定居宅介護支援に従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 指定居宅介護支援の事業の運営に関する事項であって、利用する要介護者の

サービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に密接

に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

４ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定居宅介護支

援の取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、次条第二項の規定による事業の廃止又は休止の届

出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該指定居宅介護支援を受けていた

者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該指定居宅

介護支援に相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居宅サービス等

が継続的に提供されるよう、他の指定居宅介護支援事業者その他関係者との連絡

調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 



154/651 

６ 指定居宅介護支援事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又

はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなけ

ればならない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二〇法四二・平二五法四四・平二六

法八三・一部改正） 

（変更の届出等） 

第八十二条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地

その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定居

宅介護支援の事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日

以内に、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援の事業を廃止し、又は休止

しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の

日の一月前までに、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

（平一一法一六〇・平二〇法四二・平二六法八三・一部改正） 

（市町村長等による連絡調整又は援助） 

第八十二条の二 市町村長は、指定居宅介護支援事業者による第八十一条第五項に

規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認めるときは、当該指定

居宅介護支援事業者及び他の指定居宅介護支援事業者その他の関係者相互間の連

絡調整又は当該指定居宅介護支援事業者及び当該関係者に対する助言その他の援

助を行うことができる。 

２ 都道府県知事は、同一の指定居宅介護支援事業者について二以上の市町村長が

前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定居宅介護支援

事業者による第八十一条第五項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要

があると認めるときは、当該市町村長相互間の連絡調整又は当該指定居宅介護支

援事業者に対する市町村の区域を超えた広域的な見地からの助言その他の援助を

行うことができる。 

３ 厚生労働大臣は、同一の指定居宅介護支援事業者について二以上の都道府県知

事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定居宅介護
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支援事業者による第八十一条第五項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため

必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又は当該指定居

宅介護支援事業者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地からの助言その

他の援助を行うことができる。 

（平二〇法四二・追加、平二五法四四・平二六法八三・一部改正） 

（報告等） 

第八十三条 市町村長は、必要があると認めるときは、指定居宅介護支援事業者若

しくは指定居宅介護支援事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業

者であった者（以下この項において「指定居宅介護支援事業者であった者等」と

いう。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定居宅介

護支援事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定居宅介護支援

事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、

若しくは当該指定居宅介護支援事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指

定居宅介護支援の事業に関係のある場所に立ち入り、その帳簿書類その他の物件

を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第

四項の規定は、前項の規定による権限について準用する。 

（平一七法七七・平二〇法四二・平二六法八三・一部改正） 

（勧告、命令等） 

第八十三条の二 市町村長は、指定居宅介護支援事業者が、次の各号に掲げる場合

に該当すると認めるときは、当該指定居宅介護支援事業者に対し、期限を定めて、

それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 

一 当該指定に係る事業所の介護支援専門員の人員について第八十一条第一項の

市町村の条例で定める員数を満たしていない場合 当該市町村の条例で定める

員数を満たすこと。 

二 第八十一条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準に

従って適正な指定居宅介護支援の事業の運営をしていない場合 当該指定居宅

介護支援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定居宅介護支援の事業の
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運営をすること。 

三 第八十一条第五項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便

宜の提供を適正に行うこと。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指

定居宅介護支援事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公

表することができる。 

３ 市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定居宅介護支援事業者が、正

当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定居宅介護

支援事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずる

ことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しな

ければならない。 

５ 市町村長は、保険給付に係る指定居宅介護支援を行った指定居宅介護支援事業

者（他の市町村長が第四十六条第一項の指定をした者に限る。）について、第一

項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を当該他の市

町村長に通知しなければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・平二五法四四・平二六法八三・一

部改正） 

（指定の取消し等） 

第八十四条 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指

定居宅介護支援事業者に係る第四十六条第一項の指定を取り消し、又は期間を定

めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 指定居宅介護支援事業者が、第七十九条第二項第三号の二から第四号の二ま

で、第八号（同項第四号の三に該当する者のあるものであるときを除く。）又

は第九号（同項第四号の三に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該

当するに至ったとき。 

二 指定居宅介護支援事業者が、当該指定に係る事業所の介護支援専門員の人員

について、第八十一条第一項の市町村の条例で定める員数を満たすことができ
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なくなったとき。 

三 指定居宅介護支援事業者が、第八十一条第二項に規定する指定居宅介護支援

の事業の運営に関する基準に従って適正な指定居宅介護支援の事業の運営をす

ることができなくなったとき。 

四 指定居宅介護支援事業者が、第八十一条第六項に規定する義務に違反したと

認められるとき。 

五 第二十八条第五項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査

の結果について虚偽の報告をしたとき。 

六 居宅介護サービス計画費の請求に関し不正があったとき。 

七 指定居宅介護支援事業者が、第八十三条第一項の規定により報告又は帳簿書

類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

八 指定居宅介護支援事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第八十三条

第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に

対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその

行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定居宅介護支援事

業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

九 指定居宅介護支援事業者が、不正の手段により第四十六条第一項の指定を受

けたとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅介護支援事業者が、この法律その他国

民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律

に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅介護支援事業者が、居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十二 指定居宅介護支援事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の全部

若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に

関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

２ 市町村長は、保険給付に係る指定居宅介護支援又は第二十八条第五項の規定に
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より委託した調査を行った指定居宅介護支援事業者（他の市町村長が第四十六条

第一項の指定をした者に限る。）について、前項各号のいずれかに該当すると認

めるときは、その旨を当該他の市町村長に通知しなければならない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平一九法一一〇・平二〇法四二・平二

三法七二・平二五法四四・平二六法八三・一部改正） 

（公示） 

第八十五条 市町村長は、次に掲げる場合には、当該指定居宅介護支援事業者の名

称、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚生労働省令で定める事項を公示し

なければならない。 

一 第四十六条第一項の指定をしたとき。 

二 第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 

三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第四十六条第一項の

指定を取り消し、又は指定の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二〇法四二・平二六法八三・一部改

正） 

第五節 介護保険施設 

（平一七法七七・旧第三節繰下） 

第一款 指定介護老人福祉施設 

（指定介護老人福祉施設の指定） 

第八十六条 第四十八条第一項第一号の指定は、厚生労働省令で定めるところによ

り、老人福祉法第二十条の五に規定する特別養護老人ホームのうち、その入所定

員が三十人以上であって都道府県の条例で定める数であるものの開設者の申請が

あったものについて行う。 

２ 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、当該特別養護老人ホーム

が次の各号のいずれかに該当するときは、第四十八条第一項第一号の指定をして

はならない。 

一 第八十八条第一項に規定する人員を有しないとき。 

二 第八十八条第二項に規定する指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関する
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基準に従って適正な介護老人福祉施設の運営をすることができないと認められ

るとき。 

三 当該特別養護老人ホームの開設者が、この法律その他国民の保健医療若しく

は福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

三の二 当該特別養護老人ホームの開設者が、労働に関する法律の規定であって

政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなるまでの者であるとき。 

三の三 当該特別養護老人ホームの開設者が、健康保険法、地方公務員等共済組

合法、厚生年金保険法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律の定めると

ころにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金について、当該申請をした

日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処

分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた

日以降に納期限の到来した保険料、負担金又は掛金の全て（当該処分を受けた

者が、当該処分に係る保険料、負担金又は掛金の納付義務を負うことを定める

法律によって納付義務を負う保険料、負担金又は掛金に限る。）を引き続き滞

納している者であるとき。 

四 当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十二条第一項又は第百十五条の三

十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年

を経過しない者であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護老人福祉

施設の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当

該事実の発生を防止するための当該指定介護老人福祉施設の開設者による業務

管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護

老人福祉施設の開設者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定

する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるもの

として厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

五 当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十二条第一項又は第百十五条の三

十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定
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による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する

日までの間に第九十一条の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退に

ついて相当の理由がある者を除く。）で、当該指定の辞退の日から起算して五

年を経過しないものであるとき。 

五の二 当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十条第一項の規定による検査

が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第九十二条第一項

の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが

見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該特

別養護老人ホームの開設者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を

通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第九十一条の規定に

よる指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除

く。）で、当該指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

六 当該特別養護老人ホームの開設者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス

等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

七 当該特別養護老人ホームの開設者の役員又はその長のうちに次のいずれかに

該当する者があるとき。 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなるまでの者 

ロ 第三号、第三号の二又は前号に該当する者 

ハ この法律、国民健康保険法又は国民年金法の定めるところにより納付義務

を負う保険料（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。以下このハに

おいて「保険料等」という。）について、当該申請をした日の前日までに、

納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受

けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以

降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に

係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保

険料等に限る。）を引き続き滞納している者 

ニ 第九十二条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り
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消された特別養護老人ホームにおいて、当該取消しの処分に係る行政手続法

第十五条の規定による通知があった日前六十日以内にその開設者の役員又は

その長であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの（当

該指定の取消しが、指定介護老人福祉施設の指定の取消しのうち当該指定の

取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該

指定介護老人福祉施設の開設者による業務管理体制の整備についての取組の

状況その他の当該事実に関して当該指定介護老人福祉施設の開設者が有して

いた責任の程度を考慮して、この号に規定する指定の取消しに該当しないこ

ととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるも

のに該当する場合を除く。） 

ホ 第五号に規定する期間内に第九十一条の規定による指定の辞退をした特別

養護老人ホーム（当該指定の辞退について相当の理由がある特別養護老人ホ

ームを除く。）において、同号の通知の日前六十日以内にその開設者の役員

又はその長であった者で当該指定の辞退の日から起算して五年を経過しない

もの 

３ 都道府県知事は、第四十八条第一項第一号の指定をしようとするときは、関係

市町村長に対し、厚生労働省令で定める事項を通知し、相当の期間を指定して、

当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画との調整

を図る見地からの意見を求めなければならない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平一九法一一〇・平二〇法四二・平二

三法七二・平二五法四四・一部改正） 

（指定の更新） 

第八十六条の二 第四十八条第一項第一号の指定は、六年ごとにその更新を受けな

ければ、その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指

定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないと

きは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 
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３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従

前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。 

（平一七法七七・追加） 

（指定介護老人福祉施設の基準） 

第八十七条 指定介護老人福祉施設の開設者は、次条第二項に規定する指定介護老

人福祉施設の設備及び運営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に応じ

て適切な指定介護福祉施設サービスを提供するとともに、自らその提供する指定

介護福祉施設サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常

に指定介護福祉施設サービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように努

めなければならない。 

２ 指定介護老人福祉施設の開設者は、指定介護福祉施設サービスを受けようとす

る被保険者から提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているとき

は、当該認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定介護福祉施設サー

ビスを提供するように努めなければならない。 

第八十八条 指定介護老人福祉施設は、都道府県の条例で定める員数の介護支援専

門員その他の指定介護福祉施設サービスに従事する従業者を有しなければならな

い。 

２ 前項に規定するもののほか、指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関する基

準は、都道府県の条例で定める。 

３ 都道府県が前二項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については厚

生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生労

働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定介護福祉施設サービスに従事する従業者及びその員数 

二 指定介護老人福祉施設に係る居室の床面積 

三 指定介護老人福祉施設の運営に関する事項であって、入所する要介護者のサ

ービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関

連するものとして厚生労働省令で定めるもの 
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４ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定介護福祉施

設サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじ

め社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 指定介護老人福祉施設の開設者は、第九十一条の規定による指定の辞退をする

ときは、同条に規定する予告期間の開始日の前日に当該指定介護福祉施設サービ

スを受けていた者であって、当該指定の辞退の日以後においても引き続き当該指

定介護福祉施設サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な

居宅サービス等が継続的に提供されるよう、他の指定介護老人福祉施設の開設者

その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

６ 指定介護老人福祉施設の開設者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この

法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行

しなければならない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二〇法四二・平二三法三七・一部改

正） 

（変更の届出） 

第八十九条 指定介護老人福祉施設の開設者は、開設者の住所その他の厚生労働省

令で定める事項に変更があったときは、厚生労働省令で定めるところにより、十

日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（都道府県知事等による連絡調整又は援助） 

第八十九条の二 都道府県知事又は市町村長は、指定介護老人福祉施設の開設者に

よる第八十八条第五項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると

認めるときは、当該指定介護老人福祉施設の開設者及び他の指定介護老人福祉施

設の開設者その他の関係者相互間の連絡調整又は当該指定介護老人福祉施設の開

設者及び当該関係者に対する助言その他の援助を行うことができる。 

２ 厚生労働大臣は、同一の指定介護老人福祉施設の開設者について二以上の都道

府県知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定介

護老人福祉施設の開設者による第八十八条第五項に規定する便宜の提供が円滑に
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行われるため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又

は当該指定介護老人福祉施設の開設者に対する都道府県の区域を超えた広域的な

見地からの助言その他の援助を行うことができる。 

（平二〇法四二・追加、平二三法三七・一部改正） 

（報告等） 

第九十条 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定介護老

人福祉施設若しくは指定介護老人福祉施設の開設者若しくはその長その他の従業

者であった者（以下この項において「開設者であった者等」という。）に対し、

報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定介護老人福祉施設の開設

者若しくはその長その他の従業者若しくは開設者であった者等に対し出頭を求め、

又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは指定介護老人福祉施設、指定

介護老人福祉施設の開設者の事務所その他指定介護老人福祉施設の運営に関係の

ある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させること

ができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第

四項の規定は、前項の規定による権限について準用する。 

（平一七法七七・平二〇法四二・一部改正） 

（指定の辞退） 

第九十一条 指定介護老人福祉施設は、一月以上の予告期間を設けて、その指定を

辞退することができる。 

（勧告、命令等） 

第九十一条の二 都道府県知事は、指定介護老人福祉施設が、次の各号に掲げる場

合に該当すると認めるときは、当該指定介護老人福祉施設の開設者に対し、期限

を定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができ

る。 

一 その行う指定介護福祉施設サービスに従事する従業者の人員について第八十

八条第一項の都道府県の条例で定める員数を満たしていない場合 当該都道府

県の条例で定める員数を満たすこと。 
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二 第八十八条第二項に規定する指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関する

基準に従って適正な指定介護老人福祉施設の運営をしていない場合 当該指定

介護老人福祉施設の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定介護老人福

祉施設の運営をすること。 

三 第八十八条第五項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便

宜の提供を適正に行うこと。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け

た指定介護老人福祉施設の開設者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、

その旨を公表することができる。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定介護老人福祉施設の開

設者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指

定介護老人福祉施設の開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとる

べきことを命ずることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示

しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る指定介護福祉施設サービスを行った指定介護老人福

祉施設について、第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、

その旨を当該指定介護老人福祉施設の所在地の都道府県知事に通知しなければな

らない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・平二三法三七・一部改正） 

（指定の取消し等） 

第九十二条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当

該指定介護老人福祉施設に係る第四十八条第一項第一号の指定を取り消し、又は

期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 指定介護老人福祉施設が、第八十六条第二項第三号、第三号の二又は第七号

（ハに該当する者があるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 指定介護老人福祉施設が、その行う指定介護福祉施設サービスに従事する従

業者の人員について、第八十八条第一項の都道府県の条例で定める員数を満た
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すことができなくなったとき。 

三 指定介護老人福祉施設が、第八十八条第二項に規定する指定介護老人福祉施

設の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定介護老人福祉施設の運営を

することができなくなったとき。 

四 指定介護老人福祉施設の開設者が、第八十八条第六項に規定する義務に違反

したと認められるとき。 

五 第二十八条第五項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査

の結果について虚偽の報告をしたとき。 

六 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

七 指定介護老人福祉施設が、第九十条第一項の規定により報告又は帳簿書類の

提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

八 指定介護老人福祉施設の開設者又はその長若しくは従業者が、第九十条第一

項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対し

て答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定介護老人福祉施設の従業者がそ

の行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定介護老人福祉

施設の開設者又はその長が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

九 指定介護老人福祉施設の開設者が、不正の手段により第四十八条第一項第一

号の指定を受けたとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護老人福祉施設の開設者が、この法律そ

の他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれら

の法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定介護老人福祉施設の開設者が、居宅サー

ビス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十二 指定介護老人福祉施設の開設者の役員又はその長のうちに、指定の取消し

又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居

宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

２ 市町村は、保険給付に係る指定介護福祉施設サービス又は第二十八条第五項の
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規定により委託した調査を行った指定介護老人福祉施設について、前項各号のい

ずれかに該当すると認めるときは、その旨を当該指定介護老人福祉施設の所在地

の都道府県知事に通知しなければならない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平一九法一一〇・平二〇法四二・平二

三法三七・平二三法七二・一部改正） 

（公示） 

第九十三条 都道府県知事は、次に掲げる場合には、当該指定介護老人福祉施設の

開設者の名称、当該指定介護老人福祉施設の所在地その他の厚生労働省令で定め

る事項を公示しなければならない。 

一 第四十八条第一項第一号の指定をしたとき。 

二 第九十一条の規定による第四十八条第一項第一号の指定の辞退があったとき。 

三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第四十八条第一項第

一号の指定を取り消し、又は指定の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

（平一七法七七・平二〇法四二・一部改正） 

第二款 介護老人保健施設 

（開設許可） 

第九十四条 介護老人保健施設を開設しようとする者は、厚生労働省令で定めると

ころにより、都道府県知事の許可を受けなければならない。 

２ 介護老人保健施設を開設した者が、当該介護老人保健施設の入所定員その他厚

生労働省令で定める事項を変更しようとするときも、前項と同様とする。 

３ 都道府県知事は、前二項の許可の申請があった場合において、次の各号（前項

の申請にあっては、第二号又は第三号）のいずれかに該当するときは、前二項の

許可を与えることができない。 

一 当該介護老人保健施設を開設しようとする者が、地方公共団体、医療法人、

社会福祉法人その他厚生労働大臣が定める者でないとき。 

二 当該介護老人保健施設が第九十七条第一項に規定する療養室、診察室及び機

能訓練室並びに都道府県の条例で定める施設又は同条第二項の厚生労働省令及

び都道府県の条例で定める人員を有しないとき。 
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三 第九十七条第三項に規定する介護老人保健施設の設備及び運営に関する基準

に従って適正な介護老人保健施設の運営をすることができないと認められると

き。 

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなるまでの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰

金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまで

の者であるとき。 

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義

務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日か

ら正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限

の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者が、第百四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により許可

を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該許可を

取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手

続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員又は

その開設した介護老人保健施設の管理者であった者で当該取消しの日から起算

して五年を経過しないものを含み、当該許可を取り消された者が第一号の厚生

労働大臣が定める者のうち法人でないものである場合においては、当該通知が

あった日前六十日以内に当該者の開設した介護老人保健施設の管理者であった

者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。

ただし、当該許可の取消しが、介護老人保健施設の許可の取消しのうち当該許

可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当

該介護老人保健施設の開設者による業務管理体制の整備についての取組の状況

その他の当該事実に関して当該介護老人保健施設の開設者が有していた責任の
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程度を考慮して、この号本文に規定する許可の取消しに該当しないこととする

ことが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当す

る場合を除く。 

七 申請者が、第百四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による許可

の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当

該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第九十九条第二

項の規定による廃止の届出をした者（当該廃止について相当の理由がある者を

除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

七の二 申請者が、第百条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予

定日（当該検査の結果に基づき第百四条第一項の規定による許可の取消しの処

分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省

令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日か

ら十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの

間に第九十九条第二項の規定による廃止の届出をした者（当該廃止について相

当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しない

ものであるとき。 

八 第七号に規定する期間内に第九十九条第二項の規定による廃止の届出があっ

た場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法

人（当該廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員若しくはその開

設した介護老人保健施設の管理者又は当該届出に係る第一号の厚生労働大臣が

定める者のうち法人でないもの（当該廃止について相当の理由がある者を除

く。）の開設した介護老人保健施設の管理者であった者で、当該届出の日から

起算して五年を経過しないものであるとき。 

九 申請者が、許可の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

十 申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から前号までのいずれかに該

当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者が、第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないもので、そ
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の事業所を管理する者その他の政令で定める使用人のうちに第四号から第九号

までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

４ 都道府県知事は、営利を目的として、介護老人保健施設を開設しようとする者

に対しては、第一項の許可を与えないことができる。 

５ 都道府県知事は、第一項の許可又は第二項の許可（入所定員の増加に係るもの

に限る。以下この項及び次項において同じ。）の申請があった場合において、当

該申請に係る施設の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当

該都道府県が定める区域とする。）における介護老人保健施設の入所定員の総数

が、同条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計

画において定めるその区域の介護老人保健施設の必要入所定員総数に既に達して

いるか、又は当該申請に係る施設の開設若しくは入所定員の増加によってこれを

超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険事業支援計画の

達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第一項の許可又は第二項の許

可を与えないことができる。 

６ 都道府県知事は、第一項の許可又は第二項の許可をしようとするときは、関係

市町村長に対し、厚生労働省令で定める事項を通知し、相当の期間を指定して、

当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画との調整

を図る見地からの意見を求めなければならない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平一九法一一〇・平二〇法四二・平二

三法三七・平二三法七二・平二九法五二・一部改正） 

（許可の更新） 

第九十四条の二 前条第一項の許可は、六年ごとにその更新を受けなければ、その

期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「許

可の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないと

きは、従前の許可は、許可の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、許可の更新がされたときは、その許可の有効期間は、従
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前の許可の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の許可の更新について準用する。 

（平一七法七七・追加） 

（介護老人保健施設の管理） 

第九十五条 介護老人保健施設の開設者は、都道府県知事の承認を受けた医師に当

該介護老人保健施設を管理させなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、介護老人保健施設の開設者は、都道府県知事の承認

を受け、医師以外の者に当該介護老人保健施設を管理させることができる。 

（介護老人保健施設の基準） 

第九十六条 介護老人保健施設の開設者は、次条第三項に規定する介護老人保健施

設の設備及び運営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に応じて適切な

介護保健施設サービスを提供するとともに、自らその提供する介護保健施設サー

ビスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常に介護保健施設サ

ービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように努めなければならない。 

２ 介護老人保健施設の開設者は、介護保健施設サービスを受けようとする被保険

者から提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該

認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該介護保健施設サービスを提供す

るように努めなければならない。 

第九十七条 介護老人保健施設は、厚生労働省令で定めるところにより療養室、診

察室及び機能訓練室を有するほか、都道府県の条例で定める施設を有しなければ

ならない。 

２ 介護老人保健施設は、厚生労働省令で定める員数の医師及び看護師のほか、都

道府県の条例で定める員数の介護支援専門員及び介護その他の業務に従事する従

業者を有しなければならない。 

３ 前二項に規定するもののほか、介護老人保健施設の設備及び運営に関する基準

は、都道府県の条例で定める。 

４ 都道府県が前三項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については厚

生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生労
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働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 介護支援専門員及び介護その他の業務に従事する従業者並びにそれらの員数 

二 介護老人保健施設の運営に関する事項であって、入所する要介護者のサービ

スの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関連す

るものとして厚生労働省令で定めるもの 

５ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（介護保健施設サ

ービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ社

会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

６ 介護老人保健施設の開設者は、第九十九条第二項の規定による廃止又は休止の

届出をしたときは、当該届出の日の前日に当該介護保健施設サービスを受けてい

た者であって、当該廃止又は休止の日以後においても引き続き当該介護保健施設

サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居宅サービス等

が継続的に提供されるよう、他の介護老人保健施設の開設者その他関係者との連

絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

７ 介護老人保健施設の開設者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律

又はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しな

ければならない。 

（平一一法一六〇・平一三法一五三・平一七法七七・平二〇法四二・平二

三法三七・一部改正） 

（広告制限） 

第九十八条 介護老人保健施設に関しては、文書その他いかなる方法によるを問わ

ず、何人も次に掲げる事項を除くほか、これを広告してはならない。 

一 介護老人保健施設の名称、電話番号及び所在の場所を表示する事項 

二 介護老人保健施設に勤務する医師及び看護師の氏名 

三 前二号に掲げる事項のほか、厚生労働大臣の定める事項 

四 その他都道府県知事の許可を受けた事項 

２ 厚生労働大臣は、前項第三号に掲げる事項の広告の方法について、厚生労働省

令で定めるところにより、必要な定めをすることができる。 
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（平一一法一六〇・平一三法一五三・一部改正） 

（変更の届出等） 

第九十九条 介護老人保健施設の開設者は、第九十四条第二項の規定による許可に

係る事項を除き、当該介護老人保健施設の開設者の住所その他の厚生労働省令で

定める事項に変更があったとき、又は休止した当該介護老人保健施設を再開した

ときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日以内に、その旨を都道府県知

事に届け出なければならない。 

２ 介護老人保健施設の開設者は、当該介護老人保健施設を廃止し、又は休止しよ

うとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の

一月前までに、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（平一一法一六〇・平二〇法四二・一部改正） 

（都道府県知事等による連絡調整又は援助） 

第九十九条の二 都道府県知事又は市町村長は、介護老人保健施設の開設者による

第九十七条第六項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認め

るときは、当該介護老人保健施設の開設者及び他の介護老人保健施設の開設者そ

の他の関係者相互間の連絡調整又は当該介護老人保健施設の開設者及び当該関係

者に対する助言その他の援助を行うことができる。 

２ 厚生労働大臣は、同一の介護老人保健施設の開設者について二以上の都道府県

知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該介護老人保

健施設の開設者による第九十七条第六項に規定する便宜の提供が円滑に行われる

ため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又は当該介

護老人保健施設の開設者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地からの助

言その他の援助を行うことができる。 

（平二〇法四二・追加、平二三法三七・一部改正） 

（報告等） 

第百条 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、介護老人保健

施設の開設者、介護老人保健施設の管理者若しくは医師その他の従業者（以下「介

護老人保健施設の開設者等」という。）に対し報告若しくは診療録その他の帳簿
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書類の提出若しくは提示を命じ、介護老人保健施設の開設者等に対し出頭を求め、

又は当該職員に、介護老人保健施設の開設者等に対して質問させ、若しくは介護

老人保健施設、介護老人保健施設の開設者の事務所その他介護老人保健施設の運

営に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物

件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は立入検査について、同

条第四項の規定は、前項の規定による権限について準用する。 

３ 第一項の規定により、介護老人保健施設の開設者等に対し報告若しくは提出若

しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に介護老人保健施設の開

設者等に対し質問させ、若しくは介護老人保健施設に立入検査をさせた市町村長

は、当該介護老人保健施設につき次条、第百二条第一項、第百三条第三項又は第

百四条第一項の規定による処分が行われる必要があると認めるときは、理由を付

して、その旨を都道府県知事に通知しなければならない。 

（平一一法八七・平一七法七七・平二〇法四二・平二九法五二・一部改正） 

（設備の使用制限等） 

第百一条 都道府県知事は、介護老人保健施設が、第九十七条第一項に規定する療

養室、診察室及び機能訓練室並びに都道府県の条例で定める施設を有しなくなっ

たとき、又は同条第三項に規定する介護老人保健施設の設備及び運営に関する基

準（設備に関する部分に限る。）に適合しなくなったときは、当該介護老人保健

施設の開設者に対し、期間を定めて、その全部若しくは一部の使用を制限し、若

しくは禁止し、又は期限を定めて、修繕若しくは改築を命ずることができる。 

（平二三法三七・一部改正） 

（変更命令） 

第百二条 都道府県知事は、介護老人保健施設の管理者が介護老人保健施設の管理

者として不適当であると認めるときは、当該介護老人保健施設の開設者に対し、

期限を定めて、介護老人保健施設の管理者の変更を命ずることができる。 

２ 厚生労働大臣は、前項に規定する都道府県知事の権限に属する事務について、

介護老人保健施設に入所している者の生命又は身体の安全を確保するため緊急の
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必要があると認めるときは、都道府県知事に対し同項の事務を行うことを指示す

ることができる。 

（平一一法八七・平一一法一六〇・一部改正） 

（業務運営の勧告、命令等） 

第百三条 都道府県知事は、介護老人保健施設が、次の各号に掲げる場合に該当す

ると認めるときは、当該介護老人保健施設の開設者に対し、期限を定めて、それ

ぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 

一 その業務に従事する従業者の人員について第九十七条第二項の厚生労働省令

又は都道府県の条例で定める員数を満たしていない場合 当該厚生労働省令又

は都道府県の条例で定める員数を満たすこと。 

二 第九十七条第三項に規定する介護老人保健施設の設備及び運営に関する基準

（運営に関する部分に限る。）に適合していない場合 当該介護老人保健施設

の設備及び運営に関する基準に適合すること。 

三 第九十七条第六項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便

宜の提供を適正に行うこと。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け

た介護老人保健施設の開設者が、同項の期限内にこれに従わなかったときは、そ

の旨を公表することができる。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた介護老人保健施設の開設者

が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介護老

人保健施設の開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきこと

を命じ、又は期間を定めて、その業務の停止を命ずることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示

しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る介護保健施設サービスを行った介護老人保健施設に

ついて、第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、その旨

を当該介護老人保健施設の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。 

（平一七法七七・平二〇法四二・平二三法三七・一部改正） 
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（許可の取消し等） 

第百四条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該

介護老人保健施設に係る第九十四条第一項の許可を取り消し、又は期間を定めて

その許可の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 介護老人保健施設の開設者が、第九十四条第一項の許可を受けた後正当の理

由がないのに、六月以上その業務を開始しないとき。 

二 介護老人保健施設が、第九十四条第三項第四号から第五号の二まで、第十号

（第五号の三に該当する者のあるものであるときを除く。）又は第十一号（第

五号の三に該当する者のあるものであるときを除く。）のいずれかに該当する

に至ったとき。 

三 介護老人保健施設の開設者が、第九十七条第七項に規定する義務に違反した

と認められるとき。 

四 介護老人保健施設の開設者に犯罪又は医事に関する不正行為があったとき。 

五 第二十八条第五項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査

の結果について虚偽の報告をしたとき。 

六 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

七 介護老人保健施設の開設者等が、第百条第一項の規定により報告又は診療録

その他の帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の

報告をしたとき。 

八 介護老人保健施設の開設者等が、第百条第一項の規定により出頭を求められ

てこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答

弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。た

だし、介護老人保健施設の従業者がその行為をした場合において、その行為を

防止するため、当該介護老人保健施設の開設者又は管理者が相当の注意及び監

督を尽くしたときを除く。 

九 前各号に掲げる場合のほか、介護老人保健施設の開設者が、この法律その他

国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法

律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 
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十 前各号に掲げる場合のほか、介護老人保健施設の開設者が、居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十一 介護老人保健施設の開設者が法人である場合において、その役員又は当該

介護老人保健施設の管理者のうちに許可の取消し又は許可の全部若しくは一部

の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は

著しく不当な行為をした者があるとき。 

十二 介護老人保健施設の開設者が第九十四条第三項第一号の厚生労働大臣が定

める者のうち法人でないものである場合において、その管理者が許可の取消し

又は許可の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居

宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

２ 市町村は、第二十八条第五項の規定により委託した調査又は保険給付に係る介

護保健施設サービスを行った介護老人保健施設について、前項各号のいずれかに

該当すると認めるときは、その旨を当該介護老人保健施設の所在地の都道府県知

事に通知しなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、第一項に規定する都道府県知事の権限に属する事務について、

介護老人保健施設に入所している者の生命又は身体の安全を確保するため緊急の

必要があると認めるときは、都道府県知事に対し同項の事務を行うことを指示す

ることができる。 

（平一一法八七・平一一法一六〇・平一七法七七・平一九法一一〇・平二

〇法四二・平二三法三七・平二三法七二・平二九法五二・一部改正） 

（公示） 

第百四条の二 都道府県知事は、次に掲げる場合には、介護老人保健施設の開設者

の名称又は氏名、当該介護老人保健施設の所在地その他の厚生労働省令で定める

事項を公示しなければならない。 

一 第九十四条第一項の規定による許可をしたとき。 

二 第九十九条第二項の規定による廃止の届出があったとき。 

三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第九十四条第一項の

許可を取り消し、又は許可の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 
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（平二〇法四二・追加、平二九法五二・一部改正） 

（医療法の準用） 

第百五条 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第九条第二項の規定は、介護老

人保健施設の開設者について、同法第十五条第一項及び第三項の規定は、介護老

人保健施設の管理者について、同法第三十条の規定は、第百一条、第百二条第一

項、第百三条第三項及び第百四条第一項の規定による処分について準用する。こ

の場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平一一法八七・平一二法一四一・平一八法八三（平二〇法四二）・平二

〇法四二・平二九法五二・一部改正） 

（医療法との関係等） 

第百六条 介護老人保健施設は、医療法にいう病院又は診療所ではない。ただし、

同法及びこれに基づく命令以外の法令の規定（健康保険法、国民健康保険法その

他の法令の政令で定める規定を除く。）において「病院」又は「診療所」とある

のは、介護老人保健施設（政令で定める法令の規定にあっては、政令で定めるも

のを除く。）を含むものとする。 

（平二九法五二・一部改正） 

第三款 介護医療院 

（平二九法五二・追加） 

（開設許可） 

第百七条 介護医療院を開設しようとする者は、厚生労働省令で定めるところによ

り、都道府県知事の許可を受けなければならない。 

２ 介護医療院を開設した者が、当該介護医療院の入所定員その他厚生労働省令で

定める事項を変更しようとするときも、前項と同様とする。 

３ 都道府県知事は、前二項の許可の申請があった場合において、次の各号（前項

の申請にあっては、第二号又は第三号）のいずれかに該当するときは、前二項の

許可を与えることができない。 

一 当該介護医療院を開設しようとする者が、地方公共団体、医療法人、社会福

祉法人その他厚生労働大臣が定める者でないとき。 



179/651 

二 当該介護医療院が第百十一条第一項に規定する療養室、診察室、処置室及び

機能訓練室並びに都道府県の条例で定める施設又は同条第二項の厚生労働省令

及び都道府県の条例で定める人員を有しないとき。 

三 第百十一条第三項に規定する介護医療院の設備及び運営に関する基準に従っ

て適正な介護医療院の運営をすることができないと認められるとき。 

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなるまでの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

六 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の

刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

であるとき。 

七 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を

定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正

当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到

来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

八 申請者が、第百十四条の六第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定によ

り許可を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該

許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る

行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役

員又はその開設した介護医療院の管理者であった者で当該取消しの日から起算

して五年を経過しないものを含み、当該許可を取り消された者が第一号の厚生

労働大臣が定める者のうち法人でないものである場合においては、当該通知が

あった日前六十日以内に当該者の開設した介護医療院の管理者であった者で当

該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただ

し、当該許可の取消しが、介護医療院の許可の取消しのうち当該許可の取消し

の処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該介護医療
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院の開設者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実

に関して当該介護医療院の開設者が有していた責任の程度を考慮して、この号

本文に規定する許可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認め

られるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

九 申請者が、第百十四条の六第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定によ

る許可の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日

から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十三

条第二項の規定による廃止の届出をした者（当該廃止について相当の理由があ

る者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであると

き。 

十 申請者が、第百十四条の二第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決

定予定日（当該検査の結果に基づき第百十四条の六第一項の規定による許可の

取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として

厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行

われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をい

う。）までの間に第百十三条第二項の規定による廃止の届出をした者（当該廃

止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年

を経過しないものであるとき。 

十一 第九号に規定する期間内に第百十三条第二項の規定による廃止の届出があ

った場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る

法人（当該廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員若しくはその

開設した介護医療院の管理者又は当該届出に係る第一号の厚生労働大臣が定め

る者のうち法人でないもの（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）

の開設した介護医療院の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年

を経過しないものであるとき。 

十二 申請者が、許可の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく

不当な行為をした者であるとき。 

十三 申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から前号までのいずれかに



181/651 

該当する者のあるものであるとき。 

十四 申請者が、第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないもので、そ

の事業所を管理する者その他の政令で定める使用人のうちに第四号から第十二

号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

４ 都道府県知事は、営利を目的として、介護医療院を開設しようとする者に対し

ては、第一項の許可を与えないことができる。 

５ 都道府県知事は、第一項の許可又は第二項の許可（入所定員の増加に係るもの

に限る。以下この項及び次項において同じ。）の申請があった場合において、当

該申請に係る施設の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当

該都道府県が定める区域とする。）における介護医療院の入所定員の総数が、同

条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計画にお

いて定めるその区域の介護医療院の必要入所定員総数に既に達しているか、又は

当該申請に係る施設の開設若しくは入所定員の増加によってこれを超えることに

なると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険事業支援計画の達成に支障を

生ずるおそれがあると認めるときは、第一項の許可又は第二項の許可を与えない

ことができる。 

６ 都道府県知事は、第一項の許可又は第二項の許可をしようとするときは、関係

市町村長に対し、厚生労働省令で定める事項を通知し、相当の期間を指定して、

当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画との調整

を図る見地からの意見を求めなければならない。 

（平二九法五二・追加） 

（許可の更新） 

第百八条 前条第一項の許可は、六年ごとにその更新を受けなければ、その期間の

経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「許

可の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないと

きは、従前の許可は、許可の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 
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３ 前項の場合において、許可の更新がされたときは、その許可の有効期間は、従

前の許可の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の許可の更新について準用する。 

（平二九法五二・追加） 

（介護医療院の管理） 

第百九条 介護医療院の開設者は、都道府県知事の承認を受けた医師に当該介護医

療院を管理させなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、介護医療院の開設者は、都道府県知事の承認を受け、

医師以外の者に当該介護医療院を管理させることができる。 

（平二九法五二・追加） 

（介護医療院の基準） 

第百十条 介護医療院の開設者は、次条第三項に規定する介護医療院の設備及び運

営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に応じて適切な介護医療院サー

ビスを提供するとともに、自らその提供する介護医療院サービスの質の評価を行

うことその他の措置を講ずることにより常に介護医療院サービスを受ける者の立

場に立ってこれを提供するように努めなければならない。 

２ 介護医療院の開設者は、介護医療院サービスを受けようとする被保険者から提

示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査

会意見に配慮して、当該被保険者に当該介護医療院サービスを提供するように努

めなければならない。 

（平二九法五二・追加） 

第百十一条 介護医療院は、厚生労働省令で定めるところにより療養室、診察室、

処置室及び機能訓練室を有するほか、都道府県の条例で定める施設を有しなけれ

ばならない。 

２ 介護医療院は、厚生労働省令で定める員数の医師及び看護師のほか、都道府県

の条例で定める員数の介護支援専門員及び介護その他の業務に従事する従業者を

有しなければならない。 

３ 前二項に規定するもののほか、介護医療院の設備及び運営に関する基準は、都
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道府県の条例で定める。 

４ 都道府県が前三項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については厚

生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生労

働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 介護支援専門員及び介護その他の業務に従事する従業者並びにそれらの員数 

二 介護医療院の運営に関する事項であって、入所する要介護者のサービスの適

切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関連するもの

として厚生労働省令で定めるもの 

５ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（介護医療院サー

ビスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ社会

保障審議会の意見を聴かなければならない。 

６ 介護医療院の開設者は、第百十三条第二項の規定による廃止又は休止の届出を

したときは、当該届出の日の前日に当該介護医療院サービスを受けていた者であ

って、当該廃止又は休止の日以後においても引き続き当該介護医療院サービスに

相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居宅サービス等が継続的に

提供されるよう、他の介護医療院の開設者その他関係者との連絡調整その他の便

宜の提供を行わなければならない。 

７ 介護医療院の開設者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又はこ

の法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなければ

ならない。 

（平二九法五二・追加） 

（広告制限） 

第百十二条 介護医療院に関しては、文書その他いかなる方法によるを問わず、何

人も次に掲げる事項を除くほか、これを広告してはならない。 

一 介護医療院の名称、電話番号及び所在の場所を表示する事項 

二 介護医療院に勤務する医師及び看護師の氏名 

三 前二号に掲げる事項のほか、厚生労働大臣の定める事項 

四 その他都道府県知事の許可を受けた事項 
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２ 厚生労働大臣は、前項第三号に掲げる事項の広告の方法について、厚生労働省

令で定めるところにより、必要な定めをすることができる。 

（平二九法五二・追加） 

（変更の届出等） 

第百十三条 介護医療院の開設者は、第百七条第二項の規定による許可に係る事項

を除き、当該介護医療院の開設者の住所その他の厚生労働省令で定める事項に変

更があったとき、又は休止した当該介護医療院を再開したときは、厚生労働省令

で定めるところにより、十日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければな

らない。 

２ 介護医療院の開設者は、当該介護医療院を廃止し、又は休止しようとするとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の一月前までに、

その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（平二九法五二・追加） 

（都道府県知事等による連絡調整又は援助） 

第百十四条 都道府県知事又は市町村長は、介護医療院の開設者による第百十一条

第六項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認めるときは、

当該介護医療院の開設者及び他の介護医療院の開設者その他の関係者相互間の連

絡調整又は当該介護医療院の開設者及び当該関係者に対する助言その他の援助を

行うことができる。 

２ 厚生労働大臣は、同一の介護医療院の開設者について二以上の都道府県知事が

前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該介護医療院の開設

者による第百十一条第六項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があ

ると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又は当該介護医療院の開

設者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地からの助言その他の援助を行

うことができる。 

（平二九法五二・追加） 

（報告等） 

第百十四条の二 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、介護
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医療院の開設者、介護医療院の管理者若しくは医師その他の従業者（以下「介護

医療院の開設者等」という。）に対し報告若しくは診療録その他の帳簿書類の提

出若しくは提示を命じ、介護医療院の開設者等に対し出頭を求め、又は当該職員

に、介護医療院の開設者等に対して質問させ、若しくは介護医療院、介護医療院

の開設者の事務所その他介護医療院の運営に関係のある場所に立ち入り、その設

備若しくは診療録、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は立入検査について、同

条第四項の規定は、前項の規定による権限について準用する。 

３ 第一項の規定により、介護医療院の開設者等に対し報告若しくは提出若しくは

提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に介護医療院の開設者等に対し

質問させ、若しくは介護医療院に立入検査をさせた市町村長は、当該介護医療院

につき次条、第百十四条の四第一項、第百十四条の五第三項又は第百十四条の六

第一項の規定による処分が行われる必要があると認めるときは、理由を付して、

その旨を都道府県知事に通知しなければならない。 

（平二九法五二・追加） 

（設備の使用制限等） 

第百十四条の三 都道府県知事は、介護医療院が、第百十一条第一項に規定する療

養室、診察室、処置室及び機能訓練室並びに都道府県の条例で定める施設を有し

なくなったとき、又は同条第三項に規定する介護医療院の設備及び運営に関する

基準（設備に関する部分に限る。）に適合しなくなったときは、当該介護医療院

の開設者に対し、期間を定めて、その全部若しくは一部の使用を制限し、若しく

は禁止し、又は期限を定めて、修繕若しくは改築を命ずることができる。 

（平二九法五二・追加） 

（変更命令） 

第百十四条の四 都道府県知事は、介護医療院の管理者が介護医療院の管理者とし

て不適当であると認めるときは、当該介護医療院の開設者に対し、期限を定めて、

介護医療院の管理者の変更を命ずることができる。 

２ 厚生労働大臣は、前項に規定する都道府県知事の権限に属する事務について、
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介護医療院に入所している者の生命又は身体の安全を確保するため緊急の必要が

あると認めるときは、都道府県知事に対し同項の事務を行うことを指示すること

ができる。 

（平二九法五二・追加） 

（業務運営の勧告、命令等） 

第百十四条の五 都道府県知事は、介護医療院が、次の各号に掲げる場合に該当す

ると認めるときは、当該介護医療院の開設者に対し、期限を定めて、それぞれ当

該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 

一 その業務に従事する従業者の人員について第百十一条第二項の厚生労働省令

又は都道府県の条例で定める員数を満たしていない場合 当該厚生労働省令又

は都道府県の条例で定める員数を満たすこと。 

二 第百十一条第三項に規定する介護医療院の設備及び運営に関する基準（運営

に関する部分に限る。）に適合していない場合 当該介護医療院の設備及び運

営に関する基準に適合すること。 

三 第百十一条第六項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便

宜の提供を適正に行うこと。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け

た介護医療院の開設者が、同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を

公表することができる。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた介護医療院の開設者が、正

当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介護医療院の

開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命じ、又は

期間を定めて、その業務の停止を命ずることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示

しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る介護医療院サービスを行った介護医療院について、

第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を当該介

護医療院の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。 
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（平二九法五二・追加） 

（許可の取消し等） 

第百十四条の六 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、

当該介護医療院に係る第百七条第一項の許可（以下この条において「許可」とい

う。）を取り消し、又は期間を定めてその許可の全部若しくは一部の効力を停止

することができる。 

一 介護医療院の開設者が、許可を受けた後正当な理由がなく、六月以上その業

務を開始しないとき。 

二 介護医療院が、第百七条第三項第四号から第六号まで、第十三号（第七号に

該当する者のあるものであるときを除く。）又は第十四号（第七号に該当する

者のあるものであるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

三 介護医療院の開設者が、第百十一条第七項に規定する義務に違反したと認め

られるとき。 

四 介護医療院の開設者に犯罪又は医事に関する不正行為があったとき。 

五 第二十八条第五項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査

の結果について虚偽の報告をしたとき。 

六 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

七 介護医療院の開設者等が、第百十四条の二第一項の規定により報告又は診療

録その他の帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽

の報告をしたとき。 

八 介護医療院の開設者等が、第百十四条の二第一項の規定により出頭を求めら

れてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の

答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。

ただし、介護医療院の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止

するため、当該介護医療院の開設者又は管理者が相当の注意及び監督を尽くし

たときを除く。 

九 前各号に掲げる場合のほか、介護医療院の開設者が、この法律その他国民の

保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基
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づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、介護医療院の開設者が、居宅サービス等に関し

不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十一 介護医療院の開設者が法人である場合において、その役員又は当該介護医

療院の管理者のうちに許可の取消し又は許可の全部若しくは一部の効力の停止

をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な

行為をした者があるとき。 

十二 介護医療院の開設者が第百七条第三項第一号の厚生労働大臣が定める者の

うち法人でないものである場合において、その管理者が許可の取消し又は許可

の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービ

ス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

２ 市町村は、第二十八条第五項の規定により委託した調査又は保険給付に係る介

護医療院サービスを行った介護医療院について、前項各号のいずれかに該当する

と認めるときは、その旨を当該介護医療院の所在地の都道府県知事に通知しなけ

ればならない。 

３ 厚生労働大臣は、第一項に規定する都道府県知事の権限に属する事務について、

介護医療院に入所している者の生命又は身体の安全を確保するため緊急の必要が

あると認めるときは、都道府県知事に対し同項の事務を行うことを指示すること

ができる。 

（平二九法五二・追加） 

（公示） 

第百十四条の七 都道府県知事は、次に掲げる場合には、介護医療院の開設者の名

称又は氏名、当該介護医療院の所在地その他の厚生労働省令で定める事項を公示

しなければならない。 

一 第百七条第一項の規定による許可をしたとき。 

二 第百十三条第二項の規定による廃止の届出があったとき。 

三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第百七条第一項の許

可を取り消し、又は許可の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 
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（平二九法五二・追加） 

（医療法の準用） 

第百十四条の八 医療法第九条第二項の規定は、介護医療院の開設者について、同

法第十五条第一項及び第三項の規定は、介護医療院の管理者について、同法第三

十条の規定は、第百十四条の三、第百十四条の四第一項、第百十四条の五第三項

及び第百十四条の六第一項の規定による処分について準用する。この場合におい

て、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平二九法五二・追加） 

（医療法との関係等） 

第百十五条 介護医療院は、医療法にいう病院又は診療所ではない。ただし、同法

及びこれに基づく命令以外の法令の規定（健康保険法、国民健康保険法その他の

法令の政令で定める規定を除く。）において「病院」又は「診療所」とあるのは、

介護医療院（政令で定める法令の規定にあっては、政令で定めるものを除く。）

を含むものとする。 

２ 介護医療院の開設者は、医療法第三条第一項の規定にかかわらず、当該介護医

療院の名称中に介護医療院という文字を用いることができる。 

（平二九法五二・追加） 

第六節 指定介護予防サービス事業者 

（平一七法七七・追加） 

（指定介護予防サービス事業者の指定） 

第百十五条の二 第五十三条第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところに

より、介護予防サービス事業を行う者の申請により、介護予防サービスの種類及

び当該介護予防サービスの種類に係る介護予防サービス事業を行う事業所（以下

この節において「事業所」という。）ごとに行う。 

２ 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、次の各号（病院等により

行われる介護予防居宅療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる介護

予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーシ

ョン若しくは介護予防短期入所療養介護に係る指定の申請にあっては、第六号の
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二、第六号の三、第十号の二及び第十二号を除く。）のいずれかに該当するとき

は、第五十三条第一項本文の指定をしてはならない。 

一 申請者が都道府県の条例で定める者でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の

四第一項の都道府県の条例で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員

数を満たしていないとき。 

三 申請者が、第百十五条の四第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの

事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護予防サービス事業の運営

をすることができないと認められるとき。 

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなるまでの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰

金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまで

の者であるとき。 

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義

務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日か

ら正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限

の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、

第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（介護

予防特定施設入居者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消し

の日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人であ

る場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による

通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日
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から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人

でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該

事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないも

のを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービ

ス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及

び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業

務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介

護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定

する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるもの

として厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（介

護予防特定施設入居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消

しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人で

ある場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定によ

る通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの

日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法

人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当

該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しない

ものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サー

ビス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実

及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による

業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定

介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規

定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるも

のとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の九第一項又は第百十五

条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算し
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て五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サ

ービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事

実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者によ

る業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指

定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に

規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められる

ものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

七 申請者が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定によ

る指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日

から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五

条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止につい

て相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過し

ないものであるとき。 

七の二 申請者が、第百十五条の七第一項の規定による検査が行われた日から聴

聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十五条の九第一項の規定による指

定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日と

して厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査

が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日を

いう。）までの間に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をし

た者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の

日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

八 第七号に規定する期間内に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の

届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届

出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役

員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理

由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五

年を経過しないものであるとき。 

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不
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当な行為をした者であるとき。 

十 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、

法人で、その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第七号から前号までの

いずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十の二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、法人で、その役員等のうちに第四号から第五号の三まで、第六号の二又は

第七号から第九号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第六号まで又は第七号から

第九号までのいずれかに該当する者であるとき。 

十二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第五号の三まで、第六号の

二又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者であるとき。 

３ 都道府県が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基

準に従い定めるものとする。 

４ 関係市町村長は、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県知事に対し、

第五十三条第一項本文の指定について、当該指定をしようとするときは、あらか

じめ、当該関係市町村長にその旨を通知するよう求めることができる。この場合

において、当該都道府県知事は、その求めに応じなければならない。 

５ 関係市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、厚生労働省令で定め

るところにより、第五十三条第一項本文の指定に関し、都道府県知事に対し、当

該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画との調整を

図る見地からの意見を申し出ることができる。 

６ 都道府県知事は、前項の意見を勘案し、第五十三条第一項本文の指定を行うに

当たって、当該事業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付するこ

とができる。 

（平一七法七七・追加、平一九法一一〇・平二〇法四二・平二三法三七・

平二三法七二・平二九法五二・一部改正） 
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（共生型介護予防サービス事業者の特例） 

第百十五条の二の二 介護予防短期入所生活介護その他厚生労働省令で定める介護

予防サービスに係る事業所について、児童福祉法第二十一条の五の三第一項の指

定（当該事業所により行われる介護予防サービスの種類に応じて厚生労働省令で

定める種類の障害児通所支援に係るものに限る。）又は障害者総合支援法第二十

九条第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定（当該事業所により行われる介

護予防サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種類の障害福祉サービスに

係るものに限る。）を受けている者から当該事業所に係る前条第一項（第百十五

条の十一において準用する第七十条の二第四項において準用する場合を含む。）

の申請があった場合において、次の各号のいずれにも該当するときにおける前条

第二項（第百十五条の十一において準用する第七十条の二第四項において準用す

る場合を含む。以下この項において同じ。）の規定の適用については、前条第二

項第二号中「第百十五条の四第一項の」とあるのは「次条第一項第一号の指定介

護予防サービスに従事する従業者に係る」と、「同項」とあるのは「同号」と、

同項第三号中「第百十五条の四第二項」とあるのは「次条第一項第二号」とする。

ただし、申請者が、厚生労働省令で定めるところにより、別段の申出をしたとき

は、この限りでない。 

一 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、指定介護予防

サービスに従事する従業者に係る都道府県の条例で定める基準及び都道府県の

条例で定める員数を満たしていること。 

二 申請者が、都道府県の条例で定める指定介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準及び指定介護予防サービスの事業の設

備及び運営に関する基準に従って適正な介護予防サービス事業の運営をするこ

とができると認められること。 

２ 都道府県が前項各号の条例を定めるに当たっては、第一号から第三号までに掲

げる事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第四号に

掲げる事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、

その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 
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一 指定介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 指定介護予防サービスの事業に係る居室の床面積 

三 指定介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要支援

者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に

密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

四 指定介護予防サービスの事業に係る利用定員 

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定介護予防サ

ービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ社

会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 第一項の場合において、同項に規定する者が同項の申請に係る第五十三条第一

項本文の指定を受けたときは、その者に対しては、第百十五条の四第二項から第

四項までの規定は適用せず、次の表の上欄に掲げる規定の適用については、これ

らの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。 

第五十三条

第六項 

第百十五条の四第二項 第百十五条の二の二第一項第二号 

第百十五条

の三第一項 

次条第二項 前条第一項第二号 

第百十五条

の四第一項 

都道府県の条例で定める

基準に従い 

第百十五条の二の二第一項第一号の指定

介護予防サービスに従事する従業者に係

る都道府県の条例で定める基準に従い同

号の 

第百十五条

の八第一項

第二号 

第百十五条の四第一項の 第百十五条の二の二第一項第一号の指定

介護予防サービスに従事する従業者に係

る 

同項 同号 

第百十五条

の八第一項

第三号 

第百十五条の四第二項 第百十五条の二の二第一項第二号 
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第百十五条

の九第一項

第三号 

第百十五条の四第一項の 第百十五条の二の二第一項第一号の指定

介護予防サービスに従事する従業者に係

る 

同項 同号 

第百十五条

の九第一項

第四号 

第百十五条の四第二項 第百十五条の二の二第一項第二号 

５ 第一項に規定する者であって、同項の申請に係る第五十三条第一項本文の指定

を受けたものから、児童福祉法第二十一条の五の三第一項に規定する指定通所支

援の事業（当該指定に係る事業所において行うものに限る。）について同法第二

十一条の五の二十第四項の規定による事業の廃止若しくは休止の届出があったと

き又は障害者総合支援法第二十九条第一項に規定する指定障害福祉サービスの事

業（当該指定に係る事業所において行うものに限る。）について障害者総合支援

法第四十六条第二項の規定による事業の廃止若しくは休止の届出があったときは、

当該指定に係る指定介護予防サービスの事業について、第百十五条の五第二項の

規定による事業の廃止又は休止の届出があったものとみなす。 

（平二九法五二・追加） 

（指定介護予防サービスの事業の基準） 

第百十五条の三 指定介護予防サービス事業者は、次条第二項に規定する指定介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定

介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従い、要支援者の心身の

状況等に応じて適切な指定介護予防サービスを提供するとともに、自らその提供

する指定介護予防サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることによ

り常に指定介護予防サービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように努

めなければならない。 

２ 指定介護予防サービス事業者は、指定介護予防サービスを受けようとする被保

険者から提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当

該認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定介護予防サービスを提供
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するように努めなければならない。 

（平一七法七七・追加） 

第百十五条の四 指定介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、

都道府県の条例で定める基準に従い都道府県の条例で定める員数の当該指定介護

予防サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準及び指定介護予防サービスの事業の設備及び運営

に関する基準は、都道府県の条例で定める。 

３ 都道府県が前二項の条例を定めるに当たっては、第一号から第三号までに掲げ

る事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第四号に掲

げる事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、そ

の他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 指定介護予防サービスの事業に係る居室、療養室及び病室の床面積 

三 指定介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要支援

者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に

密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

四 指定介護予防サービスの事業に係る利用定員 

４ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定介護予防サ

ービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ社

会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 指定介護予防サービス事業者は、次条第二項の規定による事業の廃止又は休止

の届出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該指定介護予防サービスを受

けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該

指定介護予防サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居

宅サービス等が継続的に提供されるよう、指定介護予防支援事業者、他の指定介

護予防サービス事業者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなけ

ればならない。 
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６ 指定介護予防サービス事業者は、要支援者の人格を尊重するとともに、この法

律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要支援者のため忠実にその職務を遂行し

なければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・平二三法三七・一部改正） 

（変更の届出等） 

第百十五条の五 指定介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及

び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当

該指定介護予防サービスの事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところ

により、十日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 指定介護予防サービス事業者は、当該指定介護予防サービスの事業を廃止し、

又は休止しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又

は休止の日の一月前までに、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・一部改正） 

（都道府県知事等による連絡調整又は援助） 

第百十五条の六 都道府県知事又は市町村長は、指定介護予防サービス事業者によ

る第百十五条の四第五項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要がある

と認めるときは、当該指定介護予防サービス事業者及び指定介護予防支援事業者、

他の指定介護予防サービス事業者その他の関係者相互間の連絡調整又は当該指定

介護予防サービス事業者及び当該関係者に対する助言その他の援助を行うことが

できる。 

２ 厚生労働大臣は、同一の指定介護予防サービス事業者について二以上の都道府

県知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定介護

予防サービス事業者による第百十五条の四第五項に規定する便宜の提供が円滑に

行われるため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又

は当該指定介護予防サービス事業者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見

地からの助言その他の援助を行うことができる。 

（平二〇法四二・追加、平二三法三七・一部改正） 

（報告等） 
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第百十五条の七 都道府県知事又は市町村長は、介護予防サービス費の支給に関し

て必要があると認めるときは、指定介護予防サービス事業者若しくは指定介護予

防サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者

（以下この項において「指定介護予防サービス事業者であった者等」という。）

に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定介護予防サービ

ス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定介護予防サービス

事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、

若しくは当該指定介護予防サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その

他指定介護予防サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは

帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の六繰下・一部改正） 

（勧告、命令等） 

第百十五条の八 都道府県知事は、指定介護予防サービス事業者が、次の各号に掲

げる場合に該当すると認めるときは、当該指定介護予防サービス事業者に対し、

期限を定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することが

できる。 

一 第百十五条の二第六項の規定により当該指定を行うに当たって付された条件

に従わない場合 当該条件に従うこと。 

二 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第百十

五条の四第一項の都道府県の条例で定める基準又は同項の都道府県の条例で定

める員数を満たしていない場合 当該都道府県の条例で定める基準又は当該都

道府県の条例で定める員数を満たすこと。 

三 第百十五条の四第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備

及び運営に関する基準に従って適正な指定介護予防サービスの事業の運営をし

ていない場合 当該指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支
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援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関す

る基準に従って適正な指定介護予防サービスの事業の運営をすること。 

四 第百十五条の四第五項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当

該便宜の提供を適正に行うこと。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け

た指定介護予防サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、そ

の旨を公表することができる。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定介護予防サービス事業

者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定

介護予防サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示

しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る指定介護予防サービスを行った指定介護予防サービ

ス事業者について、第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるとき

は、その旨を当該指定に係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければな

らない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の七繰下・一部改正、

平二三法三七・平二九法五二・一部改正） 

（指定の取消し等） 

第百十五条の九 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、

当該指定介護予防サービス事業者に係る第五十三条第一項本文の指定を取り消し、

又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の二第二項第四号から第五号の

二まで、第十号（第五号の三に該当する者のあるものであるときを除く。）、

第十号の二（第五号の三に該当する者のあるものであるときを除く。）、第十

一号（第五号の三に該当する者であるときを除く。）又は第十二号（第五号の

三に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 
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二 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の二第六項の規定により当該指

定を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。 

三 指定介護予防サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若し

くは技能又は人員について、第百十五条の四第一項の都道府県の条例で定める

基準又は同項の都道府県の条例で定める員数を満たすことができなくなったと

き。 

四 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の四第二項に規定する指定介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指

定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護予

防サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。 

五 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の四第六項に規定する義務に違

反したと認められるとき。 

六 介護予防サービス費の請求に関し不正があったとき。 

七 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の七第一項の規定により報告又

は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告を

したとき。 

八 指定介護予防サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第百十

五条の七第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定によ

る質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検

査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従

業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定介護

予防サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

九 指定介護予防サービス事業者が、不正の手段により第五十三条第一項本文の

指定を受けたとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防サービス事業者が、この法律その

他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの

法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防サービス事業者が、居宅サービ
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ス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十二 指定介護予防サービス事業者が法人である場合において、その役員等のう

ちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとすると

き前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があ

るとき。 

十三 指定介護予防サービス事業者が法人でない事業所である場合において、そ

の管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようと

するとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした

者であるとき。 

２ 市町村は、保険給付に係る指定介護予防サービスを行った指定介護予防サービ

ス事業者について、前項各号のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を当

該指定に係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。 

（平一七法七七・追加、平一九法一一〇・一部改正、平二〇法四二・旧第

百十五条の八繰下・一部改正、平二三法三七・平二三法七二・平二九法五

二・一部改正） 

（公示） 

第百十五条の十 都道府県知事は、次に掲げる場合には、当該指定介護予防サービ

ス事業者の名称又は氏名、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚生労働省令

で定める事項を公示しなければならない。 

一 第五十三条第一項本文の指定をしたとき。 

二 第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 

三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第五十三条第一項本

文の指定を取り消し、又は指定の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の九繰下・一部改正） 

（準用） 

第百十五条の十一 第七十条の二、第七十一条及び第七十二条の規定は、第五十三

条第一項本文の指定について準用する。この場合において、第七十条の二第四項

中「前条」とあるのは、「第百十五条の二」と読み替えるものとするほか、必要
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な技術的読替えは、政令で定める。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の十繰下、平二三法

七二・平二九法五二・一部改正） 

第七節 指定地域密着型介護予防サービス事業者 

（平一七法七七・追加） 

（指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定） 

第百十五条の十二 第五十四条の二第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めると

ころにより、地域密着型介護予防サービス事業を行う者の申請により、地域密着

型介護予防サービスの種類及び当該地域密着型介護予防サービスの種類に係る地

域密着型介護予防サービス事業を行う事業所（以下この節において「事業所」と

いう。）ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護

保険の被保険者（特定地域密着型介護予防サービスに係る指定にあっては、当該

市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適

用居宅要支援被保険者を含む。）に対する地域密着型介護予防サービス費及び特

例地域密着型介護予防サービス費の支給について、その効力を有する。 

２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、第五十四条の二第一項本文の指定をしてはならない。 

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の

十四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める

員数又は同条第五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従

業者に関する基準を満たしていないとき。 

三 申請者が、第百十五条の十四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は

指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って

適正な地域密着型介護予防サービス事業の運営をすることができないと認めら

れるとき。 

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所
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在地の市町村長の同意を得ていないとき。 

四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなるまでの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰

金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまで

の者であるとき。 

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義

務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日か

ら正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限

の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（介

護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取

消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人

である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定に

よる通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消し

の日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が

法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に

当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しな

いものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型

介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由

となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護予

防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当

該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有していた責任

の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととす
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ることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当

する場合を除く。 

六の二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により

指定（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、

その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者

が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の

規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該

取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消され

た者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日

以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経

過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域

密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分

の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型

介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その

他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有してい

た責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこ

ととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるもの

に該当する場合を除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の十九（第二号から第五

号までを除く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算し

て五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型

介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由

となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護予

防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当

該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有していた責任

の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととす

ることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当
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する場合を除く。 

七 申請者が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定によ

る指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日

から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五

条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止につ

いて相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過

しないものであるとき。 

七の二 前号に規定する期間内に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃

止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当

該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）

の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当

の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算し

て五年を経過しないものであるとき。 

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

九 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前三号のいず

れかに該当する者のあるものであるとき。 

十 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、法人で、その役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二

又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号

から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 

十二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六

号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 

３ 市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準
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に従い定めるものとする。 

４ 市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当

するときは、第五十四条の二第一項本文の指定をしないことができる。 

一 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、第百十五条の十九第二号から第五号までの規定により指定（介護予防認知

症対応型共同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日か

ら起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合

においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知が

あった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起

算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない

事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所

の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含

む。）であるとき。 

一の二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、第百十五条の十九第二号から第五号までの規定により指定（介護予

防認知症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消し

の日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人であ

る場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による

通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日

から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人

でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該

事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないも

のを含む。）であるとき。 

一の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の十九第二号から第五号

までの規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過

していないとき。 

二 申請者が、第百十五条の十九第二号から第五号までの規定による指定の取消

しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分
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をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五条の十五第二

項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理

由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないもので

あるとき。 

二の二 申請者が、第百十五条の十七第一項の規定による検査が行われた日から

聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十五条の十九の規定による指定

の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日とし

て厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行わ

れた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）

までの間に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者

（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日か

ら起算して五年を経過しないものであるとき。 

二の三 第二号に規定する期間内に第百十五条の十五第二項の規定による事業の

廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に

当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）

の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当

の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算し

て五年を経過しないものであるとき。 

三 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、法人で、その役員等のうちに第一号又は前三号のいずれかに該当する者の

あるものであるとき。 

四 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、法人で、その役員等のうちに第一号の二又は第二号から第二号の三までの

いずれかに該当する者のあるものであるとき。 

五 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、法人でない事業所で、その管理者が第一号又は第二号から第二号の三まで

のいずれかに該当する者であるとき。 

六 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）
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が、法人でない事業所で、その管理者が第一号の二又は第二号から第二号の三

までのいずれかに該当する者であるとき。 

５ 市町村長は、第五十四条の二第一項本文の指定を行おうとするときは、あらか

じめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させる

ために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

６ 市町村長は、第五十四条の二第一項本文の指定を行うに当たって、当該事業の

適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 

７ 第七十八条の二第九項から第十一項までの規定は、第五十四条の二第一項本文

の指定について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的

読替えは、政令で定める。 

（平一七法七七・追加、平一九法一一〇・一部改正、平二〇法四二・旧第

百十五条の十一繰下・一部改正、平二三法三七・平二三法七二・平二六法

八三・一部改正） 

（共生型地域密着型介護予防サービス事業者の特例） 

第百十五条の十二の二 厚生労働省令で定める地域密着型介護予防サービスに係る

事業所について、児童福祉法第二十一条の五の三第一項の指定（当該事業所によ

り行われる地域密着型介護予防サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種

類の障害児通所支援に係るものに限る。）又は障害者総合支援法第二十九条第一

項の指定障害福祉サービス事業者の指定（当該事業所により行われる地域密着型

介護予防サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種類の障害福祉サービス

に係るものに限る。）を受けている者から当該事業所に係る前条第一項（第百十

五条の二十一において準用する第七十条の二第四項において準用する場合を含

む。）の申請があった場合において、次の各号のいずれにも該当するときにおけ

る前条第二項（第百十五条の二十一において準用する第七十条の二第四項におい

て準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定の適用については、

前条第二項第二号中「第百十五条の十四第一項の」とあるのは「次条第一項第一

号の指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に係る」と、「若しくは

同項」とあるのは「又は同号」と、「員数又は同条第五項に規定する指定地域密
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着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準」とあるのは「員数」と、

同項第三号中「第百十五条の十四第二項又は第五項」とあるのは「次条第一項第

二号」とする。ただし、申請者が、厚生労働省令で定めるところにより、別段の

申出をしたときは、この限りでない。 

一 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、指定地域密着

型介護予防サービスに従事する従業者に係る市町村の条例で定める基準及び市

町村の条例で定める員数を満たしていること。 

二 申請者が、市町村の条例で定める指定地域密着型介護予防サービスに係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準並びに指定地域密着型介護予

防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型介護

予防サービス事業の運営をすることができると認められること。 

２ 市町村が前項各号の条例を定めるに当たっては、第一号から第四号までに掲げ

る事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第五号に掲

げる事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、そ

の他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業

者の員数 

二 指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る居室の床面積 

三 介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型通所介護の事業

に係る利用定員 

四 指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利用

する要支援者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密

の保持に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

五 指定地域密着型介護予防サービスの事業（第三号に規定する事業を除く。）

に係る利用定員 

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定地域密着型

介護予防サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あ

らかじめ社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 
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４ 第一項の場合において、同項に規定する者が同項の申請に係る第五十四条の二

第一項本文の指定を受けたときは、その者に対しては、第百十五条の十四第二項

から第六項までの規定は適用せず、次の表の上欄に掲げる規定の適用については、

これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句と

する。 

第五十四条

の二第八項 

第百十五条の十四第二項

又は第五項 

第百十五条の十二の二第一項第二号 

第百十五条

の十三第一

項 

次条第二項又は第五項 前条第一項第二号 

第百十五条

の十四第一

項 

市町村の条例で定める基

準に従い 

第百十五条の十二の二第一項第一号の指

定地域密着型介護予防サービスに従事す

る従業者に係る市町村の条例で定める基

準に従い同号の 

第百十五条

の十八第一

項第二号 

第百十五条の十四第一項

の 

第百十五条の十二の二第一項第一号の指

定地域密着型介護予防サービスに従事す

る従業者に係る 

若しくは同項 又は同号 

 員数又は同条第五項に規

定する指定地域密着型介

護予防サービスに従事す

る従業者に関する基準 

員数 

 若しくは当該市町村 又は当該市町村 

 員数又は当該指定地域密

着型介護予防サービスに

従事する従業者に関する

基準 

員数 

第百十五条 第百十五条の十四第二項 第百十五条の十二の二第一項第二号 
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の十八第一

項第三号 

又は第五項 

第百十五条

の十九第四

号 

第百十五条の十四第一項

の 

第百十五条の十二の二第一項第一号の指

定地域密着型介護予防サービスに従事す

る従業者に係る 

 若しくは同項 又は同号 

 員数又は同条第五項に規

定する指定地域密着型介

護予防サービスに従事す

る従業者に関する基準 

員数 

第百十五条

の十九第五

号 

第百十五条の十四第二項

又は第五項 

第百十五条の十二の二第一項第二号 

５ 第一項に規定する者であって、同項の申請に係る第五十四条の二第一項本文の

指定を受けたものは、児童福祉法第二十一条の五の三第一項に規定する指定通所

支援の事業（当該指定に係る事業所において行うものに限る。）又は障害者総合

支援法第二十九条第一項に規定する指定障害福祉サービスの事業（当該指定に係

る事業所において行うものに限る。）を廃止し、又は休止しようとするときは、

厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の一月前までに、そ

の旨を当該指定を行った市町村長に届け出なければならない。この場合において、

当該届出があったときは、当該指定に係る指定地域密着型介護予防サービスの事

業について、第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃止又は休止の届出が

あったものとみなす。 

（平二九法五二・追加） 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業の基準） 

第百十五条の十三 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、次条第二項又は第

五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及
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び運営に関する基準に従い、要支援者の心身の状況等に応じて適切な指定地域密

着型介護予防サービスを提供するとともに、自らその提供する指定地域密着型介

護予防サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常に指定

地域密着型介護予防サービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように努

めなければならない。 

２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サービス

を受けようとする被保険者から提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載

されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定地

域密着型介護予防サービスを提供するように努めなければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の十二繰下・一部改

正、平二三法三七・一部改正） 

第百十五条の十四 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事

業所ごとに、市町村の条例で定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該

指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービス

の事業の設備及び運営に関する基準は、市町村の条例で定める。 

３ 市町村が前二項の条例を定めるに当たっては、第一号から第四号までに掲げる

事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第五号に掲げ

る事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものとし、その

他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業

者の員数 

二 指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る居室の床面積 

三 介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型通所介護の事業

に係る利用定員 

四 指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利用

する要支援者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密
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の保持に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

五 指定地域密着型介護予防サービスの事業（第三号に規定する事業を除く。）

に係る利用定員 

４ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定地域密着型

介護予防サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あ

らかじめ社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 市町村は、第三項の規定にかかわらず、同項第一号から第四号までに掲げる事

項については、厚生労働省令で定める範囲内で、当該市町村における指定地域密

着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定

地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準を定めることが

できる。 

６ 市町村は、前項の当該市町村における指定地域密着型介護予防サービスに従事

する従業者に関する基準並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービス

の事業の設備及び運営に関する基準を定めようとするときは、あらかじめ、当該

市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させ、及び学識経

験を有する者の知見の活用を図るために必要な措置を講じなければならない。 

７ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、次条第二項の規定による事業の廃

止又は休止の届出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該指定地域密着型

介護予防サービスを受けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後に

おいても引き続き当該指定地域密着型介護予防サービスに相当するサービスの提

供を希望する者に対し、必要な居宅サービス等が継続的に提供されるよう、指定

介護予防支援事業者、他の指定地域密着型介護予防サービス事業者その他関係者

との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

８ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、要支援者の人格を尊重するととも

に、この法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要支援者のため忠実にその職

務を遂行しなければならない。 
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（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の十三繰下・一部改

正、平二三法三七・一部改正） 

（変更の届出等） 

第百十五条の十五 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事

業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又

は休止した当該指定地域密着型介護予防サービスの事業を再開したときは、厚生

労働省令で定めるところにより、十日以内に、その旨を市町村長に届け出なけれ

ばならない。 

２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定地域密着型介護予防サー

ビスの事業を廃止し、又は休止しようとするときは、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、その廃止又は休止の日の一月前までに、その旨を市町村長に届け出な

ければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の十四繰下・一部改

正） 

（市町村長等による連絡調整又は援助） 

第百十五条の十六 市町村長は、指定地域密着型介護予防サービス事業者による第

百十五条の十四第七項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると

認めるときは、当該指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定介護予防支

援事業者、他の指定地域密着型介護予防サービス事業者その他の関係者相互間の

連絡調整又は当該指定地域密着型介護予防サービス事業者及び当該関係者に対す

る助言その他の援助を行うことができる。 

２ 都道府県知事は、同一の指定地域密着型介護予防サービス事業者について二以

上の市町村長が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指

定地域密着型介護予防サービス事業者による第百十五条の十四第七項に規定する

便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認めるときは、当該市町村長相互

間の連絡調整又は当該指定地域密着型介護予防サービス事業者に対する市町村の

区域を超えた広域的な見地からの助言その他の援助を行うことができる。 

３ 厚生労働大臣は、同一の指定地域密着型介護予防サービス事業者について二以
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上の都道府県知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当

該指定地域密着型介護予防サービス事業者による第百十五条の十四第七項に規定

する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認めるときは、当該都道府県

知事相互間の連絡調整又は当該指定地域密着型介護予防サービス事業者に対する

都道府県の区域を超えた広域的な見地からの助言その他の援助を行うことができ

る。 

（平二〇法四二・追加、平二三法三七・一部改正） 

（報告等） 

第百十五条の十七 市町村長は、地域密着型介護予防サービス費の支給に関して必

要があると認めるときは、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは指定

地域密着型介護予防サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の

従業者であった者（以下この項において「指定地域密着型介護予防サービス事業

者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示

を命じ、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所

の従業者若しくは指定地域密着型介護予防サービス事業者であった者等に対し出

頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定地域密着

型介護予防サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定地域密着

型介護予防サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿

書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の十五繰下・一部改

正） 

（勧告、命令等） 

第百十五条の十八 市町村長は、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、次の

各号に掲げる場合に該当すると認めるときは、当該指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者に対し、期限を定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきこ

とを勧告することができる。 
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一 第百十五条の十二第六項の規定により当該指定を行うに当たって付された条

件に従わない場合 当該条件に従うこと。 

二 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第百十

五条の十四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で

定める員数又は同条第五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事

する従業者に関する基準を満たしていない場合 当該市町村の条例で定める基

準若しくは当該市町村の条例で定める員数又は当該指定地域密着型介護予防サ

ービスに従事する従業者に関する基準を満たすこと。 

三 第百十五条の十四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型介護予防サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定地域密

着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定

地域密着型介護予防サービスの事業の運営をしていない場合 当該指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に

従って適正な指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営をすること。 

四 第百十五条の十四第七項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 

当該便宜の提供を適正に行うこと。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指

定地域密着型介護予防サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったとき

は、その旨を公表することができる。 

３ 市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当

該指定地域密着型介護予防サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係

る措置をとるべきことを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しな

ければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の十六繰下・一部改

正、平二三法三七・平二三法七二・一部改正） 
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（指定の取消し等） 

第百十五条の十九 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、

当該指定地域密着型介護予防サービス事業者に係る第五十四条の二第一項本文の

指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止す

ることができる。 

一 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十二第二項第四号

の二から第五号の二まで、第九号（第五号の三に該当する者のあるものである

ときを除く。）、第十号（第五号の三に該当する者のあるものであるときを除

く。）、第十一号（第五号の三に該当する者であるときを除く。）又は第十二

号（第五号の三に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至

ったとき。 

二 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十二第四項第三号

から第六号までのいずれかに該当するに至ったとき。 

三 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十二第六項の規定

により当該指定を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。 

四 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者

の知識若しくは技能又は人員について、第百十五条の十四第一項の市町村の条

例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第五項に規

定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準を満た

すことができなくなったとき。 

五 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十四第二項又は第

五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の設

備及び運営に関する基準に従って適正な指定地域密着型介護予防サービスの事

業の運営をすることができなくなったとき。 

六 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十四第八項に規定

する義務に違反したと認められるとき。 

七 地域密着型介護予防サービス費の請求に関し不正があったとき。 
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八 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十七第一項の規定

により報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は

虚偽の報告をしたとき。 

九 指定地域密着型介護予防サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者

が、第百十五条の十七第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同

項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係

る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、

当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くした

ときを除く。 

十 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、不正の手段により第五十四条の

二第一項本文の指定を受けたとき。 

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、

この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの

又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十二 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、

居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十三 指定地域密着型介護予防サービス事業者が法人である場合において、その

役員等のうちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしよ

うとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為を

した者があるとき。 

十四 指定地域密着型介護予防サービス事業者が法人でない事業所である場合に

おいて、その管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止

をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な

行為をした者であるとき。 

（平一七法七七・追加、平一九法一一〇・一部改正、平二〇法四二・旧第

百十五条の十七繰下・一部改正、平二三法三七・平二三法七二・一部改正） 

（公示） 
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第百十五条の二十 市町村長は、次に掲げる場合には、遅滞なく、当該指定地域密

着型介護予防サービス事業者の名称、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚

生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け出るとともに、これを公示しなけ

ればならない。 

一 第五十四条の二第一項本文の指定をしたとき。 

二 第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 

三 前条の規定により第五十四条の二第一項本文の指定を取り消し、又は指定の

全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の十八繰下・一部改

正） 

（準用） 

第百十五条の二十一 第七十条の二の規定は、第五十四条の二第一項本文の指定に

ついて準用する。この場合において、第七十条の二第四項中「前条」とあるのは、

「第百十五条の十二」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の十九繰下、平二九

法五二・一部改正） 

第八節 指定介護予防支援事業者 

（平一七法七七・追加） 

（指定介護予防支援事業者の指定） 

第百十五条の二十二 第五十八条第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところに

より、第百十五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センターの設置者の申

請により、介護予防支援事業を行う事業所（以下この節において「事業所」とい

う。）ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護保

険の被保険者（当該市町村が行う介護保険の住所地特例適用居宅要支援被保険者

を除き、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている

住所地特例適用居宅要支援被保険者を含む。）に対する介護予防サービス計画費

及び特例介護予防サービス計画費の支給について、その効力を有する。 
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２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、第五十八条第一項の指定をしてはならない。 

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の

二十四第一項の市町村の条例で定める基準及び同項の市町村の条例で定める員

数を満たしていないとき。 

三 申請者が、第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護予防支援に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業

の運営に関する基準に従って適正な介護予防支援事業の運営をすることができ

ないと認められるとき。 

三の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなるまでの者であるとき。 

四 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

四の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰

金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまで

の者であるとき。 

四の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義

務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日か

ら正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限

の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

五 申請者が、第百十五条の二十九の規定により指定を取り消され、その取消し

の日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人であ

る場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による

通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日

から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人

でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該
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事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないも

のを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防支援事

業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当

該事実の発生を防止するための当該指定介護予防支援事業者による業務管理体

制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支

援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取

消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労

働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

五の二 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の二十九の規定により指

定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。た

だし、当該指定の取消しが、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当

該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するため

の当該指定介護予防支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状

況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の

程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととする

ことが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当す

る場合を除く。 

六 申請者が、第百十五条の二十九の規定による指定の取消しの処分に係る行政

手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分を

しないことを決定する日までの間に第百十五条の二十五第二項の規定による事

業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除

く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

六の二 申請者が、第百十五条の二十七第一項の規定による検査が行われた日か

ら聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十五条の二十九の規定による

指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日

として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が

行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をい

う。）までの間に第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出を
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した者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出

の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

六の三 第六号に規定する期間内に第百十五条の二十五第二項の規定による事業

の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内

に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除

く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止につい

て相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から

起算して五年を経過しないものであるとき。 

七 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

八 申請者が、法人で、その役員等のうちに第三号の二から第五号まで又は第六

号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

九 申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第三号の二から第五号まで又

は第六号から第七号までのいずれかに該当する者であるとき。 

３ 市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準

に従い定めるものとする。 

４ 市町村長は、第五十八条第一項の指定を行おうとするときは、あらかじめ、当

該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させるために必

要な措置を講じなければならない。 

（平一七法七七・追加、平一九法一一〇・一部改正、平二〇法四二・旧第

百十五条の二十繰下・一部改正、平二三法七二・平二五法四四・平二六法

八三・一部改正） 

（指定介護予防支援の事業の基準） 

第百十五条の二十三 指定介護予防支援事業者は、次条第二項に規定する指定介護

予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定介護

予防支援の事業の運営に関する基準に従い、要支援者の心身の状況等に応じて適

切な指定介護予防支援を提供するとともに、自らその提供する指定介護予防支援

の質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常に指定介護予防支援を
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受ける者の立場に立ってこれを提供するように努めなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を受けようとする被保険者から

提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審

査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定介護予防支援を提供するように努

めなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、指定介護予

防支援の一部を、厚生労働省令で定める者に委託することができる。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の二十一繰下・一部

改正） 

第百十五条の二十四 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、

市町村の条例で定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該指定介護予防

支援に従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準は、

市町村の条例で定める。 

３ 市町村が前二項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については厚生

労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生労働

省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定介護予防支援に従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 

二 指定介護予防支援の事業の運営に関する事項であって、利用する要支援者の

サービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に密接

に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

４ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定介護予防支

援の取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 指定介護予防支援事業者は、次条第二項の規定による事業の廃止又は休止の届

出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該指定介護予防支援を受けていた

者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該指定介護
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予防支援に相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居宅サービス等

が継続的に提供されるよう、他の指定介護予防支援事業者その他関係者との連絡

調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

６ 指定介護予防支援事業者は、要支援者の人格を尊重するとともに、この法律又

はこの法律に基づく命令を遵守し、要支援者のため忠実にその職務を遂行しなけ

ればならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の二十二繰下・一部

改正、平二五法四四・一部改正） 

（変更の届出等） 

第百十五条の二十五 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所の名称及

び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当

該指定介護予防支援の事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところによ

り、十日以内に、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援の事業を廃止し、又は休止

しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の

日の一月前までに、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の二十三繰下・一部

改正） 

（市町村長等による連絡調整又は援助） 

第百十五条の二十六 市町村長は、指定介護予防支援事業者による第百十五条の二

十四第五項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認めるとき

は、当該指定介護予防支援事業者及び他の指定介護予防支援事業者その他の関係

者相互間の連絡調整又は当該指定介護予防支援事業者及び当該関係者に対する助

言その他の援助を行うことができる。 

２ 都道府県知事は、同一の指定介護予防支援事業者について二以上の市町村長が

前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定介護予防支援

事業者による第百十五条の二十四第五項に規定する便宜の提供が円滑に行われる

ため必要があると認めるときは、当該市町村長相互間の連絡調整又は当該指定介



226/651 

護予防支援事業者に対する市町村の区域を超えた広域的な見地からの助言その他

の援助を行うことができる。 

３ 厚生労働大臣は、同一の指定介護予防支援事業者について二以上の都道府県知

事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定介護予防

支援事業者による第百十五条の二十四第五項に規定する便宜の提供が円滑に行わ

れるため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又は当

該指定介護予防支援事業者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地からの

助言その他の援助を行うことができる。 

（平二〇法四二・追加、平二五法四四・一部改正） 

（報告等） 

第百十五条の二十七 市町村長は、必要があると認めるときは、指定介護予防支援

事業者若しくは指定介護予防支援事業者であった者若しくは当該指定に係る事業

所の従業者であった者（以下この項において「指定介護予防支援事業者であった

者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指

定介護予防支援事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定介護

予防支援事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して

質問させ、若しくは当該指定介護予防支援事業者の当該指定に係る事業所、事務

所その他指定介護予防支援の事業に関係のある場所に立ち入り、その帳簿書類そ

の他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の二十四繰下・一部

改正） 

（勧告、命令等） 

第百十五条の二十八 市町村長は、指定介護予防支援事業者が、次の各号に掲げる

場合に該当すると認めるときは、当該指定介護予防支援事業者に対し、期限を定

めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 

一 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第百十
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五条の二十四第一項の市町村の条例で定める基準又は同項の市町村の条例で定

める員数を満たしていない場合 当該市町村の条例で定める基準又は当該市町

村の条例で定める員数を満たすこと。 

二 第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営に関

する基準に従って適正な指定介護予防支援の事業の運営をしていない場合 当

該指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

又は指定介護予防支援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定介護予防

支援の事業の運営をすること。 

三 第百十五条の二十四第五項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 

当該便宜の提供を適正に行うこと。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指

定介護予防支援事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公

表することができる。 

３ 市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定介護予防支援事業者が、正

当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定介護予防

支援事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずる

ことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しな

ければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の二十五繰下・一部

改正、平二五法四四・一部改正） 

（指定の取消し等） 

第百十五条の二十九 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、

当該指定介護予防支援事業者に係る第五十八条第一項の指定を取り消し、又は期

間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十二第二項第三号の二から第四

号の二まで、第八号（同項第四号の三に該当する者のあるものであるときを除
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く。）又は第九号（同項第四号の三に該当する者であるときを除く。）のいず

れかに該当するに至ったとき。 

二 指定介護予防支援事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは

技能又は人員について、第百十五条の二十四第一項の市町村の条例で定める基

準又は同項の市町村の条例で定める員数を満たすことができなくなったとき。 

三 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護

予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介

護予防支援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定介護予防支援の事業

の運営をすることができなくなったとき。 

四 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十四第六項に規定する義務に違

反したと認められるとき。 

五 介護予防サービス計画費の請求に関し不正があったとき。 

六 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十七第一項の規定により報告又

は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告を

したとき。 

七 指定介護予防支援事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第百十五条

の二十七第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定によ

る質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検

査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従

業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定介護

予防支援事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

八 指定介護予防支援事業者が、不正の手段により第五十八条第一項の指定を受

けたとき。 

九 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防支援事業者が、この法律その他国

民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律

に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防支援事業者が、居宅サービス等に

関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 
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十一 指定介護予防支援事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の全部

若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に

関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

（平一七法七七・追加、平一九法一一〇・一部改正、平二〇法四二・旧第

百十五条の二十六繰下・一部改正、平二三法七二・平二五法四四・一部改

正） 

（公示） 

第百十五条の三十 市町村長は、次に掲げる場合には、当該指定介護予防支援事業

者の名称、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚生労働省令で定める事項を

公示しなければならない。 

一 第五十八条第一項の指定をしたとき。 

二 第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 

三 前条の規定により第五十八条第一項の指定を取り消し、又は指定の全部若し

くは一部の効力を停止したとき。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の二十七繰下・一部

改正） 

（準用） 

第百十五条の三十一 第七十条の二の規定は、第五十八条第一項の指定について準

用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の二十八繰下） 

第九節 業務管理体制の整備 

（平二〇法四二・追加） 

（業務管理体制の整備等） 

第百十五条の三十二 指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、

指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予

防サービス事業者及び指定介護予防支援事業者並びに指定介護老人福祉施設、介

護老人保健施設及び介護医療院の開設者（以下「介護サービス事業者」という。）

は、第七十四条第六項、第七十八条の四第八項、第八十一条第六項、第八十八条
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第六項、第九十七条第七項、第百十一条第七項、第百十五条の四第六項、第百十

五条の十四第八項又は第百十五条の二十四第六項に規定する義務の履行が確保さ

れるよう、厚生労働省令で定める基準に従い、業務管理体制を整備しなければな

らない。 

２ 介護サービス事業者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者に

対し、厚生労働省令で定めるところにより、業務管理体制の整備に関する事項を

届け出なければならない。 

一 次号から第五号までに掲げる介護サービス事業者以外の介護サービス事業者 

都道府県知事 

二 次号から第五号までに掲げる介護サービス事業者以外の介護サービス事業者

であって、当該指定に係る事業所又は当該指定若しくは許可に係る施設（当該

指定又は許可に係る居宅サービス等の種類が異なるものを含む。）が二以上の

都道府県の区域に所在し、かつ、二以下の地方厚生局の管轄区域に所在するも

の 当該介護サービス事業者の主たる事務所の所在地の都道府県知事 

三 次号に掲げる介護サービス事業者以外の介護サービス事業者であって、当該

指定に係る全ての事業所又は当該指定若しくは許可に係る全ての施設（当該指

定又は許可に係る居宅サービス等の種類が異なるものを含む。）が一の地方自

治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）の

区域に所在するもの 指定都市の長 

四 地域密着型サービス事業又は地域密着型介護予防サービス事業のみを行う介

護サービス事業者であって、当該指定に係る全ての事業所（当該指定に係る地

域密着型サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類が異なるものを含

む。）が一の市町村の区域に所在するもの 市町村長 

五 当該指定に係る事業所又は当該指定若しくは許可に係る施設（当該指定又は

許可に係る居宅サービス等の種類が異なるものを含む。）が三以上の地方厚生

局の管轄区域に所在する介護サービス事業者 厚生労働大臣 

３ 前項の規定により届出を行った介護サービス事業者は、その届け出た事項に変

更があったときは、厚生労働省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を当
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該届出を行った厚生労働大臣、都道府県知事、指定都市の長又は市町村長（以下

この節において「厚生労働大臣等」という。）に届け出なければならない。 

４ 第二項の規定による届出を行った介護サービス事業者は、同項各号に掲げる区

分の変更により、同項の規定により当該届出を行った厚生労働大臣等以外の厚生

労働大臣等に届出を行うときは、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を

当該届出を行った厚生労働大臣等にも届け出なければならない。 

５ 厚生労働大臣等は、前三項の規定による届出が適正になされるよう、相互に密

接な連携を図るものとする。 

（平二〇法四二・追加、平一八法八三（平二〇法四二）・平二三法三七・

平二五法四四・平二六法五一・平二九法五二・一部改正） 

（報告等） 

第百十五条の三十三 前条第二項の規定による届出を受けた厚生労働大臣等は、当

該届出を行った介護サービス事業者（同条第四項の規定による届出を受けた厚生

労働大臣等にあっては、同項の規定による届出を行った介護サービス事業者を除

く。）における同条第一項の規定による業務管理体制の整備に関して必要がある

と認めるときは、当該介護サービス事業者に対し、報告若しくは帳簿書類の提出

若しくは提示を命じ、当該介護サービス事業者若しくは当該介護サービス事業者

の従業者に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対し質問させ、若しくは当

該介護サービス事業者の当該指定に係る事業所若しくは当該指定若しくは許可に

係る施設、事務所その他の居宅サービス等の提供に関係のある場所に立ち入り、

その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 厚生労働大臣又は前条第二項第二号に定める都道府県知事が前項の権限を行う

ときは当該介護サービス事業者に係る指定若しくは許可を行った都道府県知事

（次条第五項において「関係都道府県知事」という。）又は当該介護サービス事

業者に係る指定を行った市町村長（以下この項及び次条第五項において「関係市

町村長」という。）と、前条第二項第一号に定める都道府県知事が前項の権限を

行うときは関係市町村長と密接な連携の下に行うものとする。 

３ 都道府県知事は、その行った又はその行おうとする指定又は許可に係る介護サ
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ービス事業者における前条第一項の規定による業務管理体制の整備に関して必要

があると認めるときは、厚生労働大臣又は同条第二項第二号に定める都道府県知

事に対し、市町村長は、その行った又はその行おうとする指定に係る介護サービ

ス事業者における同条第一項の規定による業務管理体制の整備に関して必要があ

ると認めるときは、厚生労働大臣又は同条第二項第一号若しくは第二号に定める

都道府県知事に対し、第一項の権限を行うよう求めることができる。 

４ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、前項の規定による都道府県知事又は市町村

長の求めに応じて第一項の権限を行ったときは、厚生労働省令で定めるところに

より、その結果を当該権限を行うよう求めた都道府県知事又は市町村長に通知し

なければならない。 

５ 第二十四条第三項の規定は第一項の規定による質問又は検査について、同条第

四項の規定は第一項の規定による権限について準用する。 

（平二〇法四二・追加、平二六法五一・一部改正） 

（勧告、命令等） 

第百十五条の三十四 第百十五条の三十二第二項の規定による届出を受けた厚生労

働大臣等は、当該届出を行った介護サービス事業者（同条第四項の規定による届

出を受けた厚生労働大臣等にあっては、同項の規定による届出を行った介護サー

ビス事業者を除く。）が、同条第一項に規定する厚生労働省令で定める基準に従

って適正な業務管理体制の整備をしていないと認めるときは、当該介護サービス

事業者に対し、期限を定めて、当該厚生労働省令で定める基準に従って適正な業

務管理体制を整備すべきことを勧告することができる。 

２ 厚生労働大臣等は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受

けた介護サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を

公表することができる。 

３ 厚生労働大臣等は、第一項の規定による勧告を受けた介護サービス事業者が、

正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介護サービ

ス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずるこ

とができる。 
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４ 厚生労働大臣等は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公

示しなければならない。 

５ 介護サービス事業者が第三項の規定による命令に違反したときは、厚生労働省

令で定めるところにより、厚生労働大臣又は第百十五条の三十二第二項第二号に

定める都道府県知事は関係都道府県知事又は関係市町村長に対し、同項第一号に

定める都道府県知事は関係市町村長に対し当該違反の内容を通知しなければなら

ない。 

（平二〇法四二・追加、平二六法五一・一部改正） 

第十節 介護サービス情報の公表 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第九節繰下） 

（介護サービス情報の報告及び公表） 

第百十五条の三十五 介護サービス事業者は、指定居宅サービス事業者、指定地域

密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護老人福祉施設、指定

介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは指定

介護予防支援事業者の指定又は介護老人保健施設若しくは介護医療院の許可を受

け、訪問介護、訪問入浴介護その他の厚生労働省令で定めるサービス（以下「介

護サービス」という。）の提供を開始しようとするときその他厚生労働省令で定

めるときは、政令で定めるところにより、その提供する介護サービスに係る介護

サービス情報（介護サービスの内容及び介護サービスを提供する事業者又は施設

の運営状況に関する情報であって、介護サービスを利用し、又は利用しようとす

る要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会を確保するため

に公表されることが必要なものとして厚生労働省令で定めるものをいう。以下同

じ。）を、当該介護サービスを提供する事業所又は施設の所在地を管轄する都道

府県知事に報告しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による報告を受けた後、厚生労働省令で定めると

ころにより、当該報告の内容を公表しなければならない。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による報告に関して必要があると認めるときは、

当該報告をした介護サービス事業者に対し、介護サービス情報のうち厚生労働省
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令で定めるものについて、調査を行うことができる。 

４ 都道府県知事は、介護サービス事業者が第一項の規定による報告をせず、若し

くは虚偽の報告をし、又は前項の規定による調査を受けず、若しくは調査の実施

を妨げたときは、期間を定めて、当該介護サービス事業者に対し、その報告を行

い、若しくはその報告の内容を是正し、又はその調査を受けることを命ずること

ができる。 

５ 都道府県知事は、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、

指定地域密着型介護予防サービス事業者又は指定介護予防支援事業者に対して前

項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該指定地域密着型サ

ービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業

者又は指定介護予防支援事業者の指定をした市町村長に通知しなければならない。 

６ 都道府県知事は、指定居宅サービス事業者若しくは指定介護予防サービス事業

者又は指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設若しくは介護医療院の開設者が

第四項の規定による命令に従わないときは、当該指定居宅サービス事業者、指定

介護予防サービス事業者若しくは指定介護老人福祉施設の指定若しくは介護老人

保健施設若しくは介護医療院の許可を取り消し、又は期間を定めてその指定若し

くは許可の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

７ 都道府県知事は、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、

指定地域密着型介護予防サービス事業者又は指定介護予防支援事業者が第四項の

規定による命令に従わない場合において、当該指定地域密着型サービス事業者、

指定居宅介護支援事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者又は指定介護

予防支援事業者の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一

部の効力を停止することが適当であると認めるときは、理由を付して、その旨を

その指定をした市町村長に通知しなければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の二十九繰下・一部

改正、平一八法八三（平二〇法四二）・平二三法七二・平二六法八三・平

二九法五二・一部改正） 

（指定調査機関の指定） 
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第百十五条の三十六 都道府県知事は、その指定する者（以下「指定調査機関」と

いう。）に、前条第三項の調査の実施に関する事務（以下「調査事務」という。）

を行わせることができる。 

２ 前項の指定は、都道府県の区域ごとに、その指定を受けようとする者の申請に

より、当該都道府県知事が行う。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の三十繰下、平二三

法七二・一部改正） 

（調査員） 

第百十五条の三十七 指定調査機関は、調査事務を行うときは、厚生労働省令で定

める方法に従い、調査員に調査事務を実施させなければならない。 

２ 調査員は、調査事務に関する専門的知識及び技術を有するものとして政令で定

める要件を備える者のうちから選任しなければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の三十一繰下） 

（秘密保持義務等） 

第百十五条の三十八 指定調査機関（その者が法人である場合にあっては、その役

員。次項において同じ。）若しくはその職員（調査員を含む。同項において同じ。）

又はこれらの職にあった者は、調査事務に関して知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。 

２ 指定調査機関及びその職員で調査事務に従事する者は、刑法その他の罰則の適

用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の三十二繰下） 

（帳簿の備付け等） 

第百十五条の三十九 指定調査機関は、厚生労働省令で定めるところにより、調査

事務に関する事項で厚生労働省令で定めるものを記載した帳簿を備え、保存しな

ければならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の三十三繰下） 

（報告等） 

第百十五条の四十 都道府県知事は、調査事務の公正かつ適確な実施を確保するた
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め必要があると認めるときは、指定調査機関に対し、調査事務に関し必要な報告

を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは指定調査機関の事務

所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができ

る。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の三十四繰下） 

（業務の休廃止等） 

第百十五条の四十一 指定調査機関は、都道府県知事の許可を受けなければ、調査

事務の全部又は一部を休止し、又は廃止してはならない。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の三十五繰下） 

（指定情報公表センターの指定） 

第百十五条の四十二 都道府県知事は、その指定する者（以下「指定情報公表セン

ター」という。）に、介護サービス情報の報告の受理及び公表並びに指定調査機

関の指定に関する事務で厚生労働省令で定めるもの（以下「情報公表事務」とい

う。）の全部又は一部を行わせることができる。 

２ 前項の指定は、都道府県の区域ごとに、その指定を受けようとする者の申請に

より、当該都道府県知事が行う。 

３ 第百十五条の三十八から前条までの規定は、指定情報公表センターについて準

用する。この場合において、これらの規定中「調査事務」とあるのは「情報公表

事務」と、「指定調査機関」とあるのは「指定情報公表センター」と、「職員（調

査員を含む。同項において同じ。）」とあるのは「職員」と読み替えるものとす

るほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の三十六繰下・一部

改正、平二三法七二・一部改正） 

（政令への委任） 

第百十五条の四十三 この節に定めるもののほか、指定調査機関及び指定情報公表

センターに関し必要な事項は、政令で定める。 
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（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の三十七繰下） 

（都道府県知事による情報の公表の推進） 

第百十五条の四十四 都道府県知事は、介護サービスを利用し、又は利用しようと

する要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会の確保に資す

るため、介護サービスの質及び介護サービスに従事する従業者に関する情報（介

護サービス情報に該当するものを除く。）であって厚生労働省令で定めるものの

提供を希望する介護サービス事業者から提供を受けた当該情報について、公表を

行うよう配慮するものとする。 

（平二三法七二・追加） 

第六章 地域支援事業等 

（平一七法七七・追加） 

（地域支援事業） 

第百十五条の四十五 市町村は、被保険者（当該市町村が行う介護保険の住所地特

例適用被保険者を除き、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入

所等をしている住所地特例適用被保険者を含む。第三項第三号及び第百十五条の

四十九を除き、以下この章において同じ。）の要介護状態等となることの予防又

は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び地域における自立した日常生活の

支援のための施策を総合的かつ一体的に行うため、厚生労働省令で定める基準に

従って、地域支援事業として、次に掲げる事業（以下「介護予防・日常生活支援

総合事業」という。）を行うものとする。 

一 居宅要支援被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者（以下「居宅要

支援被保険者等」という。）に対して、次に掲げる事業を行う事業（以下「第

一号事業」という。） 

イ 居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、当該居宅要支援被保険者

等の居宅において、厚生労働省令で定める基準に従って、厚生労働省令で定

める期間にわたり日常生活上の支援を行う事業（以下この項において「第一

号訪問事業」という。） 

ロ 居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める施
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設において、厚生労働省令で定める基準に従って、厚生労働省令で定める期

間にわたり日常生活上の支援又は機能訓練を行う事業（以下この項において

「第一号通所事業」という。） 

ハ 厚生労働省令で定める基準に従って、介護予防サービス事業若しくは地域

密着型介護予防サービス事業又は第一号訪問事業若しくは第一号通所事業と

一体的に行われる場合に効果があると認められる居宅要支援被保険者等の地

域における自立した日常生活の支援として厚生労働省令で定めるものを行う

事業（ニにおいて「第一号生活支援事業」という。） 

ニ 居宅要支援被保険者等（指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計画

費に係る介護予防支援を受けている者を除く。）の介護予防を目的として、

厚生労働省令で定める基準に従って、その心身の状況、その置かれている環

境その他の状況に応じて、その選択に基づき、第一号訪問事業、第一号通所

事業又は第一号生活支援事業その他の適切な事業が包括的かつ効率的に提供

されるよう必要な援助を行う事業（以下「第一号介護予防支援事業」という。） 

二 被保険者（第一号被保険者に限る。）の要介護状態等となることの予防又は

要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のため必要な事業（介護予防サービス

事業及び地域密着型介護予防サービス事業並びに第一号訪問事業及び第一号通

所事業を除く。） 

２ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業のほか、被保険者が要介護状態等

となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合においても、可能な

限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するため、地

域支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。 

一 被保険者の心身の状況、その居宅における生活の実態その他の必要な実情の

把握、保健医療、公衆衛生、社会福祉その他の関連施策に関する総合的な情報

の提供、関係機関との連絡調整その他の被保険者の保健医療の向上及び福祉の

増進を図るための総合的な支援を行う事業 

二 被保険者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業その他の被保険

者の権利擁護のため必要な援助を行う事業 
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三 保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による被保険者の居宅サー

ビス計画及び施設サービス計画の検証、その心身の状況、介護給付等対象サー

ビスの利用状況その他の状況に関する定期的な協議その他の取組を通じ、当該

被保険者が地域において自立した日常生活を営むことができるよう、包括的か

つ継続的な支援を行う事業 

四 医療に関する専門的知識を有する者が、介護サービス事業者、居宅における

医療を提供する医療機関その他の関係者の連携を推進するものとして厚生労働

省令で定める事業（前号に掲げる事業を除く。） 

五 被保険者の地域における自立した日常生活の支援及び要介護状態等となるこ

との予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止に係る体制の整備その他

のこれらを促進する事業 

六 保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による認知症の早期におけ

る症状の悪化の防止のための支援その他の認知症である又はその疑いのある被

保険者に対する総合的な支援を行う事業 

３ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業及び前項各号に掲げる事業のほか、

厚生労働省令で定めるところにより、地域支援事業として、次に掲げる事業を行

うことができる。 

一 介護給付等に要する費用の適正化のための事業 

二 介護方法の指導その他の要介護被保険者を現に介護する者の支援のため必要

な事業 

三 その他介護保険事業の運営の安定化及び被保険者（当該市町村の区域内に所

在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用被保険者を含

む。）の地域における自立した日常生活の支援のため必要な事業 

４ 地域支援事業は、当該市町村における介護予防に関する事業の実施状況、介護

保険の運営の状況、七十五歳以上の被保険者の数その他の状況を勘案して政令で

定める額の範囲内で行うものとする。 

５ 市町村は、地域支援事業を行うに当たっては、高齢者保健事業（高齢者の医療

の確保に関する法律第百二十五条第一項に規定する高齢者保健事業をいう。以下
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この条及び第百十七条第三項第六号において同じ。）を行う後期高齢者医療広域

連合（同法第四十八条に規定する後期高齢者医療広域連合をいう。以下この条に

おいて同じ。）との連携を図るとともに、高齢者の身体的、精神的及び社会的な

特性を踏まえ、地域支援事業を効果的かつ効率的で被保険者の状況に応じたきめ

細かなものとするため、高齢者保健事業及び国民健康保険法第八十二条第三項に

規定する高齢者の心身の特性に応じた事業（第百十七条第三項第六号において「国

民健康保険保健事業」という。）と一体的に実施するよう努めるものとする。 

６ 市町村は、前項の規定により地域支援事業を行うに当たって必要があると認め

るときは、他の市町村及び後期高齢者医療広域連合に対し、被保険者に係る保健

医療サービス若しくは福祉サービスに関する情報、高齢者の医療の確保に関する

法律の規定による療養に関する情報若しくは同法第百二十五条第一項に規定する

健康診査若しくは保健指導に関する記録の写し若しくは同法第十八条第一項に規

定する特定健康診査若しくは特定保健指導に関する記録の写し又は国民健康保険

法の規定による療養に関する情報その他地域支援事業を効果的かつ効率的に実施

するために必要な情報として厚生労働省令で定めるものの提供を求めることがで

きる。 

７ 前項の規定により、情報又は記録の写しの提供を求められた市町村及び後期高

齢者医療広域連合は、厚生労働省令で定めるところにより、当該情報又は記録の

写しを提供しなければならない。 

８ 市町村は、第五項の規定により地域支援事業を実施するため、前項の規定によ

り提供を受けた情報又は記録の写しに加え、自らが保有する当該被保険者に係る

保健医療サービス若しくは福祉サービスに関する情報、高齢者の医療の確保に関

する法律第十八条第一項に規定する特定健康診査若しくは特定保健指導に関する

記録又は国民健康保険法の規定による療養に関する情報を併せて活用することが

できる。 

９ 市町村は、地域支援事業の利用者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、

利用料を請求することができる。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の三十八繰下、平二
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三法七二・旧第百十五条の四十四繰下・一部改正、平二六法八三・令元法

九・一部改正） 

（介護予防・日常生活支援総合事業の指針等） 

第百十五条の四十五の二 厚生労働大臣は、市町村が行う介護予防・日常生活支援

総合事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するも

のとする。 

２ 市町村は、定期的に、介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況について、

調査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、その結果に基づき必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

（平二六法八三・追加） 

（指定事業者による第一号事業の実施） 

第百十五条の四十五の三 市町村は、第一号事業（第一号介護予防支援事業にあっ

ては、居宅要支援被保険者に係るものに限る。）については、居宅要支援被保険

者等が、当該市町村の長が指定する者（以下「指定事業者」という。）の当該指

定に係る第一号事業を行う事業所により行われる当該第一号事業を利用した場合

において、当該居宅要支援被保険者等に対し、当該第一号事業に要した費用につ

いて、第一号事業支給費を支給することにより行うことができる。 

２ 前項の第一号事業支給費（以下「第一号事業支給費」という。）の額は、第一

号事業に要する費用の額を勘案して、厚生労働省令で定めるところにより算定す

る額とする。 

３ 居宅要支援被保険者等が、指定事業者の当該指定に係る第一号事業を行う事業

所により行われる当該第一号事業を利用したときは、市町村は、当該居宅要支援

被保険者等が当該指定事業者に支払うべき当該第一号事業に要した費用について、

第一号事業支給費として当該居宅要支援被保険者等に対し支給すべき額の限度に

おいて、当該居宅要支援被保険者等に代わり、当該指定事業者に支払うことがで

きる。 

４ 前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者等に対し第一号事

業支給費の支給があったものとみなす。 
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５ 市町村は、指定事業者から第一号事業支給費の請求があったときは、厚生労働

省令で定めるところにより審査した上、支払うものとする。 

６ 市町村は、前項の規定による審査及び支払に関する事務を連合会に委託するこ

とができる。 

７ 前項の規定による委託を受けた連合会は、当該委託をした市町村の同意を得て、

厚生労働省令で定めるところにより、当該委託を受けた事務の一部を、営利を目

的としない法人であって厚生労働省令で定める要件に該当するものに委託するこ

とができる。 

（平二六法八三・追加） 

（租税その他の公課の禁止） 

第百十五条の四十五の四 租税その他の公課は、第一号事業支給費として支給を受

けた金銭を標準として、課することができない。 

（平二六法八三・追加） 

（指定事業者の指定） 

第百十五条の四十五の五 第百十五条の四十五の三第一項の指定（第百十五条の四

十五の七第一項を除き、以下この章において「指定事業者の指定」という。）は、

厚生労働省令で定めるところにより、第一号事業を行う者の申請により、当該事

業の種類及び当該事業の種類に係る当該第一号事業を行う事業所ごとに行う。 

２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、申請者が、厚生労働省令で定

める基準に従って適正に第一号事業を行うことができないと認められるときは、

指定事業者の指定をしてはならない。 

（平二六法八三・追加） 

（指定の更新） 

第百十五条の四十五の六 指定事業者の指定は、厚生労働省令で定める期間ごとに

その更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「有

効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、

従前の指定事業者の指定は、有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、
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なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、指定事業者の指定の更新がされたときは、その有効期間

は、従前の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、指定事業者の指定の更新について準用する。 

（平二六法八三・追加） 

（報告等） 

第百十五条の四十五の七 市町村長は、第一号事業支給費の支給に関して必要があ

ると認めるときは、指定事業者若しくは指定事業者であった者若しくは当該第百

十五条の四十五の三第一項の指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項

において「指定事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類

の提出若しくは提示を命じ、指定事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者

若しくは指定事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に、関係者に

対して質問させ、若しくは当該指定事業者の当該指定に係る事業所、事務所その

他当該指定事業者が行う第一号事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若し

くは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について、それぞれ準用する。 

（平二六法八三・追加） 

（勧告、命令等） 

第百十五条の四十五の八 市町村長は、指定事業者が、第百十五条の四十五第一項

第一号イからニまで又は第百十五条の四十五の五第二項の厚生労働省令で定める

基準に従って第一号事業を行っていないと認めるときは、当該指定事業者に対し、

期限を定めて、これらの厚生労働省令で定める基準に従って第一号事業を行うこ

とを勧告することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指

定事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することが

できる。 

３ 市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定事業者が、正当な理由がな
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くてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定事業者に対し、期限を

定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しな

ければならない。 

（平二六法八三・追加） 

（指定事業者の指定の取消し等） 

第百十五条の四十五の九 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合におい

ては、当該指定事業者に係る指定事業者の指定を取り消し、又は期間を定めてそ

の指定事業者の指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 指定事業者が、第百十五条の四十五第一項第一号イからニまで又は第百十

五条の四十五の五第二項の厚生労働省令で定める基準に従って第一号事業を

行うことができなくなったとき。 

二 第一号事業支給費の請求に関し不正があったとき。 

三 指定事業者が、第百十五条の四十五の七第一項の規定により報告又は帳簿

書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をした

とき。 

四 指定事業者又は当該指定事業者の指定に係る事業所の従業者が、第百十五

条の四十五の七第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の

規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規

定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定事業

者の指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を

防止するため、当該指定事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

五 指定事業者が、不正の手段により指定事業者の指定を受けたとき。 

六 前各号に掲げる場合のほか、指定事業者が、この法律その他国民の保健医

療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく

命令若しくは処分に違反したとき。 

七 前各号に掲げる場合のほか、指定事業者が、地域支援事業又は居宅サービ

ス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 
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（平二六法八三・追加） 

（市町村の連絡調整等） 

第百十五条の四十五の十 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業及び第百十

五条の四十五第二項各号に掲げる事業の円滑な実施のために必要な関係者相互間

の連絡調整を行うことができる。 

２ 市町村が行う介護予防・日常生活支援総合事業及び第百十五条の四十五第二項

各号に掲げる事業の関係者は、当該事業に協力するよう努めなければならない。 

３ 都道府県は、市町村が行う介護予防・日常生活支援総合事業及び第百十五条の

四十五第二項各号に掲げる事業に関し、情報の提供その他市町村に対する支援に

努めるものとする。 

（平二六法八三・追加、平二九法五二・一部改正） 

（政令への委任） 

第百十五条の四十五の十一 第百十五条の四十五から前条までに規定するもののほ

か、地域支援事業の実施に関し必要な事項は、政令で定める。 

（平二六法八三・追加） 

（地域包括支援センター） 

第百十五条の四十六 地域包括支援センターは、第一号介護予防支援事業（居宅要

支援被保険者に係るものを除く。）及び第百十五条の四十五第二項各号に掲げる

事業（以下「包括的支援事業」という。）その他厚生労働省令で定める事業を実

施し、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うこ

とにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的と

する施設とする。 

２ 市町村は、地域包括支援センターを設置することができる。 

３ 次条第一項の規定による委託を受けた者（第百十五条の四十五第二項第四号か

ら第六号までに掲げる事業のみの委託を受けたものを除く。）は、包括的支援事

業その他第一項の厚生労働省令で定める事業を実施するため、厚生労働省令で定

めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で定める事項を市町村長に届け出

て、地域包括支援センターを設置することができる。 
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４ 地域包括支援センターの設置者は、自らその実施する事業の質の評価を行うこ

とその他必要な措置を講ずることにより、その実施する事業の質の向上を図らな

ければならない。 

５ 地域包括支援センターの設置者は、包括的支援事業を実施するために必要なも

のとして市町村の条例で定める基準を遵守しなければならない。 

６ 市町村が前項の条例を定めるに当たっては、地域包括支援センターの職員に係

る基準及び当該職員の員数については厚生労働省令で定める基準に従い定めるも

のとし、その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとす

る。 

７ 地域包括支援センターの設置者は、包括的支援事業の効果的な実施のために、

介護サービス事業者、医療機関、民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）

に定める民生委員、被保険者の地域における自立した日常生活の支援又は要介護

状態等となることの予防若しくは要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のため

の事業を行う者その他の関係者との連携に努めなければならない。 

８ 地域包括支援センターの設置者（設置者が法人である場合にあっては、その役

員）若しくはその職員又はこれらの職にあった者は、正当な理由なしに、その業

務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

９ 市町村は、定期的に、地域包括支援センターにおける事業の実施状況について、

評価を行うとともに、必要があると認めるときは、次条第一項の方針の変更その

他の必要な措置を講じなければならない。 

１０ 市町村は、地域包括支援センターが設置されたとき、その他厚生労働省令で

定めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該地域包括支援センター

の事業の内容及び運営状況に関する情報を公表するよう努めなければならない。 

１１ 第六十九条の十四の規定は、地域包括支援センターについて準用する。この

場合において、同条の規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

１２ 前各項に規定するもののほか、地域包括支援センターに関し必要な事項は、

政令で定める。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の三十九繰下、平二
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三法七二・旧第百十五条の四十五繰下・一部改正、平二五法四四・平二六

法八三・平二九法五二・一部改正） 

（実施の委託） 

第百十五条の四十七 市町村は、老人福祉法第二十条の七の二第一項に規定する老

人介護支援センターの設置者その他の厚生労働省令で定める者に対し、厚生労働

省令で定めるところにより、包括的支援事業の実施に係る方針を示して、当該包

括的支援事業を委託することができる。 

２ 前項の規定による委託は、包括的支援事業（第百十五条の四十五第二項第四号

から第六号までに掲げる事業を除く。）の全てにつき一括して行わなければなら

ない。 

３ 前条第七項及び第八項の規定は、第一項の規定による委託を受けた者について

準用する。 

４ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業（第一号介護予防支援事業にあっ

ては、居宅要支援被保険者に係るものに限る。）については、当該介護予防・日

常生活支援総合事業を適切に実施することができるものとして厚生労働省令で定

める基準に適合する者に対して、当該介護予防・日常生活支援総合事業の実施を

委託することができる。 

５ 前項の規定により第一号介護予防支援事業の実施の委託を受けた者は、厚生労

働省令で定めるところにより、当該委託を受けた事業の一部を、厚生労働省令で

定める者に委託することができる。 

６ 市町村長は、介護予防・日常生活支援総合事業について、第一項又は第四項の

規定により、その実施を委託した場合には、当該委託を受けた者（第八項、第百

八十条第一項並びに第百八十一条第二項及び第三項において「受託者」という。）

に対する当該実施に必要な費用の支払決定に係る審査及び支払の事務を連合会に

委託することができる。 

７ 前項の規定による委託を受けた連合会は、当該委託をした市町村長の同意を得

て、厚生労働省令で定めるところにより、当該委託を受けた事務の一部を、営利

を目的としない法人であって厚生労働省令で定める要件に該当するものに委託す
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ることができる。 

８ 受託者は、介護予防・日常生活支援総合事業の利用者に対し、厚生労働省令で

定めるところにより、利用料を請求することができる。 

９ 市町村は、第百十五条の四十五第三項各号に掲げる事業の全部又は一部につい

て、老人福祉法第二十条の七の二第一項に規定する老人介護支援センターの設置

者その他の当該市町村が適当と認める者に対し、その実施を委託することができ

る。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の四十繰下・一部改

正、平二三法七二・旧第百十五条の四十六繰下・一部改正、平二五法四四・

平二六法八三・一部改正） 

（会議） 

第百十五条の四十八 市町村は、第百十五条の四十五第二項第三号に掲げる事業の

効果的な実施のために、介護支援専門員、保健医療及び福祉に関する専門的知識

を有する者、民生委員その他の関係者、関係機関及び関係団体（以下この条にお

いて「関係者等」という。）により構成される会議（以下この条において「会議」

という。）を置くように努めなければならない。 

２ 会議は、厚生労働省令で定めるところにより、要介護被保険者その他の厚生労

働省令で定める被保険者（以下この項において「支援対象被保険者」という。）

への適切な支援を図るために必要な検討を行うとともに、支援対象被保険者が地

域において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を行うも

のとする。 

３ 会議は、前項の検討を行うため必要があると認めるときは、関係者等に対し、

資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

４ 関係者等は、前項の規定に基づき、会議から資料又は情報の提供、意見の開陳

その他必要な協力の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなければな

らない。 

５ 会議の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がなく、会議の事

務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 
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６ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、会議が

定める。 

（平二六法八三・追加、平二九法五二・一部改正） 

（保健福祉事業） 

第百十五条の四十九 市町村は、地域支援事業のほか、要介護被保険者を現に介護

する者の支援のために必要な事業、被保険者が要介護状態等となることを予防す

るために必要な事業、指定居宅サービス及び指定居宅介護支援の事業並びに介護

保険施設の運営その他の保険給付のために必要な事業、被保険者が利用する介護

給付等対象サービスのための費用に係る資金の貸付けその他の必要な事業を行う

ことができる。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・旧第百十五条の四十一繰下、平二

三法七二・旧第百十五条の四十七繰下、平二六法八三・旧第百十五条の四

十八繰下） 

第七章 介護保険事業計画 

（平一七法七七・旧第六章繰下） 

（基本指針） 

第百十六条 厚生労働大臣は、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に

関する法律（平成元年法律第六十四号）第三条第一項に規定する総合確保方針に

即して、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指

針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 介護給付等対象サービスを提供する体制の確保及び地域支援事業の実施に関

する基本的事項 

二 次条第一項に規定する市町村介護保険事業計画において同条第二項第一号の

介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込みを定めるに当たって参酌すべ

き標準その他当該市町村介護保険事業計画及び第百十八条第一項に規定する都

道府県介護保険事業支援計画の作成に関する事項 

三 その他介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するために必要な事
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項 

３ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するに当たっては、あらか

じめ、総務大臣その他関係行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二六法八三・一部改正） 

（市町村介護保険事業計画） 

第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介

護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事

業計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村介護保険事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村が、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、

人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するため

の施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域ごとの当該区

域における各年度の認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る必要利用定員総

数その他の介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み 

二 各年度における地域支援事業の量の見込み 

三 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となること

の予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付等に要する費

用の適正化に関し、市町村が取り組むべき施策に関する事項 

四 前号に掲げる事項の目標に関する事項 

３ 市町村介護保険事業計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げ

る事項について定めるよう努めるものとする。 

一 前項第一号の必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ごと

の見込量の確保のための方策 

二 各年度における地域支援事業に要する費用の額及び地域支援事業の見込量の

確保のための方策 
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三 介護給付等対象サービスの種類ごとの量、保険給付に要する費用の額、地域

支援事業の量、地域支援事業に要する費用の額及び保険料の水準に関する中長

期的な推計 

四 指定居宅サービスの事業、指定地域密着型サービスの事業又は指定居宅介護

支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象

サービス（介護給付に係るものに限る。）の円滑な提供を図るための事業に関

する事項 

五 指定介護予防サービスの事業、指定地域密着型介護予防サービスの事業又は

指定介護予防支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介

護給付等対象サービス（予防給付に係るものに限る。）の円滑な提供及び地域

支援事業の円滑な実施を図るための事業に関する事項 

六 認知症である被保険者の地域における自立した日常生活の支援に関する事項、

地域支援事業と高齢者保健事業及び国民健康保険保健事業の一体的な実施に関

する事項、居宅要介護被保険者及び居宅要支援被保険者に係る医療その他の医

療との連携に関する事項、高齢者の居住に係る施策との連携に関する事項その

他の被保険者の地域における自立した日常生活の支援のため必要な事項 

４ 市町村介護保険事業計画は、当該市町村の区域における要介護者等の人数、要

介護者等の介護給付等対象サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案して

作成されなければならない。 

５ 市町村は、第二項第一号の規定により当該市町村が定める区域ごとにおける被

保険者の心身の状況、その置かれている環境その他の事情を正確に把握するとと

もに、第百十八条の二第一項の規定により公表された結果その他の介護保険事業

の実施の状況に関する情報を分析した上で、当該事情及び当該分析の結果を勘案

して、市町村介護保険事業計画を作成するよう努めるものとする。 

６ 市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第二十条の八第一項に規定する市町村

老人福祉計画と一体のものとして作成されなければならない。 

７ 市町村は、第二項第三号に規定する施策の実施状況及び同項第四号に規定する

目標の達成状況に関する調査及び分析を行い、市町村介護保険事業計画の実績に
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関する評価を行うものとする。 

８ 市町村は、前項の評価の結果を公表するよう努めるとともに、これを都道府県

知事に報告するものとする。 

９ 市町村介護保険事業計画は、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進

に関する法律第五条第一項に規定する市町村計画との整合性の確保が図られたも

のでなければならない。 

１０ 市町村介護保険事業計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地

域福祉計画、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成十三年法律第二十六号）

第四条の二第一項に規定する市町村高齢者居住安定確保計画その他の法律の規定

による計画であって要介護者等の保健、医療、福祉又は居住に関する事項を定め

るものと調和が保たれたものでなければならない。 

１１ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、被保険者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

１２ 市町村は、市町村介護保険事業計画（第二項第一号及び第二号に掲げる事項

に係る部分に限る。）を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都道

府県の意見を聴かなければならない。 

１３ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを都道府県知事に提出しなければならない。 

（平一七法七七・平一八法八三・平二三法七二・平二六法八三・平二八法

四七・平二九法五二・令元法九・一部改正） 

（都道府県介護保険事業支援計画） 

第百十八条 都道府県は、基本指針に即して、三年を一期とする介護保険事業に係

る保険給付の円滑な実施の支援に関する計画（以下「都道府県介護保険事業支援

計画」という。）を定めるものとする。 

２ 都道府県介護保険事業支援計画においては、次に掲げる事項を定めるものとす

る。 

一 当該都道府県が定める区域ごとに当該区域における各年度の介護専用型特定

施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護



253/651 

老人福祉施設入所者生活介護に係る必要利用定員総数、介護保険施設の種類ご

との必要入所定員総数その他の介護給付等対象サービスの量の見込み 

二 都道府県内の市町村によるその被保険者の地域における自立した日常生活の

支援、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の

防止及び介護給付等に要する費用の適正化に関する取組への支援に関し、都道

府県が取り組むべき施策に関する事項 

三 前号に掲げる事項の目標に関する事項 

３ 都道府県介護保険事業支援計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次

に掲げる事項について定めるよう努めるものとする。 

一 介護保険施設その他の介護給付等対象サービスを提供するための施設におけ

る生活環境の改善を図るための事業に関する事項 

二 介護サービス情報の公表に関する事項 

三 介護支援専門員その他の介護給付等対象サービス及び地域支援事業に従事す

る者の確保又は資質の向上に資する事業に関する事項 

四 介護保険施設相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サー

ビスの円滑な提供を図るための事業に関する事項 

五 介護予防・日常生活支援総合事業及び第百十五条の四十五第二項各号に掲げ

る事業に関する市町村相互間の連絡調整を行う事業に関する事項 

４ 都道府県介護保険事業支援計画においては、第二項各号に掲げる事項及び前項

各号に掲げる事項のほか、第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域

ごとに当該区域における各年度の混合型特定施設入居者生活介護に係る必要利用

定員総数を定めることができる。 

５ 都道府県は、次条第一項の規定により公表された結果その他の介護保険事業の

実施の状況に関する情報を分析した上で、当該分析の結果を勘案して、都道府県

介護保険事業支援計画を作成するよう努めるものとする。 

６ 都道府県介護保険事業支援計画は、老人福祉法第二十条の九第一項に規定する

都道府県老人福祉計画と一体のものとして作成されなければならない。 

７ 都道府県は、第二項第二号に規定する施策の実施状況及び同項第三号に規定す
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る目標の達成状況に関する調査及び分析を行い、都道府県介護保険事業支援計画

の実績に関する評価を行うものとする。 

８ 都道府県は、前項の評価の結果を公表するよう努めるとともに、当該結果及び

都道府県内の市町村の前条第七項の評価の結果を厚生労働大臣に報告するものと

する。 

９ 都道府県介護保険事業支援計画は、地域における医療及び介護の総合的な確保

の促進に関する法律第四条第一項に規定する都道府県計画及び医療法第三十条の

四第一項に規定する医療計画との整合性の確保が図られたものでなければならな

い。 

１０ 都道府県介護保険事業支援計画は、社会福祉法第百八条第一項に規定する都

道府県地域福祉支援計画、高齢者の居住の安定確保に関する法律第四条第一項に

規定する都道府県高齢者居住安定確保計画その他の法律の規定による計画であっ

て要介護者等の保健、医療、福祉又は居住に関する事項を定めるものと調和が保

たれたものでなければならない。 

１１ 都道府県は、都道府県介護保険事業支援計画を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを厚生労働大臣に提出しなければならない。 

（平一一法一六〇・平一二法一四一・平一七法七七・平一八法二〇・平一

八法八三・平一八法八四・平二三法七二・平二六法八三・平二八法四七・

平二九法五二・一部改正） 

（市町村介護保険事業計画の作成等のための調査及び分析等） 

第百十八条の二 厚生労働大臣は、市町村介護保険事業計画及び都道府県介護保険

事業支援計画の作成、実施及び評価並びに国民の健康の保持増進及びその有する

能力の維持向上に資するため、次に掲げる事項に関する情報について調査及び分

析を行い、その結果を公表するものとする。 

一 介護給付等に要する費用の額に関する地域別、年齢別又は要介護認定及び要

支援認定別の状況その他の厚生労働省令で定める事項 

二 被保険者の要介護認定及び要支援認定における調査に関する状況その他の厚

生労働省令で定める事項 
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２ 市町村は、厚生労働大臣に対し、前項に規定する調査及び分析に必要な情報を、

厚生労働省令で定める方法により提供しなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、都道府県及び市町村に対し、第

一項に規定する調査及び分析に必要な情報を、厚生労働省令で定める方法により

提供するよう求めることができる。 

（平二九法五二・追加） 

（都道府県知事の助言等） 

第百十九条 都道府県知事は、市町村に対し、市町村介護保険事業計画の作成上の

技術的事項について必要な助言をすることができる。 

２ 厚生労働大臣は、都道府県に対し、都道府県介護保険事業支援計画の作成の手

法その他都道府県介護保険事業支援計画の作成上重要な技術的事項について必要

な助言をすることができる。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（国の援助） 

第百二十条 国は、市町村又は都道府県が、市町村介護保険事業計画又は都道府県

介護保険事業支援計画に定められた事業を実施しようとするときは、当該事業が

円滑に実施されるように必要な情報の提供、助言その他の援助の実施に努めるも

のとする。 

（平一七法七七・一部改正） 

（都道府県の支援） 

第百二十条の二 都道府県は、第百十七条第五項の規定による市町村の分析を支援

するよう努めるものとする。 

２ 都道府県は、都道府県内の市町村によるその被保険者の地域における自立した

日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しく

は悪化の防止及び介護給付等に要する費用の適正化に関する取組を支援する事業

として厚生労働省令で定める事業を行うよう努めるものとする。 

（平二九法五二・追加） 

第八章 費用等 
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（平一七法七七・旧第七章繰下） 

第一節 費用の負担 

（国の負担） 

第百二十一条 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、介護給付及び予

防給付に要する費用の額について、次の各号に掲げる費用の区分に応じ、当該各

号に定める割合に相当する額を負担する。 

一 介護給付（次号に掲げるものを除く。）及び予防給付（同号に掲げるものを

除く。）に要する費用 百分の二十 

二 介護給付（介護保険施設及び特定施設入居者生活介護に係るものに限る。）

及び予防給付（介護予防特定施設入居者生活介護に係るものに限る。）に要す

る費用 百分の十五 

２ 第四十三条第三項、第四十四条第六項、第四十五条第六項、第五十五条第三項、

第五十六条第六項又は第五十七条第六項の規定に基づき条例を定めている市町村

に対する前項の規定の適用については、同項に規定する介護給付及び予防給付に

要する費用の額は、当該条例による措置が講ぜられないものとして、政令で定め

るところにより算定した当該介護給付及び予防給付に要する費用の額に相当する

額とする。 

（平一八法二〇・一部改正） 

（調整交付金等） 

第百二十二条 国は、介護保険の財政の調整を行うため、第一号被保険者の年齢階

級別の分布状況、第一号被保険者の所得の分布状況等を考慮して、政令で定める

ところにより、市町村に対して調整交付金を交付する。 

２ 前項の規定による調整交付金の総額は、各市町村の前条第一項に規定する介護

給付及び予防給付に要する費用の額（同条第二項の規定の適用がある場合にあっ

ては、同項の規定を適用して算定した額。次項において同じ。）の総額の百分の

五に相当する額とする。 

３ 毎年度分として交付すべき調整交付金の総額は、当該年度における各市町村の

前条第一項に規定する介護給付及び予防給付に要する費用の額の見込額の総額の
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百分の五に相当する額に当該年度の前年度以前の年度における調整交付金で、ま

だ交付していない額を加算し、又は当該前年度以前の年度において交付すべきで

あった額を超えて交付した額を当該見込額の総額の百分の五に相当する額から減

額した額とする。 

（平一七法七七・一部改正） 

第百二十二条の二 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、介護予防・

日常生活支援総合事業に要する費用の額の百分の二十に相当する額を交付する。 

２ 国は、介護保険の財政の調整を行うため、市町村に対し、介護予防・日常生活

支援総合事業に要する費用の額について、第一号被保険者の年齢階級別の分布状

況、第一号被保険者の所得の分布状況等を考慮して、政令で定めるところにより

算定した額を交付する。 

３ 前項の規定により交付する額の総額は、各市町村の介護予防・日常生活支援総

合事業に要する費用の額の総額の百分の五に相当する額とする。 

４ 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、地域支援事業（介護予防・

日常生活支援総合事業を除く。）に要する費用の額に、第百二十五条第一項の第

二号被保険者負担率に百分の五十を加えた率を乗じて得た額（以下「特定地域支

援事業支援額」という。）の百分の五十に相当する額を交付する。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・平二三法七二・平二六法八三・一

部改正） 

第百二十二条の三 国は、前二条に定めるもののほか、市町村によるその被保険者

の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要

介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付等に要する費用の適正化に関

する取組を支援するため、政令で定めるところにより、市町村に対し、予算の範

囲内において、交付金を交付する。 

２ 国は、都道府県による第百二十条の二第一項の規定による支援及び同条第二項

の規定による事業に係る取組を支援するため、政令で定めるところにより、都道

府県に対し、予算の範囲内において、交付金を交付する。 

（平二九法五二・追加） 
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（都道府県の負担等） 

第百二十三条 都道府県は、政令で定めるところにより、市町村に対し、介護給付

及び予防給付に要する費用の額について、次の各号に掲げる費用の区分に応じ、

当該各号に定める割合に相当する額を負担する。 

一 介護給付（次号に掲げるものを除く。）及び予防給付（同号に掲げるものを

除く。）に要する費用 百分の十二・五 

二 介護給付（介護保険施設及び特定施設入居者生活介護に係るものに限る。）

及び予防給付（介護予防特定施設入居者生活介護に係るものに限る。）に要す

る費用 百分の十七・五 

２ 第百二十一条第二項の規定は、前項に規定する介護給付及び予防給付に要する

費用の額について準用する。 

３ 都道府県は、政令で定めるところにより、市町村に対し、介護予防・日常生活

支援総合事業に要する費用の額の百分の十二・五に相当する額を交付する。 

４ 都道府県は、政令で定めるところにより、市町村に対し、特定地域支援事業支

援額の百分の二十五に相当する額を交付する。 

（平一七法七七・平一八法二〇・平二三法七二・平二六法八三・一部改正） 

（市町村の一般会計における負担） 

第百二十四条 市町村は、政令で定めるところにより、その一般会計において、介

護給付及び予防給付に要する費用の額の百分の十二・五に相当する額を負担する。 

２ 第百二十一条第二項の規定は、前項に規定する介護給付及び予防給付に要する

費用の額について準用する。 

３ 市町村は、政令で定めるところにより、その一般会計において、介護予防・日

常生活支援総合事業に要する費用の額の百分の十二・五に相当する額を負担する。 

４ 市町村は、政令で定めるところにより、その一般会計において、特定地域支援

事業支援額の百分の二十五に相当する額を負担する。 

（平一七法七七・平二三法七二・平二六法八三・一部改正） 

（市町村の特別会計への繰入れ等） 

第百二十四条の二 市町村は、政令で定めるところにより、一般会計から、所得の
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少ない者について条例の定めるところにより行う保険料の減額賦課に基づき第一

号被保険者に係る保険料につき減額した額の総額を基礎として政令で定めるとこ

ろにより算定した額を介護保険に関する特別会計に繰り入れなければならない。 

２ 国は、政令で定めるところにより、前項の規定による繰入金の二分の一に相当

する額を負担する。 

３ 都道府県は、政令で定めるところにより、第一項の規定による繰入金の四分の

一に相当する額を負担する。 

（平二六法八三・追加） 

（住所地特例適用被保険者に係る地域支援事業に要する費用の負担金） 

第百二十四条の三 市町村は、政令で定めるところにより、当該市町村が行う介護

保険の住所地特例適用被保険者に対して、当該住所地特例適用被保険者が入所等

をしている住所地特例対象施設の所在する施設所在市町村が行う地域支援事業に

要する費用について、政令で定めるところにより算定した額を、地域支援事業に

要する費用として負担するものとする。 

（平二六法八三・追加） 

（介護給付費交付金） 

第百二十五条 市町村の介護保険に関する特別会計において負担する費用のうち、

介護給付及び予防給付に要する費用の額に第二号被保険者負担率を乗じて得た額

（以下「医療保険納付対象額」という。）については、政令で定めるところによ

り、社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九号）による社会

保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）が市町村に対して交付する

介護給付費交付金をもって充てる。 

２ 前項の第二号被保険者負担率は、すべての市町村に係る被保険者の見込数の総

数に対するすべての市町村に係る第二号被保険者の見込数の総数の割合に二分の

一を乗じて得た率を基準として設定するものとし、三年ごとに、当該割合の推移

を勘案して政令で定める。 

３ 第百二十一条第二項の規定は、第一項に規定する介護給付及び予防給付に要す

る費用の額について準用する。 



260/651 

４ 第一項の介護給付費交付金は、第百五十条第一項の規定により支払基金が徴収

する納付金をもって充てる。 

（平二四法六二・一部改正） 

（地域支援事業支援交付金） 

第百二十六条 市町村の介護保険に関する特別会計において負担する費用のうち、

介護予防・日常生活支援総合事業に要する費用の額に前条第一項の第二号被保険

者負担率を乗じて得た額（以下「介護予防・日常生活支援総合事業医療保険納付

対象額」という。）については、政令で定めるところにより、支払基金が市町村

に対して交付する地域支援事業支援交付金をもって充てる。 

２ 前項の地域支援事業支援交付金は、第百五十条第一項の規定により支払基金が

徴収する納付金をもって充てる。 

（平一七法七七・全改、平二三法七二・平二四法六二・平二六法八三・一

部改正） 

（国の補助） 

第百二十七条 国は、第百二十一条から第百二十二条の三まで及び第百二十四条の

二に規定するもののほか、予算の範囲内において、介護保険事業に要する費用の

一部を補助することができる。 

（平一七法七七・平二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

（都道府県の補助） 

第百二十八条 都道府県は、第百二十三条及び第百二十四条の二に規定するものの

ほか、介護保険事業に要する費用の一部を補助することができる。 

（平二六法八三・一部改正） 

（保険料） 

第百二十九条 市町村は、介護保険事業に要する費用（財政安定化基金拠出金の納

付に要する費用を含む。）に充てるため、保険料を徴収しなければならない。 

２ 前項の保険料は、第一号被保険者に対し、政令で定める基準に従い条例で定め

るところにより算定された保険料率により算定された保険料額によって課する。 

３ 前項の保険料率は、市町村介護保険事業計画に定める介護給付等対象サービス
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の見込量等に基づいて算定した保険給付に要する費用の予想額、財政安定化基金

拠出金の納付に要する費用の予想額、第百四十七条第一項第二号の規定による都

道府県からの借入金の償還に要する費用の予定額並びに地域支援事業及び保健福

祉事業に要する費用の予定額、第一号被保険者の所得の分布状況及びその見通し

並びに国庫負担等の額等に照らし、おおむね三年を通じ財政の均衡を保つことが

できるものでなければならない。 

４ 市町村は、第一項の規定にかかわらず、第二号被保険者からは保険料を徴収し

ない。 

（平一七法七七・一部改正） 

（賦課期日） 

第百三十条 保険料の賦課期日は、当該年度の初日とする。 

（保険料の徴収の方法） 

第百三十一条 第百二十九条の保険料の徴収については、第百三十五条の規定によ

り特別徴収（国民年金法による老齢基礎年金その他の同法又は厚生年金保険法に

よる老齢、障害又は死亡を支給事由とする年金たる給付であって政令で定めるも

の及びその他これらの年金たる給付に類する老齢若しくは退職、障害又は死亡を

支給事由とする年金たる給付であって政令で定めるもの（以下「老齢等年金給付」

という。）の支払をする者（以下「年金保険者」という。）に保険料を徴収させ、

かつ、その徴収すべき保険料を納入させることをいう。以下同じ。）の方法によ

る場合を除くほか、普通徴収（市町村が、保険料を課せられた第一号被保険者又

は当該第一号被保険者の属する世帯の世帯主若しくは当該第一号被保険者の配偶

者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

以下同じ。）に対し、地方自治法第二百三十一条の規定により納入の通知をする

ことによって保険料を徴収することをいう。以下同じ。）の方法によらなければ

ならない。 

（平九法四八・平一三法一〇一・平一七法七七・平一九法一一〇・平二四

法六三・一部改正） 

（普通徴収に係る保険料の納付義務） 
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第百三十二条 第一号被保険者は、市町村がその者の保険料を普通徴収の方法によ

って徴収しようとする場合においては、当該保険料を納付しなければならない。 

２ 世帯主は、市町村が当該世帯に属する第一号被保険者の保険料を普通徴収の方

法によって徴収しようとする場合において、当該保険料を連帯して納付する義務

を負う。 

３ 配偶者の一方は、市町村が第一号被保険者たる他方の保険料を普通徴収の方法

によって徴収しようとする場合において、当該保険料を連帯して納付する義務を

負う。 

（普通徴収に係る保険料の納期） 

第百三十三条 普通徴収の方法によって徴収する保険料の納期は、当該市町村の条

例で定める。 

（年金保険者の市町村に対する通知） 

第百三十四条 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の四

月一日現在において当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者で

あって六十五歳以上のもの（次に掲げるものを除く。）の氏名、住所その他厚生

労働省令で定める事項を、その者が同日現在において住所を有する市町村（第十

三条第一項又は第二項の規定によりその者が他の市町村が行う介護保険の第一号

被保険者であるときは、当該他の市町村とする。次項（第三号を除く。）から第

六項まで及び第九項において同じ。）に通知しなければならない。 

一 当該年の六月一日から翌年の五月三十一日までの間に支払を受けるべき当該

老齢等年金給付の額の総額が、当該年の四月一日の現況において政令で定める

額未満である者 

二 当該老齢等年金給付を受ける権利を別に法律で定めるところにより担保に供

していることその他の厚生労働省令で定める特別の事情を有する者 

２ 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の四月二日から

六月一日までの間に次の各号のいずれかに該当するに至った者（当該年の三月一

日から四月一日までの間に第一号に該当するに至った者であって、当該年の四月

一日現在において当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けていないもの
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を含み、当該年の八月一日から翌年の五月三十一日までの間に支払を受けるべき

当該老齢等年金給付の額の総額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより

算定した年金額の見込額が、当該年の六月一日の現況において政令で定める額未

満である者及び前項第二号に該当する者を除く。）の氏名、住所その他厚生労働

省令で定める事項を、その者が当該年の六月一日現在において住所を有する市町

村に通知しなければならない。 

一 老齢等年金給付を受ける権利の裁定を受け、当該年金保険者から当該老齢等

年金給付の支払を受けることとなった六十五歳以上の者 

二 当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者のうち六十五歳に

達したもの（六十五歳以後も引き続き当該老齢等年金給付の受給権を有する者

に限る。） 

三 当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者のうち、当該年金

保険者に対し市町村の区域を越える住所の変更の届出を行った六十五歳以上の

もの 

３ 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の六月二日から

八月一日までの間に前項各号のいずれかに該当するに至った者（当該年の十月一

日から翌年の五月三十一日までの間に支払を受けるべき当該老齢等年金給付の額

の総額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより算定した年金額の見込額

が、当該年の八月一日の現況において政令で定める額未満である者及び第一項第

二号に該当する者を除く。）の氏名、住所その他厚生労働省令で定める事項を、

その者が当該年の八月一日現在において住所を有する市町村に通知しなければな

らない。 

４ 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の八月二日から

十月一日までの間に第二項各号のいずれかに該当するに至った者（当該年の十二

月一日から翌年の五月三十一日までの間に支払を受けるべき当該老齢等年金給付

の額の総額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより算定した年金額の見

込額が、当該年の十月一日の現況において政令で定める額未満である者及び第一

項第二号に該当する者を除く。）の氏名、住所その他厚生労働省令で定める事項



264/651 

を、その者が当該年の十月一日現在において住所を有する市町村に通知しなけれ

ばならない。 

５ 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の前年の十月二

日から十二月一日までの間に第二項各号のいずれかに該当するに至った者（当該

年の二月一日から五月三十一日までの間に支払を受けるべき当該老齢等年金給付

の額の総額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより算定した年金額の見

込額が、当該年の前年の十二月一日の現況において政令で定める額未満である者

及び第一項第二号に該当する者を除く。）の氏名、住所その他厚生労働省令で定

める事項を、その者が当該年の前年の十二月一日現在において住所を有する市町

村に通知しなければならない。 

６ 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の前年の十二月

二日から当該年の二月一日までの間に第二項各号のいずれかに該当するに至った

者（当該年の四月一日から五月三十一日までの間に支払を受けるべき当該老齢等

年金給付の額の総額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより算定した年

金額の見込額が、当該年の二月一日の現況において政令で定める額未満である者

及び第一項第二号に該当する者を除く。）の氏名、住所その他厚生労働省令で定

める事項を、その者が当該年の二月一日現在において住所を有する市町村に通知

しなければならない。 

７ 年金保険者（厚生労働大臣に限る。）は、前各項の規定による通知を行う場合

においては、政令で定めるところにより、連合会及び国民健康保険法第四十五条

第六項に規定する厚生労働大臣が指定する法人（以下「指定法人」という。）を

経由して行うものとする。 

８ 年金保険者（厚生労働大臣及び地方公務員共済組合（全国市町村職員共済組合

連合会を含む。第十項、第百三十六条第三項及び第六項並びに第百三十七条第二

項において同じ。）を除く。）は、第一項から第六項までの規定による通知を行

う場合においては、厚生労働大臣の同意を得て、当該年金保険者が行う当該通知

の全部を厚生労働大臣を経由して行うことができる。 

９ 前項において、厚生労働大臣を経由して市町村に通知を行う場合においては、
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政令で定めるところにより、連合会及び指定法人を経由して行うものとする。 

１０ 地方公務員共済組合は、第一項から第六項までの規定による通知を行う場合

においては、政令で定めるところにより、連合会、指定法人及び地方公務員共済

組合連合会を経由して行うものとする。 

１１ 厚生労働大臣は、第八項の同意をしたときは、当該同意に係る年金保険者（第

百三十六条において「特定年金保険者」という。）を公示しなければならない。 

１２ 年金保険者（厚生労働大臣に限る。）は、日本年金機構に、第一項から第六

項までの規定による通知に係る事務（第八項の規定による経由に係る事務を含み、

当該通知を除く。）を行わせるものとする。 

１３ 厚生年金保険法第百条の十第二項及び第三項の規定は、前項に規定する事務

について準用する。 

（平一一法八七・平一一法一六〇・平一七法七七・平一六法一三二（平一

七法七七）・平一八法八三・平一九法一〇九・一部改正） 

（保険料の特別徴収） 

第百三十五条 市町村は、前条第一項の規定による通知が行われた場合においては、

当該通知に係る第一号被保険者（災害その他の特別の事情があることにより、特

別徴収の方法によって保険料を徴収することが著しく困難であると認めるものそ

の他政令で定めるものを除く。次項及び第三項において同じ。）に対して課する

当該年度の保険料の全部（厚生労働省令で定める場合にあっては、その一部）を、

特別徴収の方法によって徴収するものとする。ただし、当該通知に係る第一号被

保険者が少ないことその他の特別の事情があることにより、特別徴収を行うこと

が適当でないと認められる市町村においては、特別徴収の方法によらないことが

できる。 

２ 市町村（前項ただし書に規定する市町村を除く。次項において同じ。）は、前

条第二項又は第三項の規定による通知が行われた場合においては、当該通知に係

る第一号被保険者に対して課する当該年度の保険料の一部を、特別徴収の方法に

よって徴収することができる。 

３ 市町村は、前条第二項若しくは第三項の規定による通知が行われた場合（前項
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の規定により当該通知に係る第一号被保険者に対して課する当該年度の保険料の

一部を特別徴収の方法によって徴収する場合を除く。）又は同条第四項から第六

項までの規定による通知が行われた場合において、当該通知に係る第一号被保険

者について、翌年度の初日から九月三十日までの間において当該通知に係る老齢

等年金給付が支払われるときは、その支払に係る保険料額として、支払回数割保

険料額の見込額（当該額によることが適当でないと認められる特別な事情がある

場合においては、所得の状況その他の事情を勘案して市町村が定める額とする。）

を、厚生労働省令で定めるところにより、特別徴収の方法によって徴収するもの

とする。 

４ 前項の支払回数割保険料額の見込額は、当該第一号被保険者につき、当該年度

の保険料額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより算定した額を、当該

年度の翌年度の初日（前条第五項の規定による通知に係る第一号被保険者につい

ては同年度の六月一日とし、同条第六項の規定による通知に係る第一号被保険者

については同年度の八月一日とする。）から九月三十日までの間における当該老

齢等年金給付の支払の回数で除して得た額とする。 

５ 市町村は、第一項本文、第二項又は第三項の規定により特別徴収の方法によっ

て保険料を徴収しようとする場合においては、第一項本文、第二項又は第三項に

規定する第一号被保険者（以下「特別徴収対象被保険者」という。）について、

当該特別徴収対象被保険者に係る年金保険者（以下「特別徴収義務者」という。）

に当該保険料を徴収させなければならない。 

６ 市町村は、同一の特別徴収対象被保険者について前条第一項から第六項までの

規定による通知に係る老齢等年金給付（以下「特別徴収対象年金給付」という。）

が二以上ある場合においては、政令で定めるところにより一の特別徴収対象年金

給付について保険料を徴収させるものとする。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平一八法八三・一部改正） 

（特別徴収額の通知等） 

第百三十六条 市町村は、第百三十四条第一項の規定による通知が行われた場合に

おいて、前条第一項並びに第五項及び第六項（同条第一項に係る部分に限る。）
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の規定により特別徴収の方法によって保険料を徴収しようとするときは、特別徴

収対象被保険者に係る保険料を特別徴収の方法によって徴収する旨、当該特別徴

収対象被保険者に係る支払回数割保険料額その他厚生労働省令で定める事項を、

特別徴収義務者及び特別徴収対象被保険者に通知しなければならない。 

２ 前項の支払回数割保険料額は、厚生労働省令で定めるところにより、当該特別

徴収対象被保険者につき、特別徴収の方法によって徴収する保険料額（以下「特

別徴収対象保険料額」という。）から、前条第三項並びに第百四十条第一項及び

第二項の規定により当該年の四月一日から九月三十日までの間に徴収される保険

料額の合計額を控除して得た額を、当該年の十月一日から翌年三月三十一日まで

の間における当該特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額とする。 

３ 第一項の規定による特別徴収義務者に対する通知（厚生労働大臣及び特定年金

保険者並びに地方公務員共済組合に係るものを除く。）は、当該年度の初日の属

する年の八月三十一日までにしなければならない。 

４ 第一項の規定による特別徴収義務者に対する通知（厚生労働大臣に係るものに

限る。）は、当該年度の初日の属する年の七月三十一日までに、政令で定めると

ころにより、連合会及び指定法人を経由してしなければならない。 

５ 第一項の規定による特別徴収義務者に対する通知（特定年金保険者に係るもの

に限る。）は、当該年度の初日の属する年の七月三十一日までに、政令で定める

ところにより、連合会、指定法人及び厚生労働大臣を経由してしなければならな

い。 

６ 第一項の規定による特別徴収義務者に対する通知（地方公務員共済組合に係る

ものに限る。）は、当該年度の初日の属する年の七月三十一日までに、政令で定

めるところにより、連合会、指定法人及び地方公務員共済組合連合会を経由して

しなければならない。 

７ 厚生労働大臣は、日本年金機構に、第一項の規定による通知の受理に係る事務

（第五項の規定による経由に係る事務を含み、当該受理を除く。）を行わせるも

のとする。 

８ 厚生年金保険法第百条の十第二項及び第三項の規定は、前項に規定する事務に
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ついて準用する。 

（平一一法八七・平一一法一六〇・平一七法七七・平一八法八三・平一九

法一〇九・一部改正） 

（特別徴収の方法によって徴収した保険料額の納入の義務等） 

第百三十七条 特別徴収義務者は、前条第一項の規定による通知を受けた場合にお

いては、同項に規定する支払回数割保険料額を、厚生労働省令で定めるところに

より、当該年の十月一日から翌年三月三十一日までの間において特別徴収対象年

金給付の支払をする際徴収し、その徴収した日の属する月の翌月の十日までに、

これを当該市町村に納入する義務を負う。 

２ 地方公務員共済組合は、前項の規定により市町村に納入する場合においては、

地方公務員共済組合連合会を経由して行うものとする。 

３ 特別徴収義務者が、特別徴収対象年金給付の支払をする際特別徴収対象被保険

者から徴収しなかった保険料額に相当する額を第一項の規定により市町村に納入

した場合においては、その徴収しなかった保険料額に相当する額を、当該納入を

したとき以後に当該特別徴収対象被保険者に支払うべき当該特別徴収対象年金給

付から控除することができる。 

４ 特別徴収義務者は、第百三十五条の規定により当該特別徴収義務者が徴収すべ

き保険料に係る特別徴収対象被保険者が当該特別徴収義務者から特別徴収対象年

金給付の支払を受けないこととなった場合その他厚生労働省令で定める場合にお

いては、その事由が発生した日の属する月の翌月以降徴収すべき保険料額は、こ

れを徴収して納入する義務を負わない。 

５ 前項に規定する場合においては、特別徴収義務者は、厚生労働省令で定めると

ころにより、特別徴収対象年金給付の支払を受けないこととなった特別徴収対象

被保険者その他厚生労働省令で定める者の氏名、当該特別徴収対象被保険者に係

る保険料徴収の実績その他必要な事項を、特別徴収に係る納入金を納入すべき市

町村に通知しなければならない。 

６ 特別徴収義務者は、厚生労働省令で定めるところにより、第一項の規定により

徴収する支払回数割保険料額を、特別徴収対象被保険者に対し通知するものとす
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る。 

７ 特別徴収義務者（厚生労働大臣に限る。）は、日本年金機構に、第一項及び第

四項の規定による徴収及び納入に係る事務（当該徴収及び納入を除く。）を行わ

せるものとする。 

８ 厚生年金保険法第百条の十第二項及び第三項の規定は、前項に規定する事務に

ついて準用する。 

９ 第百三十四条第七項から第十三項までの規定は第五項の規定による通知につい

て、同条第十二項及び第十三項の規定は第六項の規定による特別徴収義務者（厚

生労働大臣に限る。）の通知について準用する。 

（平一一法八七・平一一法一六〇・平一七法七七・平一八法八三・平一九

法一〇九・一部改正） 

（被保険者資格喪失等の場合の市町村の特別徴収義務者等に対する通知） 

第百三十八条 市町村は、第百三十六条第一項の規定により支払回数割保険料額を

特別徴収義務者に通知した後に当該通知に係る特別徴収対象被保険者が被保険者

資格を喪失した場合その他厚生労働省令で定める場合においては、厚生労働省令

で定めるところにより、その旨を当該特別徴収義務者及び当該特別徴収対象被保

険者に通知しなければならない。 

２ 第百三十六条第四項から第八項までの規定は、前項の規定による特別徴収義務

者に対する通知について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

３ 特別徴収義務者は、第一項の規定による通知を受けた場合においては、その通

知を受けた日以降特別徴収対象保険料額を徴収して納入する義務を負わない。こ

の場合において、特別徴収義務者は、直ちに当該通知に係る特別徴収対象被保険

者に係る保険料徴収の実績その他必要な事項を当該通知をした市町村に通知しな

ければならない。 

４ 第百三十四条第七項から第十三項までの規定は、前項の規定による通知につい

て準用する。 

（平一一法八七・平一一法一六〇・平一七法七七・平一八法八三・平一九
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法一〇九・一部改正） 

（普通徴収保険料額への繰入） 

第百三十九条 市町村は、第一号被保険者が特別徴収対象年金給付の支払を受けな

くなったこと等により保険料を特別徴収の方法によって徴収されないこととなっ

た場合においては、特別徴収の方法によって徴収されないこととなった額に相当

する保険料額を、その特別徴収の方法によって徴収されないこととなった日以後

において到来する第百三十三条の納期がある場合においてはそのそれぞれの納期

において、その日以後に到来する同条の納期がない場合においては直ちに、普通

徴収の方法によって徴収しなければならない。 

２ 特別徴収義務者から当該市町村に納入された第一号被保険者についての保険料

額の合計額が当該第一号被保険者について特別徴収の方法によって徴収すべき保

険料額を超える場合（特別徴収の方法によって徴収すべき保険料額がない場合を

含む。）においては、市町村は、当該過納又は誤納に係る保険料額（当該過納又

は誤納に係る保険料額が当該第一号被保険者が死亡したことにより生じたもので

あるときは、当該過納又は誤納に係る保険料額から厚生労働省令で定めるところ

により算定した額を控除した額とする。次項において「過誤納額」という。）を

当該第一号被保険者に還付しなければならない。 

３ 市町村は、前項の規定により過誤納額を還付すべき場合において、当該第一号

被保険者の未納に係る保険料その他この法律の規定による徴収金があるときは、

同項の規定にかかわらず、厚生労働省令で定めるところにより、当該過誤納額を

これに充当することができる。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（仮徴収） 

第百四十条 市町村は、前年度の初日の属する年の十月一日から翌年の三月三十一

日までの間における特別徴収対象年金給付の支払の際第百三十六条第一項に規定

する支払回数割保険料額を徴収されていた第一号被保険者について、当該年度の

初日からその日の属する年の五月三十一日までの間において当該支払回数割保険

料額の徴収に係る老齢等年金給付が支払われるときは、その支払に係る保険料額



271/651 

として、当該支払回数割保険料額に相当する額を、厚生労働省令で定めるところ

により、特別徴収の方法によって徴収するものとする。 

２ 市町村は、前項に規定する第一号被保険者について、当該年度の初日の属する

年の六月一日から九月三十日までの間において同項に規定する老齢等年金給付が

支払われるときは、それぞれの支払に係る保険料額として、当該第一号被保険者

に係る同項に規定する支払回数割保険料額に相当する額（当該額によることが適

当でないと認められる特別な事情がある場合においては、所得の状況その他の事

情を勘案して市町村が定める額とする。）を、厚生労働省令で定めるところによ

り、特別徴収の方法によって徴収するものとする。 

３ 第百三十六条から前条まで（第百三十六条第二項を除く。）の規定は、前二項

の規定による特別徴収について準用する。この場合において、これらの規定に関

し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

４ 第一項の規定による特別徴収については、前項において準用する第百三十六条

の規定による通知があったものとみなし、第二項の規定による特別徴収について

は、前項において準用する同条の規定による通知が期日までに行われないときは、

第一項に規定する老齢等年金給付のそれぞれの支払に係る保険料額として、第二

項に規定する支払回数割保険料額に相当する額を特別徴収の方法によって徴収す

る旨の同条の規定による通知があったものとみなす。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（住所地特例対象施設に入所等中の被保険者の特例に係る特別徴収義務者への通

知） 

第百四十一条 市町村は、その行う介護保険の特別徴収対象被保険者が住所地特例

適用被保険者に該当するに至ったときは、速やかに、当該特別徴収対象被保険者

に係る特別徴収義務者に、その旨を通知するものとする。 

２ 第百三十六条第四項から第八項までの規定は、前項の規定による特別徴収義務

者に対する通知について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

（平一一法八七・平一七法七七・平一九法一〇九・平二六法八三・一部改
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正） 

（政令への委任） 

第百四十一条の二 第百三十四条第二項から第六項までの規定により通知が行われ

た場合において、市町村が第百三十五条第二項から第六項までの規定により特別

徴収の方法によって保険料を徴収しようとするときの特別徴収額の通知、特別徴

収の方法によって徴収した保険料額の納入の義務その他の取扱いについては、政

令で定める。 

（平一七法七七・追加） 

（保険料の減免等） 

第百四十二条 市町村は、条例で定めるところにより、特別の理由がある者に対し、

保険料を減免し、又はその徴収を猶予することができる。 

（地方税法の準用） 

第百四十三条 保険料その他この法律の規定による徴収金（第百五十条第一項に規

定する納付金及び第百五十七条第一項に規定する延滞金を除く。）については、

地方税法第九条、第十三条の二、第二十条、第二十条の二及び第二十条の四の規

定を準用する。 

（滞納処分） 

第百四十四条 市町村が徴収する保険料その他この法律の規定による徴収金は、地

方自治法第二百三十一条の三第三項に規定する法律で定める歳入とする。 

（保険料の収納の委託） 

第百四十四条の二 市町村は、普通徴収の方法によって徴収する保険料の収納の事

務については、収入の確保及び第一号被保険者の便益の増進に寄与すると認める

場合に限り、政令で定めるところにより、私人に委託することができる。 

（平一七法七七・追加） 

（保険料納付原簿） 

第百四十五条 市町村は、保険料納付原簿を備え、これに第一号被保険者の氏名、

住所、保険料の納付状況その他厚生労働省令で定める事項を記録するものとする。 

（平一一法一六〇・一部改正） 
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（条例等への委任） 

第百四十六条 この節に規定するもののほか、保険料の賦課及び徴収等に関する事

項（特別徴収に関するものを除く。）は政令で定める基準に従って条例で、特別

徴収に関して必要な事項は政令又は政令で定める基準に従って条例で定める。 

第二節 財政安定化基金等 

（財政安定化基金） 

第百四十七条 都道府県は、次に掲げる介護保険の財政の安定化に資する事業に必

要な費用に充てるため、財政安定化基金を設けるものとする。 

一 実績保険料収納額が予定保険料収納額に不足すると見込まれ、かつ、基金事

業対象収入額が基金事業対象費用額に不足すると見込まれる市町村に対し、政

令で定めるところにより、イに掲げる額（イに掲げる額がロに掲げる額を超え

るときは、ロに掲げる額とする。）の二分の一に相当する額を基礎として、当

該市町村及びその他の市町村における保険料の収納状況を勘案して政令で定め

るところにより算定した額を交付すること。 

イ 実績保険料収納額が予定保険料収納額に不足すると見込まれる額 

ロ 基金事業対象収入額が基金事業対象費用額に不足すると見込まれる額 

二 基金事業対象収入額及び基金事業交付額の合計額が、基金事業対象費用額に

不足すると見込まれる市町村に対し、政令で定めるところにより、当該不足す

ると見込まれる額を基礎として、当該市町村及びその他の市町村における保険

料の収納状況を勘案して政令で定めるところにより算定した額の範囲内の額を

貸し付けること。 

２ 前項において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 予定保険料収納額 市町村において当該市町村が定める市町村介護保険事業

計画の計画期間（以下「計画期間」という。）中に収納が見込まれた保険料の

額の合計額のうち、介護給付及び予防給付に要する費用の額、地域支援事業に

要する費用の額、財政安定化基金拠出金の納付に要する費用の額並びに前項第

二号の規定による都道府県からの借入金（以下この項及び次条において「基金

事業借入金」という。）の償還に要する費用の額に充てるものとして政令で定
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めるところにより算定した額 

二 実績保険料収納額 市町村において計画期間中に収納した保険料の額の合計

額のうち、介護給付及び予防給付に要した費用の額、地域支援事業に要した費

用の額、財政安定化基金拠出金の納付に要した費用の額並びに基金事業借入金

の償還に要した費用の額に充てるものとして政令で定めるところにより算定し

た額 

三 基金事業対象収入額 市町村の介護保険に関する特別会計において計画期間

中に収入した金額（第五号の基金事業交付額及び基金事業借入金の額を除く。）

の合計額のうち、介護給付及び予防給付に要した費用の額、地域支援事業に要

した費用の額、財政安定化基金拠出金の納付に要した費用の額並びに基金事業

借入金の償還に要した費用の額に充てるものとして政令で定めるところにより

算定した額 

四 基金事業対象費用額 市町村において計画期間中に介護給付及び予防給付に

要した費用の額、地域支援事業に要した費用の額、財政安定化基金拠出金の納

付に要した費用の額並びに基金事業借入金の償還に要した費用の額の合計額と

して政令で定めるところにより算定した額 

五 基金事業交付額 市町村が計画期間中に前項第一号の規定により交付を受け

た額 

３ 都道府県は、財政安定化基金に充てるため、政令で定めるところにより、市町

村から財政安定化基金拠出金を徴収するものとする。 

４ 市町村は、前項の規定による財政安定化基金拠出金を納付する義務を負う。 

５ 都道府県は、政令で定めるところにより、第三項の規定により市町村から徴収

した財政安定化基金拠出金の総額の三倍に相当する額を財政安定化基金に繰り入

れなければならない。 

６ 国は、政令で定めるところにより、前項の規定により都道府県が繰り入れた額

の三分の一に相当する額を負担する。 

７ 財政安定化基金から生ずる収入は、すべて財政安定化基金に充てなければなら

ない。 
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８ 第百二十一条第二項の規定は、第二項第一号に規定する介護給付及び予防給付

に要する費用の額並びに同項第二号から第四号までに規定する介護給付及び予防

給付に要した費用の額について準用する。 

（平一七法七七・一部改正） 

（市町村相互財政安定化事業） 

第百四十八条 市町村は、介護保険の財政の安定化を図るため、その介護保険に関

する特別会計において負担する費用のうち介護給付及び予防給付に要する費用

（第四十三条第三項、第四十四条第六項、第四十五条第六項、第五十五条第三項、

第五十六条第六項又は第五十七条第六項の規定に基づき条例を定めている市町村

に係る当該介護給付及び予防給付に要する費用については、当該条例による措置

が講じられないものとして政令で定めるところにより算定した当該介護給付及び

予防給付に要する費用とする。次項において同じ。）、地域支援事業に要する費

用、財政安定化基金拠出金の納付に要する費用並びに基金事業借入金の償還に要

する費用の財源について、政令で定めるところにより、他の市町村と共同して、

調整保険料率に基づき、市町村相互間において調整する事業（以下この条及び次

条において「市町村相互財政安定化事業」という。）を行うことができる。 

２ 前項の調整保険料率は、市町村相互財政安定化事業を行う市町村（以下この条

及び次条第二項において「特定市町村」という。）のそれぞれが、それぞれの第

一号被保険者に対し、当該調整保険料率により算定した保険料額によって保険料

を課するとしたならば、当該特定市町村につき事業実施期間（市町村相互財政安

定化事業を実施する期間として特定市町村が次項の規約により定める三年を一期

とする期間をいう。以下この項及び第四項において同じ。）において収納される

保険料の額の合計額が、当該事業実施期間における当該特定市町村の介護給付及

び予防給付に要する費用の額（当該介護給付及び予防給付に要する費用の額につ

き第百二十一条第一項、第百二十二条第一項、第百二十三条第一項、第百二十四

条第一項及び第百二十五条第一項の規定により、国、都道府県、市町村の一般会

計及び支払基金が負担し、又は交付する額を除く。）、地域支援事業に要する費

用の額（当該地域支援事業に要する費用の額につき第百二十二条の二第一項、第
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二項及び第四項、第百二十三条第三項及び第四項、第百二十四条第三項及び第四

項並びに第百二十六条第一項の規定により、国、都道府県、市町村の一般会計及

び支払基金が負担し、又は交付する額を除く。）、財政安定化基金拠出金の納付

に要する費用の額並びに基金事業借入金の償還に要する費用の額の合計額と均衡

を保つことができるものであって、当該特定市町村が政令で定める基準に従い定

めるものとする。 

３ 市町村は、市町村相互財政安定化事業を行おうとするときは、その議会の議決

を経てする協議により規約を定め、これを都道府県知事に届け出なければならな

い。 

４ 前項の規約には、次に掲げる事項につき規定を設けなければならない。 

一 特定市町村 

二 調整保険料率 

三 事業実施期間 

四 市町村相互財政安定化事業に係る資金の負担及び交付の方法 

五 前各号に掲げる事項のほか、市町村相互財政安定化事業の実施に関し必要な

事項 

５ 第三項の規定は、同項の規約を変更し、又は市町村相互財政安定化事業をとり

やめようとする場合について準用する。 

６ 特定市町村が第百二十九条第二項の規定によりその条例で定める保険料率につ

いて同条第三項の規定を適用する場合においては、同項中「償還に要する費用の

予定額」とあるのは「償還に要する費用の予定額、第百四十八条第一項に規定す

る市町村相互財政安定化事業により負担する額の予想額」と、「並びに国庫負担

等の額等に照らし、おおむね三年」とあるのは「、国庫負担等の額並びに同項に

規定する市町村相互財政安定化事業により交付される額の予想額等に照らし、お

おむね第百四十八条第二項に規定する事業実施期間」とする。 

７ 特定市町村について前条第二項の規定を適用する場合においては、同項第一号

中「並びに前項第二号の規定による都道府県からの借入金（以下「基金事業借入

金」という。）の償還に要する費用の額」とあるのは「、前項第二号の規定によ
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る都道府県からの借入金（以下「基金事業借入金」という。）の償還に要する費

用の額並びに市町村相互財政安定化事業（次条第一項に規定する市町村相互財政

安定化事業をいう。以下この項において同じ。）により負担する額」と、同項第

二号中「並びに基金事業借入金の償還に要した費用の額」とあるのは「、基金事

業借入金の償還に要した費用の額並びに市町村相互財政安定化事業により負担し

た額」と、同項第三号中「収入した金額（第五号の基金事業交付額及び基金事業

借入金の額を除く。）」とあるのは「収入した金額（市町村相互財政安定化事業

により交付された額を含み、第五号の基金事業交付額及び基金事業借入金の額を

除く。）」と、「並びに基金事業借入金の償還に要した費用の額」とあるのは「、

基金事業借入金の償還に要した費用の額並びに市町村相互財政安定化事業により

負担した額」と、同項第四号中「並びに基金事業借入金の償還に要した費用の額」

とあるのは「、基金事業借入金の償還に要した費用の額並びに市町村相互財政安

定化事業により負担した額」とする。 

８ 特定市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村相互財政安定化事

業のうち資金の負担及び交付に関する事務の一部を、当該特定市町村が出資者又

は構成員となっている営利を目的としない法人であって、厚生労働省令で定める

要件に該当するものに委託することができる。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・平二六法八三・一部改正） 

第百四十九条 都道府県は、市町村相互財政安定化事業を行おうとする市町村の求

めに応じ、市町村相互間における必要な調整を行うものとする。 

２ 都道府県は、特定市町村の求めに応じ、当該市町村相互財政安定化事業に係る

調整保険料率についての基準を示す等必要な助言又は情報の提供をすることがで

きる。 

（平一七法七七・一部改正） 

第三節 医療保険者の納付金 

（納付金の徴収及び納付義務） 

第百五十条 支払基金は、第百六十条第一項に規定する業務に要する費用に充てる

ため、年度（毎年四月一日から翌年三月三十一日までをいう。以下この節及び次
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章において同じ。）ごとに、医療保険者（国民健康保険にあっては、都道府県。

次項及び第百六十一条を除き、以下同じ。）から、介護給付費・地域支援事業支

援納付金（以下「納付金」という。）を徴収する。 

２ 医療保険者（国民健康保険にあっては、市町村）は、納付金の納付に充てるた

め医療保険各法又は地方税法の規定により保険料若しくは掛金又は国民健康保険

税を徴収する義務を負う。 

３ 医療保険者は、納付金を納付する義務を負う。 

（平一七法七七・平二七法三一・一部改正） 

（納付金の額） 

第百五十一条 前条第一項の規定により各医療保険者から徴収する納付金の額は、

当該年度の概算納付金の額とする。ただし、前々年度の概算納付金の額が前々年

度の確定納付金の額を超えるときは、当該年度の概算納付金の額からその超える

額とその超える額に係る調整金額との合計額を控除して得た額とするものとし、

前々年度の概算納付金の額が前々年度の確定納付金の額に満たないときは、当該

年度の概算納付金の額にその満たない額とその満たない額に係る調整金額との合

計額を加算して得た額とする。 

２ 前項ただし書の調整金額は、前々年度におけるすべての医療保険者に係る概算

納付金の額と確定納付金の額との過不足額につき生ずる利子その他の事情を勘案

して厚生労働省令で定めるところにより各医療保険者ごとに算定される額とする。 

（平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正） 

（概算納付金） 

第百五十二条 前条第一項の概算納付金の額は、次の各号に掲げる医療保険者の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 被用者保険等保険者（高齢者の医療の確保に関する法律第七条第三項に規定

する被用者保険等保険者をいう。以下同じ。） 当該年度における全ての市町

村の医療保険納付対象額及び介護予防・日常生活支援総合事業医療保険納付対

象額の見込額の総額を厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度にお

ける全ての医療保険者に係る第二号被保険者の見込数の総数で除して得た額に、



279/651 

厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度における全ての被用者保険

等保険者に係る第二号被保険者の見込数の総数を乗じて得た額を同年度におけ

るイに掲げる額で除して得た数に、同年度におけるロに掲げる額を乗じて得た

額 

イ 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額

（第二号被保険者標準報酬総額の見込額として厚生労働省令で定めるところ

により算定される額をいう。ロにおいて同じ。）の合計額 

ロ 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額 

二 被用者保険等保険者以外の医療保険者 当該年度における全ての市町村の医

療保険納付対象額及び介護予防・日常生活支援総合事業医療保険納付対象額の

見込額の総額を厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度における全

ての医療保険者に係る第二号被保険者の見込数の総数で除して得た額に、厚生

労働省令で定めるところにより算定した同年度における当該医療保険者に係る

第二号被保険者の見込数を乗じて得た額 

２ 前項第一号イの第二号被保険者標準報酬総額は、次の各号に掲げる被用者保険

等保険者の区分に応じ、各年度の当該各号に定める額の合計額の総額を、それぞ

れ政令で定めるところにより補正して得た額とする。 

一 全国健康保険協会及び健康保険組合 第二号被保険者である被保険者ごとの

健康保険法又は船員保険法に規定する標準報酬月額及び標準賞与額 

二 共済組合 第二号被保険者である組合員ごとの国家公務員共済組合法又は地

方公務員等共済組合法に規定する標準報酬の月額及び標準期末手当等の額 

三 日本私立学校振興・共済事業団 第二号被保険者である加入者ごとの私立学

校教職員共済法に規定する標準報酬月額及び標準賞与額 

四 国民健康保険組合（被用者保険等保険者であるものに限る。） 第二号被保

険者である組合員ごとの前三号に定める額に相当するものとして厚生労働省令

で定める額 

（平二九法五二・全改） 

（確定納付金） 
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第百五十三条 第百五十一条第一項ただし書の確定納付金の額は、次の各号に掲げ

る医療保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 被用者保険等保険者 前々年度における全ての市町村の医療保険納付対象額

及び介護予防・日常生活支援総合事業医療保険納付対象額の総額を厚生労働省

令で定めるところにより算定した同年度における全ての医療保険者に係る第二

号被保険者の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算定

した同年度における全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者の総数を

乗じて得た額を同年度におけるイに掲げる額で除して得た数に、同年度におけ

るロに掲げる額を乗じて得た額 

イ 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額（前条第二

項に規定する第二号被保険者標準報酬総額をいう。ロにおいて同じ。）の合

計額 

ロ 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額 

二 被用者保険等保険者以外の医療保険者 前々年度における全ての市町村の医

療保険納付対象額及び介護予防・日常生活支援総合事業医療保険納付対象額の

総額を厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度における全ての医療

保険者に係る第二号被保険者の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定める

ところにより算定した同年度における当該医療保険者に係る第二号被保険者の

数を乗じて得た額 

（平二九法五二・全改） 

（医療保険者が合併、分割及び解散をした場合における納付金の額の特例） 

第百五十四条 合併又は分割により成立した医療保険者、合併又は分割後存続する

医療保険者及び解散をした医療保険者の権利義務を承継した医療保険者に係る納

付金の額の算定の特例については、政令で定める。 

（納付金の額の決定、通知等） 

第百五十五条 支払基金は、各年度につき、各医療保険者が納付すべき納付金の額

を決定し、当該各医療保険者に対し、その者が納付すべき納付金の額、納付の方

法及び納付すべき期限その他必要な事項を通知しなければならない。 
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２ 前項の規定により納付金の額が定められた後、納付金の額を変更する必要が生

じたときは、支払基金は、当該各医療保険者が納付すべき納付金の額を変更し、

当該各医療保険者に対し、変更後の納付金の額を通知しなければならない。 

３ 支払基金は、医療保険者が納付した納付金の額が、前項の規定による変更後の

納付金の額に満たない場合には、その不足する額について、同項の規定による通

知とともに納付の方法及び納付すべき期限その他必要な事項を通知し、同項の規

定による変更後の納付金の額を超える場合には、その超える額について、未納の

納付金その他この法律の規定による支払基金の徴収金があるときはこれに充当し、

なお残余があれば還付し、未納の徴収金がないときはこれを還付しなければなら

ない。 

（督促及び滞納処分） 

第百五十六条 支払基金は、医療保険者が、納付すべき期限までに納付金を納付し

ないときは、期限を指定してこれを督促しなければならない。 

２ 支払基金は、前項の規定により督促をするときは、当該医療保険者に対し、督

促状を発する。この場合において、督促状により指定すべき期限は、督促状を発

する日から起算して十日以上経過した日でなければならない。 

３ 支払基金は、第一項の規定による督促を受けた医療保険者がその指定期限まで

にその督促状に係る納付金及び次条の規定による延滞金を完納しないときは、政

令で定めるところにより、その徴収を、厚生労働大臣又は都道府県知事に請求す

るものとする。 

４ 前項の規定による徴収の請求を受けたときは、厚生労働大臣又は都道府県知事

は、国税滞納処分の例により処分することができる。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（延滞金） 

第百五十七条 前条第一項の規定により納付金の納付を督促したときは、支払基金

は、その督促に係る納付金の額につき年十四・五パーセントの割合で、納付期日

の翌日からその完納又は財産差押えの日の前日までの日数により計算した延滞金

を徴収する。ただし、督促に係る納付金の額が千円未満であるときは、この限り
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でない。 

２ 前項の場合において、納付金の額の一部につき納付があったときは、その納付

の日以降の期間に係る延滞金の額の計算の基礎となる納付金の額は、その納付の

あった納付金の額を控除した額とする。 

３ 延滞金の計算において、前二項の納付金の額に千円未満の端数があるときは、

その端数は、切り捨てる。 

４ 前三項の規定によって計算した延滞金の額に百円未満の端数があるときは、そ

の端数は、切り捨てる。 

５ 延滞金は、次の各号のいずれかに該当する場合には、徴収しない。ただし、第

三号の場合には、その執行を停止し、又は猶予した期間に対応する部分の金額に

限る。 

一 督促状に指定した期限までに納付金を完納したとき。 

二 延滞金の額が百円未満であるとき。 

三 納付金について滞納処分の執行を停止し、又は猶予したとき。 

四 納付金を納付しないことについてやむを得ない理由があると認められるとき。 

（納付の猶予） 

第百五十八条 支払基金は、やむを得ない事情により、医療保険者が納付金を納付

することが著しく困難であると認められるときは、厚生労働省令で定めるところ

により、当該医療保険者の申請に基づき、厚生労働大臣の承認を受けて、その納

付すべき期限から一年以内の期間を限り、その一部の納付を猶予することができ

る。 

２ 支払基金は、前項の規定による猶予をしたときは、その旨、猶予に係る納付金

の額、猶予期間その他必要な事項を医療保険者に通知しなければならない。 

３ 支払基金は、第一項の規定による猶予をしたときは、その猶予期間内は、その

猶予に係る納付金につき新たに第百五十六条第一項の規定による督促及び同条第

三項の規定による徴収の請求をすることができない。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（通知） 
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第百五十九条 市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、支払基金に対し、

各年度における医療保険納付対象額その他厚生労働省令で定める事項を通知しな

ければならない。 

２ 市町村は、前項の規定による通知の事務を連合会に委託することができる。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

第九章 社会保険診療報酬支払基金の介護保険関係業務 

（平一七法七七・旧第八章繰下） 

（支払基金の業務） 

第百六十条 支払基金は、社会保険診療報酬支払基金法第十五条に規定する業務の

ほか、第一条に規定する目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。 

一 医療保険者から納付金を徴収すること。 

二 市町村に対し第百二十五条第一項の介護給付費交付金を交付すること。 

三 市町村に対し第百二十六条第一項の地域支援事業支援交付金を交付すること。 

四 前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

２ 前項に規定する業務は、介護保険関係業務という。 

（平一四法一六八・平一七法七七・一部改正） 

（業務の委託） 

第百六十一条 支払基金は、厚生労働大臣の認可を受けて、介護保険関係業務の一

部を医療保険者が加入している団体で厚生労働大臣が定めるものに委託すること

ができる。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（業務方法書） 

第百六十二条 支払基金は、介護保険関係業務に関し、当該業務の開始前に、業務

方法書を作成し、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。これを変更する

ときも、同様とする。 

２ 前項の業務方法書に記載すべき事項は、厚生労働省令で定める。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（報告等） 
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第百六十三条 支払基金は、医療保険者に対し、毎年度、医療保険加入者（四十歳

以上六十五歳未満のものに限る。）の数その他の厚生労働省令で定める事項に関

する報告を求めるほか、第百六十条第一項第一号に掲げる業務に関し必要がある

と認めるときは、文書その他の物件の提出を求めることができる。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（区分経理） 

第百六十四条 支払基金は、介護保険関係業務に係る経理については、その他の業

務に係る経理と区分して、特別の会計を設けて行わなければならない。 

（予算等の認可） 

第百六十五条 支払基金は、介護保険関係業務に関し、毎事業年度、予算、事業計

画及び資金計画を作成し、当該事業年度の開始前に、厚生労働大臣の認可を受け

なければならない。これを変更するときも、同様とする。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（財務諸表等） 

第百六十六条 支払基金は、介護保険関係業務に関し、毎事業年度、財産目録、貸

借対照表及び損益計算書（以下この条において「財務諸表」という。）を作成し、

当該事業年度の終了後三月以内に厚生労働大臣に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。 

２ 支払基金は、前項の規定により財務諸表を厚生労働大臣に提出するときは、厚

生労働省令で定めるところにより、これに当該事業年度の事業報告書及び予算の

区分に従い作成した決算報告書並びに財務諸表及び決算報告書に関する監事の意

見書を添付しなければならない。 

３ 支払基金は、第一項の規定による厚生労働大臣の承認を受けたときは、遅滞な

く、財務諸表又はその要旨を官報に公告し、かつ、財務諸表及び附属明細書並び

に前項の事業報告書、決算報告書及び監事の意見書を、各事務所に備えて置き、

厚生労働省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならない。 

（平九法一〇三・平一一法一六〇・一部改正） 

（利益及び損失の処理） 
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第百六十七条 支払基金は、介護保険関係業務に関し、毎事業年度、損益計算にお

いて利益を生じたときは、前事業年度から繰り越した損失をうめ、なお残余があ

るときは、その残余の額は、積立金として整理しなければならない。 

２ 支払基金は、介護保険関係業務に関し、毎事業年度、損益計算において損失を

生じたときは、前項の規定による積立金を減額して整理し、なお不足があるとき

は、その不足額は繰越欠損金として整理しなければならない。 

３ 支払基金は、予算をもって定める金額に限り、第一項の規定による積立金を第

百六十条第一項第二号及び第三号に掲げる業務に要する費用に充てることができ

る。 

（平一七法七七・一部改正） 

（借入金及び債券） 

第百六十八条 支払基金は、介護保険関係業務に関し、厚生労働大臣の認可を受け

て、長期借入金若しくは短期借入金をし、又は債券を発行することができる。 

２ 前項の規定による長期借入金及び債券は、二年以内に償還しなければならない。 

３ 第一項の規定による短期借入金は、当該事業年度内に償還しなければならない。

ただし、資金の不足のため償還することができないときは、その償還することが

できない金額に限り、厚生労働大臣の認可を受けて、これを借り換えることがで

きる。 

４ 前項ただし書の規定により借り換えられた短期借入金は、一年以内に償還しな

ければならない。 

５ 支払基金は、第一項の規定による債券を発行する場合においては、割引の方法

によることができる。 

６ 第一項の規定による債券の債権者は、支払基金の財産について他の債権者に先

立って自己の債権の弁済を受ける権利を有する。 

７ 前項の先取特権の順位は、民法（明治二十九年法律第八十九号）の規定による

一般の先取特権に次ぐものとする。 

８ 支払基金は、厚生労働大臣の認可を受けて、第一項の規定による債券の発行に

関する事務の全部又は一部を銀行又は信託会社に委託することができる。 
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９ 会社法（平成十七年法律第八十六号）第七百五条第一項及び第二項並びに第七

百九条の規定は、前項の規定により委託を受けた銀行又は信託会社について準用

する。 

１０ 第一項及び第二項並びに第五項から前項までに定めるもののほか、第一項の

規定による債券に関し必要な事項は、政令で定める。 

（平一一法一六〇・平一四法一六八・平一七法八七・一部改正） 

（政府保証） 

第百六十九条 政府は、法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律（昭和二

十一年法律第二十四号）第三条の規定にかかわらず、国会の議決を経た金額の範

囲内で、支払基金による第百二十五条第一項の介護給付費交付金及び第百二十六

条第一項の地域支援事業支援交付金の円滑な交付のために必要があると認めると

きは、前条の規定による支払基金の長期借入金、短期借入金又は債券に係る債務

について、必要と認められる期間の範囲において、保証することができる。 

（平一四法一六八・平一七法七七・一部改正） 

（余裕金の運用） 

第百七十条 支払基金は、次の方法によるほか、介護保険関係業務に係る業務上の

余裕金を運用してはならない。 

一 国債、地方債その他厚生労働大臣が指定する有価証券の保有 

二 銀行その他厚生労働大臣が指定する金融機関への預金 

三 信託業務を営む金融機関（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和

十八年法律第四十三号）第一条第一項の認可を受けた金融機関をいう。）への

金銭信託 

（平一一法一六〇・平一六法一五四・平一七法一〇二・一部改正） 

（協議） 

第百七十条の二 厚生労働大臣は、次の場合には、あらかじめ、財務大臣に協議し

なければならない。 

一 第百六十八条第一項、第三項又は第八項の認可をしようとするとき。 

二 前条第一号又は第二号の指定をしようとするとき。 
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（平一四法一六八・追加） 

（厚生労働省令への委任） 

第百七十一条 この章に定めるもののほか、介護保険関係業務に係る支払基金の財

務及び会計に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（報告の徴収等） 

第百七十二条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、支払基金又は第百六十一条の規

定による委託を受けた者（以下この項及び第二百七条第二項において「受託者」

という。）について、介護保険関係業務に関し必要があると認めるときは、その

業務又は財産の状況に関する報告を徴し、又は当該職員に実地にその状況を検査

させることができる。ただし、受託者に対しては、当該受託業務の範囲内に限る。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による検査について、同条第四項の規

定は、前項の規定による権限について準用する。 

３ 都道府県知事は、支払基金につき介護保険関係業務に関し社会保険診療報酬支

払基金法第二十九条の規定による処分が行われる必要があると認めるとき、又は

支払基金の理事長、理事若しくは監事につき介護保険関係業務に関し同法第十一

条第二項若しくは第三項の規定による処分が行われる必要があると認めるときは、

理由を付して、その旨を厚生労働大臣に通知しなければならない。 

（平一一法八七・平一一法一六〇・平一四法一六八・一部改正） 

（社会保険診療報酬支払基金法の適用の特例） 

第百七十三条 介護保険関係業務は、社会保険診療報酬支払基金法第三十二条第二

項の規定の適用については、同法第十五条に規定する業務とみなす。 

（平一四法一六八・一部改正） 

（審査請求） 

第百七十四条 この法律に基づく支払基金の処分又はその不作為に不服のある者は、

厚生労働大臣に対し、審査請求をすることができる。この場合において、厚生労

働大臣は、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）第二十五条第二項及

び第三項、第四十六条第一項及び第二項、第四十七条並びに第四十九条第三項の
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規定の適用については、支払基金の上級行政庁とみなす。 

（平一一法一六〇・平二六法六九・一部改正） 

第百七十五条 削除 

（平一七法七七） 

第十章 国民健康保険団体連合会の介護保険事業関係業務 

（連合会の業務） 

第百七十六条 連合会は、国民健康保険法の規定による業務のほか、次に掲げる業

務を行う。 

一 第四十一条第十項（第四十二条の二第九項、第四十六条第七項、第四十八条

第七項、第五十一条の三第八項、第五十三条第七項、第五十四条の二第九項、

第五十八条第七項及び第六十一条の三第八項において準用する場合を含む。）

の規定により市町村から委託を受けて行う居宅介護サービス費、地域密着型介

護サービス費、居宅介護サービス計画費、施設介護サービス費、特定入所者介

護サービス費、介護予防サービス費、地域密着型介護予防サービス費、介護予

防サービス計画費及び特定入所者介護予防サービス費の請求に関する審査及び

支払 

二 第百十五条の四十五の三第六項の規定により市町村から委託を受けて行う第

一号事業支給費の請求に関する審査及び支払並びに第百十五条の四十七第六項

の規定により市町村から委託を受けて行う介護予防・日常生活支援総合事業の

実施に必要な費用の支払決定に係る審査及び支払であって、前号に掲げる業務

の内容との共通性その他の事情を勘案して厚生労働省令で定めるもの 

三 指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、指定施設

サービス等、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス及び指

定介護予防支援の質の向上に関する調査並びに指定居宅サービス事業者、指定

地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、指定介

護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定介護

予防支援事業者に対する必要な指導及び助言 

２ 連合会は、前項各号に掲げる業務のほか、介護保険事業の円滑な運営に資する
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ため、次に掲げる業務を行うことができる。 

一 第二十一条第三項の規定により市町村から委託を受けて行う第三者に対する

損害賠償金の徴収又は収納の事務 

二 指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、指定介護

予防サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業並びに介護保険施設

の運営 

三 第百十五条の四十七第六項の規定により市町村から委託を受けて行う介護予

防・日常生活支援総合事業の実施に必要な費用の支払決定に係る審査及び支払

（前項第二号に掲げるものを除く。） 

四 前三号に掲げるもののほか、介護保険事業の円滑な運営に資する事業 

（平一七法七七・平一八法八三・平二三法七二・平二六法八三・一部改正） 

（議決権の特例） 

第百七十七条 連合会が前条の規定により行う業務（以下「介護保険事業関係業務」

という。）については、国民健康保険法第八十六条において準用する同法第二十

九条の規定にかかわらず、厚生労働省令で定めるところにより、規約をもって議

決権に関する特段の定めをすることができる。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

（区分経理） 

第百七十八条 連合会は、介護保険事業関係業務に係る経理については、その他の

経理と区分して整理しなければならない。 

第十一章 介護給付費等審査委員会 

（平二六法八三・改称） 

（給付費等審査委員会） 

第百七十九条 第四十一条第十項（第四十二条の二第九項、第四十六条第七項、第

四十八条第七項、第五十一条の三第八項、第五十三条第七項、第五十四条の二第

九項、第五十八条第七項及び第六十一条の三第八項において準用する場合を含

む。）並びに第百十五条の四十五の三第六項及び第百十五条の四十七第六項の規

定による委託を受けて介護給付費請求書及び介護予防・日常生活支援総合事業費
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請求書の審査を行うため、連合会に、介護給付費等審査委員会（以下「給付費等

審査委員会」という。）を置く。 

（平一七法七七・平一八法八三・平二六法八三・一部改正） 

（給付費等審査委員会の組織） 

第百八十条 給付費等審査委員会は、規約で定めるそれぞれ同数の介護給付等対象

サービス担当者（指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支

援、指定施設サービス等、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サー

ビス又は指定介護予防支援を担当する者をいう。第三項並びに次条第一項及び第

二項において同じ。）又は介護予防・日常生活支援総合事業担当者（指定事業者

において第一号事業を担当する者又は受託者において介護予防・日常生活支援総

合事業を担当する者をいう。第三項及び次条第二項において同じ。）を代表する

委員、市町村を代表する委員及び公益を代表する委員をもって組織する。 

２ 委員は、連合会が委嘱する。 

３ 前項の委嘱は、介護給付等対象サービス担当者又は介護予防・日常生活支援総

合事業担当者を代表する委員及び市町村を代表する委員については、それぞれ関

係団体の推薦によって行わなければならない。 

（平一七法七七・平二六法八三・一部改正） 

（給付費等審査委員会の権限） 

第百八十一条 給付費等審査委員会は、介護給付費請求書の審査を行うため必要が

あると認めるときは、都道府県知事の承認を得て、当該指定居宅サービス事業者、

指定介護予防サービス事業者若しくは介護保険施設に対して、報告若しくは帳簿

書類の提出若しくは提示を求め、又は当該指定居宅サービス事業者、指定介護予

防サービス事業者若しくは介護保険施設の開設者若しくは管理者若しくはその長

若しくは当該指定居宅サービスの事業若しくは指定介護予防サービスの事業に係

る事業所若しくは介護保険施設における介護給付等対象サービス担当者に対して、

出頭若しくは説明を求めることができる。 

２ 給付費等審査委員会は、介護給付費請求書又は介護予防・日常生活支援総合事

業費請求書の審査を行うため必要があると認めるときは、市町村長の承認を得て、
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当該指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定地域密着型

介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防支援事業者若しくは指定事業者若

しくは受託者に対して、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を求め、又は

当該指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定地域密着型

介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防支援事業者若しくは指定事業者若

しくは受託者若しくは当該指定地域密着型サービスの事業、指定居宅介護支援の

事業、指定地域密着型介護予防サービスの事業若しくは指定介護予防支援の事業

に係る事業所における介護給付等対象サービス担当者若しくは指定事業者若しく

は受託者における介護予防・日常生活支援総合事業担当者に対して、出頭若しく

は説明を求めることができる。 

３ 連合会は、前二項の規定により給付費等審査委員会に出頭した者に対し、旅費、

日当及び宿泊料を支給しなければならない。ただし、当該指定居宅サービス事業

者、指定介護予防サービス事業者、介護保険施設、指定地域密着型サービス事業

者、指定居宅介護支援事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは

指定介護予防支援事業者又は指定事業者若しくは受託者が提出した介護給付費請

求書若しくは介護予防・日常生活支援総合事業費請求書又は帳簿書類の記載が不

備又は不当であったため出頭を求められて出頭した者に対しては、この限りでな

い。 

（平一七法七七・平二六法八三・一部改正） 

（厚生労働省令への委任） 

第百八十二条 この章に規定するもののほか、給付費等審査委員会に関して必要な

事項は、厚生労働省令で定める。 

（平一一法一六〇・平二六法八三・一部改正） 

第十二章 審査請求 

（審査請求） 

第百八十三条 保険給付に関する処分（被保険者証の交付の請求に関する処分及び

要介護認定又は要支援認定に関する処分を含む。）又は保険料その他この法律の

規定による徴収金（財政安定化基金拠出金、納付金及び第百五十七条第一項に規
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定する延滞金を除く。）に関する処分に不服がある者は、介護保険審査会に審査

請求をすることができる。 

２ 前項の審査請求は、時効の完成猶予及び更新に関しては、裁判上の請求とみな

す。 

（平二九法四五・一部改正） 

（介護保険審査会の設置） 

第百八十四条 介護保険審査会（以下「保険審査会」という。）は、各都道府県に

置く。 

（組織） 

第百八十五条 保険審査会は、次の各号に掲げる委員をもって組織し、その定数は、

当該各号に定める数とする。 

一 被保険者を代表する委員 三人 

二 市町村を代表する委員 三人 

三 公益を代表する委員 三人以上であって政令で定める基準に従い条例で定め

る員数 

２ 委員は、都道府県知事が任命する。 

３ 委員は、非常勤とする。 

（委員の任期） 

第百八十六条 委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第百八十七条 保険審査会に、公益を代表する委員のうちから委員が選挙する会長

一人を置く。 

２ 会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された者が、その職務を代

行する。 

（専門調査員） 

第百八十八条 保険審査会に、要介護認定又は要支援認定に関する処分に対する審
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査請求の事件に関し、専門の事項を調査させるため、専門調査員を置くことがで

きる。 

２ 専門調査員は、要介護者等の保健、医療又は福祉に関する学識経験を有する者

のうちから、都道府県知事が任命する。 

３ 専門調査員は、非常勤とする。 

（合議体） 

第百八十九条 保険審査会は、会長、被保険者を代表する委員及び市町村を代表す

る委員の全員並びに会長以外の公益を代表する委員のうちから保険審査会が指名

する二人をもって構成する合議体で、審査請求（要介護認定又は要支援認定に関

する処分に対するものを除く。）の事件を取り扱う。 

２ 要介護認定又は要支援認定に関する処分に対する審査請求の事件は、公益を代

表する委員のうちから、保険審査会が指名する者をもって構成する合議体で取り

扱う。 

３ 前項の合議体を構成する委員の定数は、都道府県の条例で定める数とする。 

（平二五法四四・一部改正） 

第百九十条 前条第一項の合議体は、被保険者を代表する委員、市町村を代表する

委員及び公益を代表する委員各一人以上を含む過半数の委員の、同条第二項の合

議体は、これを構成するすべての委員の出席がなければ、会議を開き、議決をす

ることができない。 

２ 前条第一項の合議体の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、会長の決するところによる。 

３ 前条第二項の合議体の議事は、その合議体を構成する委員の過半数をもって決

する。 

（管轄保険審査会） 

第百九十一条 審査請求は、当該処分をした市町村をその区域に含む都道府県の保

険審査会に対してしなければならない。 

２ 審査請求が管轄違いであるときは、保険審査会は、速やかに、事件を所轄の保

険審査会に移送し、かつ、その旨を審査請求人に通知しなければならない。 
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３ 事件が移送されたときは、はじめから、移送を受けた保険審査会に審査請求が

あったものとみなす。 

（審査請求の期間及び方式） 

第百九十二条 審査請求は、処分があったことを知った日の翌日から起算して三月

以内に、文書又は口頭でしなければならない。ただし、正当な理由により、この

期間内に審査請求をすることができなかったことを疎明したときは、この限りで

ない。 

（平二六法六九・一部改正） 

（市町村に対する通知） 

第百九十三条 保険審査会は、審査請求がされたときは、行政不服審査法第二十四

条の規定により当該審査請求を却下する場合を除き、原処分をした市町村及びそ

の他の利害関係人に通知しなければならない。 

（平二六法六九・一部改正） 

（審理のための処分） 

第百九十四条 保険審査会は、審理を行うため必要があると認めるときは、審査請

求人若しくは関係人に対して報告若しくは意見を求め、その出頭を命じて審問し、

又は医師その他保険審査会の指定する者（次項において「医師等」という。）に

診断その他の調査をさせることができる。 

２ 都道府県は、前項の規定により保険審査会に出頭した関係人又は診断その他の

調査をした医師等に対し、政令で定めるところにより、旅費、日当及び宿泊料又

は報酬を支給しなければならない。 

（政令への委任） 

第百九十五条 この章及び行政不服審査法に規定するもののほか、審査請求の手続

及び保険審査会に関して必要な事項は、政令で定める。 

（審査請求と訴訟との関係） 

第百九十六条 第百八十三条第一項に規定する処分の取消しの訴えは、当該処分に

ついての審査請求に対する裁決を経た後でなければ、提起することができない。 

第十三章 雑則 
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（報告の徴収等） 

第百九十七条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、市町村に対し、保険給付の効果

に関する評価のためその他必要があると認めるときは、その事業の実施の状況に

関する報告を求めることができる。 

２ 厚生労働大臣は、都道府県知事又は市町村長に対し、当該都道府県知事又は市

町村長が第五章の規定により行う事務に関し必要があると認めるときは、報告を

求め、又は助言若しくは勧告をすることができる。 

３ 都道府県知事は、市町村長（指定都市及び地方自治法第二百五十二条の二十二

第一項の中核市（第二百三条の二において「中核市」という。）の長を除く。以

下この項において同じ。）に対し、当該市町村長が第五章の規定により行う事務

に関し必要があると認めるときは、報告を求め、又は助言若しくは勧告をするこ

とができる。 

４ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、医療保険者に対し、納付金の額の算定に関

して必要があると認めるときは、その業務に関する報告を徴し、又は当該職員に

実地にその状況を検査させることができる。 

５ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による検査について、同条第四項の規

定は、前項の規定による権限について準用する。 

（平一一法八七・平一一法一六〇・平一七法七七・平二六法五一・一部改

正） 

第百九十七条の二 市町村長は、政令で定めるところにより、その事業の実施の状

況を厚生労働大臣に報告しなければならない。 

（平一七法七七・追加） 

（連合会に対する監督） 

第百九十八条 連合会について国民健康保険法第百六条及び第百八条の規定を適用

する場合において、これらの規定中「事業」とあるのは、「事業（介護保険法（平

成九年法律第百二十三号）第百七十七条に規定する介護保険事業関係業務を含

む。）」とする。 

（平一四法一〇二・一部改正） 
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（先取特権の順位） 

第百九十九条 保険料その他この法律の規定による徴収金の先取特権の順位は、国

税及び地方税に次ぐものとする。 

（時効） 

第二百条 保険料、納付金その他この法律の規定による徴収金を徴収し、又はその

還付を受ける権利及び保険給付を受ける権利は、これらを行使することができる

時から二年を経過したときは、時効によって消滅する。 

２ 保険料その他この法律の規定による徴収金の督促は、時効の更新の効力を生ず

る。 

（平一四法一六八・平二九法四五・一部改正） 

（賦課決定の期間制限） 

第二百条の二 保険料の賦課決定は、当該年度における最初の保険料の納期（この

法律又はこれに基づく条例の規定により保険料を納付し、又は納入すべき期限を

いい、当該納期後に保険料を課することができることとなった場合にあっては、

当該保険料を課することができることとなった日とする。）の翌日から起算して

二年を経過した日以後においては、することができない。 

（平二六法八三・追加） 

（期間の計算） 

第二百一条 この法律又はこの法律に基づく命令に規定する期間の計算については、

民法の期間に関する規定を準用する。 

（被保険者等に関する調査） 

第二百二条 市町村は、被保険者の資格、保険給付、地域支援事業及び保険料に関

して必要があると認めるときは、被保険者、被保険者の配偶者若しくは被保険者

の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者又はこれらであった者に対し、

文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は当該職員に質問させることが

できる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問について、同条第四項の規

定は、前項の規定による権限について準用する。 



297/651 

（平一二法一四〇・平二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

（資料の提供等） 

第二百三条 市町村は、保険給付、地域支援事業及び保険料に関して必要があると

認めるときは、被保険者、被保険者の配偶者若しくは被保険者の属する世帯の世

帯主その他その世帯に属する者の資産若しくは収入の状況又は被保険者に対する

老齢等年金給付の支給状況につき、官公署若しくは年金保険者に対し必要な文書

の閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行、信託会社その他の機関若しくは被

保険者の雇用主その他の関係人に報告を求めることができる。 

２ 都道府県知事又は市町村長は、第四十一条第一項本文、第四十二条の二第一項

本文、第四十六条第一項、第四十八条第一項第一号、第五十三条第一項本文、第

五十四条の二第一項本文、第五十八条第一項若しくは第百十五条の四十五の三第

一項の指定又は第九十四条第一項若しくは第百七条第一項の許可に関し必要があ

ると認めるときは、これらの指定又は許可に係る申請者若しくはその役員等若し

くは開設者若しくはその役員又は病院等の管理者、特別養護老人ホームの長若し

くは第九十四条第三項第十一号若しくは第百七条第三項第十四号に規定する使用

人の保険料等の納付状況につき、当該保険料等を徴収する者に対し、必要な書類

の閲覧又は資料の提供を求めることができる。 

（平一二法一四〇・平一七法七七・平一七法一〇二・平一九法一一〇・平

二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

（大都市等の特例） 

第二百三条の二 この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定

めるものは、指定都市及び中核市においては、政令の定めるところにより、指定

都市又は中核市（以下「指定都市等」という。）が処理するものとする。この場

合においては、この法律中都道府県に関する規定は、指定都市等に関する規定と

して、指定都市等に適用があるものとする。 

（平二三法七二・追加、平二六法五一・一部改正） 

（緊急時における厚生労働大臣の事務執行） 

第二百三条の三 第百条第一項又は第百十四条の二第一項の規定により都道府県知
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事又は市町村長の権限に属するものとされている事務は、介護老人保健施設又は

介護医療院に入所している者の生命又は身体の安全を確保するため緊急の必要が

あると厚生労働大臣が認める場合にあっては、厚生労働大臣又は都道府県知事若

しくは市町村長が行うものとする。この場合において、この法律の規定中都道府

県知事に関する規定（当該事務に係るものに限る。）は、厚生労働大臣に関する

規定として厚生労働大臣に適用があるものとする。 

２ 前項の場合において、厚生労働大臣又は都道府県知事若しくは市町村長が当該

事務を行うときは、相互に密接な連携の下に行うものとする。 

（平一一法八七・追加、平一一法一六〇・平一七法七七・一部改正、平二

三法七二・旧第二百三条の二繰下、平二九法五二・一部改正） 

（事務の区分） 

第二百三条の四 第百五十六条第四項、第百七十二条第一項及び第三項並びに第百

九十七条第四項の規定により都道府県が処理することとされている事務は、地方

自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

（平一一法八七・追加、平二三法七二・旧第二百三条の三繰下、平二六法

五一・一部改正） 

（権限の委任） 

第二百三条の五 この法律に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定め

るところにより、地方厚生局長に委任することができる。 

２ 前項の規定により地方厚生局長に委任された権限は、厚生労働省令で定めると

ころにより、地方厚生支局長に委任することができる。 

（平一一法一六〇・追加、平二三法七二・旧第二百三条の四繰下） 

（実施規定） 

第二百四条 この法律に特別の規定があるものを除くほか、この法律の実施のため

の手続その他その執行について必要な細則は、厚生労働省令で定める。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

第十四章 罰則 

第二百五条 認定審査会、都道府県介護認定審査会、給付費等審査委員会若しくは
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保険審査会の委員、保険審査会の専門調査員若しくは連合会若しくは連合会から

第四十一条第十一項（第四十二条の二第九項、第四十六条第七項、第四十八条第

七項、第五十一条の三第八項、第五十三条第七項、第五十四条の二第九項、第五

十八条第七項及び第六十一条の三第八項において準用する場合を含む。）、第百

十五条の四十五の三第七項若しくは第百十五条の四十七第七項の規定により第四

十一条第九項、第四十二条の二第八項、第四十六条第六項、第四十八条第六項、

第五十一条の三第七項、第五十三条第六項、第五十四条の二第八項、第五十八条

第六項、第六十一条の三第七項、第百十五条の四十五の三第五項若しくは第百十

五条の四十七第六項に規定する審査及び支払に関する事務の委託を受けた法人の

役員若しくは職員又はこれらの者であった者が、正当な理由がなく、職務上知り

得た指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支

援事業者、介護保険施設の開設者、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着

型介護予防サービス事業者、指定介護予防支援事業者若しくは居宅サービス等を

行った者若しくは第一号事業を行う者の業務上の秘密又は個人の秘密を漏らした

ときは、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

２ 第二十四条の二第三項、第二十四条の三第二項、第二十八条第七項（第二十九

条第二項、第三十条第二項、第三十一条第二項、第三十三条第四項、第三十三条

の二第二項、第三十三条の三第二項及び第三十四条第二項において準用する場合

を含む。）、第六十九条の十七第一項、第六十九条の二十八第一項、第六十九条

の三十七、第百十五条の三十八第一項（第百十五条の四十二第三項において準用

する場合を含む。）、第百十五条の四十六第八項（第百十五条の四十七第三項に

おいて準用する場合を含む。）又は第百十五条の四十八第五項の規定に違反した

者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

（平一七法七七・平一八法八三・平二〇法四二・平二三法七二・平二五法

四四・平二六法八三・一部改正） 

第二百五条の二 第六十九条の二十四第二項の規定による命令に違反したときは、

その違反行為をした者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

（平一七法七七・追加） 
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第二百六条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、

六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第九十八条第一項各号に掲げる事項以外の事項を広告し、同項各号に掲げる

事項に関し虚偽の広告をし、又は同項第三号に掲げる事項の広告の方法が同条

第二項の規定による定めに違反したとき。 

二 第百一条又は第百二条第一項の規定に基づく命令に違反したとき。 

三 第百十二条第一項各号に掲げる事項以外の事項を広告し、同項各号に掲げる

事項に関し虚偽の広告をし、又は同項第三号に掲げる事項の広告の方法が同条

第二項の規定による定めに違反したとき。 

四 第百十四条の三又は第百十四条の四第一項の規定に基づく命令に違反したと

き。 

（平一七法七七・平二九法五二・一部改正） 

第二百六条の二 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者

は、五十万円以下の罰金に処する。 

一 第六十九条の二十又は第百十五条の三十九（第百十五条の四十二第三項にお

いて準用する場合を含む。）の規定に違反して帳簿を備えず、帳簿に記載せず、

若しくは帳簿に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかったとき。 

二 第六十九条の二十二第一項若しくは第二項、第六十九条の三十第一項（第六

十九条の三十三第二項において準用する場合を含む。）又は第百十五条の四十

第一項（第百十五条の四十二第三項において準用する場合を含む。）の規定に

よる報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による質問に対

して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくはこれらの規定による検査

を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

三 第六十九条の二十三第一項の規定による許可を受けないで試験問題作成事務

の全部を廃止し、第百十五条の四十一の規定による許可を受けないで調査事務

の全部を廃止し、又は第百十五条の四十二第三項において準用する第百十五条

の四十一の規定による許可を受けないで情報公表事務の全部を廃止したとき。 

（平一七法七七・追加、平二〇法四二・一部改正） 
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第二百七条 次の各号の一に該当する場合には、その違反行為をした健康保険組合、

国民健康保険組合、共済組合又は日本私立学校振興・共済事業団の役員、清算人

又は職員は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第百六十三条の規定による報告若しくは文書その他の物件の提出をせず、又

は虚偽の報告をし、若しくは虚偽の記載をした文書を提出したとき。 

二 第百九十七条第四項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又

は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

２ 第百七十二条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は

同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合には、その違反行為

をした支払基金又は受託者の役員又は職員は、三十万円以下の罰金に処する。 

（平九法四八・平二六法五一・一部改正） 

第二百八条 介護給付等を受けた者が、第二十四条第二項の規定による報告をせず、

若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による当該職員の質問若しくは第二十

四条の三第一項の規定により委託を受けた指定都道府県事務受託法人の職員の第

二十四条第二項の規定による質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし

たときは、三十万円以下の罰金に処する。 

（平一七法七七・平二三法七二・一部改正） 

第二百九条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、

三十万円以下の罰金に処する。 

一 第四十二条第四項、第四十二条の三第三項、第四十五条第八項、第四十七条

第四項、第四十九条第三項、第五十四条第四項、第五十四条の三第三項、第五

十七条第八項、第五十九条第四項、第七十六条第一項、第七十八条の七第一項、

第八十三条第一項、第九十条第一項、第百条第一項、第百十四条の二第一項、

第百十五条の七第一項、第百十五条の十七第一項、第百十五条の二十七第一項

又は第百十五条の三十三第一項の規定による報告若しくは帳簿書類の提出若し

くは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の帳簿書類の提出若しくは

提示をし、又はこれらの規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の

答弁をし、若しくはこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した
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とき。 

二 第九十五条の規定に違反したとき。 

三 第九十九条第二項又は第百五条において準用する医療法第九条第二項の規定

に違反したとき。 

四 第百九条の規定に違反したとき。 

五 第百十三条第二項又は第百十四条の八において準用する医療法第九条第二項

の規定に違反したとき。 

（平一二法一四一・平一七法七七・平一八法八三・平二〇法四二・平二三

法三七・平二五法四四・平二九法五二・一部改正） 

第二百十条 正当な理由なしに、第百九十四条第一項の規定による処分に違反して、

出頭せず、陳述をせず、報告をせず、若しくは虚偽の陳述若しくは報告をし、又

は診断その他の調査をしなかった者は、二十万円以下の罰金に処する。ただし、

保険審査会の行う審査の手続における請求人又は第百九十三条の規定により通知

を受けた市町村その他の利害関係人は、この限りでない。 

第二百十一条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関して第二百五条の二から第二百六条の二まで又は

第二百九条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対

しても、各本条の罰金刑を科する。 

（平一七法七七・一部改正） 

第二百十一条の二 第六十九条の十九第一項の規定に違反して財務諸表等を備えて

置かず、財務諸表等に記載すべき事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又

は正当な理由がないのに同条第二項各号の規定による請求を拒んだ者は、二十万

円以下の過料に処する。 

（平一七法七七・追加） 

第二百十二条 次の各号の一に該当する場合には、その違反行為をした支払基金の

役員は、二十万円以下の過料に処する。 

一 この法律により厚生労働大臣の認可又は承認を受けなければならない場合に

おいて、その認可又は承認を受けなかったとき。 
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二 第百七十条の規定に違反して業務上の余裕金を運用したとき。 

（平一一法一六〇・一部改正） 

第二百十三条 居宅サービス等を行った者又はこれを使用する者が、第二十四条第

一項の規定による報告若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項

の規定による当該職員の質問若しくは第二十四条の三第一項の規定により委託を

受けた指定都道府県事務受託法人の職員の第二十四条第一項の規定による質問に

対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、十万円以下の過料に処す

る。 

２ 第六十九条の七第六項又は第七項の規定に違反した者は、十万円以下の過料に

処する。 

（平一七法七七・平二三法七二・一部改正） 

第二百十四条 市町村は、条例で、第一号被保険者が第十二条第一項本文の規定に

よる届出をしないとき（同条第二項の規定により当該第一号被保険者の属する世

帯の世帯主から届出がなされたときを除く。）又は虚偽の届出をしたときは、十

万円以下の過料を科する規定を設けることができる。 

２ 市町村は、条例で、第三十条第一項後段、第三十一条第一項後段、第三十三条

の三第一項後段、第三十四条第一項後段、第三十五条第六項後段、第六十六条第

一項若しくは第二項又は第六十八条第一項の規定により被保険者証の提出を求め

られてこれに応じない者に対し十万円以下の過料を科する規定を設けることがで

きる。 

３ 市町村は、条例で、被保険者、被保険者の配偶者若しくは被保険者の属する世

帯の世帯主その他その世帯に属する者又はこれらであった者が正当な理由なしに、

第二百二条第一項の規定により文書その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられ

てこれに従わず、又は同項の規定による当該職員の質問に対して答弁せず、若し

くは虚偽の答弁をしたときは、十万円以下の過料を科する規定を設けることがで

きる。 

４ 市町村は、条例で、偽りその他不正の行為により保険料その他この法律の規定

による徴収金（納付金及び第百五十七条第一項に規定する延滞金を除く。）の徴
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収を免れた者に対し、その徴収を免れた金額の五倍に相当する金額以下の過料を

科する規定を設けることができる。 

５ 地方自治法第二百五十五条の三の規定は、前各項の規定による過料の処分につ

いて準用する。 

（平一一法八七・平一二法一四〇・平一七法七七・平二九法五二・一部改

正） 

第二百十五条 連合会は、規約の定めるところにより、その施設（介護保険事業関

係業務に限る。）の使用に関し十万円以下の過怠金を徴収することができる。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第八条の規定 公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で

定める日 

（平成一〇年政令第六号で平成一〇年一月一〇日から施行） 

二 第八章、第二百四条、第二百七条第二項及び第二百十二条の規定 平成十二

年一月一日 

（検討） 

第二条 介護保険制度については、要介護者等に係る保健医療サービス及び福祉サ

ービスを提供する体制の状況、保険給付に要する費用の状況、国民負担の推移、

社会経済の情勢等を勘案し、並びに障害者の福祉に係る施策、医療保険制度等と

の整合性及び市町村が行う介護保険事業の円滑な実施に配意し、被保険者及び保

険給付を受けられる者の範囲、保険給付の内容及び水準並びに保険料及び納付金

（その納付に充てるため医療保険各法の規定により徴収する保険料（地方税法の

規定により徴収する国民健康保険税を含む。）又は掛金を含む。）の負担の在り

方を含め、この法律の施行後五年を目途としてその全般に関して検討が加えられ、

その結果に基づき、必要な見直し等の措置が講ぜられるべきものとする。 

第三条 政府は、この法律の施行後、保険給付に要する費用の動向、保険料負担の
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状況等を勘案し、必要があると認めるときは、居宅サービス、施設サービス等に

要する費用に占める介護給付等の割合について、検討を加え、その結果に基づい

て所要の措置を講ずるものとする。 

第四条 政府は、この法律の施行後十年を経過した場合において、第五章の規定の

施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。 

第五条 政府は、前三条の規定による検討をするに当たって、地方公共団体その他

の関係者から、当該検討に係る事項に関する意見の提出があったときは、当該意

見を十分に考慮しなければならない。 

（国の無利子貸付け等） 

第六条 国は、当分の間、地方公共団体に対し、介護老人保健施設の整備で日本電

信電話株式会社の株式の売払収入の活用による社会資本の整備の促進に関する特

別措置法（昭和六十二年法律第八十六号。以下「社会資本整備特別措置法」とい

う。）第二条第一項第二号に該当するものに要する費用に充てる資金の一部を、

予算の範囲内において、無利子で貸し付けることができる。 

２ 国は、当分の間、都道府県又は指定都市等に対し、介護老人保健施設の整備で

社会資本整備特別措置法第二条第一項第二号に該当するものにつき、第九十四条

第三項第一号に掲げる医療法人、社会福祉法人その他厚生労働大臣が定める者に

対し当該都道府県又は指定都市等が補助する費用に充てる資金の一部を、予算の

範囲内において、無利子で貸し付けることができる。 

３ 前二項の国の貸付金の償還期間は、五年（二年以内の据置期間を含む。）以内

で政令で定める期間とする。 

４ 前項に定めるもののほか、第一項及び第二項の規定による貸付金の償還方法、

償還期限の繰上げその他償還に関し必要な事項は、政令で定める。 

５ 国は、第一項又は第二項の規定により地方公共団体に対し貸付けを行った場合

には、当該貸付けの対象である施設の整備について、当該貸付金に相当する金額

の補助を行うものとし、当該補助については、当該貸付金の償還時において、当

該貸付金の償還金に相当する金額を交付することにより行うものとする。 
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６ 地方公共団体が、第一項又は第二項の規定による貸付けを受けた無利子貸付金

について、第三項及び第四項の規定に基づき定められる償還期限を繰り上げて償

還を行った場合（政令で定める場合を除く。）における前項の規定の適用につい

ては、当該償還は、当該償還期限の到来時に行われたものとみなす。 

（平一四法一・追加、平二三法七二・一部改正） 

（病床転換の円滑化への配慮） 

第七条 厚生労働大臣は、基本指針を定めるに当たっては、医療に要する費用の適

正化及び良質かつ効率的な介護サービスの確保の観点から高齢者の医療の確保に

関する法律附則第二条に規定する病床の転換が円滑に行われるよう、介護医療院

その他の厚生労働省令で定める施設の入所定員の増加について適切に配慮するも

のとする。 

（平一八法八三・追加、平二九法五二・一部改正） 

（郵政会社等に関する経過措置） 

第八条 国家公務員共済組合法附則第二十条の二第二項に規定する郵政会社等又は

同法附則第二十条の七第一項に規定する適用法人が指定居宅サービス事業者、指

定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス

事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防支援事業

者の指定の申請を行う場合又は介護老人保健施設の開設の許可の申請を行う場合

におけるこの法律の規定の適用については、次の表の上欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。 

第七条第九項第二

号 

第六項各号（第四号を除

く。） 

第六項各号 

第七十九条第二項

第四号の三 

船員保険法 船員保険法、国家公務員共済組合法 

（平一九法一一〇・追加・一部改正、平二三法七二・平二四法六三・一部

改正） 

（指定介護老人福祉施設に入所中の被保険者の特例） 

第九条 指定介護老人福祉施設に入所することにより当該指定介護老人福祉施設の
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所在する場所に住所を変更したと認められる被保険者であって、当該指定介護老

人福祉施設に入所した際他の市町村（当該指定介護老人福祉施設が所在する市町

村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有していたと認められるものは、当

該指定介護老人福祉施設が入所定員の減少により地域密着型介護老人福祉施設

（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の事業を行う事業所に係る第四十

二条の二第一項本文の指定を受けているものに限る。以下この条において「変更

後地域密着型介護老人福祉施設」という。）となった場合においても、当該変更

後地域密着型介護老人福祉施設に継続して入所している間は、第九条の規定にか

かわらず、当該他の市町村が行う介護保険の被保険者とする。ただし、変更後地

域密着型介護老人福祉施設となった指定介護老人福祉施設（以下この条において

「変更前介護老人福祉施設」という。）を含む二以上の住所地特例対象施設に継

続して入所等をしていた被保険者（当該変更後地域密着型介護老人福祉施設に継

続して入所している者に限る。）であって、当該変更前介護老人福祉施設に入所

する直前に入所等をしていた住所地特例対象施設（以下この項において「直前入

所施設」という。）及び変更前介護老人福祉施設のそれぞれに入所等をすること

により直前入所施設及び変更前介護老人福祉施設のそれぞれの所在する場所に順

次住所を変更したと認められるもの（次項において「特定継続入所被保険者」と

いう。）については、この限りでない。 

２ 特定継続入所被保険者のうち、次の各号に掲げるものは、第九条の規定にかか

わらず、当該各号に定める市町村が行う介護保険の被保険者とする。 

一 継続して入所等をしていた二以上の住所地特例対象施設のそれぞれに入所等

をすることによりそれぞれの住所地特例対象施設の所在する場所に順次住所を

変更したと認められる被保険者であって、当該二以上の住所地特例対象施設の

うち最初の住所地特例対象施設に入所等をした際他の市町村（変更前介護老人

福祉施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有してい

たと認められるもの 当該他の市町村 

二 継続して入所等をしていた二以上の住所地特例対象施設のうち一の住所地特

例対象施設から継続して他の住所地特例対象施設に入所等をすること（以下こ
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の号において「継続入所等」という。）により当該一の住所地特例対象施設の

所在する場所以外の場所から当該他の住所地特例対象施設の所在する場所への

住所の変更（以下この号において「特定住所変更」という。）を行ったと認め

られる被保険者であって、最後に行った特定住所変更に係る継続入所等の際他

の市町村（変更前介護老人福祉施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）

の区域内に住所を有していたと認められるもの 当該他の市町村 

３ 前二項の規定の適用を受ける被保険者については、変更後地域密着型介護老人

福祉施設を住所地特例対象施設とみなして、第十三条の規定を適用する。 

（平二三法七二・追加、平二六法八三・一部改正） 

（財政安定化基金の特例） 

第十条 都道府県は、平成二十四年度に限り、第百四十七条第一項の規定にかかわ

らず、政令で定めるところにより、財政安定化基金の一部を取り崩すことができ

る。 

２ 都道府県は、前項の規定により財政安定化基金を取り崩したときは、保険料率

（平成二十四年度から平成二十六年度までの間のものに限る。）の増加の抑制を

図るため、政令で定めるところにより、その取り崩した額の三分の一に相当する

額を市町村に交付しなければならない。 

３ 都道府県は、第一項の規定により財政安定化基金を取り崩したときは、その取

り崩した額の三分の一に相当する額を国に納付しなければならない。 

４ 国は、前項の規定による納付があった場合においては、その納付された額に相

当する額を介護保険に関する事業に要する経費に充てるよう努めるものとする。 

５ 都道府県は、第一項の規定により財政安定化基金を取り崩したときは、その取

り崩した額から第二項及び第三項の規定による額の合計額を控除した額に相当す

る額を介護保険に関する事業に要する経費に充てるよう努めるものとする。 

（平二三法七二・追加） 

（平成二十九年度及び平成三十年度の各年度の被用者保険等保険者に係る概算納

付金の額の算定の特例） 

第十一条 平成二十九年度及び平成三十年度の各年度における被用者保険等保険者
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に係る第百五十一条第一項の概算納付金の額は、第百五十二条第一項第一号の規

定にかかわらず、次の各号に掲げる被用者保険等保険者の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

一 概算負担調整基準超過保険者（概算総報酬割納付金の額を厚生労働省令で定

めるところにより算定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る

第二号被保険者の見込数で除して得た額が概算負担調整基準額を超える被用者

保険等保険者をいう。次号及び第五項において同じ。） 概算総報酬割納付金

の額から負担調整対象見込額を控除して得た額と負担調整見込額との合計額と

補正後概算加入者割納付金の額との合計額 

二 概算負担調整基準超過保険者以外の被用者保険等保険者 概算総報酬割納付

金の額と負担調整見込額との合計額と補正後概算加入者割納付金の額との合計

額 

２ 前項各号の概算総報酬割納付金の額は、当該各年度における被用者保険等保険

者に係る補正前概算納付金総額に二分の一を乗じて得た額を当該各年度における

第一号に掲げる額で除して得た数に、当該各年度における第二号に掲げる額を乗

じて得た額とする。 

一 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額（第

百五十二条第一項第一号イに規定する第二号被保険者標準報酬総額の見込額を

いう。次号及び次項並びに附則第十三条第二項各号及び第三項において同じ。）

の合計額 

二 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額 

３ 第一項第一号の概算負担調整基準額は、当該各年度における各被用者保険等保

険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額、厚生労働省令で定めるところ

により算定した当該各年度における各被用者保険等保険者に係る第二号被保険者

の見込数及び保険給付に要する費用等の動向を勘案し、年度ごとに政令で定める

額とする。 

４ 第一項第一号の負担調整対象見込額は、第二項に規定する概算総報酬割納付金

の額から厚生労働省令で定めるところにより算定した当該各年度における当該被
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用者保険等保険者に係る第二号被保険者の見込数に前項に規定する概算負担調整

基準額を乗じて得た額を控除して得た額とする。 

５ 第一項各号の負担調整見込額は、当該各年度における全ての概算負担調整基準

超過保険者に係る前項に規定する負担調整対象見込額の総額を厚生労働省令で定

めるところにより算定した当該各年度における全ての被用者保険等保険者に係る

補正後第二号被保険者見込数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めると

ころにより算定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る補正後第

二号被保険者見込数を乗じて得た額とする。 

６ 第一項各号の補正後概算加入者割納付金の額は、当該各年度における被用者保

険等保険者に係る補正前概算納付金総額に二分の一を乗じて得た額を厚生労働省

令で定めるところにより算定した当該各年度における全ての被用者保険等保険者

に係る補正後第二号被保険者見込数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定

めるところにより算定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る補

正後第二号被保険者見込数を乗じて得た額とする。 

７ 第二項及び前項の被用者保険等保険者に係る補正前概算納付金総額は、当該各

年度における全ての市町村の医療保険納付対象額及び介護予防・日常生活支援総

合事業医療保険納付対象額の見込額の総額を厚生労働省令で定めるところにより

算定した当該各年度における全ての医療保険者に係る第二号被保険者の見込数の

総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算定した当該各年度

における全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者の見込数の総数を乗じ

て得た額とする。 

８ 第五項及び第六項の補正後第二号被保険者見込数は、第二号被保険者（第二号

被保険者のうち、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者であるもの

（以下「特定第二号被保険者」という。）を除く。）の見込数と特定第二号被保

険者である者の見込数に年度ごとに特定第二号被保険者である者の数及び納付金

の額の状況を勘案して政令で定める割合を乗じて得た数との合計とする。 

一 健康保険法の規定による被保険者 その同法に規定する標準報酬月額と、同

法に規定する標準賞与額の当該各年度の合計額を当該各年度の加入月数で除し
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て得た額との合計額が、十万千円に満たない者及びその被扶養者 

二 船員保険法の規定による被保険者 その同法に規定する標準報酬月額と、同

法に規定する標準賞与額の当該各年度の合計額を当該各年度の加入月数で除し

て得た額との合計額が、十万千円に満たない者及びその被扶養者 

三 国家公務員共済組合法に基づく共済組合の組合員 その同法に規定する標準

報酬の月額と、同法に規定する標準期末手当等の額の当該各年度の合計額を当

該各年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及び

その被扶養者 

四 地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合員 その同法に規定する標

準報酬の月額と、同法に規定する標準期末手当等の額の当該各年度の合計額を

当該各年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及

びその被扶養者 

五 私立学校教職員共済法の規定による私立学校教職員共済制度の加入者 その

同法に規定する標準報酬月額と、同法に規定する標準賞与額の当該各年度の合

計額を当該各年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たな

い者及びその被扶養者 

六 高齢者の医療の確保に関する法律第七条第三項の規定により厚生労働大臣が

定める国民健康保険組合の組合員 その健康保険法に規定する標準報酬月額に

相当するものとして厚生労働省令で定めるものと、同法に規定する標準賞与額

に相当するものとして厚生労働省令で定めるものの当該各年度の合計額を当該

各年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及びそ

の被扶養者 

９ 前項の加入月数は、健康保険法の規定による被保険者、船員保険法の規定によ

る被保険者、国家公務員共済組合法に基づく共済組合の組合員、地方公務員等共

済組合法に基づく共済組合の組合員、私立学校教職員共済法の規定による私立学

校教職員共済制度の加入者又は高齢者の医療の確保に関する法律第七条第三項の

規定により厚生労働大臣が定める国民健康保険組合の組合員であった期間として、

それぞれ厚生労働省令で定めるところにより算定した月数とする。 
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（平二四法六二（平二四法六三・平二六法八三）・追加、平二七法三一・

平二九法五二・一部改正） 

（平成二十九年度及び平成三十年度の各年度の被用者保険等保険者に係る確定納

付金の額の算定の特例） 

第十二条 平成二十九年度及び平成三十年度の各年度における被用者保険等保険者

に係る第百五十一条第一項ただし書の確定納付金の額は、第百五十三条第一号の

規定にかかわらず、次の各号に掲げる被用者保険等保険者の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。 

一 確定負担調整基準超過保険者（確定総報酬割納付金の額を厚生労働省令で定

めるところにより算定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る

第二号被保険者の数で除して得た額が確定負担調整基準額を超える被用者保険

等保険者をいう。次号及び第五項において同じ。） 確定総報酬割納付金の額

から負担調整対象額を控除して得た額と負担調整額との合計額と補正後確定加

入者割納付金の額との合計額 

二 確定負担調整基準超過保険者以外の被用者保険等保険者 確定総報酬割納付

金の額と負担調整額との合計額と補正後確定加入者割納付金の額との合計額 

２ 前項各号の確定総報酬割納付金の額は、当該各年度における被用者保険等保険

者に係る補正前確定納付金総額に二分の一を乗じて得た額を当該各年度における

第一号に掲げる額で除して得た数に、当該各年度における第二号に掲げる額を乗

じて得た額とする。 

一 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額（第百五十二

条第二項に規定する第二号被保険者標準報酬総額をいう。次号及び次項並びに

附則第十四条第二項各号及び第三項において同じ。）の合計額 

二 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額 

３ 第一項第一号の確定負担調整基準額は、当該各年度における各被用者保険等保

険者に係る第二号被保険者標準報酬総額、厚生労働省令で定めるところにより算

定した当該各年度における各被用者保険等保険者に係る第二号被保険者の数及び

保険給付に要する費用等の動向を勘案し、年度ごとに政令で定める額とする。 
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４ 第一項第一号の負担調整対象額は、第二項に規定する確定総報酬割納付金の額

から厚生労働省令で定めるところにより算定した当該各年度における当該被用者

保険等保険者に係る第二号被保険者の数に前項に規定する確定負担調整基準額を

乗じて得た額を控除して得た額とする。 

５ 第一項各号の負担調整額は、当該各年度における全ての確定負担調整基準超過

保険者に係る前項に規定する負担調整対象額の総額を厚生労働省令で定めるとこ

ろにより算定した当該各年度における全ての被用者保険等保険者に係る補正後第

二号被保険者数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算

定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る補正後第二号被保険者

数を乗じて得た額とする。 

６ 第一項各号の補正後確定加入者割納付金の額は、当該各年度における被用者保

険等保険者に係る補正前確定納付金総額に二分の一を乗じて得た額を厚生労働省

令で定めるところにより算定した当該各年度における全ての被用者保険等保険者

に係る補正後第二号被保険者数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定める

ところにより算定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る補正後

第二号被保険者数を乗じて得た額とする。 

７ 第二項及び前項の被用者保険等保険者に係る補正前確定納付金総額は、当該各

年度における全ての市町村の医療保険納付対象額及び介護予防・日常生活支援総

合事業医療保険納付対象額の総額を厚生労働省令で定めるところにより算定した

当該各年度における全ての医療保険者に係る第二号被保険者の総数で除して得た

額に、厚生労働省令で定めるところにより算定した当該各年度における全ての被

用者保険等保険者に係る第二号被保険者の総数を乗じて得た額とする。 

８ 第五項及び第六項の補正後第二号被保険者数は、第二号被保険者（特定第二号

被保険者を除く。）の数と特定第二号被保険者である者の数に年度ごとに特定第

二号被保険者である者の数及び納付金の額の状況を勘案して政令で定める割合を

乗じて得た数との合計とする。 

（平二四法六二（平二六法八三）・追加、平二九法五二・一部改正） 

（平成三十一年度の被用者保険等保険者に係る概算納付金の額の算定の特例） 
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第十三条 平成三十一年度における被用者保険等保険者に係る第百五十一条第一項

の概算納付金の額は、第百五十二条第一項第一号の規定にかかわらず、次の各号

に掲げる被用者保険等保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 概算負担調整基準超過保険者（概算総報酬割納付金の額を厚生労働省令で定

めるところにより算定した平成三十一年度における当該被用者保険等保険者に

係る第二号被保険者の見込数で除して得た額が概算負担調整基準額を超える被

用者保険等保険者をいう。次号及び第五項において同じ。） 概算総報酬割納

付金の額から負担調整対象見込額を控除して得た額と負担調整見込額との合計

額と補正後概算加入者割納付金の額との合計額 

二 概算負担調整基準超過保険者以外の被用者保険等保険者 概算総報酬割納付

金の額と負担調整見込額との合計額と補正後概算加入者割納付金の額との合計

額 

２ 前項各号の概算総報酬割納付金の額は、平成三十一年度における被用者保険等

保険者に係る補正前概算納付金総額（附則第十一条第七項に規定する被用者保険

等保険者に係る補正前概算納付金総額をいう。第六項において同じ。）に四分の

三を乗じて得た額を同年度における第一号に掲げる額で除して得た数に、同年度

における第二号に掲げる額を乗じて得た額とする。 

一 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額の合

計額 

二 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額 

３ 第一項第一号の概算負担調整基準額は、平成三十一年度における各被用者保険

等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額、厚生労働省令で定めると

ころにより算定した同年度における各被用者保険等保険者に係る第二号被保険者

の見込数及び保険給付に要する費用等の動向を勘案し、政令で定める額とする。 

４ 第一項第一号の負担調整対象見込額は、第二項に規定する概算総報酬割納付金

の額から厚生労働省令で定めるところにより算定した平成三十一年度における当

該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者の見込数に前項に規定する概算負担

調整基準額を乗じて得た額を控除して得た額とする。 
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５ 第一項各号の負担調整見込額は、平成三十一年度における全ての概算負担調整

基準超過保険者に係る前項に規定する負担調整対象見込額の総額を厚生労働省令

で定めるところにより算定した同年度における全ての被用者保険等保険者に係る

補正後第二号被保険者見込数（附則第十一条第八項に規定する補正後第二号被保

険者見込数をいう。以下この項及び次項において同じ。）の総数で除して得た額

に、厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度における当該被用者保険

等保険者に係る補正後第二号被保険者見込数を乗じて得た額とする。 

６ 第一項各号の補正後概算加入者割納付金の額は、平成三十一年度における被用

者保険等保険者に係る補正前概算納付金総額に四分の一を乗じて得た額を厚生労

働省令で定めるところにより算定した同年度における全ての被用者保険等保険者

に係る補正後第二号被保険者見込数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定

めるところにより算定した同年度における当該被用者保険等保険者に係る補正後

第二号被保険者見込数を乗じて得た額とする。 

（平二九法五二・追加） 

（平成三十一年度の被用者保険等保険者に係る確定納付金の額の算定の特例） 

第十四条 平成三十一年度における被用者保険等保険者に係る第百五十一条第一項

ただし書の確定納付金の額は、第百五十三条第一号の規定にかかわらず、次の各

号に掲げる被用者保険等保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 確定負担調整基準超過保険者（確定総報酬割納付金の額を厚生労働省令で定

めるところにより算定した平成三十一年度における当該被用者保険等保険者に

係る第二号被保険者の数で除して得た額が確定負担調整基準額を超える被用者

保険等保険者をいう。次号及び第五項において同じ。） 確定総報酬割納付金

の額から負担調整対象額を控除して得た額と負担調整額との合計額と補正後確

定加入者割納付金の額との合計額 

二 確定負担調整基準超過保険者以外の被用者保険等保険者 確定総報酬割納付

金の額と負担調整額との合計額と補正後確定加入者割納付金の額との合計額 

２ 前項各号の確定総報酬割納付金の額は、平成三十一年度における被用者保険等

保険者に係る補正前確定納付金総額（附則第十二条第七項に規定する被用者保険
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等保険者に係る補正前確定納付金総額をいう。第六項において同じ。）に四分の

三を乗じて得た額を同年度における第一号に掲げる額で除して得た数に、同年度

における第二号に掲げる額を乗じて得た額とする。 

一 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の合計額 

二 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額 

３ 第一項第一号の確定負担調整基準額は、平成三十一年度における各被用者保険

等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額、厚生労働省令で定めるところによ

り算定した同年度における各被用者保険等保険者に係る第二号被保険者の数及び

保険給付に要する費用等の動向を勘案し、政令で定める額とする。 

４ 第一項第一号の負担調整対象額は、第二項に規定する確定総報酬割納付金の額

から厚生労働省令で定めるところにより算定した平成三十一年度における当該被

用者保険等保険者に係る第二号被保険者の数に前項に規定する確定負担調整基準

額を乗じて得た額を控除して得た額とする。 

５ 第一項各号の負担調整額は、平成三十一年度における全ての確定負担調整基準

超過保険者に係る前項に規定する負担調整対象額の総額を厚生労働省令で定める

ところにより算定した同年度における全ての被用者保険等保険者に係る補正後第

二号被保険者数（附則第十二条第八項に規定する補正後第二号被保険者数をいう。

以下この項及び次項において同じ。）の総数で除して得た額に、厚生労働省令で

定めるところにより算定した同年度における当該被用者保険等保険者に係る補正

後第二号被保険者数を乗じて得た額とする。 

６ 第一項各号の補正後確定加入者割納付金の額は、平成三十一年度における被用

者保険等保険者に係る補正前確定納付金総額に四分の一を乗じて得た額を厚生労

働省令で定めるところにより算定した同年度における全ての被用者保険等保険者

に係る補正後第二号被保険者数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定める

ところにより算定した同年度における当該被用者保険等保険者に係る補正後第二

号被保険者数を乗じて得た額とする。 

（平二九法五二・追加） 

（延滞金の割合の特例） 
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第十五条 第百五十七条第一項に規定する延滞金の年十四・五パーセントの割合は、

当分の間、同項の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（租税特別措置法（昭

和三十二年法律第二十六号）第九十三条第二項に規定する特例基準割合をいう。

以下この条において同じ。）が年七・二パーセントの割合に満たない場合には、

その年中においては、当該特例基準割合に年七・三パーセントの割合を加算した

割合とする。 

（平二六法八三・追加、平二四法六二（平二六法八三）・旧第十一条繰下、

平二九法五二・旧第十三条繰下） 

附 則 （平成九年五月九日法律第四八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十年一月一日から施行する。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第七十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措

置は、政令で定める。 

附 則 （平成九年六月二四日法律第一〇三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一及び二 略 

三 第三十三条の規定 平成十二年一月一日 

附 則 （平成九年一二月一七日法律第一二五号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。 

（平成一〇年政令第四五号で平成一〇年四月一日から施行） 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置

は、政令で定める。 
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附 則 （平成一〇年六月一七日法律第一〇九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中国民健康保険法第二十七条及び第六十五条第三項の改正規定並びに

第二条、第四条及び第五条の規定並びに次条から附則第四条まで、第九条、第

十三条から第二十四条まで及び第三十条の規定 公布の日から起算して三月を

超えない範囲内において政令で定める日 

（平成一〇年政令第二四七号で平成一〇年八月一日から施行） 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十一条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措

置は、政令で定める。 

附 則 （平成一一年七月一六日法律第八七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款名を加

える改正規定（同法第二百五十条の九第一項に係る部分（両議院の同意を得る

ことに係る部分に限る。）に限る。）、第四十条中自然公園法附則第九項及び

第十項の改正規定（同法附則第十項に係る部分に限る。）、第二百四十四条の

規定（農業改良助長法第十四条の三の改正規定に係る部分を除く。）並びに第

四百七十二条の規定（市町村の合併の特例に関する法律第六条、第八条及び第

十七条の改正規定に係る部分を除く。）並びに附則第七条、第十条、第十二条、

第五十九条ただし書、第六十条第四項及び第五項、第七十三条、第七十七条、

第百五十七条第四項から第六項まで、第百六十条、第百六十三条、第百六十四

条並びに第二百二条の規定 公布の日 

（国等の事務） 

第百五十九条 この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、こ
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の法律の施行前において、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令によ

り管理し又は執行する国、他の地方公共団体その他公共団体の事務（附則第百六

十一条において「国等の事務」という。）は、この法律の施行後は、地方公共団

体が法律又はこれに基づく政令により当該地方公共団体の事務として処理するも

のとする。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第百六十条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以

下この条及び附則第百六十三条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの

法律の規定によりされた許可等の処分その他の行為（以下この条において「処分

等の行為」という。）又はこの法律の施行の際現に改正前のそれぞれの法律の規

定によりされている許可等の申請その他の行為（以下この条において「申請等の

行為」という。）で、この法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務

を行うべき者が異なることとなるものは、附則第二条から前条までの規定又は改

正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定に

定めるものを除き、この法律の施行の日以後における改正後のそれぞれの法律の

適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処分等の行為

又は申請等の行為とみなす。 

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体

の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この

法律の施行の日前にその手続がされていないものについては、この法律及びこれ

に基づく政令に別段の定めがあるもののほか、これを、改正後のそれぞれの法律

の相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、提出そ

の他の手続をしなければならない事項についてその手続がされていないものとみ

なして、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。 

（不服申立てに関する経過措置） 

第百六十一条 施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした

行政庁（以下この条において「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法

に規定する上級行政庁（以下この条において「上級行政庁」という。）があった
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ものについての同法による不服申立てについては、施行日以後においても、当該

処分庁に引き続き上級行政庁があるものとみなして、行政不服審査法の規定を適

用する。この場合において、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施

行日前に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁とする。 

２ 前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関で

あるときは、当該機関が行政不服審査法の規定により処理することとされる事務

は、新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

（罰則に関する経過措置） 

第百六十三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお

従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百六十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第二百五十条 新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務に

ついては、できる限り新たに設けることのないようにするとともに、新地方自治

法別表第一に掲げるもの及び新地方自治法に基づく政令に示すものについては、

地方分権を推進する観点から検討を加え、適宜、適切な見直しを行うものとする。 

第二百五十一条 政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行

できるよう、国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保の方

途について、経済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、その結果に基づいて必要な

措置を講ずるものとする。 

第二百五十二条 政府は、医療保険制度、年金制度等の改革に伴い、社会保険の事

務処理の体制、これに従事する職員の在り方等について、被保険者等の利便性の

確保、事務処理の効率化等の視点に立って、検討し、必要があると認めるときは、

その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成一一年八月一八日法律第一三三号） 抄 

（施行期日等） 
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第一条 この法律は、公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一及び二 略 

三 第九条に一項を加える改正規定、第十二条の次に二条を加える改正規定（第

十二条の二に係る部分に限る。）、第二十四条の次に一条を加える改正規定、

第二十五条及び第二十六条の改正規定、第四章の次に一章を加える改正規定（第

四章の二第五節に係る部分に限る。）、第四十五条第一項の改正規定（「第二

十二条から第二十五条まで」を「第二十二条から第二十四条まで又は第二十五

条」に、「第二十八条」を「第二十四条の二第一項若しくは第二項又は第二十

八条」に改める部分に限る。）、第四十五条第二項の改正規定（「第二十二条

から第二十五条まで」を「第二十二条から第二十四条まで又は第二十五条」に

改める部分に限る。）並びに第四十四条の改正規定（「住民票記載事項証明書

の交付を受け」の下に「、第十二条の二第一項の住民票の写しの交付を受け」

を加える部分に限る。）並びに附則第十条及び第十一条の規定 公布の日から

起算して五年を超えない範囲内において政令で定める日 

（平成一五年政令第二〇号で平成一五年八月二五日から施行） 

―――――――――― 

○中央省庁等改革関係法施行法（平成一一法律一六〇）抄 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第千三百一条 中央省庁等改革関係法及びこの法律（以下「改革関係法等」と総称

する。）の施行前に法令の規定により従前の国の機関がした免許、許可、認可、

承認、指定その他の処分又は通知その他の行為は、法令に別段の定めがあるもの

のほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当規定に基

づいて、相当の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は

通知その他の行為とみなす。 

２ 改革関係法等の施行の際現に法令の規定により従前の国の機関に対してされて

いる申請、届出その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係
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法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当規定に基づいて、相当の国

の機関に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。 

３ 改革関係法等の施行前に法令の規定により従前の国の機関に対し報告、届出、

提出その他の手続をしなければならないとされている事項で、改革関係法等の施

行の日前にその手続がされていないものについては、法令に別段の定めがあるも

ののほか、改革関係法等の施行後は、これを、改革関係法等の施行後の法令の相

当規定により相当の国の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなけれ

ばならないとされた事項についてその手続がされていないものとみなして、改革

関係法等の施行後の法令の規定を適用する。 

（罰則に関する経過措置） 

第千三百三条 改革関係法等の施行前にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。 

（新国家公務員共済組合に係る老人保健法等の規定により納付すべき拠出金の額

の特例） 

第千三百二十九条 平成十二年度、平成十三年度及び平成十四年度において新組合

が老人保健法第五十三条第二項の規定により納付すべき拠出金の額の算定の特例

については、政令で定める。 

２ 前項の規定は、平成十二年度、平成十三年度及び平成十四年度において新組合

が国民健康保険法第八十一条の二第二項の規定により納付すべき拠出金及び介護

保険法第百五十条第二項の規定により納付すべき納付金について準用する。 

（政令への委任） 

第千三百四十四条 第七十一条から第七十六条まで及び第千三百一条から前条まで

並びに中央省庁等改革関係法に定めるもののほか、改革関係法等の施行に関し必

要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
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一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の

一部を改正する法律附則の改正規定に係る部分に限る。）、第千三百五条、第

千三百六条、第千三百二十四条第二項、第千三百二十六条第二項及び第千三百

四十四条の規定 公布の日 

―――――――――― 

附 則 （平成一二年六月七日法律第一一一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成一二年一二月六日法律第一四〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十三年一月一日から施行する。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第二十九条 附則第四条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴

い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （平成一二年一二月六日法律第一四一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。 

（平成一三年政令第一五号で平成一三年三月一日から施行） 

（介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第二十二条 この法律の施行の日から二年六月を経過する日までの間は、介護保険

法第七条第二十三項（介護保険法施行法（平成九年法律第百二十四号）第十条の

規定により読み替えて適用される場合を含む。）中「療養病床のうち要介護者の

心身の特性に応じた適切な看護が行われるものとして政令で定めるもの」とある

のは「療養病床のうち要介護者の心身の特性に応じた適切な看護が行われるもの

として政令で定めるもの若しくは医療法等の一部を改正する法律（平成十二年法

律第百四十一号）附則第二条第三項第五号に規定する経過的旧療養型病床群（そ

の全部又は一部について専ら要介護者を入院させるものに限る。）」とし、「当
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該療養病床等」とあるのは「当該療養病床等（当該経過的旧療養型病床群のうち

その一部について専ら要介護者を入院させるものにあっては、当該専ら要介護者

を入院させる部分に限る。以下同じ。）」とする。 

附 則 （平成一三年七月四日法律第一〇一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十四年四月一日から施行する。 

附 則 （平成一三年一二月一二日法律第一五三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。 

（平成一四年政令第三号で平成一四年三月一日から施行） 

（処分、手続等に関する経過措置） 

第四十二条 この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含

む。以下この条において同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為で

あって、改正後のそれぞれの法律の規定に相当の規定があるものは、この附則に

別段の定めがあるものを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規定によってし

たものとみなす。 

（罰則に関する経過措置） 

第四十三条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例

によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適

用については、なお従前の例による。 

（経過措置の政令への委任） 

第四十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措

置は、政令で定める。 

附 則 （平成一四年二月八日法律第一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成一四年八月二日法律第一〇二号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十四年十月一日から施行する。ただし、第三条中老人保

健法第七十九条の二の次に一条を加える改正規定は公布の日から、第二条、第五

条及び第八条並びに附則第六条から第八条まで、第三十三条、第三十四条、第三

十九条、第四十一条、第四十八条、第四十九条第三項、第五十一条、第五十二条

第三項、第五十四条、第六十七条、第六十九条、第七十一条、第七十三条及び第

七十七条の規定は平成十五年四月一日から、附則第六十一条の二の規定は行政手

続等における情報通信の技術の利用に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律（平成十四年法律第百五十二号）第十五条の規定の施行の日又はこ

の法律の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 

（平一四法一五二・一部改正） 

附 則 （平成一四年一二月一三日法律第一五二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平

成十四年法律第百五十一号）の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一から八まで 略 

九 附則第十条の規定 健康保険法等の一部を改正する法律（平成十四年法律第

百二号）の公布の日又はこの法律の公布の日のいずれか遅い日 

（この法律の公布の日＝平成一四年一二月一三日） 

附 則 （平成一四年一二月一三日法律第一六八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十五年十月一日から施行する。 

附 則 （平成一六年三月三一日法律第二一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十六年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律による改正後の規定は、平成十六年度以降の年度の予算に係る国
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又は都道府県の負担（平成十五年度以前の年度における事務又は事業の実施によ

り平成十六年度以降の年度に支出される国又は都道府県の負担を除く。）につい

て適用し、平成十五年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成十六

年度以降の年度に支出される国又は都道府県の負担及び平成十六年度以降の年度

に行われる第三条の規定による改正前の児童扶養手当法第二十一条の二の規定に

基づく交付金の交付については、なお従前の例による。 

附 則 （平成一六年六月二三日法律第一三二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十六年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一及び二 略 

三 第四条、第七条、第十一条、第十五条及び第十六条並びに附則第十四条から

第十八条まで、第二十条、第二十八条から第四十五条まで、第四十九条及び第

五十条の規定 平成十九年四月一日 

（平一七法六四・平一七法六五・一部改正） 

附 則 （平成一六年一二月三日法律第一五四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で

定める日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（平成一六年政令第四二六号で平成一六年一二月三〇日から施行） 

（処分等の効力） 

第百二十一条 この法律の施行前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。以

下この条において同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、

改正後のそれぞれの法律の規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定

めがあるものを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規定によってしたものと

みなす。 

（罰則に関する経過措置） 

第百二十二条 この法律の施行前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従前
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の例によることとされる場合及びこの附則の規定によりなおその効力を有するこ

ととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用につい

ては、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百二十三条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置は、政令で定める。 

附 則 （平成一七年五月二五日法律第五〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。 

（平成一八年政令第一九一号で平成一八年五月二四日から施行） 

附 則 （平成一七年六月一七日法律第六四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、協定の効力発生の日から施行する。ただし、附則第四十条か

ら第四十四条までの規定は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成一七年六月一七日法律第六五号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、協定の効力発生の日から施行する。ただし、附則第四十条か

ら第四十四条までの規定は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成一七年六月二九日法律第七七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条、第五条、第八条、第十一条、第十三条及び第十五条並びに附則第四

条、第十五条、第二十二条、第二十三条第二項、第三十二条、第三十九条及び

第五十六条の規定 公布の日 

二 第二条、第六条及び第九条並びに附則第十条第一項ただし書及び第二項ただ

し書並びに第十三条ただし書の規定 平成十七年十月一日 
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三 第四条並びに附則第十四条、第四十二条、第四十四条及び第五十三条の規定 

平成十八年十月一日 

（検討） 

第二条 政府は、介護保険制度の被保険者及び保険給付を受けられる者の範囲につ

いて、社会保障に関する制度全般についての一体的な見直しと併せて検討を行い、

その結果に基づいて、平成二十一年度を目途として所要の措置を講ずるものとす

る。 

２ 政府は、この法律の施行後三年を目途として、第三条の規定による改正後の介

護保険法（以下「新介護保険法」という。）による予防給付及び地域支援事業に

ついて、その実施状況等を勘案し、費用に対するその効果の程度等の観点から検

討を行い、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第三条 この法律の施行の際、地域包括支援センター（新介護保険法第百十五条の

三十九第一項に規定する地域包括支援センターをいう。）が設置されないことそ

の他の事情により、介護予防支援（新介護保険法第八条の二第十八項に規定する

介護予防支援をいう。）の見込量の確保が困難であると認められる市町村（特別

区を含む。以下同じ。）にあっては、この法律の施行の日（以下「施行日」とい

う。）から平成二十年四月一日までの間において条例で定める日までの間、新介

護保険法第十八条第二号、第十九条第二項、第三十二条から第三十四条まで及び

第四章第四節の規定は、適用しない。 

２ 前項の場合において、施行日から同項の条例で定める日までの間、当該市町村

が行う介護保険の被保険者に対する新介護保険法第十八条（第二号に係る部分を

除く。）、第十九条第一項、第二十七条第四項及び第五項、第四十二条の二第一

項並びに第四十八条第一項の規定の適用については、新介護保険法第十八条第一

号中「要介護状態」とあるのは「要介護状態（要支援状態を含む。）」と、新介

護保険法第十九条第一項中「要介護者」とあるのは「要介護者（要支援者を含む。）」

と、「要介護状態区分」とあるのは「要介護状態区分（身体上又は精神上の障害

があるために日常生活を営むのに支障があると見込まれる状態に係る厚生労働省
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令で定める区分を含む。次節及び第三節において同じ。）」と、新介護保険法第

二十七条第四項各号中「要介護状態に」とあるのは「要介護状態（要支援状態を

含む。）に」と、「要介護状態の」とあるのは「要介護状態（要支援状態を含む。）

の」と、同条第五項第一号中「要介護状態」とあるのは「要介護状態（要支援状

態を含む。）」と、新介護保険法第四十二条の二第一項中「、要介護被保険者」

とあるのは「、要介護被保険者（認知症対応型共同生活介護及び地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護については、厚生労働省令で定める要介護状態区分

に該当する状態である者に限る。以下この条及び次条において同じ。）」と、新

介護保険法第四十八条第一項中「、要介護被保険者」とあるのは「、要介護被保

険者（厚生労働省令で定める要介護状態区分に該当する状態である者に限る。以

下この条及び次条において同じ。）」とする。 

第四条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下こ

の条及び附則第十五条において同じ。）の施行の日前に行われた居宅サービス、

居宅介護支援又は施設サービスに係るこの法律による改正前の介護保険法の規定

による保険給付については、なお従前の例による。 

第五条 新介護保険法第十三条の規定は、同条第一項に規定する住所地特例対象施

設（以下この条及び次条において「住所地特例対象施設」という。）に入所又は

入居（以下この条及び次条において「入所等」という。）をすることにより、施

行日以後に当該住所地特例対象施設の所在する場所に住所を変更したと認められ

る同項に規定する住所地特例対象被保険者であって、当該住所地特例対象施設に

入所等をした際、当該住所地特例対象施設が所在する市町村以外の市町村の区域

内に住所を有していたと認められるものについて、適用する。 

第六条 この法律の施行の際現に第十条の規定による改正前の老人福祉法（以下こ

の条並びに附則第十条第二項並びに第十七条第二項及び第三項において「旧老人

福祉法」という。）第十一条第一項第一号の措置を受けて旧老人福祉法第二十条

の四に規定する養護老人ホームに入所している者（以下この条及び附則第十六条

において「施行日前措置入所者」という。）は、施行日以後引き続き当該養護老

人ホームに入所している間（当該養護老人ホームに継続して一以上の他の住所地
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特例対象施設に入所等をすることにより当該一以上の他の住所地特例対象施設の

それぞれの所在する場所に順次住所を有するに至った施行日前措置入所者にあっ

ては、当該一以上の他の住所地特例対象施設に継続して入所等をしている間を含

む。）は、介護保険法第九条及び新介護保険法第十三条の規定にかかわらず、当

該措置をとった市町村が行う介護保険の被保険者とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける被保険者が入所等をしている住所地特例対象施設は、

当該住所地特例対象施設の所在する市町村及び当該被保険者に対し介護保険を行

う市町村に、必要な協力をしなければならない。 

（平二九法五二・一部改正） 

第七条 この法律の施行前に第三条の規定による改正前の介護保険法（以下「旧介

護保険法」という。）第七条第二十一項に規定する介護老人福祉施設（入所定員

が二十九人以下であるものに限る。以下この条において「小規模介護老人福祉施

設」という。）に入所することにより当該小規模介護老人福祉施設の所在する場

所に住所を変更したと認められる被保険者であって、当該小規模介護老人福祉施

設に入所した際他の市町村（当該小規模介護老人福祉施設が所在する市町村以外

の市町村をいう。）の区域内に住所を有していたと認められるものは、施行日以

後引き続き当該小規模介護老人福祉施設に入所している間は、介護保険法第九条

の規定にかかわらず、当該他の市町村が行う介護保険の被保険者とする。ただし、

二以上の旧介護保険法第七条第十九項に規定する介護保険施設（以下この条にお

いて「旧介護保険施設」という。）に継続して入所している被保険者であって、

現に入所している小規模介護老人福祉施設（以下この条において「現入所施設」

という。）に入所する直前に入所していた旧介護保険施設（以下この項において

「直前入所施設」という。）及び現入所施設のそれぞれに入所することにより直

前入所施設及び現入所施設のそれぞれの所在する場所に順次住所を変更したと認

められるもの（次項において「特定継続入所被保険者」という。）については、

この限りでない。 

２ 特定継続入所被保険者のうち、次の各号に掲げるものは、介護保険法第九条の

規定にかかわらず、当該各号に定める市町村が行う介護保険の被保険者とする。 
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一 継続して入所している二以上の旧介護保険施設のそれぞれに入所することに

よりそれぞれの旧介護保険施設の所在する場所に順次住所を変更したと認めら

れる被保険者であって、当該二以上の旧介護保険施設のうち最初の旧介護保険

施設に入所した際他の市町村（現入所施設が所在する市町村以外の市町村をい

う。）の区域内に住所を有していたと認められるもの 当該他の市町村 

二 継続して入所している二以上の旧介護保険施設のうち一の旧介護保険施設か

ら継続して他の旧介護保険施設に入所すること（以下この号において「継続入

所」という。）により当該一の旧介護保険施設の所在する場所以外の場所から

当該他の旧介護保険施設の所在する場所への住所の変更（以下この号において

「特定住所変更」という。）を行ったと認められる被保険者であって、最後に

行った特定住所変更に係る継続入所の際他の市町村（現入所施設が所在する市

町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有していたと認められるもの 当

該他の市町村 

３ 前二項の規定の適用を受ける被保険者については、現入所施設及びその者が現

入所施設に入所する前に入所していた旧介護保険施設をそれぞれ新介護保険法第

十三条第一項に規定する住所地特例対象施設とみなして、同条の規定を適用する。 

第八条 この法律の施行の際現に旧介護保険法第十九条第一項に規定する要介護認

定又は同条第二項に規定する要支援認定を受けている者は、施行日に、新介護保

険法第十九条第一項に規定する要介護認定（以下「新要介護認定」という。）を

受けたものとみなす。この場合において、当該新要介護認定を受けたものとみな

された者に係る介護保険法第二十八条第一項に規定する有効期間は、同項の規定

にかかわらず、施行日におけるその者に係る同項に規定する有効期間又は旧介護

保険法第三十三条第一項に規定する有効期間の残存期間と同一の期間とする。 

第九条 旧介護保険法第二十七条第二項後段（旧介護保険法第二十八条第四項、第

二十九条第二項、第三十条第二項、第三十一条第二項及び第三十二条第二項（旧

介護保険法第三十三条第四項及び第三十四条第二項において準用する場合を含

む。）において準用する場合を含む。）の規定により旧介護保険法第二十七条第

二項の調査の委託を受けた同条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者等の役
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員若しくは同条第三項の介護支援専門員その他厚生労働省令で定める者又はこれ

らの職にあった者に係る当該委託業務に関して知り得た個人の秘密を漏らしては

ならない義務については、施行日以後も、なお従前の例による。 

第十条 この法律の施行の際現に旧介護保険法第四十一条第一項本文若しくは介護

保険法第四十六条第一項若しくは第四十八条第一項第一号若しくは第三号の指定

又は同法第九十四条第一項の許可を受けている指定居宅サービス事業者（次項の

規定により新介護保険法第四十二条の二第一項本文の指定を受けたものとみなさ

れた者を除く。）、指定居宅介護支援事業者、指定介護老人福祉施設の開設者（第

三項の規定により新介護保険法第四十二条の二第一項本文の指定を受けたものと

みなされた者を除く。）若しくは指定介護療養型医療施設の開設者又は介護老人

保健施設の開設者（以下この項において「指定居宅サービス事業者等」という。）

は、施行日に、新介護保険法第四十一条第一項本文若しくは介護保険法第四十六

条第一項若しくは第四十八条第一項第一号若しくは第三号の指定又は同法第九十

四条第一項の許可を受けたものとみなす。ただし、当該指定居宅サービス事業者

等が施行日の前日までに、厚生労働省令で定めるところにより別段の申出をした

ときは、この限りでない。 

２ この法律の施行の際現に旧介護保険法第四十一条第一項本文の指定を受けてい

る認知症対応型共同生活介護又は特定施設入所者生活介護（旧老人福祉法第二十

九条第一項に規定する有料老人ホームその他旧介護保険法第七条第十六項の厚生

労働省令で定める施設であって、その入居者が同条第三項に規定する要介護者、

その配偶者その他厚生労働省令で定める者に限られるもののうち、その入居定員

が二十九人以下であるものにおいて行うものに限る。）の事業を行う者について

は、施行日に、当該事業を行う事業所の所在地の市町村の長（施行日の前日にお

いて当該市町村以外の市町村（以下この条において「他の市町村」という。）が

行う介護保険の被保険者がこれらのサービスを利用している場合には、当該他の

市町村の長）から、新介護保険法第八条第十八項に規定する認知症対応型共同生

活介護又は同条第十九項に規定する地域密着型特定施設入居者生活介護に係る新

介護保険法第四十二条の二第一項本文の指定を受けたものとみなす。ただし、当
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該事業を行う者が施行日の前日までに、厚生労働省令で定めるところにより別段

の申出をしたときは、この限りでない。 

３ この法律の施行の際現に介護保険法第四十八条第一項第一号の指定を受けてい

る指定介護老人福祉施設であって、その入所定員が二十九人以下であるものの開

設者は、施行日に、当該指定介護老人福祉施設の所在地の市町村の長（施行日の

前日において他の市町村が行う介護保険の被保険者が当該指定介護老人福祉施設

に入所している場合には、当該他の市町村の長）から、新介護保険法第八条第二

十項に規定する地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る新介護保険法

第四十二条の二第一項本文の指定を受けたものとみなす。 

第十一条 施行日において前条第一項本文又は第三項の規定により新介護保険法第

四十二条の二第一項本文若しくは介護保険法第四十八条第一項第一号若しくは第

三号の指定又は同法第九十四条第一項の許可を受けたものとみなされた指定介護

老人福祉施設の開設者、指定介護療養型医療施設の開設者又は介護老人保健施設

の開設者が開設する当該指定介護老人福祉施設、指定介護療養型医療施設又は介

護老人保健施設（以下この条において「旧指定介護老人福祉施設等」という。）

に入所し、又は入院し、旧介護保険法第四十八条第一項の施設介護サービス費を

受けていた者（以下「旧入所者」という。）であって、施行日以後厚生労働省令

で定める期間内に新介護保険法第十九条第二項に規定する要支援認定を受けたも

の（厚生労働省令で定める要支援状態区分（新介護保険法第七条第二項に規定す

る要支援状態区分をいう。）に該当する者に限る。）は、施行日から起算して三

年間に限り、施行日以後引き続き当該旧指定介護老人福祉施設等に入所し、又は

入院している間（当該旧指定介護老人福祉施設等に係る新介護保険法第七十八条

の九、第九十二条第一項、第百四条第一項、第百十四条第一項又は第百十五条の

二十九第六項の規定による指定又は許可の取消しその他やむを得ない理由により、

当該旧指定介護老人福祉施設等に継続して一以上の他の新介護保険法第八条第二

十項に規定する地域密着型介護老人福祉施設、介護保険法第四十八条第一項第一

号に規定する指定介護老人福祉施設、同項第三号に規定する指定介護療養型医療

施設又は新介護保険法第八条第二十五項に規定する介護老人保健施設（以下この



334/651 

条において「地域密着型介護老人福祉施設等」という。）に入所し、又は入院し

た旧入所者にあっては、当該一以上の他の地域密着型介護老人福祉施設等に継続

して入所し、又は入院している間を含む。）は、新要介護認定を受けたものとみ

なして、新介護保険法第四十二条の二及び第四十八条の規定を適用する。 

第十二条 この法律の施行の際現に旧介護保険法第七十九条第二項第二号に規定す

る介護支援専門員である者は、施行日に、新介護保険法第六十九条の二第一項の

都道府県知事の登録を受け、新介護保険法第六十九条の七第一項の規定により介

護支援専門員証の交付を受けたものとみなす。 

第十三条 この法律の施行の際現に健康保険法（大正十一年法律第七十号）第六十

三条第三項第一号の規定による保険医療機関若しくは保険薬局の指定を受けてい

る病院若しくは診療所若しくは薬局又は同法第八十六条第一項第一号の規定によ

る特定承認保険医療機関の承認を受けている病院若しくは診療所の開設者につい

ては、施行日に、当該病院、診療所又は薬局により行われる新介護保険法第八条

の二第一項に規定する介護予防サービス（病院又は診療所にあっては介護予防居

宅療養管理指導（同条第六項に規定する介護予防居宅療養管理指導をいう。以下

この条において同じ。）その他厚生労働省令で定める種類の新介護保険法第八条

の二第一項に規定する介護予防サービスに限り、薬局にあっては介護予防居宅療

養管理指導に限る。）に係る新介護保険法第五十三条第一項本文の指定があった

ものとみなす。ただし、当該病院、診療所又は薬局の開設者が施行日の前日まで

に、厚生労働省令で定めるところにより別段の申出をしたときは、この限りでな

い。 

第十四条 平成十八年度においては、第四条の規定による改正後の介護保険法第百

三十四条第四項中「当該年の八月二日から十月一日までの間に」とあるのは「当

該年の四月二日から十月一日までの間に」と、「該当するに至った者（」とある

のは「該当するに至った者（当該年の三月一日から四月一日までの間に第二項第

一号に該当するに至った者であって、当該年の四月一日現在において当該年金保

険者から老齢等年金給付の支払を受けていないものを含み、」とする。 

第十五条 この法律を施行するために必要な条例の制定又は改正、新介護保険法第
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二十四条の二第一項の指定の手続、新介護保険法第六十九条の十一第一項の登録

の手続、新介護保険法第六十九条の十八第一項の認可の手続、新介護保険法第六

十九条の二十七の指定の手続、新介護保険法第六十九条の三十三第一項の指定の

手続、新介護保険法第七十条の規定による新介護保険法第四十一条第一項本文の

指定の手続（特定福祉用具販売に係るものに限る。）、新介護保険法第七十八条

の二の規定による新介護保険法第四十二条の二第一項本文の指定の手続、新介護

保険法第百十五条の二の規定による新介護保険法第五十三条第一項本文の指定の

手続、新介護保険法第百十五条の十一の規定による新介護保険法第五十四条の二

第一項本文の指定の手続、新介護保険法第百十五条の二十の規定による新介護保

険法第五十八条第一項の指定の手続、新介護保険法第百十五条の三十第一項の指

定の手続、新介護保険法第百十五条の三十六第一項の指定の手続その他の行為は、

この法律の施行の日前においても行うことができる。 

（罰則に関する経過措置） 

第五十五条 この法律の施行前にした行為及び附則第九条の規定によりなお従前の

例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の

適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第五十六条 附則第三条から第二十七条まで、第三十六条及び第三十七条に定める

もののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含

む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成一七年七月一五日法律第八三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。 

（助教授の在職に関する経過措置） 

第二条 次に掲げる法律の規定の適用については、この法律の施行前における助教

授としての在職は、准教授としての在職とみなす。 

一から十三まで 略 

十四 介護保険法（平成九年法律第百二十三号）別表 
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（平三〇法三三・一部改正） 

―――――――――― 

○会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成一七法律八七）

抄 

（罰則に関する経過措置） 

第五百二十七条 施行日前にした行為及びこの法律の規定によりなお従前の例によ

ることとされる場合における施行日以後にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第五百二十八条 この法律に定めるもののほか、この法律の規定による法律の廃止

又は改正に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （平成一七年七月二六日法律第八七号） 抄 

この法律は、会社法の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成一八年五月一日） 

―――――――――― 

附 則 （平成一七年一〇月二一日法律第一〇二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、郵政民営化法の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成一九年一〇月一日） 

（無尽業法等の一部改正に伴う経過措置） 

第五十八条 旧郵便貯金は、第七条、第八条、第二十条、第二十二条、第二十四条、

第二十八条、第三十九条、第四十三条、第八十八条、第百八条及び第百十一条の

規定による改正後の次に掲げる法律の規定の適用については、銀行への預金とみ

なす。 

一から十四まで 略 

十五 介護保険法第百七十条第二号 

（平一八法八三・一部改正） 

（罰則に関する経過措置） 
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第百十七条 この法律の施行前にした行為、この附則の規定によりなお従前の例に

よることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為、この法律の施行後

附則第九条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされる旧郵便為替法

第三十八条の八（第二号及び第三号に係る部分に限る。）の規定の失効前にした

行為、この法律の施行後附則第十三条第一項の規定によりなおその効力を有する

ものとされる旧郵便振替法第七十条（第二号及び第三号に係る部分に限る。）の

規定の失効前にした行為、この法律の施行後附則第二十七条第一項の規定により

なおその効力を有するものとされる旧郵便振替預り金寄附委託法第八条（第二号

に係る部分に限る。）の規定の失効前にした行為、この法律の施行後附則第三十

九条第二項の規定によりなおその効力を有するものとされる旧公社法第七十条

（第二号に係る部分に限る。）の規定の失効前にした行為、この法律の施行後附

則第四十二条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされる旧公社法第

七十一条及び第七十二条（第十五号に係る部分に限る。）の規定の失効前にした

行為並びに附則第二条第二項の規定の適用がある場合における郵政民営化法第百

四条に規定する郵便貯金銀行に係る特定日前にした行為に対する罰則の適用につ

いては、なお従前の例による。 

附 則 （平成一八年三月三一日法律第二〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十八年四月一日から施行する。 

（児童手当法等の一部改正に伴う経過措置） 

第二条 この法律による改正後の規定は、平成十八年度以降の年度の予算に係る国、

都道府県若しくは市町村（特別区を含む。以下同じ。）の負担（平成十七年度以

前の年度における事務又は事業の実施により平成十八年度以降の年度に支出され

る国、都道府県又は市町村の負担を除く。）又は交付金の交付について適用し、

平成十七年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成十八年度以降の

年度に支出される国、都道府県又は市町村の負担については、なお従前の例によ

る。 

（介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 
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第十条 第八条の規定による改正後の介護保険法第十三条第一項の規定は、施行日

以後に同項第二号に掲げる特定施設に入居をすることにより当該特定施設の所在

する場所に住所を変更したと認められる同項に規定する住所地特例対象被保険者

であって、当該特定施設に入居をした際、当該特定施設が所在する市町村以外の

市町村の区域内に住所を有していたと認められるものについて適用し、施行日前

に当該特定施設に入居をすることにより当該特定施設の所在する場所に住所を変

更したと認められる者については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十一条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置

は、政令で定める。 

附 則 （平成一八年六月二一日法律第八三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十八年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

一 第十条並びに附則第四条、第三十三条から第三十六条まで、第五十二条第一

項及び第二項、第百五条、第百二十四条並びに第百三十一条から第百三十三条

までの規定 公布の日 

二及び三 略 

四 第三条、第七条、第十三条、第十六条、第十九条及び第二十四条並びに附則

第二条第二項、第三十七条から第三十九条まで、第四十一条、第四十二条、第

四十四条、第五十七条、第六十六条、第七十五条、第七十六条、第七十八条、

第七十九条、第八十一条、第八十四条、第八十五条、第八十七条、第八十九条、

第九十三条から第九十五条まで、第九十七条から第百条まで、第百三条、第百

九条、第百十四条、第百十七条、第百二十条、第百二十三条、第百二十六条、

第百二十八条及び第百三十条の規定 平成二十年四月一日 

五 第四条、第八条及び第二十五条並びに附則第十六条、第十七条、第十八条第

一項及び第二項、第十九条から第三十一条まで、第八十条、第八十二条、第八

十八条、第九十二条、第百一条、第百四条、第百七条、第百八条、第百十五条、
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第百十六条、第百十八条、第百二十一条並びに第百二十九条の規定 平成二十

年十月一日 

六 第五条、第九条、第十四条、第二十条及び第二十六条並びに附則第五十三条、

第五十八条、第六十七条、第九十条、第九十一条、第九十六条、第百十一条、

第百十一条の二及び第百三十条の二の規定 平成二十四年四月一日 

（平一八法一一六・平二三法七二・一部改正） 

（検討） 

第二条  

３ 政府は、入所者の状態に応じてふさわしいサービスを提供する観点から、介護

保険法第八条第二十五項に規定する介護老人保健施設及び同条第二十四項に規定

する介護老人福祉施設の基本的な在り方並びにこれらの施設の入所者に対する医

療の提供の在り方の見直しを検討するとともに、介護保険施設等の設備及び運営

に関する基準並びに利用者負担の在り方等について検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるとともに、地域における適切な保健医療サービス及び福

祉サービスの提供体制の整備の支援に努めるものとする。 

（介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第五十三条 第二十六条の規定の施行の日前に行われた同条の規定による改正前の

介護保険法第四十八条第一項第三号に規定する指定介護療養施設サービスに係る

保険給付については、なお従前の例による。 

（健康保険法等の一部改正に伴う経過措置） 

第百三十条の二 第二十六条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の介護

保険法（以下この条において「旧介護保険法」という。）第四十八条第一項第三

号の指定を受けている旧介護保険法第八条第二十六項に規定する介護療養型医療

施設については、第五条の規定による改正前の健康保険法の規定、第九条の規定

による改正前の高齢者の医療の確保に関する法律の規定、第十四条の規定による

改正前の国民健康保険法の規定、第二十条の規定による改正前の船員保険法の規

定、旧介護保険法の規定、附則第五十八条の規定による改正前の国家公務員共済

組合法の規定、附則第六十七条の規定による改正前の地方公務員等共済組合法の
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規定、附則第九十条の規定による改正前の船員職業安定法の規定、附則第九十一

条の規定による改正前の生活保護法の規定、附則第九十六条の規定による改正前

の船員の雇用の促進に関する特別措置法の規定、附則第百十一条の規定による改

正前の高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律の規定及

び附則第百十一条の二の規定による改正前の道州制特別区域における広域行政の

推進に関する法律の規定（これらの規定に基づく命令の規定を含む。）は、平成

三十六年三月三十一日までの間、なおその効力を有する。 

編注（効力持続分については、末尾に登載した「改正前の介護保険法」参

照） 

２ 前項の規定によりなおその効力を有するものとされた旧介護保険法第四十八条

第一項第三号の規定により平成三十六年三月三十一日までに行われた指定介護療

養施設サービスに係る保険給付については、同日後も、なお従前の例による。 

３ 第二十六条の規定の施行の日前にされた旧介護保険法第百七条第一項の指定の

申請であって、第二十六条の規定の施行の際、指定をするかどうかの処分がなさ

れていないものについての当該処分については、なお従前の例による。この場合

において、同条の規定の施行の日以後に旧介護保険法第八条第二十六項に規定す

る介護療養型医療施設について旧介護保険法第四十八条第一項第三号の指定があ

ったときは、第一項の介護療養型医療施設とみなして、同項の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた規定を適用する。 

（平二三法七二・追加、平二九法五二・一部改正） 

（罰則に関する経過措置） 

第百三十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。

以下同じ。）の施行前にした行為、この附則の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合及びこの附則の規定によりなおその効力を有することとされる場

合におけるこの法律の施行後にした行為並びにこの法律の施行後前条第一項の規

定によりなおその効力を有するものとされる同項に規定する法律の規定の失効前

にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（平二三法七二・一部改正） 
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（処分、手続等に関する経過措置） 

第百三十二条 この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を

含む。以下この条において同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為

であって、改正後のそれぞれの法律の規定に相当の規定があるものは、この附則

に別段の定めがあるものを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規定によって

したものとみなす。 

２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により届出その他の手続を

しなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないも

のについては、この法律及びこれに基づく命令に別段の定めがあるものを除き、

これを、改正後のそれぞれの法律中の相当の規定により手続がされていないもの

とみなして、改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百三十三条 附則第三条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に

伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （平成一八年六月二一日法律第八四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第十六条の規定、附則第三十一条の規定及び附則第三十二条の規定 公

布の日 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第三十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定）の

施行前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる

場合におけるこの法律の施行後にした行為及びこの附則の規定によりなお効力を

有することとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適

用については、なお従前の例による。 

附 則 （平成一八年一二月二〇日法律第一一六号） 抄 

（施行期日等） 
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第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。 

（平成一九年政令第一〇号で平成一九年一月二六日から施行） 

附 則 （平成一九年四月二三日法律第三〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一から二まで 略 

三 第二条、第四条、第六条及び第八条並びに附則第二十七条、第二十八条、第

二十九条第一項及び第二項、第三十条から第五十条まで、第五十四条から第六

十条まで、第六十二条、第六十四条、第六十五条、第六十七条、第六十八条、

第七十一条から第七十三条まで、第七十七条から第八十条まで、第八十二条、

第八十四条、第八十五条、第九十条、第九十四条、第九十六条から第百条まで、

第百三条、第百十五条から第百十八条まで、第百二十条、第百二十一条、第百

二十三条から第百二十五条まで、第百二十八条、第百三十条から第百三十四条

まで、第百三十七条、第百三十九条及び第百三十九条の二の規定 日本年金機

構法の施行の日 

（施行の日＝平成二二年一月一日） 

（平一九法一〇九・一部改正） 

（罰則に関する経過措置） 

第百四十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。

以下この項において同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお

従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第百四十三条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置は、政令で定める。 

附 則 （平成一九年七月六日法律第一〇九号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十二年四月一日までの間において政令で定める日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（平成二〇年政令第三八七号で平成二二年一月一日から施行） 

一 附則第三条から第六条まで、第八条、第九条、第十二条第三項及び第四項、

第二十九条並びに第三十六条の規定、附則第六十三条中健康保険法等の一部を

改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附則第十八条第一項の改正規定、

附則第六十四条中特別会計に関する法律（平成十九年法律第二十三号）附則第

二十三条第一項、第六十七条第一項及び第百九十一条の改正規定並びに附則第

六十六条及び第七十五条の規定 公布の日 

（平一九法一一一・一部改正） 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第七十三条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以

下同じ。）の施行前に法令の規定により社会保険庁長官、地方社会保険事務局長

又は社会保険事務所長（以下「社会保険庁長官等」という。）がした裁定、承認、

指定、認可その他の処分又は通知その他の行為は、法令に別段の定めがあるもの

のほか、この法律の施行後は、この法律の施行後の法令の相当規定に基づいて、

厚生労働大臣、地方厚生局長若しくは地方厚生支局長又は機構（以下「厚生労働

大臣等」という。）がした裁定、承認、指定、認可その他の処分又は通知その他

の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現に法令の規定により社会保険庁長官等に対してされてい

る申請、届出その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、この法律の

施行後は、この法律の施行後の法令の相当規定に基づいて、厚生労働大臣等に対

してされた申請、届出その他の行為とみなす。 

３ この法律の施行前に法令の規定により社会保険庁長官等に対し報告、届出、提

出その他の手続をしなければならないとされている事項で、施行日前にその手続

がされていないものについては、法令に別段の定めがあるもののほか、この法律

の施行後は、これを、この法律の施行後の法令の相当規定により厚生労働大臣等
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に対して、報告、届出、提出その他の手続をしなければならないとされた事項に

ついてその手続がされていないものとみなして、この法律の施行後の法令の規定

を適用する。 

４ なお従前の例によることとする法令の規定により、社会保険庁長官等がすべき

裁定、承認、指定、認可その他の処分若しくは通知その他の行為又は社会保険庁

長官等に対してすべき申請、届出その他の行為については、法令に別段の定めが

あるもののほか、この法律の施行後は、この法律の施行後の法令の規定に基づく

権限又は権限に係る事務の区分に応じ、それぞれ、厚生労働大臣等がすべきもの

とし、又は厚生労働大臣等に対してすべきものとする。 

（平一九法一一一・旧第七十二条繰下） 

（罰則に関する経過措置） 

第七十四条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例

によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適

用については、なお従前の例による。 

（平一九法一一一・旧第七十三条繰下） 

（政令への委任） 

第七十五条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置

は、政令で定める。 

（平一九法一一一・旧第七十四条繰下、平二二法一九・旧第七十五条繰下、

平二三法一〇七・旧第七十六条繰下、平二四法二四・旧第七十七条繰上） 

附 則 （平成一九年七月六日法律第一一〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条、第六条、第十三条、第十六条及び第十九条並びに附則第二十三条、

第二十五条、第二十七条及び第二十八条の規定 公布の日 

二及び三 略 

四 第八条、第十八条及び第二十条から第二十三条まで並びに附則第七条から第
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九条まで、第十三条、第十六条及び第二十四条の規定 平成二十一年四月一日 

五及び六 略 

七 第二十四条の規定 平成二十四年四月一日 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況等を

勘案し、この法律により改正された国民年金法等の規定に基づく規制の在り方に

ついて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。 

（介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第九条 第二十三条の規定による改正後の介護保険法第七十条、第七十八条の二、

第七十九条、第八十六条、第九十四条、第百七条、第百十五条の二、第百十五条

の十一及び第百十五条の二十並びに附則第八条の規定は、第二十三条の規定の施

行の日前に受けた滞納処分については、適用しない。 

（罰則に関する経過措置） 

第二十七条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。次

条において同じ。）の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従

前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第二十八条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措

置は、政令で定める。 

附 則 （平成一九年七月六日法律第一一一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成二〇年五月二八日法律第四二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。 

（平成二一年政令第九号で平成二一年五月一日から施行） 
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（検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の規定による改正

後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結

果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（不正利得の徴収等に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前に、介護保険法第二十

二条第三項に規定する指定居宅サービス事業者等が、施行日前にした偽りその他

不正の行為により同法第四十一条第六項、第四十二条の二第六項、第四十六条第

四項、第四十八条第四項、第五十一条の三第四項、第五十三条第四項、第五十四

条の二第六項、第五十八条第四項又は第六十一条の三第四項の規定による支払を

受けた場合におけるこの法律による改正後の介護保険法（以下「新介護保険法」

という。）第二十二条第三項の規定の適用については、なお従前の例による。 

（指定等の申請に関する経過措置） 

第四条 施行日前にされたこの法律による改正前の介護保険法（以下この条及び次

条において「旧介護保険法」という。）第七十条第一項（旧介護保険法第七十条

の二第四項（旧介護保険法第七十八条の十一、第百十五条の十、第百十五条の十

九及び第百十五条の二十八において準用する場合を含む。）において準用する場

合を含む。）、第七十八条の二第一項、第七十九条第一項（旧介護保険法第七十

九条の二第四項において準用する場合を含む。）、第八十六条第一項（旧介護保

険法第八十六条の二第四項において準用する場合を含む。）、第九十四条第一項

（旧介護保険法第九十四条の二第四項において準用する場合を含む。）、第百七

条第一項（旧介護保険法第百七条の二第四項において準用する場合を含む。）、

第百十五条の二第一項、第百十五条の十一第一項又は第百十五条の二十第一項の

指定若しくは指定の更新の申請又は許可若しくは許可の更新の申請であって、こ

の法律の施行の際、指定若しくは指定の更新又は許可若しくは許可の更新をする

かどうかの処分がなされていないものについてのこれらの処分については、なお

従前の例による。 

（指定又は許可の取消しに関する経過措置） 
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第五条 介護保険法第七十条第二項第六号の三（介護保険法第七十条の二第四項（介

護保険法第七十八条の十二、第百十五条の十一、第百十五条の二十一及び第百十

五条の三十一において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）、

第七十八条の二第四項第六号の三若しくは第六項第一号の三、第七十九条第二項

第五号の二（介護保険法第七十九条の二第四項において準用する場合を含む。）、

第百十五条の二第二項第六号の三、第百十五条の十二第二項第六号の三若しくは

第四項第一号の三又は第百十五条の二十二第二項第五号の二の規定は、介護保険

法第七十条第二項第六号の三に規定する申請者と密接な関係を有する者（介護保

険法第七十八条の二第四項第六号の三に規定する地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が、施行日

前に旧介護保険法第七十七条第一項、第七十八条の九、第八十四条第一項、第百

十五条の八第一項、第百十五条の十七、第百十五条の二十六若しくは第百十五条

の二十九第六項の規定により指定を取り消され、又は施行日前に発生した事実を

理由として施行日後に介護保険法第七十七条第一項、第七十八条の十、第八十四

条第一項、第百十五条の九第一項、第百十五条の十九、第百十五条の二十九若し

くは第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、これらの取消し

の日から起算して五年を経過しない法人である場合については、適用しない。 

（平二三法七二・一部改正） 

（廃止又は休止の届出に関する経過措置） 

第六条 新介護保険法第七十五条第二項、第七十八条の五第二項、第八十二条第二

項、第九十九条第二項、第百十五条の五第二項、第百十五条の十五第二項又は第

百十五条の二十五第二項の規定は、施行日から起算して一月を経過する日以後に

その事業を廃止し、若しくは休止する指定居宅サービス事業者、指定地域密着型

サービス事業者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行う者を除く。

以下この条において同じ。）、指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス

事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防支援事業

者又は同日以後に介護老人保健施設を廃止し、若しくは休止した当該介護老人保

健施設の開設者について適用し、同日前にその事業を廃止し、若しくは休止した
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指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事

業者、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者若

しくは指定介護予防支援事業者又は同日前に当該介護老人保健施設を廃止し、若

しくは休止した介護老人保健施設の開設者については、なお従前の例による。 

（介護老人保健施設の公示に関する規定の適用） 

第八条 新介護保険法第百四条の二の規定は、施行日以後に同条各号に掲げる場合

に該当することとなる場合について適用する。 

（罰則に関する経過措置） 

第九条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によ

ることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用に

ついては、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、

政令で定める。 

附 則 （平成二一年七月一五日法律第七七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 目次の改正規定、第五条及び第八条の改正規定、第十九条に一項を加える改

正規定、第二十一条、第二十二条第一項、第二十六条、第二十七条第一項及び

第二項並びに第二十八条から第三十条までの改正規定、第四章の二の次に一章

を加える改正規定、第三十四条第一項及び第二項、第三十九条並びに第四十七

条第二号の改正規定、第五十三条の改正規定（同条第一項の改正規定（「第二

十四条の二第一項若しくは第二項又は」を削る部分に限る。）を除く。）並び

に別表第一の四十の項の改正規定並びに次条第二項及び第三項、附則第四条か

ら第十条まで及び第十三条から第二十条までの規定、附則第二十一条の規定（行

政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成十四年法律第百五



349/651 

十一号）別表住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）の項の改正規定

（「及び第三十条の三第一項」を「、第三十条の三第一項及び第三十条の四十

六から第三十条の四十八まで」に改める部分に限る。）に限る。）並びに附則

第二十二条の規定 出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づ

き日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等

の法律（平成二十一年法律第七十九号。以下「入管法等改正法」という。）の

施行の日 

（施行の日＝平成二四年七月九日） 

（附則第五条第一項の届出に係る介護保険法の届出の特例） 

第二十条 附則第五条第一項の規定による届出及び同条第二項の規定により適用す

るものとされた新法第二十八条の三の規定による付記は、それぞれ新法第三十条

の四十七の規定による届出及び新法第二十八条の三の規定による付記とみなして、

前条の規定による改正後の介護保険法第十二条第五項の規定を適用する。 

附 則 （平成二二年三月三一日法律第一九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十二年四月一日から施行する。 

附 則 （平成二三年五月二日法律第三七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第六条、第十一条、第十三条、第十五条、第十六条、第十八条から第二十条

まで、第二十六条、第二十九条、第三十二条、第三十三条（道路法第三十条及

び第四十五条の改正規定に限る。）、第三十五条及び第三十六条の規定並びに

附則第四条、第五条、第六条第二項、第七条、第十二条、第十四条、第十五条、

第十七条、第十八条、第二十八条、第三十条から第三十二条まで、第三十四条、

第三十五条、第三十六条第二項、第三十七条、第三十八条（構造改革特別区域

法（平成十四年法律第百八十九号）第三十条第一項及び第二項の改正規定に限
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る。）、第三十九条、第四十条、第四十五条の二及び第四十六条の規定 平成

二十四年四月一日 

（平二三法一二二・一部改正） 

（介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第六条 厚生労働大臣は、第十八条の規定による改正後の介護保険法（次項及び附

則第四十六条において「新介護保険法」という。）第七十四条第三項、第七十八

条の四第三項、第八十八条第三項、第九十七条第四項、第百十五条の四第三項及

び第百十五条の十四第三項の厚生労働省令で定める基準を定めようとするときは、

第十八条の規定の施行の日前においても社会保障審議会の意見を聴くことができ

る。 

２ 第十八条の規定の施行の日から起算して一年を超えない期間内において、次の

表の上欄に掲げる規定に規定する都道府県又は市町村の条例が制定施行されるま

での間は、同表の下欄に掲げる規定に規定する厚生労働省令で定める基準は、当

該都道府県又は市町村の条例で定める基準とみなす。 

新介護保険法第四十二条第一項第二号 新介護保険法第四十二条第二項 

新介護保険法第五十四条第一項第二号 新介護保険法第五十四条第二項 

新介護保険法第七十四条第一項及び第二

項 

新介護保険法第七十四条第三項 

新介護保険法第七十八条の四第一項及び

第二項 

新介護保険法第七十八条の四第三項 

新介護保険法第八十八条第一項及び第二

項 

新介護保険法第八十八条第三項 

新介護保険法第九十七条第一項から第三

項まで 

新介護保険法第九十七条第四項 

新介護保険法第百十五条の四第一項及び

第二項 

新介護保険法第百十五条の四第三項 

新介護保険法第百十五条の十四第一項及

び第二項 

新介護保険法第百十五条の十四第三項 
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（罰則に関する経過措置） 

第二十三条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施

行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第二十四条 附則第二条から前条まで及び附則第三十六条に規定するもののほか、

この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第四十六条 政府は、新児童福祉法第二十一条の五の十八、第二十四条の十二及び

第四十五条、新老人福祉法第十七条、新介護保険法第四十二条、第五十四条、第

七十四条、第七十八条の四、第八十八条、第九十七条、第百十五条の四及び第百

十五条の十四、改正後旧介護保険法第百十条、新障害者自立支援法第三十条、第

四十三条、第四十四条、第八十条及び第八十四条並びに第二十条の規定による改

正後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

第三条の規定並びに附則第四条の規定の施行の状況等を勘案し、これらの規定に

規定する基準及びこれらの規定に基づき国の行政機関の長が定める基準の在り方

について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措

置を講ずるものとする。 

附 則 （平成二三年六月二二日法律第七二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第二条（老人福祉法目次の改正規定、同法第四章の二を削る改正規定、同法

第四章の三を第四章の二とする改正規定及び同法第四十条第一号の改正規定

（「第二十八条の十二第一項若しくは」を削る部分に限る。）に限る。）、第

四条、第六条及び第七条の規定並びに附則第九条、第十一条、第十五条、第二

十二条、第四十一条、第四十七条（東日本大震災に対処するための特別の財政

援助及び助成に関する法律（平成二十三年法律第四十号）附則第一条ただし書

の改正規定及び同条各号を削る改正規定並びに同法附則第十四条の改正規定に
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限る。）及び第五十条から第五十二条までの規定 公布の日 

二 第一条（介護保険法第十三条第一項第二号の改正規定に限る。）の規定並び

に附則第三条、第二十七条（国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）

第百十六条の二第一項第六号の改正規定（「同条第二十二項」を「同法第八条

第二十四項」に改める部分を除く。）に限る。）、第二十八条、第三十四条（高

齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）第五十五条第一

項第五号の改正規定（「同条第二十二項」を「同法第八条第二十四項」に改め

る部分を除く。）に限る。）及び第三十五条の規定 この法律の施行の日又は

高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律（平成二十三年

法律第三十二号）の施行の日のいずれか遅い日 

（この法律の施行の日＝平成二四年四月一日） 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の規定による改正

後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結

果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第三条 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の際現に第一条の規定による改正前

の介護保険法（以下「旧介護保険法」という。）第十三条第一項第二号に掲げる

特定施設（第一条の規定による改正後の介護保険法（以下「新介護保険法」とい

う。）第十三条第一項第二号に掲げる特定施設に該当するものを除く。）に入居

している旧介護保険法第十三条第一項に規定する住所地特例対象被保険者につい

ては、なお従前の例による。 

第四条 この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前にされた旧介護保険法

第七十条第一項（旧介護保険法第七十条の二第四項（旧介護保険法第七十八条の

十二、第百十五条の十一、第百十五条の二十一及び第百十五条の三十一において

準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）、第七十八条の二第一

項、第七十九条第一項（旧介護保険法第七十九条の二第四項において準用する場

合を含む。）、第八十六条第一項（旧介護保険法第八十六条の二第四項において
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準用する場合を含む。）、第九十四条第一項（旧介護保険法第九十四条の二第四

項において準用する場合を含む。）、第百十五条の二第一項、第百十五条の十二

第一項又は第百十五条の二十二第一項の指定若しくは指定の更新の申請又は許可

若しくは許可の更新の申請であって、この法律の施行の際、指定若しくは指定の

更新又は許可若しくは許可の更新をするかどうかの処分がなされていないものに

ついてのこれらの処分については、なお従前の例による。 

第五条 新介護保険法第七十条第二項（新介護保険法第七十条の二第四項（新介護

保険法第七十八条の十二、第百十五条の十一、第百十五条の二十一及び第百十五

条の三十一において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）、

第七十七条第一項、第七十八条の二第四項（新介護保険法第七十八条の十四第三

項において準用する場合を含む。）、第七十八条の十（新介護保険法第七十八条

の十七の規定により読み替えて適用される場合を含む。）、第七十九条第二項（新

介護保険法第七十九条の二第四項において準用する場合を含む。）、第八十四条

第一項、第八十六条第二項（新介護保険法第八十六条の二第四項において準用す

る場合を含む。）、第九十二条第一項、第九十四条第三項（新介護保険法第九十

四条の二第四項において準用する場合を含む。）、第百四条第一項、第百十五条

の二第二項、第百十五条の九第一項、第百十五条の十二第二項、第百十五条の十

九、第百十五条の二十二第二項及び第百十五条の二十九の規定は、施行日前にし

た行為によりこれらの規定に規定する労働に関する法律の規定であって政令で定

めるものにより刑に処せられた者については、適用しない。 

第六条 新介護保険法第七十条第二項（新介護保険法第七十条の二第四項（新介護

保険法第七十八条の十二、第百十五条の十一、第百十五条の二十一及び第百十五

条の三十一において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）、

第七十八条の二第四項（新介護保険法第七十八条の十四第三項において準用する

場合を含む。）、第七十九条第二項（新介護保険法第七十九条の二第四項におい

て準用する場合を含む。）、第八十六条第二項（新介護保険法第八十六条の二第

四項において準用する場合を含む。）、第九十四条第三項（新介護保険法第九十

四条の二第四項において準用する場合を含む。）、第百十五条の二第二項、第百
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十五条の十二第二項及び第百十五条の二十二第二項の規定は、施行日前に受けた

労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第八十四号）に基づ

く保険料の滞納処分については、適用しない。 

第七条 施行日から起算して一年を超えない期間内において、新介護保険法第七十

条第二項第一号に規定する都道府県の条例が制定施行されるまでの間は、同条第

三項に規定する厚生労働省令で定める基準を満たす者は、当該都道府県の条例で

定める者とみなす。 

２ 施行日から起算して一年を超えない期間内において、新介護保険法第七十八条

の二第一項の規定に基づく市町村（特別区を含む。以下同じ。）の条例が制定施

行されるまでの間における当該市町村に係る新介護保険法第四十二条の二第一項

本文の指定に対する新介護保険法第七十八条の二第一項の規定の適用については、

同項中「二十九人以下であって市町村の条例で定める数であるもの」とあるのは、

「二十九人以下であるもの」とする。 

３ 施行日から起算して一年を超えない期間内において、新介護保険法第七十八条

の二第四項第一号に規定する市町村の条例が制定施行されるまでの間は、同条第

五項に規定する厚生労働省令で定める基準を満たす者は、当該市町村の条例で定

める者とみなす。 

４ 施行日から起算して一年を超えない期間内において、新介護保険法第八十六条

第一項の規定に基づく都道府県の条例が制定施行されるまでの間における当該都

道府県に係る新介護保険法第四十八条第一項第一号の指定に対する新介護保険法

第八十六条第一項の規定の適用については、同項中「三十人以上であって都道府

県の条例で定める数であるもの」とあるのは、「三十人以上であるもの」とする。 

５ 施行日から起算して一年を超えない期間内において、新介護保険法第百十五条

の二第二項第一号に規定する都道府県の条例が制定施行されるまでの間は、同条

第三項に規定する厚生労働省令で定める基準を満たす者は、当該都道府県の条例

で定める者とみなす。 

６ 施行日から起算して一年を超えない期間内において、新介護保険法第百十五条

の十二第二項第一号に規定する市町村の条例が制定施行されるまでの間は、同条
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第三項に規定する厚生労働省令で定める基準を満たす者は、当該市町村の条例で

定める者とみなす。 

第八条 新介護保険法附則第九条の規定は、同条第一項に規定する変更後地域密着

型介護老人福祉施設に施行日以後になったものに入所している介護保険の被保険

者（同項に規定する変更前介護老人福祉施設に入所することにより、当該変更前

介護老人福祉施設の所在する場所に住所を変更したと認められる者に限る。）で

あって、当該変更前介護老人福祉施設に入所した際、当該変更前介護老人福祉施

設が所在する市町村以外の市町村の区域内に住所を有していたと認められるもの

について、適用する。 

第九条 この法律の施行のために必要な条例の制定又は改正、新介護保険法第二十

四条の三第一項の指定の手続、新介護保険法第七十八条の二の規定による新介護

保険法第四十二条の二第一項本文の指定の手続（定期巡回・随時対応型訪問介護

看護及び複合型サービスに係るものに限る。）、新介護保険法第七十八条の十三

第一項の規定による新介護保険法第四十二条の二第一項本文の指定の手続その他

の行為は、施行日前においても行うことができる。 

（調整規定） 

第四十九条 施行日が高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法

律の施行の日前である場合には、同法の施行の日の前日までの間における新介護

保険法第百十八条第六項及び改正後の平成十八年旧介護保険法第百十八条第六項

の規定の適用については、これらの規定中「高齢者の居住の安定確保に関する法

律第四条第一項」とあるのは、「高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成十

三年法律第二十六号）第三条の二第一項」とする。 

（罰則に関する経過措置） 

第五十一条 この法律（附則第一条第一号に掲げる規定にあっては、当該規定）の

施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第五十二条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 
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附 則 （平成二三年八月三〇日法律第一〇七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十三年十月一日から施行する。 

附 則 （平成二三年一二月一四日法律第一二二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 附則第六条、第八条、第九条及び第十三条の規定 公布の日 

附 則 （平成二四年三月三一日法律第二四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。 

附 則 （平成二四年八月二二日法律第六二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年八月一日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第二条の二から第二条の四まで、第五十七条及び第七十一条の規定 公

布の日 

二及び三 略 

四 第一条の規定（前号に掲げる改正規定を除く。）、第三条中厚生年金保険法

第二十一条第三項の改正規定、同法第二十三条の二第一項にただし書を加える

改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、同法第二十四条、第二十六条、

第三十七条、第四十四条の三、第五十二条第三項及び第八十一条の二の改正規

定、同条の次に一条を加える改正規定、同法第八十一条の三第二項、第九十八

条第三項、第百条の四第一項、第百条の十第一項第二十九号、第百三十九条及

び第百四十条の改正規定、同法附則第四条の二、第四条の三第一項、第四条の

五第一項及び第九条の二の改正規定、同法附則第二十九条第一項第四号を削る

改正規定並びに同法附則第三十二条第二項第三号の改正規定、第四条中昭和六
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十年国民年金等改正法附則第十八条第五項及び第四十三条第十二項の改正規定、

第八条中平成十六年国民年金等改正法附則第十九条第二項の改正規定、第十条

中国家公務員共済組合法第四十二条、第四十二条の二第二項、第七十三条の二、

第七十八条の二及び第百条の二の改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、

同法第百二条第一項の改正規定、同法附則第十二条第九項及び第十二条の四の

二の改正規定並びに同法附則第十三条の十第一項第四号を削る改正規定、第十

五条中地方公務員等共済組合法第八十条の二及び第百十四条の二の改正規定、

同条の次に一条を加える改正規定、同法第百十六条第一項及び第百四十四条の

十二第一項の改正規定、同法附則第十八条第八項及び第二十条の二の改正規定

並びに同法附則第二十八条の十三第一項第四号を削る改正規定、第十九条の規

定（私立学校教職員共済法第三十九条第三号の改正規定を除く。）、第二十四

条中協定実施特例法第八条第三項の改正規定（「附則第七条第一項」を「附則

第九条第一項」に改める部分を除く。）及び協定実施特例法第十八条第一項の

改正規定、第二十五条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。）並びに第二十

六条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。）並びに次条第一項並びに附則第

四条から第七条まで、第九条から第十二条まで、第十八条から第二十条まで、

第二十二条から第三十四条まで、第三十七条から第三十九条まで、第四十二条、

第四十三条、第四十四条、第四十七条から第五十条まで、第六十一条、第六十

四条から第六十六条まで及び第七十条の規定 公布の日から起算して二年を超

えない範囲内において政令で定める日 

（平成二五年政令第一三六号で平成二六年四月一日から施行） 

五 第三条中厚生年金保険法第十二条に一号を加える改正規定並びに同法第二十

条第一項及び第二十一条第一項の改正規定、第八条中平成十六年国民年金等改

正法附則第三条第三項を削る改正規定、第十条中国家公務員共済組合法第二条

第一項の改正規定、第十五条中地方公務員等共済組合法第二条第一項の改正規

定、第十九条の二の規定、第二十五条中健康保険法第三条、第四十一条第一項

及び附則第五条の三の改正規定、第二十六条中船員保険法第二条第九項第一号

の改正規定並びに第二十七条から第二十九条までの規定並びに次条第二項並び
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に附則第十六条、第十七条、第四十五条、第四十六条、第五十一条から第五十

六条まで、第五十九条、第六十条及び第六十七条の規定 平成二十八年十月一

日 

（平二四法九八・平二五法二六・平二七法三一・平二八法八四・平二八法

一一四・一部改正） 

（検討等） 

第二条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行の状況等を

勘案し、基礎年金の最低保障機能の強化その他の事項について総合的に検討を加

え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。 

第二条の二 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための

消費税法の一部を改正する等の法律の趣旨にのっとり、同法附則第一条第二号に

掲げる規定の施行の日から、公的年金制度の年金受給者のうち、低所得である高

齢者又は所得が一定額以下である障害者等に対する福祉的措置としての給付に係

る制度を実施するため、同法の公布の日から六月以内に必要な法制上の措置が講

ぜられるものとする。この場合において、その財源は、同法の施行により増加す

る消費税の収入を活用して確保するものとする。 

（介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第五十二条 平成二十七年度以前の年度の被用者保険等保険者（国保法等一部改正

法第三条の規定による改正前の国民健康保険法附則第十条第一項に規定する被用

者保険等保険者をいう。以下同じ。）に係る介護保険法の規定による概算納付金

及び確定納付金については、なお従前の例による。 

（平二七法三一・一部改正） 

第五十二条の二 平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る介護保険法の規定に

よる概算納付金の額は、第二十八条の規定による改正後の介護保険法（以下「改

正後介護保険法」という。）附則第十一条第一項の規定にかかわらず、同項の規

定により算定される額の十二分の六に相当する額と同年度において同条の規定の

適用がないものとして改正後介護保険法第百五十二条の規定を当該被用者保険等
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保険者に適用するとしたならば同条第一項の規定により算定されることとなる額

の十二分の六に相当する額との合計額とする。 

第五十二条の三 平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る介護保険法の規定に

よる確定納付金の額は、改正後介護保険法附則第十二条第一項の規定にかかわら

ず、同項の規定により算定される額の十二分の六に相当する額と同年度において

同条の規定の適用がないものとして改正後介護保険法第百五十三条の規定を当該

被用者保険等保険者に適用するとしたならば同条第一項の規定により算定される

こととなる額の十二分の六に相当する額との合計額とする。 

第五十二条の四 社会保険診療報酬支払基金法による社会保険診療報酬支払基金は、

附則第一条第五号に規定する規定の施行後遅滞なく、平成二十八年度における各

医療保険者に係る介護保険法の規定による納付金（次項において「納付金」とい

う。）の額を変更し、当該変更後の額を通知しなければならない。 

２ 改正後介護保険法第百五十五条第三項の規定は、前項の規定により納付金の額

の変更がされた場合について準用する。 

第五十二条の五 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係

法律の整備等に関する法律（平成二十六年法律第八十三号）附則第十四条第一項

の場合にあっては、第五号施行日から同項に規定する当該特定市町村の同項の条

例で定める日までの間は、当該特定市町村が行う介護保険法の規定による地域支

援事業については、改正後介護保険法附則第十一条第二項及び第十二条第二項中

「介護予防・日常生活支援総合事業医療保険納付対象額」とあるのは、「介護予

防等事業医療保険納付対象額」とする。 

（平二六法八三・追加） 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第七十一条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措

置は、政令で定める。 

附 則 （平成二四年八月二二日法律第六三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲
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げる規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

一 次条並びに附則第三条、第二十八条、第百五十九条及び第百六十条の規定 公

布の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百六十条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措

置は、政令で定める。 

附 則 （平成二四年一一月二六日法律第九八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年十月一日から施行する。ただし、第三条並びに

次条及び附則第九条の規定は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成二五年五月三一日法律第二六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成二五年六月一四日法律第四四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第一条、第五条、第七条（消防組織法第十五条の改正規定に限る。）、第九

条、第十条、第十四条（地方独立行政法人法目次の改正規定（「第六章 移行

型地方独立行政法人の設立に伴う措置（第五十九条―第六十七条）」を「／第

六章 移行型地方独立行政法人の設立に伴う措置（第五十九条―第六十七条）

／第六章の二 特定地方独立行政法人から一般地方独立行政法人への移行に伴

う措置（第六十七条の二―第六十七条の七）／」に改める部分に限る。）、同

法第八条、第五十五条及び第五十九条第一項の改正規定並びに同法第六章の次

に一章を加える改正規定を除く。）、第十五条、第二十二条（民生委員法第四

条の改正規定に限る。）、第三十六条、第四十条（森林法第七十条第一項の改

正規定に限る。）、第五十条（建設業法第二十五条の二第一項の改正規定に限
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る。）、第五十一条、第五十二条（建築基準法第七十九条第一項の改正規定に

限る。）、第五十三条、第六十一条（都市計画法第七十八条第二項の改正規定

に限る。）、第六十二条、第六十五条（国土利用計画法第十五条第二項の改正

規定を除く。）及び第七十二条の規定並びに次条、附則第三条第二項、第四条、

第六条第二項及び第三項、第十三条、第十四条（地方公務員等共済組合法（昭

和三十七年法律第百五十二号）第百四十一条の二の次に二条を加える改正規定

中第百四十一条の四に係る部分に限る。）、第十六条並びに第十八条の規定 平

成二十六年四月一日 

（介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第六条 厚生労働大臣は、第三十六条の規定による改正後の介護保険法（以下この

条及び附則第十八条において「新介護保険法」という。）第八十一条第三項及び

第百十五条の二十四第三項の厚生労働省令で定める基準を定めようとするときは、

第三十六条の規定の施行の日前においても社会保障審議会の意見を聴くことがで

きる。 

２ 第三十六条の規定の施行の日から起算して一年を超えない期間内において、次

の表の上欄に掲げる規定に規定する都道府県又は市町村の条例が制定施行される

までの間は、同表の下欄に掲げる規定に規定する厚生労働省令で定める基準は、

当該都道府県又は市町村の条例で定める基準とみなす。 

新介護保険法第四十七条第一項第一号 同条第二項 

新介護保険法第五十九条第一項第一号 同条第二項 

新介護保険法第七十九条第二項第一号 同条第三項 

新介護保険法第八十一条第一項及び第二項 同条第三項 

新介護保険法第百十五条の二十二第二項第一号 同条第三項 

新介護保険法第百十五条の二十四第一項及び第二項 同条第三項 

新介護保険法第百十五条の四十六第四項 同条第五項 

３ 第三十六条の規定の施行の日から起算して一年を超えない期間内において、新

介護保険法第百八十九条第三項に規定する都道府県の条例が制定施行されるまで

の間は、同条第二項の合議体を構成する委員の定数は、三人とする。 
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（罰則に関する経過措置） 

第十条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前

にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第十一条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第十八条 政府は、新介護保険法第四十七条、第五十九条、第七十九条、第八十一

条、第百十五条の二十二、第百十五条の二十四及び第百十五条の四十六の規定の

施行の状況等を勘案し、これらの規定に規定する基準及びこれらの規定に基づき

国の行政機関の長が定める基準の在り方について検討を加え、必要があると認め

るときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成二六年六月四日法律第五一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第七条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下こ

の条及び次条において同じ。）の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法

律の規定によりされた許可等の処分その他の行為（以下この項において「処分等

の行為」という。）又はこの法律の施行の際現にこの法律による改正前のそれぞ

れの法律の規定によりされている許可等の申請その他の行為（以下この項におい

て「申請等の行為」という。）で、この法律の施行の日においてこれらの行為に

係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第二条から前条まで

の規定又はこの法律による改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）

の経過措置に関する規定に定めるものを除き、この法律の施行の日以後における

この法律による改正後のそれぞれの法律の適用については、この法律による改正

後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみ

なす。 
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２ この法律の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法律の規定により国又

は地方公共団体の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしなければならな

い事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものについては、こ

の法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほか、これを、この法律

による改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公共団体の相当の機

関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項についてそ

の手続がされていないものとみなして、この法律による改正後のそれぞれの法律

の規定を適用する。 

（罰則に関する経過措置） 

第八条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。 

（政令への委任） 

第九条 附則第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に関し必

要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成二六年六月一三日法律第六九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）の施行の日

から施行する。 

（施行の日＝平成二八年四月一日） 

（経過措置の原則） 

第五条 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てであってこの

法律の施行前にされた行政庁の処分その他の行為又はこの法律の施行前にされた

申請に係る行政庁の不作為に係るものについては、この附則に特別の定めがある

場合を除き、なお従前の例による。 

（訴訟に関する経過措置） 

第六条 この法律による改正前の法律の規定により不服申立てに対する行政庁の裁

決、決定その他の行為を経た後でなければ訴えを提起できないこととされる事項

であって、当該不服申立てを提起しないでこの法律の施行前にこれを提起すべき
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期間を経過したもの（当該不服申立てが他の不服申立てに対する行政庁の裁決、

決定その他の行為を経た後でなければ提起できないとされる場合にあっては、当

該他の不服申立てを提起しないでこの法律の施行前にこれを提起すべき期間を経

過したものを含む。）の訴えの提起については、なお従前の例による。 

２ この法律の規定による改正前の法律の規定（前条の規定によりなお従前の例に

よることとされる場合を含む。）により異議申立てが提起された処分その他の行

為であって、この法律の規定による改正後の法律の規定により審査請求に対する

裁決を経た後でなければ取消しの訴えを提起することができないこととされるも

のの取消しの訴えの提起については、なお従前の例による。 

３ 不服申立てに対する行政庁の裁決、決定その他の行為の取消しの訴えであって、

この法律の施行前に提起されたものについては、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第九条 この法律の施行前にした行為並びに附則第五条及び前二条の規定によりな

お従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十条 附則第五条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要

な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成二六年六月二五日法律第八三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日又は平成二十六年四月一日のいずれか遅い日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第十二条中診療放射線技師法第二十六条第二項の改正規定及び第二十四条の

規定並びに次条並びに附則第七条、第十三条ただし書、第十八条、第二十条第

一項ただし書、第二十二条、第二十五条、第二十九条、第三十一条、第六十一

条、第六十二条、第六十四条、第六十七条、第七十一条及び第七十二条の規定 

公布の日 

二 略 
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三 第二条の規定、第四条の規定（第五号に掲げる改正規定を除く。）、第五条

のうち、介護保険法の目次の改正規定、同法第七条第五項、第八条、第八条の

二、第十三条、第二十四条の二第五項、第三十二条第四項、第四十二条の二、

第四十二条の三第二項、第五十三条、第五十四条第三項、第五十四条の二、第

五十四条の三第二項、第五十八条第一項、第六十八条第五項、第六十九条の三

十四、第六十九条の三十八第二項、第六十九条の三十九第二項、第七十八条の

二、第七十八条の十四第一項、第百十五条の十二、第百十五条の二十二第一項

及び第百十五条の四十五の改正規定、同法第百十五条の四十五の次に十条を加

える改正規定、同法第百十五条の四十六及び第百十五条の四十七の改正規定、

同法第六章中同法第百十五条の四十八を同法第百十五条の四十九とし、同法第

百十五条の四十七の次に一条を加える改正規定、同法第百十七条、第百十八条、

第百二十二条の二、第百二十三条第三項及び第百二十四条第三項の改正規定、

同法第百二十四条の次に二条を加える改正規定、同法第百二十六条第一項、第

百二十七条、第百二十八条、第百四十一条の見出し及び同条第一項、第百四十

八条第二項、第百五十二条及び第百五十三条並びに第百七十六条の改正規定、

同法第十一章の章名の改正規定、同法第百七十九条から第百八十二条までの改

正規定、同法第二百条の次に一条を加える改正規定、同法第二百二条第一項、

第二百三条及び第二百五条並びに附則第九条第一項ただし書の改正規定並びに

同法附則に一条を加える改正規定、第七条の規定（次号に掲げる改正規定を除

く。）、第九条及び第十条の規定、第十二条の規定（第一号に掲げる改正規定

を除く。）、第十三条及び第十四条の規定、第十五条の規定（第六号に掲げる

改正規定を除く。）、第十六条の規定（第六号に掲げる改正規定を除く。）、

第十七条の規定、第十八条の規定（第六号に掲げる改正規定を除く。）、第十

九条の規定並びに第二十一条中看護師等の人材確保の促進に関する法律第二条

第二項の改正規定並びに附則第五条、第八条第二項及び第四項、第九条から第

十二条まで、第十三条（ただし書を除く。）、第十四条から第十七条まで、第

二十八条、第三十条、第三十二条第一項、第三十三条から第三十九条まで、第

四十四条、第四十六条並びに第四十八条の規定、附則第五十条の規定（第六号
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に掲げる改正規定を除く。）、附則第五十一条の規定、附則第五十二条の規定

（第六号に掲げる改正規定を除く。）、附則第五十四条、第五十七条及び第五

十八条の規定、附則第五十九条中高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律（平成十七年法律第百二十四号）第二条第五項第二号の改

正規定（「同条第十四項」を「同条第十二項」に、「同条第十八項」を「同条

第十六項」に改める部分に限る。）並びに附則第六十五条、第六十六条及び第

七十条の規定 平成二十七年四月一日 

四 第五条中介護保険法第二十二条第一項の改正規定、同法第四十九条の次に一

条を加える改正規定、同法第五十条及び第五十一条の三第一項の改正規定、同

法第五十九条の次に一条を加える改正規定並びに同法第六十条、第六十一条の

三第一項及び第六十九条の改正規定並びに第七条中平成十八年改正前介護保険

法第二十二条第一項の改正規定、平成十八年改正前介護保険法第四十九条の次

に一条を加える改正規定並びに平成十八年改正前介護保険法第五十条、第五十

一条の三第一項及び第六十九条の改正規定並びに附則第十九条及び第二十六条

の規定 平成二十七年八月一日 

五 略 

六 第六条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。）、第十一条の規定、第十五

条中国民健康保険法第五十五条第一項の改正規定、同法第百十六条の二第一項

第六号の改正規定（「同法第八条第二十四項」を「同条第二十五項」に改める

部分に限る。）及び同法附則第五条の二第一項の改正規定、第十六条中老人福

祉法第五条の二第三項の改正規定（「居宅介護サービス費、」の下に「地域密

着型通所介護若しくは」を加える部分に限る。）、同条第七項の改正規定、同

法第十条の四第一項第二号の改正規定（「規定する通所介護」の下に「、地域

密着型通所介護」を加える部分に限る。）、同法第二十条の二の二の改正規定

（「居宅介護サービス費、」の下に「地域密着型通所介護若しくは」を加える

部分に限る。）及び同法第二十条の八第四項の改正規定（「、小規模多機能型

居宅介護」の下に「、地域密着型通所介護」を加える部分に限る。）、第十八

条中高齢者の医療の確保に関する法律第五十五条第一項第五号の改正規定（「同
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法第八条第二十四項」を「同条第二十五項」に改める部分に限る。）並びに同

法附則第二条及び第十三条の十一第一項の改正規定並びに第二十二条の規定並

びに附則第二十条（第一項ただし書を除く。）、第二十一条、第四十二条、第

四十三条並びに第四十九条の規定、附則第五十条中国有財産特別措置法（昭和

二十七年法律第二百十九号）第二条第二項第四号ロの改正規定（「居宅サービ

ス、」の下に「地域密着型通所介護若しくは」を加える部分に限る。）、附則

第五十二条中登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）別表第三の二十四

の項の改正規定、附則第五十五条及び第五十六条の規定、附則第五十九条の規

定（第三号に掲げる改正規定を除く。）並びに附則第六十条の規定 平成二十

八年四月一日までの間において政令で定める日 

（平成二七年政令第四九号で平成二八年四月一日から施行） 

七 第六条中介護保険法第四十六条第一項、第四十七条、第五十九条第一項、第

七十九条、第八十一条から第八十二条の二まで、第八十三条第一項、第八十三

条の二から第八十五条まで、第百十五条の三十五及び第百八十一条の改正規定

並びに附則第二十三条及び第二十四条の規定 平成三十年四月一日 

（平二七法三一・一部改正） 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の公布後必要に応じ、地域における病床の機能の分化及

び連携の推進の状況等を勘案し、更なる病床の機能の分化及び連携の推進の方策

について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措

置を講ずるものとする。 

３ 政府は、我が国における急速な高齢化の進展等に伴い、介護関係業務に係る労

働力への需要が増大していることに鑑み、この法律の公布後一年を目途として、

介護関係業務に係る労働力の確保のための方策について検討を加え、必要がある

と認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

４ 政府は、前三項に定める事項のほか、この法律の公布後五年を目途として、こ

の法律による改正後のそれぞれの法律（以下この項において「改正後の各法律」

という。）の施行の状況等を勘案し、改正後の各法律の規定について検討を加え、
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必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（地域密着型介護老人福祉施設等に関する経過措置） 

第九条 第三号施行日の前日において介護保険法第八条第二十一項に規定する地域

密着型介護老人福祉施設又は同法第四十八条第一項第一号に規定する指定介護老

人福祉施設（以下この条において「地域密着型介護老人福祉施設等」という。）

に入所し、第五条の規定（附則第一条第三号に掲げる改正規定に限る。）による

改正前の介護保険法（以下「第三号旧介護保険法」という。）第四十二条の二第

一項の地域密着型介護サービス費又は第三号旧介護保険法第四十八条第一項の施

設介護サービス費を受けていた要介護被保険者（以下「要介護旧入所者」という。）

については、第三号施行日以後引き続き当該地域密着型介護老人福祉施設等に入

所している間（当該地域密着型介護老人福祉施設等に係る介護保険法第七十八条

の十又は第九十二条第一項の規定による指定の取消しその他やむを得ない理由に

より、当該地域密着型介護老人福祉施設等に継続して一以上の他の地域密着型介

護老人福祉施設等に入所した要介護旧入所者にあっては、当該一以上の他の地域

密着型介護老人福祉施設等に継続して入所している間を含む。）は、第五条の規

定（同号に掲げる改正規定に限る。）による改正後の介護保険法（以下「第三号

新介護保険法」という。）第八条第二十一項又は第二十六項の要介護者である要

介護被保険者とみなして、第三号新介護保険法第四十二条の二及び第四十八条の

規定を適用する。 

（介護予防サービスに係る保険給付に関する経過措置） 

第十条 第三号施行日（附則第十四条第一項の場合にあっては、同項に規定する当

該特定市町村の同項の条例で定める日の翌日）前に行われた第三号旧介護保険法

第八条の二第二項に規定する介護予防訪問介護（以下「介護予防訪問介護」とい

う。）及び同条第七項に規定する介護予防通所介護（以下「介護予防通所介護」

という。）に係る第三号旧介護保険法の規定による保険給付については、なお従

前の例による。 

第十一条 第三号施行日の前日（附則第十四条第一項の場合にあっては、同項に規

定する当該特定市町村の同項の条例で定める日）において介護保険法第十九条第
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一項に規定する要支援認定を受けていた被保険者その他の厚生労働省令で定める

者に対する第三号新介護保険法の規定による保険給付については、当該要支援認

定の有効期間（介護保険法第三十三条第一項に規定する有効期間をいう。）の末

日その他の平成三十年三月三十一日までの間において厚生労働省令で定める日ま

での間は、第三号新介護保険法第八条の二第一項、第五十三条第一項及び第二項

並びに第五十四条第三項の規定は適用せず、第三号旧介護保険法第八条の二第一

項、第二項及び第七項、第五十三条第一項及び第二項並びに第五十四条第三項の

規定は、なおその効力を有する。 

（住所地特例対象被保険者に関する経過措置） 

第十二条 第三号新介護保険法第十三条第一項の規定は、第三号施行日以後に同項

第二号に掲げる特定施設に該当する施設に入居をすることにより当該施設の所在

する場所に住所を変更したと認められる同項に規定する住所地特例対象被保険者

であって、当該施設に入居をした際、当該施設が所在する市町村（特別区を含む。

以下同じ。）以外の市町村の区域内に住所を有していたと認められるものについ

て適用し、第三号施行日前に当該施設に入居をすることにより当該施設の所在す

る場所に住所を変更したと認められる者については、なお従前の例による。 

（介護予防・日常生活支援総合事業等に関する経過措置） 

第十三条 第三号施行日の前日において次の表の上欄に掲げる事業を行う者であっ

た者は、第三号施行日において同表の下欄に定める指定を受けたものとみなす。

ただし、当該者が第三号施行日の前日までに、厚生労働省令で定めるところによ

り別段の申出をしたときは、この限りでない。 

第三号旧介護保険法第五十三条

第一項本文の指定を受けている

介護予防訪問介護の事業を行う

者 

第三号新介護保険法第百十五条の四十五第一項

第一号イの第一号訪問事業に係る第三号新介護

保険法第百十五条の四十五の三第一項の指定事

業者の指定 

第三号旧介護保険法第五十三条

第一項本文の指定を受けている

介護予防通所介護の事業を行う

第三号新介護保険法第百十五条の四十五第一項

第一号ロの第一号通所事業に係る第三号新介護

保険法第百十五条の四十五の三第一項の指定事
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者 業者の指定 

第三号旧介護保険法第五十八条

第一項の指定を受けている介護

予防支援の事業を行う者 

第三号新介護保険法第百十五条の四十五第一項

第一号ニの第一号介護予防支援事業に係る第三

号新介護保険法第百十五条の四十五の三第一項

の指定事業者の指定 

第十四条 第三号施行日前に市町村が第三号新介護保険法第百十五条の四十五第一

項第一号イに規定する第一号訪問事業、同号ロに規定する第一号通所事業及び同

号ハに規定する第一号生活支援事業を実施する者の確保が困難であることその他

の事情により第三号施行日から同項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業

を行うことが困難であると認めてその旨を当該市町村の条例で定める場合にあっ

ては、第三号施行日以後第三号施行日から平成二十九年三月三十一日までの間に

おいて当該市町村（以下この項、次項及び附則第三十条において「特定市町村」

という。）の当該条例で定める日までの間は、当該特定市町村が行う第三号新介

護保険法の規定による地域支援事業については、第三号新介護保険法第百十五条

の四十五第一項、第百十五条の四十五の二第二項、第百十五条の四十五の三（同

条第一項の指定に係る部分を除く。）、第百十五条の四十五の四、第百十五条の

四十五の七、第百十五条の四十五の八、第百十五条の四十六第一項（第一号介護

予防支援事業に係る部分に限る。）、第百十五条の四十七第四項から第七項まで

及び第九項、第百二十二条の二、第百二十三条第三項、第百二十四条第三項、第

百二十六条第一項、第百五十二条並びに第百五十三条の規定は適用せず、第三号

旧介護保険法第百十五条の四十五第一項（第一号及び第二号に係る部分に限る。）、

第二項及び第七項、第百十五条の四十七第四項から第七項まで、第百二十二条の

二、第百二十三条第三項、第百二十四条第三項、第百二十六条第一項、第百五十

二条並びに第百五十三条の規定は、なおその効力を有する。 

２ 前項の場合において、特定市町村が行う介護保険の被保険者（当該特定市町村

の区域内に所在する第三号新介護保険法第十三条第一項に規定する住所地特例対

象施設に入所し、又は入居する他の市町村が行う介護保険の同条第三項に規定す

る住所地特例適用被保険者を含む。）に対する第三号新介護保険法の規定による
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保険給付については、当該特定市町村の前項の条例で定める日までの間は、第三

号新介護保険法第八条の二第一項、第五十三条第一項及び第二項並びに第五十四

条第三項の規定は適用せず、第三号旧介護保険法第八条の二第一項、第二項及び

第七項、第五十三条第一項及び第二項並びに第五十四条第三項の規定は、なおそ

の効力を有する。 

３ 第三号施行日前に市町村が第三号新介護保険法第百十五条の四十五第二項第四

号に掲げる事業を実施する医療に関する専門的知識を有する者の確保が困難であ

ることその他の事情により第三号施行日から当該事業を行うことが困難であると

認めてその旨を当該市町村の条例で定める場合にあっては、第三号施行日以後第

三号施行日から平成三十年三月三十一日までの間において当該市町村の当該条例

で定める日までの間は、当該市町村が行う第三号新介護保険法の規定による地域

支援事業については、同項（同号に掲げる部分に限る。）及び第三号新介護保険

法第百十五条の四十五の十の規定は、適用しない。 

４ 第三号施行日前に市町村が第三号新介護保険法第百十五条の四十五第二項第五

号に掲げる事業を実施する者の確保が困難であることその他の事情により第三号

施行日から当該事業を行うことが困難であると認めてその旨を当該市町村の条例

で定める場合にあっては、第三号施行日以後第三号施行日から平成三十年三月三

十一日までの間において当該市町村の当該条例で定める日までの間は、当該市町

村が行う第三号新介護保険法の規定による地域支援事業については、同項（同号

に掲げる部分に限る。）の規定は、適用しない。 

５ 第三号施行日前に市町村が第三号新介護保険法第百十五条の四十五第二項第六

号に掲げる事業を実施する保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者の確

保が困難であることその他の事情により第三号施行日から当該事業を行うことが

困難であると認めてその旨を当該市町村の条例で定める場合にあっては、第三号

施行日以後第三号施行日から平成三十年三月三十一日までの間において当該市町

村の当該条例で定める日までの間は、当該市町村が行う第三号新介護保険法の規

定による地域支援事業については、同項（同号に掲げる部分に限る。）の規定は、

適用しない。 
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（調整交付金等に関する経過措置） 

第十五条 平成二十七年度から平成二十九年度までの各年度においては、第三号新

介護保険法第百二十二条第二項中「調整交付金」とあるのは「調整交付金及び次

条第二項の規定に基づき交付する額」と、「同じ。）」とあるのは「同じ。）並

びに介護予防・日常生活支援総合事業に要する費用の額」と、同条第三項中「調

整交付金の」とあるのは「調整交付金及び次条第二項の規定に基づき交付する額

の」と、「費用の額」とあるのは「費用の額並びに介護予防・日常生活支援総合

事業に要する費用の額」とする。 

２ 平成二十七年度から平成二十九年度までの各年度においては、第三号新介護保

険法第百二十二条の二第三項の規定は適用しない。 

（賦課決定の期間制限に関する経過措置） 

第十六条 第三号新介護保険法第二百条の二の規定は、第三号施行日以後に同条の

納期が到来する保険料について適用し、第三号施行日前に当該納期に相当する期

限が到来した保険料については、なお従前の例による。 

（延滞金の割合の特例に関する経過措置） 

第十七条 第三号新介護保険法附則第十一条の規定は、介護保険法第百五十七条第

一項に規定する延滞金のうち第三号施行日以後の期間に対応するものについて適

用し、当該延滞金のうち第三号施行日前の期間に対応するものについては、なお

従前の例による。 

（準備行為） 

第十八条 第三号新介護保険法の施行のために必要な条例の制定又は改正その他の

行為は、第三号施行日前においても行うことができる。 

（保険給付に関する経過措置） 

第十九条 附則第一条第四号に掲げる規定の施行の日（以下「第四号施行日」とい

う。）前に行われた第五条の規定（附則第一条第四号に掲げる改正規定に限る。）

による改正前の介護保険法（以下「第四号旧介護保険法」という。）の規定によ

る居宅サービス（これに相当するサービスを含む。）、地域密着型サービス（こ

れに相当するサービスを含む。）、施設サービス、介護予防サービス（これに相
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当するサービスを含む。）、地域密着型介護予防サービス（これに相当するサー

ビスを含む。）又は住宅改修に係る保険給付については、なお従前の例による。 

２ 第四号施行日前に行われた第四号旧介護保険法の規定による特定介護サービス

又は特定介護予防サービスに係る特定入所者介護サービス費、特例特定入所者介

護サービス費、特定入所者介護予防サービス費又は特例特定入所者介護予防サー

ビス費の支給については、なお従前の例による。 

３ 第四号施行日前にした偽りその他不正の行為により第四号旧介護保険法の規定

による特定入所者介護サービス費、特例特定入所者介護サービス費、特定入所者

介護予防サービス費又は特例特定入所者介護予防サービス費の支給を受けた者か

らのその給付の価額の全部又は一部の徴収については、なお従前の例による。 

（地域密着型通所介護に関する経過措置） 

第二十条 附則第一条第六号に掲げる規定の施行の際現に介護保険法第四十一条第

一項本文の指定を受けている通所介護（利用定員が第六条の規定（同号に掲げる

改正規定に限る。）による改正後の介護保険法（以下「第六号新介護保険法」と

いう。）第八条第七項の厚生労働省令で定める数未満であるものに限る。次項に

おいて同じ。）の事業を行う者は、同号に掲げる規定の施行の日（以下「第六号

施行日」という。）において当該事業を行う事業所の所在地の市町村（第六号施

行日の前日において当該市町村以外の市町村（以下この項において「他の市町村」

という。）が行う介護保険の被保険者が当該事業を行う者が行う通所介護を利用

していた場合にあっては、当該他の市町村を含む。）の長から第六号新介護保険

法第八条第十七項に規定する地域密着型通所介護に係る第六号新介護保険法第四

十二条の二第一項本文の指定を受けたものとみなす。ただし、当該事業を行う者

が第六号施行日の前日までに、厚生労働省令で定めるところにより別段の申出を

したときは、この限りでない。 

２ 前項の規定により第六号新介護保険法第八条第十七項に規定する地域密着型通

所介護に係る第六号新介護保険法第四十二条の二第一項本文の指定を受けたもの

とみなされる通所介護の事業を行う者については、介護保険法第四十一条第一項

本文の指定は、第六号施行日にその効力を失う。 
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第二十一条 第六号施行日から起算して一年を超えない期間内において第六号新介

護保険法第七十八条の二第四項第一号並びに第七十八条の四第一項及び第二項に

規定する市町村の条例（地域密着型通所介護に係る部分に限る。）が制定施行さ

れるまでの間は、第六号新介護保険法第七十八条の二第五項及び第七十八条の四

第三項に規定する厚生労働省令で定める基準をもって、当該市町村の条例で定め

られた基準とみなす。 

（準備行為） 

第二十二条 第六号新介護保険法の施行のために必要な条例の制定又は改正、介護

保険法第七十八条の二の規定による第六号新介護保険法第四十二条の二第一項本

文の指定の手続（地域密着型通所介護に係るものに限る。）その他の行為は、第

六号施行日前においても行うことができる。 

（居宅介護支援事業に関する経過措置） 

第二十三条 附則第一条第七号に掲げる規定の施行の日（以下「第七号施行日」と

いう。）から起算して一年を超えない期間内において第六条の規定（同号に掲げ

る改正規定に限る。）による改正後の介護保険法（以下「第七号新介護保険法」

という。）第四十七条第一項第一号、第七十九条第二項第一号並びに第八十一条

第一項及び第二項に規定する市町村の条例が制定施行されるまでの間は、第七号

施行日の前日において第六条の規定（附則第一条第七号に掲げる改正規定に限

る。）による改正前の介護保険法（次条において「第七号旧介護保険法」という。）

第四十七条第一項第一号、第七十九条第二項第一号並びに第八十一条第一項及び

第二項に規定する都道府県の条例で定められていた基準をもって、当該市町村の

条例で定められた基準とみなす。 

第二十四条 第七号施行日前に第七号旧介護保険法の規定により都道府県知事がし

た指定等の処分その他の行為（以下この条において「処分等の行為」という。）

又は第七号施行日前に第七号旧介護保険法の規定により都道府県知事に対してさ

れた指定等の申請その他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）

で、第七号施行日以後において市町村長が処理し、又は管理し、及び執行するこ

ととなる事務に係るものは、第七号施行日以後においては、市町村長のした処分
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等の行為又は市町村長に対してされた申請等の行為とみなす。 

（準備行為） 

第二十五条 第七号新介護保険法の施行のために必要な条例の制定又は改正その他

の行為は、第七号施行日前においても行うことができる。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第七十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下

この条において同じ。）の施行前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為及びこの附

則の規定によりなお効力を有することとされる場合におけるこの法律の施行後に

した行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第七十二条 附則第三条から第四十一条まで及び前条に定めるもののほか、この法

律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （平成二七年五月二九日法律第三一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成三十年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条の規定、第五条中健康保険法第九十条第二項及び第九十五条第六号の

改正規定、同法第百五十三条第一項の改正規定、同法附則第四条の四の改正規

定、同法附則第五条の改正規定、同法附則第五条の二の改正規定、同法附則第

五条の三の改正規定並びに同条の次に四条を加える改正規定、第七条中船員保

険法第七十条第四項の改正規定及び同法第八十五条第二項第三号の改正規定、

第八条の規定並びに第十二条中社会保険診療報酬支払基金法第十五条第二項の

改正規定並びに次条第一項並びに附則第六条から第九条まで、第十五条、第十

八条、第二十六条、第五十九条、第六十二条及び第六十七条から第六十九条ま

での規定 公布の日 

二 略 

三 第三条、第六条及び第十条の規定並びに附則第三条、第四条、第二十条、第
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二十七条及び第二十八条の規定、附則第五十三条中介護保険法附則第十一条の

改正規定並びに附則第六十条、第六十三条及び第六十六条の規定 平成二十九

年四月一日 

（介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第五十四条 平成二十九年度以前の各年度の市町村に係る概算納付金及び平成二十

七年度以前の各年度の市町村に係る確定納付金については、なお従前の例による。 

第五十五条 平成三十年度及び平成三十一年度の各年度の都道府県に係る納付金の

額は、介護保険法第百五十一条第一項の規定にかかわらず、当該各年度の概算納

付金の額（以下この項において「都道府県概算納付金額」という。）とする。た

だし、前々年度の当該都道府県の区域に属する市町村に係る概算納付金の額の合

計額（以下この項において「区域内市町村概算納付金合計額」という。）が同年

度の当該都道府県の区域に属する市町村に係る確定納付金の額（当該市町村に同

法第百五十三条の規定を適用するとしたならば、同条の規定により算定されるこ

ととなる額をいう。）の合計額（以下この項において「区域内市町村確定納付金

合計額」という。）を超えるときは、当該各年度の都道府県概算納付金額からそ

の超える額とその超える額に係る調整金額（同法第百五十一条第一項ただし書に

規定する調整金額をいう。以下この項において同じ。）との合計額を控除して得

た額とするものとし、前々年度の区域内市町村概算納付金合計額が同年度の区域

内市町村確定納付金合計額に満たないときは、当該各年度の都道府県概算納付金

額にその満たない額とその満たない額に係る調整金額との合計額を加算して得た

額とする。 

（罰則に関する経過措置） 

第六十八条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以

下この条において同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第六十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措



377/651 

置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成二八年五月二〇日法律第四七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第六条、第八条及び第十四条の規定並びに附則第三条、第十三条、第二十四

条から第二十六条まで、第二十九条から第三十一条まで、第三十三条、第三十

五条及び第四十八条の規定 公布の日から起算して三月を経過した日 

附 則 （平成二八年一一月二四日法律第八四号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成二八年一二月二六日法律第一一四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第七条の規定 平成二十九年四月一日 

―――――――――― 

○民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（平成二九法律四五）抄 

（介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第二百十八条 施行日前に前条の規定による改正前の介護保険法第百八十三条第二

項又は第二百条第二項に規定する時効の中断の事由が生じた場合におけるその事

由の効力については、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第三百六十一条 施行日前にした行為及びこの法律の規定によりなお従前の例によ

ることとされる場合における施行日以後にした行為に対する罰則の適用について
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は、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第三百六十二条 この法律に定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置は、政令で定める。 

附 則 （平成二九年六月二日法律第四五号） 

この法律は、民法改正法の施行の日から施行する。ただし、第百三条の二、第百

三条の三、第二百六十七条の二、第二百六十七条の三及び第三百六十二条の規定は、

公布の日から施行する。 

（施行の日＝平成三二年四月一日） 

―――――――――― 

附 則 （平成二九年六月二日法律第五二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成三十年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第三条の規定並びに次条並びに附則第十五条、第十六条、第二十七条、第二

十九条、第三十一条、第三十六条及び第四十七条から第四十九条までの規定 公

布の日 

二 第一条中介護保険法第百五十二条及び第百五十三条の改正規定、同法第二百

二条第一項、第二百三条第一項及び第二百十四条第三項の改正規定、同法附則

第十一条及び第十二条の改正規定並びに同法附則第十三条を同法附則第十五条

とし、同法附則第十二条の次に二条を加える改正規定、第二条中健康保険法等

の一部を改正する法律附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を

有するものとされた同法第二十六条の規定による改正前の介護保険法（以下「平

成十八年旧介護保険法」という。）第百五十二条及び第百五十三条の改正規定、

平成十八年旧介護保険法第二百二条第一項、第二百三条第一項及び第二百十四

条第三項の改正規定、平成十八年旧介護保険法附則第九条及び第十条の改正規

定並びに平成十八年旧介護保険法附則に二条を加える改正規定並びに第五条の

規定（健康保険法第八十八条第一項の改正規定を除く。）並びに附則第三条か
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ら第六条まで、第十八条から第二十一条まで、第二十四条、第二十五条及び第

四十四条の規定 平成二十九年七月一日 

三 第一条中介護保険法第四十九条の二、第五十条、第五十九条の二、第六十条

及び第六十九条の改正規定並びに第二条中平成十八年旧介護保険法第四十九条

の二、第五十条及び第六十九条の改正規定並びに附則第十七条及び第二十二条

の規定 平成三十年八月一日 

（検討） 

第二条  

２ 政府は、前項に定める事項のほか、この法律の施行後五年を目途として、この

法律の規定による改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると

認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（被用者保険等保険者等に係る介護給付費・地域支援事業支援納付金に関する経

過措置） 

第三条 平成二十八年度以前の各年度における被用者保険等保険者（高齢者の医療

の確保に関する法律第七条第三項に規定する被用者保険等保険者をいう。以下同

じ。）及び健康保険法第百二十三条第一項の規定による保険者としての全国健康

保険協会（以下「日雇特例被保険者の保険の保険者としての協会」という。）に

係る介護保険法の規定による概算納付金及び確定納付金については、なお従前の

例による。 

第四条 平成二十九年度における被用者保険等保険者に係る介護保険法の規定によ

る概算納付金の額は、第一条の規定（附則第一条第二号に掲げる改正規定に限る。

以下この項において同じ。）による改正後の介護保険法（以下「第二号新介護保

険法」という。）第百五十二条第一項第一号及び附則第十一条第一項の規定にか

かわらず、同項の規定により算定される額の十二分の八に相当する額と同年度に

おいて第一条の規定による改正前の介護保険法（以下「第二号旧介護保険法」と

いう。）附則第十一条第一項の規定により算定されることとなる額の十二分の四

に相当する額との合計額とする。 

２ 平成二十九年度における日雇特例被保険者の保険の保険者としての協会に係る



380/651 

介護保険法の規定による概算納付金の額は、第二号新介護保険法第百五十二条第

一項第二号の規定にかかわらず、同号の規定により算定される額の十二分の八に

相当する額と同年度において第二号旧介護保険法附則第十一条第一項の規定によ

り算定されることとなる額の十二分の四に相当する額との合計額とする。 

第五条 平成二十九年度における被用者保険等保険者に係る介護保険法の規定によ

る確定納付金の額は、第二号新介護保険法第百五十三条第一号及び附則第十二条

第一項の規定にかかわらず、同項の規定により算定される額の十二分の八に相当

する額と同年度において第二号旧介護保険法附則第十二条第一項の規定により算

定されることとなる額の十二分の四に相当する額との合計額とする。 

２ 平成二十九年度における日雇特例被保険者の保険の保険者としての協会に係る

介護保険法の規定による確定納付金の額は、第二号新介護保険法第百五十三条第

二号の規定にかかわらず、同号の規定により算定される額の十二分の八に相当す

る額と同年度において第二号旧介護保険法附則第十二条第一項の規定により算定

されることとなる額の十二分の四に相当する額との合計額とする。 

第六条 社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九号）による社

会保険診療報酬支払基金（附則第二十一条第一項において「支払基金」という。）

は、附則第一条第二号に掲げる規定の施行後遅滞なく、平成二十九年度における

各被用者保険等保険者及び日雇特例被保険者の保険の保険者としての協会に係る

介護保険法の規定による介護給付費・地域支援事業支援納付金（次項において「納

付金」という。）の額を変更し、当該変更後の額を通知しなければならない。 

２ 介護保険法第百五十五条第三項の規定は、前項の規定により納付金の額の変更

がされた場合について準用する。 

（介護老人保健施設に関する経過措置） 

第七条 この法律の施行の際現に存する第一条の規定（附則第一条第二号及び第三

号に掲げる改正規定を除く。以下この条において同じ。）による改正前の介護保

険法（以下「旧介護保険法」という。）第八条第二十八項に規定する介護老人保

健施設（次条において「旧介護老人保健施設」という。）は、第一条の規定によ

る改正後の介護保険法（以下「新介護保険法」という。）第八条第二十八項に規
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定する介護老人保健施設（次条及び附則第二十八条において「新介護老人保健施

設」という。）とみなす。 

第八条 この法律の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において旧介護老

人保健施設に入所し、旧介護保険法第四十八条第一項の施設介護サービス費を受

けていた介護保険法第四十一条第一項に規定する要介護被保険者（以下この条に

おいて「要介護旧入所者」という。）については、施行日以後引き続き前条の規

定により新介護老人保健施設とみなされた当該旧介護老人保健施設に入所してい

る間（当該旧介護老人保健施設に係る介護保険法第百四条第一項の規定による許

可の取消しその他やむを得ない理由により、当該旧介護老人保健施設から継続し

て一以上の他の新介護老人保健施設に入所した要介護旧入所者にあっては、当該

他の新介護老人保健施設に継続して入所している間を含む。）は、新介護保険法

第八条第二十八項の要介護者であって、主としてその心身の機能の維持回復を図

り、居宅における生活を営むことができるようにするための支援が必要である者

である要介護被保険者とみなして、新介護保険法第四十八条の規定を適用する。 

（共生型居宅サービス事業者等に関する経過措置） 

第九条 施行日から起算して一年を超えない期間内において新介護保険法第七十二

条の二第一項各号に規定する都道府県の条例が制定施行されるまでの間は、同条

第二項に規定する厚生労働省令で定める基準をもって、当該都道府県の条例で定

められた基準とみなす。 

第十条 施行日から起算して一年を超えない期間内において新介護保険法第七十八

条の二の二第一項各号に規定する市町村の条例が制定施行されるまでの間は、同

条第二項に規定する厚生労働省令で定める基準をもって、当該市町村の条例で定

められた基準とみなす。 

第十一条 施行日から起算して一年を超えない期間内において新介護保険法第百十

五条の二の二第一項各号に規定する都道府県の条例が制定施行されるまでの間は、

同条第二項に規定する厚生労働省令で定める基準をもって、当該都道府県の条例

で定められた基準とみなす。 

第十二条 施行日から起算して一年を超えない期間内において新介護保険法第百十
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五条の十二の二第一項各号に規定する市町村の条例が制定施行されるまでの間は、

同条第二項に規定する厚生労働省令で定める基準をもって、当該市町村の条例で

定められた基準とみなす。 

（介護医療院に関する経過措置） 

第十三条 施行日から起算して一年を超えない期間内において新介護保険法第百十

一条第二項及び第三項に規定する都道府県の条例が制定施行されるまでの間は、

同条第四項に規定する厚生労働省令で定める基準をもって、当該都道府県の条例

で定められた基準とみなす。 

第十四条 施行日の前日において現に病院又は診療所を開設しており、かつ、当該

病院又は診療所の名称中に病院、病院分院、産院、療養所、診療所、診察所、医

院その他これらに類する文字（以下この条において「病院等に類する文字」とい

う。）を用いている者が、当該病院若しくは診療所を廃止して新介護保険法第八

条第二十九項に規定する介護医療院（以下「介護医療院」という。）を開設した

場合又は当該病院若しくは診療所の病床数を減少させて介護医療院を開設した場

合において、当該介護医療院の名称中に介護医療院という文字を用いることその

他厚生労働省令で定める要件に該当するものである間は、医療法第三条第一項の

規定にかかわらず、当該介護医療院の名称中に病院等に類する文字（当該病院若

しくは診療所を廃止した際又は当該病院若しくは診療所の病床数を減少させた際

に当該病院又は診療所の名称中に用いていたものに限る。）を引き続き用いるこ

とができる。 

（準備行為） 

第十五条 厚生労働大臣は、新介護保険法第七十二条の二第二項に規定する厚生労

働省令で定める基準（介護保険法第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス

の取扱いに関する部分に限る。）、新介護保険法第七十八条の二の二第二項に規

定する厚生労働省令で定める基準（介護保険法第四十二条の二第一項に規定する

指定地域密着型サービスの取扱いに関する部分に限る。）、新介護保険法第百十

一条第四項に規定する厚生労働省令で定める基準（新介護保険法第八条第二十九

項に規定する介護医療院サービスの取扱いに関する部分に限る。）、新介護保険
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法第百十五条の二の二第二項に規定する厚生労働省令で定める基準（介護保険法

第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービスの取扱いに関する部分に限

る。）及び新介護保険法第百十五条の十二の二第二項に規定する厚生労働省令で

定める基準（介護保険法第五十四条の二第一項に規定する指定地域密着型介護予

防サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、施行日前

においても社会保障審議会の意見を聴くことができる。 

第十六条 前条に規定するもののほか、新介護保険法の施行のために必要な条例の

制定又は改正、介護保険法第七十条第一項の規定による同法第四十一条第一項本

文の指定（新介護保険法第七十二条の二第一項に規定する者の申請に係るものに

限る。）の手続、介護保険法第七十八条の二第一項の規定による同法第四十二条

の二第一項本文の指定（新介護保険法第七十八条の二の二第一項に規定する者の

申請に係るものに限る。）の手続、新介護保険法第百七条第一項の許可の手続、

介護保険法第百十五条の二第一項の規定による同法第五十三条第一項本文の指定

（新介護保険法第百十五条の二の二第一項に規定する者の申請に係るものに限

る。）の手続、介護保険法第百十五条の十二第一項の規定による同法第五十四条

の二第一項本文の指定（新介護保険法第百十五条の十二の二第一項に規定する者

の申請に係るものに限る。）の手続その他の行為は、施行日前においても行うこ

とができる。 

（保険給付に関する経過措置） 

第十七条 附則第一条第三号に掲げる規定の施行の日（附則第二十二条において「第

三号施行日」という。）前に行われた第一条の規定（同号に掲げる改正規定に限

る。）による改正前の介護保険法の規定による居宅サービス（これに相当するサ

ービスを含む。）、地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む。）、

施設サービス、介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）、地域密

着型介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）又は住宅改修に係る

保険給付については、なお従前の例による。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第四十八条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以
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下この条において同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措

置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成三〇年五月三〇日法律第三三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政

令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一から三まで 略 

四 第三条中特許法第百七条第三項の改正規定、第百九条の見出しを削り、同条

の前に見出しを付し、同条の次に一条を加える改正規定、第百十二条第一項及

び第六項の改正規定、第百九十五条第六項の改正規定並びに第百九十五条の二

の見出しを削り、同条の前に見出しを付し、同条の次に一条を加える改正規定

並びに第六条及び第七条の規定並びに附則第十一条、第十五条、第二十三条及

び第二十五条から第三十二条までの規定 公布の日から起算して一年を超えな

い範囲内において政令で定める日 

（平成三一年政令第一号で平成三一年四月一日から施行） 

附 則 （平成三〇年六月二七日法律第六六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 第一条、第五条（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律別表第二の二十の項及び五十三の項の改正規定を除く。）及び

第十三条の規定並びに附則第十一条から第十三条まで、第十六条及び第十七条
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の規定 公布の日 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下

この条及び次条において同じ。）の施行の日前にこの法律による改正前のそれぞ

れの法律の規定によりされた認定等の処分その他の行為（以下この項において「処

分等の行為」という。）又はこの法律の施行の際現にこの法律による改正前のそ

れぞれの法律の規定によりされている認定等の申請その他の行為（以下この項に

おいて「申請等の行為」という。）で、この法律の施行の日においてこれらの行

為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第二条から前条

までの規定又は附則第十三条の規定に基づく政令に定めるものを除き、この法律

の施行の日以後におけるこの法律による改正後のそれぞれの法律の適用について

は、この法律による改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処分等の行

為又は申請等の行為とみなす。 

２ この法律の施行の日前にこの法律による改正前のそれぞれの法律の規定により

国又は地方公共団体の機関に対し、報告、届出その他の手続をしなければならな

い事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものについては、附

則第二条から前条までの規定又は附則第十三条の規定に基づく政令に定めるもの

のほか、これを、この法律による改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又

は地方公共団体の相当の機関に対して報告、届出その他の手続をしなければなら

ない事項についてその手続がされていないものとみなして、この法律による改正

後のそれぞれの法律の規定を適用する。 

（罰則に関する経過措置） 

第十二条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前

の例による。 

（政令への委任） 

第十三条 附則第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に関し

必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （令和元年五月二二日法律第九号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この法律は、平成三十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第三条中高齢者の医療の確保に関する法律第百六十条の二の改正規定及び同

条に一項を加える改正規定、第六条中社会保険診療報酬支払基金法の題名の次

に目次を付する改正規定及び同法第十六条第二項の改正規定並びに第八条中国

民健康保険法第八十八条第一項及び第二項並びに第百十条の二の改正規定、同

条に一項を加える改正規定並びに同法第百十三条の二第一項の改正規定並びに

附則第三条、第六条及び第十六条の規定 公布の日 

二 略 

三 第一条の規定（健康保険法第三条第七項の改正規定を除く。）、第四条の規

定、第六条の規定（第一号に掲げる改正規定を除く。）、第九条中国民健康保

険法第八十二条第二項の改正規定、同法第八十五条の次に二条を加える改正規

定及び同法第百四条の改正規定、第十二条の規定（第五号に掲げる改正規定並

びに介護保険法第百十五条の四十五中第五項を第九項とし、第四項の次に四項

を加える改正規定及び同法第百十七条第三項第六号の改正規定を除く。）並び

に第十四条中船員保険法第百十一条第二項の改正規定並びに附則第七条中私立

学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号）第二十六条第三項の改

正規定、附則第八条中国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号）

第九十八条第二項の改正規定、附則第九条中地方公務員等共済組合法（昭和三

十七年法律第百五十二号）第百十二条第三項の改正規定及び附則第十四条の規

定 平成三十二年十月一日 

四 略 

五 第五条中高齢者の医療の確保に関する法律第百四十五条第三項の改正規定、

第七条の規定及び第十二条中介護保険法第百六十六条第三項の改正規定並びに

附則第四条、第五条、第十二条及び第十五条の規定 平成三十三年四月一日 

六 第二条中健康保険法第百五十条の二第二項の改正規定及び同項を同条第三項

とし同条第一項の次に一項を加える改正規定、第五条中高齢者の医療の確保に
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関する法律第十六条の二第二項の改正規定並びに第十三条の規定 平成三十四

年四月一日 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律（前条各号に掲げ

る規定にあっては、当該各規定。附則第十五条及び第十六条において同じ。）に

よる改正後のそれぞれの法律（以下この条において「改正後の各法律」という。）

の施行の状況、医療の質の向上に資するための情報の活用の状況、個人番号カー

ド（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成二十五年法律第二十七号）第二条第七項に規定する個人番号カードをいう。）

の普及の状況その他社会経済の情報化の進展状況等を勘案し、必要があると認め

るときは、改正後の各法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要

な措置を講ずるものとする。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十六条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （令和元年六月七日法律第二六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一から三まで 略 

四 第十条の規定及び次条の規定 平成三十三年四月一日 

（政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰

則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （令和元年六月一四日法律第三七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を経過した日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
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一 第四十条、第五十九条、第六十一条、第七十五条（児童福祉法第三十四条の

二十の改正規定に限る。）、第八十五条、第百二条、第百七条（民間あっせん

機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律第二十六条の

改正規定に限る。）、第百十一条、第百四十三条、第百四十九条、第百五十二

条、第百五十四条（不動産の鑑定評価に関する法律第二十五条第六号の改正規

定に限る。）及び第百六十八条並びに次条並びに附則第三条及び第六条の規定 

公布の日 

二 第三条、第四条、第五条（国家戦略特別区域法第十九条の二第一項の改正規

定を除く。）、第二章第二節及び第四節、第四十一条（地方自治法第二百五十

二条の二十八の改正規定を除く。）、第四十二条から第四十八条まで、第五十

条、第五十四条、第五十七条、第六十条、第六十二条、第六十六条から第六十

九条まで、第七十五条（児童福祉法第三十四条の二十の改正規定を除く。）、

第七十六条、第七十七条、第七十九条、第八十条、第八十二条、第八十四条、

第八十七条、第八十八条、第九十条（職業能力開発促進法第三十条の十九第二

項第一号の改正規定を除く。）、第九十五条、第九十六条、第九十八条から第

百条まで、第百四条、第百八条、第百九条、第百十二条、第百十三条、第百十

五条、第百十六条、第百十九条、第百二十一条、第百二十三条、第百三十三条、

第百三十五条、第百三十八条、第百三十九条、第百六十一条から第百六十三条

まで、第百六十六条、第百六十九条、第百七十条、第百七十二条（フロン類の

使用の合理化及び管理の適正化に関する法律第二十九条第一項第一号の改正規

定に限る。）並びに第百七十三条並びに附則第十六条、第十七条、第二十条、

第二十一条及び第二十三条から第二十九条までの規定 公布の日から起算して

六月を経過した日 

（行政庁の行為等に関する経過措置） 

第二条 この法律（前条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条及び

次条において同じ。）の施行の日前に、この法律による改正前の法律又はこれに

基づく命令の規定（欠格条項その他の権利の制限に係る措置を定めるものに限

る。）に基づき行われた行政庁の処分その他の行為及び当該規定により生じた失
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職の効力については、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。 

（検討） 

第七条 政府は、会社法（平成十七年法律第八十六号）及び一般社団法人及び一般

財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）における法人の役員の資格

を成年被後見人又は被保佐人であることを理由に制限する旨の規定について、こ

の法律の公布後一年以内を目途として検討を加え、その結果に基づき、当該規定

の削除その他の必要な法制上の措置を講ずるものとする。 

別表（第六十九条の十三関係） 

（平一七法七七・追加、平一七法八三・一部改正） 

科目 試験委員 

一 この法律その他関係法令に関する科

目 

一 学校教育法（昭和二十二年法律第二

十六号）による大学において保健若し

くは福祉に関する科目若しくは医学を

担当する教授若しくは准教授の職にあ

り、又はこれらの職にあった者 

二 前号に掲げる者と同等以上の知識及

び経験を有する者 

二 居宅サービス計画、施設サービス計

画及び介護予防サービス計画に関する

科目 

三 介護給付等対象サービスその他の保

健医療サービス及び福祉サービスに関

する科目 

四 要介護認定及び要支援認定に関する

科目 

備考 上欄に掲げる科目についての試験の問題及び合格の基準は、介護支援専門員

実務研修を受講するために必要な専門的知識及び技術を有するかどうかを判定

するためのものであること。 

―――――――――― 

○平成十八年法律第八十三号による改正前の介護保険法（抄） 
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改正 平成二三年五月二日法律第三七号 同二三年六月二二日同第七二号 

同二三年一二月一四日同第一二二号 同二四年八月二二日同第六二号 

（同二四年 八月二二日同 第 六三

号） 

同二四年一一月二六日同第九八号 同二五年五月三一日同第二六号 

同二六年六月四日同第五一号 同二六年六月一三日同第六九号 

同二六年六月二五日同第八三号 同二七年五月二九日同第三一号 

同二八年一一月二四日同第八四号 同二八年一二月二六日同第一一四号 

同二九年六月二日同第四五号 同二九年六月二日同第五二号 

［平成二十三年法律第七十二号第四条

の規定による改正後の平成十八年法律

第八十三号附則第百三十条の二第一項

の規定により同法第二十六条の規定に

よる改正前の介護保険法の規定は、平成

三十六年三月三十一日までの間、なおそ

の効力を有するとされる。］ 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介

護状態となり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の

管理その他の医療を要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービ

ス及び福祉サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護

保険制度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の

保健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的とする。 

（介護保険） 

第二条 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態に関し、必要な保険給

付を行うものとする。 
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２ 前項の保険給付は、要介護状態又は要支援状態の軽減又は悪化の防止に資する

よう行われるとともに、医療との連携に十分配慮して行われなければならない。 

３ 第一項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じ

て、被保険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多

様な事業者又は施設から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われな

ければならない。 

４ 第一項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合にお

いても、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことができるように配慮されなければならない。 

（保険者） 

第三条 市町村及び特別区は、この法律の定めるところにより、介護保険を行うも

のとする。 

２ 市町村及び特別区は、介護保険に関する収入及び支出について、政令で定める

ところにより、特別会計を設けなければならない。 

（国民の努力及び義務） 

第四条 国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生ずる

心身の変化を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状態となっ

た場合においても、進んでリハビリテーションその他の適切な保健医療サービス

及び福祉サービスを利用することにより、その有する能力の維持向上に努めるも

のとする。 

２ 国民は、共同連帯の理念に基づき、介護保険事業に要する費用を公平に負担す

るものとする。 

（国及び都道府県の責務） 

第五条 国は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるよう保健医療サービ

ス及び福祉サービスを提供する体制の確保に関する施策その他必要な各般の措置

を講じなければならない。 

２ 都道府県は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、必要な助

言及び適切な援助をしなければならない。 
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（医療保険者の協力） 

第六条 医療保険者は、介護保険事業が健全かつ円滑に行われるよう協力しなけれ

ばならない。 

（定義） 

第七条 この法律において「要介護状態」とは、身体上又は精神上の障害があるた

めに、入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的な動作の全部又は一部に

ついて、厚生労働省令で定める期間にわたり継続して、常時介護を要すると見込

まれる状態であって、その介護の必要の程度に応じて厚生労働省令で定める区分

（以下「要介護状態区分」という。）のいずれかに該当するもの（要支援状態に

該当するものを除く。）をいう。 

２ この法律において「要支援状態」とは、身体上若しくは精神上の障害があるた

めに入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的な動作の全部若しくは一部

について厚生労働省令で定める期間にわたり継続して常時介護を要する状態の軽

減若しくは悪化の防止に特に資する支援を要すると見込まれ、又は身体上若しく

は精神上の障害があるために厚生労働省令で定める期間にわたり継続して日常生

活を営むのに支障があると見込まれる状態であって、支援の必要の程度に応じて

厚生労働省令で定める区分（以下「要支援状態区分」という。）のいずれかに該

当するものをいう。 

３ この法律において「要介護者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

一 要介護状態にある六十五歳以上の者 

二 要介護状態にある四十歳以上六十五歳未満の者であって、その要介護状態の

原因である身体上又は精神上の障害が加齢に伴って生ずる心身の変化に起因す

る疾病であって政令で定めるもの（以下「特定疾病」という。）によって生じ

たものであるもの 

４ この法律において「要支援者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

一 要支援状態にある六十五歳以上の者 

二 要支援状態にある四十歳以上六十五歳未満の者であって、その要支援状態の

原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって生じたものであるもの 
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５ この法律において「介護支援専門員」とは、要介護者又は要支援者（以下「要

介護者等」という。）からの相談に応じ、及び要介護者等がその心身の状況等に

応じ適切な居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービ

ス又は地域密着型介護予防サービスを利用できるよう市町村、居宅サービス事業

を行う者、地域密着型サービス事業を行う者、介護保険施設、介護予防サービス

事業を行う者、地域密着型介護予防サービス事業を行う者等との連絡調整等を行

う者であって、要介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な援助に関する専

門的知識及び技術を有するものとして第六十九条の七第一項の介護支援専門員証

の交付を受けたものをいう。 

６ この法律において「医療保険各法」とは、次に掲げる法律をいう。 

一 健康保険法（大正十一年法律第七十号） 

二 船員保険法（昭和十四年法律第七十三号） 

三 国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号） 

四 国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号） 

五 地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号） 

六 私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号） 

７ この法律において「医療保険者」とは、医療保険各法の規定により医療に関す

る給付を行う全国健康保険協会、健康保険組合、市町村（特別区を含む。）、国

民健康保険組合、共済組合又は日本私立学校振興・共済事業団をいう。 

８ この法律において「医療保険加入者」とは、次に掲げる者をいう。 

一 健康保険法の規定による被保険者。ただし、同法第三条第二項の規定による

日雇特例被保険者を除く。 

二 船員保険法の規定による被保険者 

三 国民健康保険法の規定による被保険者 

四 国家公務員共済組合法又は地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合

員 

五 私立学校教職員共済法の規定による私立学校教職員共済制度の加入者 

六 健康保険法、船員保険法、国家公務員共済組合法（他の法律において準用す
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る場合を含む。）又は地方公務員等共済組合法の規定による被扶養者。ただし、

健康保険法第三条第二項の規定による日雇特例被保険者の同法の規定による被

扶養者を除く。 

七 健康保険法第百二十六条の規定により日雇特例被保険者手帳の交付を受け、

その手帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至るまでの間にあ

る者及び同法の規定によるその者の被扶養者。ただし、同法第三条第二項ただ

し書の規定による承認を受けて同項の規定による日雇特例被保険者とならない

期間内にある者及び同法第百二十六条第三項の規定により当該日雇特例被保険

者手帳を返納した者並びに同法の規定によるその者の被扶養者を除く。 

９ この法律において「社会保険各法」とは、次に掲げる法律をいう。 

一 この法律 

二 第六項各号（第四号を除く。）に掲げる法律 

三 厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号） 

四 国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号） 

第八条 この法律において「居宅サービス」とは、訪問介護、訪問入浴介護、訪問

看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビリテ

ーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、福

祉用具貸与及び特定福祉用具販売をいい、「居宅サービス事業」とは、居宅サー

ビスを行う事業をいう。 

２ この法律において「訪問介護」とは、要介護者であって、居宅（老人福祉法（昭

和三十八年法律第百三十三号）第二十条の六に規定する軽費老人ホーム、同法第

二十九条第一項に規定する有料老人ホーム（第十一項及び第十九項において「有

料老人ホーム」という。）その他の厚生労働省令で定める施設における居室を含

む。以下同じ。）において介護を受けるもの（以下「居宅要介護者」という。）

について、その者の居宅において介護福祉士その他政令で定める者により行われ

る入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話であって、厚生労働省

令で定めるもの（夜間対応型訪問介護に該当するものを除く。）をいう。 

３ この法律において「訪問入浴介護」とは、居宅要介護者について、その者の居
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宅を訪問し、浴槽を提供して行われる入浴の介護をいう。 

４ この法律において「訪問看護」とは、居宅要介護者（主治の医師がその治療の

必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合していると認めたものに限

る。）について、その者の居宅において看護師その他厚生労働省令で定める者に

より行われる療養上の世話又は必要な診療の補助をいう。 

５ この法律において「訪問リハビリテーション」とは、居宅要介護者（主治の医

師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合していると認

めたものに限る。）について、その者の居宅において、その心身の機能の維持回

復を図り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作業療法その他必

要なリハビリテーションをいう。 

６ この法律において「居宅療養管理指導」とは、居宅要介護者について、病院、

診療所又は薬局（以下「病院等」という。）の医師、歯科医師、薬剤師その他厚

生労働省令で定める者により行われる療養上の管理及び指導であって、厚生労働

省令で定めるものをいう。 

７ この法律において「通所介護」とは、居宅要介護者について、老人福祉法第五

条の二第三項の厚生労働省令で定める施設又は同法第二十条の二の二に規定する

老人デイサービスセンターに通わせ、当該施設において入浴、排せつ、食事等の

介護その他の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練

を行うこと（認知症対応型通所介護に該当するものを除く。）をいう。 

８ この法律において「通所リハビリテーション」とは、居宅要介護者（主治の医

師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合していると認

めたものに限る。）について、介護老人保健施設、病院、診療所その他の厚生労

働省令で定める施設に通わせ、当該施設において、その心身の機能の維持回復を

図り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作業療法その他必要な

リハビリテーションをいう。 

９ この法律において「短期入所生活介護」とは、居宅要介護者について、老人福

祉法第五条の二第四項の厚生労働省令で定める施設又は同法第二十条の三に規定

する老人短期入所施設に短期間入所させ、当該施設において入浴、排せつ、食事
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等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことをいう。 

１０ この法律において「短期入所療養介護」とは、居宅要介護者（その治療の必

要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。）について、介護老人保健施

設、介護療養型医療施設その他の厚生労働省令で定める施設に短期間入所させ、

当該施設において看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な

医療並びに日常生活上の世話を行うことをいう。 

１１ この法律において「特定施設」とは、有料老人ホームその他厚生労働省令で

定める施設であって、第十九項に規定する地域密着型特定施設でないものをいい、

「特定施設入居者生活介護」とは、特定施設に入居している要介護者について、

当該特定施設が提供するサービスの内容、これを担当する者その他厚生労働省令

で定める事項を定めた計画に基づき行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他

の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの、機能訓練及び療養上の

世話をいう。 

１２ この法律において「福祉用具貸与」とは、居宅要介護者について福祉用具（心

身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある要介護者等の日常生活上の便宜

を図るための用具及び要介護者等の機能訓練のための用具であって、要介護者等

の日常生活の自立を助けるためのものをいう。次項並びに次条第十二項及び第十

三項において同じ。）のうち厚生労働大臣が定めるものの政令で定めるところに

より行われる貸与をいう。 

１３ この法律において「特定福祉用具販売」とは、居宅要介護者について福祉用

具のうち入浴又は排せつの用に供するものその他の厚生労働大臣が定めるもの

（以下「特定福祉用具」という。）の政令で定めるところにより行われる販売を

いう。 

１４ この法律において「地域密着型サービス」とは、夜間対応型訪問介護、認知

症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域

密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

をいい、「地域密着型サービス事業」とは、地域密着型サービスを行う事業をい

う。 
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１５ この法律において「夜間対応型訪問介護」とは、居宅要介護者について、夜

間において、定期的な巡回訪問により、又は通報を受け、その者の居宅において

介護福祉士その他第二項の政令で定める者により行われる入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の世話であって、厚生労働省令で定めるものをいう。 

１６ この法律において「認知症対応型通所介護」とは、居宅要介護者であって、

脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因に基づく脳の器質的な変化により日

常生活に支障が生じる程度にまで記憶機能及びその他の認知機能が低下した状態

（以下「認知症」という。）であるものについて、老人福祉法第五条の二第三項

の厚生労働省令で定める施設又は同法第二十条の二の二に規定する老人デイサー

ビスセンターに通わせ、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の

日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を行うことを

いう。 

１７ この法律において「小規模多機能型居宅介護」とは、居宅要介護者について、

その者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、その者の選択に基づき、

その者の居宅において、又は厚生労働省令で定めるサービスの拠点に通わせ、若

しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、入浴、排せつ、食事等の介護その他

の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を行うこと

をいう。 

１８ この法律において「認知症対応型共同生活介護」とは、要介護者であって認

知症であるもの（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除

く。）について、その共同生活を営むべき住居において、入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことをいう。 

１９ この法律において「地域密着型特定施設入居者生活介護」とは、有料老人ホ

ームその他第十一項の厚生労働省令で定める施設であって、その入居者が要介護

者、その配偶者その他厚生労働省令で定める者に限られるもの（以下「介護専用

型特定施設」という。）のうち、その入居定員が二十九人以下であるもの（以下

この項において「地域密着型特定施設」という。）に入居している要介護者につ

いて、当該地域密着型特定施設が提供するサービスの内容、これを担当する者そ
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の他厚生労働省令で定める事項を定めた計画に基づき行われる入浴、排せつ、食

事等の介護その他の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの、機能

訓練及び療養上の世話をいう。 

２０ この法律において「地域密着型介護老人福祉施設」とは、老人福祉法第二十

条の五に規定する特別養護老人ホーム（入所定員が二十九人以下であるものに限

る。以下この項において同じ。）であって、当該特別養護老人ホームに入所する

要介護者に対し、地域密着型施設サービス計画（地域密着型介護老人福祉施設に

入所している要介護者について、当該施設が提供するサービスの内容、これを担

当する者その他厚生労働省令で定める事項を定めた計画をいう。以下この項にお

いて同じ。）に基づいて、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世

話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことを目的とする施設をいい、

「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」とは、地域密着型介護老人福祉

施設に入所する要介護者に対し、地域密着型施設サービス計画に基づいて行われ

る入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理

及び療養上の世話をいう。 

２１ この法律において「居宅介護支援」とは、居宅要介護者が第四十一条第一項

に規定する指定居宅サービス又は特例居宅介護サービス費に係る居宅サービス若

しくはこれに相当するサービス、第四十二条の二第一項に規定する指定地域密着

型サービス又は特例地域密着型介護サービス費に係る地域密着型サービス若しく

はこれに相当するサービス及びその他の居宅において日常生活を営むために必要

な保健医療サービス又は福祉サービス（以下この項において「指定居宅サービス

等」という。）の適切な利用等をすることができるよう、当該居宅要介護者の依

頼を受けて、その心身の状況、その置かれている環境、当該居宅要介護者及びそ

の家族の希望等を勘案し、利用する指定居宅サービス等の種類及び内容、これを

担当する者その他厚生労働省令で定める事項を定めた計画（以下この項、第百十

五条の四十四第一項第五号及び別表において「居宅サービス計画」という。）を

作成するとともに、当該居宅サービス計画に基づく指定居宅サービス等の提供が

確保されるよう、第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス事業者、第四十
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二条の二第一項に規定する指定地域密着型サービス事業者その他の者との連絡調

整その他の便宜の提供を行い、並びに当該居宅要介護者が地域密着型介護老人福

祉施設又は介護保険施設への入所を要する場合にあっては、地域密着型介護老人

福祉施設又は介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うことをいい、「居

宅介護支援事業」とは、居宅介護支援を行う事業をいう。 

２２ この法律において「介護保険施設」とは、第四十八条第一項第一号に規定す

る指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び同項第三号に規定する指定介護

療養型医療施設をいう。 

２３ この法律において「施設サービス」とは、介護福祉施設サービス、介護保健

施設サービス及び介護療養施設サービスをいい、「施設サービス計画」とは、介

護老人福祉施設、介護老人保健施設又は介護療養型医療施設に入所している要介

護者について、これらの施設が提供するサービスの内容、これを担当する者その

他厚生労働省令で定める事項を定めた計画をいう。 

２４ この法律において「介護老人福祉施設」とは、老人福祉法第二十条の五に規

定する特別養護老人ホーム（入所定員が三十人以上であるものに限る。以下この

項において同じ。）であって、当該特別養護老人ホームに入所する要介護者に対

し、施設サービス計画に基づいて、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生

活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことを目的とする施設

をいい、「介護福祉施設サービス」とは、介護老人福祉施設に入所する要介護者

に対し、施設サービス計画に基づいて行われる入浴、排せつ、食事等の介護その

他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話をいう。 

２５ この法律において「介護老人保健施設」とは、要介護者（その治療の必要の

程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。以下この項において同じ。）に対

し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護及び機能

訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設とし

て、第九十四条第一項の都道府県知事の許可を受けたものをいい、「介護保健施

設サービス」とは、介護老人保健施設に入所する要介護者に対し、施設サービス

計画に基づいて行われる看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他
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必要な医療並びに日常生活上の世話をいう。 

２６ この法律において「介護療養型医療施設」とは、療養病床等（医療法（昭和

二十三年法律第二百五号）第七条第二項第四号に規定する療養病床のうち要介護

者の心身の特性に応じた適切な看護が行われるものとして政令で定めるもの又は

療養病床以外の病院の病床のうち認知症である要介護者の心身の特性に応じた適

切な看護が行われるものとして政令で定めるものをいう。以下同じ。）を有する

病院又は診療所であって、当該療養病床等に入院する要介護者（その治療の必要

の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。以下この項において同じ。）に

対し、施設サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下にお

ける介護その他の世話及び機能訓練その他必要な医療を行うことを目的とする施

設をいい、「介護療養施設サービス」とは、介護療養型医療施設の療養病床等に

入院する要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて行われる療養上の管理、

看護、医学的管理の下における介護その他の世話及び機能訓練その他必要な医療

をいう。 

第八条の二 この法律において「介護予防サービス」とは、介護予防訪問介護、介

護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介

護予防居宅療養管理指導、介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーション、

介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防特定施設入居

者生活介護、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売をいい、「介

護予防サービス事業」とは、介護予防サービスを行う事業をいう。 

２ この法律において「介護予防訪問介護」とは、要支援者であって、居宅におい

て支援を受けるもの（以下「居宅要支援者」という。）について、その者の居宅

において、その介護予防（身体上又は精神上の障害があるために入浴、排せつ、

食事等の日常生活における基本的な動作の全部若しくは一部について常時介護を

要し、又は日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止をいう。以

下同じ。）を目的として、介護福祉士その他政令で定める者により、厚生労働省

令で定める期間にわたり行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活

上の支援であって、厚生労働省令で定めるものをいう。 
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３ この法律において「介護予防訪問入浴介護」とは、居宅要支援者について、そ

の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める場合に、その者の居宅を訪問し、

厚生労働省令で定める期間にわたり浴槽を提供して行われる入浴の介護をいう。 

４ この法律において「介護予防訪問看護」とは、居宅要支援者（主治の医師がそ

の治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合していると認めたも

のに限る。）について、その者の居宅において、その介護予防を目的として、看

護師その他厚生労働省令で定める者により、厚生労働省令で定める期間にわたり

行われる療養上の世話又は必要な診療の補助をいう。 

５ この法律において「介護予防訪問リハビリテーション」とは、居宅要支援者（主

治の医師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合してい

ると認めたものに限る。）について、その者の居宅において、その介護予防を目

的として、厚生労働省令で定める期間にわたり行われる理学療法、作業療法その

他必要なリハビリテーションをいう。 

６ この法律において「介護予防居宅療養管理指導」とは、居宅要支援者について、

その介護予防を目的として、病院等の医師、歯科医師、薬剤師その他厚生労働省

令で定める者により行われる療養上の管理及び指導であって、厚生労働省令で定

めるものをいう。 

７ この法律において「介護予防通所介護」とは、居宅要支援者について、その介

護予防を目的として、老人福祉法第五条の二第三項の厚生労働省令で定める施設

又は同法第二十条の二の二に規定する老人デイサービスセンターに通わせ、当該

施設において、厚生労働省令で定める期間にわたり、入浴、排せつ、食事等の介

護その他の日常生活上の支援であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を

行うこと（介護予防認知症対応型通所介護に該当するものを除く。）をいう。 

８ この法律において「介護予防通所リハビリテーション」とは、居宅要支援者（主

治の医師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準に適合してい

ると認めたものに限る。）について、介護老人保健施設、病院、診療所その他の

厚生労働省令で定める施設に通わせ、当該施設において、その介護予防を目的と

して、厚生労働省令で定める期間にわたり行われる理学療法、作業療法その他必
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要なリハビリテーションをいう。 

９ この法律において「介護予防短期入所生活介護」とは、居宅要支援者について、

老人福祉法第五条の二第四項の厚生労働省令で定める施設又は同法第二十条の三

に規定する老人短期入所施設に短期間入所させ、その介護予防を目的として、厚

生労働省令で定める期間にわたり、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介

護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行うことをいう。 

１０ この法律において「介護予防短期入所療養介護」とは、居宅要支援者（その

治療の必要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。）について、介護老

人保健施設、介護療養型医療施設その他の厚生労働省令で定める施設に短期間入

所させ、その介護予防を目的として、厚生労働省令で定める期間にわたり、当該

施設において看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療

並びに日常生活上の支援を行うことをいう。 

１１ この法律において「介護予防特定施設入居者生活介護」とは、特定施設（介

護専用型特定施設を除く。）に入居している要支援者について、その介護予防を

目的として、当該特定施設が提供するサービスの内容、これを担当する者その他

厚生労働省令で定める事項を定めた計画に基づき行われる入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の支援であって厚生労働省令で定めるもの、機能訓練

及び療養上の世話をいう。 

１２ この法律において「介護予防福祉用具貸与」とは、居宅要支援者について福

祉用具のうちその介護予防に資するものとして厚生労働大臣が定めるものの政令

で定めるところにより行われる貸与をいう。 

１３ この法律において「特定介護予防福祉用具販売」とは、居宅要支援者につい

て福祉用具のうちその介護予防に資するものであって入浴又は排せつの用に供す

るものその他の厚生労働大臣が定めるもの（以下「特定介護予防福祉用具」とい

う。）の政令で定めるところにより行われる販売をいう。 

１４ この法律において「地域密着型介護予防サービス」とは、介護予防認知症対

応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同

生活介護をいい、「地域密着型介護予防サービス事業」とは、地域密着型介護予
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防サービスを行う事業をいう。 

１５ この法律において「介護予防認知症対応型通所介護」とは、居宅要支援者で

あって、認知症であるものについて、その介護予防を目的として、老人福祉法第

五条の二第三項の厚生労働省令で定める施設又は同法第二十条の二の二に規定す

る老人デイサービスセンターに通わせ、当該施設において、厚生労働省令で定め

る期間にわたり、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援であっ

て厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を行うことをいう。 

１６ この法律において「介護予防小規模多機能型居宅介護」とは、居宅要支援者

について、その者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、その者の選

択に基づき、その者の居宅において、又は厚生労働省令で定めるサービスの拠点

に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、その介護予防を目的と

して、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援であって厚生労働

省令で定めるもの及び機能訓練を行うことをいう。 

１７ この法律において「介護予防認知症対応型共同生活介護」とは、要支援者（厚

生労働省令で定める要支援状態区分に該当する状態である者に限る。）であって

認知症であるもの（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除

く。）について、その共同生活を営むべき住居において、その介護予防を目的と

して、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び機能訓練を行

うことをいう。 

１８ この法律において「介護予防支援」とは、居宅要支援者が第五十三条第一項

に規定する指定介護予防サービス又は特例介護予防サービス費に係る介護予防サ

ービス若しくはこれに相当するサービス、第五十四条の二第一項に規定する指定

地域密着型介護予防サービス又は特例地域密着型介護予防サービス費に係る地域

密着型介護予防サービス若しくはこれに相当するサービス及びその他の介護予防

に資する保健医療サービス又は福祉サービス（以下この項において「指定介護予

防サービス等」という。）の適切な利用等をすることができるよう、第百十五条

の四十五第一項に規定する地域包括支援センターの職員のうち厚生労働省令で定

める者が、当該居宅要支援者の依頼を受けて、その心身の状況、その置かれてい
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る環境、当該居宅要支援者及びその家族の希望等を勘案し、利用する指定介護予

防サービス等の種類及び内容、これを担当する者その他厚生労働省令で定める事

項を定めた計画（以下この項及び別表において「介護予防サービス計画」という。）

を作成するとともに、当該介護予防サービス計画に基づく指定介護予防サービス

等の提供が確保されるよう、第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービス

事業者、第五十四条の二第一項に規定する指定地域密着型介護予防サービス事業

者その他の者との連絡調整その他の便宜の提供を行うことをいい、「介護予防支

援事業」とは、介護予防支援を行う事業をいう。 

第二章 被保険者 

（被保険者） 

第九条 次の各号のいずれかに該当する者は、市町村又は特別区（以下単に「市町

村」という。）が行う介護保険の被保険者とする。 

一 市町村の区域内に住所を有する六十五歳以上の者（以下「第一号被保険者」

という。） 

二 市町村の区域内に住所を有する四十歳以上六十五歳未満の医療保険加入者

（以下「第二号被保険者」という。） 

（資格取得の時期） 

第十条 前条の規定による当該市町村が行う介護保険の被保険者は、次の各号のい

ずれかに該当するに至った日から、その資格を取得する。 

一 当該市町村の区域内に住所を有する医療保険加入者が四十歳に達したとき。 

二 四十歳以上六十五歳未満の医療保険加入者又は六十五歳以上の者が当該市町

村の区域内に住所を有するに至ったとき。 

三 当該市町村の区域内に住所を有する四十歳以上六十五歳未満の者が医療保険

加入者となったとき。 

四 当該市町村の区域内に住所を有する者（医療保険加入者を除く。）が六十五

歳に達したとき。 

（資格喪失の時期） 

第十一条 第九条の規定による当該市町村が行う介護保険の被保険者は、当該市町
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村の区域内に住所を有しなくなった日の翌日から、その資格を喪失する。ただし、

当該市町村の区域内に住所を有しなくなった日に他の市町村の区域内に住所を有

するに至ったときは、その日から、その資格を喪失する。 

２ 第二号被保険者は、医療保険加入者でなくなった日から、その資格を喪失する。 

（届出等） 

第十二条 第一号被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、被保険者の資

格の取得及び喪失に関する事項その他必要な事項を市町村に届け出なければなら

ない。ただし、第十条第四号に該当するに至ったことにより被保険者の資格を取

得した場合（厚生労働省令で定める場合を除く。）については、この限りでない。 

２ 第一号被保険者の属する世帯の世帯主は、その世帯に属する第一号被保険者に

代わって、当該第一号被保険者に係る前項の規定による届出をすることができる。 

３ 被保険者は、市町村に対し、当該被保険者に係る被保険者証の交付を求めるこ

とができる。 

４ 被保険者は、その資格を喪失したときは、厚生労働省令で定めるところにより、

速やかに、被保険者証を返還しなければならない。 

５ 住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第二十二条から第二十四条ま

で又は第二十五条の規定による届出があったとき（当該届出に係る書面に同法第

二十八条の三の規定による付記がされたときに限る。）は、その届出と同一の事

由に基づく第一項本文の規定による届出があったものとみなす。 

６ 前各項に規定するもののほか、被保険者に関する届出及び被保険者証に関して

必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

（住所地特例対象施設に入所又は入居中の被保険者の特例） 

第十三条 次に掲げる施設（以下「住所地特例対象施設」という。）に入所又は入

居（以下この条において「入所等」という。）をすることにより当該住所地特例

対象施設の所在する場所に住所を変更したと認められる被保険者（第三号に掲げ

る施設に入所することにより当該施設の所在する場所に住所を変更したと認めら

れる被保険者にあっては、老人福祉法第十一条第一項第一号の規定による入所措

置がとられた者に限る。以下この条において「住所地特例対象被保険者」という。）
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であって、当該住所地特例対象施設に入所等をした際他の市町村（当該住所地特

例対象施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有してい

たと認められるものは、第九条の規定にかかわらず、当該他の市町村が行う介護

保険の被保険者とする。ただし、二以上の住所地特例対象施設に継続して入所等

をしている住所地特例対象被保険者であって、現に入所等をしている住所地特例

対象施設（以下この項及び次項において「現入所施設」という。）に入所等をす

る直前に入所等をしていた住所地特例対象施設（以下この項において「直前入所

施設」という。）及び現入所施設のそれぞれに入所等をすることにより直前入所

施設及び現入所施設のそれぞれの所在する場所に順次住所を変更したと認められ

るもの（次項において「特定継続入所被保険者」という。）については、この限

りでない。 

一 介護保険施設 

二 特定施設 

三 老人福祉法第二十条の四に規定する養護老人ホーム 

２ 特定継続入所被保険者のうち、次の各号に掲げるものは、第九条の規定にかか

わらず、当該各号に定める市町村が行う介護保険の被保険者とする。 

一 継続して入所等をしている二以上の住所地特例対象施設のそれぞれに入所等

をすることによりそれぞれの住所地特例対象施設の所在する場所に順次住所を

変更したと認められる住所地特例対象被保険者であって、当該二以上の住所地

特例対象施設のうち最初の住所地特例対象施設に入所等をした際他の市町村

（現入所施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有し

ていたと認められるもの 当該他の市町村 

二 継続して入所等をしている二以上の住所地特例対象施設のうち一の住所地特

例対象施設から継続して他の住所地特例対象施設に入所等をすること（以下こ

の号において「継続入所等」という。）により当該一の住所地特例対象施設の

所在する場所以外の場所から当該他の住所地特例対象施設の所在する場所への

住所の変更（以下この号において「特定住所変更」という。）を行ったと認め

られる住所地特例対象被保険者であって、最後に行った特定住所変更に係る継
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続入所等の際他の市町村（現入所施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）

の区域内に住所を有していたと認められるもの 当該他の市町村 

３ 住所地特例対象被保険者が入所等をしている住所地特例対象施設は、当該住所

地特例対象施設の所在する市町村及び当該住所地特例対象被保険者に対し介護保

険を行う市町村に、必要な協力をしなければならない。 

第三章 介護認定審査会 

（介護認定審査会） 

第十四条 第三十八条第二項に規定する審査判定業務を行わせるため、市町村に介

護認定審査会（以下「認定審査会」という。）を置く。 

（委員） 

第十五条 認定審査会の委員の定数は、政令で定める基準に従い条例で定める数と

する。 

２ 委員は、要介護者等の保健、医療又は福祉に関する学識経験を有する者のうち

から、市町村長（特別区にあっては、区長。以下同じ。）が任命する。 

（共同設置の支援） 

第十六条 都道府県は、認定審査会について地方自治法（昭和二十二年法律第六十

七号）第二百五十二条の七第一項の規定による共同設置をしようとする市町村の

求めに応じ、市町村相互間における必要な調整を行うことができる。 

２ 都道府県は、認定審査会を共同設置した市町村に対し、その円滑な運営が確保

されるように必要な技術的な助言その他の援助をすることができる。 

（政令への委任規定） 

第十七条 この法律に定めるもののほか、認定審査会に関し必要な事項は、政令で

定める。 

第四章 保険給付 

第一節 通則 

（保険給付の種類） 

第十八条 この法律による保険給付は、次に掲げる保険給付とする。 

一 被保険者の要介護状態に関する保険給付（以下「介護給付」という。） 
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二 被保険者の要支援状態に関する保険給付（以下「予防給付」という。） 

三 前二号に掲げるもののほか、要介護状態又は要支援状態の軽減又は悪化の防

止に資する保険給付として条例で定めるもの（第五節において「市町村特別給

付」という。） 

（市町村の認定） 

第十九条 介護給付を受けようとする被保険者は、要介護者に該当すること及びそ

の該当する要介護状態区分について、市町村の認定（以下「要介護認定」という。）

を受けなければならない。 

２ 予防給付を受けようとする被保険者は、要支援者に該当すること及びその該当

する要支援状態区分について、市町村の認定（以下「要支援認定」という。）を

受けなければならない。 

（他の法令による給付との調整） 

第二十条 介護給付又は予防給付（以下「介護給付等」という。）は、当該要介護

状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」という。）につき、労働者災害補償

保険法（昭和二十二年法律第五十号）の規定による療養補償給付若しくは療養給

付その他の法令に基づく給付であって政令で定めるもののうち介護給付等に相当

するものを受けることができるときは政令で定める限度において、又は当該政令

で定める給付以外の給付であって国若しくは地方公共団体の負担において介護給

付等に相当するものが行われたときはその限度において、行わない。 

（損害賠償請求権） 

第二十一条 市町村は、給付事由が第三者の行為によって生じた場合において、保

険給付を行ったときは、その給付の価額の限度において、被保険者が第三者に対

して有する損害賠償の請求権を取得する。 

２ 前項に規定する場合において、保険給付を受けるべき者が第三者から同一の事

由について損害賠償を受けたときは、市町村は、その価額の限度において、保険

給付を行う責めを免れる。 

３ 市町村は、第一項の規定により取得した請求権に係る損害賠償金の徴収又は収

納の事務を国民健康保険法第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会
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（以下「連合会」という。）であって厚生労働省令で定めるものに委託すること

ができる。 

（不正利得の徴収等） 

第二十二条 偽りその他不正の行為によって保険給付を受けた者があるときは、市

町村は、その者からその給付の価額の全部又は一部を徴収することができるほか、

当該偽りその他不正の行為によって受けた保険給付が第五十一条の三第一項の規

定による特定入所者介護サービス費の支給又は第五十一条の四第一項の規定によ

る特例特定入所者介護サービス費の支給であるときは、市町村は、厚生労働大臣

の定める基準により、その者から当該偽りその他不正の行為によって支給を受け

た額の百分の二百に相当する額以下の金額を徴収することができる。 

２ 前項に規定する場合において、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハ

ビリテーション若しくは短期入所療養介護又は介護予防訪問看護、介護予防訪問

リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション若しくは介護予防短期入

所療養介護についてその治療の必要の程度につき診断する医師その他居宅サービ

ス若しくはこれに相当するサービス、施設サービス又は介護予防サービス若しく

はこれに相当するサービスに従事する医師又は歯科医師が、市町村に提出される

べき診断書に虚偽の記載をしたため、その保険給付が行われたものであるときは、

市町村は、当該医師又は歯科医師に対し、保険給付を受けた者に連帯して同項の

徴収金を納付すべきことを命ずることができる。 

３ 市町村は、第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス事業者、第四十二条

の二第一項に規定する指定地域密着型サービス事業者、第四十六条第一項に規定

する指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、第五十三条第一項に規定する指定

介護予防サービス事業者、第五十四条の二第一項に規定する指定地域密着型介護

予防サービス事業者又は第五十八条第一項に規定する指定介護予防支援事業者

（以下この項において「指定居宅サービス事業者等」という。）が、偽りその他

不正の行為により第四十一条第六項、第四十二条の二第六項、第四十六条第四項、

第四十八条第四項、第五十一条の三第四項、第五十三条第四項、第五十四条の二

第六項、第五十八条第四項又は第六十一条の三第四項の規定による支払を受けた
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ときは、当該指定居宅サービス事業者等から、その支払った額につき返還させる

べき額を徴収するほか、その返還させるべき額に百分の四十を乗じて得た額を徴

収することができる。 

（平二六法八三・一部改正） 

（文書の提出等） 

第二十三条 市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給

付を受ける者若しくは当該保険給付に係る居宅サービス等（居宅サービス（これ

に相当するサービスを含む。）、地域密着型サービス（これに相当するサービス

を含む。）、居宅介護支援（これに相当するサービスを含む。）、施設サービス、

介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）、地域密着型介護予防サ

ービス（これに相当するサービスを含む。）若しくは介護予防支援（これに相当

するサービスを含む。）をいう。以下同じ。）を担当する者若しくは保険給付に

係る第四十五条第一項に規定する住宅改修を行う者又はこれらの者であった者

（第二十四条の二第一項第一号において「照会等対象者」という。）に対し、文

書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しくは依頼し、又は当該職員に質

問若しくは照会をさせることができる。 

（帳簿書類の提示等） 

第二十四条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、介護給付等（居宅介護住宅改修費

の支給及び介護予防住宅改修費の支給を除く。次項及び第二百八条において同

じ。）に関して必要があると認めるときは、居宅サービス等を行った者又はこれ

を使用する者に対し、その行った居宅サービス等に関し、報告若しくは当該居宅

サービス等の提供の記録、帳簿書類その他の物件の提示を命じ、又は当該職員に

質問させることができる。 

２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、介護給付等を

受けた被保険者又は被保険者であった者に対し、当該介護給付等に係る居宅サー

ビス等（以下「介護給付等対象サービス」という。）の内容に関し、報告を命じ、

又は当該職員に質問させることができる。 

３ 前二項の規定による質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す
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証明書を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなければなら

ない。 

４ 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。 

（指定市町村事務受託法人） 

第二十四条の二 市町村は、次に掲げる事務の一部を、法人であって厚生労働省令

で定める要件に該当し、当該事務を適正に実施することができると認められるも

のとして都道府県知事が指定するもの（以下この条において「指定市町村事務受

託法人」という。）に委託することができる。 

一 第二十三条に規定する事務（照会等対象者の選定に係るものを除く。） 

二 第二十七条第二項（第二十八条第四項、第二十九条第二項、第三十条第二項、

第三十一条第二項及び第三十二条第二項（第三十三条第四項、第三十三条の二

第二項、第三十三条の三第二項及び第三十四条第二項において準用する場合を

含む。）において準用する場合を含む。）の規定による調査に関する事務 

三 その他厚生労働省令で定める事務 

２ 指定市町村事務受託法人は、前項第二号の事務を行うときは、介護支援専門員

その他厚生労働省令で定める者に当該委託に係る調査を行わせるものとする。 

３ 指定市町村事務受託法人の役員若しくは職員（前項の介護支援専門員その他厚

生労働省令で定める者を含む。次項において同じ。）又はこれらの職にあった者

は、正当な理由なしに、当該委託事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

４ 指定市町村事務受託法人の役員又は職員で、当該委託事務に従事するものは、

刑法（明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の適用については、法令により

公務に従事する職員とみなす。 

５ 市町村は、第一項の規定により事務を委託したときは、厚生労働省令で定める

ところにより、その旨を公示しなければならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、指定市町村事務受託法人に関し必要な事項は、政

令で定める。 
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（指定都道府県事務受託法人） 

第二十四条の三 都道府県は、次に掲げる事務の一部を、法人であって厚生労働省

令で定める要件に該当し、当該事務を適正に実施することができると認められる

ものとして都道府県知事が指定するもの（以下「指定都道府県事務受託法人」と

いう。）に委託することができる。 

一 第二十四条第一項及び第二項に規定する事務（これらの項の規定による命

令及び質問の対象となる者の選定に係るもの並びに当該命令を除く。） 

二 その他厚生労働省令で定める事務 

２ 指定都道府県事務受託法人の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、

正当な理由なしに、当該委託事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

３ 指定都道府県事務受託法人の役員又は職員で、当該委託事務に従事するものは、

刑法その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

４ 都道府県は、第一項の規定により事務を委託したときは、厚生労働省令で定め

るところにより、その旨を公示しなければならない。 

５ 第二十四条第三項の規定は、第一項の規定により委託を受けて行う同条第一項

及び第二項の規定による質問について準用する。 

６ 前各項に定めるもののほか、指定都道府県事務受託法人に関し必要な事項は、

政令で定める。 

（平二三法七二・追加） 

（受給権の保護） 

第二十五条 保険給付を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえる

ことができない。 

（租税その他の公課の禁止） 

第二十六条 租税その他の公課は、保険給付として支給を受けた金品を標準として、

課することができない。 

第二節 認定 

（要介護認定） 

第二十七条 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるとこ
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ろにより、申請書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。

この場合において、当該被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第四

十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設

若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定めるもの又は第百十五条の四十

五第一項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続を代わって

行わせることができる。 

２ 市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保

険者に面接させ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令で

定める事項について調査をさせるものとする。この場合において、市町村は、当

該被保険者が遠隔の地に居所を有するときは、当該調査を他の市町村に嘱託する

ことができる。 

３ 市町村は、第一項の申請があったときは、当該申請に係る被保険者の主治の医

師に対し、当該被保険者の身体上又は精神上の障害の原因である疾病又は負傷の

状況等につき意見を求めるものとする。ただし、当該被保険者に係る主治の医師

がないときその他当該意見を求めることが困難なときは、市町村は、当該被保険

者に対して、その指定する医師又は当該職員で医師であるものの診断を受けるべ

きことを命ずることができる。 

４ 市町村は、第二項の調査（第二十四条の二第一項第二号の規定により委託され

た場合にあっては、当該委託に係る調査を含む。）の結果、前項の主治の医師の

意見又は指定する医師若しくは当該職員で医師であるものの診断の結果その他厚

生労働省令で定める事項を認定審査会に通知し、第一項の申請に係る被保険者に

ついて、次の各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める事項に関し

審査及び判定を求めるものとする。 

一 第一号被保険者 要介護状態に該当すること及びその該当する要介護状態区

分 

二 第二号被保険者 要介護状態に該当すること、その該当する要介護状態区分

及びその要介護状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって

生じたものであること。 
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５ 認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働

大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各号

に規定する事項に関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するものと

する。この場合において、認定審査会は、必要があると認めるときは、次に掲げ

る事項について、市町村に意見を述べることができる。 

一 当該被保険者の要介護状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養に関す

る事項 

二 第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス、第四十二条の二第一項に規

定する指定地域密着型サービス又は第四十八条第一項に規定する指定施設サー

ビス等の適切かつ有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項 

６ 認定審査会は、前項前段の審査及び判定をするに当たって必要があると認める

ときは、当該審査及び判定に係る被保険者、その家族、第三項の主治の医師その

他の関係者の意見を聴くことができる。 

７ 市町村は、第五項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要介護認定をしたときは、その結果を当該要介護認定に係る被保険

者に通知しなければならない。この場合において、市町村は、次に掲げる事項を

当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。 

一 該当する要介護状態区分 

二 第五項第二号に掲げる事項に係る認定審査会の意見 

８ 要介護認定は、その申請のあった日にさかのぼってその効力を生ずる。 

９ 市町村は、第五項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要介護者に該当しないと認めたときは、理由を付して、その旨を第

一項の申請に係る被保険者に通知するとともに、当該被保険者の被保険者証を返

付するものとする。 

１０ 市町村は、第一項の申請に係る被保険者が、正当な理由なしに、第二項の規

定による調査（第二十四条の二第一項第二号の規定により委託された場合にあっ

ては、当該委託に係る調査を含む。）に応じないとき、又は第三項ただし書の規

定による診断命令に従わないときは、第一項の申請を却下することができる。 
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１１ 第一項の申請に対する処分は、当該申請のあった日から三十日以内にしなけ

ればならない。ただし、当該申請に係る被保険者の心身の状況の調査に日時を要

する等特別な理由がある場合には、当該申請のあった日から三十日以内に、当該

被保険者に対し、当該申請に対する処分をするためになお要する期間（次項にお

いて「処理見込期間」という。）及びその理由を通知し、これを延期することが

できる。 

１２ 第一項の申請をした日から三十日以内に当該申請に対する処分がされないと

き、若しくは前項ただし書の通知がないとき、又は処理見込期間が経過した日ま

でに当該申請に対する処分がされないときは、当該申請に係る被保険者は、市町

村が当該申請を却下したものとみなすことができる。 

（要介護認定の更新） 

第二十八条 要介護認定は、要介護状態区分に応じて厚生労働省令で定める期間（以

下この条において「有効期間」という。）内に限り、その効力を有する。 

２ 要介護認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要介護状態に該

当すると見込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、

当該要介護認定の更新（以下「要介護更新認定」という。）の申請をすることが

できる。 

３ 前項の申請をすることができる被保険者が、災害その他やむを得ない理由によ

り当該申請に係る要介護認定の有効期間の満了前に当該申請をすることができな

かったときは、当該被保険者は、その理由のやんだ日から一月以内に限り、要介

護更新認定の申請をすることができる。 

４ 前条（第八項を除く。）の規定は、前二項の申請及び当該申請に係る要介護更

新認定について準用する。この場合において、同条の規定に関し必要な技術的読

替えは、政令で定める。 

５ 市町村は、前項において準用する前条第二項の調査を第四十六条第一項に規定

する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設、介護保険施設その

他の厚生労働省令で定める事業者若しくは施設（以下この条において「指定居宅

介護支援事業者等」という。）又は介護支援専門員であって厚生労働省令で定め
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るものに委託することができる。 

６ 前項の規定により委託を受けた指定居宅介護支援事業者等は、介護支援専門員

その他厚生労働省令で定める者に当該委託に係る調査を行わせるものとする。 

７ 第五項の規定により委託を受けた指定居宅介護支援事業者等（その者が法人で

ある場合にあっては、その役員。次項において同じ。）若しくはその職員（前項

の介護支援専門員その他厚生労働省令で定める者を含む。次項において同じ。）

若しくは介護支援専門員又はこれらの職にあった者は、正当な理由なしに、当該

委託業務に関して知り得た個人の秘密を漏らしてはならない。 

８ 第五項の規定により委託を受けた指定居宅介護支援事業者等若しくはその職員

又は介護支援専門員で、当該委託業務に従事するものは、刑法その他の罰則の適

用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

９ 第三項の申請に係る要介護更新認定は、当該申請に係る要介護認定の有効期間

の満了日の翌日にさかのぼってその効力を生ずる。 

１０ 第一項の規定は、要介護更新認定について準用する。この場合において、同

項中「厚生労働省令で定める期間」とあるのは、「有効期間の満了日の翌日から

厚生労働省令で定める期間」と読み替えるものとする。 

（要介護状態区分の変更の認定） 

第二十九条 要介護認定を受けた被保険者は、その介護の必要の程度が現に受けて

いる要介護認定に係る要介護状態区分以外の要介護状態区分に該当すると認める

ときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、要介護状態区分の

変更の認定の申請をすることができる。 

２ 第二十七条及び前条第五項から第八項までの規定は、前項の申請及び当該申請

に係る要介護状態区分の変更の認定について準用する。この場合において、これ

らの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第三十条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者について、その介護の必要の程

度が低下したことにより当該要介護認定に係る要介護状態区分以外の要介護状態

区分に該当するに至ったと認めるときは、要介護状態区分の変更の認定をするこ

とができる。この場合において、市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、
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当該変更の認定に係る被保険者に対しその被保険者証の提出を求め、これに当該

変更の認定に係る要介護状態区分及び次項において準用する第二十七条第五項後

段の規定による認定審査会の意見（同項第二号に掲げる事項に係るものに限る。）

を記載し、これを返付するものとする。 

２ 第二十七条第二項から第六項まで及び第七項前段並びに第二十八条第五項から

第八項までの規定は、前項の要介護状態区分の変更の認定について準用する。こ

の場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（要介護認定の取消し） 

第三十一条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者が次の各号のいずれかに該当

するときは、当該要介護認定を取り消すことができる。この場合において、市町

村は、厚生労働省令で定めるところにより、当該取消しに係る被保険者に対しそ

の被保険者証の提出を求め、第二十七条第七項各号に掲げる事項の記載を消除し、

これを返付するものとする。 

一 要介護者に該当しなくなったと認めるとき。 

二 正当な理由なしに、前条第二項若しくは次項において準用する第二十七条第

二項の規定による調査（第二十四条の二第一項第二号又は前条第二項若しくは

次項において準用する第二十八条第五項の規定により委託された場合にあって

は、当該委託に係る調査を含む。）に応じないとき、又は前条第二項若しくは

次項において準用する第二十七条第三項ただし書の規定による診断命令に従わ

ないとき。 

２ 第二十七条第二項から第四項まで、第五項前段、第六項及び第七項前段並びに

第二十八条第五項から第八項までの規定は、前項第一号の規定による要介護認定

の取消しについて準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術

的読替えは、政令で定める。 

（要支援認定） 

第三十二条 要支援認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、申請書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならない。

この場合において、当該被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、第四
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十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設

若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定めるもの又は第百十五条の四十

五第一項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続を代わって

行わせることができる。 

２ 第二十七条第二項及び第三項の規定は、前項の申請に係る調査並びに同項の申

請に係る被保険者の主治の医師の意見及び当該被保険者に対する診断命令につい

て準用する。 

３ 市町村は、前項において準用する第二十七条第二項の調査（第二十四条の二第

一項第二号の規定により委託された場合にあっては、当該委託に係る調査を含

む。）の結果、前項において準用する第二十七条第三項の主治の医師の意見又は

指定する医師若しくは当該職員で医師であるものの診断の結果その他厚生労働省

令で定める事項を認定審査会に通知し、第一項の申請に係る被保険者について、

次の各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める事項に関し審査及び

判定を求めるものとする。 

一 第一号被保険者 要支援状態に該当すること及びその該当する要支援状態区

分 

二 第二号被保険者 要支援状態に該当すること、その該当する要支援状態区分

及びその要支援状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって

生じたものであること。 

４ 認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働

大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各号

に規定する事項に関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するものと

する。この場合において、認定審査会は、必要があると認めるときは、次に掲げ

る事項について、市町村に意見を述べることができる。 

一 当該被保険者の要支援状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養及び家

事に係る援助に関する事項 

二 第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービス又は第五十四条の二第一

項に規定する指定地域密着型介護予防サービスの適切かつ有効な利用等に関し
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当該被保険者が留意すべき事項 

５ 第二十七条第六項の規定は、前項前段の審査及び判定について準用する。 

６ 市町村は、第四項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要支援認定をしたときは、その結果を当該要支援認定に係る被保険

者に通知しなければならない。この場合において、市町村は、次に掲げる事項を

当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。 

一 該当する要支援状態区分 

二 第四項第二号に掲げる事項に係る認定審査会の意見 

７ 要支援認定は、その申請のあった日にさかのぼってその効力を生ずる。 

８ 市町村は、第四項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要支援者に該当しないと認めたときは、理由を付して、その旨を第

一項の申請に係る被保険者に通知するとともに、当該被保険者の被保険者証を返

付するものとする。 

９ 第二十七条第十項から第十二項までの規定は、第一項の申請及び当該申請に対

する処分について準用する。 

（要支援認定の更新） 

第三十三条 要支援認定は、要支援状態区分に応じて厚生労働省令で定める期間（以

下この条において「有効期間」という。）内に限り、その効力を有する。 

２ 要支援認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要支援状態に該

当すると見込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、

当該要支援認定の更新（以下「要支援更新認定」という。）の申請をすることが

できる。 

３ 前項の申請をすることができる被保険者が、災害その他やむを得ない理由によ

り当該申請に係る要支援認定の有効期間の満了前に当該申請をすることができな

かったときは、当該被保険者は、その理由のやんだ日から一月以内に限り、要支

援更新認定の申請をすることができる。 

４ 前条（第七項を除く。）及び第二十八条第五項から第八項までの規定は、前二

項の申請及び当該申請に係る要支援更新認定について準用する。この場合におい



420/651 

て、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

５ 第三項の申請に係る要支援更新認定は、当該申請に係る要支援認定の有効期間

の満了日の翌日にさかのぼってその効力を生ずる。 

６ 第一項の規定は、要支援更新認定について準用する。この場合において、同項

中「厚生労働省令で定める期間」とあるのは、「有効期間の満了日の翌日から厚

生労働省令で定める期間」と読み替えるものとする。 

（要支援状態区分の変更の認定） 

第三十三条の二 要支援認定を受けた被保険者は、その支援の必要の程度が現に受

けている要支援認定に係る要支援状態区分以外の要支援状態区分に該当すると認

めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、要支援状態区

分の変更の認定の申請をすることができる。 

２ 第二十八条第五項から第八項まで及び第三十二条の規定は、前項の申請及び当

該申請に係る要支援状態区分の変更について準用する。この場合において、これ

らの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第三十三条の三 市町村は、要支援認定を受けた被保険者について、その支援の必

要の程度が低下したことにより当該要支援認定に係る要支援状態区分以外の要支

援状態区分に該当するに至ったと認めるときは、要支援状態区分の変更の認定を

することができる。この場合において、市町村は、厚生労働省令で定めるところ

により、当該変更の認定に係る被保険者に対しその被保険者証の提出を求め、こ

れに当該変更の認定に係る要支援状態区分及び次項において準用する第三十二条

第四項後段の規定による認定審査会の意見（同項第二号に掲げる事項に係るもの

に限る。）を記載し、これを返付するものとする。 

２ 第二十八条第五項から第八項まで並びに第三十二条第二項から第五項まで及び

第六項前段の規定は、前項の要支援状態区分の変更の認定について準用する。こ

の場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（要支援認定の取消し） 

第三十四条 市町村は、要支援認定を受けた被保険者が次の各号のいずれかに該当

するときは、当該要支援認定を取り消すことができる。この場合において、市町
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村は、厚生労働省令で定めるところにより、当該取消しに係る被保険者に対しそ

の被保険者証の提出を求め、第三十二条第六項各号に掲げる事項の記載を消除し、

これを返付するものとする。 

一 要支援者に該当しなくなったと認めるとき。 

二 正当な理由なしに、前条第二項若しくは次項において準用する第三十二条第

二項の規定により準用される第二十七条第二項の規定による調査（第二十四条

の二第一項第二号又は前条第二項若しくは次項において準用する第二十八条第

五項の規定により委託された場合にあっては、当該委託に係る調査を含む。）

に応じないとき、又は次項において準用する第三十二条第二項の規定により準

用される第二十七条第三項ただし書の規定による診断命令に従わないとき。 

２ 第二十八条第五項から第八項まで並びに第三十二条第二項、第三項、第四項前

段、第五項及び第六項前段の規定は、前項第一号の規定による要支援認定の取消

しについて準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

（要介護認定等の手続の特例） 

第三十五条 認定審査会は、第二十七条第四項（第二十八条第四項において準用す

る場合を含む。）の規定により審査及び判定を求められた被保険者について、要

介護者に該当しないと認める場合であっても、要支援者に該当すると認めるとき

は、第二十七条第五項（第二十八条第四項において準用する場合を含む。）の規

定にかかわらず、その旨を市町村に通知することができる。 

２ 市町村は、前項の規定による通知があったときは、当該通知に係る被保険者に

ついて、第三十二条第一項の申請がなされ、同条第三項の規定により認定審査会

に審査及び判定を求め、同条第四項の規定により認定審査会の通知を受けたもの

とみなし、要支援認定をすることができる。この場合において、市町村は、当該

被保険者に、要支援認定をした旨を通知するとともに、同条第六項各号に掲げる

事項を当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。 

３ 認定審査会は、第三十二条第三項（第三十三条第四項において準用する場合を

含む。）の規定により審査及び判定を求められた被保険者について、要介護者に
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該当すると認めるときは、第三十二条第四項（第三十三条第四項において準用す

る場合を含む。）の規定にかかわらず、その旨を市町村に通知することができる。 

４ 市町村は、前項の規定による通知があったときは、当該通知に係る被保険者に

ついて、第二十七条第一項の申請がなされ、同条第四項の規定により認定審査会

に審査及び判定を求め、同条第五項の規定により認定審査会の通知を受けたもの

とみなし、要介護認定をすることができる。この場合において、市町村は、当該

被保険者に、要介護認定をした旨を通知するとともに、同条第七項各号に掲げる

事項を当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。 

５ 認定審査会は、第三十一条第二項において準用する第二十七条第四項の規定に

より審査及び判定を求められた被保険者について、要介護者に該当しないと認め

る場合であっても、要支援者に該当すると認めるときは、第三十一条第二項にお

いて準用する第二十七条第五項の規定にかかわらず、その旨を市町村に通知する

ことができる。 

６ 市町村は、前項の規定による通知があったときは、当該通知に係る被保険者に

ついて、第三十二条第一項の申請がなされ、同条第三項の規定により認定審査会

に審査及び判定を求め、同条第四項の規定により認定審査会の通知を受けたもの

とみなし、要支援認定をすることができる。この場合において、市町村は、厚生

労働省令で定めるところにより、当該通知に係る被保険者に対しその被保険者証

の提出を求め、これに同条第六項各号に掲げる事項を記載し、これを返付するも

のとする。 

（住所移転後の要介護認定及び要支援認定） 

第三十六条 市町村は、他の市町村による要介護認定又は要支援認定を受けている

者が当該市町村の行う介護保険の被保険者となった場合において、当該被保険者

が、その資格を取得した日から十四日以内に、当該他の市町村から交付された当

該要介護認定又は要支援認定に係る事項を証明する書面を添えて、要介護認定又

は要支援認定の申請をしたときは、第二十七条第四項及び第七項前段又は第三十

二条第三項及び第六項前段の規定にかかわらず、認定審査会の審査及び判定を経

ることなく、当該書面に記載されている事項に即して、要介護認定又は要支援認
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定をすることができる。 

（介護給付等対象サービスの種類の指定） 

第三十七条 市町村は、要介護認定、要介護更新認定、第二十九条第二項において

準用する第二十七条第七項若しくは第三十条第一項の規定による要介護状態区分

の変更の認定、要支援認定、要支援更新認定又は第三十三条の二第二項において

準用する第三十二条第六項若しくは第三十三条の三第一項の規定による要支援状

態区分の変更の認定（以下この項において単に「認定」という。）をするに当た

っては、第二十七条第五項第一号（第二十八条第四項、第二十九条第二項及び第

三十条第二項において準用する場合を含む。）又は第三十二条第四項第一号（第

三十三条第四項、第三十三条の二第二項及び第三十三条の三第二項において準用

する場合を含む。）に掲げる事項に係る認定審査会の意見に基づき、当該認定に

係る被保険者が受けることができる居宅介護サービス費若しくは特例居宅介護サ

ービス費に係る居宅サービス、地域密着型介護サービス費若しくは特例地域密着

型介護サービス費に係る地域密着型サービス、施設介護サービス費若しくは特例

施設介護サービス費に係る施設サービス、介護予防サービス費若しくは特例介護

予防サービス費に係る介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービス費若し

くは特例地域密着型介護予防サービス費に係る地域密着型介護予防サービスの種

類を指定することができる。この場合において、市町村は、当該被保険者の被保

険者証に、第二十七条第七項後段（第二十八条第四項及び第二十九条第二項にお

いて準用する場合を含む。）、第三十条第一項後段若しくは第三十五条第四項後

段又は第三十二条第六項後段（第三十三条第四項及び第三十三条の二第二項にお

いて準用する場合を含む。）、第三十三条の三第一項後段若しくは第三十五条第

二項後段若しくは第六項後段の規定による記載に併せて、当該指定に係る居宅サ

ービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地域密着型

介護予防サービスの種類を記載するものとする。 

２ 前項前段の規定による指定を受けた被保険者は、当該指定に係る居宅サービス、

地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地域密着型介護予防

サービスの種類の変更の申請をすることができる。 
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３ 前項の申請は、厚生労働省令で定めるところにより、被保険者証を添付して行

うものとする。 

４ 市町村は、第二項の申請があった場合において、厚生労働省令で定めるところ

により、認定審査会の意見を聴き、必要があると認めるときは、当該指定に係る

居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地域

密着型介護予防サービスの種類の変更をすることができる。 

５ 市町村は、前項の規定により第二項の申請に係る被保険者について第一項前段

の規定による指定に係る居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介

護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類を変更したときは、その

結果を当該被保険者に通知するとともに、当該被保険者の被保険者証に変更後の

居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地域

密着型介護予防サービスの種類を記載し、これを返付するものとする。 

（都道府県の援助等） 

第三十八条 都道府県は、市町村が行う第二十七条から第三十五条まで及び前条の

規定による業務に関し、その設置する福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年法

律第四十五号）に定める福祉に関する事務所をいう。）又は保健所による技術的

事項についての協力その他市町村に対する必要な援助を行うことができる。 

２ 地方自治法第二百五十二条の十四第一項の規定により市町村の委託を受けて審

査判定業務（第二十七条から第三十五条まで及び前条の規定により認定審査会が

行う業務をいう。以下この条において同じ。）を行う都道府県に、当該審査判定

業務を行わせるため、都道府県介護認定審査会を置く。 

３ 第十五条及び第十七条の規定は、前項の都道府県介護認定審査会について準用

する。この場合において、第十五条中「市町村長（特別区にあっては、区長。以

下同じ。）」とあるのは、「都道府県知事」と読み替えるものとする。 

４ 審査判定業務を都道府県に委託した市町村について第二十七条（第二十八条第

四項、第二十九条第二項、第三十条第二項、第三十一条第二項及び第三十二条第

五項において準用する場合を含む。）、第三十条、第三十二条（第三十三条第四

項、第三十三条の二第二項、第三十三条の三第二項及び第三十四条第二項におい
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て準用する場合を含む。）、第三十三条の三及び第三十五条から前条までの規定

を適用する場合においては、これらの規定中「認定審査会」とあるのは、「都道

府県介護認定審査会」とする。 

（厚生労働省令への委任） 

第三十九条 この節に定めるもののほか、要介護認定及び要支援認定の申請その他

の手続に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

第三節 介護給付 

（介護給付の種類） 

第四十条 介護給付は、次に掲げる保険給付とする。 

一 居宅介護サービス費の支給 

二 特例居宅介護サービス費の支給 

三 地域密着型介護サービス費の支給 

四 特例地域密着型介護サービス費の支給 

五 居宅介護福祉用具購入費の支給 

六 居宅介護住宅改修費の支給 

七 居宅介護サービス計画費の支給 

八 特例居宅介護サービス計画費の支給 

九 施設介護サービス費の支給 

十 特例施設介護サービス費の支給 

十一 高額介護サービス費の支給 

十一の二 高額医療合算介護サービス費の支給 

十二 特定入所者介護サービス費の支給 

十三 特例特定入所者介護サービス費の支給 

（居宅介護サービス費の支給） 

第四十一条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者（以下「要介護被保険者」と

いう。）のうち居宅において介護を受けるもの（以下「居宅要介護被保険者」と

いう。）が、都道府県知事が指定する者（以下「指定居宅サービス事業者」とい

う。）から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所により行われる居宅サ
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ービス（以下「指定居宅サービス」という。）を受けたときは、当該居宅要介護

被保険者に対し、当該指定居宅サービスに要した費用（特定福祉用具の購入に要

した費用を除き、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期

入所療養介護及び特定施設入居者生活介護に要した費用については、食事の提供

に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働

省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。）について、居宅介護サー

ビス費を支給する。ただし、当該居宅要介護被保険者が、第三十七条第一項の規

定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の居宅サービ

スを受けたときは、この限りでない。 

２ 居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と

認める場合に限り、支給するものとする。 

３ 指定居宅サービスを受けようとする居宅要介護被保険者は、厚生労働省令で定

めるところにより、自己の選定する指定居宅サービス事業者について、被保険者

証を提示して、当該指定居宅サービスを受けるものとする。 

４ 居宅介護サービス費の額は、次の各号に掲げる居宅サービスの区分に応じ、当

該各号に定める額とする。 

一 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管

理指導、通所介護、通所リハビリテーション及び福祉用具貸与 これらの居宅

サービスの種類ごとに、当該居宅サービスの種類に係る指定居宅サービスの内

容、当該指定居宅サービスの事業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算

定される当該指定居宅サービスに要する平均的な費用（通所介護及び通所リハ

ビリテーションに要する費用については、食事の提供に要する費用その他の日

常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案し

て厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定

居宅サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅サービスに

要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額 

二 短期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護 これら

の居宅サービスの種類ごとに、要介護状態区分、当該居宅サービスの種類に係
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る指定居宅サービスの事業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算定され

る当該指定居宅サービスに要する平均的な費用（食事の提供に要する費用、滞

在に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費

用を除く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の

額（その額が現に当該指定居宅サービスに要した費用の額を超えるときは、当

該現に指定居宅サービスに要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する

額 

５ 厚生労働大臣は、前項各号の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 

６ 居宅要介護被保険者が指定居宅サービス事業者から指定居宅サービスを受けた

とき（当該居宅要介護被保険者が第四十六条第四項の規定により指定居宅介護支

援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定

居宅サービスが当該指定居宅介護支援の対象となっている場合その他の厚生労働

省令で定める場合に限る。）は、市町村は、当該居宅要介護被保険者が当該指定

居宅サービス事業者に支払うべき当該指定居宅サービスに要した費用について、

居宅介護サービス費として当該居宅要介護被保険者に対し支給すべき額の限度に

おいて、当該居宅要介護被保険者に代わり、当該指定居宅サービス事業者に支払

うことができる。 

７ 前項の規定による支払があったときは、居宅要介護被保険者に対し居宅介護サ

ービス費の支給があったものとみなす。 

８ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスその他のサービスの提供に要し

た費用につき、その支払を受ける際、当該支払をした居宅要介護被保険者に対し、

厚生労働省令で定めるところにより、領収証を交付しなければならない。 

９ 市町村は、指定居宅サービス事業者から居宅介護サービス費の請求があったと

きは、第四項各号の厚生労働大臣が定める基準及び第七十四条第二項に規定する

指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準（指定居宅サービスの取扱

いに関する部分に限る。）に照らして審査した上、支払うものとする。 

１０ 市町村は、前項の規定による審査及び支払に関する事務を連合会に委託する
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ことができる。 

１１ 前項の規定による委託を受けた連合会は、当該委託をした市町村の同意を得

て、厚生労働省令で定めるところにより、当該委託を受けた事務の一部を、営利

を目的としない法人であって厚生労働省令で定める要件に該当するものに委託す

ることができる。 

１２ 前各項に規定するもののほか、居宅介護サービス費の支給及び指定居宅サー

ビス事業者の居宅介護サービス費の請求に関して必要な事項は、厚生労働省令で

定める。 

（特例居宅介護サービス費の支給） 

第四十二条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例居

宅介護サービス費を支給する。 

一 居宅要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他

やむを得ない理由により指定居宅サービスを受けた場合において、必要がある

と認めるとき。 

二 居宅要介護被保険者が、指定居宅サービス以外の居宅サービス又はこれに相

当するサービス（指定居宅サービスの事業に係る第七十四条第一項の厚生労働

省令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める員数並びに同条第二項に規

定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準のうち、厚生労働

省令で定めるものを満たすと認められる事業を行う事業所により行われるもの

に限る。次号において「基準該当居宅サービス」という。）を受けた場合にお

いて、必要があると認めるとき。 

三 指定居宅サービス及び基準該当居宅サービスの確保が著しく困難である離島

その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有す

る居宅要介護被保険者が、指定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の

居宅サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要がある

と認めるとき。 

四 その他政令で定めるとき。 

２ 特例居宅介護サービス費の額は、当該居宅サービス又はこれに相当するサービ
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スについて前条第四項各号の厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額

（その額が現に当該居宅サービス又はこれに相当するサービスに要した費用（特

定福祉用具の購入に要した費用を除き、通所介護、通所リハビリテーション、短

期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護並びにこれらに

相当するサービスに要した費用については、食事の提供に要する費用、滞在に要

する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除

く。）の額を超えるときは、当該現に居宅サービス又はこれに相当するサービス

に要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額を基準として、市町村が

定める。 

３ 市町村長は、特例居宅介護サービス費の支給に関して必要があると認めるとき

は、当該支給に係る居宅サービス若しくはこれに相当するサービスを担当する者

若しくは担当した者（以下この項において「居宅サービス等を担当する者等」と

いう。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、若しくは出

頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該居宅サービス

等を担当する者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書

類その他の物件を検査させることができる。 

４ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（地域密着型介護サービス費の支給） 

第四十二条の二 市町村は、要介護被保険者が、当該市町村の長が指定する者（以

下「指定地域密着型サービス事業者」という。）から当該指定に係る地域密着型

サービス事業を行う事業所により行われる地域密着型サービス（以下「指定地域

密着型サービス」という。）を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、当該

指定地域密着型サービスに要した費用（認知症対応型通所介護、小規模多機能型

居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に要した費用については、食事の提

供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労

働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。）について、地域密着型
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介護サービス費を支給する。ただし、当該要介護被保険者が、第三十七条第一項

の規定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の地域密

着型サービスを受けたときは、この限りでない。 

２ 地域密着型介護サービス費の額は、次の各号に掲げる地域密着型サービスの区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 夜間対応型訪問介護及び認知症対応型通所介護 これらの地域密着型サービ

スの種類ごとに、当該地域密着型サービスの種類に係る指定地域密着型サービ

スの内容、当該指定地域密着型サービスの事業を行う事業所の所在する地域等

を勘案して算定される当該指定地域密着型サービスに要する平均的な費用（認

知症対応型通所介護に要する費用については、食事の提供に要する費用その他

の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘

案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該

指定地域密着型サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定地域

密着型サービスに要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額 

二 小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設

入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 これらの地

域密着型サービスの種類ごとに、要介護状態区分、当該地域密着型サービスの

種類に係る指定地域密着型サービスの事業を行う事業所の所在する地域等を勘

案して算定される当該指定地域密着型サービスに要する平均的な費用（食事の

提供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚

生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準

により算定した費用の額（その額が現に当該指定地域密着型サービスに要した

費用の額を超えるときは、当該現に指定地域密着型サービスに要した費用の額

とする。）の百分の九十に相当する額 

３ 厚生労働大臣は、前項各号の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市町村は、第二項各号の規定にかかわらず、同項各号に定める地域密着型介護

サービス費の額に代えて、その額を超えない額を、当該市町村における地域密着



431/651 

型介護サービス費の額とすることができる。 

５ 市町村は、前項の当該市町村における地域密着型介護サービス費の額を定めよ

うとするときは、あらかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関

係者の意見を反映させ、及び学識経験を有する者の知見の活用を図るために必要

な措置を講じなければならない。 

６ 要介護被保険者が指定地域密着型サービス事業者から指定地域密着型サービス

を受けたとき（当該要介護被保険者が第四十六条第四項の規定により指定居宅介

護支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該

指定地域密着型サービスが当該指定居宅介護支援の対象となっている場合その他

の厚生労働省令で定める場合に限る。）は、市町村は、当該要介護被保険者が当

該指定地域密着型サービス事業者に支払うべき当該指定地域密着型サービスに要

した費用について、地域密着型介護サービス費として当該要介護被保険者に対し

支給すべき額の限度において、当該要介護被保険者に代わり、当該指定地域密着

型サービス事業者に支払うことができる。 

７ 前項の規定による支払があったときは、要介護被保険者に対し地域密着型介護

サービス費の支給があったものとみなす。 

８ 市町村は、指定地域密着型サービス事業者から地域密着型介護サービス費の請

求があったときは、第二項各号の厚生労働大臣が定める基準又は第四項の規定に

より市町村が定める額及び第七十八条の四第二項又は第四項に規定する指定地域

密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準（指定地域密着型サービスの

取扱いに関する部分に限る。）に照らして審査した上、支払うものとする。 

９ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は地域密着型介護サー

ビス費の支給について、同条第八項の規定は指定地域密着型サービス事業者につ

いて準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

１０ 前各項に規定するもののほか、地域密着型介護サービス費の支給及び指定地

域密着型サービス事業者の地域密着型介護サービス費の請求に関して必要な事項

は、厚生労働省令で定める。 
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（特例地域密着型介護サービス費の支給） 

第四十二条の三 市町村は、次に掲げる場合には、要介護被保険者に対し、特例地

域密着型介護サービス費を支給する。 

一 要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむ

を得ない理由により指定地域密着型サービスを受けた場合において、必要があ

ると認めるとき。 

二 指定地域密着型サービス（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除

く。以下この号において同じ。）の確保が著しく困難である離島その他の地域

であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する要介護被保

険者が、指定地域密着型サービス以外の地域密着型サービス（地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護を除く。）又はこれに相当するサービスを受けた

場合において、必要があると認めるとき。 

三 その他政令で定めるとき。 

２ 特例地域密着型介護サービス費の額は、当該地域密着型サービス又はこれに相

当するサービスについて前条第二項各号の厚生労働大臣が定める基準により算定

した費用の額（その額が現に当該地域密着型サービス又はこれに相当するサービ

スに要した費用（認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応

型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護並びにこれらに相当するサービスに要した費用については、

食事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に要する費用とし

て厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を超えるときは、当該現に地域密着

型サービス又はこれに相当するサービスに要した費用の額とする。）の百分の九

十に相当する額又は同条第四項の規定により市町村が定めた額を基準として、市

町村が定める。 

３ 市町村長は、特例地域密着型介護サービス費の支給に関して必要があると認め

るときは、当該支給に係る地域密着型サービス若しくはこれに相当するサービス

を担当する者若しくは担当した者（以下この項において「地域密着型サービス等

を担当する者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示
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を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しく

は当該地域密着型サービス等を担当する者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、

その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

４ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（居宅介護サービス費等に係る支給限度額） 

第四十三条 居宅要介護被保険者が居宅サービス等区分（居宅サービス（これに相

当するサービスを含む。以下この条において同じ。）及び地域密着型サービス（こ

れに相当するサービスを含み、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除

く。以下この条において同じ。）について、その種類ごとの相互の代替性の有無

等を勘案して厚生労働大臣が定める二以上の種類からなる区分をいう。以下同

じ。）ごとに月を単位として厚生労働省令で定める期間において受けた一の居宅

サービス等区分に係る居宅サービスにつき支給する居宅介護サービス費の額の総

額及び特例居宅介護サービス費の額の総額並びに地域密着型サービスにつき支給

する地域密着型介護サービス費の額の総額及び特例地域密着型介護サービス費の

額の総額の合計額は、居宅介護サービス費等区分支給限度基準額を基礎として、

厚生労働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超え

ることができない。 

２ 前項の居宅介護サービス費等区分支給限度基準額は、居宅サービス等区分ごと

に、同項に規定する厚生労働省令で定める期間における当該居宅サービス等区分

に係る居宅サービス及び地域密着型サービスの要介護状態区分に応じた標準的な

利用の態様、当該居宅サービス及び地域密着型サービスに係る第四十一条第四項

各号及び第四十二条の二第二項各号の厚生労働大臣が定める基準等を勘案して厚

生労働大臣が定める額とする。 

３ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第一項の居

宅介護サービス費等区分支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市

町村における居宅介護サービス費等区分支給限度基準額とすることができる。 

４ 市町村は、居宅要介護被保険者が居宅サービス及び地域密着型サービスの種類
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（居宅サービス等区分に含まれるものであって厚生労働大臣が定めるものに限る。

次項において同じ。）ごとに月を単位として厚生労働省令で定める期間において

受けた一の種類の居宅サービスにつき支給する居宅介護サービス費の額の総額及

び特例居宅介護サービス費の額の総額の合計額並びに一の種類の地域密着型サー

ビスにつき支給する地域密着型介護サービス費の額の総額及び特例地域密着型介

護サービス費の額の総額の合計額について、居宅介護サービス費等種類支給限度

基準額を基礎として、厚生労働省令で定めるところにより算定した額の百分の九

十に相当する額を超えることができないこととすることができる。 

５ 前項の居宅介護サービス費等種類支給限度基準額は、居宅サービス及び地域密

着型サービスの種類ごとに、同項に規定する厚生労働省令で定める期間における

当該居宅サービス及び地域密着型サービスの要介護状態区分に応じた標準的な利

用の態様、当該居宅サービス及び地域密着型サービスに係る第四十一条第四項各

号及び第四十二条の二第二項各号の厚生労働大臣が定める基準等を勘案し、当該

居宅サービス及び地域密着型サービスを含む居宅サービス等区分に係る第一項の

居宅介護サービス費等区分支給限度基準額（第三項の規定に基づき条例を定めて

いる市町村にあっては、当該条例による措置が講じられた額とする。）の範囲内

において、市町村が条例で定める額とする。 

６ 居宅介護サービス費若しくは特例居宅介護サービス費又は地域密着型介護サー

ビス費若しくは特例地域密着型介護サービス費を支給することにより第一項に規

定する合計額が同項に規定する百分の九十に相当する額を超える場合又は第四項

に規定する合計額が同項に規定する百分の九十に相当する額を超える場合におけ

る当該居宅介護サービス費若しくは特例居宅介護サービス費又は地域密着型介護

サービス費若しくは特例地域密着型介護サービス費の額は、第四十一条第四項各

号若しくは第四十二条第二項又は第四十二条の二第二項各号若しくは第四項若し

くは前条第二項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とす

る。 

（居宅介護福祉用具購入費の支給） 

第四十四条 市町村は、居宅要介護被保険者が、特定福祉用具販売に係る指定居宅
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サービス事業者から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所において販売

される特定福祉用具を購入したときは、当該居宅要介護被保険者に対し、居宅介

護福祉用具購入費を支給する。 

２ 居宅介護福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必

要と認める場合に限り、支給するものとする。 

３ 居宅介護福祉用具購入費の額は、現に当該特定福祉用具の購入に要した費用の

額の百分の九十に相当する額とする。 

４ 居宅要介護被保険者が月を単位として厚生労働省令で定める期間において購入

した特定福祉用具につき支給する居宅介護福祉用具購入費の額の総額は、居宅介

護福祉用具購入費支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で定めるところに

より算定した額の百分の九十に相当する額を超えることができない。 

５ 前項の居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額は、同項に規定する厚生労働省

令で定める期間における特定福祉用具の購入に通常要する費用を勘案して厚生労

働大臣が定める額とする。 

６ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の居

宅介護福祉用具購入費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町

村における居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額とすることができる。 

７ 居宅介護福祉用具購入費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に

規定する百分の九十に相当する額を超える場合における当該居宅介護福祉用具購

入費の額は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額

とする。 

（居宅介護住宅改修費の支給） 

第四十五条 市町村は、居宅要介護被保険者が、手すりの取付けその他の厚生労働

大臣が定める種類の住宅の改修（以下「住宅改修」という。）を行ったときは、

当該居宅要介護被保険者に対し、居宅介護住宅改修費を支給する。 

２ 居宅介護住宅改修費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と

認める場合に限り、支給するものとする。 

３ 居宅介護住宅改修費の額は、現に当該住宅改修に要した費用の額の百分の九十
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に相当する額とする。 

４ 居宅要介護被保険者が行った一の種類の住宅改修につき支給する居宅介護住宅

改修費の額の総額は、居宅介護住宅改修費支給限度基準額を基礎として、厚生労

働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えること

ができない。 

５ 前項の居宅介護住宅改修費支給限度基準額は、住宅改修の種類ごとに、通常要

する費用を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。 

６ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の居

宅介護住宅改修費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村に

おける居宅介護住宅改修費支給限度基準額とすることができる。 

７ 居宅介護住宅改修費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に規定

する百分の九十に相当する額を超える場合における当該居宅介護住宅改修費の額

は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とする。 

８ 市町村長は、居宅介護住宅改修費の支給に関して必要があると認めるときは、

当該支給に係る住宅改修を行う者若しくは住宅改修を行った者（以下この項にお

いて「住宅改修を行う者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若

しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問さ

せ、若しくは当該住宅改修を行う者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その

帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

９ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（居宅介護サービス計画費の支給） 

第四十六条 市町村は、居宅要介護被保険者が、都道府県知事が指定する者（以下

「指定居宅介護支援事業者」という。）から当該指定に係る居宅介護支援事業を

行う事業所により行われる居宅介護支援（以下「指定居宅介護支援」という。）

を受けたときは、当該居宅要介護被保険者に対し、当該指定居宅介護支援に要し

た費用について、居宅介護サービス計画費を支給する。 

２ 居宅介護サービス計画費の額は、指定居宅介護支援の事業を行う事業所の所在
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する地域等を勘案して算定される指定居宅介護支援に要する平均的な費用の額を

勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該

指定居宅介護支援に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅介護支援

に要した費用の額とする。）とする。 

３ 厚生労働大臣は、前項の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審

議会の意見を聴かなければならない。 

４ 居宅要介護被保険者が指定居宅介護支援事業者から指定居宅介護支援を受けた

とき（当該居宅要介護被保険者が、厚生労働省令で定めるところにより、当該指

定居宅介護支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合に限

る。）は、市町村は、当該居宅要介護被保険者が当該指定居宅介護支援事業者に

支払うべき当該指定居宅介護支援に要した費用について、居宅介護サービス計画

費として当該居宅要介護被保険者に対し支給すべき額の限度において、当該居宅

要介護被保険者に代わり、当該指定居宅介護支援事業者に支払うことができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、居宅要介護被保険者に対し居宅介護サ

ービス計画費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、指定居宅介護支援事業者から居宅介護サービス計画費の請求があっ

たときは、第二項の厚生労働大臣が定める基準及び第八十一条第二項に規定する

指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準（指定居宅介護支援の取扱いに関す

る部分に限る。）に照らして審査した上、支払うものとする。 

７ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は、居宅介護サービス

計画費の支給について、同条第八項の規定は、指定居宅介護支援事業者について

準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令

で定める。 

８ 前各項に規定するもののほか、居宅介護サービス計画費の支給及び指定居宅介

護支援事業者の居宅介護サービス計画費の請求に関して必要な事項は、厚生労働

省令で定める。 

（特例居宅介護サービス計画費の支給） 

第四十七条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例居
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宅介護サービス計画費を支給する。 

一 居宅要介護被保険者が、指定居宅介護支援以外の居宅介護支援又はこれに相

当するサービス（指定居宅介護支援の事業に係る第八十一条第一項の厚生労働

省令で定める員数及び同条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に

関する基準のうち、厚生労働省令で定めるものを満たすと認められる事業を行

う事業所により行われるものに限る。次号において「基準該当居宅介護支援」

という。）を受けた場合において、必要があると認めるとき。 

二 指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援の確保が著しく困難である離島

その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有す

る居宅要介護被保険者が、指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援以外の

居宅介護支援又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要がある

と認めるとき。 

三 その他政令で定めるとき。 

２ 特例居宅介護サービス計画費の額は、当該居宅介護支援又はこれに相当するサ

ービスについて前条第二項の厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額

（その額が現に当該居宅介護支援又はこれに相当するサービスに要した費用の額

を超えるときは、当該現に居宅介護支援又はこれに相当するサービスに要した費

用の額とする。）を基準として、市町村が定める。 

３ 市町村長は、特例居宅介護サービス計画費の支給に関して必要があると認める

ときは、当該支給に係る居宅介護支援若しくはこれに相当するサービスを担当す

る者若しくは担当した者（以下この項において「居宅介護支援等を担当する者等」

という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、若しくは

出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該居宅介護支

援等を担当する者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その帳簿書類その他の

物件を検査させることができる。 

４ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（施設介護サービス費の支給） 
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第四十八条 市町村は、要介護被保険者が、次に掲げる施設サービス（以下「指定

施設サービス等」という。）を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、当該

指定施設サービス等に要した費用（食事の提供に要する費用、居住に要する費用

その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下こ

の条において同じ。）について、施設介護サービス費を支給する。ただし、当該

要介護被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合におい

て、当該指定に係る種類以外の施設サービスを受けたときは、この限りでない。 

一 都道府県知事が指定する介護老人福祉施設（以下「指定介護老人福祉施設」

という。）により行われる介護福祉施設サービス（以下「指定介護福祉施設サ

ービス」という。） 

二 介護保健施設サービス 

三 都道府県知事が指定する介護療養型医療施設（以下「指定介護療養型医療施

設」という。）により行われる介護療養施設サービス（以下「指定介護療養施

設サービス」という。） 

２ 施設介護サービス費の額は、施設サービスの種類ごとに、要介護状態区分、当

該施設サービスの種類に係る指定施設サービス等を行う介護保険施設の所在する

地域等を勘案して算定される当該指定施設サービス等に要する平均的な費用（食

事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に要する費用として

厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準

により算定した費用の額（その額が現に当該指定施設サービス等に要した費用の

額を超えるときは、当該現に指定施設サービス等に要した費用の額とする。）の

百分の九十に相当する額とする。 

３ 厚生労働大臣は、前項の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審

議会の意見を聴かなければならない。 

４ 要介護被保険者が、介護保険施設から指定施設サービス等を受けたときは、市

町村は、当該要介護被保険者が当該介護保険施設に支払うべき当該指定施設サー

ビス等に要した費用について、施設介護サービス費として当該要介護被保険者に

支給すべき額の限度において、当該要介護被保険者に代わり、当該介護保険施設
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に支払うことができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、要介護被保険者に対し施設介護サービ

ス費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、介護保険施設から施設介護サービス費の請求があったときは、第二

項の厚生労働大臣が定める基準及び第八十八条第二項に規定する指定介護老人福

祉施設の設備及び運営に関する基準（指定介護福祉施設サービスの取扱いに関す

る部分に限る。）、第九十七条第三項に規定する介護老人保健施設の設備及び運

営に関する基準（介護保健施設サービスの取扱いに関する部分に限る。）又は第

百十条第二項に規定する指定介護療養型医療施設の設備及び運営に関する基準

（指定介護療養施設サービスの取扱いに関する部分に限る。）に照らして審査し

た上、支払うものとする。 

７ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は、施設介護サービス

費の支給について、同条第八項の規定は、介護保険施設について準用する。この

場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

８ 前各項に規定するもののほか、施設介護サービス費の支給及び介護保険施設の

施設介護サービス費の請求に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

（特例施設介護サービス費の支給） 

第四十九条 市町村は、次に掲げる場合には、要介護被保険者に対し、特例施設介

護サービス費を支給する。 

一 要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむ

を得ない理由により指定施設サービス等を受けた場合において、必要があると

認めるとき。 

二 その他政令で定めるとき。 

２ 特例施設介護サービス費の額は、当該施設サービスについて前条第二項の厚生

労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該施設サービス

に要した費用（食事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に

要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を超えるときは、当

該現に施設サービスに要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額を基
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準として、市町村が定める。 

３ 市町村長は、特例施設介護サービス費の支給に関して必要があると認めるとき

は、当該支給に係る施設サービスを担当する者若しくは担当した者（以下この項

において「施設サービスを担当する者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿

書類の提出若しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に

対して質問させ、若しくは当該施設サービスを担当する者等の当該支給に係る施

設に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができ

る。 

４ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（一定以上の所得を有する要介護被保険者に係る居宅介護サービス費等の額） 

第四十九条の二 第一号被保険者であって政令で定めるところにより算定した所得

の額が政令で定める額以上である要介護被保険者（次項に規定する要介護被保険

者を除く。）が受ける次の各号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定

を適用する場合においては、これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分

の八十」とする。 

一 居宅介護サービス費の支給 第四十一条第四項第一号及び第二号並びに第四

十三条第一項、第四項及び第六項 

二 特例居宅介護サービス費の支給 第四十二条第二項並びに第四十三条第一項、

第四項及び第六項 

三 地域密着型介護サービス費の支給 第四十二条の二第二項第一号及び第二号

並びに第四十三条第一項、第四項及び第六項 

四 特例地域密着型介護サービス費の支給 第四十二条の三第二項並びに第四十

三条第一項、第四項及び第六項 

五 施設介護サービス費の支給 第四十八条第二項 

六 特例施設介護サービス費の支給 前条第二項 

七 居宅介護福祉用具購入費の支給 第四十四条第三項、第四項及び第七項 

八 居宅介護住宅改修費の支給 第四十五条第三項、第四項及び第七項 
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２ 第一号被保険者であって政令で定めるところにより算定した所得の額が前項の

政令で定める額を超える政令で定める額以上である要介護被保険者が受ける同項

各号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する場合においては、

これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の七十」とする。 

（平二六法八三・追加、平二九法五二・一部改正） 

（居宅介護サービス費等の額の特例） 

第五十条 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることに

より、居宅サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）、

地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）

若しくは施設サービス又は住宅改修に必要な費用を負担することが困難であると

認めた要介護被保険者が受ける前条第一項各号に掲げる介護給付について当該各

号に定める規定を適用する場合（同条の規定により読み替えて適用する場合を除

く。）においては、これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の九十を

超え百分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 

２ 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより、

居宅サービス、地域密着型サービス若しくは施設サービス又は住宅改修に必要な

費用を負担することが困難であると認めた要介護被保険者が受ける前条第一項各

号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する場合（同項の規定

により読み替えて適用する場合に限る。）においては、同項の規定により読み替

えて適用するこれらの規定中「百分の八十」とあるのは、「百分の八十を超え百

分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 

３ 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることにより、

居宅サービス、地域密着型サービス若しくは施設サービス又は住宅改修に必要な

費用を負担することが困難であると認めた要介護被保険者が受ける前条第一項各

号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する場合（同条第二項

の規定により読み替えて適用する場合に限る。）においては、同条第二項の規定

により読み替えて適用するこれらの規定中「百分の七十」とあるのは、「百分の

七十を超え百分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。 
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（平二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

（高額介護サービス費の支給） 

第五十一条 市町村は、要介護被保険者が受けた居宅サービス（これに相当するサ

ービスを含む。）、地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む。）又

は施設サービスに要した費用の合計額として政令で定めるところにより算定した

額から、当該費用につき支給された居宅介護サービス費、特例居宅介護サービス

費、地域密着型介護サービス費、特例地域密着型介護サービス費、施設介護サー

ビス費及び特例施設介護サービス費の合計額を控除して得た額（次条第一項にお

いて「介護サービス利用者負担額」という。）が、著しく高額であるときは、当

該要介護被保険者に対し、高額介護サービス費を支給する。 

２ 前項に規定するもののほか、高額介護サービス費の支給要件、支給額その他高

額介護サービス費の支給に関して必要な事項は、居宅サービス、地域密着型サー

ビス又は施設サービスに必要な費用の負担の家計に与える影響を考慮して、政令

で定める。 

（高額医療合算介護サービス費の支給） 

第五十一条の二 市町村は、要介護被保険者の介護サービス利用者負担額（前条第

一項の高額介護サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当する

額を控除して得た額）及び当該要介護被保険者に係る健康保険法第百十五条第一

項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給される場合にあっては、

当該支給額に相当する額を控除して得た額）その他の医療保険各法又は高齢者の

医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）に規定するこれに相当す

る額として政令で定める額の合計額が、著しく高額であるときは、当該要介護被

保険者に対し、高額医療合算介護サービス費を支給する。 

２ 前条第二項の規定は、高額医療合算介護サービス費の支給について準用する。 

（特定入所者介護サービス費の支給） 

第五十一条の三 市町村は、要介護被保険者のうち所得及び資産の状況その他の事

情をしん酌して厚生労働省令で定めるものが、次に掲げる指定施設サービス等、

指定地域密着型サービス又は指定居宅サービス（以下この条及び次条第一項にお
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いて「特定介護サービス」という。）を受けたときは、当該要介護被保険者（以

下この条及び次条第一項において「特定入所者」という。）に対し、当該特定介

護サービスを行う介護保険施設、指定地域密着型サービス事業者又は指定居宅サ

ービス事業者（以下この条において「特定介護保険施設等」という。）における

食事の提供に要した費用及び居住又は滞在（以下「居住等」という。）に要した

費用について、特定入所者介護サービス費を支給する。ただし、当該特定入所者

が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合において、当該指定に

係る種類以外の特定介護サービスを受けたときは、この限りでない。 

一 指定介護福祉施設サービス 

二 介護保健施設サービス 

三 指定介護療養施設サービス 

四 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

五 短期入所生活介護 

六 短期入所療養介護 

２ 特定入所者介護サービス費の額は、第一号に規定する額及び第二号に規定する

額の合計額とする。 

一 特定介護保険施設等における食事の提供に要する平均的な費用の額を勘案し

て厚生労働大臣が定める費用の額（その額が現に当該食事の提供に要した費用

の額を超えるときは、当該現に食事の提供に要した費用の額とする。以下この

条及び次条第二項において「食費の基準費用額」という。）から、平均的な家

計における食費の状況及び特定入所者の所得の状況その他の事情を勘案して厚

生労働大臣が定める額（以下この条及び次条第二項において「食費の負担限度

額」という。）を控除した額 

二 特定介護保険施設等における居住等に要する平均的な費用の額及び施設の状

況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額（その額が現に当該

居住等に要した費用の額を超えるときは、当該現に居住等に要した費用の額と

する。以下この条及び次条第二項において「居住費の基準費用額」という。）

から、特定入所者の所得の状況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める
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額（以下この条及び次条第二項において「居住費の負担限度額」という。）を

控除した額 

３ 厚生労働大臣は、食費の基準費用額若しくは食費の負担限度額又は居住費の基

準費用額若しくは居住費の負担限度額を定めた後に、特定介護保険施設等におけ

る食事の提供に要する費用又は居住等に要する費用の状況その他の事情が著しく

変動したときは、速やかにそれらの額を改定しなければならない。 

４ 特定入所者が、特定介護保険施設等から特定介護サービスを受けたときは、市

町村は、当該特定入所者が当該特定介護保険施設等に支払うべき食事の提供に要

した費用及び居住等に要した費用について、特定入所者介護サービス費として当

該特定入所者に対し支給すべき額の限度において、当該特定入所者に代わり、当

該特定介護保険施設等に支払うことができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、特定入所者に対し特定入所者介護サー

ビス費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、第一項の規定にかかわらず、特定入所者が特定介護保険施設等に対

し、食事の提供に要する費用又は居住等に要する費用として、食費の基準費用額

又は居住費の基準費用額（前項の規定により特定入所者介護サービス費の支給が

あったものとみなされた特定入所者にあっては、食費の負担限度額又は居住費の

負担限度額）を超える金額を支払った場合には、特定入所者介護サービス費を支

給しない。 

７ 市町村は、特定介護保険施設等から特定入所者介護サービス費の請求があった

ときは、第一項、第二項及び前項の定めに照らして審査の上、支払うものとする。 

８ 第四十一条第三項、第十項及び第十一項の規定は特定入所者介護サービス費の

支給について、同条第八項の規定は特定介護保険施設等について準用する。この

場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

９ 前各項に規定するもののほか、特定入所者介護サービス費の支給及び特定介護

保険施設等の特定入所者介護サービス費の請求に関して必要な事項は、厚生労働

省令で定める。 

（平二六法八三・一部改正） 
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（特例特定入所者介護サービス費の支給） 

第五十一条の四 市町村は、次に掲げる場合には、特定入所者に対し、特例特定入

所者介護サービス費を支給する。 

一 特定入所者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得

ない理由により特定介護サービスを受けた場合において、必要があると認める

とき。 

二 その他政令で定めるとき。 

２ 特例特定入所者介護サービス費の額は、当該食事の提供に要した費用について

食費の基準費用額から食費の負担限度額を控除した額及び当該居住等に要した費

用について居住費の基準費用額から居住費の負担限度額を控除した額の合計額を

基準として、市町村が定める。 

第四節 予防給付 

（予防給付の種類） 

第五十二条 予防給付は、次に掲げる保険給付とする。 

一 介護予防サービス費の支給 

二 特例介護予防サービス費の支給 

三 地域密着型介護予防サービス費の支給 

四 特例地域密着型介護予防サービス費の支給 

五 介護予防福祉用具購入費の支給 

六 介護予防住宅改修費の支給 

七 介護予防サービス計画費の支給 

八 特例介護予防サービス計画費の支給 

九 高額介護予防サービス費の支給 

九の二 高額医療合算介護予防サービス費の支給 

十 特定入所者介護予防サービス費の支給 

十一 特例特定入所者介護予防サービス費の支給 

（介護予防サービス費の支給） 

第五十三条 市町村は、要支援認定を受けた被保険者のうち居宅において支援を受
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けるもの（以下「居宅要支援被保険者」という。）が、都道府県知事が指定する

者（以下「指定介護予防サービス事業者」という。）から当該指定に係る介護予

防サービス事業を行う事業所により行われる介護予防サービス（以下「指定介護

予防サービス」という。）を受けたとき（当該居宅要支援被保険者が、第五十八

条第四項の規定により同条第一項に規定する指定介護予防支援を受けることにつ

きあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定介護予防サービスが

当該指定介護予防支援の対象となっているときその他の厚生労働省令で定めると

きに限る。）は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防サービスに

要した費用（特定介護予防福祉用具の購入に要した費用を除き、介護予防通所介

護、介護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短

期入所療養介護及び介護予防特定施設入居者生活介護に要した費用については、

食事の提供に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用とし

て厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。）について、介

護予防サービス費を支給する。ただし、当該居宅要支援被保険者が、第三十七条

第一項の規定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の

介護予防サービスを受けたときは、この限りでない。 

２ 介護予防サービス費の額は、次の各号に掲げる介護予防サービスの区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 

一 介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪

問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所介護、介護

予防通所リハビリテーション及び介護予防福祉用具貸与 これらの介護予防サ

ービスの種類ごとに、当該介護予防サービスの種類に係る指定介護予防サービ

スの内容、当該指定介護予防サービスの事業を行う事業所の所在する地域等を

勘案して算定される当該指定介護予防サービスに要する平均的な費用（介護予

防通所介護及び介護予防通所リハビリテーションに要する費用については、食

事の提供に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定

める費用を除く。）の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した

費用の額（その額が現に当該指定介護予防サービスに要した費用の額を超える
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ときは、当該現に指定介護予防サービスに要した費用の額とする。）の百分の

九十に相当する額 

二 介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護及び介護予防特定施

設入居者生活介護 これらの介護予防サービスの種類ごとに、要支援状態区分、

当該介護予防サービスの種類に係る指定介護予防サービスの事業を行う事業所

の所在する地域等を勘案して算定される当該指定介護予防サービスに要する平

均的な費用（食事の提供に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に

要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して厚生労

働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定介護予防

サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定介護予防サービスに

要した費用の額とする。）の百分の九十に相当する額 

３ 厚生労働大臣は、前項各号の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 居宅要支援被保険者が指定介護予防サービス事業者から指定介護予防サービス

を受けたときは、市町村は、当該居宅要支援被保険者が当該指定介護予防サービ

ス事業者に支払うべき当該指定介護予防サービスに要した費用について、介護予

防サービス費として当該居宅要支援被保険者に対し支給すべき額の限度において、

当該居宅要支援被保険者に代わり、当該指定介護予防サービス事業者に支払うこ

とができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者に対し介護予防サ

ービス費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、指定介護予防サービス事業者から介護予防サービス費の請求があっ

たときは、第二項各号の厚生労働大臣が定める基準並びに第百十五条の四第二項

に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準及び指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準（指定

介護予防サービスの取扱いに関する部分に限る。）に照らして審査した上、支払

うものとする。 

７ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は、介護予防サービス
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費の支給について、同条第八項の規定は、指定介護予防サービス事業者について

準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令

で定める。 

８ 前各項に規定するもののほか、介護予防サービス費の支給及び指定介護予防サ

ービス事業者の介護予防サービス費の請求に関して必要な事項は、厚生労働省令

で定める。 

（特例介護予防サービス費の支給） 

第五十四条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特例介

護予防サービス費を支給する。 

一 居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他

やむを得ない理由により指定介護予防サービスを受けた場合において、必要が

あると認めるとき。 

二 居宅要支援被保険者が、指定介護予防サービス以外の介護予防サービス又は

これに相当するサービス（指定介護予防サービスの事業に係る第百十五条の四

第一項の厚生労働省令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める員数並び

に同条第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準及び指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に

関する基準のうち、厚生労働省令で定めるものを満たすと認められる事業を行

う事業所により行われるものに限る。次号において「基準該当介護予防サービ

ス」という。）を受けた場合において、必要があると認めるとき。 

三 指定介護予防サービス及び基準該当介護予防サービスの確保が著しく困難で

ある離島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住

所を有する居宅要支援被保険者が、指定介護予防サービス及び基準該当介護予

防サービス以外の介護予防サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合

において、必要があると認めるとき。 

四 その他政令で定めるとき。 

２ 特例介護予防サービス費の額は、当該介護予防サービス又はこれに相当するサ

ービスについて前条第二項各号の厚生労働大臣が定める基準により算定した費用
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の額（その額が現に当該介護予防サービス又はこれに相当するサービスに要した

費用（特定介護予防福祉用具の購入に要した費用を除き、介護予防通所介護、介

護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所

療養介護及び介護予防特定施設入居者生活介護並びにこれらに相当するサービス

に要した費用については、食事の提供に要する費用、滞在に要する費用その他の

日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を超える

ときは、当該現に介護予防サービス又はこれに相当するサービスに要した費用の

額とする。）の百分の九十に相当する額を基準として、市町村が定める。 

３ 市町村長は、特例介護予防サービス費の支給に関して必要があると認めるとき

は、当該支給に係る介護予防サービス若しくはこれに相当するサービスを担当す

る者若しくは担当した者（以下この項において「介護予防サービス等を担当する

者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、若

しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該介護

予防サービス等を担当する者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その設備若

しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

４ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（地域密着型介護予防サービス費の支給） 

第五十四条の二 市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村の長が指定する者

（以下「指定地域密着型介護予防サービス事業者」という。）から当該指定に係

る地域密着型介護予防サービス事業を行う事業所により行われる地域密着型介護

予防サービス（以下「指定地域密着型介護予防サービス」という。）を受けたと

き（当該居宅要支援被保険者が、第五十八条第四項の規定により同条第一項に規

定する指定介護予防支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場

合であって、当該指定地域密着型介護予防サービスが当該指定介護予防支援の対

象となっているときその他の厚生労働省令で定めるときに限る。）は、当該居宅

要支援被保険者に対し、当該指定地域密着型介護予防サービスに要した費用（食

事の提供に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定め
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る費用を除く。以下この条において同じ。）について、地域密着型介護予防サー

ビス費を支給する。ただし、当該居宅要支援被保険者が、第三十七条第一項の規

定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の地域密着型

介護予防サービスを受けたときは、この限りでない。 

２ 地域密着型介護予防サービス費の額は、次の各号に掲げる地域密着型介護予防

サービスの区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 介護予防認知症対応型通所介護 介護予防認知症対応型通所介護に係る指定

地域密着型介護予防サービスの内容、当該指定地域密着型介護予防サービスの

事業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算定される当該指定地域密着型

介護予防サービスに要する平均的な費用（食事の提供に要する費用その他の日

常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案し

て厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定

地域密着型介護予防サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定

地域密着型介護予防サービスに要した費用の額とする。）の百分の九十に相当

する額 

二 介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護 

これらの地域密着型介護予防サービスの種類ごとに、要支援状態区分、当該地

域密着型介護予防サービスの種類に係る指定地域密着型介護予防サービスの事

業を行う事業所の所在する地域等を勘案して算定される当該指定地域密着型介

護予防サービスに要する平均的な費用（食事の提供に要する費用その他の日常

生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を勘案して

厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該指定地

域密着型介護予防サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定地

域密着型介護予防サービスに要した費用の額とする。）の百分の九十に相当す

る額 

３ 厚生労働大臣は、前項各号の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保

障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市町村は、第二項各号の規定にかかわらず、同項各号に定める地域密着型介護
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予防サービス費の額に代えて、その額を超えない額を、当該市町村における地域

密着型介護予防サービス費の額とすることができる。 

５ 市町村は、前項の当該市町村における地域密着型介護予防サービス費の額を定

めようとするときは、あらかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他

の関係者の意見を反映させ、及び学識経験を有する者の知見の活用を図るために

必要な措置を講じなければならない。 

６ 居宅要支援被保険者が指定地域密着型介護予防サービス事業者から指定地域密

着型介護予防サービスを受けたときは、市町村は、当該居宅要支援被保険者が当

該指定地域密着型介護予防サービス事業者に支払うべき当該指定地域密着型介護

予防サービスに要した費用について、地域密着型介護予防サービス費として当該

居宅要支援被保険者に対し支給すべき額の限度において、当該居宅要支援被保険

者に代わり、当該指定地域密着型介護予防サービス事業者に支払うことができる。 

７ 前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者に対し地域密着型

介護予防サービス費の支給があったものとみなす。 

８ 市町村は、指定地域密着型介護予防サービス事業者から地域密着型介護予防サ

ービス費の請求があったときは、第二項各号の厚生労働大臣が定める基準又は第

四項の規定により市町村が定める額並びに第百十五条の十四第二項又は第四項に

規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営

に関する基準（指定地域密着型介護予防サービスの取扱いに関する部分に限る。）

に照らして審査した上、支払うものとする。 

９ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は地域密着型介護予防

サービス費の支給について、同条第八項の規定は指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術

的読替えは、政令で定める。 

１０ 前各項に規定するもののほか、地域密着型介護予防サービス費の支給及び指

定地域密着型介護予防サービス事業者の地域密着型介護予防サービス費の請求に

関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。 



453/651 

（特例地域密着型介護予防サービス費の支給） 

第五十四条の三 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特

例地域密着型介護予防サービス費を支給する。 

一 居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他

やむを得ない理由により指定地域密着型介護予防サービスを受けた場合におい

て、必要があると認めるとき。 

二 指定地域密着型介護予防サービスの確保が著しく困難である離島その他の地

域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支

援被保険者が、指定地域密着型介護予防サービス以外の地域密着型介護予防サ

ービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認め

るとき。 

三 その他政令で定めるとき。 

２ 特例地域密着型介護予防サービス費の額は、当該地域密着型介護予防サービス

又はこれに相当するサービスについて前条第二項各号の厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額（その額が現に当該地域密着型介護予防サービス又は

これに相当するサービスに要した費用（食事の提供に要する費用その他の日常生

活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。）の額を超えるときは、

当該現に地域密着型介護予防サービス又はこれに相当するサービスに要した費用

の額とする。）の百分の九十に相当する額又は同条第四項の規定により市町村が

定めた額を基準として、市町村が定める。 

３ 市町村長は、特例地域密着型介護予防サービス費の支給に関して必要があると

認めるときは、当該支給に係る地域密着型介護予防サービス若しくはこれに相当

するサービスを担当する者若しくは担当した者（以下この項において「地域密着

型介護予防サービス等を担当する者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書

類の提出若しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対

して質問させ、若しくは当該地域密着型介護予防サービス等を担当する者等の当

該支給に係る事業所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査

させることができる。 
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４ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（介護予防サービス費等に係る支給限度額） 

第五十五条 居宅要支援被保険者が介護予防サービス等区分（介護予防サービス（こ

れに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）及び地域密着型介護

予防サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）に

ついて、その種類ごとの相互の代替性の有無等を勘案して厚生労働大臣が定める

二以上の種類からなる区分をいう。以下この条において同じ。）ごとに月を単位

として厚生労働省令で定める期間において受けた一の介護予防サービス等区分に

係る介護予防サービスにつき支給する介護予防サービス費の額の総額及び特例介

護予防サービス費の額の総額並びに地域密着型介護予防サービスにつき支給する

地域密着型介護予防サービス費の額の総額及び特例地域密着型介護予防サービス

費の額の総額の合計額は、介護予防サービス費等区分支給限度基準額を基礎とし

て、厚生労働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を

超えることができない。 

２ 前項の介護予防サービス費等区分支給限度基準額は、介護予防サービス等区分

ごとに、同項に規定する厚生労働省令で定める期間における当該介護予防サービ

ス等区分に係る介護予防サービス及び地域密着型介護予防サービスの要支援状態

区分に応じた標準的な利用の態様、当該介護予防サービス及び地域密着型介護予

防サービスに係る第五十三条第二項各号及び第五十四条の二第二項各号の厚生労

働大臣が定める基準等を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。 

３ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第一項の介

護予防サービス費等区分支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市

町村における介護予防サービス費等区分支給限度基準額とすることができる。 

４ 市町村は、居宅要支援被保険者が介護予防サービス及び地域密着型介護予防サ

ービスの種類（介護予防サービス等区分に含まれるものであって厚生労働大臣が

定めるものに限る。次項において同じ。）ごとに月を単位として厚生労働省令で

定める期間において受けた一の種類の介護予防サービスにつき支給する介護予防
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サービス費の額の総額及び特例介護予防サービス費の額の総額の合計額並びに一

の種類の地域密着型介護予防サービスにつき支給する地域密着型介護予防サービ

ス費の額の総額及び特例地域密着型介護予防サービス費の額の総額の合計額につ

いて、介護予防サービス費等種類支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で

定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えることができな

いこととすることができる。 

５ 前項の介護予防サービス費等種類支給限度基準額は、介護予防サービス及び地

域密着型介護予防サービスの種類ごとに、同項に規定する厚生労働省令で定める

期間における当該介護予防サービス及び地域密着型介護予防サービスの要支援状

態区分に応じた標準的な利用の態様、当該介護予防サービス及び地域密着型介護

予防サービスに係る第五十三条第二項各号及び第五十四条の二第二項各号の厚生

労働大臣が定める基準等を勘案し、当該介護予防サービス及び地域密着型介護予

防サービスを含む介護予防サービス等区分に係る第一項の介護予防サービス費等

区分支給限度基準額（第三項の規定に基づき条例を定めている市町村にあっては、

当該条例による措置が講じられた額とする。）の範囲内において、市町村が条例

で定める額とする。 

６ 介護予防サービス費若しくは特例介護予防サービス費又は地域密着型介護予防

サービス費若しくは特例地域密着型介護予防サービス費を支給することにより第

一項に規定する合計額が同項に規定する百分の九十に相当する額を超える場合又

は第四項に規定する合計額が同項に規定する百分の九十に相当する額を超える場

合における当該介護予防サービス費若しくは特例介護予防サービス費又は地域密

着型介護予防サービス費若しくは特例地域密着型介護予防サービス費の額は、第

五十三条第二項各号若しくは第五十四条第二項又は第五十四条の二第二項各号若

しくは第四項若しくは前条第二項の規定にかかわらず、政令で定めるところによ

り算定した額とする。 

（介護予防福祉用具購入費の支給） 

第五十六条 市町村は、居宅要支援被保険者が、特定介護予防福祉用具販売に係る

指定介護予防サービス事業者から当該指定に係る介護予防サービス事業を行う事
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業所において販売される特定介護予防福祉用具を購入したときは、当該居宅要支

援被保険者に対し、介護予防福祉用具購入費を支給する。 

２ 介護予防福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必

要と認める場合に限り、支給するものとする。 

３ 介護予防福祉用具購入費の額は、現に当該特定介護予防福祉用具の購入に要し

た費用の額の百分の九十に相当する額とする。 

４ 居宅要支援被保険者が月を単位として厚生労働省令で定める期間において購入

した特定介護予防福祉用具につき支給する介護予防福祉用具購入費の額の総額は、

介護予防福祉用具購入費支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で定めると

ころにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えることができない。 

５ 前項の介護予防福祉用具購入費支給限度基準額は、同項に規定する厚生労働省

令で定める期間における特定介護予防福祉用具の購入に通常要する費用を勘案し

て厚生労働大臣が定める額とする。 

６ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の介

護予防福祉用具購入費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町

村における介護予防福祉用具購入費支給限度基準額とすることができる。 

７ 介護予防福祉用具購入費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に

規定する百分の九十に相当する額を超える場合における当該介護予防福祉用具購

入費の額は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額

とする。 

（介護予防住宅改修費の支給） 

第五十七条 市町村は、居宅要支援被保険者が、住宅改修を行ったときは、当該居

宅要支援被保険者に対し、介護予防住宅改修費を支給する。 

２ 介護予防住宅改修費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と

認める場合に限り、支給するものとする。 

３ 介護予防住宅改修費の額は、現に当該住宅改修に要した費用の額の百分の九十

に相当する額とする。 

４ 居宅要支援被保険者が行った一の種類の住宅改修につき支給する介護予防住宅
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改修費の額の総額は、介護予防住宅改修費支給限度基準額を基礎として、厚生労

働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えること

ができない。 

５ 前項の介護予防住宅改修費支給限度基準額は、住宅改修の種類ごとに、通常要

する費用を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。 

６ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の介

護予防住宅改修費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村に

おける介護予防住宅改修費支給限度基準額とすることができる。 

７ 介護予防住宅改修費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に規定

する百分の九十に相当する額を超える場合における当該介護予防住宅改修費の額

は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とする。 

８ 市町村長は、介護予防住宅改修費の支給に関して必要があると認めるときは、

当該支給に係る住宅改修を行う者若しくは住宅改修を行った者（以下この項にお

いて「住宅改修を行う者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若

しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問さ

せ、若しくは当該住宅改修を行う者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その

帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

９ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（介護予防サービス計画費の支給） 

第五十八条 市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村の長が指定する者（以

下「指定介護予防支援事業者」という。）から当該指定に係る介護予防支援事業

を行う事業所により行われる介護予防支援（以下「指定介護予防支援」という。）

を受けたときは、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防支援に要し

た費用について、介護予防サービス計画費を支給する。 

２ 介護予防サービス計画費の額は、指定介護予防支援の事業を行う事業所の所在

する地域等を勘案して算定される当該指定介護予防支援に要する平均的な費用の

額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に
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当該指定介護予防支援に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定介護予防

支援に要した費用の額とする。）とする。 

３ 厚生労働大臣は、前項の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審

議会の意見を聴かなければならない。 

４ 居宅要支援被保険者が指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援を受けた

とき（当該居宅要支援被保険者が、厚生労働省令で定めるところにより、当該指

定介護予防支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合に限

る。）は、市町村は、当該居宅要支援被保険者が当該指定介護予防支援事業者に

支払うべき当該指定介護予防支援に要した費用について、介護予防サービス計画

費として当該居宅要支援被保険者に対し支給すべき額の限度において、当該居宅

要支援被保険者に代わり、当該指定介護予防支援事業者に支払うことができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者に対し介護予防サ

ービス計画費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、指定介護予防支援事業者から介護予防サービス計画費の請求があっ

たときは、第二項の厚生労働大臣が定める基準並びに第百十五条の二十四第二項

に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準（指定介護予防支援の取

扱いに関する部分に限る。）に照らして審査した上、支払うものとする。 

７ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は介護予防サービス計

画費の支給について、同条第八項の規定は指定介護予防支援事業者について準用

する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定

める。 

８ 前各項に規定するもののほか、介護予防サービス計画費の支給及び指定介護予

防支援事業者の介護予防サービス計画費の請求に関して必要な事項は、厚生労働

省令で定める。 

（特例介護予防サービス計画費の支給） 

第五十九条 市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特例介

護予防サービス計画費を支給する。 
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一 居宅要支援被保険者が、指定介護予防支援以外の介護予防支援又はこれに相

当するサービス（指定介護予防支援の事業に係る第百十五条の二十四第一項の

厚生労働省令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める員数並びに同条第

二項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準のうち、厚生労

働省令で定めるものを満たすと認められる事業を行う事業者により行われるも

のに限る。次号において「基準該当介護予防支援」という。）を受けた場合に

おいて、必要があると認めるとき。 

二 指定介護予防支援及び基準該当介護予防支援の確保が著しく困難である離島

その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有す

る居宅要支援被保険者が、指定介護予防支援及び基準該当介護予防支援以外の

介護予防支援又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要がある

と認めるとき。 

三 その他政令で定めるとき。 

２ 特例介護予防サービス計画費の額は、当該介護予防支援又はこれに相当するサ

ービスについて前条第二項の厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額

（その額が現に当該介護予防支援又はこれに相当するサービスに要した費用の額

を超えるときは、当該現に介護予防支援又はこれに相当するサービスに要した費

用の額とする。）を基準として、市町村が定める。 

３ 市町村長は、特例介護予防サービス計画費の支給に関して必要があると認める

ときは、当該支給に係る介護予防支援若しくはこれに相当するサービスを担当す

る者若しくは担当した者（以下この項において「介護予防支援等を担当する者等」

という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、若しくは

出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該介護予防支

援等を担当する者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、その帳簿書類その他の

物件を検査させることができる。 

４ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 
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（介護予防サービス費等の額の特例） 

第六十条 市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることに

より、介護予防サービス（これに相当するサービスを含む。）、地域密着型介護

予防サービス（これに相当するサービスを含む。）又は住宅改修に必要な費用を

負担することが困難であると認めた居宅要支援被保険者が受ける次の各号に掲げ

る予防給付について当該各号に定める規定を適用する場合においては、これらの

規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の九十を超え百分の百以下の範囲内に

おいて市町村が定めた割合」とする。 

一 介護予防サービス費の支給 第五十三条第二項第一号及び第二号並びに第五

十五条第一項、第四項及び第六項 

二 特例介護予防サービス費の支給 第五十四条第二項並びに第五十五条第一項、

第四項及び第六項 

三 地域密着型介護予防サービス費の支給 第五十四条の二第二項第一号及び第

二号並びに第五十五条第一項、第四項及び第六項 

四 特例地域密着型介護予防サービス費の支給 第五十四条の三第二項並びに第

五十五条第一項、第四項及び第六項 

五 介護予防福祉用具購入費の支給 第五十六条第三項、第四項及び第七項 

六 介護予防住宅改修費の支給 第五十七条第三項、第四項及び第七項 

（高額介護予防サービス費の支給） 

第六十一条 市町村は、居宅要支援被保険者が受けた介護予防サービス（これに相

当するサービスを含む。）又は地域密着型介護予防サービス（これに相当するサ

ービスを含む。）に要した費用の合計額として政令で定めるところにより算定し

た額から、当該費用につき支給された介護予防サービス費、特例介護予防サービ

ス費、地域密着型介護予防サービス費及び特例地域密着型介護予防サービス費の

合計額を控除して得た額（次条第一項において「介護予防サービス利用者負担額」

という。）が、著しく高額であるときは、当該居宅要支援被保険者に対し、高額

介護予防サービス費を支給する。 

２ 前項に規定するもののほか、高額介護予防サービス費の支給要件、支給額その
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他高額介護予防サービス費の支給に関して必要な事項は、介護予防サービス又は

地域密着型介護予防サービスに必要な費用の負担の家計に与える影響を考慮して、

政令で定める。 

（高額医療合算介護予防サービス費の支給） 

第六十一条の二 市町村は、居宅要支援被保険者の介護予防サービス利用者負担額

（前条第一項の高額介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支給

額に相当する額を控除して得た額）及び当該居宅要支援被保険者に係る健康保険

法第百十五条第一項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給され

る場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た額）その他の医療保

険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律に規定するこれに相当する額として

政令で定める額の合計額が、著しく高額であるときは、当該居宅要支援被保険者

に対し、高額医療合算介護予防サービス費を支給する。 

２ 前条第二項の規定は、高額医療合算介護予防サービス費の支給について準用す

る。 

（特定入所者介護予防サービス費の支給） 

第六十一条の三 市町村は、居宅要支援被保険者のうち所得の状況その他の事情を

しん酌して厚生労働省令で定めるものが、次に掲げる指定介護予防サービス（以

下この条及び次条第一項において「特定介護予防サービス」という。）を受けた

ときは、当該居宅要支援被保険者（以下この条及び次条第一項において「特定入

所者」という。）に対し、当該特定介護予防サービスを行う指定介護予防サービ

ス事業者（以下この条において「特定介護予防サービス事業者」という。）にお

ける食事の提供に要した費用及び滞在に要した費用について、特定入所者介護予

防サービス費を支給する。ただし、当該特定入所者が、第三十七条第一項の規定

による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の特定介護予防

サービスを受けたときは、この限りでない。 

一 介護予防短期入所生活介護 

二 介護予防短期入所療養介護 

２ 特定入所者介護予防サービス費の額は、第一号に規定する額及び第二号に規定
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する額の合計額とする。 

一 特定介護予防サービス事業者における食事の提供に要する平均的な費用の額

を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額（その額が現に当該食事の提供に要

した費用の額を超えるときは、当該現に食事の提供に要した費用の額とする。

以下この条及び次条第二項において「食費の基準費用額」という。）から、平

均的な家計における食費の状況及び特定入所者の所得の状況その他の事情を勘

案して厚生労働大臣が定める額（以下この条及び次条第二項において「食費の

負担限度額」という。）を控除した額 

二 特定介護予防サービス事業者における滞在に要する平均的な費用の額及び事

業所の状況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額（その額が

現に当該滞在に要した費用の額を超えるときは、当該現に滞在に要した費用の

額とする。以下この条及び次条第二項において「滞在費の基準費用額」という。）

から、特定入所者の所得の状況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定める

額（以下この条及び次条第二項において「滞在費の負担限度額」という。）を

控除した額 

３ 厚生労働大臣は、食費の基準費用額若しくは食費の負担限度額又は滞在費の基

準費用額若しくは滞在費の負担限度額を定めた後に、特定介護予防サービス事業

者における食事の提供に要する費用又は滞在に要する費用の状況その他の事情が

著しく変動したときは、速やかにそれらの額を改定しなければならない。 

４ 特定入所者が、特定介護予防サービス事業者から特定介護予防サービスを受け

たときは、市町村は、当該特定入所者が当該特定介護予防サービス事業者に支払

うべき食事の提供に要した費用及び滞在に要した費用について、特定入所者介護

予防サービス費として当該特定入所者に対し支給すべき額の限度において、当該

特定入所者に代わり、当該特定介護予防サービス事業者に支払うことができる。 

５ 前項の規定による支払があったときは、特定入所者に対し特定入所者介護予防

サービス費の支給があったものとみなす。 

６ 市町村は、第一項の規定にかかわらず、特定入所者が特定介護予防サービス事

業者に対し、食事の提供に要する費用又は滞在に要する費用として、食費の基準
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費用額又は滞在費の基準費用額（前項の規定により特定入所者介護予防サービス

費の支給があったものとみなされた特定入所者にあっては、食費の負担限度額又

は滞在費の負担限度額）を超える金額を支払った場合には、特定入所者介護予防

サービス費を支給しない。 

７ 市町村は、特定介護予防サービス事業者から特定入所者介護予防サービス費の

請求があったときは、第一項、第二項及び前項の定めに照らして審査の上、支払

うものとする。 

８ 第四十一条第三項、第十項及び第十一項の規定は特定入所者介護予防サービス

費の支給について、同条第八項の規定は特定介護予防サービス事業者について準

用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で

定める。 

９ 前各項に規定するもののほか、特定入所者介護予防サービス費の支給及び特定

介護予防サービス事業者の特定入所者介護予防サービス費の請求に関して必要な

事項は、厚生労働省令で定める。 

（特例特定入所者介護予防サービス費の支給） 

第六十一条の四 市町村は、次に掲げる場合には、特定入所者に対し、特例特定入

所者介護予防サービス費を支給する。 

一 特定入所者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得

ない理由により特定介護予防サービスを受けた場合において、必要があると認

めるとき。 

二 その他政令で定めるとき。 

２ 特例特定入所者介護予防サービス費の額は、当該食事の提供に要した費用につ

いて食費の基準費用額から食費の負担限度額を控除した額及び当該滞在に要した

費用について滞在費の基準費用額から滞在費の負担限度額を控除した額の合計額

を基準として、市町村が定める。 

第五節 市町村特別給付 

第六十二条 市町村は、要介護被保険者又は居宅要支援被保険者（以下「要介護被

保険者等」という。）に対し、前二節の保険給付のほか、条例で定めるところに
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より、市町村特別給付を行うことができる。 

第六節 保険給付の制限等 

（保険給付の制限） 

第六十三条 刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁された者について

は、その期間に係る介護給付等は、行わない。 

第六十四条 市町村は、自己の故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、又は正

当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用若しくは居宅介護住宅改修費若し

くは介護予防住宅改修費に係る住宅改修の実施に関する指示に従わないことによ

り、要介護状態等若しくはその原因となった事故を生じさせ、又は要介護状態等

の程度を増進させた被保険者の当該要介護状態等については、これを支給事由と

する介護給付等は、その全部又は一部を行わないことができる。 

第六十五条 市町村は、介護給付等を受ける者が、正当な理由なしに、第二十三条

の規定による求め（第二十四条の二第一項第一号の規定により委託された場合に

あっては、当該委託に係る求めを含む。）に応ぜず、又は答弁を拒んだときは、

介護給付等の全部又は一部を行わないことができる。 

（保険料滞納者に係る支払方法の変更） 

第六十六条 市町村は、保険料を滞納している第一号被保険者である要介護被保険

者等（原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成六年法律第百十七号）に

よる一般疾病医療費の支給その他厚生労働省令で定める医療に関する給付を受け

ることができるものを除く。）が、当該保険料の納期限から厚生労働省令で定め

る期間が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、当該保険

料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、

厚生労働省令で定めるところにより、当該要介護被保険者等に対し被保険者証の

提出を求め、当該被保険者証に、第四十一条第六項、第四十二条の二第六項、第

四十六条第四項、第四十八条第四項、第五十一条の三第四項、第五十三条第四項、

第五十四条の二第六項、第五十八条第四項及び第六十一条の三第四項の規定を適

用しない旨の記載（以下この条及び次条第三項において「支払方法変更の記載」

という。）をするものとする。 
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２ 市町村は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合におい

ても、同項に規定する政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、同項

に規定する要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、当該被保険者証に

支払方法変更の記載をすることができる。 

３ 市町村は、前二項の規定により支払方法変更の記載を受けた要介護被保険者等

が滞納している保険料を完納したとき、又は当該要介護被保険者等に係る滞納額

の著しい減少、災害その他の政令で定める特別の事情があると認めるときは、当

該支払方法変更の記載を消除するものとする。 

４ 第一項又は第二項の規定により支払方法変更の記載を受けた要介護被保険者等

が、当該支払方法の変更の記載がなされている間に受けた指定居宅サービス、指

定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、指定施設サービス等、指定介護予防

サービス、指定地域密着型介護予防サービス及び指定介護予防支援に係る居宅介

護サービス費の支給、地域密着型介護サービス費の支給、居宅介護サービス計画

費の支給、施設介護サービス費の支給、特定入所者介護サービス費の支給、介護

予防サービス費の支給、地域密着型介護予防サービス費の支給、介護予防サービ

ス計画費の支給及び特定入所者介護予防サービス費の支給については、第四十一

条第六項、第四十二条の二第六項、第四十六条第四項、第四十八条第四項、第五

十一条の三第四項、第五十三条第四項、第五十四条の二第六項、第五十八条第四

項及び第六十一条の三第四項の規定は適用しない。 

（保険給付の支払の一時差止） 

第六十七条 市町村は、保険給付を受けることができる第一号被保険者である要介

護被保険者等が保険料を滞納しており、かつ、当該保険料の納期限から厚生労働

省令で定める期間が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、

当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認める場

合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、保険給付の全部又は一部の支払

を一時差し止めるものとする。 

２ 市町村は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合におい

ても、保険給付を受けることができる第一号被保険者である要介護被保険者等が
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保険料を滞納している場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政

令で定める特別の事情があると認める場合を除き、厚生労働省令で定めるところ

により、保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めることができる。 

３ 市町村は、前条第一項又は第二項の規定により支払方法変更の記載を受けてい

る要介護被保険者等であって、前二項の規定による保険給付の全部又は一部の支

払の一時差止がなされているものが、なお滞納している保険料を納付しない場合

においては、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、当該要介護被保

険者等に通知して、当該一時差止に係る保険給付の額から当該要介護被保険者等

が滞納している保険料額を控除することができる。 

（医療保険各法の規定による保険料等に未納がある者に対する保険給付の一時差

止） 

第六十八条 市町村は、保険給付を受けることができる第二号被保険者である要介

護被保険者等について、医療保険各法の定めるところにより当該要介護被保険者

等が納付義務又は払込義務を負う保険料（地方税法（昭和二十五年法律第二百二

十六号）の規定による国民健康保険税を含む。）又は掛金であってその納期限又

は払込期限までに納付しなかったもの（以下この項及び次項において「未納医療

保険料等」という。）がある場合においては、未納医療保険料等があることにつ

き災害その他の政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、厚生労働省

令で定めるところにより、当該要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、

当該被保険者証に、第四十一条第六項、第四十二条の二第六項、第四十六条第四

項、第四十八条第四項、第五十一条の三第四項、第五十三条第四項、第五十四条

の二第六項、第五十八条第四項及び第六十一条の三第四項の規定を適用しない旨

並びに保険給付の全部又は一部の支払を差し止める旨の記載（以下この条におい

て「保険給付差止の記載」という。）をすることができる。 

２ 市町村は、前項の規定により保険給付差止の記載を受けた要介護被保険者等が、

未納医療保険料等を完納したとき、又は当該要介護被保険者等に係る未納医療保

険料等の著しい減少、災害その他の政令で定める特別の事情があると認めるとき

は、当該保険給付差止の記載を消除するものとする。 
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３ 第六十六条第四項の規定は、第一項の規定により保険給付差止の記載を受けた

要介護被保険者等について準用する。 

４ 市町村は、第一項の規定により保険給付差止の記載を受けた要介護被保険者等

について、保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めるものとする。 

５ 市町村は、要介護被保険者等についての保険給付差止の記載に関し必要がある

と認めるときは、当該要介護被保険者等の加入する医療保険者（当該要介護被保

険者等が全国健康保険協会の管掌する健康保険の被保険者（健康保険法第三条第

四項に規定する任意継続被保険者を除く。）又はその被扶養者である場合には、

厚生労働大臣。以下この条において同じ。）に対し、当該要介護被保険者等に係

る医療保険各法の規定により徴収される保険料（地方税法の規定により徴収され

る国民健康保険税を含む。）又は掛金の納付状況その他厚生労働省令で定める事

項について、厚生労働省令で定めるところにより、当該要介護被保険者等の加入

する医療保険者に対し、情報の提供を求めることができる。 

（保険料を徴収する権利が消滅した場合の保険給付の特例） 

第六十九条 市町村は、要介護認定、要介護更新認定、第二十九条第二項において

準用する第二十七条第七項若しくは第三十条第一項の規定による要介護状態区分

の変更の認定、要支援認定、要支援更新認定、第三十三条の二第二項において準

用する第三十二条第六項若しくは第三十三条の三第一項の規定による要支援状態

区分の変更の認定（以下この項において単に「認定」という。）をした場合にお

いて、当該認定に係る第一号被保険者である要介護被保険者等について保険料徴

収権消滅期間（当該期間に係る保険料を徴収する権利が時効によって消滅してい

る期間につき政令で定めるところにより算定された期間をいう。以下この項にお

いて同じ。）があるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該要介護被

保険者等の被保険者証に、当該認定に係る第二十七条第七項後段（第二十八条第

四項及び第二十九条第二項において準用する場合を含む。）、第三十条第一項後

段若しくは第三十五条第四項後段又は第三十二条第六項後段（第三十三条第四項

及び第三十三条の二第二項において準用する場合を含む。）、第三十三条の三第

一項後段若しくは第三十五条第二項後段若しくは第六項後段の規定による記載に
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併せて、介護給付等（居宅介護サービス計画費の支給、特例居宅介護サービス計

画費の支給、介護予防サービス計画費の支給及び特例介護予防サービス計画費の

支給、高額介護サービス費の支給、高額医療合算介護サービス費の支給、高額介

護予防サービス費の支給及び高額医療合算介護予防サービス費の支給並びに特定

入所者介護サービス費の支給、特例特定入所者介護サービス費の支給、特定入所

者介護予防サービス費の支給及び特例特定入所者介護予防サービス費の支給を除

く。）の額の減額を行う旨並びに高額介護サービス費、高額医療合算介護サービ

ス費、高額介護予防サービス費及び高額医療合算介護予防サービス費並びに特定

入所者介護サービス費、特例特定入所者介護サービス費、特定入所者介護予防サ

ービス費及び特例特定入所者介護予防サービス費の支給を行わない旨並びにこれ

らの措置がとられる期間（市町村が、政令で定めるところにより、保険料徴収権

消滅期間に応じて定める期間をいう。以下この条において「給付額減額期間」と

いう。）の記載（以下この条において「給付額減額等の記載」という。）をする

ものとする。ただし、当該要介護被保険者等について、災害その他の政令で定め

る特別の事情があると認めるときは、この限りでない。 

２ 市町村は、前項の規定により給付額減額等の記載を受けた要介護被保険者等に

ついて、同項ただし書の政令で定める特別の事情があると認めるとき、又は給付

額減額期間が経過したときは、当該給付額減額等の記載を消除するものとする。 

３ 第一項の規定により給付額減額等の記載を受けた要介護被保険者等が、当該記

載を受けた日の属する月の翌月の初日から当該給付額減額期間が経過するまでの

間に利用した居宅サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条におい

て同じ。）、地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む。以下この条

において同じ。）、施設サービス、介護予防サービス（これに相当するサービス

を含む。以下この条において同じ。）及び地域密着型介護予防サービス（これに

相当するサービスを含む。以下この条において同じ。）並びに行った住宅改修に

係る次の各号に掲げる介護給付等について当該各号に定める規定を適用する場合

（第四十九条の二の規定により読み替えて適用する場合を除く。）においては、

これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の七十」とする。 
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一 居宅介護サービス費の支給 第四十一条第四項第一号及び第二号並びに第四

十三条第一項、第四項及び第六項 

二 特例居宅介護サービス費の支給 第四十二条第二項並びに第四十三条第一項、

第四項及び第六項 

三 地域密着型介護サービス費の支給 第四十二条の二第二項第一号及び第二号

並びに第四十三条第一項、第四項及び第六項 

四 特例地域密着型介護サービス費の支給 第四十二条の三第二項並びに第四十

三条第一項、第四項及び第六項 

五 施設介護サービス費の支給 第四十八条第二項 

六 特例施設介護サービス費の支給 第四十九条第二項 

七 介護予防サービス費の支給 第五十三条第二項第一号及び第二号並びに第五

十五条第一項、第四項及び第六項 

八 特例介護予防サービス費の支給 第五十四条第二項並びに第五十五条第一項、

第四項及び第六項 

九 地域密着型介護予防サービス費の支給 第五十四条の二第二項第一号及び第

二号並びに第五十五条第一項、第四項及び第六項 

十 特例地域密着型介護予防サービス費の支給 第五十四条の三第二項並びに第

五十五条第一項、第四項及び第六項 

十一 居宅介護福祉用具購入費の支給 第四十四条第三項、第四項及び第七項 

十二 介護予防福祉用具購入費の支給 第五十六条第三項、第四項及び第七項 

十三 居宅介護住宅改修費の支給 第四十五条第三項、第四項及び第七項 

十四 介護予防住宅改修費の支給 第五十七条第三項、第四項及び第七項 

４ 第一項の規定により給付額減額等の記載を受けた要介護被保険者等が、当該記

載を受けた日の属する月の翌月の初日から当該給付額減額期間が経過するまでの

間に利用した居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サー

ビス及び地域密着型介護予防サービス並びに行った住宅改修に係る前項各号に掲

げる介護給付等について当該各号に定める規定を適用する場合（第四十九条の二

第一項の規定により読み替えて適用する場合に限る。）においては、同条第一項
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の規定により読み替えて適用するこれらの規定中「百分の八十」とあるのは、「百

分の七十」とする。 

５ 第一項の規定により給付額減額等の記載を受けた要介護被保険者等が、当該記

載を受けた日の属する月の翌月の初日から当該給付額減額期間が経過するまでの

間に利用した居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サー

ビス及び地域密着型介護予防サービス並びに行った住宅改修に係る第三項各号に

掲げる介護給付等について当該各号に定める規定を適用する場合（第四十九条の

二第二項の規定により読み替えて適用する場合に限る。）においては、同条第二

項の規定により読み替えて適用するこれらの規定中「百分の七十」とあるのは、

「百分の六十」とする。 

６ 第一項の規定により給付額減額等の記載を受けた要介護被保険者等が、当該記

載を受けた日の属する月の翌月の初日から当該給付額減額期間が経過するまでの

間に受けた居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービ

ス及び地域密着型介護予防サービスに要する費用については、第五十一条第一項、

第五十一条の二第一項、第五十一条の三第一項、第五十一条の四第一項、第六十

一条第一項、第六十一条の二第一項、第六十一条の三第一項及び第六十一条の四

第一項の規定は、適用しない。 

（平二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

第五章 介護支援専門員並びに事業者及び施設 

第一節 介護支援専門員 

第一款 登録等 

（介護支援専門員の登録） 

第六十九条の二 厚生労働省令で定める実務の経験を有する者であって、都道府県

知事が厚生労働省令で定めるところにより行う試験（以下「介護支援専門員実務

研修受講試験」という。）に合格し、かつ、都道府県知事が厚生労働省令で定め

るところにより行う研修（以下「介護支援専門員実務研修」という。）の課程を

修了したものは、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県知事の登録

を受けることができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する者については、
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この限りでない。 

一 成年被後見人又は被保佐人 

二 禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なるまでの者 

三 この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるも

のの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなるまでの者 

四 登録の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為を

した者 

五 第六十九条の三十八第三項の規定による禁止の処分を受け、その禁止の期間

中に第六十九条の六第一号の規定によりその登録が消除され、まだその期間が

経過しない者 

六 第六十九条の三十九の規定による登録の消除の処分を受け、その処分の日か

ら起算して五年を経過しない者 

七 第六十九条の三十九の規定による登録の消除の処分に係る行政手続法（平成

五年法律第八十八号）第十五条の規定による通知があった日から当該処分をす

る日又は処分をしないことを決定する日までの間に登録の消除の申請をした者

（登録の消除の申請について相当の理由がある者を除く。）であって、当該登

録が消除された日から起算して五年を経過しないもの 

２ 前項の登録は、都道府県知事が、介護支援専門員資格登録簿に氏名、生年月日、

住所その他厚生労働省令で定める事項並びに登録番号及び登録年月日を登載して

するものとする。 

（登録の移転） 

第六十九条の三 前条第一項の登録を受けている者は、当該登録をしている都道府

県知事の管轄する都道府県以外の都道府県に所在する指定居宅介護支援事業者そ

の他厚生労働省令で定める事業者若しくは施設の業務に従事し、又は従事しよう

とするときは、当該事業者の事業所又は当該施設の所在地を管轄する都道府県知

事に対し、当該登録をしている都道府県知事を経由して、登録の移転の申請をす
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ることができる。ただし、その者が第六十九条の三十八第三項の規定による禁止

の処分を受け、その禁止の期間が満了していないときは、この限りでない。 

（登録事項の変更の届出） 

第六十九条の四 第六十九条の二第一項の登録を受けている者は、当該登録に係る

氏名その他厚生労働省令で定める事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨

を都道府県知事に届け出なければならない。 

（死亡等の届出） 

第六十九条の五 第六十九条の二第一項の登録を受けている者が次の各号のいずれ

かに該当することとなった場合には、当該各号に定める者は、その日（第一号の

場合にあっては、その事実を知った日）から三十日以内に、その旨を当該登録を

している都道府県知事又は当該各号に定める者の住所地を管轄する都道府県知事

に届け出なければならない。 

一 死亡した場合 その相続人 

二 第六十九条の二第一項第一号に該当するに至った場合 その後見人又は保佐

人 

三 第六十九条の二第一項第二号又は第三号に該当するに至った場合 本人 

（申請等に基づく登録の消除） 

第六十九条の六 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第六

十九条の二第一項の登録を消除しなければならない。 

一 本人から登録の消除の申請があった場合 

二 前条の規定による届出があった場合 

三 前条の規定による届出がなくて同条各号のいずれかに該当する事実が判明し

た場合 

四 第六十九条の三十一の規定により合格の決定を取り消された場合 

（介護支援専門員証の交付等） 

第六十九条の七 第六十九条の二第一項の登録を受けている者は、都道府県知事に

対し、介護支援専門員証の交付を申請することができる。 

２ 介護支援専門員証の交付を受けようとする者は、都道府県知事が厚生労働省令
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で定めるところにより行う研修を受けなければならない。ただし、第六十九条の

二第一項の登録を受けた日から厚生労働省令で定める期間以内に介護支援専門員

証の交付を受けようとする者については、この限りでない。 

３ 介護支援専門員証（第五項の規定により交付された介護支援専門員証を除く。）

の有効期間は、五年とする。 

４ 介護支援専門員証が交付された後第六十九条の三の規定により登録の移転があ

ったときは、当該介護支援専門員証は、その効力を失う。 

５ 前項に規定する場合において、登録の移転の申請とともに介護支援専門員証の

交付の申請があったときは、当該申請を受けた都道府県知事は、同項の介護支援

専門員証の有効期間が経過するまでの期間を有効期間とする介護支援専門員証を

交付しなければならない。 

６ 介護支援専門員は、第六十九条の二第一項の登録が消除されたとき、又は介護

支援専門員証が効力を失ったときは、速やかに、介護支援専門員証をその交付を

受けた都道府県知事に返納しなければならない。 

７ 介護支援専門員は、第六十九条の三十八第三項の規定による禁止の処分を受け

たときは、速やかに、介護支援専門員証をその交付を受けた都道府県知事に提出

しなければならない。 

８ 前項の規定により介護支援専門員証の提出を受けた都道府県知事は、同項の禁

止の期間が満了した場合においてその提出者から返還の請求があったときは、直

ちに、当該介護支援専門員証を返還しなければならない。 

（介護支援専門員証の有効期間の更新） 

第六十九条の八 介護支援専門員証の有効期間は、申請により更新する。 

２ 介護支援専門員証の有効期間の更新を受けようとする者は、都道府県知事が厚

生労働省令で定めるところにより行う研修（以下「更新研修」という。）を受け

なければならない。ただし、現に介護支援専門員の業務に従事しており、かつ、

更新研修の課程に相当するものとして都道府県知事が厚生労働省令で定めるとこ

ろにより指定する研修の課程を修了した者については、この限りでない。 

３ 前条第三項の規定は、更新後の介護支援専門員証の有効期間について準用する。 
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（介護支援専門員証の提示） 

第六十九条の九 介護支援専門員は、その業務を行うに当たり、関係者から請求が

あったときは、介護支援専門員証を提示しなければならない。 

（厚生労働省令への委任） 

第六十九条の十 この款に定めるもののほか、第六十九条の二第一項の登録、その

移転及び介護支援専門員証に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

第二款 登録試験問題作成機関の登録、指定試験実施機関及び指定研修

実施機関の指定等 

（登録試験問題作成機関の登録） 

第六十九条の十一 都道府県知事は、厚生労働大臣の登録を受けた法人（以下「登

録試験問題作成機関」という。）に、介護支援専門員実務研修受講試験の実施に

関する事務のうち試験の問題の作成及び合格の基準の設定に関するもの（以下「試

験問題作成事務」という。）を行わせることができる。 

２ 前項の登録は、試験問題作成事務を行おうとする者の申請により行う。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定により登録試験問題作成機関に試験問題作成事

務を行わせるときは、試験問題作成事務を行わないものとする。 

（欠格条項） 

第六十九条の十二 次の各号のいずれかに該当する法人は、前条第一項の登録を受

けることができない。 

一 この法律の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなった日から起算して二年を経過しない者であること。 

二 第六十九条の二十四第一項又は第二項の規定により登録を取り消され、その

取消しの日から起算して二年を経過しない者であること。 

三 その役員のうちに、第一号に該当する者があること。 

（登録の基準） 

第六十九条の十三 厚生労働大臣は、第六十九条の十一第二項の規定により登録を

申請した者が次に掲げる要件のすべてに適合しているときは、同条第一項の登録

をしなければならない。この場合において、登録に関して必要な手続は、厚生労
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働省令で定める。 

一 別表の上欄に掲げる科目について同表の下欄に掲げる試験委員が試験の問題

の作成及び合格の基準の設定を行うものであること。 

二 試験の信頼性の確保のための次に掲げる措置がとられていること。 

イ 試験問題作成事務について専任の管理者を置くこと。 

ロ 試験問題作成事務の管理（試験に関する秘密の保持及び試験の合格の基準

に関することを含む。）に関する文書の作成その他の厚生労働省令で定める

試験問題作成事務の信頼性を確保するための措置が講じられていること。 

ハ ロの文書に記載されたところに従い試験問題作成事務の管理を行う専任の

部門を置くこと。 

三 債務超過の状態にないこと。 

（登録の公示等） 

第六十九条の十四 厚生労働大臣は、第六十九条の十一第一項の登録をしたときは、

当該登録を受けた者の名称及び主たる事務所の所在地並びに当該登録をした日を

公示しなければならない。 

２ 登録試験問題作成機関は、その名称又は主たる事務所の所在地を変更しようと

するときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を厚生労働大臣及び

第六十九条の十一第一項の規定により登録試験問題作成機関にその試験問題作成

事務を行わせることとした都道府県知事（以下「委任都道府県知事」という。）

に届け出なければならない。 

３ 厚生労働大臣は、前項の届出があったときは、その旨を公示しなければならな

い。 

（役員の選任及び解任） 

第六十九条の十五 登録試験問題作成機関は、役員を選任し、又は解任したときは、

遅滞なく、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。 

（試験委員の選任及び解任） 

第六十九条の十六 登録試験問題作成機関は、第六十九条の十三第一号の試験委員

を選任し、又は解任したときは、遅滞なく、その旨を厚生労働大臣に届け出なけ
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ればならない。 

（秘密保持義務等） 

第六十九条の十七 登録試験問題作成機関の役員若しくは職員（第六十九条の十三

第一号の試験委員を含む。次項において同じ。）又はこれらの職にあった者は、

試験問題作成事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

２ 試験問題作成事務に従事する登録試験問題作成機関の役員又は職員は、刑法そ

の他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

（試験問題作成事務規程） 

第六十九条の十八 登録試験問題作成機関は、試験問題作成事務の開始前に、厚生

労働省令で定める試験問題作成事務の実施に関する事項について試験問題作成事

務規程を定め、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。これを変更しよう

とするときも、同様とする。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定により認可をした試験問題作成事務規程が試験問

題作成事務の適正かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは、登録試験問

題作成機関に対し、これを変更すべきことを命ずることができる。 

（財務諸表等の備付け及び閲覧等） 

第六十九条の十九 登録試験問題作成機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その

事業年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告

書（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）の作成がさ

れている場合における当該電磁的記録を含む。次項及び第二百十一条の二におい

て「財務諸表等」という。）を作成し、五年間登録試験問題作成機関の事務所に

備えて置かなければならない。 

２ 介護支援専門員実務研修受講試験を受けようとする者その他の利害関係人は、

登録試験問題作成機関の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることが

できる。ただし、第二号又は第四号の請求をするには、登録試験問題作成機関の

定めた費用を支払わなければならない。 
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一 財務諸表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写

の請求 

二 前号の書面の謄本又は抄本の請求 

三 財務諸表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に

記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄

写の請求 

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって厚生労働省令で定

めるものにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求 

（帳簿の備付け等） 

第六十九条の二十 登録試験問題作成機関は、厚生労働省令で定めるところにより、

試験問題作成事務に関する事項で厚生労働省令で定めるものを記載した帳簿を備

え、保存しなければならない。 

（適合命令） 

第六十九条の二十一 厚生労働大臣は、登録試験問題作成機関が第六十九条の十三

各号のいずれかに適合しなくなったと認めるときは、その登録試験問題作成機関

に対し、これらの規定に適合するため必要な措置をとるべきことを命ずることが

できる。 

（報告及び検査） 

第六十九条の二十二 厚生労働大臣は、試験問題作成事務の適正な実施を確保する

ため必要があると認めるときは、登録試験問題作成機関に対し、試験問題作成事

務の状況に関し必要な報告を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若

しくは登録試験問題作成機関の事務所に立ち入り、その帳簿書類その他の物件を

検査させることができる。 

２ 委任都道府県知事は、その行わせることとした試験問題作成事務の適正な実施

を確保するため必要があると認めるときは、登録試験問題作成機関に対し、試験

問題作成事務の状況に関し必要な報告を求め、又は当該職員に関係者に対して質

問させ、若しくは登録試験問題作成機関の事務所に立ち入り、その帳簿書類その

他の物件を検査させることができる。 
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３ 第二十四条第三項の規定は前二項の規定による質問又は検査について、同条第

四項の規定は前二項の規定による権限について準用する。 

（試験問題作成事務の休廃止） 

第六十九条の二十三 登録試験問題作成機関は、厚生労働大臣の許可を受けなけれ

ば、試験問題作成事務の全部又は一部を休止し、又は廃止してはならない。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による許可をしようとするときは、関係委任都道

府県知事の意見を聴かなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、第一項の規定による許可をしたときは、その旨を、関係委任

都道府県知事に通知するとともに、公示しなければならない。 

（登録の取消し等） 

第六十九条の二十四 厚生労働大臣は、登録試験問題作成機関が第六十九条の十二

第一号又は第三号に該当するに至ったときは、当該登録試験問題作成機関の登録

を取り消さなければならない。 

２ 厚生労働大臣は、登録試験問題作成機関が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該登録試験問題作成機関に対し、その登録を取り消し、又は期間を定めて

試験問題作成事務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

一 不正な手段により第六十九条の十一第一項の登録を受けたとき。 

二 第六十九条の十四第二項、第六十九条の十五、第六十九条の十六、第六十九

条の十九第一項、第六十九条の二十又は前条第一項の規定に違反したとき。 

三 正当な理由がないのに第六十九条の十九第二項各号の規定による請求を拒ん

だとき。 

四 第六十九条の十八第一項の認可を受けた試験問題作成事務規程によらないで

試験問題作成事務を行ったとき。 

五 第六十九条の十八第二項又は第六十九条の二十一の命令に違反したとき。 

３ 厚生労働大臣は、前二項の規定により登録を取り消し、又は前項の規定により

試験問題作成事務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、その旨を、関係委

任都道府県知事に通知するとともに、公示しなければならない。 

（委任都道府県知事による試験問題作成事務の実施） 
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第六十九条の二十五 委任都道府県知事は、登録試験問題作成機関が第六十九条の

二十三第一項の規定により試験問題作成事務の全部若しくは一部を休止したとき、

厚生労働大臣が前条第二項の規定により登録試験問題作成機関に対し試験問題作

成事務の全部若しくは一部の停止を命じたとき、又は登録試験問題作成機関が天

災その他の事由により試験問題作成事務の全部若しくは一部を実施することが困

難となった場合において厚生労働大臣が必要があると認めるときは、第六十九条

の十一第三項の規定にかかわらず、当該試験問題作成事務の全部又は一部を行う

ものとする。 

２ 厚生労働大臣は、委任都道府県知事が前項の規定により試験問題作成事務を行

うこととなるとき、又は委任都道府県知事が同項の規定により試験問題作成事務

を行うこととなる事由がなくなったときは、速やかにその旨を当該委任都道府県

知事に通知しなければならない。 

（試験問題作成事務に係る手数料） 

第六十九条の二十六 委任都道府県知事は、地方自治法第二百二十七条の規定に基

づき試験問題作成事務に係る手数料を徴収する場合においては、第六十九条の十

一第一項の規定により登録試験問題作成機関が行う試験問題作成事務に係る介護

支援専門員実務研修受講試験を受けようとする者に、条例で定めるところにより、

当該手数料を当該登録試験問題作成機関に納めさせ、その収入とすることができ

る。 

（指定試験実施機関の指定） 

第六十九条の二十七 都道府県知事は、その指定する者（以下「指定試験実施機関」

という。）に、介護支援専門員実務研修受講試験の実施に関する事務（試験問題

作成事務を除く。以下「試験事務」という。）を行わせることができる。 

２ 前条の規定は、指定試験実施機関が行う試験事務に係る手数料について準用す

る。 

（秘密保持義務等） 

第六十九条の二十八 指定試験実施機関（その者が法人である場合にあっては、そ

の役員。次項において同じ。）若しくはその職員又はこれらの職にあった者は、
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試験事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

２ 試験事務に従事する指定試験実施機関又はその職員は、刑法その他の罰則の適

用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

（監督命令等） 

第六十九条の二十九 都道府県知事は、試験事務の適正な実施を確保するため必要

があると認めるときは、指定試験実施機関に対し、試験事務に関し監督上必要な

命令をすることができる。 

（報告及び検査） 

第六十九条の三十 都道府県知事は、試験事務の適正な実施を確保するため必要が

あると認めるときは、指定試験実施機関に対し、試験事務の状況に関し必要な報

告を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは指定試験実施機関

の事務所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させること

ができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（合格の取消し等） 

第六十九条の三十一 都道府県知事は、不正の手段によって介護支援専門員実務研

修受講試験を受け、又は受けようとした者に対しては、合格の決定を取り消し、

又はその介護支援専門員実務研修受講試験を受けることを禁止することができる。 

２ 指定試験実施機関は、その指定をした都道府県知事の前項に規定する職権を行

うことができる。 

（政令への委任） 

第六十九条の三十二 第六十九条の二十七から前条までに定めるもののほか、指定

試験実施機関に関し必要な事項は、政令で定める。 

（指定研修実施機関の指定等） 

第六十九条の三十三 都道府県知事は、その指定する者（以下「指定研修実施機関」

という。）に、介護支援専門員実務研修及び更新研修の実施に関する事務（以下

「研修事務」という。）を行わせることができる。 
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２ 第六十九条の二十七第二項、第六十九条の二十九及び第六十九条の三十の規定

は、指定研修実施機関について準用する。この場合において、これらの規定中「指

定試験実施機関」とあるのは「指定研修実施機関」と、「試験事務」とあるのは

「研修事務」と読み替えるものとする。 

３ 前二項に定めるもののほか、指定研修実施機関に関し必要な事項は、政令で定

める。 

第三款 義務等 

（介護支援専門員の義務） 

第六十九条の三十四 介護支援専門員は、その担当する要介護者等の人格を尊重し、

常に当該要介護者等の立場に立って、当該要介護者等に提供される居宅サービス、

地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地域密着型介護予防

サービスが特定の種類又は特定の事業者若しくは施設に不当に偏ることのないよ

う、公正かつ誠実にその業務を行わなければならない。 

２ 介護支援専門員は、厚生労働省令で定める基準に従って、介護支援専門員の業

務を行わなければならない。 

（名義貸しの禁止等） 

第六十九条の三十五 介護支援専門員は、介護支援専門員証を不正に使用し、又は

その名義を他人に介護支援専門員の業務のため使用させてはならない。 

（信用失墜行為の禁止） 

第六十九条の三十六 介護支援専門員は、介護支援専門員の信用を傷つけるような

行為をしてはならない。 

（秘密保持義務） 

第六十九条の三十七 介護支援専門員は、正当な理由なしに、その業務に関して知

り得た人の秘密を漏らしてはならない。介護支援専門員でなくなった後において

も、同様とする。 

（報告等） 

第六十九条の三十八 都道府県知事は、介護支援専門員の業務の適正な遂行を確保

するため必要があると認めるときは、その登録を受けている介護支援専門員及び
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当該都道府県の区域内でその業務を行う介護支援専門員に対し、その業務につい

て必要な報告を求めることができる。 

２ 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員又は当該都道府県の区

域内でその業務を行う介護支援専門員が第六十九条の三十四の規定に違反してい

ると認めるときは、当該介護支援専門員に対し、必要な指示をし、又は当該都道

府県知事の指定する研修を受けるよう命ずることができる。 

３ 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員又は当該都道府県の区

域内でその業務を行う介護支援専門員が前項の規定による指示又は命令に従わな

い場合には、当該介護支援専門員に対し、一年以内の期間を定めて、介護支援専

門員として業務を行うことを禁止することができる。 

４ 都道府県知事は、他の都道府県知事の登録を受けている介護支援専門員に対し

て前二項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該介護支援専

門員の登録をしている都道府県知事に通知しなければならない。 

（登録の消除） 

第六十九条の三十九 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員が次

の各号のいずれかに該当する場合には、当該登録を消除しなければならない。 

一 第六十九条の二第一項第一号から第三号までのいずれかに該当するに至った

場合 

二 不正の手段により第六十九条の二第一項の登録を受けた場合 

三 不正の手段により介護支援専門員証の交付を受けた場合 

四 前条第三項の規定による業務の禁止の処分に違反した場合 

２ 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員が次の各号のいずれか

に該当する場合には、当該登録を消除することができる。 

一 第六十九条の三十四から第六十九条の三十七までの規定に違反した場合 

二 前条第一項の規定により報告を求められて、報告をせず、又は虚偽の報告を

した場合 

三 前条第二項の規定による指示又は命令に違反し、情状が重い場合 

３ 第六十九条の二第一項の登録を受けている者で介護支援専門員証の交付を受け



483/651 

ていないものが次の各号のいずれかに該当する場合には、当該登録をしている都

道府県知事は、当該登録を消除しなければならない。 

一 第六十九条の二第一項第一号から第三号までのいずれかに該当するに至った

場合 

二 不正の手段により第六十九条の二第一項の登録を受けた場合 

三 介護支援専門員として業務を行った場合 

第二節 指定居宅サービス事業者 

（指定居宅サービス事業者の指定） 

第七十条 第四十一条第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、

居宅サービス事業を行う者の申請により、居宅サービスの種類及び当該居宅サー

ビスの種類に係る居宅サービス事業を行う事業所（以下この節において単に「事

業所」という。）ごとに行う。 

２ 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、第一号から第三号まで、

第五号から第七号の二まで、第九号又は第十号（病院等により行われる居宅療養

管理指導又は病院若しくは診療所により行われる訪問看護、訪問リハビリテーシ

ョン、通所リハビリテーション若しくは短期入所療養介護に係る指定の申請にあ

っては、第二号から第六号まで又は第七号から第十一号まで）のいずれかに該当

するときは、第四十一条第一項本文の指定をしてはならない。 

一 申請者が法人でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十四条第

一項の厚生労働省令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める員数を満た

していないとき。 

三 申請者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び

運営に関する基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすることができな

いと認められるとき。 

四 申請者が、禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなるまでの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令



484/651 

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭

和四十四年法律第八十四号）の定めるところにより納付義務を負う保険料、負

担金又は掛金（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。以下この号、第

九十四条第三項第五号の二、第百七条第三項第四号の三、第百十五条の二第二

項第五号の二及び第二百三条第二項において「保険料等」という。）について、

当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、

かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該

処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等のすべて（当該処分を受けた

者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納

付義務を負う保険料等に限る。第九十四条第三項第五号の二、第百七条第三項

第四号の三及び第百十五条の二第二項第五号の二において同じ。）を引き続き

滞納している者であるとき。 

六 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第七十

七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（特定施設入居者

生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五

年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、

当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六

十日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら

に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問

わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者

と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第五節及び第二百三

条第二項において同じ。）又はその事業所を管理する者その他の政令で定める

使用人（以下「役員等」という。）であった者で当該取消しの日から起算して

五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない病院等

である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該病院等の管理

者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）
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であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の

取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生

を防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備につ

いての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有

していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当し

ないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定め

るものに該当する場合を除く。 

六の二 申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第

七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（特定施設入

居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算し

て五年を経過しない者（当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定に

よる通知があった日前六十日以内に当該申請者の役員等であった者で当該取消

しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当

該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の

取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指

定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他

の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考

慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相

当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を

除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者（申請者（法人に限る。以下この号にお

いて同じ。）の株式の所有その他の事由を通じて当該申請者の事業を実質的に

支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働

省令で定めるもの（以下この号において「申請者の親会社等」という。）、申

請者の親会社等が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、

若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定

めるもの又は当該申請者が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的

に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労



486/651 

働省令で定めるもののうち、当該申請者と厚生労働省令で定める密接な関係を

有する法人をいう。以下この章において同じ。）が、第七十七条第一項又は第

百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から

起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅

サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった

事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅サービス事業者による

業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定

居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定す

る指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものと

して厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

七 申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指

定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から

当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十五条第

二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の

理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないもの

であるとき。 

七の二 申請者が、第七十六条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決

定予定日（当該検査の結果に基づき第七十七条第一項の規定による指定の取消

しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生

労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われ

た日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）

までの間に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事

業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算し

て五年を経過しないものであるとき。 

八 第七号に規定する期間内に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出

があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に

係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等

又は当該届出に係る法人でない病院等（当該事業の廃止について相当の理由が
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あるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を

経過しないものであるとき。 

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

十 申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第七号か

ら前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者が、法人でない病院等で、その管理者が第四号から第六号まで又は

第七号から第九号までのいずれかに該当する者であるとき。 

３ 都道府県知事は、介護専用型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施設に

入居している要介護者について行われる特定施設入居者生活介護をいう。以下同

じ。）につき第一項の申請があった場合において、当該申請に係る事業所の所在

地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域

とする。）における介護専用型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数及び地

域密着型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数の合計数が、同条第一項の規

定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計画において定めるそ

の区域の介護専用型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数及び地域密着型

特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数の合計数に既に達しているか、又は

当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認めるとき、そ

の他の当該都道府県介護保険事業支援計画の達成に支障を生ずるおそれがあると

認めるときは、第四十一条第一項本文の指定をしないことができる。 

４ 都道府県知事は、混合型特定施設入居者生活介護（介護専用型特定施設以外の

特定施設に入居している要介護者について行われる特定施設入居者生活介護をい

う。以下同じ。）につき第一項の申請があった場合において、当該申請に係る事

業所の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が

定める区域とする。）における混合型特定施設入居者生活介護の推定利用定員（厚

生労働省令で定めるところにより算定した定員をいう。）の総数が、同条第一項

の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計画において定め

るその区域の混合型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数に既に達してい
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るか、又は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認め

るとき、その他の当該都道府県介護保険事業支援計画の達成に支障を生ずるおそ

れがあると認めるときは、第四十一条第一項本文の指定をしないことができる。 

５ 都道府県知事は、第四十一条第一項本文の指定（特定施設入居者生活介護その

他の厚生労働省令で定める居宅サービスに係るものに限る。）をしようとすると

きは、関係市町村長に対し、厚生労働省令で定める事項を通知し、相当の期間を

指定して、当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計

画との調整を図る見地からの意見を求めなければならない。 

（平二三法七二・一部改正） 

（指定の更新） 

第七十条の二 第四十一条第一項本文の指定は、六年ごとにその更新を受けなけれ

ば、その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指

定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないと

きは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従

前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。 

（指定居宅サービス事業者の特例） 

第七十一条 病院等について、健康保険法第六十三条第三項第一号の規定による保

険医療機関又は保険薬局の指定があったとき（同法第六十九条の規定により同号

の指定があったものとみなされたときを含む。）は、その指定の時に、当該病院

等の開設者について、当該病院等により行われる居宅サービス（病院又は診療所

にあっては居宅療養管理指導その他厚生労働省令で定める種類の居宅サービスに

限り、薬局にあっては居宅療養管理指導に限る。）に係る第四十一条第一項本文

の指定があったものとみなす。ただし、当該病院等の開設者が、厚生労働省令で

定めるところにより別段の申出をしたとき、又はその指定の時前に第七十七条第
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一項若しくは第百十五条の三十五第六項の規定により第四十一条第一項本文の指

定を取り消されているときは、この限りでない。 

２ 前項の規定により指定居宅サービス事業者とみなされた者に係る第四十一条第

一項本文の指定は、当該指定に係る病院等について、健康保険法第八十条の規定

による保険医療機関又は保険薬局の指定の取消しがあったときは、その効力を失

う。 

第七十二条 介護老人保健施設又は介護療養型医療施設について、第九十四条第一

項の許可又は第四十八条第一項第三号の指定があったときは、その許可又は指定

の時に、当該介護老人保健施設又は介護療養型医療施設の開設者について、当該

介護老人保健施設又は介護療養型医療施設により行われる居宅サービス（短期入

所療養介護その他厚生労働省令で定める居宅サービスの種類に限る。）に係る第

四十一条第一項本文の指定があったものとみなす。ただし、当該介護老人保健施

設又は介護療養型医療施設の開設者が、厚生労働省令で定めるところにより、別

段の申出をしたときは、この限りでない。 

２ 前項の規定により指定居宅サービス事業者とみなされた者に係る第四十一条第

一項本文の指定は、当該指定に係る介護老人保健施設又は介護療養型医療施設に

ついて、第九十四条の二第一項の規定により許可の効力が失われたとき若しくは

第百四条第一項若しくは第百十五条の三十五第六項の規定により許可の取消しが

あったとき、又は第百七条の二第一項の規定により指定の効力が失われたとき若

しくは第百十四条第一項若しくは第百十五条の三十五第六項の規定により指定の

取消しがあったときは、その効力を失う。 

（指定居宅サービスの事業の基準） 

第七十三条 指定居宅サービス事業者は、次条第二項に規定する指定居宅サービス

の事業の設備及び運営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に応じて適

切な指定居宅サービスを提供するとともに、自らその提供する指定居宅サービス

の質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常に指定居宅サービスを

受ける者の立場に立ってこれを提供するように努めなければならない。 

２ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスを受けようとする被保険者から
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提示された被保険者証に、第二十七条第七項第二号（第二十八条第四項及び第二

十九条第二項において準用する場合を含む。）若しくは第三十二条第六項第二号

（第三十三条第四項及び第三十三条の二第二項において準用する場合を含む。）

に掲げる意見又は第三十条第一項後段若しくは第三十三条の三第一項後段に規定

する意見（以下「認定審査会意見」という。）が記載されているときは、当該認

定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定居宅サービスを提供するよう

に努めなければならない。 

第七十四条 指定居宅サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、厚生労働

省令で定める基準に従い厚生労働省令で定める員数の当該指定居宅サービスに従

事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する

基準は、厚生労働大臣が定める。 

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関

する基準（指定居宅サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとする

ときは、あらかじめ社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 指定居宅サービス事業者は、次条第二項の規定による事業の廃止又は休止の届

出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該指定居宅サービスを受けていた

者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該指定居宅

サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居宅サービス等

が継続的に提供されるよう、指定居宅介護支援事業者、他の指定居宅サービス事

業者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

５ 指定居宅サービス事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又

はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなけ

ればならない。 

（変更の届出等） 

第七十五条 指定居宅サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地

その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定居

宅サービスの事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日
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以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 指定居宅サービス事業者は、当該指定居宅サービスの事業を廃止し、又は休止

しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の

日の一月前までに、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（都道府県知事等による連絡調整又は援助） 

第七十五条の二 都道府県知事又は市町村長は、指定居宅サービス事業者による第

七十四条第四項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認める

ときは、当該指定居宅サービス事業者及び指定居宅介護支援事業者、他の指定居

宅サービス事業者その他の関係者相互間の連絡調整又は当該指定居宅サービス事

業者及び当該関係者に対する助言その他の援助を行うことができる。 

２ 厚生労働大臣は、同一の指定居宅サービス事業者について二以上の都道府県知

事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定居宅サー

ビス事業者による第七十四条第四項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため

必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又は当該指定居

宅サービス事業者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地からの助言その

他の援助を行うことができる。 

（報告等） 

第七十六条 都道府県知事又は市町村長は、居宅介護サービス費の支給に関して必

要があると認めるときは、指定居宅サービス事業者若しくは指定居宅サービス事

業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項

において「指定居宅サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若し

くは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定居宅サービス事業者若しくは当該

指定に係る事業所の従業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者等に対し

出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定居宅サ

ービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定居宅サービスの事業に

関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させ

ることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第
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四項の規定は、前項の規定による権限について準用する。 

（勧告、命令等） 

第七十六条の二 都道府県知事は、指定居宅サービス事業者が、次の各号に掲げる

場合に該当すると認めるときは、当該指定居宅サービス事業者に対し、期限を定

めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 

一 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第七十

四条第一項の厚生労働省令で定める基準又は同項の厚生労働省令で定める員数

を満たしていない場合 当該厚生労働省令で定める基準又は当該厚生労働省令

で定める員数を満たすこと。 

二 第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関す

る基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の運営をしていない場合 当該

指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定居宅

サービスの事業の運営をすること。 

三 第七十四条第四項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便

宜の提供を適正に行うこと。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け

た指定居宅サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨

を公表することができる。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定居宅サービス事業者が、

正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定居宅サ

ービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ず

ることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示

しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る指定居宅サービスを行った指定居宅サービス事業者

について、第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、その

旨を当該指定に係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。 

（指定の取消し等） 
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第七十七条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当

該指定居宅サービス事業者に係る第四十一条第一項本文の指定を取り消し、又は

期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 指定居宅サービス事業者が、第七十条第二項第四号、第五号、第十号（第五

号の二に該当する者のあるものであるときを除く。）又は第十一号（第五号の

二に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 指定居宅サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは

技能又は人員について、第七十四条第一項の厚生労働省令で定める基準又は同

項の厚生労働省令で定める員数を満たすことができなくなったとき。 

三 指定居宅サービス事業者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービス

の事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の

運営をすることができなくなったとき。 

四 指定居宅サービス事業者が、第七十四条第五項に規定する義務に違反したと

認められるとき。 

五 居宅介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

六 指定居宅サービス事業者が、第七十六条第一項の規定により報告又は帳簿書

類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

七 指定居宅サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第七十六条

第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に

対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその

行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定居宅サービス事

業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

八 指定居宅サービス事業者が、不正の手段により第四十一条第一項本文の指定

を受けたとき。 

九 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、この法律その他国

民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律

に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 
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十 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、居宅サービス等に

関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十一 指定居宅サービス事業者が法人である場合において、その役員等のうちに

指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前

五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があると

き。 

十二 指定居宅サービス事業者が法人でない病院等である場合において、その管

理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとする

とき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者で

あるとき。 

２ 市町村は、保険給付に係る指定居宅サービスを行った指定居宅サービス事業者

について、前項各号のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を当該指定に

係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。 

（公示） 

第七十八条 都道府県知事は、次に掲げる場合には、当該指定居宅サービス事業者

の名称又は氏名、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚生労働省令で定める

事項を公示しなければならない。 

一 第四十一条第一項本文の指定をしたとき。 

二 第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 

三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第四十一条第一項本

文の指定を取り消し、又は指定の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

第三節 指定地域密着型サービス事業者 

（指定地域密着型サービス事業者の指定） 

第七十八条の二 第四十二条の二第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、地域密着型サービス事業を行う者（地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護を行う事業にあっては、老人福祉法第二十条の五に規定する特別養護

老人ホームであって、その入所定員が二十九人以下であるものの開設者）の申請

により、地域密着型サービスの種類及び当該地域密着型サービスの種類に係る地
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域密着型サービス事業を行う事業所（以下この節において「事業所」という。）

ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村の行う介護保険の被

保険者に対する地域密着型介護サービス費及び特例地域密着型介護サービス費の

支給について、その効力を有する。 

２ 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定をしようとするときは、厚生労

働省令で定めるところにより、あらかじめその旨を都道府県知事に届け出なけれ

ばならない。 

３ 都道府県知事は、地域密着型特定施設入居者生活介護につき市町村長から前項

の届出があった場合において、当該申請に係る事業所の所在地を含む区域（第百

十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域とする。）における

介護専用型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数及び地域密着型特定施設入

居者生活介護の利用定員の総数の合計数が、同条第一項の規定により当該都道府

県が定める都道府県介護保険事業支援計画において定めるその区域の介護専用型

特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数及び地域密着型特定施設入居者生活

介護の必要利用定員総数の合計数に既に達しているか、又は当該申請に係る事業

者の指定によってこれを超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県

介護保険事業支援計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、当該

市町村長に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

４ 市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当

するときは、第四十二条の二第一項本文の指定をしてはならない。 

一 申請者が法人でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十八条の

四第一項の厚生労働省令で定める基準若しくは同項の厚生労働省令で定める員

数又は同条第四項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関す

る基準を満たしていないとき。 

三 申請者が、第七十八条の四第二項又は第四項に規定する指定地域密着型サー

ビスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型サービス事

業の運営をすることができないと認められるとき。 
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四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所

在地の市町村長の同意を得ていないとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、健康保険法、船員保険法、地方公務員等共済組合法、私立学

校教職員共済法又は厚生年金保険法の定めるところにより納付義務を負う保険

料、負担金又は掛金（以下この号、第七十九条第二項第四号の二、第百十五条

の十二第二項第五号の二及び第百十五条の二十二第二項第四号の二において

「保険料等」という。）について、当該申請をした日の前日までに、これらの

法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理

由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した

保険料等のすべて（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義

務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限る。第七十九

条第二項第四号の二、第百十五条の十二第二項第五号の二及び第百十五条の二

十二第二項第四号の二において同じ。）を引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認

知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取

消しの日から起算して五年を経過しない者であるとき。ただし、当該指定の取

消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消

しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地

域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その

他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の

程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととする

ことが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当す
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る場合を除く。 

六の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指

定（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、

その取消しの日から起算して五年を経過しない者であるとき。ただし、当該指

定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定

の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該

指定地域密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状

況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた

責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこと

とすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに

該当する場合を除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が、第七十八条

の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定を取り消され、その

取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消

しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消し

の処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域

密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他

の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程

度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととするこ

とが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する

場合を除く。 

七 申請者が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定による

指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日か

ら当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十八条
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の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について

相当の理由がある者を除く。）又は第七十八条の八の規定による指定の辞退を

した者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出

又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

九 申請者の役員等のうちに次のイからニまで又はヘ（認知症対応型共同生活介

護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護に係る指定の申請者の役員等にあっては、次のイからハまで、ホ又

はヘ）のいずれかに該当する者があるとき。 

イ 禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなるまでの者 

ロ 第五号又は前号に該当する者 

ハ この法律、船員保険法、国民健康保険法又は国民年金法の定めるところに

より納付義務を負う保険料（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。

以下このハ、第七十九条第二項第八号ハ、第八十六条第二項第七号ハ、第百

十五条の十二第二項第九号ハ及び第百十五条の二十二第二項第八号ハにおい

て「保険料等」という。）について、当該申請をした日の前日までに、これ

らの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正

当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の

到来した保険料等のすべて（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料

等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限

る。第七十九条第二項第八号ハ、第八十六条第二項第七号ハ、第百十五条の

十二第二項第九号ハ及び第百十五条の二十二第二項第八号ハにおいて同じ。）

を引き続き滞納している者 

ニ 第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認

知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定を除く。）を取り消された法
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人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知

があった日前六十日以内にその役員等であった者で当該取消しの日から起算

して五年を経過しないもの 

ホ 第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認

知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消された法

人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知

があった日前六十日以内にその役員等であった者で当該取消しの日から起算

して五年を経過しないもの 

ヘ 第七号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止

の届出をした法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）

又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をした法人（当該指定の辞退に

ついて相当の理由がある法人を除く。）において、同号の通知の日前六十日

以内にその役員等であった者で当該届出又は指定の辞退の日から起算して五

年を経過しないもの 

５ 市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当

するときは、第四十二条の二第一項本文の指定をしないことができる。 

一 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、第七十八条の十第二号から第五号までの規定により指定（認知症対応型共

同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から

起算して五年を経過しない者であるとき。 

一の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、第七十八条の十第二号から第五号までの規定により指定（認知症対

応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの
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日から起算して五年を経過しない者であるとき。 

一の三 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が、第七十八条

の十第二号から第五号までの規定により指定を取り消され、その取消しの日か

ら起算して五年を経過していないとき。 

二 申請者が、第七十八条の十第二号から第五号までの規定による指定の取消し

の処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分を

する日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十八条の五第二項の

規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由が

ある者を除く。）又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をした者（当該

指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出又は指定の辞

退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

二の二 申請者が、第七十八条の七第一項の規定による検査が行われた日から聴

聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第七十八条の十の規定による指定の取

消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚

生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた

日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）ま

での間に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該

事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）又は第七十八条の八の規定

による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除

く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないもので

あるとき。 

三 申請者の役員等のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。 

イ 第七十八条の十第二号から第五号までの規定により指定を取り消された法

人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知

があった日前六十日以内にその役員等であった者で当該取消しの日から起算

して五年を経過しないもの 

ロ 第二号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止
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の届出をした法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）

又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をした法人（当該指定の辞退に

ついて相当の理由がある法人を除く。）において、同号の通知の日前六十日

以内にその役員等であった者で当該届出又は指定の辞退の日から起算して五

年を経過しないもの 

四 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護につき第一項の申請があった場合におい

て、当該市町村又は当該申請に係る事業所の所在地を含む区域（第百十七条第

二項第一号の規定により当該市町村が定める区域とする。以下この号において

「日常生活圏域」という。）における当該地域密着型サービスの利用定員の総

数が、同条第一項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険事業計画に

おいて定める当該市町村又は当該日常生活圏域の当該地域密着型サービスの必

要利用定員総数に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によっ

てこれを超えることになると認めるとき、その他の当該市町村介護保険事業計

画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるとき。 

６ 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を行おうとするとき又は前項第

四号の規定により同条第一項本文の指定をしないこととするときは、あらかじめ、

当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させるために

必要な措置を講じなければならない。 

７ 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を行うに当たって、当該事業の

適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 

（指定地域密着型サービスの事業の基準） 

第七十八条の三 指定地域密着型サービス事業者は、次条第二項又は第四項に規定

する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従い、要介護

者の心身の状況等に応じて適切な指定地域密着型サービスを提供するとともに、

自らその提供する指定地域密着型サービスの質の評価を行うことその他の措置を

講ずることにより常に指定地域密着型サービスを受ける者の立場に立ってこれを

提供するように努めなければならない。 
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２ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを受けようとする

被保険者から提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、

当該認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定地域密着型サービスを

提供するように努めなければならない。 

第七十八条の四 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、

厚生労働省令で定める基準に従い厚生労働省令で定める員数の当該指定地域密着

型サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に

関する基準は、厚生労働大臣が定める。 

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運

営に関する基準（指定地域密着型サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定

めようとするときは、あらかじめ社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市町村は、第一項及び第二項の規定にかかわらず、厚生労働省令で定める範囲

内で、これらの規定に定める基準に代えて、当該市町村における指定地域密着型

サービスに従事する従業者に関する基準及び指定地域密着型サービスの事業の設

備及び運営に関する基準を定めることができる。 

５ 市町村は、前項の当該市町村における指定地域密着型サービスに従事する従業

者に関する基準及び指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準

を定めようとするときは、あらかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者そ

の他の関係者の意見を反映させ、及び学識経験を有する者の知見の活用を図るた

めに必要な措置を講じなければならない。 

６ 指定地域密着型サービス事業者は、次条第二項の規定による事業の廃止若しく

は休止の届出をしたとき又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をするとき

は、当該届出の日前一月以内に当該指定地域密着型サービス（地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護を除く。）を受けていた者又は同条に規定する予告期

間の開始日の前日に当該地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けてい

た者であって、当該事業の廃止若しくは休止の日又は当該指定の辞退の日以後に

おいても引き続き当該指定地域密着型サービスに相当するサービスの提供を希望
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する者に対し、必要な居宅サービス等が継続的に提供されるよう、指定居宅介護

支援事業者、他の指定地域密着型サービス事業者その他関係者との連絡調整その

他の便宜の提供を行わなければならない。 

７ 指定地域密着型サービス事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この

法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行

しなければならない。 

（変更の届出等） 

第七十八条の五 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称

及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した

当該指定地域密着型サービス（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除

く。）の事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日以内

に、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

２ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定地域密着型サービス（地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護を除く。）の事業を廃止し、又は休止しようと

するときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の一月

前までに、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

（市町村長等による連絡調整又は援助） 

第七十八条の六 市町村長は、指定地域密着型サービス事業者による第七十八条の

四第六項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認めるときは、

当該指定地域密着型サービス事業者及び指定居宅介護支援事業者、他の指定地域

密着型サービス事業者その他の関係者相互間の連絡調整又は当該指定地域密着型

サービス事業者及び当該関係者に対する助言その他の援助を行うことができる。 

２ 都道府県知事は、同一の指定地域密着型サービス事業者について二以上の市町

村長が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定地域密

着型サービス事業者による第七十八条の四第六項に規定する便宜の提供が円滑に

行われるため必要があると認めるときは、当該市町村長相互間の連絡調整又は当

該指定地域密着型サービス事業者に対する市町村の区域を超えた広域的な見地か

らの助言その他の援助を行うことができる。 
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３ 厚生労働大臣は、同一の指定地域密着型サービス事業者について二以上の都道

府県知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定地

域密着型サービス事業者による第七十八条の四第六項に規定する便宜の提供が円

滑に行われるため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調

整又は当該指定地域密着型サービス事業者に対する都道府県の区域を超えた広域

的な見地からの助言その他の援助を行うことができる。 

（報告等） 

第七十八条の七 市町村長は、地域密着型介護サービス費の支給に関して必要があ

ると認めるときは、指定地域密着型サービス事業者若しくは指定地域密着型サー

ビス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下

この項において「指定地域密着型サービス事業者であった者等」という。）に対

し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定地域密着型サービス

事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定地域密着型サービス

事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、

若しくは当該指定地域密着型サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所そ

の他指定地域密着型サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若し

くは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（指定の辞退） 

第七十八条の八 第四十二条の二第一項本文の指定を受けて地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護の事業を行う者は、一月以上の予告期間を設けて、その指

定を辞退することができる。 

（勧告、命令等） 

第七十八条の九 市町村長は、指定地域密着型サービス事業者が、次の各号に掲げ

る場合に該当すると認めるときは、当該指定地域密着型サービス事業者に対し、

期限を定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することが

できる。 
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一 第七十八条の二第七項の規定により当該指定を行うに当たって付された条件

に従わない場合 当該条件に従うこと。 

二 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第七十

八条の四第一項の厚生労働省令で定める基準若しくは同項の厚生労働省令で定

める員数又は同条第四項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者

に関する基準を満たしていない場合 当該厚生労働省令で定める基準若しくは

当該厚生労働省令で定める員数又は当該指定地域密着型サービスに従事する従

業者に関する基準を満たすこと。 

三 第七十八条の四第二項又は第四項に規定する指定地域密着型サービスの事業

の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定地域密着型サービスの事業の

運営をしていない場合 当該指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に

関する基準に従って適正な指定地域密着型サービスの事業の運営をすること。 

四 第七十八条の四第六項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当

該便宜の提供を適正に行うこと。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指

定地域密着型サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その

旨を公表することができる。 

３ 市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定地域密着型サービス事業者

が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定地

域密着型サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しな

ければならない。 

（指定の取消し等） 

第七十八条の十 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当

該指定地域密着型サービス事業者に係る第四十二条の二第一項本文の指定を取り

消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することがで

きる。 
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一 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の二第四項第五号又は第九号

（ハに該当する者があるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の二第五項第三号に該当する

に至ったとき。 

三 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の二第七項の規定により当該

指定を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。 

四 指定地域密着型サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若

しくは技能又は人員について、第七十八条の四第一項の厚生労働省令で定める

基準若しくは同項の厚生労働省令で定める員数又は同条第四項に規定する指定

地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を満たすことができなくな

ったとき。 

五 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の四第二項又は第四項に規定

する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正

な指定地域密着型サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。 

六 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の四第七項に規定する義務に

違反したと認められるとき。 

七 指定地域密着型サービス事業者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護を行うものに限る。）が、第二十八条第五項（第二十九条第二項、第三十条

第二項、第三十一条第二項、第三十三条第四項、第三十三条の二第二項、第三

十三条の三第二項及び第三十四条第二項において準用する場合を含む。第八十

四条、第九十二条、第百四条及び第百十四条において同じ。）の規定により調

査の委託を受けた場合において、当該調査の結果について虚偽の報告をしたと

き。 

八 地域密着型介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

九 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の七第一項の規定により報告

又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告

をしたとき。 

十 指定地域密着型サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第七
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十八条の七第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定に

よる質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の

従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定地

域密着型サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

十一 指定地域密着型サービス事業者が、不正の手段により第四十二条の二第一

項本文の指定を受けたとき。 

十二 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、この法律

その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれ

らの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十三 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、居宅サー

ビス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十四 指定地域密着型サービス事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定

の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービ

ス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

（公示） 

第七十八条の十一 市町村長は、次に掲げる場合には、遅滞なく、当該指定地域密

着型サービス事業者の名称、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚生労働省

令で定める事項を都道府県知事に届け出るとともに、これを公示しなければなら

ない。 

一 第四十二条の二第一項本文の指定をしたとき。 

二 第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 

三 第七十八条の八の規定による第四十二条の二第一項本文の指定の辞退があっ

たとき。 

四 前条の規定により第四十二条の二第一項本文の指定を取り消し、又は指定の

全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

（準用） 

第七十八条の十二 第七十条の二の規定は、第四十二条の二第一項本文の指定につ



508/651 

いて準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第四節 指定居宅介護支援事業者 

（指定居宅介護支援事業者の指定） 

第七十九条 第四十六条第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、居

宅介護支援事業を行う者の申請により、居宅介護支援事業を行う事業所（以下こ

の節において単に「事業所」という。）ごとに行う。 

２ 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該

当するときは、第四十六条第一項の指定をしてはならない。 

一 申請者が法人でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の介護支援専門員の人員が、第八十一条第一項の厚生

労働省令で定める員数を満たしていないとき。 

三 申請者が、第八十一条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関

する基準に従って適正な居宅介護支援事業の運営をすることができないと認め

られるとき。 

四 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

四の二 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義

務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日か

ら正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限

の到来した保険料等のすべてを引き続き滞納している者であるとき。 

五 申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指

定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者であるとき。

ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しのうち

当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するた

めの当該指定居宅介護支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の

状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支援事業者が有していた責任

の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととす
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ることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当

する場合を除く。 

五の二 申請者と密接な関係を有する者が、第八十四条第一項又は第百十五条の

三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五

年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事

業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当

該事実の発生を防止するための当該指定居宅介護支援事業者による業務管理体

制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支

援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取

消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労

働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六 申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指

定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から

当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第八十二条第

二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の

理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないもの

であるとき。 

六の二 申請者が、第八十三条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決

定予定日（当該検査の結果に基づき第八十四条第一項の規定による指定の取消

しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生

労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われ

た日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）

までの間に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事

業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算し

て五年を経過しないものであるとき。 

七 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

八 申請者の役員等のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。 
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イ 禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなるまでの者 

ロ 第四号又は前号に該当する者 

ハ 保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法

律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理

由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来し

た保険料等のすべてを引き続き滞納している者 

ニ 第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り

消された法人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定

による通知があった日前六十日以内にその役員等であった者で当該取消しの

日から起算して五年を経過しないもの 

ホ 第六号に規定する期間内に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届

出をした法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）に

おいて、同号の通知の日前六十日以内にその役員等であった者で当該届出の

日から起算して五年を経過しないもの 

（指定の更新） 

第七十九条の二 第四十六条第一項の指定は、六年ごとにその更新を受けなければ、

その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指

定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないと

きは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従

前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。 

（指定居宅介護支援の事業の基準） 

第八十条 指定居宅介護支援事業者は、次条第二項に規定する指定居宅介護支援の

事業の運営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に応じて適切な指定居
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宅介護支援を提供するとともに、自らその提供する指定居宅介護支援の質の評価

を行うことその他の措置を講ずることにより常に指定居宅介護支援を受ける者の

立場に立ってこれを提供するように努めなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を受けようとする被保険者から

提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審

査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定居宅介護支援を提供するように努

めなければならない。 

第八十一条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、厚生労働

省令で定める員数の介護支援専門員を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準は、

厚生労働大臣が定める。 

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準

（指定居宅介護支援の取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、

あらかじめ社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、次条第二項の規定による事業の廃止又は休止の届

出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該指定居宅介護支援を受けていた

者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該指定居宅

介護支援に相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居宅サービス等

が継続的に提供されるよう、他の指定居宅介護支援事業者その他関係者との連絡

調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律又

はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しなけ

ればならない。 

（変更の届出等） 

第八十二条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地

その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定居

宅介護支援の事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日

以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 
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２ 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援の事業を廃止し、又は休止

しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の

日の一月前までに、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（都道府県知事等による連絡調整又は援助） 

第八十二条の二 都道府県知事又は市町村長は、指定居宅介護支援事業者による第

八十一条第四項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認める

ときは、当該指定居宅介護支援事業者及び他の指定居宅介護支援事業者その他の

関係者相互間の連絡調整又は当該指定居宅介護支援事業者及び当該関係者に対す

る助言その他の援助を行うことができる。 

２ 厚生労働大臣は、同一の指定居宅介護支援事業者について二以上の都道府県知

事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定居宅介護

支援事業者による第八十一条第四項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため

必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又は当該指定居

宅介護支援事業者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地からの助言その

他の援助を行うことができる。 

（報告等） 

第八十三条 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定居宅

介護支援事業者若しくは指定居宅介護支援事業者であった者若しくは当該指定に

係る事業所の従業者であった者（以下この項において「指定居宅介護支援事業者

であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を

命じ、指定居宅介護支援事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは

指定居宅介護支援事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者

に対して質問させ、若しくは当該指定居宅介護支援事業者の当該指定に係る事業

所、事務所その他指定居宅介護支援の事業に関係のある場所に立ち入り、その帳

簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第

四項の規定は、前項の規定による権限について準用する。 

（勧告、命令等） 
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第八十三条の二 都道府県知事は、指定居宅介護支援事業者が、次の各号に掲げる

場合に該当すると認めるときは、当該指定居宅介護支援事業者に対し、期限を定

めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 

一 当該指定に係る事業所の介護支援専門員の人員について第八十一条第一項の

厚生労働省令で定める員数を満たしていない場合 当該厚生労働省令で定める

員数を満たすこと。 

二 第八十一条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準に

従って適正な指定居宅介護支援の事業の運営をしていない場合 当該指定居宅

介護支援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定居宅介護支援の事業の

運営をすること。 

三 第八十一条第四項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便

宜の提供を適正に行うこと。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け

た指定居宅介護支援事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨

を公表することができる。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定居宅介護支援事業者が、

正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定居宅介

護支援事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ず

ることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示

しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る指定居宅介護支援を行った指定居宅介護支援事業者

について、第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、その

旨を当該指定に係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。 

（指定の取消し等） 

第八十四条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当

該指定居宅介護支援事業者に係る第四十六条第一項の指定を取り消し、又は期間

を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 
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一 指定居宅介護支援事業者が、第七十九条第二項第四号又は第八号（ハに該当

する者があるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 指定居宅介護支援事業者が、当該指定に係る事業所の介護支援専門員の人員

について、第八十一条第一項の厚生労働省令で定める員数を満たすことができ

なくなったとき。 

三 指定居宅介護支援事業者が、第八十一条第二項に規定する指定居宅介護支援

の事業の運営に関する基準に従って適正な指定居宅介護支援の事業の運営をす

ることができなくなったとき。 

四 指定居宅介護支援事業者が、第八十一条第五項に規定する義務に違反したと

認められるとき。 

五 第二十八条第五項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査

の結果について虚偽の報告をしたとき。 

六 居宅介護サービス計画費の請求に関し不正があったとき。 

七 指定居宅介護支援事業者が、第八十三条第一項の規定により報告又は帳簿書

類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

八 指定居宅介護支援事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第八十三条

第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に

対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその

行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定居宅介護支援事

業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

九 指定居宅介護支援事業者が、不正の手段により第四十六条第一項の指定を受

けたとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅介護支援事業者が、この法律その他国

民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律

に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅介護支援事業者が、居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 
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十二 指定居宅介護支援事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の全部

若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に

関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

２ 市町村は、保険給付に係る指定居宅介護支援又は第二十八条第五項の規定によ

り委託した調査を行った指定居宅介護支援事業者について、前項各号のいずれか

に該当すると認めるときは、その旨を当該指定に係る事業所の所在地の都道府県

知事に通知しなければならない。 

（公示） 

第八十五条 都道府県知事は、次に掲げる場合には、当該指定居宅介護支援事業者

の名称、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚生労働省令で定める事項を公

示しなければならない。 

一 第四十六条第一項の指定をしたとき。 

二 第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 

三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第四十六条第一項の

指定を取り消し、又は指定の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

第五節 介護保険施設 

第一款 指定介護老人福祉施設 

（指定介護老人福祉施設の指定） 

第八十六条 第四十八条第一項第一号の指定は、厚生労働省令で定めるところによ

り、老人福祉法第二十条の五に規定する特別養護老人ホームであって、その入所

定員が三十人以上であるものの開設者の申請があったものについて行う。 

２ 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、当該特別養護老人ホーム

が次の各号のいずれかに該当するときは、第四十八条第一項第一号の指定をして

はならない。 

一 第八十八条第一項に規定する人員を有しないとき。 

二 第八十八条第二項に規定する指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関する

基準に従って適正な介護老人福祉施設の運営をすることができないと認められ

るとき。 
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三 当該特別養護老人ホームの開設者が、この法律その他国民の保健医療若しく

は福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、そ

の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

三の二 当該特別養護老人ホームの開設者が、健康保険法、地方公務員等共済組

合法又は厚生年金保険法の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金

又は掛金について、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基

づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上

の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料、負担金

又は掛金のすべて（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料、負担金又

は掛金の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料、負

担金又は掛金に限る。）を引き続き滞納している者であるとき。 

四 当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十二条第一項又は第百十五条の三

十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年

を経過しない者であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護老人福祉

施設の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当

該事実の発生を防止するための当該指定介護老人福祉施設の開設者による業務

管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護

老人福祉施設の開設者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定

する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるもの

として厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

五 当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十二条第一項又は第百十五条の三

十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定

による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する

日までの間に第九十一条の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退に

ついて相当の理由がある者を除く。）で、当該指定の辞退の日から起算して五

年を経過しないものであるとき。 

五の二 当該特別養護老人ホームの開設者が、第九十条第一項の規定による検査

が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第九十二条第一項
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の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが

見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該特

別養護老人ホームの開設者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を

通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第九十一条の規定に

よる指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除

く。）で、当該指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

六 当該特別養護老人ホームの開設者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス

等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

七 当該特別養護老人ホームの開設者の役員又はその長のうちに次のいずれかに

該当する者があるとき。 

イ 禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなるまでの者 

ロ 第三号又は前号に該当する者 

ハ 保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法

律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理

由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来し

た保険料等のすべてを引き続き滞納している者 

ニ 第九十二条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り

消された特別養護老人ホームにおいて、当該取消しの処分に係る行政手続法

第十五条の規定による通知があった日前六十日以内にその開設者の役員又は

その長であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの 

ホ 第五号に規定する期間内に第九十一条の規定による指定の辞退をした特別

養護老人ホーム（当該指定の辞退について相当の理由がある特別養護老人ホ

ームを除く。）において、同号の通知の日前六十日以内にその開設者の役員

又はその長であった者で当該指定の辞退の日から起算して五年を経過しない

もの 

３ 都道府県知事は、第四十八条第一項第一号の指定をしようとするときは、関係

市町村長に対し、厚生労働省令で定める事項を通知し、相当の期間を指定して、
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当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画との調整

を図る見地からの意見を求めなければならない。 

（指定の更新） 

第八十六条の二 第四十八条第一項第一号の指定は、六年ごとにその更新を受けな

ければ、その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指

定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないと

きは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従

前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。 

（指定介護老人福祉施設の基準） 

第八十七条 指定介護老人福祉施設の開設者は、次条第二項に規定する指定介護老

人福祉施設の設備及び運営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に応じ

て適切な指定介護福祉施設サービスを提供するとともに、自らその提供する指定

介護福祉施設サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常

に指定介護福祉施設サービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように努

めなければならない。 

２ 指定介護老人福祉施設の開設者は、指定介護福祉施設サービスを受けようとす

る被保険者から提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているとき

は、当該認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定介護福祉施設サー

ビスを提供するように努めなければならない。 

第八十八条 指定介護老人福祉施設は、厚生労働省令で定める員数の介護支援専門

員その他の指定介護福祉施設サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関する基

準は、厚生労働大臣が定める。 

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関す
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る基準（指定介護福祉施設サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めよう

とするときは、あらかじめ社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 指定介護老人福祉施設の開設者は、第九十一条の規定による指定の辞退をする

ときは、同条に規定する予告期間の開始日の前日に当該指定介護福祉施設サービ

スを受けていた者であって、当該指定の辞退の日以後においても引き続き当該指

定介護福祉施設サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な

居宅サービス等が継続的に提供されるよう、他の指定介護老人福祉施設の開設者

その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

５ 指定介護老人福祉施設の開設者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この

法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行

しなければならない。 

（変更の届出） 

第八十九条 指定介護老人福祉施設の開設者は、開設者の住所その他の厚生労働省

令で定める事項に変更があったときは、厚生労働省令で定めるところにより、十

日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（都道府県知事等による連絡調整又は援助） 

第八十九条の二 都道府県知事又は市町村長は、指定介護老人福祉施設の開設者に

よる第八十八条第四項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると

認めるときは、当該指定介護老人福祉施設の開設者及び他の指定介護老人福祉施

設の開設者その他の関係者相互間の連絡調整又は当該指定介護老人福祉施設の開

設者及び当該関係者に対する助言その他の援助を行うことができる。 

２ 厚生労働大臣は、同一の指定介護老人福祉施設の開設者について二以上の都道

府県知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定介

護老人福祉施設の開設者による第八十八条第四項に規定する便宜の提供が円滑に

行われるため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又

は当該指定介護老人福祉施設の開設者に対する都道府県の区域を超えた広域的な

見地からの助言その他の援助を行うことができる。 

（報告等） 
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第九十条 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定介護老

人福祉施設若しくは指定介護老人福祉施設の開設者若しくはその長その他の従業

者であった者（以下この項において「開設者であった者等」という。）に対し、

報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定介護老人福祉施設の開設

者若しくはその長その他の従業者若しくは開設者であった者等に対し出頭を求め、

又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは指定介護老人福祉施設、指定

介護老人福祉施設の開設者の事務所その他指定介護老人福祉施設の運営に関係の

ある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させること

ができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第

四項の規定は、前項の規定による権限について準用する。 

（指定の辞退） 

第九十一条 指定介護老人福祉施設は、一月以上の予告期間を設けて、その指定を

辞退することができる。 

（勧告、命令等） 

第九十一条の二 都道府県知事は、指定介護老人福祉施設が、次の各号に掲げる場

合に該当すると認めるときは、当該指定介護老人福祉施設の開設者に対し、期限

を定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができ

る。 

一 その行う指定介護福祉施設サービスに従事する従業者の人員について第八十

八条第一項の厚生労働省令で定める員数を満たしていない場合 当該厚生労働

省令で定める員数を満たすこと。 

二 第八十八条第二項に規定する指定介護老人福祉施設の設備及び運営に関する

基準に従って適正な指定介護老人福祉施設の運営をしていない場合 当該指定

介護老人福祉施設の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定介護老人福

祉施設の運営をすること。 

三 第八十八条第四項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便

宜の提供を適正に行うこと。 
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２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け

た指定介護老人福祉施設の開設者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、

その旨を公表することができる。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定介護老人福祉施設の開

設者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指

定介護老人福祉施設の開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとる

べきことを命ずることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示

しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る指定介護福祉施設サービスを行った指定介護老人福

祉施設について、第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、

その旨を当該指定介護老人福祉施設の所在地の都道府県知事に通知しなければな

らない。 

（指定の取消し等） 

第九十二条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当

該指定介護老人福祉施設に係る第四十八条第一項第一号の指定を取り消し、又は

期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 指定介護老人福祉施設が、第八十六条第二項第三号又は第七号（ハに該当す

る者があるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 指定介護老人福祉施設が、その行う指定介護福祉施設サービスに従事する従

業者の人員について、第八十八条第一項の厚生労働省令で定める員数を満たす

ことができなくなったとき。 

三 指定介護老人福祉施設が、第八十八条第二項に規定する指定介護老人福祉施

設の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定介護老人福祉施設の運営を

することができなくなったとき。 

四 指定介護老人福祉施設の開設者が、第八十八条第五項に規定する義務に違反

したと認められるとき。 

五 第二十八条第五項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査
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の結果について虚偽の報告をしたとき。 

六 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

七 指定介護老人福祉施設が、第九十条第一項の規定により報告又は帳簿書類の

提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

八 指定介護老人福祉施設の開設者又はその長若しくは従業者が、第九十条第一

項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対し

て答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定介護老人福祉施設の従業者がそ

の行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定介護老人福祉

施設の開設者又はその長が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

九 指定介護老人福祉施設の開設者が、不正の手段により第四十八条第一項第一

号の指定を受けたとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護老人福祉施設の開設者が、この法律そ

の他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれら

の法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定介護老人福祉施設の開設者が、居宅サー

ビス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十二 指定介護老人福祉施設の開設者の役員又はその長のうちに、指定の取消し

又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居

宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

２ 市町村は、保険給付に係る指定介護福祉施設サービス又は第二十八条第五項の

規定により委託した調査を行った指定介護老人福祉施設について、前項各号のい

ずれかに該当すると認めるときは、その旨を当該指定介護老人福祉施設の所在地

の都道府県知事に通知しなければならない。 

（公示） 

第九十三条 都道府県知事は、次に掲げる場合には、当該指定介護老人福祉施設の

開設者の名称、当該指定介護老人福祉施設の所在地その他の厚生労働省令で定め

る事項を公示しなければならない。 
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一 第四十八条第一項第一号の指定をしたとき。 

二 第九十一条の規定による第四十八条第一項第一号の指定の辞退があったとき。 

三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第四十八条第一項第

一号の指定を取り消し、又は指定の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

第二款 介護老人保健施設 

（開設許可） 

第九十四条 介護老人保健施設を開設しようとする者は、厚生労働省令で定めると

ころにより、都道府県知事の許可を受けなければならない。 

２ 介護老人保健施設を開設した者（以下「介護老人保健施設の開設者」という。）

が、当該介護老人保健施設の入所定員その他厚生労働省令で定める事項を変更し

ようとするときも、前項と同様とする。 

３ 都道府県知事は、前二項の許可の申請があった場合において、次の各号（前項

の申請にあっては、第二号又は第三号）のいずれかに該当するときは、前二項の

許可を与えることができない。 

一 当該介護老人保健施設を開設しようとする者が、地方公共団体、医療法人、

社会福祉法人その他厚生労働大臣が定める者でないとき。 

二 当該介護老人保健施設が第九十七条第一項に規定する施設又は同条第二項に

規定する人員を有しないとき。 

三 第九十七条第三項に規定する介護老人保健施設の設備及び運営に関する基準

に従って適正な介護老人保健施設の運営をすることができないと認められると

き。 

四 申請者が、禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなるまでの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義

務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日か
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ら正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限

の到来した保険料等のすべてを引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者が、第百四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により許可

を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該許可を

取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手

続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員又は

その開設した介護老人保健施設を管理する者（以下「介護老人保健施設の管理

者」という。）であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないも

のを含み、当該許可を取り消された者が第一号の厚生労働大臣が定める者のう

ち法人でないものである場合においては、当該通知があった日前六十日以内に

当該者の開設した介護老人保健施設の管理者であった者で当該取消しの日から

起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該許可の取

消しが、介護老人保健施設の許可の取消しのうち当該許可の取消しの処分の理

由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該介護老人保健施設の

開設者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関

して当該介護老人保健施設の開設者が有していた責任の程度を考慮して、この

号本文に規定する許可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認

められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

七 申請者が、第百四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による許可

の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当

該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第九十九条第二

項の規定による廃止の届出をした者（当該廃止について相当の理由がある者を

除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

七の二 申請者が、第百条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予

定日（当該検査の結果に基づき第百四条第一項の規定による許可の取消しの処

分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省

令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日か

ら十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの
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間に第九十九条第二項の規定による廃止の届出をした者（当該廃止について相

当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しない

ものであるとき。 

八 第七号に規定する期間内に第九十九条第二項の規定による廃止の届出があっ

た場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法

人（当該廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員若しくはその開

設した介護老人保健施設の管理者又は当該届出に係る第一号の厚生労働大臣が

定める者のうち法人でないもの（当該廃止について相当の理由がある者を除

く。）の開設した介護老人保健施設の管理者であった者で、当該届出の日から

起算して五年を経過しないものであるとき。 

九 申請者が、許可の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

十 申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から前号までのいずれかに該

当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者が、第一号の厚生労働大臣が定める者のうち法人でないもので、そ

の事業所を管理する者その他の政令で定める使用人のうちに第四号から第九号

までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

４ 都道府県知事は、営利を目的として、介護老人保健施設を開設しようとする者

に対しては、第一項の許可を与えないことができる。 

５ 都道府県知事は、第一項の許可又は第二項の許可（入所定員の増加に係るもの

に限る。以下この項及び次項において同じ。）の申請があった場合において、当

該申請に係る施設の所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当

該都道府県が定める区域とする。）における介護老人保健施設の入所定員の総数

が、同条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計

画において定めるその区域の介護老人保健施設の必要入所定員総数に既に達して

いるか、又は当該申請に係る施設の開設若しくは入所定員の増加によってこれを

超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険事業支援計画の

達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第一項の許可又は第二項の許
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可を与えないことができる。 

６ 都道府県知事は、第一項の許可又は第二項の許可をしようとするときは、関係

市町村長に対し、厚生労働省令で定める事項を通知し、相当の期間を指定して、

当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画との調整

を図る見地からの意見を求めなければならない。 

（許可の更新） 

第九十四条の二 前条第一項の許可は、六年ごとにその更新を受けなければ、その

期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「許

可の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないと

きは、従前の許可は、許可の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、許可の更新がされたときは、その許可の有効期間は、従

前の許可の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の許可の更新について準用する。 

（介護老人保健施設の管理） 

第九十五条 介護老人保健施設の開設者は、都道府県知事の承認を受けた医師に当

該介護老人保健施設を管理させなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、介護老人保健施設の開設者は、都道府県知事の承認

を受け、医師以外の者に当該介護老人保健施設を管理させることができる。 

（介護老人保健施設の基準） 

第九十六条 介護老人保健施設の開設者は、次条第三項に規定する介護老人保健施

設の設備及び運営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に応じて適切な

介護保健施設サービスを提供するとともに、自らその提供する介護保健施設サー

ビスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常に介護保健施設サ

ービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように努めなければならない。 

２ 介護老人保健施設の開設者は、介護保健施設サービスを受けようとする被保険

者から提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該
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認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該介護保健施設サービスを提供す

るように努めなければならない。 

第九十七条 介護老人保健施設は、厚生労働省令で定めるところにより、療養室、

診察室、機能訓練室、談話室その他厚生労働省令で定める施設を有しなければな

らない。 

２ 介護老人保健施設は、厚生労働省令で定める員数の医師、看護師、介護支援専

門員及び介護その他の業務に従事する従業者を有しなければならない。 

３ 前二項に規定するもののほか、介護老人保健施設の設備及び運営に関する基準

は、厚生労働大臣が定める。 

４ 厚生労働大臣は、前項に規定する介護老人保健施設の設備及び運営に関する基

準（介護保健施設サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとすると

きは、あらかじめ社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 介護老人保健施設の開設者は、第九十九条第二項の規定による廃止又は休止の

届出をしたときは、当該届出の日の前日に当該介護保健施設サービスを受けてい

た者であって、当該廃止又は休止の日以後においても引き続き当該介護保健施設

サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居宅サービス等

が継続的に提供されるよう、他の介護老人保健施設の開設者その他関係者との連

絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

６ 介護老人保健施設の開設者は、要介護者の人格を尊重するとともに、この法律

又はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂行しな

ければならない。 

（広告制限） 

第九十八条 介護老人保健施設に関しては、文書その他いかなる方法によるを問わ

ず、何人も次に掲げる事項を除くほか、これを広告してはならない。 

一 介護老人保健施設の名称、電話番号及び所在の場所を表示する事項 

二 介護老人保健施設に勤務する医師及び看護師の氏名 

三 前二号に掲げる事項のほか、厚生労働大臣の定める事項 

四 その他都道府県知事の許可を受けた事項 
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２ 厚生労働大臣は、前項第三号に掲げる事項の広告の方法について、厚生労働省

令で定めるところにより、必要な定めをすることができる。 

（変更の届出等） 

第九十九条 介護老人保健施設の開設者は、第九十四条第二項の規定による許可に

係る事項を除き、当該介護老人保健施設の開設者の住所その他の厚生労働省令で

定める事項に変更があったとき、又は休止した当該介護老人保健施設を再開した

ときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日以内に、その旨を都道府県知

事に届け出なければならない。 

２ 介護老人保健施設の開設者は、当該介護老人保健施設を廃止し、又は休止しよ

うとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の

一月前までに、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（都道府県知事等による連絡調整又は援助） 

第九十九条の二 都道府県知事又は市町村長は、介護老人保健施設の開設者による

第九十七条第五項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認め

るときは、当該介護老人保健施設の開設者及び他の介護老人保健施設の開設者そ

の他の関係者相互間の連絡調整又は当該介護老人保健施設の開設者及び当該関係

者に対する助言その他の援助を行うことができる。 

２ 厚生労働大臣は、同一の介護老人保健施設の開設者について二以上の都道府県

知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該介護老人保

健施設の開設者による第九十七条第五項に規定する便宜の提供が円滑に行われる

ため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又は当該介

護老人保健施設の開設者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地からの助

言その他の援助を行うことができる。 

（報告等） 

第百条 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、介護老人保健

施設の開設者、介護老人保健施設の管理者若しくは医師その他の従業者（以下「介

護老人保健施設の開設者等」という。）に対し報告若しくは診療録その他の帳簿

書類の提出若しくは提示を命じ、介護老人保健施設の開設者等に対し出頭を求め、
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又は当該職員に、介護老人保健施設の開設者等に対して質問させ、若しくは介護

老人保健施設、介護老人保健施設の開設者の事務所その他介護老人保健施設の運

営に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物

件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は立入検査について、同

条第四項の規定は、前項の規定による権限について準用する。 

３ 第一項の規定により、介護老人保健施設の開設者等に対し報告若しくは提出若

しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に介護老人保健施設の開

設者等に対し質問させ、若しくは介護老人保健施設に立入検査をさせた市町村長

は、当該介護老人保健施設につき次条、第百二条、第百三条第三項又は第百四条

第一項の規定による処分が行われる必要があると認めるときは、理由を付して、

その旨を都道府県知事に通知しなければならない。 

（設備の使用制限等） 

第百一条 都道府県知事は、介護老人保健施設が、第九十七条第一項に規定する施

設を有しなくなったとき、又は同条第三項に規定する介護老人保健施設の設備及

び運営に関する基準（設備に関する部分に限る。）に適合しなくなったときは、

当該介護老人保健施設の開設者に対し、期間を定めて、その全部若しくは一部の

使用を制限し、若しくは禁止し、又は期限を定めて、修繕若しくは改築を命ずる

ことができる。 

（変更命令） 

第百二条 都道府県知事は、介護老人保健施設の管理者が介護老人保健施設の管理

者として不適当であると認めるときは、当該介護老人保健施設の開設者に対し、

期限を定めて、介護老人保健施設の管理者の変更を命ずることができる。 

２ 厚生労働大臣は、前項に規定する都道府県知事の権限に属する事務について、

介護老人保健施設に入所している者の生命又は身体の安全を確保するため緊急の

必要があると認めるときは、都道府県知事に対し同項の事務を行うことを指示す

ることができる。 

（業務運営の勧告、命令等） 
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第百三条 都道府県知事は、介護老人保健施設が、次の各号に掲げる場合に該当す

ると認めるときは、当該介護老人保健施設の開設者に対し、期限を定めて、それ

ぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 

一 その業務に従事する従業者の人員について第九十七条第二項の厚生労働省令

で定める員数を満たしていない場合 当該厚生労働省令で定める員数を満たす

こと。 

二 第九十七条第三項に規定する介護老人保健施設の設備及び運営に関する基準

（運営に関する部分に限る。）に適合していない場合 当該介護老人保健施設

の設備及び運営に関する基準に適合すること。 

三 第九十七条第五項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便

宜の提供を適正に行うこと。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け

た介護老人保健施設の開設者が、同項の期限内にこれに従わなかったときは、そ

の旨を公表することができる。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた介護老人保健施設の開設者

が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介護老

人保健施設の開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきこと

を命じ、又は期間を定めて、その業務の停止を命ずることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示

しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る介護保健施設サービスを行った介護老人保健施設に

ついて、第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、その旨

を当該介護老人保健施設の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。 

（許可の取消し等） 

第百四条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該

介護老人保健施設に係る第九十四条第一項の許可を取り消し、又は期間を定めて

その許可の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 介護老人保健施設の開設者が、第九十四条第一項の許可を受けた後正当の理
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由がないのに、六月以上その業務を開始しないとき。 

二 介護老人保健施設が、第九十四条第三項第四号、第五号、第十号（第五号の

二に該当する者のあるものであるときを除く。）又は第十一号（第五号の二に

該当する者のあるものであるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったと

き。 

三 介護老人保健施設の開設者が、第九十七条第六項に規定する義務に違反した

と認められるとき。 

四 介護老人保健施設の開設者に犯罪又は医事に関する不正行為があったとき。 

五 第二十八条第五項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査

の結果について虚偽の報告をしたとき。 

六 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

七 介護老人保健施設の開設者等が、第百条第一項の規定により報告又は診療録

その他の帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の

報告をしたとき。 

八 介護老人保健施設の開設者等が、第百条第一項の規定により出頭を求められ

てこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答

弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。た

だし、当該介護老人保健施設の従業者がその行為をした場合において、その行

為を防止するため、当該介護老人保健施設の開設者又は当該介護老人保健施設

の管理者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

九 前各号に掲げる場合のほか、介護老人保健施設の開設者が、この法律その他

国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法

律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、介護老人保健施設の開設者が、居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十一 介護老人保健施設の開設者が法人である場合において、その役員又は当該

介護老人保健施設の管理者のうちに許可の取消し又は許可の全部若しくは一部

の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は
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著しく不当な行為をした者があるとき。 

十二 介護老人保健施設の開設者が第九十四条第三項第一号の厚生労働大臣が定

める者のうち法人でないものである場合において、その管理者が許可の取消し

又は許可の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居

宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

２ 市町村は、第二十八条第五項の規定により委託した調査又は保険給付に係る介

護保健施設サービスを行った介護老人保健施設について、前項各号のいずれかに

該当すると認めるときは、その旨を当該介護老人保健施設の所在地の都道府県知

事に通知しなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、第一項に規定する都道府県知事の権限に属する事務について、

介護老人保健施設に入所している者の生命又は身体の安全を確保するため緊急の

必要があると認めるときは、都道府県知事に対し同項の事務を行うことを指示す

ることができる。 

（公示） 

第百四条の二 都道府県知事は、次に掲げる場合には、当該介護老人保健施設の開

設者の名称又は氏名、当該介護老人保健施設の所在地その他の厚生労働省令で定

める事項を公示しなければならない。 

一 第九十四条第一項の規定による許可をしたとき。 

二 第九十九条第二項の規定による廃止の届出があったとき。 

三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第九十四条第一項の

許可を取り消し、又は許可の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

（医療法の準用） 

第百五条 医療法第九条第二項の規定は、介護老人保健施設の開設者について、同

法第十五条第一項及び第三項の規定は、介護老人保健施設の管理者について、同

法第三十条の規定は、第百一条から第百四条までの規定に基づく処分について準

用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で

定める。 

（医療法との関係等） 
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第百六条 介護老人保健施設は、医療法にいう病院又は診療所ではない。ただし、

医療法及びこれに基づく命令以外の法令の規定（健康保険法、国民健康保険法そ

の他の法令の政令で定める規定を除く。）において「病院」又は「診療所」とあ

るのは、介護老人保健施設（政令で定める法令の規定にあっては、政令で定める

ものを除く。）を含むものとする。 

第三款 指定介護療養型医療施設 

（指定介護療養型医療施設の指定） 

第百七条 第四十八条第一項第三号の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、

療養病床等を有する病院又は診療所（以下この条及び第二百三条第二項において

「療養病床病院等」という。）であって、その開設者の申請があったものについ

て行う。 

２ 前項の申請は、第四十八条第一項第三号の指定に係る療養病床等の入所定員を

定めてするものとする。 

３ 都道府県知事は、第一項の申請があった場合において、当該療養病床病院等が

次の各号のいずれかに該当するときは、第四十八条第一項第三号の指定をしては

ならない。 

一 第百十条第一項に規定する人員を有しないとき。 

二 第百十条第二項に規定する指定介護療養型医療施設の設備及び運営に関する

基準に従って適正な介護療養型医療施設の運営をすることができないと認めら

れるとき。 

三 当該療養病床病院等の開設者が、禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

四 当該療養病床病院等の開設者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福

祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執

行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

四の二 当該療養病床病院等の開設者が、労働に関する法律の規定であって政令

で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなるまでの者であるとき。 
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四の三 当該療養病床病院等の開設者が、保険料等について、当該申請をした日

の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、

当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を

受けた日以降に納期限の到来した保険料等のすべてを引き続き滞納している者

であるとき。 

五 当該療養病床病院等の開設者が、第百十四条第一項又は第百十五条の三十五

第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経

過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取

消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以

内に当該法人の役員又はその開設した療養病床病院等の管理者であった者で当

該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消さ

れた者が法人でない療養病床病院等である場合においては、当該通知があった

日前六十日以内に当該療養病床病院等の管理者であった者で当該取消しの日か

ら起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の

取消しが、指定介護療養型医療施設の指定の取消しのうち当該指定の取消しの

処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護療

養型医療施設の開設者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他

の当該事実に関して当該指定介護療養型医療施設の開設者が有していた責任の

程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととする

ことが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当す

る場合を除く。 

六 当該療養病床病院等の開設者が、第百十四条第一項又は第百十五条の三十五

第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定によ

る通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日ま

での間に第百十三条の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退につい

て相当の理由がある者を除く。）で、当該指定の辞退の日から起算して五年を

経過しないものであるとき。 

六の二 当該療養病床病院等の開設者が、第百十二条第一項の規定による検査が
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行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十四条第一項の

規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見

込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該療養

病床病院等の開設者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知し

た場合における当該特定の日をいう。）までの間に第百十三条の規定による指

定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、

当該指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

七 第六号に規定する期間内に第百十三条の規定による指定の辞退があった場合

において、当該療養病床病院等の開設者が、同号の通知の日前六十日以内に当

該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除

く。）の役員若しくはその開設した療養病床病院等の管理者又は当該指定の辞

退に係る法人でない療養病床病院等（当該指定の辞退について相当の理由があ

るものを除く。）の管理者であった者で、当該指定の辞退の日から起算して五

年を経過しないものであるとき。 

八 当該療養病床病院等の開設者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に

関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

九 当該療養病床病院等の開設者が、法人で、その役員又は当該療養病床病院等

の管理者のうちに第三号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであ

るとき。 

十 当該療養病床病院等の開設者が、法人でない療養病床病院等で、その管理者

が第三号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。 

４ 都道府県知事は、第一項の申請があった場合において、当該申請に係る施設の

所在地を含む区域（第百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める

区域とする。）における指定介護療養型医療施設の療養病床等に係る入所定員の

総数が、同条第一項の規定により当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支

援計画において定めるその区域の指定介護療養型医療施設の療養病床等に係る必

要入所定員総数に既に達しているか、又は当該申請に係る施設の指定によってこ

れを超えることになると認めるとき、その他の当該都道府県介護保険事業支援計
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画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第四十八条第一項第三号

の指定をしないことができる。 

５ 都道府県知事は、第四十八条第一項第三号の指定をしようとするときは、関係

市町村長に対し、厚生労働省令で定める事項を通知し、相当の期間を指定して、

当該関係市町村の第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画との調整

を図る見地からの意見を求めなければならない。 

（平二三法七二・平二九法五二・一部改正） 

（指定の更新） 

第百七条の二 第四十八条第一項第三号の指定は、六年ごとにその更新を受けなけ

れば、その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この条において「指

定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないと

きは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間は、

なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従

前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

４ 前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。 

（指定の変更） 

第百八条 指定介護療養型医療施設の開設者は、第四十八条第一項第三号の指定に

係る療養病床等の入所定員を増加しようとするときは、あらかじめ、厚生労働省

令で定めるところにより、当該指定介護療養型医療施設に係る同号の指定の変更

を申請することができる。 

２ 第百七条第四項の規定は、前項の指定の変更の申請があった場合について準用

する。この場合において、同条第四項中「指定をしない」とあるのは、「指定の

変更を拒む」と読み替えるものとする。 

（指定介護療養型医療施設の基準） 

第百九条 指定介護療養型医療施設の開設者は、次条第二項に規定する指定介護療

養型医療施設の設備及び運営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等に応
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じて適切な指定介護療養施設サービスを提供するとともに、自らその提供する指

定介護療養施設サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより

常に指定介護療養施設サービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように

努めなければならない。 

２ 指定介護療養型医療施設の開設者は、指定介護療養施設サービスを受けようと

する被保険者から提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されていると

きは、当該認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定介護療養施設サ

ービスを提供するように努めなければならない。 

第百十条 指定介護療養型医療施設は、都道府県の条例で定める員数の介護支援専

門員その他の指定介護療養施設サービスに従事する従業者を有しなければならな

い。 

２ 前項に規定するもののほか、指定介護療養型医療施設の設備及び運営に関する

基準は、都道府県の条例で定める。 

３ 都道府県が前二項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については厚

生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生労

働省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 指定介護療養施設サービスに従事する従業者及びその員数 

二 指定介護療養型医療施設に係る病室の床面積 

三 指定介護療養型医療施設の運営に関する事項であって、入院する要介護者の

サービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に

関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

４ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定介護療養施

設サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじ

め社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 指定介護療養型医療施設の開設者は、第百十三条の規定による指定の辞退をす

るときは、同条に規定する予告期間の開始日の前日に当該指定介護療養施設サー

ビスを受けていた者であって、当該指定の辞退の日以後においても引き続き当該

指定介護療養施設サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要
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な居宅サービス等が継続的に提供されるよう、他の指定介護療養型医療施設の開

設者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

６ 指定介護療養型医療施設の開設者は、要介護者の人格を尊重するとともに、こ

の法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要介護者のため忠実にその職務を遂

行しなければならない。 

（平二三法三七・一部改正） 

（変更の届出） 

第百十一条 指定介護療養型医療施設の開設者は、開設者の住所その他の厚生労働

省令で定める事項に変更があったときは、厚生労働省令で定めるところにより、

十日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（都道府県知事等による連絡調整又は援助） 

第百十一条の二 都道府県知事又は市町村長は、指定介護療養型医療施設の開設者

による第百十条第五項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると

認めるときは、当該指定介護療養型医療施設の開設者及び他の指定介護療養型医

療施設の開設者その他の関係者相互間の連絡調整又は当該指定介護療養型医療施

設の開設者及び当該関係者に対する助言その他の援助を行うことができる。 

２ 厚生労働大臣は、同一の指定介護療養型医療施設の開設者について二以上の都

道府県知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定

介護療養型医療施設の開設者による第百十条第五項に規定する便宜の提供が円滑

に行われるため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整

又は当該指定介護療養型医療施設の開設者に対する都道府県の区域を超えた広域

的な見地からの助言その他の援助を行うことができる。 

（平二三法三七・一部改正） 

（報告等） 

第百十二条 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定介護

療養型医療施設若しくは指定介護療養型医療施設の開設者若しくは管理者、医師

その他の従業者であった者（以下この項において「開設者であった者等」という。）

に対し、報告若しくは診療録その他の帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定
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介護療養型医療施設の開設者若しくは管理者、医師その他の従業者若しくは開設

者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若

しくは指定介護療養型医療施設、指定介護療養型医療施設の開設者の事務所その

他指定介護療養型医療施設の運営に関係のある場所に立ち入り、その設備若しく

は診療録、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第

四項の規定は、前項の規定による権限について準用する。 

（指定の辞退） 

第百十三条 指定介護療養型医療施設は、一月以上の予告期間を設けて、その指定

を辞退することができる。 

（勧告、命令等） 

第百十三条の二 都道府県知事は、指定介護療養型医療施設が、次の各号に掲げる

場合に該当すると認めるときは、当該指定介護療養型医療施設の開設者に対し、

期限を定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することが

できる。 

一 その行う指定介護療養施設サービスに従事する従業者の人員について第百十

条第一項の都道府県の条例で定める員数を満たしていない場合 当該都道府県

の条例で定める員数を満たすこと。 

二 第百十条第二項に規定する指定介護療養型医療施設の設備及び運営に関する

基準に従って適正な指定介護療養型医療施設の運営をしていない場合 当該指

定介護療養型医療施設の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定介護療

養型医療施設の運営をすること。 

三 第百十条第五項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便宜

の提供を適正に行うこと。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け

た指定介護療養型医療施設の開設者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、

その旨を公表することができる。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定介護療養型医療施設の
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開設者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該

指定介護療養型医療施設の開設者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置を

とるべきことを命ずることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示

しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る指定介護療養施設サービスを行った指定介護療養型

医療施設について、第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるとき

は、その旨を当該指定介護療養型医療施設の所在地の都道府県知事に通知しなけ

ればならない。 

（平二三法三七・一部改正） 

（指定の取消し等） 

第百十四条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当

該指定介護療養型医療施設に係る第四十八条第一項第三号の指定を取り消し、又

は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 指定介護療養型医療施設が、第百七条第三項第三号から第四号の二まで、第

九号（第四号の三に該当する者のあるものであるときを除く。）又は第十号（第

四号の三に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったと

き。 

二 指定介護療養型医療施設が、その行う指定介護療養施設サービスに従事する

従業者の人員について、第百十条第一項の都道府県の条例で定める員数を満た

すことができなくなったとき。 

三 指定介護療養型医療施設が、第百十条第二項に規定する指定介護療養型医療

施設の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定介護療養型医療施設の運

営をすることができなくなったとき。 

四 指定介護療養型医療施設の開設者が、第百十条第六項に規定する義務に違反

したと認められるとき。 

五 第二十八条第五項の規定により調査の委託を受けた場合において、当該調査

の結果について虚偽の報告をしたとき。 
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六 施設介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

七 指定介護療養型医療施設が、第百十二条第一項の規定により報告又は診療録

その他の帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の

報告をしたとき。 

八 指定介護療養型医療施設の開設者又は管理者、医師その他の従業者が、第百

十二条第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による

質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査

を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定介護療養型医療施設

の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定

介護療養型医療施設の開設者又は管理者が相当の注意及び監督を尽くしたとき

を除く。 

九 指定介護療養型医療施設の開設者が、不正の手段により第四十八条第一項第

三号の指定を受けたとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護療養型医療施設の開設者が、この法律

その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれ

らの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定介護療養型医療施設の開設者が、居宅サ

ービス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十二 指定介護療養型医療施設の開設者が法人である場合において、その役員又

は当該指定介護療養型医療施設の管理者のうちに指定の取消し又は指定の全部

若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に

関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

十三 指定介護療養型医療施設の開設者が法人でない療養病床病院等である場合

において、その管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停

止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当

な行為をした者であるとき。 

２ 市町村は、保険給付に係る指定介護療養施設サービス又は第二十八条第五項の

規定により委託した調査を行った指定介護療養型医療施設について、前項各号の
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いずれかに該当すると認めるときは、その旨を当該指定介護療養型医療施設の所

在地の都道府県知事に通知しなければならない。 

（平二三法三七・平二三法七二・一部改正） 

（公示） 

第百十五条 都道府県知事は、次に掲げる場合には、当該指定介護療養型医療施設

の開設者の名称又は氏名、当該指定介護療養型医療施設の所在地その他の厚生労

働省令で定める事項を公示しなければならない。 

一 第四十八条第一項第三号の指定をしたとき。 

二 第百十三条の規定による第四十八条第一項第三号の指定の辞退があったとき。 

三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第四十八条第一項第

三号の指定を取り消し、又は指定の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

第六節 指定介護予防サービス事業者 

（指定介護予防サービス事業者の指定） 

第百十五条の二 第五十三条第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところに

より、介護予防サービス事業を行う者の申請により、介護予防サービスの種類及

び当該介護予防サービスの種類に係る介護予防サービス事業を行う事業所（以下

この節において「事業所」という。）ごとに行う。 

２ 都道府県知事は、前項の申請があった場合において、第一号から第三号まで、

第五号から第七号の二まで、第九号又は第十号（病院等により行われる介護予防

居宅療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる介護予防訪問看護、介

護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション若しくは介護

予防短期入所療養介護に係る指定の申請にあっては、第二号から第六号まで又は

第七号から第十一号まで）のいずれかに該当するときは、第五十三条第一項本文

の指定をしてはならない。 

一 申請者が法人でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の

四第一項の厚生労働省令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める員数を

満たしていないとき。 
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三 申請者が、第百十五条の四第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの

事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護予防サービス事業の運営

をすることができないと認められるとき。 

四 申請者が、禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなるまでの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義

務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日か

ら正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限

の到来した保険料等のすべてを引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、

第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（介護

予防特定施設入居者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消し

の日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人であ

る場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による

通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日

から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人

でない病院等である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該

病院等の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないも

のを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービ

ス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及

び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業

務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介

護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定

する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるもの
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として厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の二 申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（介

護予防特定施設入居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消

しの日から起算して五年を経過しない者（当該取消しの処分に係る行政手続法

第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該申請者の役員等であ

った者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）である

とき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取

消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を

防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備に

ついての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業

者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに

該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令

で定めるものに該当する場合を除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の九第一項又は第百十五

条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算し

て五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サ

ービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事

実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者によ

る業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指

定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に

規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められる

ものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

七 申請者が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定によ

る指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日

から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五

条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止につい

て相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過し
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ないものであるとき。 

七の二 申請者が、第百十五条の七第一項の規定による検査が行われた日から聴

聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十五条の九第一項の規定による指

定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日と

して厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査

が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日を

いう。）までの間に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をし

た者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の

日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

八 第七号に規定する期間内に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の

届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届

出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役

員等又は当該届出に係る法人でない病院等（当該事業の廃止について相当の理

由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五

年を経過しないものであるとき。 

九 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

十 申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第七号か

ら前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十一 申請者が、法人でない病院等で、その管理者が第四号から第六号まで又は

第七号から第九号までのいずれかに該当する者であるとき。 

（指定介護予防サービスの事業の基準） 

第百十五条の三 指定介護予防サービス事業者は、次条第二項に規定する指定介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定

介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従い、要支援者の心身の

状況等に応じて適切な指定介護予防サービスを提供するとともに、自らその提供

する指定介護予防サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることによ

り常に指定介護予防サービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように努
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めなければならない。 

２ 指定介護予防サービス事業者は、指定介護予防サービスを受けようとする被保

険者から提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当

該認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定介護予防サービスを提供

するように努めなければならない。 

第百十五条の四 指定介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、

厚生労働省令で定める基準に従い厚生労働省令で定める員数の当該指定介護予防

サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準及び指定介護予防サービスの事業の設備及び運営

に関する基準は、厚生労働大臣が定める。 

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準及び指定介護予防サービスの事業の設備及び

運営に関する基準（指定介護予防サービスの取扱いに関する部分に限る。）を定

めようとするときは、あらかじめ社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 指定介護予防サービス事業者は、次条第二項の規定による事業の廃止又は休止

の届出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該指定介護予防サービスを受

けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該

指定介護予防サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居

宅サービス等が継続的に提供されるよう、指定介護予防支援事業者、他の指定介

護予防サービス事業者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなけ

ればならない。 

５ 指定介護予防サービス事業者は、要支援者の人格を尊重するとともに、この法

律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要支援者のため忠実にその職務を遂行し

なければならない。 

（変更の届出等） 

第百十五条の五 指定介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及

び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当
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該指定介護予防サービスの事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところ

により、十日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 指定介護予防サービス事業者は、当該指定介護予防サービスの事業を廃止し、

又は休止しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又

は休止の日の一月前までに、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

（都道府県知事等による連絡調整又は援助） 

第百十五条の六 都道府県知事又は市町村長は、指定介護予防サービス事業者によ

る第百十五条の四第四項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要がある

と認めるときは、当該指定介護予防サービス事業者及び指定介護予防支援事業者、

他の指定介護予防サービス事業者その他の関係者相互間の連絡調整又は当該指定

介護予防サービス事業者及び当該関係者に対する助言その他の援助を行うことが

できる。 

２ 厚生労働大臣は、同一の指定介護予防サービス事業者について二以上の都道府

県知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定介護

予防サービス事業者による第百十五条の四第四項に規定する便宜の提供が円滑に

行われるため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又

は当該指定介護予防サービス事業者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見

地からの助言その他の援助を行うことができる。 

（報告等） 

第百十五条の七 都道府県知事又は市町村長は、介護予防サービス費の支給に関し

て必要があると認めるときは、指定介護予防サービス事業者若しくは指定介護予

防サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者

（以下この項において「指定介護予防サービス事業者であった者等」という。）

に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定介護予防サービ

ス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定介護予防サービス

事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、

若しくは当該指定介護予防サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その

他指定介護予防サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは
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帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（勧告、命令等） 

第百十五条の八 都道府県知事は、指定介護予防サービス事業者が、次の各号に掲

げる場合に該当すると認めるときは、当該指定介護予防サービス事業者に対し、

期限を定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することが

できる。 

一 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第百十

五条の四第一項の厚生労働省令で定める基準又は同項の厚生労働省令で定める

員数を満たしていない場合 当該厚生労働省令で定める基準又は当該厚生労働

省令で定める員数を満たすこと。 

二 第百十五条の四第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備

及び運営に関する基準に従って適正な指定介護予防サービスの事業の運営をし

ていない場合 当該指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関す

る基準に従って適正な指定介護予防サービスの事業の運営をすること。 

三 第百十五条の四第四項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当

該便宜の提供を適正に行うこと。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受け

た指定介護予防サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、そ

の旨を公表することができる。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定介護予防サービス事業

者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定

介護予防サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示
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しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る指定介護予防サービスを行った指定介護予防サービ

ス事業者について、第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるとき

は、その旨を当該指定に係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければな

らない。 

（指定の取消し等） 

第百十五条の九 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、

当該指定介護予防サービス事業者に係る第五十三条第一項本文の指定を取り消し、

又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の二第二項第四号、第五号、第

十号（第五号の二に該当する者のあるものであるときを除く。）又は第十一号

（第五号の二に該当する者であるときを除く。）のいずれかに該当するに至っ

たとき。 

二 指定介護予防サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若し

くは技能又は人員について、第百十五条の四第一項の厚生労働省令で定める基

準又は同項の厚生労働省令で定める員数を満たすことができなくなったとき。 

三 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の四第二項に規定する指定介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指

定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護予

防サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。 

四 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の四第五項に規定する義務に違

反したと認められるとき。 

五 介護予防サービス費の請求に関し不正があったとき。 

六 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の七第一項の規定により報告又

は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告を

したとき。 

七 指定介護予防サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第百十

五条の七第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定によ
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る質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検

査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従

業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定介護

予防サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

八 指定介護予防サービス事業者が、不正の手段により第五十三条第一項本文の

指定を受けたとき。 

九 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防サービス事業者が、この法律その

他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの

法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防サービス事業者が、居宅サービス

等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十一 指定介護予防サービス事業者が法人である場合において、その役員等のう

ちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとすると

き前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があ

るとき。 

十二 指定介護予防サービス事業者が法人でない病院等である場合において、そ

の管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようと

するとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした

者であるとき。 

２ 市町村は、保険給付に係る指定介護予防サービスを行った指定介護予防サービ

ス事業者について、前項各号のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を当

該指定に係る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。 

（公示） 

第百十五条の十 都道府県知事は、次に掲げる場合には、当該指定介護予防サービ

ス事業者の名称又は氏名、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚生労働省令

で定める事項を公示しなければならない。 

一 第五十三条第一項本文の指定をしたとき。 

二 第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 
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三 前条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により第五十三条第一項本

文の指定を取り消し、又は指定の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

（準用） 

第百十五条の十一 第七十条の二から第七十二条までの規定は、第五十三条第一項

本文の指定について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

第七節 指定地域密着型介護予防サービス事業者 

（指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定） 

第百十五条の十二 第五十四条の二第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めると

ころにより、地域密着型介護予防サービス事業を行う者の申請により、地域密着

型介護予防サービスの種類及び当該地域密着型介護予防サービスの種類に係る地

域密着型介護予防サービス事業を行う事業所（以下この節において「事業所」と

いう。）ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村の行う介護

保険の被保険者に対する地域密着型介護予防サービス費及び特例地域密着型介護

予防サービス費の支給について、その効力を有する。 

２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、第五十四条の二第一項本文の指定をしてはならない。 

一 申請者が法人でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の

十四第一項の厚生労働省令で定める基準若しくは同項の厚生労働省令で定める

員数又は同条第四項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従

業者に関する基準を満たしていないとき。 

三 申請者が、第百十五条の十四第二項又は第四項に規定する指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は

指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って

適正な地域密着型介護予防サービス事業の運営をすることができないと認めら

れるとき。 

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所
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在地の市町村長の同意を得ていないとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

五の二 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義

務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日か

ら正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限

の到来した保険料等のすべてを引き続き滞納している者であるとき。 

六 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（介

護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取

消しの日から起算して五年を経過しない者であるとき。ただし、当該指定の取

消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指

定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当

該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備について

の取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス

事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消

しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働

省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により

指定（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、

その取消しの日から起算して五年を経過しない者であるとき。ただし、当該指

定の取消しが、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち

当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するた

めの当該指定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備に

ついての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定
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の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚

生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

六の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の十九（第二号から第五

号までを除く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算し

て五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型

介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由

となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護予

防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当

該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有していた責任

の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととす

ることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当

する場合を除く。 

七 申請者が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定によ

る指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日

から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五

条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止につ

いて相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過

しないものであるとき。 

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

九 申請者の役員等のうちに次のイからニまで又はヘ（介護予防認知症対応型共

同生活介護に係る指定の申請者の役員等にあっては、次のイからハまで、ホ又

はヘ）のいずれかに該当する者があるとき。 

イ 禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなるまでの者 

ロ 第五号又は前号に該当する者 

ハ 保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法

律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理
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由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来し

た保険料等のすべてを引き続き滞納している者 

ニ 第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（介

護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定を除く。）を取り消された法人

において、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知が

あった日前六十日以内にその役員等であった者で当該取消しの日から起算し

て五年を経過しないもの 

ホ 第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（介

護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消された法人

において、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知が

あった日前六十日以内にその役員等であった者で当該取消しの日から起算し

て五年を経過しないもの 

ヘ 第七号に規定する期間内に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃

止の届出をした法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除

く。）において、同号の通知の日前六十日以内にその役員等であった者で当

該届出の日から起算して五年を経過しないもの 

３ 市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当

するときは、第五十四条の二第一項本文の指定をしないことができる。 

一 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、第百十五条の十九第二号から第五号までの規定により指定（介護予防認知

症対応型共同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日か

ら起算して五年を経過しない者であるとき。 

一の二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、第百十五条の十九第二号から第五号までの規定により指定（介護予

防認知症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消し

の日から起算して五年を経過しない者であるとき。 

一の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の十九第二号から第五号

までの規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過
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していないとき。 

二 申請者が、第百十五条の十九第二号から第五号までの規定による指定の取消

しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分

をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五条の十五第二

項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理

由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないもので

あるとき。 

二の二 申請者が、第百十五条の十七第一項の規定による検査が行われた日から

聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十五条の十九の規定による指定

の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日とし

て厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行わ

れた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）

までの間に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者

（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日か

ら起算して五年を経過しないものであるとき。 

三 申請者の役員等のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。 

イ 第百十五条の十九第二号から第五号までの規定により指定を取り消された

法人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通

知があった日前六十日以内にその役員等であった者で当該取消しの日から起

算して五年を経過しないもの 

ロ 第二号に規定する期間内に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃

止の届出をした法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除

く。）において、同号の通知の日前六十日以内にその役員等であった者で当

該届出の日から起算して五年を経過しないもの 

４ 市町村長は、第五十四条の二第一項本文の指定を行おうとするときは、あらか

じめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させる

ために必要な措置を講じなければならない。 

５ 市町村長は、第五十四条の二第一項本文の指定を行うに当たって、当該事業の
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適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業の基準） 

第百十五条の十三 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、次条第二項又は第

四項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及

び運営に関する基準に従い、要支援者の心身の状況等に応じて適切な指定地域密

着型介護予防サービスを提供するとともに、自らその提供する指定地域密着型介

護予防サービスの質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常に指定

地域密着型介護予防サービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように努

めなければならない。 

２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サービス

を受けようとする被保険者から提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載

されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定地

域密着型介護予防サービスを提供するように努めなければならない。 

第百十五条の十四 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事

業所ごとに、厚生労働省令で定める基準に従い厚生労働省令で定める員数の当該

指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービス

の事業の設備及び運営に関する基準は、厚生労働大臣が定める。 

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サー

ビスの事業の設備及び運営に関する基準（指定地域密着型介護予防サービスの取

扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審議

会の意見を聴かなければならない。 

４ 市町村は、第一項及び第二項の規定にかかわらず、厚生労働省令で定める範囲

内で、これらの規定に定める基準に代えて、当該市町村における指定地域密着型

介護予防サービスに従事する従業者に関する基準並びに指定地域密着型介護予防
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サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域

密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準を定めることができ

る。 

５ 市町村は、前項の当該市町村における指定地域密着型介護予防サービスに従事

する従業者に関する基準並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービス

の事業の設備及び運営に関する基準を定めようとするときは、あらかじめ、当該

市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させ、及び学識経

験を有する者の知見の活用を図るために必要な措置を講じなければならない。 

６ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、次条第二項の規定による事業の廃

止又は休止の届出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該指定地域密着型

介護予防サービスを受けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後に

おいても引き続き当該指定地域密着型介護予防サービスに相当するサービスの提

供を希望する者に対し、必要な居宅サービス等が継続的に提供されるよう、指定

介護予防支援事業者、他の指定地域密着型介護予防サービス事業者その他関係者

との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

７ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、要支援者の人格を尊重するととも

に、この法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、要支援者のため忠実にその職

務を遂行しなければならない。 

（変更の届出等） 

第百十五条の十五 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事

業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又

は休止した当該指定地域密着型介護予防サービスの事業を再開したときは、厚生

労働省令で定めるところにより、十日以内に、その旨を市町村長に届け出なけれ

ばならない。 

２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定地域密着型介護予防サー

ビスの事業を廃止し、又は休止しようとするときは、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、その廃止又は休止の日の一月前までに、その旨を市町村長に届け出な
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ければならない。 

（市町村長等による連絡調整又は援助） 

第百十五条の十六 市町村長は、指定地域密着型介護予防サービス事業者による第

百十五条の十四第六項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると

認めるときは、当該指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定介護予防支

援事業者、他の指定地域密着型介護予防サービス事業者その他の関係者相互間の

連絡調整又は当該指定地域密着型介護予防サービス事業者及び当該関係者に対す

る助言その他の援助を行うことができる。 

２ 都道府県知事は、同一の指定地域密着型介護予防サービス事業者について二以

上の市町村長が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指

定地域密着型介護予防サービス事業者による第百十五条の十四第六項に規定する

便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認めるときは、当該市町村長相互

間の連絡調整又は当該指定地域密着型介護予防サービス事業者に対する市町村の

区域を超えた広域的な見地からの助言その他の援助を行うことができる。 

３ 厚生労働大臣は、同一の指定地域密着型介護予防サービス事業者について二以

上の都道府県知事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当

該指定地域密着型介護予防サービス事業者による第百十五条の十四第六項に規定

する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認めるときは、当該都道府県

知事相互間の連絡調整又は当該指定地域密着型介護予防サービス事業者に対する

都道府県の区域を超えた広域的な見地からの助言その他の援助を行うことができ

る。 

（報告等） 

第百十五条の十七 市町村長は、地域密着型介護予防サービス費の支給に関して必

要があると認めるときは、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは指定

地域密着型介護予防サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の

従業者であった者（以下この項において「指定地域密着型介護予防サービス事業

者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示

を命じ、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所
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の従業者若しくは指定地域密着型介護予防サービス事業者であった者等に対し出

頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定地域密着

型介護予防サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定地域密着

型介護予防サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿

書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（勧告、命令等） 

第百十五条の十八 市町村長は、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、次の

各号に掲げる場合に該当すると認めるときは、当該指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者に対し、期限を定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきこ

とを勧告することができる。 

一 第百十五条の十二第五項の規定により当該指定を行うに当たって付された条

件に従わない場合 当該条件に従うこと。 

二 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第百十

五条の十四第一項の厚生労働省令で定める基準若しくは同項の厚生労働省令で

定める員数又は同条第四項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事

する従業者に関する基準を満たしていない場合 当該厚生労働省令で定める基

準若しくは当該厚生労働省令で定める員数又は当該指定地域密着型介護予防サ

ービスに従事する従業者に関する基準を満たすこと。 

三 第百十五条の十四第二項又は第四項に規定する指定地域密着型介護予防サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定地域密

着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定

地域密着型介護予防サービスの事業の運営をしていない場合 当該指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に

従って適正な指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営をすること。 

四 第百十五条の十四第六項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 
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当該便宜の提供を適正に行うこと。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指

定地域密着型介護予防サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったとき

は、その旨を公表することができる。 

３ 市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当

該指定地域密着型介護予防サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係

る措置をとるべきことを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しな

ければならない。 

（指定の取消し等） 

第百十五条の十九 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、

当該指定地域密着型介護予防サービス事業者に係る第五十四条の二第一項本文の

指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止す

ることができる。 

一 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十二第二項第五号

又は第九号（ハに該当する者があるときを除く。）のいずれかに該当するに至

ったとき。 

二 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十二第三項第三号

に該当するに至ったとき。 

三 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十二第五項の規定

により当該指定を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。 

四 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者

の知識若しくは技能又は人員について、第百十五条の十四第一項の厚生労働省

令で定める基準若しくは同項の厚生労働省令で定める員数又は同条第四項に規

定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準を満た

すことができなくなったとき。 

五 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十四第二項又は第
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四項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の設

備及び運営に関する基準に従って適正な指定地域密着型介護予防サービスの事

業の運営をすることができなくなったとき。 

六 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十四第七項に規定

する義務に違反したと認められるとき。 

七 地域密着型介護予防サービス費の請求に関し不正があったとき。 

八 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十七第一項の規定

により報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は

虚偽の報告をしたとき。 

九 指定地域密着型介護予防サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者

が、第百十五条の十七第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同

項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係

る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、

当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くした

ときを除く。 

十 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、不正の手段により第五十四条の

二第一項本文の指定を受けたとき。 

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、

この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの

又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十二 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、

居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十三 指定地域密着型介護予防サービス事業者の役員等のうちに、指定の取消し

又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居

宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

（公示） 
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第百十五条の二十 市町村長は、次に掲げる場合には、遅滞なく、当該指定地域密

着型介護予防サービス事業者の名称、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚

生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け出るとともに、これを公示しなけ

ればならない。 

一 第五十四条の二第一項本文の指定をしたとき。 

二 第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 

三 前条の規定により第五十四条の二第一項本文の指定を取り消し、又は指定の

全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

（準用） 

第百十五条の二十一 第七十条の二の規定は、第五十四条の二第一項本文の指定に

ついて準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第八節 指定介護予防支援事業者 

（指定介護予防支援事業者の指定） 

第百十五条の二十二 第五十八条第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところに

より、第百十五条の四十五第一項に規定する地域包括支援センターの設置者の申

請により、介護予防支援事業を行う事業所（以下この節において「事業所」とい

う。）ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村の行う介護保

険の被保険者に対する介護予防サービス計画費及び特例介護予防サービス計画費

の支給について、その効力を有する。 

２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、第五十八条第一項の指定をしてはならない。 

一 申請者が法人でないとき。 

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の

二十四第一項の厚生労働省令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める員

数を満たしていないとき。 

三 申請者が、第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護予防支援に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業

の運営に関する基準に従って適正な介護予防支援事業の運営をすることができ
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ないと認められるとき。 

四 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令

で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

四の二 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義

務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日か

ら正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限

の到来した保険料等のすべてを引き続き滞納している者であるとき。 

五 申請者が、第百十五条の二十九の規定により指定を取り消され、その取消し

の日から起算して五年を経過しない者であるとき。ただし、当該指定の取消し

が、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の

理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防支援

事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関

して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号

本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認め

られるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

五の二 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の二十九の規定により指

定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。た

だし、当該指定の取消しが、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当

該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するため

の当該指定介護予防支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状

況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の

程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととする

ことが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当す

る場合を除く。 

六 申請者が、第百十五条の二十九の規定による指定の取消しの処分に係る行政

手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分を

しないことを決定する日までの間に第百十五条の二十五第二項の規定による事
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業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除

く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

六の二 申請者が、第百十五条の二十七第一項の規定による検査が行われた日か

ら聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十五条の二十九の規定による

指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日

として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が

行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をい

う。）までの間に第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出を

した者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出

の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

七 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき。 

八 申請者の役員等のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。 

イ 禁錮
こ

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなるまでの者 

ロ 第四号又は前号に該当する者 

ハ 保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法

律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理

由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来し

た保険料等のすべてを引き続き滞納している者 

ニ 第百十五条の二十九の規定により指定を取り消された法人において、当該

取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十

日以内にその役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過し

ないもの 

ホ 第六号に規定する期間内に第百十五条の二十五第二項の規定による事業の

廃止の届出をした法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除

く。）において、同号の通知の日前六十日以内にその役員等であった者で当

該届出の日から起算して五年を経過しないもの 
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３ 市町村長は、第五十八条第一項の指定を行おうとするときは、あらかじめ、当

該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させるために必

要な措置を講じなければならない。 

（指定介護予防支援の事業の基準） 

第百十五条の二十三 指定介護予防支援事業者は、次条第二項に規定する指定介護

予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定介護

予防支援の事業の運営に関する基準に従い、要支援者の心身の状況等に応じて適

切な指定介護予防支援を提供するとともに、自らその提供する指定介護予防支援

の質の評価を行うことその他の措置を講ずることにより常に指定介護予防支援を

受ける者の立場に立ってこれを提供するように努めなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を受けようとする被保険者から

提示された被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審

査会意見に配慮して、当該被保険者に当該指定介護予防支援を提供するように努

めなければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、指定介護予

防支援の一部を、厚生労働省令で定める者に委託することができる。 

第百十五条の二十四 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、

厚生労働省令で定める基準に従い厚生労働省令で定める員数の当該指定介護予防

支援に従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準は、

厚生労働大臣が定める。 

３ 厚生労働大臣は、前項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準

（指定介護予防支援の取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、

あらかじめ社会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 指定介護予防支援事業者は、次条第二項の規定による事業の廃止又は休止の届

出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該指定介護予防支援を受けていた
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者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該指定介護

予防支援に相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な居宅サービス等

が継続的に提供されるよう、他の指定介護予防支援事業者その他関係者との連絡

調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

５ 指定介護予防支援事業者は、要支援者の人格を尊重するとともに、この法律又

はこの法律に基づく命令を遵守し、要支援者のため忠実にその職務を遂行しなけ

ればならない。 

（変更の届出等） 

第百十五条の二十五 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所の名称及

び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当

該指定介護予防支援の事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところによ

り、十日以内に、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援の事業を廃止し、又は休止

しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の

日の一月前までに、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

（市町村長等による連絡調整又は援助） 

第百十五条の二十六 市町村長は、指定介護予防支援事業者による第百十五条の二

十四第四項に規定する便宜の提供が円滑に行われるため必要があると認めるとき

は、当該指定介護予防支援事業者及び他の指定介護予防支援事業者その他の関係

者相互間の連絡調整又は当該指定介護予防支援事業者及び当該関係者に対する助

言その他の援助を行うことができる。 

２ 都道府県知事は、同一の指定介護予防支援事業者について二以上の市町村長が

前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定介護予防支援

事業者による第百十五条の二十四第四項に規定する便宜の提供が円滑に行われる

ため必要があると認めるときは、当該市町村長相互間の連絡調整又は当該指定介

護予防支援事業者に対する市町村の区域を超えた広域的な見地からの助言その他

の援助を行うことができる。 

３ 厚生労働大臣は、同一の指定介護予防支援事業者について二以上の都道府県知
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事が前項の規定による連絡調整又は援助を行う場合において、当該指定介護予防

支援事業者による第百十五条の二十四第四項に規定する便宜の提供が円滑に行わ

れるため必要があると認めるときは、当該都道府県知事相互間の連絡調整又は当

該指定介護予防支援事業者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地からの

助言その他の援助を行うことができる。 

（報告等） 

第百十五条の二十七 市町村長は、必要があると認めるときは、指定介護予防支援

事業者若しくは指定介護予防支援事業者であった者若しくは当該指定に係る事業

所の従業者であった者（以下この項において「指定介護予防支援事業者であった

者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指

定介護予防支援事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定介護

予防支援事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して

質問させ、若しくは当該指定介護予防支援事業者の当該指定に係る事業所、事務

所その他指定介護予防支援の事業に関係のある場所に立ち入り、その帳簿書類そ

の他の物件を検査させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（勧告、命令等） 

第百十五条の二十八 市町村長は、指定介護予防支援事業者が、次の各号に掲げる

場合に該当すると認めるときは、当該指定介護予防支援事業者に対し、期限を定

めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 

一 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第百十

五条の二十四第一項の厚生労働省令で定める基準又は同項の厚生労働省令で定

める員数を満たしていない場合 当該厚生労働省令で定める基準又は当該厚生

労働省令で定める員数を満たすこと。 

二 第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営に関

する基準に従って適正な指定介護予防支援の事業の運営をしていない場合 当
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該指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

又は指定介護予防支援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定介護予防

支援の事業の運営をすること。 

三 第百十五条の二十四第四項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 

当該便宜の提供を適正に行うこと。 

２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指

定介護予防支援事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公

表することができる。 

３ 市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定介護予防支援事業者が、正

当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定介護予防

支援事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずる

ことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しな

ければならない。 

（指定の取消し等） 

第百十五条の二十九 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、

当該指定介護予防支援事業者に係る第五十八条第一項の指定を取り消し、又は期

間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

一 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十二第二項第四号又は第八号（ハ

に該当する者があるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 指定介護予防支援事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは

技能又は人員について、第百十五条の二十四第一項の厚生労働省令で定める基

準又は同項の厚生労働省令で定める員数を満たすことができなくなったとき。 

三 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護

予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介

護予防支援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定介護予防支援の事業

の運営をすることができなくなったとき。 

四 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十四第五項に規定する義務に違
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反したと認められるとき。 

五 介護予防サービス計画費の請求に関し不正があったとき。 

六 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十七第一項の規定により報告又

は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告を

したとき。 

七 指定介護予防支援事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第百十五条

の二十七第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定によ

る質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検

査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従

業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定介護

予防支援事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

八 指定介護予防支援事業者が、不正の手段により第五十八条第一項の指定を受

けたとき。 

九 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防支援事業者が、この法律その他国

民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律

に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防支援事業者が、居宅サービス等に

関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

十一 指定介護予防支援事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の全部

若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に

関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

（公示） 

第百十五条の三十 市町村長は、次に掲げる場合には、当該指定介護予防支援事業

者の名称、当該指定に係る事業所の所在地その他の厚生労働省令で定める事項を

公示しなければならない。 

一 第五十八条第一項の指定をしたとき。 

二 第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出があったとき。 

三 前条の規定により第五十八条第一項の指定を取り消し、又は指定の全部若し
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くは一部の効力を停止したとき。 

（準用） 

第百十五条の三十一 第七十条の二の規定は、第五十八条第一項の指定について準

用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第九節 業務管理体制の整備 

（業務管理体制の整備等） 

第百十五条の三十二 指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、

指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予

防サービス事業者及び指定介護予防支援事業者並びに指定介護老人福祉施設、介

護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設の開設者（以下「介護サービス事業

者」という。）は、第七十四条第五項、第七十八条の四第七項、第八十一条第五

項、第八十八条第五項、第九十七条第六項、第百十条第六項、第百十五条の四第

五項、第百十五条の十四第七項又は第百十五条の二十四第五項に規定する義務の

履行が確保されるよう、厚生労働省令で定める基準に従い、業務管理体制を整備

しなければならない。 

２ 介護サービス事業者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者に

対し、厚生労働省令で定めるところにより、業務管理体制の整備に関する事項を

届け出なければならない。 

一 次号から第五号までに掲げる介護サービス事業者以外の介護サービス事業者 

都道府県知事 

二 次号から第五号までに掲げる介護サービス事業者以外の介護サービス事業者

であって、当該指定に係る事業所又は当該指定若しくは許可に係る施設（当該

指定又は許可に係る居宅サービス等の種類が異なるものを含む。）が二以上の

都道府県の区域に所在し、かつ、二以下の地方厚生局の管轄区域に所在するも

の 当該介護サービス事業者の主たる事務所の所在地の都道府県知事 

三 次号に掲げる介護サービス事業者以外の介護サービス事業者であって、当該

指定に係る全ての事業所又は当該指定若しくは許可に係る全ての施設（当該指

定又は許可に係る居宅サービス等の種類が異なるものを含む。）が一の地方自
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治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）の

区域に所在するもの 指定都市の長 

四 地域密着型サービス事業又は地域密着型介護予防サービス事業のみを行う介

護サービス事業者であって、当該指定に係る全ての事業所（当該指定に係る地

域密着型サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類が異なるものを含

む。）が一の市町村の区域に所在するもの 市町村長 

五 当該指定に係る事業所又は当該指定若しくは許可に係る施設（当該指定又は

許可に係る居宅サービス等の種類が異なるものを含む。）が三以上の地方厚生

局の管轄区域に所在する介護サービス事業者 厚生労働大臣 

３ 前項の規定により届出を行った介護サービス事業者は、その届け出た事項に変

更があったときは、厚生労働省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を当

該届出を行った厚生労働大臣、都道府県知事、指定都市の長又は市町村長（以下

この節において「厚生労働大臣等」という。）に届け出なければならない。 

４ 第二項の規定による届出を行った介護サービス事業者は、同項各号に掲げる区

分の変更により、同項の規定により当該届出を行った厚生労働大臣等以外の厚生

労働大臣等に届出を行うときは、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を

当該届出を行った厚生労働大臣等にも届け出なければならない。 

５ 厚生労働大臣等は、前三項の規定による届出が適正になされるよう、相互に密

接な連携を図るものとする。 

（平二三法三七・平二六法五一・一部改正） 

（報告等） 

第百十五条の三十三 前条第二項の規定による届出を受けた厚生労働大臣等は、当

該届出を行った介護サービス事業者（同条第四項の規定による届出を受けた厚生

労働大臣等にあっては、同項の規定による届出を行った介護サービス事業者を除

く。）における同条第一項の規定による業務管理体制の整備に関して必要がある

と認めるときは、当該介護サービス事業者に対し、報告若しくは帳簿書類の提出

若しくは提示を命じ、当該介護サービス事業者若しくは当該介護サービス事業者

の従業者に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対し質問させ、若しくは当
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該介護サービス事業者の当該指定に係る事業所若しくは当該指定若しくは許可に

係る施設、事務所その他の居宅サービス等の提供に関係のある場所に立ち入り、

その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 厚生労働大臣又は前条第二項第二号に定める都道府県知事が前項の権限を行う

ときは当該介護サービス事業者に係る指定若しくは許可を行った都道府県知事

（次条第五項において「関係都道府県知事」という。）又は当該介護サービス事

業者に係る指定を行った市町村長（以下この項及び次条第五項において「関係市

町村長」という。）と、前条第二項第一号に定める都道府県知事が前項の権限を

行うときは関係市町村長と密接な連携の下に行うものとする。 

３ 都道府県知事は、その行った又はその行おうとする指定又は許可に係る介護サ

ービス事業者における前条第一項の規定による業務管理体制の整備に関して必要

があると認めるときは、厚生労働大臣又は同条第二項第二号に定める都道府県知

事に対し、市町村長は、その行った又はその行おうとする指定に係る介護サービ

ス事業者における同条第一項の規定による業務管理体制の整備に関して必要があ

ると認めるときは、厚生労働大臣又は同条第二項第一号若しくは第二号に定める

都道府県知事に対し、第一項の権限を行うよう求めることができる。 

４ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、前項の規定による都道府県知事又は市町村

長の求めに応じて第一項の権限を行ったときは、厚生労働省令で定めるところに

より、その結果を当該権限を行うよう求めた都道府県知事又は市町村長に通知し

なければならない。 

５ 第二十四条第三項の規定は第一項の規定による質問又は検査について、同条第

四項の規定は第一項の規定による権限について準用する。 

（平二六法五一・一部改正） 

（勧告、命令等） 

第百十五条の三十四 第百十五条の三十二第二項の規定による届出を受けた厚生労

働大臣等は、当該届出を行った介護サービス事業者（同条第四項の規定による届

出を受けた厚生労働大臣等にあっては、同項の規定による届出を行った介護サー

ビス事業者を除く。）が、同条第一項に規定する厚生労働省令で定める基準に従
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って適正な業務管理体制の整備をしていないと認めるときは、当該介護サービス

事業者に対し、期限を定めて、当該厚生労働省令で定める基準に従って適正な業

務管理体制を整備すべきことを勧告することができる。 

２ 厚生労働大臣等は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受

けた介護サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を

公表することができる。 

３ 厚生労働大臣等は、第一項の規定による勧告を受けた介護サービス事業者が、

正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介護サービ

ス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずるこ

とができる。 

４ 厚生労働大臣等は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公

示しなければならない。 

５ 介護サービス事業者が第三項の規定による命令に違反したときは、厚生労働省

令で定めるところにより、厚生労働大臣又は第百十五条の三十二第二項第二号に

定める都道府県知事は関係都道府県知事又は関係市町村長に対し、同項第一号に

定める都道府県知事は関係市町村長に対し当該違反の内容を通知しなければなら

ない。 

（平二六法五一・一部改正） 

第十節 介護サービス情報の公表 

（介護サービス情報の報告及び公表） 

第百十五条の三十五 介護サービス事業者は、指定居宅サービス事業者、指定地域

密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護老人福祉施設、指定

介護療養型医療施設、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者若しくは指定介護予防支援事業者の指定又は介護老人保健施設の許

可を受け、訪問介護、訪問入浴介護その他の厚生労働省令で定めるサービス（以

下「介護サービス」という。）の提供を開始しようとするときその他厚生労働省

令で定めるときは、政令で定めるところにより、その提供する介護サービスに係

る介護サービス情報（介護サービスの内容及び介護サービスを提供する事業者又
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は施設の運営状況に関する情報であって、介護サービスを利用し、又は利用しよ

うとする要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会を確保す

るために公表されることが必要なものとして厚生労働省令で定めるものをいう。

以下同じ。）を、当該介護サービスを提供する事業所又は施設の所在地を管轄す

る都道府県知事に報告しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による報告を受けた後、厚生労働省令で定めると

ころにより、当該報告の内容を公表しなければならない。 

３ 都道府県知事は、第一項の規定による報告に関して必要があると認めるときは、

当該報告をした介護サービス事業者に対し、介護サービス情報のうち厚生労働省

令で定めるものについて、調査を行うことができる。 

４ 都道府県知事は、介護サービス事業者が第一項の規定による報告をせず、若し

くは虚偽の報告をし、又は前項の規定による調査を受けず、若しくは調査の実施

を妨げたときは、期間を定めて、当該介護サービス事業者に対し、その報告を行

い、若しくはその報告の内容を是正し、又はその調査を受けることを命ずること

ができる。 

５ 都道府県知事は、指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者又は指定介護予防支援事業者に対して前項の規定による処分をした

ときは、遅滞なく、その旨を、当該指定地域密着型サービス事業者、指定地域密

着型介護予防サービス事業者又は指定介護予防支援事業者の指定をした市町村長

に通知しなければならない。 

６ 都道府県知事は、指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者若しくは

指定介護予防サービス事業者又は指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設若し

くは指定介護療養型医療施設の開設者が第四項の規定による命令に従わないとき

は、当該指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サー

ビス事業者、指定介護老人福祉施設若しくは指定介護療養型医療施設の指定若し

くは介護老人保健施設の許可を取り消し、又は期間を定めてその指定若しくは許

可の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

７ 都道府県知事は、指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サ
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ービス事業者又は指定介護予防支援事業者が第四項の規定による命令に従わない

場合において、当該指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者又は指定介護予防支援事業者の指定を取り消し、又は期間を定めて

その指定の全部若しくは一部の効力を停止することが適当であると認めるときは、

理由を付して、その旨をその指定をした市町村長に通知しなければならない。 

（平二三法七二・一部改正） 

（指定調査機関の指定） 

第百十五条の三十六 都道府県知事は、その指定する者（以下「指定調査機関」と

いう。）に、前条第三項の調査の実施に関する事務（以下「調査事務」という。）

を行わせることができる。 

２ 前項の指定は、都道府県の区域ごとに、その指定を受けようとする者の申請に

より、当該都道府県知事が行う。 

（平二三法七二・一部改正） 

（調査員） 

第百十五条の三十七 指定調査機関は、調査事務を行うときは、厚生労働省令で定

める方法に従い、調査員に調査事務を実施させなければならない。 

２ 調査員は、調査事務に関する専門的知識及び技術を有するものとして政令で定

める要件を備える者のうちから選任しなければならない。 

（秘密保持義務等） 

第百十五条の三十八 指定調査機関（その者が法人である場合にあっては、その役

員。次項において同じ。）若しくはその職員（調査員を含む。同項において同じ。）

又はこれらの職にあった者は、調査事務に関して知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。 

２ 指定調査機関及びその職員で調査事務に従事する者は、刑法その他の罰則の適

用については、法令により公務に従事する職員とみなす。 

（帳簿の備付け等） 

第百十五条の三十九 指定調査機関は、厚生労働省令で定めるところにより、調査

事務に関する事項で厚生労働省令で定めるものを記載した帳簿を備え、保存しな
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ければならない。 

（報告等） 

第百十五条の四十 都道府県知事は、調査事務の公正かつ適確な実施を確保するた

め必要があると認めるときは、指定調査機関に対し、調査事務に関し必要な報告

を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは指定調査機関の事務

所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができ

る。 

２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。 

（業務の休廃止等） 

第百十五条の四十一 指定調査機関は、都道府県知事の許可を受けなければ、調査

事務の全部又は一部を休止し、又は廃止してはならない。 

（指定情報公表センターの指定） 

第百十五条の四十二 都道府県知事は、その指定する者（以下「指定情報公表セン

ター」という。）に、介護サービス情報の報告の受理及び公表並びに指定調査機

関の指定に関する事務で厚生労働省令で定めるもの（以下「情報公表事務」とい

う。）の全部又は一部を行わせることができる。 

２ 前項の指定は、都道府県の区域ごとに、その指定を受けようとする者の申請に

より、当該都道府県知事が行う。 

３ 第百十五条の三十八から前条までの規定は、指定情報公表センターについて準

用する。この場合において、これらの規定中「調査事務」とあるのは「情報公表

事務」と、「指定調査機関」とあるのは「指定情報公表センター」と、「職員（調

査員を含む。同項において同じ。）」とあるのは「職員」と読み替えるものとす

るほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（平二三法七二・一部改正） 

（政令への委任） 

第百十五条の四十三 この節に定めるもののほか、指定調査機関及び指定情報公表

センターに関し必要な事項は、政令で定める。 
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（都道府県知事による情報の公表の推進） 

第百十五条の四十四 都道府県知事は、介護サービスを利用し、又は利用しようと

する要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会の確保に資す

るため、介護サービスの質及び介護サービスに従事する従業者に関する情報（介

護サービス情報に該当するものを除く。）であって厚生労働省令で定めるものの

提供を希望する介護サービス事業者から提供を受けた当該情報について、公表を

行うよう配慮するものとする。 

（平二三法七二・追加） 

第六章 地域支援事業等 

（地域支援事業） 

第百十五条の四十五 市町村は、被保険者が要介護状態等となることを予防すると

ともに、要介護状態等となった場合においても、可能な限り、地域において自立

した日常生活を営むことができるよう支援するため、地域支援事業として、次に

掲げる事業を行うものとする。 

一 被保険者（第一号被保険者に限る。）の要介護状態等となることの予防又は

要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のため必要な事業（介護予防サービス

事業及び地域密着型介護予防サービス事業を除く。） 

二 被保険者が要介護状態等となることを予防するため、その心身の状況、その

置かれている環境その他の状況に応じて、その選択に基づき、前号に掲げる事

業その他の適切な事業が包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行う

事業 

三 被保険者の心身の状況、その居宅における生活の実態その他の必要な実情の

把握、保健医療、公衆衛生、社会福祉その他の関連施策に関する総合的な情報

の提供、関係機関との連絡調整その他の被保険者の保健医療の向上及び福祉の

増進を図るための総合的な支援を行う事業 

四 被保険者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業その他の被保険

者の権利擁護のため必要な援助を行う事業 

五 保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による被保険者の居宅サー
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ビス計画及び施設サービス計画の検証、その心身の状況、介護給付等対象サー

ビスの利用状況その他の状況に関する定期的な協議その他の取組を通じ、当該

被保険者が地域において自立した日常生活を営むことができるよう、包括的か

つ継続的な支援を行う事業 

２ 市町村は、前項各号に掲げる事業のほか、地域支援事業として、次に掲げる事

業を行うことができる。 

一 介護給付等に要する費用の適正化のための事業 

二 介護方法の指導その他の要介護被保険者を現に介護する者の支援のため必要

な事業 

三 その他介護保険事業の運営の安定化及び被保険者の地域における自立した日

常生活の支援のため必要な事業 

３ 地域支援事業は、当該市町村における介護予防に関する事業の実施状況、介護

保険の運営の状況その他の状況を勘案して政令で定める額の範囲内で行うものと

する。 

４ 市町村は、地域支援事業の利用者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、

利用料を請求することができる。 

５ 厚生労働大臣は、第一項第一号の規定により市町村が行う事業に関して、その

適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。 

６ 前各項に規定するもののほか、地域支援事業の実施に関し必要な事項は、政令

で定める。 

（平二三法七二・旧第百十五条の四十四繰下） 

（地域包括支援センター） 

第百十五条の四十六 地域包括支援センターは、前条第一項第二号から第五号まで

に掲げる事業（以下「包括的支援事業」という。）その他厚生労働省令で定める

事業を実施し、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助

を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援すること

を目的とする施設とする。 

２ 市町村は、地域包括支援センターを設置することができる。 
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３ 次条第一項の委託を受けた者は、包括的支援事業その他第一項の厚生労働省令

で定める事業を実施するため、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、

厚生労働省令で定める事項を市町村長に届け出て、地域包括支援センターを設置

することができる。 

４ 地域包括支援センターの設置者は、包括的支援事業を実施するために必要なも

のとして厚生労働省令で定める基準を遵守しなければならない。 

５ 地域包括支援センターの設置者（設置者が法人である場合にあっては、その役

員）若しくはその職員又はこれらの職にあった者は、正当な理由なしに、その業

務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ 第六十九条の十四の規定は、地域包括支援センターについて準用する。この場

合において、同条の規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

７ 前各項に規定するもののほか、地域包括支援センターに関し必要な事項は、政

令で定める。 

（平二三法七二・旧第百十五条の四十五繰下） 

（実施の委託） 

第百十五条の四十七 市町村は、老人福祉法第二十条の七の二第一項に規定する老

人介護支援センターの設置者その他の厚生労働省令で定める者に対し、包括的支

援事業の実施を委託することができる。 

２ 前項の規定による委託は、包括的支援事業のすべてにつき一括して行わなけれ

ばならない。 

３ 前条第五項の規定は、第一項の委託を受けた者について準用する。 

４ 市町村は、第百十五条の四十四第一項第一号及び第二項各号に掲げる事業の全

部又は一部について、老人福祉法第二十条の七の二第一項に規定する老人介護支

援センターの設置者その他の当該市町村が適当と認める者に対し、その実施を委

託することができる。 

（平二三法七二・旧第百十五条の四十六繰下） 

（保健福祉事業） 

第百十五条の四十八 市町村は、地域支援事業のほか、要介護被保険者を現に介護
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する者の支援のために必要な事業、被保険者が要介護状態等となることを予防す

るために必要な事業、指定居宅サービス及び指定居宅介護支援の事業並びに介護

保険施設の運営その他の保険給付のために必要な事業、被保険者が利用する介護

給付等対象サービスのための費用に係る資金の貸付けその他の必要な事業を行う

ことができる。 

（平二三法七二・旧第百十五条の四十七繰下） 

第七章 介護保険事業計画 

（基本指針） 

第百十六条 厚生労働大臣は、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保す

るための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 介護給付等対象サービスを提供する体制の確保及び地域支援事業の実施に関

する基本的事項 

二 次条第一項に規定する市町村介護保険事業計画において同条第二項第一号の

介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込みを定めるに当たって参酌すべ

き標準その他当該市町村介護保険事業計画及び第百十八条第一項に規定する都

道府県介護保険事業支援計画の作成に関する事項 

三 その他介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するために必要な事

項 

３ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するに当たっては、あらか

じめ、総務大臣その他関係行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

（市町村介護保険事業計画） 

第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介

護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事

業計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村介護保険事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
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一 当該市町村が、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、

人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するため

の施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域ごとの当該区

域における各年度の認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る必要利用定員総

数その他の介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み 

二 各年度における地域支援事業の量の見込み 

三 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となること

の予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付等に要する費

用の適正化に関し、市町村が取り組むべき施策に関する事項 

四 前号に掲げる事項の目標に関する事項 

３ 市町村介護保険事業計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げ

る事項について定めるよう努めるものとする。 

一 前項第一号の必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ごと

の見込量の確保のための方策 

二 各年度における地域支援事業に要する費用の額及び地域支援事業の見込量の

確保のための方策 

三 介護給付等対象サービスの種類ごとの量、保険給付に要する費用の額、地域

支援事業の量、地域支援事業に要する費用の額及び保険料の水準に関する中長

期的な推計 

四 指定居宅サービスの事業、指定地域密着型サービスの事業又は指定居宅介護

支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象

サービス（介護給付に係るものに限る。）の円滑な提供を図るための事業に関

する事項 

五 指定介護予防サービスの事業、指定地域密着型介護予防サービスの事業又は

指定介護予防支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介

護給付等対象サービス（予防給付に係るものに限る。）の円滑な提供及び地域

支援事業の円滑な実施を図るための事業に関する事項 
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六 認知症である被保険者の地域における自立した日常生活の支援に関する事項、

居宅要介護被保険者及び居宅要支援被保険者に係る医療その他の医療との連携

に関する事項、高齢者の居住に係る施策との連携に関する事項その他の被保険

者の地域における自立した日常生活の支援のため必要な事項 

４ 市町村介護保険事業計画は、当該市町村の区域における要介護者等の人数、要

介護者等の介護給付等対象サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案して

作成されなければならない。 

５ 市町村は、第二項第一号の規定により当該市町村が定める区域ごとにおける被

保険者の心身の状況、その置かれている環境その他の事情を正確に把握するとと

もに、第百十八条の二第一項の規定により公表された結果その他の介護保険事業

の実施の状況に関する情報を分析した上で、当該事情及び当該分析の結果を勘案

して、市町村介護保険事業計画を作成するよう努めるものとする。 

６ 市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第二十条の八第一項に規定する市町村

老人福祉計画と一体のものとして作成されなければならない。 

７ 市町村は、第二項第三号に規定する施策の実施状況及び同項第四号に規定する

目標の達成状況に関する調査及び分析を行い、市町村介護保険事業計画の実績に

関する評価を行うものとする。 

８ 市町村は、前項の評価の結果を公表するよう努めるとともに、これを都道府県

知事に報告するものとする。 

９ 市町村介護保険事業計画は、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進

に関する法律（平成元年法律第六十四号）第五条第一項に規定する市町村計画と

の整合性の確保が図られたものでなければならない。 

１０ 市町村介護保険事業計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地

域福祉計画その他の法律の規定による計画であって要介護者等の保健、医療、福

祉又は居住に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

１１ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、被保険者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

１２ 市町村は、市町村介護保険事業計画（第二項第一号及び第二号に掲げる事項
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に係る部分に限る。）を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都道

府県の意見を聴かなければならない。 

１３ 市町村は、市町村介護保険事業計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを都道府県知事に提出しなければならない。 

（平二三法七二・平二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

（都道府県介護保険事業支援計画） 

第百十八条 都道府県は、基本指針に即して、三年を一期とする介護保険事業に係

る保険給付の円滑な実施の支援に関する計画（以下「都道府県介護保険事業支援

計画」という。）を定めるものとする。 

２ 都道府県介護保険事業支援計画においては、次に掲げる事項を定めるものとす

る。 

一 当該都道府県が定める区域ごとに当該区域における各年度の介護専用型特定

施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護に係る必要利用定員総数、介護保険施設の種類ご

との必要入所定員総数（指定介護療養型医療施設にあっては、その療養病床等

に係る必要入所定員総数）その他の介護給付等対象サービスの量の見込み 

二 都道府県内の市町村によるその被保険者の地域における自立した日常生活の

支援、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の

防止及び介護給付等に要する費用の適正化に関する取組への支援に関し、都道

府県が取り組むべき施策に関する事項 

三 前号に掲げる事項の目標に関する事項 

３ 都道府県介護保険事業支援計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次

に掲げる事項について定めるよう努めるものとする。 

一 介護保険施設その他の介護給付等対象サービスを提供するための施設におけ

る生活環境の改善を図るための事業に関する事項 

二 介護サービス情報の公表に関する事項 

三 介護支援専門員その他の介護給付等対象サービス及び地域支援事業に従事す

る者の確保又は資質の向上に資する事業に関する事項 
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四 介護保険施設相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サー

ビスの円滑な提供を図るための事業に関する事項 

４ 都道府県介護保険事業支援計画においては、第二項各号に掲げる事項及び前項

各号に掲げる事項のほか、第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域

ごとに当該区域における各年度の混合型特定施設入居者生活介護に係る必要利用

定員総数を定めることができる。 

５ 都道府県は、次条第一項の規定により公表された結果その他の介護保険事業の

実施の状況に関する情報を分析した上で、当該分析の結果を勘案して、都道府県

介護保険事業支援計画を作成するよう努めるものとする。 

６ 都道府県介護保険事業支援計画は、老人福祉法第二十条の九第一項に規定する

都道府県老人福祉計画と一体のものとして作成されなければならない。 

７ 都道府県は、第二項第二号に規定する施策の実施状況及び同項第三号に規定す

る目標の達成状況に関する調査及び分析を行い、都道府県介護保険事業支援計画

の実績に関する評価を行うものとする。 

８ 都道府県は、前項の評価の結果を公表するよう努めるとともに、当該結果及び

都道府県内の市町村の前条第七項の評価の結果を厚生労働大臣に報告するものと

する。 

９ 都道府県介護保険事業支援計画は、地域における医療及び介護の総合的な確保

の促進に関する法律第四条第一項に規定する都道府県計画及び医療法第三十条の

四第一項に規定する医療計画との整合性の確保が図られたものでなければならな

い。 

１０ 都道府県介護保険事業支援計画は、社会福祉法第百八条第一項に規定する都

道府県地域福祉支援計画、高齢者の居住の安定確保に関する法律第四条第一項に

規定する高齢者居住安定確保計画その他の法律の規定による計画であって要介護

者等の保健、医療、福祉又は居住に関する事項を定めるものと調和が保たれたも

のでなければならない。 

１１ 都道府県は、都道府県介護保険事業支援計画を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを厚生労働大臣に提出しなければならない。 
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（平二三法七二・平二六法八三・平二九法五二・一部改正） 

（市町村介護保険事業計画の作成等のための調査及び分析等） 

第百十八条の二 厚生労働大臣は、市町村介護保険事業計画及び都道府県介護保険

事業支援計画の作成、実施及び評価並びに国民の健康の保持増進及びその有する

能力の維持向上に資するため、次に掲げる事項に関する情報について調査及び分

析を行い、その結果を公表するものとする。 

一 介護給付等に要する費用の額に関する地域別、年齢別又は要介護認定及び要

支援認定別の状況その他の厚生労働省令で定める事項 

二 被保険者の要介護認定及び要支援認定における調査に関する状況その他の厚

生労働省令で定める事項 

２ 市町村は、厚生労働大臣に対し、前項に規定する調査及び分析に必要な情報を、

厚生労働省令で定める方法により提供しなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、都道府県及び市町村に対し、第

一項に規定する調査及び分析に必要な情報を、厚生労働省令で定める方法により

提供するよう求めることができる。 

（平二九法五二・追加） 

（都道府県知事の助言等） 

第百十九条 都道府県知事は、市町村に対し、市町村介護保険事業計画の作成上の

技術的事項について必要な助言をすることができる。 

２ 厚生労働大臣は、都道府県に対し、都道府県介護保険事業支援計画の作成の手

法その他都道府県介護保険事業支援計画の作成上重要な技術的事項について必要

な助言をすることができる。 

（国の援助） 

第百二十条 国は、市町村又は都道府県が、市町村介護保険事業計画又は都道府県

介護保険事業支援計画に定められた事業を実施しようとするときは、当該事業が

円滑に実施されるように必要な情報の提供、助言その他の援助の実施に努めるも

のとする。 

（都道府県の支援） 
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第百二十条の二 都道府県は、第百十七条第五項の規定による市町村の分析を支援

するよう努めるものとする。 

２ 都道府県は、都道府県内の市町村によるその被保険者の地域における自立した

日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しく

は悪化の防止及び介護給付等に要する費用の適正化に関する取組を支援する事業

として厚生労働省令で定める事業を行うよう努めるものとする。 

（平二九法五二・追加） 

第八章 費用等 

第一節 費用の負担 

（国の負担） 

第百二十一条 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、介護給付及び予

防給付に要する費用の額について、次の各号に掲げる費用の区分に応じ、当該各

号に定める割合に相当する額を負担する。 

一 介護給付（次号に掲げるものを除く。）及び予防給付（同号に掲げるものを

除く。）に要する費用 百分の二十 

二 介護給付（介護保険施設及び特定施設入居者生活介護に係るものに限る。）

及び予防給付（介護予防特定施設入居者生活介護に係るものに限る。）に要す

る費用 百分の十五 

２ 第四十三条第三項、第四十四条第六項、第四十五条第六項、第五十五条第三項、

第五十六条第六項又は第五十七条第六項の規定に基づき条例を定めている市町村

に対する前項の規定の適用については、同項に規定する介護給付及び予防給付に

要する費用の額は、当該条例による措置が講ぜられないものとして、政令で定め

るところにより算定した当該介護給付及び予防給付に要する費用の額に相当する

額とする。 

（調整交付金等） 

第百二十二条 国は、介護保険の財政の調整を行うため、第一号被保険者の年齢階

級別の分布状況、第一号被保険者の所得の分布状況等を考慮して、政令で定める

ところにより、市町村に対して調整交付金を交付する。 
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２ 前項の規定による調整交付金の総額は、各市町村の前条第一項に規定する介護

給付及び予防給付に要する費用の額（同条第二項の規定の適用がある場合にあっ

ては、同項の規定を適用して算定した額。次項において同じ。）の総額の百分の

五に相当する額とする。 

３ 毎年度分として交付すべき調整交付金の総額は、当該年度における各市町村の

前条第一項に規定する介護給付及び予防給付に要する費用の額の見込額の総額の

百分の五に相当する額に当該年度の前年度以前の年度における調整交付金で、ま

だ交付していない額を加算し、又は当該前年度以前の年度において交付すべきで

あった額を超えて交付した額を当該見込額の総額の百分の五に相当する額から減

額した額とする。 

第百二十二条の二 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、地域支援事

業（第百十五条の四十四第一項第一号に掲げる事業に限る。以下「介護予防事業」

という。）に要する費用の額の百分の二十五に相当する額を交付する。 

２ 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、地域支援事業（介護予防事

業を除く。）に要する費用の額に、第百二十五条第一項の第二号被保険者負担率

に百分の五十を加えた率を乗じて得た額（以下「包括的支援事業等支援額」とい

う。）の百分の五十に相当する額を交付する。 

（都道府県の負担等） 

第百二十三条 都道府県は、政令で定めるところにより、市町村に対し、介護給付

及び予防給付に要する費用の額について、次の各号に掲げる費用の区分に応じ、

当該各号に定める割合に相当する額を負担する。 

一 介護給付（次号に掲げるものを除く。）及び予防給付（同号に掲げるものを

除く。）に要する費用 百分の十二・五 

二 介護給付（介護保険施設及び特定施設入居者生活介護に係るものに限る。）

及び予防給付（介護予防特定施設入居者生活介護に係るものに限る。）に要す

る費用 百分の十七・五 

２ 第百二十一条第二項の規定は、前項に規定する介護給付及び予防給付に要する

費用の額について準用する。 
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３ 都道府県は、政令で定めるところにより、市町村に対し、介護予防事業に要す

る費用の額の百分の十二・五に相当する額を交付する。 

４ 都道府県は、政令で定めるところにより、市町村に対し、包括的支援事業等支

援額の百分の二十五に相当する額を交付する。 

（市町村の一般会計における負担） 

第百二十四条 市町村は、政令で定めるところにより、その一般会計において、介

護給付及び予防給付に要する費用の額の百分の十二・五に相当する額を負担する。 

２ 第百二十一条第二項の規定は、前項に規定する介護給付及び予防給付に要する

費用の額について準用する。 

３ 市町村は、政令で定めるところにより、その一般会計において、介護予防事業

に要する費用の額の百分の十二・五に相当する額を負担する。 

４ 市町村は、政令で定めるところにより、その一般会計において、包括的支援事

業等支援額の百分の二十五に相当する額を負担する。 

（介護給付費交付金） 

第百二十五条 市町村の介護保険に関する特別会計において負担する費用のうち、

介護給付及び予防給付に要する費用の額に第二号被保険者負担率を乗じて得た額

（以下「医療保険納付対象額」という。）については、政令で定めるところによ

り、社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九号）による社会

保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）が市町村に対して交付する

介護給付費交付金をもって充てる。 

２ 前項の第二号被保険者負担率は、すべての市町村に係る被保険者の見込数の総

数に対するすべての市町村に係る第二号被保険者の見込数の総数の割合に二分の

一を乗じて得た率を基準として設定するものとし、三年ごとに、当該割合の推移

を勘案して政令で定める。 

３ 第百二十一条第二項の規定は、第一項に規定する介護給付及び予防給付に要す

る費用の額について準用する。 

４ 第一項の介護給付費交付金は、第百五十条第一項の規定により支払基金が徴収

する納付金をもって充てる。 
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（平二四法六二・一部改正） 

（地域支援事業支援交付金） 

第百二十六条 市町村の介護保険に関する特別会計において負担する費用のうち、

介護予防事業に要する費用の額に前条第一項の第二号被保険者負担率を乗じて得

た額（以下この章において「介護予防事業医療保険納付対象額」という。）につ

いては、政令で定めるところにより、支払基金が市町村に対して交付する地域支

援事業支援交付金をもって充てる。 

２ 前項の地域支援事業支援交付金は、第百五十条第一項の規定により支払基金が

徴収する納付金をもって充てる。 

（国の補助） 

第百二十七条 国は、第百二十一条、第百二十二条及び第百二十二条の二に規定す

るもののほか、予算の範囲内において、介護保険事業に要する費用の一部を補助

することができる。 

（都道府県の補助） 

第百二十八条 都道府県は、第百二十三条に規定するもののほか、介護保険事業に

要する費用の一部を補助することができる。 

（保険料） 

第百二十九条 市町村は、介護保険事業に要する費用（財政安定化基金拠出金の納

付に要する費用を含む。）に充てるため、保険料を徴収しなければならない。 

２ 前項の保険料は、第一号被保険者に対し、政令で定める基準に従い条例で定め

るところにより算定された保険料率により算定された保険料額によって課する。 

３ 前項の保険料率は、市町村介護保険事業計画に定める介護給付等対象サービス

の見込量等に基づいて算定した保険給付に要する費用の予想額、財政安定化基金

拠出金の納付に要する費用の予想額、第百四十七条第一項第二号の規定による都

道府県からの借入金の償還に要する費用の予定額並びに地域支援事業及び保健福

祉事業に要する費用の予定額、第一号被保険者の所得の分布状況及びその見通し

並びに国庫負担等の額等に照らし、おおむね三年を通じ財政の均衡を保つことが

できるものでなければならない。 
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４ 市町村は、第一項の規定にかかわらず、第二号被保険者からは保険料を徴収し

ない。 

（賦課期日） 

第百三十条 保険料の賦課期日は、当該年度の初日とする。 

（保険料の徴収の方法） 

第百三十一条 第百二十九条の保険料の徴収については、第百三十五条の規定によ

り特別徴収（国民年金法による老齢基礎年金その他の同法、厚生年金保険法、国

家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法若しくは私立学校教職員共済法に

基づく老齢若しくは退職、障害又は死亡を支給事由とする年金たる給付であって

政令で定めるもの及びその他これらの年金たる給付に類する老齢若しくは退職、

障害又は死亡を支給事由とする年金たる給付であって政令で定めるもの（以下「老

齢等年金給付」という。）の支払をする者（以下「年金保険者」という。）に保

険料を徴収させ、かつ、その徴収すべき保険料を納入させることをいう。以下同

じ。）の方法による場合を除くほか、普通徴収（市町村が、保険料を課せられた

第一号被保険者又は当該第一号被保険者の属する世帯の世帯主若しくは当該第一

号被保険者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下同じ。）に対し、地方自治法第二百三十一条の規定により

納入の通知をすることによって保険料を徴収することをいう。以下同じ。）の方

法によらなければならない。 

（普通徴収に係る保険料の納付義務） 

第百三十二条 第一号被保険者は、市町村がその者の保険料を普通徴収の方法によ

って徴収しようとする場合においては、当該保険料を納付しなければならない。 

２ 世帯主は、市町村が当該世帯に属する第一号被保険者の保険料を普通徴収の方

法によって徴収しようとする場合において、当該保険料を連帯して納付する義務

を負う。 

３ 配偶者の一方は、市町村が第一号被保険者たる他方の保険料を普通徴収の方法

によって徴収しようとする場合において、当該保険料を連帯して納付する義務を

負う。 
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（普通徴収に係る保険料の納期） 

第百三十三条 普通徴収の方法によって徴収する保険料の納期は、当該市町村の条

例で定める。 

（年金保険者の市町村に対する通知） 

第百三十四条 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の四

月一日現在において当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者で

あって六十五歳以上のもの（次に掲げるものを除く。）の氏名、住所その他厚生

労働省令で定める事項を、その者が同日現在において住所を有する市町村（第十

三条第一項又は第二項の規定によりその者が他の市町村が行う介護保険の第一号

被保険者であるときは、当該他の市町村とする。次項（第三号を除く。）から第

六項まで及び第九項において同じ。）に通知しなければならない。 

一 当該年の六月一日から翌年の五月三十一日までの間に支払を受けるべき当該

老齢等年金給付の額の総額が、当該年の四月一日の現況において政令で定める

額未満である者 

二 当該老齢等年金給付を受ける権利を別に法律で定めるところにより担保に供

していることその他の厚生労働省令で定める特別の事情を有する者 

２ 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の四月二日から

六月一日までの間に次の各号のいずれかに該当するに至った者（当該年の三月一

日から四月一日までの間に第一号に該当するに至った者であって、当該年の四月

一日現在において当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けていないもの

を含み、当該年の八月一日から翌年の五月三十一日までの間に支払を受けるべき

当該老齢等年金給付の額の総額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより

算定した年金額の見込額が、当該年の六月一日の現況において政令で定める額未

満である者及び前項第二号に該当する者を除く。）の氏名、住所その他厚生労働

省令で定める事項を、その者が当該年の六月一日現在において住所を有する市町

村に通知しなければならない。 

一 老齢等年金給付を受ける権利の裁定を受け、当該年金保険者から当該老齢等

年金給付の支払を受けることとなった六十五歳以上の者 
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二 当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者のうち六十五歳に

達したもの（六十五歳以後も引き続き当該老齢等年金給付の受給権を有する者

に限る。） 

三 当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者のうち、当該年金

保険者に対し市町村の区域を越える住所の変更の届出を行った六十五歳以上の

もの 

３ 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の六月二日から

八月一日までの間に前項各号のいずれかに該当するに至った者（当該年の十月一

日から翌年の五月三十一日までの間に支払を受けるべき当該老齢等年金給付の額

の総額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより算定した年金額の見込額

が、当該年の八月一日の現況において政令で定める額未満である者及び第一項第

二号に該当する者を除く。）の氏名、住所その他厚生労働省令で定める事項を、

その者が当該年の八月一日現在において住所を有する市町村に通知しなければな

らない。 

４ 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の八月二日から

十月一日までの間に第二項各号のいずれかに該当するに至った者（当該年の十二

月一日から翌年の五月三十一日までの間に支払を受けるべき当該老齢等年金給付

の額の総額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより算定した年金額の見

込額が、当該年の十月一日の現況において政令で定める額未満である者及び第一

項第二号に該当する者を除く。）の氏名、住所その他厚生労働省令で定める事項

を、その者が当該年の十月一日現在において住所を有する市町村に通知しなけれ

ばならない。 

５ 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の前年の十月二

日から十二月一日までの間に第二項各号のいずれかに該当するに至った者（当該

年の二月一日から五月三十一日までの間に支払を受けるべき当該老齢等年金給付

の額の総額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより算定した年金額の見

込額が、当該年の前年の十二月一日の現況において政令で定める額未満である者

及び第一項第二号に該当する者を除く。）の氏名、住所その他厚生労働省令で定
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める事項を、その者が当該年の前年の十二月一日現在において住所を有する市町

村に通知しなければならない。 

６ 年金保険者は、毎年厚生労働省令で定める期日までに、当該年の前年の十二月

二日から当該年の二月一日までの間に第二項各号のいずれかに該当するに至った

者（当該年の四月一日から五月三十一日までの間に支払を受けるべき当該老齢等

年金給付の額の総額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより算定した年

金額の見込額が、当該年の二月一日の現況において政令で定める額未満である者

及び第一項第二号に該当する者を除く。）の氏名、住所その他厚生労働省令で定

める事項を、その者が当該年の二月一日現在において住所を有する市町村に通知

しなければならない。 

７ 年金保険者（厚生労働大臣に限る。）は、前各項の規定による通知を行う場合

においては、政令で定めるところにより、連合会及び国民健康保険法第四十五条

第六項に規定する厚生労働大臣が指定する法人（以下「指定法人」という。）を

経由して行うものとする。 

８ 年金保険者（厚生労働大臣及び地方公務員共済組合（全国市町村職員共済組合

連合会を含む。第十項、第百三十六条第三項及び第六項並びに第百三十七条第二

項において同じ。）を除く。）は、第一項から第六項までの規定による通知を行

う場合においては、厚生労働大臣の同意を得て、当該年金保険者が行う当該通知

の全部を厚生労働大臣を経由して行うことができる。 

９ 前項において、厚生労働大臣を経由して市町村に通知を行う場合においては、

政令で定めるところにより、連合会及び指定法人を経由して行うものとする。 

１０ 地方公務員共済組合は、第一項から第六項までの規定による通知を行う場合

においては、政令で定めるところにより、連合会、指定法人及び地方公務員共済

組合連合会を経由して行うものとする。 

１１ 厚生労働大臣は、第八項の同意をしたときは、当該同意に係る年金保険者（第

百三十六条において「特定年金保険者」という。）を公示しなければならない。 

１２ 年金保険者（厚生労働大臣に限る。）は、日本年金機構に、第一項から第六

項までの規定による通知に係る事務（第八項の規定による経由に係る事務を含み、
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当該通知を除く。）を行わせるものとする。 

１３ 厚生年金保険法第百条の十第二項及び第三項の規定は、前項に規定する事務

について準用する。 

（保険料の特別徴収） 

第百三十五条 市町村は、前条第一項の規定による通知が行われた場合においては、

当該通知に係る第一号被保険者（災害その他の特別の事情があることにより、特

別徴収の方法によって保険料を徴収することが著しく困難であると認めるものそ

の他政令で定めるものを除く。次項及び第三項において同じ。）に対して課する

当該年度の保険料の全部（厚生労働省令で定める場合にあっては、その一部）を、

特別徴収の方法によって徴収するものとする。ただし、当該通知に係る第一号被

保険者が少ないことその他の特別の事情があることにより、特別徴収を行うこと

が適当でないと認められる市町村においては、特別徴収の方法によらないことが

できる。 

２ 市町村（前項ただし書に規定する市町村を除く。次項において同じ。）は、前

条第二項又は第三項の規定による通知が行われた場合においては、当該通知に係

る第一号被保険者に対して課する当該年度の保険料の一部を、特別徴収の方法に

よって徴収することができる。 

３ 市町村は、前条第二項若しくは第三項の規定による通知が行われた場合（前項

の規定により当該通知に係る第一号被保険者に対して課する当該年度の保険料の

一部を特別徴収の方法によって徴収する場合を除く。）又は同条第四項から第六

項までの規定による通知が行われた場合において、当該通知に係る第一号被保険

者について、翌年度の初日から九月三十日までの間において当該通知に係る老齢

等年金給付が支払われるときは、その支払に係る保険料額として、支払回数割保

険料額の見込額（当該額によることが適当でないと認められる特別な事情がある

場合においては、所得の状況その他の事情を勘案して市町村が定める額とする。）

を、厚生労働省令で定めるところにより、特別徴収の方法によって徴収するもの

とする。 

４ 前項の支払回数割保険料額の見込額は、当該第一号被保険者につき、当該年度
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の保険料額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより算定した額を、当該

年度の翌年度の初日（前条第五項の規定による通知に係る第一号被保険者につい

ては同年度の六月一日とし、同条第六項の規定による通知に係る第一号被保険者

については同年度の八月一日とする。）から九月三十日までの間における当該老

齢等年金給付の支払の回数で除して得た額とする。 

５ 市町村は、第一項本文、第二項又は第三項の規定により特別徴収の方法によっ

て保険料を徴収しようとする場合においては、第一項本文、第二項又は第三項に

規定する第一号被保険者（以下「特別徴収対象被保険者」という。）について、

当該特別徴収対象被保険者に係る年金保険者（以下「特別徴収義務者」という。）

に当該保険料を徴収させなければならない。 

６ 市町村は、同一の特別徴収対象被保険者について前条第一項から第六項までの

規定による通知に係る老齢等年金給付（以下「特別徴収対象年金給付」という。）

が二以上ある場合においては、政令で定めるところにより一の特別徴収対象年金

給付について保険料を徴収させるものとする。 

（特別徴収額の通知等） 

第百三十六条 市町村は、第百三十四条第一項の規定による通知が行われた場合に

おいて、前条第一項並びに第五項及び第六項（同条第一項に係る部分に限る。）

の規定により特別徴収の方法によって保険料を徴収しようとするときは、特別徴

収対象被保険者に係る保険料を特別徴収の方法によって徴収する旨、当該特別徴

収対象被保険者に係る支払回数割保険料額その他厚生労働省令で定める事項を、

特別徴収義務者及び特別徴収対象被保険者に通知しなければならない。 

２ 前項の支払回数割保険料額は、厚生労働省令で定めるところにより、当該特別

徴収対象被保険者につき、特別徴収の方法によって徴収する保険料額（以下「特

別徴収対象保険料額」という。）から、前条第三項並びに第百四十条第一項及び

第二項の規定により当該年の四月一日から九月三十日までの間に徴収される保険

料額の合計額を控除して得た額を、当該年の十月一日から翌年三月三十一日まで

の間における当該特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額とする。 

３ 第一項の規定による特別徴収義務者に対する通知（厚生労働大臣及び特定年金
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保険者並びに地方公務員共済組合に係るものを除く。）は、当該年度の初日の属

する年の八月三十一日までにしなければならない。 

４ 第一項の規定による特別徴収義務者に対する通知（厚生労働大臣に係るものに

限る。）は、当該年度の初日の属する年の七月三十一日までに、政令で定めると

ころにより、連合会及び指定法人を経由してしなければならない。 

５ 第一項の規定による特別徴収義務者に対する通知（特定年金保険者に係るもの

に限る。）は、当該年度の初日の属する年の七月三十一日までに、政令で定める

ところにより、連合会、指定法人及び厚生労働大臣を経由してしなければならな

い。 

６ 第一項の規定による特別徴収義務者に対する通知（地方公務員共済組合に係る

ものに限る。）は、当該年度の初日の属する年の七月三十一日までに、政令で定

めるところにより、連合会、指定法人及び地方公務員共済組合連合会を経由して

しなければならない。 

７ 厚生労働大臣は、日本年金機構に、第一項の規定による通知の受理に係る事務

（第五項の規定による経由に係る事務を含み、当該受理を除く。）を行わせるも

のとする。 

８ 厚生年金保険法第百条の十第二項及び第三項の規定は、前項に規定する事務に

ついて準用する。 

（特別徴収の方法によって徴収した保険料額の納入の義務等） 

第百三十七条 特別徴収義務者は、前条第一項の規定による通知を受けた場合にお

いては、同項に規定する支払回数割保険料額を、厚生労働省令で定めるところに

より、当該年の十月一日から翌年三月三十一日までの間において特別徴収対象年

金給付の支払をする際徴収し、その徴収した日の属する月の翌月の十日までに、

これを当該市町村に納入する義務を負う。 

２ 地方公務員共済組合は、前項の規定により市町村に納入する場合においては、

地方公務員共済組合連合会を経由して行うものとする。 

３ 特別徴収義務者が、特別徴収対象年金給付の支払をする際特別徴収対象被保険

者から徴収しなかった保険料額に相当する額を第一項の規定により市町村に納入
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した場合においては、その徴収しなかった保険料額に相当する額を、当該納入を

したとき以後に当該特別徴収対象被保険者に支払うべき当該特別徴収対象年金給

付から控除することができる。 

４ 特別徴収義務者は、第百三十五条の規定により当該特別徴収義務者が徴収すべ

き保険料に係る特別徴収対象被保険者が当該特別徴収義務者から特別徴収対象年

金給付の支払を受けないこととなった場合その他厚生労働省令で定める場合にお

いては、その事由が発生した日の属する月の翌月以降徴収すべき保険料額は、こ

れを徴収して納入する義務を負わない。 

５ 前項に規定する場合においては、特別徴収義務者は、厚生労働省令で定めると

ころにより、特別徴収対象年金給付の支払を受けないこととなった特別徴収対象

被保険者その他厚生労働省令で定める者の氏名、当該特別徴収対象被保険者に係

る保険料徴収の実績その他必要な事項を、特別徴収に係る納入金を納入すべき市

町村に通知しなければならない。 

６ 特別徴収義務者は、厚生労働省令で定めるところにより、第一項の規定により

徴収する支払回数割保険料額を、特別徴収対象被保険者に対し通知するものとす

る。 

７ 特別徴収義務者（厚生労働大臣に限る。）は、日本年金機構に、第一項及び第

四項の規定による徴収及び納入に係る事務（当該徴収及び納入を除く。）を行わ

せるものとする。 

８ 厚生年金保険法第百条の十第二項及び第三項の規定は、前項に規定する事務に

ついて準用する。 

９ 第百三十四条第七項から第十三項までの規定は第五項の規定による通知につい

て、同条第十二項及び第十三項の規定は第六項の規定による特別徴収義務者（厚

生労働大臣に限る。）の通知について準用する。 

（被保険者資格喪失等の場合の市町村の特別徴収義務者等に対する通知） 

第百三十八条 市町村は、第百三十六条第一項の規定により支払回数割保険料額を

特別徴収義務者に通知した後に当該通知に係る特別徴収対象被保険者が被保険者

資格を喪失した場合その他厚生労働省令で定める場合においては、厚生労働省令
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で定めるところにより、その旨を当該特別徴収義務者及び当該特別徴収対象被保

険者に通知しなければならない。 

２ 第百三十六条第四項から第八項までの規定は、前項の規定による特別徴収義務

者に対する通知について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

３ 特別徴収義務者は、第一項の規定による通知を受けた場合においては、その通

知を受けた日以降特別徴収対象保険料額を徴収して納入する義務を負わない。こ

の場合において、特別徴収義務者は、直ちに当該通知に係る特別徴収対象被保険

者に係る保険料徴収の実績その他必要な事項を当該通知をした市町村に通知しな

ければならない。 

４ 第百三十四条第七項から第十三項までの規定は、前項の規定による通知につい

て準用する。 

（普通徴収保険料額への繰入） 

第百三十九条 市町村は、第一号被保険者が特別徴収対象年金給付の支払を受けな

くなったこと等により保険料を特別徴収の方法によって徴収されないこととなっ

た場合においては、特別徴収の方法によって徴収されないこととなった額に相当

する保険料額を、その特別徴収の方法によって徴収されないこととなった日以後

において到来する第百三十三条の納期がある場合においてはそのそれぞれの納期

において、その日以後に到来する同条の納期がない場合においては直ちに、普通

徴収の方法によって徴収しなければならない。 

２ 特別徴収義務者から当該市町村に納入された第一号被保険者についての保険料

額の合計額が当該第一号被保険者について特別徴収の方法によって徴収すべき保

険料額を超える場合（特別徴収の方法によって徴収すべき保険料額がない場合を

含む。）においては、市町村は、当該過納又は誤納に係る保険料額（当該過納又

は誤納に係る保険料額が当該第一号被保険者が死亡したことにより生じたもので

あるときは、当該過納又は誤納に係る保険料額から厚生労働省令で定めるところ

により算定した額を控除した額とする。次項において「過誤納額」という。）を

当該第一号被保険者に還付しなければならない。 
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３ 市町村は、前項の規定により過誤納額を還付すべき場合において、当該第一号

被保険者の未納に係る保険料その他この法律の規定による徴収金があるときは、

同項の規定にかかわらず、厚生労働省令で定めるところにより、当該過誤納額を

これに充当することができる。 

（仮徴収） 

第百四十条 市町村は、前年度の初日の属する年の十月一日から翌年の三月三十一

日までの間における特別徴収対象年金給付の支払の際第百三十六条第一項に規定

する支払回数割保険料額を徴収されていた第一号被保険者について、当該年度の

初日からその日の属する年の五月三十一日までの間において当該支払回数割保険

料額の徴収に係る老齢等年金給付が支払われるときは、その支払に係る保険料額

として、当該支払回数割保険料額に相当する額を、厚生労働省令で定めるところ

により、特別徴収の方法によって徴収するものとする。 

２ 市町村は、前項に規定する第一号被保険者について、当該年度の初日の属する

年の六月一日から九月三十日までの間において同項に規定する老齢等年金給付が

支払われるときは、それぞれの支払に係る保険料額として、当該第一号被保険者

に係る同項に規定する支払回数割保険料額に相当する額（当該額によることが適

当でないと認められる特別な事情がある場合においては、所得の状況その他の事

情を勘案して市町村が定める額とする。）を、厚生労働省令で定めるところによ

り、特別徴収の方法によって徴収するものとする。 

３ 第百三十六条から前条まで（第百三十六条第二項を除く。）の規定は、前二項

の規定による特別徴収について準用する。この場合において、これらの規定に関

し必要な技術的読替えは、政令で定める。 

４ 第一項の規定による特別徴収については、前項において準用する第百三十六条

の規定による通知があったものとみなし、第二項の規定による特別徴収について

は、前項において準用する同条の規定による通知が期日までに行われないときは、

第一項に規定する老齢等年金給付のそれぞれの支払に係る保険料額として、第二

項に規定する支払回数割保険料額に相当する額を特別徴収の方法によって徴収す

る旨の同条の規定による通知があったものとみなす。 
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（住所地特例対象施設に入所又は入居中の被保険者の特例に係る特別徴収義務者

への通知） 

第百四十一条 市町村は、その行う介護保険の特別徴収対象被保険者が第十三条第

一項又は第二項の規定の適用を受ける被保険者に該当するに至ったときは、速や

かに、当該特別徴収対象被保険者に係る特別徴収義務者に、その旨を通知するも

のとする。 

２ 第百三十六条第四項から第八項までの規定は、前項の規定による特別徴収義務

者に対する通知について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

（政令への委任） 

第百四十一条の二 第百三十四条第二項から第六項までの規定により通知が行われ

た場合において、市町村が第百三十五条第二項から第六項までの規定により特別

徴収の方法によって保険料を徴収しようとするときの特別徴収額の通知、特別徴

収の方法によって徴収した保険料額の納入の義務その他の取扱いについては、政

令で定める。 

（保険料の減免等） 

第百四十二条 市町村は、条例で定めるところにより、特別の理由がある者に対し、

保険料を減免し、又はその徴収を猶予することができる。 

（地方税法の準用） 

第百四十三条 保険料その他この法律の規定による徴収金（第百五十条第一項に規

定する納付金及び第百五十七条第一項に規定する延滞金を除く。）については、

地方税法第九条、第十三条の二、第二十条、第二十条の二及び第二十条の四の規

定を準用する。 

（滞納処分） 

第百四十四条 市町村が徴収する保険料その他この法律の規定による徴収金は、地

方自治法第二百三十一条の三第三項に規定する法律で定める歳入とする。 

（保険料の収納の委託） 

第百四十四条の二 市町村は、普通徴収の方法によって徴収する保険料の収納の事
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務については、収入の確保及び第一号被保険者の便益の増進に寄与すると認める

場合に限り、政令で定めるところにより、私人に委託することができる。 

（保険料納付原簿） 

第百四十五条 市町村は、保険料納付原簿を備え、これに第一号被保険者の氏名、

住所、保険料の納付状況その他厚生労働省令で定める事項を記録するものとする。 

（条例等への委任） 

第百四十六条 この節に規定するもののほか、保険料の賦課及び徴収等に関する事

項（特別徴収に関するものを除く。）は政令で定める基準に従って条例で、特別

徴収に関して必要な事項は政令又は政令で定める基準に従って条例で定める。 

第二節 財政安定化基金等 

（財政安定化基金） 

第百四十七条 都道府県は、次に掲げる介護保険の財政の安定化に資する事業に必

要な費用に充てるため、財政安定化基金を設けるものとする。 

一 実績保険料収納額が予定保険料収納額に不足すると見込まれ、かつ、基金事

業対象収入額が基金事業対象費用額に不足すると見込まれる市町村に対し、政

令で定めるところにより、イに掲げる額（イに掲げる額がロに掲げる額を超え

るときは、ロに掲げる額とする。）の二分の一に相当する額を基礎として、当

該市町村及びその他の市町村における保険料の収納状況を勘案して政令で定め

るところにより算定した額を交付すること。 

イ 実績保険料収納額が予定保険料収納額に不足すると見込まれる額 

ロ 基金事業対象収入額が基金事業対象費用額に不足すると見込まれる額 

二 基金事業対象収入額及び基金事業交付額の合計額が、基金事業対象費用額に

不足すると見込まれる市町村に対し、政令で定めるところにより、当該不足す

ると見込まれる額を基礎として、当該市町村及びその他の市町村における保険

料の収納状況を勘案して政令で定めるところにより算定した額の範囲内の額を

貸し付けること。 

２ 前項において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 予定保険料収納額 市町村において当該市町村が定める市町村介護保険事業
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計画の計画期間（以下「計画期間」という。）中に収納が見込まれた保険料の

額の合計額のうち、介護給付及び予防給付に要する費用の額、地域支援事業に

要する費用の額、財政安定化基金拠出金の納付に要する費用の額並びに前項第

二号の規定による都道府県からの借入金（以下この項及び次条において「基金

事業借入金」という。）の償還に要する費用の額に充てるものとして政令で定

めるところにより算定した額 

二 実績保険料収納額 市町村において計画期間中に収納した保険料の額の合計

額のうち、介護給付及び予防給付に要した費用の額、地域支援事業に要した費

用の額、財政安定化基金拠出金の納付に要した費用の額並びに基金事業借入金

の償還に要した費用の額に充てるものとして政令で定めるところにより算定し

た額 

三 基金事業対象収入額 市町村の介護保険に関する特別会計において計画期間

中に収入した金額（第五号の基金事業交付額及び基金事業借入金の額を除く。）

の合計額のうち、介護給付及び予防給付に要した費用の額、地域支援事業に要

した費用の額、財政安定化基金拠出金の納付に要した費用の額並びに基金事業

借入金の償還に要した費用の額に充てるものとして政令で定めるところにより

算定した額 

四 基金事業対象費用額 市町村において計画期間中に介護給付及び予防給付に

要した費用の額、地域支援事業に要した費用の額、財政安定化基金拠出金の納

付に要した費用の額並びに基金事業借入金の償還に要した費用の額の合計額と

して政令で定めるところにより算定した額 

五 基金事業交付額 市町村が計画期間中に前項第一号の規定により交付を受け

た額 

３ 都道府県は、財政安定化基金に充てるため、政令で定めるところにより、市町

村から財政安定化基金拠出金を徴収するものとする。 

４ 市町村は、前項の規定による財政安定化基金拠出金を納付する義務を負う。 

５ 都道府県は、政令で定めるところにより、第三項の規定により市町村から徴収

した財政安定化基金拠出金の総額の三倍に相当する額を財政安定化基金に繰り入
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れなければならない。 

６ 国は、政令で定めるところにより、前項の規定により都道府県が繰り入れた額

の三分の一に相当する額を負担する。 

７ 財政安定化基金から生ずる収入は、すべて財政安定化基金に充てなければなら

ない。 

８ 第百二十一条第二項の規定は、第二項第一号に規定する介護給付及び予防給付

に要する費用の額並びに同項第二号から第四号までに規定する介護給付及び予防

給付に要した費用の額について準用する。 

（市町村相互財政安定化事業） 

第百四十八条 市町村は、介護保険の財政の安定化を図るため、その介護保険に関

する特別会計において負担する費用のうち介護給付及び予防給付に要する費用

（第四十三条第三項、第四十四条第六項、第四十五条第六項、第五十五条第三項、

第五十六条第六項又は第五十七条第六項の規定に基づき条例を定めている市町村

に係る当該介護給付及び予防給付に要する費用については、当該条例による措置

が講じられないものとして政令で定めるところにより算定した当該介護給付及び

予防給付に要する費用とする。次項において同じ。）、地域支援事業に要する費

用、財政安定化基金拠出金の納付に要する費用並びに基金事業借入金の償還に要

する費用の財源について、政令で定めるところにより、他の市町村と共同して、

調整保険料率に基づき、市町村相互間において調整する事業（以下この条及び次

条において「市町村相互財政安定化事業」という。）を行うことができる。 

２ 前項の調整保険料率は、市町村相互財政安定化事業を行う市町村（以下この条

及び次条第二項において「特定市町村」という。）のそれぞれが、それぞれの第

一号被保険者に対し、当該調整保険料率により算定した保険料額によって保険料

を課するとしたならば、当該特定市町村につき事業実施期間（市町村相互財政安

定化事業を実施する期間として特定市町村が次項の規約により定める三年を一期

とする期間をいう。以下この項及び第四項において同じ。）において収納される

保険料の額の合計額が、当該事業実施期間における当該特定市町村の介護給付及

び予防給付に要する費用の額（当該介護給付及び予防給付に要する費用の額につ
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き第百二十一条第一項、第百二十二条第一項、第百二十三条第一項、第百二十四

条第一項及び第百二十五条第一項の規定により、国、都道府県、市町村の一般会

計及び支払基金が負担し、又は交付する額を除く。）、地域支援事業に要する費

用の額（当該地域支援事業に要する費用の額につき第百二十二条の二、第百二十

三条第三項及び第四項、第百二十四条第三項及び第四項並びに第百二十六条第一

項の規定により、国、都道府県、市町村の一般会計及び支払基金が負担し、又は

交付する額を除く。）、財政安定化基金拠出金の納付に要する費用の額並びに基

金事業借入金の償還に要する費用の額の合計額と均衡を保つことができるもので

あって、当該特定市町村が政令で定める基準に従い定めるものとする。 

３ 市町村は、市町村相互財政安定化事業を行おうとするときは、その議会の議決

を経てする協議により規約を定め、これを都道府県知事に届け出なければならな

い。 

４ 前項の規約には、次に掲げる事項につき規定を設けなければならない。 

一 特定市町村 

二 調整保険料率 

三 事業実施期間 

四 市町村相互財政安定化事業に係る資金の負担及び交付の方法 

五 前各号に掲げる事項のほか、市町村相互財政安定化事業の実施に関し必要な

事項 

５ 第三項の規定は、同項の規約を変更し、又は市町村相互財政安定化事業をとり

やめようとする場合について準用する。 

６ 特定市町村が第百二十九条第二項の規定によりその条例で定める保険料率につ

いて同条第三項の規定を適用する場合においては、同項中「償還に要する費用の

予定額」とあるのは「償還に要する費用の予定額、第百四十八条第一項に規定す

る市町村相互財政安定化事業により負担する額の予想額」と、「並びに国庫負担

等の額等に照らし、おおむね三年」とあるのは「、国庫負担等の額並びに同項に

規定する市町村相互財政安定化事業により交付される額の予想額等に照らし、お

おむね第百四十八条第二項に規定する事業実施期間」とする。 
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７ 特定市町村について前条第二項の規定を適用する場合においては、同項第一号

中「並びに前項第二号の規定による都道府県からの借入金（以下「基金事業借入

金」という。）の償還に要する費用の額」とあるのは「、前項第二号の規定によ

る都道府県からの借入金（以下「基金事業借入金」という。）の償還に要する費

用の額並びに市町村相互財政安定化事業（次条第一項に規定する市町村相互財政

安定化事業をいう。以下この項において同じ。）により負担する額」と、同項第

二号中「並びに基金事業借入金の償還に要した費用の額」とあるのは「、基金事

業借入金の償還に要した費用の額並びに市町村相互財政安定化事業により負担し

た額」と、同項第三号中「収入した金額（第五号の基金事業交付額及び基金事業

借入金の額を除く。）」とあるのは「収入した金額（市町村相互財政安定化事業

により交付された額を含み、第五号の基金事業交付額及び基金事業借入金の額を

除く。）」と、「並びに基金事業借入金の償還に要した費用の額」とあるのは「、

基金事業借入金の償還に要した費用の額並びに市町村相互財政安定化事業により

負担した額」と、同項第四号中「並びに基金事業借入金の償還に要した費用の額」

とあるのは「、基金事業借入金の償還に要した費用の額並びに市町村相互財政安

定化事業により負担した額」とする。 

８ 特定市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村相互財政安定化事

業のうち資金の負担及び交付に関する事務の一部を、当該特定市町村が出資者又

は構成員となっている営利を目的としない法人であって、厚生労働省令で定める

要件に該当するものに委託することができる。 

第百四十九条 都道府県は、市町村相互財政安定化事業を行おうとする市町村の求

めに応じ、市町村相互間における必要な調整を行うものとする。 

２ 都道府県は、特定市町村の求めに応じ、当該市町村相互財政安定化事業に係る

調整保険料率についての基準を示す等必要な助言又は情報の提供をすることがで

きる。 

第三節 医療保険者の納付金 

（納付金の徴収及び納付義務） 

第百五十条 支払基金は、第百六十条第一項に規定する業務に要する費用に充てる
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ため、年度（毎年四月一日から翌年三月三十一日までをいう。以下この節及び次

章において同じ。）ごとに、医療保険者から、介護給付費・地域支援事業支援納

付金（以下「納付金」という。）を徴収する。 

２ 医療保険者は、納付金の納付に充てるため医療保険各法又は地方税法の規定に

より保険料若しくは掛金又は国民健康保険税を徴収し、納付金を納付する義務を

負う。 

（納付金の額） 

第百五十一条 前条第一項の規定により各医療保険者から徴収する納付金の額は、

当該年度の概算納付金の額とする。ただし、前々年度の概算納付金の額が前々年

度の確定納付金の額を超えるときは、当該年度の概算納付金の額からその超える

額とその超える額に係る調整金額との合計額を控除して得た額とするものとし、

前々年度の概算納付金の額が前々年度の確定納付金の額に満たないときは、当該

年度の概算納付金の額にその満たない額とその満たない額に係る調整金額との合

計額を加算して得た額とする。 

２ 前項ただし書の調整金額は、前々年度におけるすべての医療保険者に係る概算

納付金の額と確定納付金の額との過不足額につき生ずる利子その他の事情を勘案

して厚生労働省令で定めるところにより各医療保険者ごとに算定される額とする。 

（概算納付金） 

第百五十二条 前条第一項の概算納付金の額は、次の各号に掲げる医療保険者の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 被用者保険等保険者（高齢者の医療の確保に関する法律第七条第三項に規定

する被用者保険等保険者をいう。以下同じ。） 当該年度における全ての市町

村の医療保険納付対象額及び介護予防事業医療保険納付対象額の見込額の総額

を厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度における全ての医療保険

者に係る第二号被保険者の見込数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定

めるところにより算定した同年度における全ての被用者保険等保険者に係る第

二号被保険者の見込数の総数を乗じて得た額を同年度におけるイに掲げる額で

除して得た数に、同年度におけるロに掲げる額を乗じて得た額 
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イ 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額

（第二号被保険者標準報酬総額の見込額として厚生労働省令で定めるところ

により算定される額をいう。ロにおいて同じ。）の合計額 

ロ 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額 

二 被用者保険等保険者以外の医療保険者 当該年度における全ての市町村の医

療保険納付対象額及び介護予防事業医療保険納付対象額の見込額の総額を厚生

労働省令で定めるところにより算定した同年度における全ての医療保険者に係

る第二号被保険者の見込数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めると

ころにより算定した同年度における当該医療保険者に係る第二号被保険者の見

込数を乗じて得た額 

２ 前項第一号イの第二号被保険者標準報酬総額は、次の各号に掲げる被用者保険

等保険者の区分に応じ、各年度の当該各号に定める額の合計額の総額を、それぞ

れ政令で定めるところにより補正して得た額とする。 

一 全国健康保険協会及び健康保険組合 第二号被保険者である被保険者ごとの

健康保険法又は船員保険法に規定する標準報酬月額及び標準賞与額 

二 共済組合 第二号被保険者である組合員ごとの国家公務員共済組合法又は地

方公務員等共済組合法に規定する標準報酬の月額及び標準期末手当等の額 

三 日本私立学校振興・共済事業団 第二号被保険者である加入者ごとの私立学

校教職員共済法に規定する標準報酬月額及び標準賞与額 

四 国民健康保険組合（被用者保険等保険者であるものに限る。） 第二号被保

険者である組合員ごとの前三号に定める額に相当するものとして厚生労働省令

で定める額 

（平二九法五二・全改） 

（確定納付金） 

第百五十三条 第百五十一条第一項ただし書の確定納付金の額は、次の各号に掲げ

る医療保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 被用者保険等保険者 前々年度における全ての市町村の医療保険納付対象額

及び介護予防事業医療保険納付対象額の総額を厚生労働省令で定めるところに
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より算定した同年度における全ての医療保険者に係る第二号被保険者の総数で

除して得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度における

全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者の総数を乗じて得た額を同年

度におけるイに掲げる額で除して得た数に、同年度におけるロに掲げる額を乗

じて得た額 

イ 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額（前条第二

項に規定する第二号被保険者標準報酬総額をいう。ロにおいて同じ。）の合

計額 

ロ 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額 

二 被用者保険等保険者以外の医療保険者 前々年度における全ての市町村の医

療保険納付対象額及び介護予防事業医療保険納付対象額の総額を厚生労働省令

で定めるところにより算定した同年度における全ての医療保険者に係る第二号

被保険者の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算定し

た同年度における当該医療保険者に係る第二号被保険者の数を乗じて得た額 

（平二九法五二・全改） 

（医療保険者が合併、分割及び解散をした場合における納付金の額の特例） 

第百五十四条 合併又は分割により成立した医療保険者、合併又は分割後存続する

医療保険者及び解散をした医療保険者の権利義務を承継した医療保険者に係る納

付金の額の算定の特例については、政令で定める。 

（納付金の額の決定、通知等） 

第百五十五条 支払基金は、各年度につき、各医療保険者が納付すべき納付金の額

を決定し、当該各医療保険者に対し、その者が納付すべき納付金の額、納付の方

法及び納付すべき期限その他必要な事項を通知しなければならない。 

２ 前項の規定により納付金の額が定められた後、納付金の額を変更する必要が生

じたときは、支払基金は、当該各医療保険者が納付すべき納付金の額を変更し、

当該各医療保険者に対し、変更後の納付金の額を通知しなければならない。 

３ 支払基金は、医療保険者が納付した納付金の額が、前項の規定による変更後の

納付金の額に満たない場合には、その不足する額について、同項の規定による通
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知とともに納付の方法及び納付すべき期限その他必要な事項を通知し、同項の規

定による変更後の納付金の額を超える場合には、その超える額について、未納の

納付金その他この法律の規定による支払基金の徴収金があるときはこれに充当し、

なお残余があれば還付し、未納の徴収金がないときはこれを還付しなければなら

ない。 

（督促及び滞納処分） 

第百五十六条 支払基金は、医療保険者が、納付すべき期限までに納付金を納付し

ないときは、期限を指定してこれを督促しなければならない。 

２ 支払基金は、前項の規定により督促をするときは、当該医療保険者に対し、督

促状を発する。この場合において、督促状により指定すべき期限は、督促状を発

する日から起算して十日以上経過した日でなければならない。 

３ 支払基金は、第一項の規定による督促を受けた医療保険者がその指定期限まで

にその督促状に係る納付金及び次条の規定による延滞金を完納しないときは、政

令で定めるところにより、その徴収を、厚生労働大臣又は都道府県知事に請求す

るものとする。 

４ 前項の規定による徴収の請求を受けたときは、厚生労働大臣又は都道府県知事

は、国税滞納処分の例により処分することができる。 

（延滞金） 

第百五十七条 前条第一項の規定により納付金の納付を督促したときは、支払基金

は、その督促に係る納付金の額につき年十四・五パーセントの割合で、納付期日

の翌日からその完納又は財産差押えの日の前日までの日数により計算した延滞金

を徴収する。ただし、督促に係る納付金の額が千円未満であるときは、この限り

でない。 

２ 前項の場合において、納付金の額の一部につき納付があったときは、その納付

の日以降の期間に係る延滞金の額の計算の基礎となる納付金の額は、その納付の

あった納付金の額を控除した額とする。 

３ 延滞金の計算において、前二項の納付金の額に千円未満の端数があるときは、

その端数は、切り捨てる。 
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４ 前三項の規定によって計算した延滞金の額に百円未満の端数があるときは、そ

の端数は、切り捨てる。 

５ 延滞金は、次の各号のいずれかに該当する場合には、徴収しない。ただし、第

三号の場合には、その執行を停止し、又は猶予した期間に対応する部分の金額に

限る。 

一 督促状に指定した期限までに納付金を完納したとき。 

二 延滞金の額が百円未満であるとき。 

三 納付金について滞納処分の執行を停止し、又は猶予したとき。 

四 納付金を納付しないことについてやむを得ない理由があると認められるとき。 

（納付の猶予） 

第百五十八条 支払基金は、やむを得ない事情により、医療保険者が納付金を納付

することが著しく困難であると認められるときは、厚生労働省令で定めるところ

により、当該医療保険者の申請に基づき、厚生労働大臣の承認を受けて、その納

付すべき期限から一年以内の期間を限り、その一部の納付を猶予することができ

る。 

２ 支払基金は、前項の規定による猶予をしたときは、その旨、猶予に係る納付金

の額、猶予期間その他必要な事項を医療保険者に通知しなければならない。 

３ 支払基金は、第一項の規定による猶予をしたときは、その猶予期間内は、その

猶予に係る納付金につき新たに第百五十六条第一項の規定による督促及び同条第

三項の規定による徴収の請求をすることができない。 

（通知） 

第百五十九条 市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、支払基金に対し、

各年度における医療保険納付対象額その他厚生労働省令で定める事項を通知しな

ければならない。 

２ 市町村は、前項の規定による通知の事務を連合会に委託することができる。 

第九章 社会保険診療報酬支払基金の介護保険関係業務 

（支払基金の業務） 

第百六十条 支払基金は、社会保険診療報酬支払基金法第十五条に規定する業務の
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ほか、第一条に規定する目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。 

一 医療保険者から納付金を徴収すること。 

二 市町村に対し第百二十五条第一項の介護給付費交付金を交付すること。 

三 市町村に対し第百二十六条第一項の地域支援事業支援交付金を交付すること。 

四 前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

２ 前項に規定する業務は、介護保険関係業務という。 

（業務の委託） 

第百六十一条 支払基金は、厚生労働大臣の認可を受けて、介護保険関係業務の一

部を医療保険者が加入している団体で厚生労働大臣が定めるものに委託すること

ができる。 

（業務方法書） 

第百六十二条 支払基金は、介護保険関係業務に関し、当該業務の開始前に、業務

方法書を作成し、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。これを変更する

ときも、同様とする。 

２ 前項の業務方法書に記載すべき事項は、厚生労働省令で定める。 

（報告等） 

第百六十三条 支払基金は、医療保険者に対し、毎年度、医療保険加入者（四十歳

以上六十五歳未満のものに限る。）の数その他の厚生労働省令で定める事項に関

する報告を求めるほか、第百六十条第一項第一号に掲げる業務に関し必要がある

と認めるときは、文書その他の物件の提出を求めることができる。 

（区分経理） 

第百六十四条 支払基金は、介護保険関係業務に係る経理については、その他の業

務に係る経理と区分して、特別の会計を設けて行わなければならない。 

（予算等の認可） 

第百六十五条 支払基金は、介護保険関係業務に関し、毎事業年度、予算、事業計

画及び資金計画を作成し、当該事業年度の開始前に、厚生労働大臣の認可を受け

なければならない。これを変更するときも、同様とする。 

（財務諸表等） 
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第百六十六条 支払基金は、介護保険関係業務に関し、毎事業年度、財産目録、貸

借対照表及び損益計算書（以下この条において「財務諸表」という。）を作成し、

当該事業年度の終了後三月以内に厚生労働大臣に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。 

２ 支払基金は、前項の規定により財務諸表を厚生労働大臣に提出するときは、厚

生労働省令で定めるところにより、これに当該事業年度の事業報告書及び予算の

区分に従い作成した決算報告書並びに財務諸表及び決算報告書に関する監事の意

見書を添付しなければならない。 

３ 支払基金は、第一項の規定による厚生労働大臣の承認を受けたときは、遅滞な

く、財務諸表又はその要旨を官報に公告し、かつ、財務諸表及び附属明細書並び

に前項の事業報告書、決算報告書及び監事の意見書を、各事務所に備えて置き、

厚生労働省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならない。 

（利益及び損失の処理） 

第百六十七条 支払基金は、介護保険関係業務に関し、毎事業年度、損益計算にお

いて利益を生じたときは、前事業年度から繰り越した損失をうめ、なお残余があ

るときは、その残余の額は、積立金として整理しなければならない。 

２ 支払基金は、介護保険関係業務に関し、毎事業年度、損益計算において損失を

生じたときは、前項の規定による積立金を減額して整理し、なお不足があるとき

は、その不足額は繰越欠損金として整理しなければならない。 

３ 支払基金は、予算をもって定める金額に限り、第一項の規定による積立金を第

百六十条第一項第二号及び第三号に掲げる業務に要する費用に充てることができ

る。 

（借入金及び債券） 

第百六十八条 支払基金は、介護保険関係業務に関し、厚生労働大臣の認可を受け

て、長期借入金若しくは短期借入金をし、又は債券を発行することができる。 

２ 前項の規定による長期借入金及び債券は、二年以内に償還しなければならない。 

３ 第一項の規定による短期借入金は、当該事業年度内に償還しなければならない。

ただし、資金の不足のため償還することができないときは、その償還することが
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できない金額に限り、厚生労働大臣の認可を受けて、これを借り換えることがで

きる。 

４ 前項ただし書の規定により借り換えられた短期借入金は、一年以内に償還しな

ければならない。 

５ 支払基金は、第一項の規定による債券を発行する場合においては、割引の方法

によることができる。 

６ 第一項の規定による債券の債権者は、支払基金の財産について他の債権者に先

立って自己の債権の弁済を受ける権利を有する。 

７ 前項の先取特権の順位は、民法（明治二十九年法律第八十九号）の規定による

一般の先取特権に次ぐものとする。 

８ 支払基金は、厚生労働大臣の認可を受けて、第一項の規定による債券の発行に

関する事務の全部又は一部を銀行又は信託会社に委託することができる。 

９ 会社法（平成十七年法律第八十六号）第七百五条第一項及び第二項並びに第七

百九条の規定は、前項の規定により委託を受けた銀行又は信託会社について準用

する。 

１０ 第一項及び第二項並びに第五項から前項までに定めるもののほか、第一項の

規定による債券に関し必要な事項は、政令で定める。 

（政府保証） 

第百六十九条 政府は、法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律（昭和二

十一年法律第二十四号）第三条の規定にかかわらず、国会の議決を経た金額の範

囲内で、支払基金による第百二十五条第一項の介護給付費交付金及び第百二十六

条第一項の地域支援事業支援交付金の円滑な交付のために必要があると認めると

きは、前条の規定による支払基金の長期借入金、短期借入金又は債券に係る債務

について、必要と認められる期間の範囲において、保証することができる。 

（余裕金の運用） 

第百七十条 支払基金は、次の方法によるほか、介護保険関係業務に係る業務上の

余裕金を運用してはならない。 

一 国債、地方債その他厚生労働大臣が指定する有価証券の保有 
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二 銀行その他厚生労働大臣が指定する金融機関への預金 

三 信託業務を営む金融機関（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和

十八年法律第四十三号）第一条第一項の認可を受けた金融機関をいう。）への

金銭信託 

（協議） 

第百七十条の二 厚生労働大臣は、次の場合には、あらかじめ、財務大臣に協議し

なければならない。 

一 第百六十八条第一項、第三項又は第八項の認可をしようとするとき。 

二 前条第一号又は第二号の指定をしようとするとき。 

（厚生労働省令への委任） 

第百七十一条 この章に定めるもののほか、介護保険関係業務に係る支払基金の財

務及び会計に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

（報告の徴収等） 

第百七十二条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、支払基金又は第百六十一条の規

定による委託を受けた者（以下この項及び第二百七条第二項において「受託者」

という。）について、介護保険関係業務に関し必要があると認めるときは、その

業務又は財産の状況に関する報告を徴し、又は当該職員に実地にその状況を検査

させることができる。ただし、受託者に対しては、当該受託業務の範囲内に限る。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による検査について、同条第四項の規

定は、前項の規定による権限について準用する。 

３ 都道府県知事は、支払基金につき介護保険関係業務に関し社会保険診療報酬支

払基金法第二十九条の規定による処分が行われる必要があると認めるとき、又は

支払基金の理事長、理事若しくは監事につき介護保険関係業務に関し同法第十一

条第二項若しくは第三項の規定による処分が行われる必要があると認めるときは、

理由を付して、その旨を厚生労働大臣に通知しなければならない。 

（社会保険診療報酬支払基金法の適用の特例） 

第百七十三条 介護保険関係業務は、社会保険診療報酬支払基金法第三十二条第二

項の規定の適用については、同法第十五条に規定する業務とみなす。 
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（審査請求） 

第百七十四条 この法律に基づいてした支払基金の処分に不服のある者は、厚生労

働大臣に対し、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）による審査請求

をすることができる。 

（平二六法六九・一部改正） 

第百七十五条 削除 

第十章 国民健康保険団体連合会の介護保険事業関係業務 

（連合会の業務） 

第百七十六条 連合会は、国民健康保険法の規定による業務のほか、次に掲げる業

務を行う。 

一 第四十一条第十項（第四十二条の二第九項、第四十六条第七項、第四十八条

第七項、第五十一条の三第八項、第五十三条第七項、第五十四条の二第九項、

第五十八条第七項及び第六十一条の三第八項において準用する場合を含む。）

の規定により市町村から委託を受けて行う居宅介護サービス費、地域密着型介

護サービス費、居宅介護サービス計画費、施設介護サービス費、特定入所者介

護サービス費、介護予防サービス費、地域密着型介護予防サービス費、介護予

防サービス計画費及び特定入所者介護予防サービス費の請求に関する審査及び

支払 

二 指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、指定施設

サービス等、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス及び指

定介護予防支援の質の向上に関する調査並びに指定居宅サービス事業者、指定

地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、指定介

護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定介護

予防支援事業者に対する必要な指導及び助言 

２ 連合会は、前項各号に掲げる業務のほか、介護保険事業の円滑な運営に資する

ため、次に掲げる業務を行うことができる。 

一 第二十一条第三項の規定により市町村から委託を受けて行う第三者に対する

損害賠償金の徴収又は収納の事務 



616/651 

二 指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、指定介護

予防サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業並びに介護保険施設

の運営 

三 前二号に掲げるもののほか、介護保険事業の円滑な運営に資する事業 

（議決権の特例） 

第百七十七条 連合会が前条の規定により行う業務（以下「介護保険事業関係業務」

という。）については、国民健康保険法第八十六条において準用する同法第二十

九条の規定にかかわらず、厚生労働省令で定めるところにより、規約をもって議

決権に関する特段の定めをすることができる。 

（区分経理） 

第百七十八条 連合会は、介護保険事業関係業務に係る経理については、その他の

経理と区分して整理しなければならない。 

第十一章 介護給付費審査委員会 

（給付費審査委員会） 

第百七十九条 第四十一条第十項（第四十二条の二第九項、第四十六条第七項、第

四十八条第七項、第五十一条の三第八項、第五十三条第七項、第五十四条の二第

九項、第五十八条第七項及び第六十一条の三第八項において準用する場合を含

む。）の規定による委託を受けて介護給付費請求書の審査を行うため、連合会に、

介護給付費審査委員会（以下「給付費審査委員会」という。）を置く。 

（給付費審査委員会の組織） 

第百八十条 給付費審査委員会は、規約で定めるそれぞれ同数の介護給付等対象サ

ービス担当者（指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、

指定施設サービス等、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス

又は指定介護予防支援を担当する者をいう。第三項及び次条第一項において同

じ。）を代表する委員、市町村を代表する委員及び公益を代表する委員をもって

組織する。 

２ 委員は、連合会が委嘱する。 

３ 前項の委嘱は、介護給付等対象サービス担当者を代表する委員及び市町村を代
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表する委員については、それぞれ関係団体の推薦によって行わなければならない。 

（給付費審査委員会の権限） 

第百八十一条 給付費審査委員会は、介護給付費請求書の審査を行うため必要があ

ると認めるときは、都道府県知事の承認を得て、当該指定居宅サービス事業者、

指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事業者若しくは介護保険施設に

対して、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を求め、又は当該指定居宅サ

ービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事業者若しくは

介護保険施設の開設者若しくは管理者若しくはその長若しくは当該指定居宅サー

ビスの事業、指定居宅介護支援の事業若しくは指定介護予防サービスの事業に係

る事業所若しくは介護保険施設における介護給付等対象サービス担当者に対して、

出頭若しくは説明を求めることができる。 

２ 連合会は、前項の規定により給付費審査委員会に出頭した者に対し、旅費、日

当及び宿泊料を支給しなければならない。ただし、当該指定居宅サービス事業者、

指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事業者又は介護保険施設が提出

した介護給付費請求書又は帳簿書類の記載が不備又は不当であったため出頭を求

められて出頭した者に対しては、この限りでない。 

３ 前二項の規定は、指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者及び指定介護予防支援事業者並びに指定地域密着型サービスの事業、

指定地域密着型介護予防サービスの事業及び指定介護予防支援の事業について準

用する。この場合において、第一項中「都道府県知事」とあるのは、「市町村長」

と読み替えるものとする。 

（厚生労働省令への委任） 

第百八十二条 この章に規定するもののほか、給付費審査委員会に関して必要な事

項は、厚生労働省令で定める。 

第十二章 審査請求 

（審査請求） 

第百八十三条 保険給付に関する処分（被保険者証の交付の請求に関する処分及び

要介護認定又は要支援認定に関する処分を含む。）又は保険料その他この法律の
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規定による徴収金（財政安定化基金拠出金、納付金及び第百五十七条第一項に規

定する延滞金を除く。）に関する処分に不服がある者は、介護保険審査会に審査

請求をすることができる。 

２ 前項の審査請求は、時効の完成猶予及び更新に関しては、裁判上の請求とみな

す。 

（平二九法四五・一部改正） 

（介護保険審査会の設置） 

第百八十四条 介護保険審査会（以下「保険審査会」という。）は、各都道府県に

置く。 

（組織） 

第百八十五条 保険審査会は、次の各号に掲げる委員をもって組織し、その定数は、

当該各号に定める数とする。 

一 被保険者を代表する委員 三人 

二 市町村を代表する委員 三人 

三 公益を代表する委員 三人以上であって政令で定める基準に従い条例で定め

る員数 

２ 委員は、都道府県知事が任命する。 

３ 委員は、非常勤とする。 

（委員の任期） 

第百八十六条 委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第百八十七条 保険審査会に、公益を代表する委員のうちから委員が選挙する会長

一人を置く。 

２ 会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された者が、その職務を代

行する。 

（専門調査員） 
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第百八十八条 保険審査会に、要介護認定又は要支援認定に関する処分に対する審

査請求の事件に関し、専門の事項を調査させるため、専門調査員を置くことがで

きる。 

２ 専門調査員は、要介護者等の保健、医療又は福祉に関する学識経験を有する者

のうちから、都道府県知事が任命する。 

３ 専門調査員は、非常勤とする。 

（合議体） 

第百八十九条 保険審査会は、会長、被保険者を代表する委員及び市町村を代表す

る委員の全員並びに会長以外の公益を代表する委員のうちから保険審査会が指名

する二人をもって構成する合議体で、審査請求（要介護認定又は要支援認定に関

する処分に対するものを除く。）の事件を取り扱う。 

２ 要介護認定又は要支援認定に関する処分に対する審査請求の事件は、公益を代

表する委員のうちから、保険審査会が指名する三人をもって構成する合議体で取

り扱う。 

第百九十条 前条第一項の合議体は、被保険者を代表する委員、市町村を代表する

委員及び公益を代表する委員各一人以上を含む過半数の委員の、同条第二項の合

議体は、これを構成するすべての委員の出席がなければ、会議を開き、議決をす

ることができない。 

２ 前条第一項の合議体の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、会長の決するところによる。 

３ 前条第二項の合議体の議事は、その合議体を構成する委員の過半数をもって決

する。 

（管轄保険審査会） 

第百九十一条 審査請求は、当該処分をした市町村をその区域に含む都道府県の保

険審査会に対してしなければならない。 

２ 審査請求が管轄違いであるときは、保険審査会は、速やかに、事件を所轄の保

険審査会に移送し、かつ、その旨を審査請求人に通知しなければならない。 

３ 事件が移送されたときは、はじめから、移送を受けた保険審査会に審査請求が
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あったものとみなす。 

（審査請求の期間及び方式） 

第百九十二条 審査請求は、処分があったことを知った日の翌日から起算して三月

以内に、文書又は口頭でしなければならない。ただし、正当な理由により、この

期間内に審査請求をすることができなかったことを疎明したときは、この限りで

ない。 

（平二六法六九・一部改正） 

（市町村に対する通知） 

第百九十三条 保険審査会は、審査請求がされたときは、行政不服審査法第二十四

条の規定により当該審査請求を却下する場合を除き、原処分をした市町村及びそ

の他の利害関係人に通知しなければならない。 

（平二六法六九・一部改正） 

（審理のための処分） 

第百九十四条 保険審査会は、審理を行うため必要があると認めるときは、審査請

求人若しくは関係人に対して報告若しくは意見を求め、その出頭を命じて審問し、

又は医師その他保険審査会の指定する者（次項において「医師等」という。）に

診断その他の調査をさせることができる。 

２ 都道府県は、前項の規定により保険審査会に出頭した関係人又は診断その他の

調査をした医師等に対し、政令で定めるところにより、旅費、日当及び宿泊料又

は報酬を支給しなければならない。 

（政令への委任） 

第百九十五条 この章及び行政不服審査法に規定するもののほか、審査請求の手続

及び保険審査会に関して必要な事項は、政令で定める。 

（審査請求と訴訟との関係） 

第百九十六条 第百八十三条第一項に規定する処分の取消しの訴えは、当該処分に

ついての審査請求に対する裁決を経た後でなければ、提起することができない。 

第十三章 雑則 

（報告の徴収等） 
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第百九十七条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、市町村に対し、保険給付の効果

に関する評価のためその他必要があると認めるときは、その事業の実施の状況に

関する報告を求めることができる。 

２ 厚生労働大臣は、都道府県知事又は市町村長に対し、当該都道府県知事又は市

町村長が第五章の規定により行う事務に関し必要があると認めるときは、報告を

求め、又は助言若しくは勧告をすることができる。 

３ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、医療保険者に対し、納付金の額の算定に関

して必要があると認めるときは、その業務に関する報告を徴し、又は当該職員に

実地にその状況を検査させることができる。 

４ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による検査について、同条第四項の規

定は、前項の規定による権限について準用する。 

第百九十七条の二 市町村長は、政令で定めるところにより、その事業の実施の状

況を厚生労働大臣に報告しなければならない。 

（連合会に対する監督） 

第百九十八条 連合会について国民健康保険法第百六条及び第百八条の規定を適用

する場合において、これらの規定中「事業」とあるのは、「事業（介護保険法（平

成九年法律第百二十三号）第百七十七条に規定する介護保険事業関係業務を含

む。）」とする。 

（先取特権の順位） 

第百九十九条 保険料その他この法律の規定による徴収金の先取特権の順位は、国

税及び地方税に次ぐものとする。 

（時効） 

第二百条 保険料、納付金その他この法律の規定による徴収金を徴収し、又はその

還付を受ける権利及び保険給付を受ける権利は、これらを行使することができる

時から二年を経過したときは、時効によって消滅する。 

２ 保険料その他この法律の規定による徴収金の督促は、時効の更新の効力を生ず

る。 

（平二九法四五・一部改正） 
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（期間の計算） 

第二百一条 この法律又はこの法律に基づく命令に規定する期間の計算については、

民法の期間に関する規定を準用する。 

（被保険者等に関する調査） 

第二百二条 市町村は、被保険者の資格、保険給付及び保険料に関して必要がある

と認めるときは、被保険者、被保険者の配偶者若しくは被保険者の属する世帯の

世帯主その他その世帯に属する者又はこれらであった者に対し、文書その他の物

件の提出若しくは提示を命じ、又は当該職員に質問させることができる。 

２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問について、同条第四項の規

定は、前項の規定による権限について準用する。 

（平二九法五二・一部改正） 

（資料の提供等） 

第二百三条 市町村は、保険給付及び保険料に関して必要があると認めるときは、

被保険者、被保険者の配偶者若しくは被保険者の属する世帯の世帯主その他その

世帯に属する者の資産若しくは収入の状況又は被保険者に対する老齢等年金給付

の支給状況につき、官公署若しくは年金保険者に対し必要な文書の閲覧若しくは

資料の提供を求め、又は銀行、信託会社その他の機関若しくは被保険者の雇用主

その他の関係人に報告を求めることができる。 

２ 都道府県知事又は市町村長は、第四十一条第一項本文、第四十二条の二第一項

本文、第四十六条第一項、第四十八条第一項第一号若しくは第三号、第五十三条

第一項本文、第五十四条の二第一項本文若しくは第五十八条第一項の指定又は第

九十四条第一項の許可に関し必要があると認めるときは、これらの指定又は許可

に係る申請者若しくはその役員等若しくは開設者若しくはその役員又は病院等若

しくは療養病床病院等の管理者、特別養護老人ホームの長若しくは同条第三項第

十一号に規定する使用人の保険料等の納付状況につき、当該保険料等を徴収する

者に対し、必要な書類の閲覧又は資料の提供を求めることができる。 

（平二九法五二・一部改正） 

（大都市等の特例） 
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第二百三条の二 この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定

めるものは、指定都市及び地方自治法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以

下この条において「中核市」という。）においては、政令の定めるところにより、

指定都市又は中核市（以下「指定都市等」という。）が処理するものとする。こ

の場合においては、この法律中都道府県に関する規定は、指定都市等に関する規

定として、指定都市等に適用があるものとする。 

（平二三法七二・追加、平二六法五一・一部改正） 

（緊急時における厚生労働大臣の事務執行） 

第二百三条の三 第百条第一項の規定により都道府県知事又は市町村長の権限に属

するものとされている事務は、介護老人保健施設に入所している者の生命又は身

体の安全を確保するため緊急の必要があると厚生労働大臣が認める場合にあって

は、厚生労働大臣又は都道府県知事若しくは市町村長が行うものとする。この場

合において、この法律の規定中都道府県知事に関する規定（当該事務に係るもの

に限る。）は、厚生労働大臣に関する規定として厚生労働大臣に適用があるもの

とする。 

２ 前項の場合において、厚生労働大臣又は都道府県知事若しくは市町村長が当該

事務を行うときは、相互に密接な連携の下に行うものとする。 

（平二三法七二・旧第二百三条の二繰下） 

（事務の区分） 

第二百三条の四 第百五十六条第四項、第百七十二条第一項及び第三項並びに第百

九十七条第三項の規定により都道府県が処理することとされている事務は、地方

自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

（平二三法七二・旧第二百三条の三繰下） 

（権限の委任） 

第二百三条の五 この法律に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定め

るところにより、地方厚生局長に委任することができる。 

２ 前項の規定により地方厚生局長に委任された権限は、厚生労働省令で定めると

ころにより、地方厚生支局長に委任することができる。 
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（平二三法七二・旧第二百三条の四繰下） 

（実施規定） 

第二百四条 この法律に特別の規定があるものを除くほか、この法律の実施のため

の手続その他その執行について必要な細則は、厚生労働省令で定める。 

第十四章 罰則 

第二百五条 認定審査会、都道府県介護認定審査会、給付費審査委員会若しくは保

険審査会の委員、保険審査会の専門調査員若しくは連合会若しくは連合会から第

四十一条第十一項（第四十二条の二第九項、第四十六条第七項、第四十八条第七

項、第五十一条の三第八項、第五十三条第七項、第五十四条の二第九項、第五十

八条第七項及び第六十一条の三第八項において準用する場合を含む。）の規定に

より第四十一条第九項、第四十二条の二第八項、第四十六条第六項、第四十八条

第六項、第五十一条の三第七項、第五十三条第六項、第五十四条の二第八項、第

五十八条第六項若しくは第六十一条の三第七項に規定する審査及び支払に関する

事務の委託を受けた法人の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者が、正当

な理由なしに、職務上知り得た指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービ

ス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設の開設者、指定介護予防サー

ビス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者、指定介護予防支援事業者

若しくは居宅サービス等を行った者の業務上の秘密又は個人の秘密を漏らしたと

きは、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

２ 第二十四条の二第三項、第二十四条の三第二項、第二十八条第七項（第二十九

条第二項、第三十条第二項、第三十一条第二項、第三十三条第四項、第三十三条

の二第二項、第三十三条の三第二項及び第三十四条第二項において準用する場合

を含む。）、第六十九条の十七第一項、第六十九条の二十八第一項、第六十九条

の三十七、第百十五条の三十八第一項（第百十五条の四十二第三項において準用

する場合を含む。）又は第百十五条の四十六第五項（第百十五条の四十七第三項

において準用する場合を含む。）の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は百

万円以下の罰金に処する。 

（平二三法七二・一部改正） 
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第二百五条の二 第六十九条の二十四第二項の規定による命令に違反したときは、

その違反行為をした者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第二百六条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、

六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第九十八条第一項各号に掲げる事項以外の事項を広告し、同項各号に掲げる

事項に関し虚偽の広告をし、又は同項第三号に掲げる事項の広告の方法が同条

第二項の規定による定めに違反したとき。 

二 第百一条又は第百二条の規定に基づく命令に違反したとき。 

第二百六条の二 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者

は、五十万円以下の罰金に処する。 

一 第六十九条の二十又は第百十五条の三十九（第百十五条の四十二第三項にお

いて準用する場合を含む。）の規定に違反して帳簿を備えず、帳簿に記載せず、

若しくは帳簿に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかったとき。 

二 第六十九条の二十二第一項若しくは第二項、第六十九条の三十第一項（第六

十九条の三十三第二項において準用する場合を含む。）又は第百十五条の四十

第一項（第百十五条の四十二第三項において準用する場合を含む。）の規定に

よる報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による質問に対

して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくはこれらの規定による検査

を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

三 第六十九条の二十三第一項の規定による許可を受けないで試験問題作成事務

の全部を廃止し、第百十五条の四十一の規定による許可を受けないで調査事務

の全部を廃止し、又は第百十五条の四十二第三項において準用する第百十五条

の四十一の規定による許可を受けないで情報公表事務の全部を廃止したとき。 

第二百七条 次の各号の一に該当する場合には、その違反行為をした健康保険組合、

国民健康保険組合、共済組合又は日本私立学校振興・共済事業団の役員、清算人

又は職員は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第百六十三条の規定による報告若しくは文書その他の物件の提出をせず、又

は虚偽の報告をし、若しくは虚偽の記載をした文書を提出したとき。 
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二 第百九十七条第三項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又

は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

２ 第百七十二条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は

同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合には、その違反行為

をした支払基金又は受託者の役員又は職員は、三十万円以下の罰金に処する。 

第二百八条 介護給付等を受けた者が、第二十四条第二項の規定による報告をせず、

若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による当該職員の質問若しくは第二十

四条の三第一項の規定により委託を受けた指定都道府県事務受託法人の職員の第

二十四条第二項の規定による質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし

たときは、三十万円以下の罰金に処する。 

（平二三法七二・一部改正） 

第二百九条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、

三十万円以下の罰金に処する。 

一 第九十五条の規定に違反したとき。 

二 第四十二条第三項、第四十二条の三第三項、第四十五条第八項、第四十七条

第三項、第四十九条第三項、第五十四条第三項、第五十四条の三第三項、第五

十七条第八項、第五十九条第三項、第七十六条第一項、第七十八条の七第一項、

第八十三条第一項、第九十条第一項、第百条第一項、第百十二条第一項、第百

十五条の七第一項、第百十五条の十七第一項、第百十五条の二十七第一項又は

第百十五条の三十三第一項の規定による報告若しくは帳簿書類の提出若しくは

提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の帳簿書類の提出若しくは提示

をし、又はこれらの規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁

をし、若しくはこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

三 第九十九条第二項又は第百五条において準用する医療法第九条第二項の規定

に違反したとき。 

第二百十条 正当な理由なしに、第百九十四条第一項の規定による処分に違反して、

出頭せず、陳述をせず、報告をせず、若しくは虚偽の陳述若しくは報告をし、又

は診断その他の調査をしなかった者は、二十万円以下の罰金に処する。ただし、
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保険審査会の行う審査の手続における請求人又は第百九十三条の規定により通知

を受けた市町村その他の利害関係人は、この限りでない。 

第二百十一条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関して第二百五条の二から第二百六条の二まで又は

第二百九条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対

しても、各本条の罰金刑を科する。 

第二百十一条の二 第六十九条の十九第一項の規定に違反して財務諸表等を備えて

置かず、財務諸表等に記載すべき事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又

は正当な理由がないのに同条第二項各号の規定による請求を拒んだ者は、二十万

円以下の過料に処する。 

第二百十二条 次の各号の一に該当する場合には、その違反行為をした支払基金の

役員は、二十万円以下の過料に処する。 

一 この法律により厚生労働大臣の認可又は承認を受けなければならない場合に

おいて、その認可又は承認を受けなかったとき。 

二 第百七十条の規定に違反して業務上の余裕金を運用したとき。 

第二百十三条 居宅サービス等を行った者又はこれを使用する者が、第二十四条第

一項の規定による報告若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項

の規定による当該職員の質問若しくは第二十四条の三第一項の規定により委託を

受けた指定都道府県事務受託法人の職員の第二十四条第一項の規定による質問に

対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、十万円以下の過料に処す

る。 

２ 第六十九条の七第六項又は第七項の規定に違反した者は、十万円以下の過料に

処する。 

（平二三法七二・一部改正） 

第二百十四条 市町村は、条例で、第一号被保険者が第十二条第一項本文の規定に

よる届出をしないとき（同条第二項の規定により当該第一号被保険者の属する世

帯の世帯主から届出がなされたときを除く。）又は虚偽の届出をしたときは、十

万円以下の過料を科する規定を設けることができる。 
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２ 市町村は、条例で、第三十条第一項後段、第三十一条第一項後段、第三十三条

の三第一項後段、第三十四条第一項後段、第三十五条第六項後段、第六十六条第

一項若しくは第二項又は第六十八条第一項の規定により被保険者証の提出を求め

られてこれに応じない者に対し十万円以下の過料を科する規定を設けることがで

きる。 

３ 市町村は、条例で、被保険者、被保険者の配偶者若しくは被保険者の属する世

帯の世帯主その他その世帯に属する者又はこれらであった者が正当な理由なしに、

第二百二条第一項の規定により文書その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられ

てこれに従わず、又は同項の規定による当該職員の質問に対して答弁せず、若し

くは虚偽の答弁をしたときは、十万円以下の過料を科する規定を設けることがで

きる。 

４ 市町村は、条例で、偽りその他不正の行為により保険料その他この法律の規定

による徴収金（納付金及び第百五十七条第一項に規定する延滞金を除く。）の徴

収を免れた者に対し、その徴収を免れた金額の五倍に相当する金額以下の過料を

科する規定を設けることができる。 

５ 地方自治法第二百五十五条の三の規定は、前各項の規定による過料の処分につ

いて準用する。 

（平二九法五二・一部改正） 

第二百十五条 連合会は、規約の定めるところにより、その施設（介護保険事業関

係業務に限る。）の使用に関し十万円以下の過怠金を徴収することができる。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。 

（平成二十九年度及び平成三十年度の各年度の被用者保険等保険者に係る概算納

付金の額の算定の特例） 

第九条 平成二十九年度及び平成三十年度の各年度における被用者保険等保険者に

係る第百五十一条第一項の概算納付金の額は、第百五十二条第一項第一号の規定

にかかわらず、次の各号に掲げる被用者保険等保険者の区分に応じ、当該各号に
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定める額とする。 

一 概算負担調整基準超過保険者（概算総報酬割納付金の額を厚生労働省令で定

めるところにより算定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る

第二号被保険者の見込数で除して得た額が概算負担調整基準額を超える被用者

保険等保険者をいう。次号及び第五項において同じ。） 概算総報酬割納付金

の額から負担調整対象見込額を控除して得た額と負担調整見込額との合計額と

補正後概算加入者割納付金の額との合計額 

二 概算負担調整基準超過保険者以外の被用者保険等保険者 概算総報酬割納付

金の額と負担調整見込額との合計額と補正後概算加入者割納付金の額との合計

額 

２ 前項各号の概算総報酬割納付金の額は、当該各年度における被用者保険等保険

者に係る補正前概算納付金総額に二分の一を乗じて得た額を当該各年度における

第一号に掲げる額で除して得た数に、当該各年度における第二号に掲げる額を乗

じて得た額とする。 

一 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額（第

百五十二条第一項第一号イに規定する第二号被保険者標準報酬総額の見込額を

いう。次号及び次項並びに附則第十一条第二項各号及び第三項において同じ。）

の合計額 

二 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額 

３ 第一項第一号の概算負担調整基準額は、当該各年度における各被用者保険等保

険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額、厚生労働省令で定めるところ

により算定した当該各年度における各被用者保険等保険者に係る第二号被保険者

の見込数及び保険給付に要する費用等の動向を勘案し、年度ごとに政令で定める

額とする。 

４ 第一項第一号の負担調整対象見込額は、第二項に規定する概算総報酬割納付金

の額から厚生労働省令で定めるところにより算定した当該各年度における当該被

用者保険等保険者に係る第二号被保険者の見込数に前項に規定する概算負担調整

基準額を乗じて得た額を控除して得た額とする。 
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５ 第一項各号の負担調整見込額は、当該各年度における全ての概算負担調整基準

超過保険者に係る前項に規定する負担調整対象見込額の総額を厚生労働省令で定

めるところにより算定した当該各年度における全ての被用者保険等保険者に係る

補正後第二号被保険者見込数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めると

ころにより算定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る補正後第

二号被保険者見込数を乗じて得た額とする。 

６ 第一項各号の補正後概算加入者割納付金の額は、当該各年度における被用者保

険等保険者に係る補正前概算納付金総額に二分の一を乗じて得た額を厚生労働省

令で定めるところにより算定した当該各年度における全ての被用者保険等保険者

に係る補正後第二号被保険者見込数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定

めるところにより算定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る補

正後第二号被保険者見込数を乗じて得た額とする。 

７ 第二項及び前項の被用者保険等保険者に係る補正前概算納付金総額は、当該各

年度における全ての市町村の医療保険納付対象額の見込額の総額を厚生労働省令

で定めるところにより算定した当該各年度における全ての医療保険者に係る第二

号被保険者の見込数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところによ

り算定した当該各年度における全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者

の見込数の総数を乗じて得た額とする。 

８ 第五項及び第六項の補正後第二号被保険者見込数は、第二号被保険者（第二号

被保険者のうち、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者であるもの

（以下「特定第二号被保険者」という。）を除く。）の見込数と特定第二号被保

険者である者の見込数に年度ごとに特定第二号被保険者である者の数及び納付金

の額の状況を勘案して政令で定める割合を乗じて得た数との合計とする。 

一 健康保険法の規定による被保険者 その同法に規定する標準報酬月額と、同

法に規定する標準賞与額の当該各年度の合計額を当該各年度の加入月数で除し

て得た額との合計額が、十万千円に満たない者及びその被扶養者 

二 船員保険法の規定による被保険者 その同法に規定する標準報酬月額と、同

法に規定する標準賞与額の当該各年度の合計額を当該各年度の加入月数で除し
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て得た額との合計額が、十万千円に満たない者及びその被扶養者 

三 国家公務員共済組合法に基づく共済組合の組合員 その同法に規定する標準

報酬の月額と、同法に規定する標準期末手当等の額の当該各年度の合計額を当

該各年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及び

その被扶養者 

四 地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合員 その同法に規定する標

準報酬の月額と、同法に規定する標準期末手当等の額の当該各年度の合計額を

当該各年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及

びその被扶養者 

五 私立学校教職員共済法の規定による私立学校教職員共済制度の加入者 その

同法に規定する標準報酬月額と、同法に規定する標準賞与額の当該各年度の合

計額を当該各年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たな

い者及びその被扶養者 

六 高齢者の医療の確保に関する法律第七条第三項の規定により厚生労働大臣が

定める国民健康保険組合の組合員 その健康保険法に規定する標準報酬月額に

相当するものとして厚生労働省令で定めるものと、同法に規定する標準賞与額

に相当するものとして厚生労働省令で定めるものの当該各年度の合計額を当該

各年度の加入月数で除して得た額との合計額が、十万千円に満たない者及びそ

の被扶養者 

９ 前項の加入月数は、健康保険法の規定による被保険者、船員保険法の規定によ

る被保険者、国家公務員共済組合法に基づく共済組合の組合員、地方公務員等共

済組合法に基づく共済組合の組合員、私立学校教職員共済法の規定による私立学

校教職員共済制度の加入者又は高齢者の医療の確保に関する法律第七条第三項の

規定により厚生労働大臣が定める国民健康保険組合の組合員であった期間として、

それぞれ厚生労働省令で定めるところにより算定した月数とする。 

（平二四法六二（平二四法六三）・追加、平二九法五二・一部改正） 

（平成二十九年度及び平成三十年度の各年度の被用者保険等保険者に係る確定納

付金の額の算定の特例） 
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第十条 平成二十九年度及び平成三十年度の各年度における被用者保険等保険者に

係る第百五十一条第一項ただし書の確定納付金の額は、第百五十三条第一号の規

定にかかわらず、次の各号に掲げる被用者保険等保険者の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

一 確定負担調整基準超過保険者（確定総報酬割納付金の額を厚生労働省令で定

めるところにより算定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る

第二号被保険者の数で除して得た額が確定負担調整基準額を超える被用者保険

等保険者をいう。次号及び第五項において同じ。） 確定総報酬割納付金の額

から負担調整対象額を控除して得た額と負担調整額との合計額と補正後確定加

入者割納付金の額との合計額 

二 確定負担調整基準超過保険者以外の被用者保険等保険者 確定総報酬割納付

金の額と負担調整額との合計額と補正後確定加入者割納付金の額との合計額 

２ 前項各号の確定総報酬割納付金の額は、当該各年度における被用者保険等保険

者に係る補正前確定納付金総額に二分の一を乗じて得た額を当該各年度における

第一号に掲げる額で除して得た数に、当該各年度における第二号に掲げる額を乗

じて得た額とする。 

一 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額（第百五十二

条第二項に規定する第二号被保険者標準報酬総額をいう。次号及び次項並びに

附則第十二条第二項各号及び第三項において同じ。）の合計額 

二 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額 

３ 第一項第一号の確定負担調整基準額は、当該各年度における各被用者保険等保

険者に係る第二号被保険者標準報酬総額、厚生労働省令で定めるところにより算

定した当該各年度における各被用者保険等保険者に係る第二号被保険者の数及び

保険給付に要する費用等の動向を勘案し、年度ごとに政令で定める額とする。 

４ 第一項第一号の負担調整対象額は、第二項に規定する確定総報酬割納付金の額

から厚生労働省令で定めるところにより算定した当該各年度における当該被用者

保険等保険者に係る第二号被保険者の数に前項に規定する確定負担調整基準額を

乗じて得た額を控除して得た額とする。 
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５ 第一項各号の負担調整額は、当該各年度における全ての確定負担調整基準超過

保険者に係る前項に規定する負担調整対象額の総額を厚生労働省令で定めるとこ

ろにより算定した当該各年度における全ての被用者保険等保険者に係る補正後第

二号被保険者数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算

定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る補正後第二号被保険者

数を乗じて得た額とする。 

６ 第一項各号の補正後確定加入者割納付金の額は、当該各年度における被用者保

険等保険者に係る補正前確定納付金総額に二分の一を乗じて得た額を厚生労働省

令で定めるところにより算定した当該各年度における全ての被用者保険等保険者

に係る補正後第二号被保険者数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定める

ところにより算定した当該各年度における当該被用者保険等保険者に係る補正後

第二号被保険者数を乗じて得た額とする。 

７ 第二項及び前項の被用者保険等保険者に係る補正前確定納付金総額は、当該各

年度における全ての市町村の医療保険納付対象額の総額を厚生労働省令で定める

ところにより算定した当該各年度における全ての医療保険者に係る第二号被保険

者の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算定した当該各

年度における全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者の総数を乗じて得

た額とする。 

８ 第五項及び第六項の補正後第二号被保険者数は、第二号被保険者（特定第二号

被保険者を除く。）の数と特定第二号被保険者である者の数に年度ごとに特定第

二号被保険者である者の数及び納付金の額の状況を勘案して政令で定める割合を

乗じて得た数との合計とする。 

（平二四法六二・追加、平二九法五二・一部改正） 

（平成三十一年度の被用者保険等保険者に係る概算納付金の額の算定の特例） 

第十一条 平成三十一年度における被用者保険等保険者に係る第百五十一条第一項

の概算納付金の額は、第百五十二条第一項第一号の規定にかかわらず、次の各号

に掲げる被用者保険等保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 概算負担調整基準超過保険者（概算総報酬割納付金の額を厚生労働省令で定
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めるところにより算定した平成三十一年度における当該被用者保険等保険者に

係る第二号被保険者の見込数で除して得た額が概算負担調整基準額を超える被

用者保険等保険者をいう。次号及び第五項において同じ。） 概算総報酬割納

付金の額から負担調整対象見込額を控除して得た額と負担調整見込額との合計

額と補正後概算加入者割納付金の額との合計額 

二 概算負担調整基準超過保険者以外の被用者保険等保険者 概算総報酬割納付

金の額と負担調整見込額との合計額と補正後概算加入者割納付金の額との合計

額 

２ 前項各号の概算総報酬割納付金の額は、平成三十一年度における被用者保険等

保険者に係る補正前概算納付金総額（附則第九条第七項に規定する被用者保険等

保険者に係る補正前概算納付金総額をいう。第六項において同じ。）に四分の三

を乗じて得た額を同年度における第一号に掲げる額で除して得た数に、同年度に

おける第二号に掲げる額を乗じて得た額とする。 

一 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額の合

計額 

二 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額 

３ 第一項第一号の概算負担調整基準額は、平成三十一年度における各被用者保険

等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の見込額、厚生労働省令で定めると

ころにより算定した同年度における各被用者保険等保険者に係る第二号被保険者

の見込数及び保険給付に要する費用等の動向を勘案し、政令で定める額とする。 

４ 第一項第一号の負担調整対象見込額は、第二項に規定する概算総報酬割納付金

の額から厚生労働省令で定めるところにより算定した平成三十一年度における当

該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者の見込数に前項に規定する概算負担

調整基準額を乗じて得た額を控除して得た額とする。 

５ 第一項各号の負担調整見込額は、平成三十一年度における全ての概算負担調整

基準超過保険者に係る前項に規定する負担調整対象見込額の総額を厚生労働省令

で定めるところにより算定した同年度における全ての被用者保険等保険者に係る

補正後第二号被保険者見込数（附則第九条第八項に規定する補正後第二号被保険
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者見込数をいう。以下この項及び次項において同じ。）の総数で除して得た額に、

厚生労働省令で定めるところにより算定した同年度における当該被用者保険等保

険者に係る補正後第二号被保険者見込数を乗じて得た額とする。 

６ 第一項各号の補正後概算加入者割納付金の額は、平成三十一年度における被用

者保険等保険者に係る補正前概算納付金総額に四分の一を乗じて得た額を厚生労

働省令で定めるところにより算定した同年度における全ての被用者保険等保険者

に係る補正後第二号被保険者見込数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定

めるところにより算定した同年度における当該被用者保険等保険者に係る補正後

第二号被保険者見込数を乗じて得た額とする。 

（平二九法五二・追加） 

（平成三十一年度の被用者保険等保険者に係る確定納付金の額の算定の特例） 

第十二条 平成三十一年度における被用者保険等保険者に係る第百五十一条第一項

ただし書の確定納付金の額は、第百五十三条第一号の規定にかかわらず、次の各

号に掲げる被用者保険等保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 確定負担調整基準超過保険者（確定総報酬割納付金の額を厚生労働省令で定

めるところにより算定した平成三十一年度における当該被用者保険等保険者に

係る第二号被保険者の数で除して得た額が確定負担調整基準額を超える被用者

保険等保険者をいう。次号及び第五項において同じ。） 確定総報酬割納付金

の額から負担調整対象額を控除して得た額と負担調整額との合計額と補正後確

定加入者割納付金の額との合計額 

二 確定負担調整基準超過保険者以外の被用者保険等保険者 確定総報酬割納付

金の額と負担調整額との合計額と補正後確定加入者割納付金の額との合計額 

２ 前項各号の確定総報酬割納付金の額は、平成三十一年度における被用者保険等

保険者に係る補正前確定納付金総額（附則第十条第七項に規定する被用者保険等

保険者に係る補正前確定納付金総額をいう。第六項において同じ。）に四分の三

を乗じて得た額を同年度における第一号に掲げる額で除して得た数に、同年度に

おける第二号に掲げる額を乗じて得た額とする。 

一 全ての被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額の合計額 



636/651 

二 当該被用者保険等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額 

３ 第一項第一号の確定負担調整基準額は、平成三十一年度における各被用者保険

等保険者に係る第二号被保険者標準報酬総額、厚生労働省令で定めるところによ

り算定した同年度における各被用者保険等保険者に係る第二号被保険者の数及び

保険給付に要する費用等の動向を勘案し、政令で定める額とする。 

４ 第一項第一号の負担調整対象額は、第二項に規定する確定総報酬割納付金の額

から厚生労働省令で定めるところにより算定した平成三十一年度における当該被

用者保険等保険者に係る第二号被保険者の数に前項に規定する確定負担調整基準

額を乗じて得た額を控除して得た額とする。 

５ 第一項各号の負担調整額は、平成三十一年度における全ての確定負担調整基準

超過保険者に係る前項に規定する負担調整対象額の総額を厚生労働省令で定める

ところにより算定した同年度における全ての被用者保険等保険者に係る補正後第

二号被保険者数（附則第十条第八項に規定する補正後第二号被保険者数をいう。

以下この項及び次項において同じ。）の総数で除して得た額に、厚生労働省令で

定めるところにより算定した同年度における当該被用者保険等保険者に係る補正

後第二号被保険者数を乗じて得た額とする。 

６ 第一項各号の補正後確定加入者割納付金の額は、平成三十一年度における被用

者保険等保険者に係る補正前確定納付金総額に四分の一を乗じて得た額を厚生労

働省令で定めるところにより算定した同年度における全ての被用者保険等保険者

に係る補正後第二号被保険者数の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定める

ところにより算定した同年度における当該被用者保険等保険者に係る補正後第二

号被保険者数を乗じて得た額とする。 

（平二九法五二・追加） 

附 則 （平成二三年五月二日法律第三七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 略 
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二 第六条、第十一条、第十三条、第十五条、第十六条、第十八条から第二十条

まで、第二十六条、第二十九条、第三十二条、第三十三条（道路法第三十条及

び第四十五条の改正規定に限る。）、第三十五条及び第三十六条の規定並びに

附則第四条、第五条、第六条第二項、第七条、第十二条、第十四条、第十五条、

第十七条、第十八条、第二十八条、第三十条から第三十二条まで、第三十四条、

第三十五条、第三十六条第二項、第三十七条、第三十八条（構造改革特別区域

法（平成十四年法律第百八十九号）第三十条第一項及び第二項の改正規定に限

る。）、第三十九条、第四十条、第四十五条の二及び第四十六条の規定 平成

二十四年四月一日 

（平二三法一二二・一部改正） 

（旧介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第三十六条 厚生労働大臣は、前条の規定による改正後の旧介護保険法（次項及び

附則第四十六条において「改正後旧介護保険法」という。）第百十条第三項の厚

生労働省令で定める基準を定めようとするときは、前条の規定の施行の日前にお

いても社会保障審議会の意見を聴くことができる。 

２ 前条の規定の施行の日から起算して一年を超えない期間内において、改正後旧

介護保険法第百十条第一項及び第二項に規定する都道府県の条例が制定施行され

るまでの間は、同条第三項に規定する厚生労働省令で定める基準は、当該都道府

県の条例で定める基準とみなす。 

（検討） 

第四十六条 政府は、新児童福祉法第二十一条の五の十八、第二十四条の十二及び

第四十五条、新老人福祉法第十七条、新介護保険法第四十二条、第五十四条、第

七十四条、第七十八条の四、第八十八条、第九十七条、第百十五条の四及び第百

十五条の十四、改正後旧介護保険法第百十条、新障害者自立支援法第三十条、第

四十三条、第四十四条、第八十条及び第八十四条並びに第二十条の規定による改

正後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

第三条の規定並びに附則第四条の規定の施行の状況等を勘案し、これらの規定に

規定する基準及びこれらの規定に基づき国の行政機関の長が定める基準の在り方
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について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措

置を講ずるものとする。 

附 則 （平成二三年六月二二日法律第七二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。 

（平成十八年旧介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第三十八条 前条の規定による改正後の平成十八年旧介護保険法（以下「改正後の

平成十八年旧介護保険法」という。）第百七条第三項（改正後の平成十八年旧介

護保険法第百七条の二第四項において準用する場合を含む。次条において同じ。）

及び第百十四条第一項の規定は、施行日前にした行為によりこれらの規定に規定

する労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより刑に処せられた者

については、適用しない。 

第三十九条 改正後の平成十八年旧介護保険法第百七条第三項の規定は、施行日前

に受けた労働保険の保険料の徴収等に関する法律に基づく保険料の滞納処分につ

いては、適用しない。 

（調整規定） 

第四十九条 施行日が高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法

律の施行の日前である場合には、同法の施行の日の前日までの間における新介護

保険法第百十八条第六項及び改正後の平成十八年旧介護保険法第百十八条第六項

の規定の適用については、これらの規定中「高齢者の居住の安定確保に関する法

律第四条第一項」とあるのは、「高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成十

三年法律第二十六号）第三条の二第一項」とする。 

（罰則に関する経過措置） 

第五十一条 この法律（附則第一条第一号に掲げる規定にあっては、当該規定）の

施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第五十二条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 
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附 則 （平成二三年一二月一四日法律第一二二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 附則第六条、第八条、第九条及び第十三条の規定 公布の日 

附 則 （平成二四年八月二二日法律第六二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年八月一日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第二条の二から第二条の四まで、第五十七条及び第七十一条の規定 公

布の日 

二及び三 略 

四 第一条の規定（前号に掲げる改正規定を除く。）、第三条中厚生年金保険法

第二十一条第三項の改正規定、同法第二十三条の二第一項にただし書を加える

改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、同法第二十四条、第二十六条、

第三十七条、第四十四条の三、第五十二条第三項及び第八十一条の二の改正規

定、同条の次に一条を加える改正規定、同法第八十一条の三第二項、第九十八

条第三項、第百条の四第一項、第百条の十第一項第二十九号、第百三十九条及

び第百四十条の改正規定、同法附則第四条の二、第四条の三第一項、第四条の

五第一項及び第九条の二の改正規定、同法附則第二十九条第一項第四号を削る

改正規定並びに同法附則第三十二条第二項第三号の改正規定、第四条中昭和六

十年国民年金等改正法附則第十八条第五項及び第四十三条第十二項の改正規定、

第八条中平成十六年国民年金等改正法附則第十九条第二項の改正規定、第十条

中国家公務員共済組合法第四十二条、第四十二条の二第二項、第七十三条の二、

第七十八条の二及び第百条の二の改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、

同法第百二条第一項の改正規定、同法附則第十二条第九項及び第十二条の四の

二の改正規定並びに同法附則第十三条の十第一項第四号を削る改正規定、第十
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五条中地方公務員等共済組合法第八十条の二及び第百十四条の二の改正規定、

同条の次に一条を加える改正規定、同法第百十六条第一項及び第百四十四条の

十二第一項の改正規定、同法附則第十八条第八項及び第二十条の二の改正規定

並びに同法附則第二十八条の十三第一項第四号を削る改正規定、第十九条の規

定（私立学校教職員共済法第三十九条第三号の改正規定を除く。）、第二十四

条中協定実施特例法第八条第三項の改正規定（「附則第七条第一項」を「附則

第九条第一項」に改める部分を除く。）及び協定実施特例法第十八条第一項の

改正規定、第二十五条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。）並びに第二十

六条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。）並びに次条第一項並びに附則第

四条から第七条まで、第九条から第十二条まで、第十八条から第二十条まで、

第二十二条から第三十四条まで、第三十七条から第三十九条まで、第四十二条、

第四十三条、第四十四条、第四十七条から第五十条まで、第六十一条、第六十

四条から第六十六条まで及び第七十条の規定 公布の日から起算して二年を超

えない範囲内において政令で定める日 

（平成二五年政令第一三六号で平成二六年四月一日から施行） 

五 第三条中厚生年金保険法第十二条に一号を加える改正規定並びに同法第二十

条第一項及び第二十一条第一項の改正規定、第八条中平成十六年国民年金等改

正法附則第三条第三項を削る改正規定、第十条中国家公務員共済組合法第二条

第一項の改正規定、第十五条中地方公務員等共済組合法第二条第一項の改正規

定、第十九条の二の規定、第二十五条中健康保険法第三条、第四十一条第一項

及び附則第五条の三の改正規定、第二十六条中船員保険法第二条第九項第一号

の改正規定並びに第二十七条から第二十九条までの規定並びに次条第二項並び

に附則第十六条、第十七条、第四十五条、第四十六条、第五十一条から第五十

六条まで、第五十九条、第六十条及び第六十七条の規定 平成二十八年十月一

日 

（平二四法九八・平二五法二六・平二七法三一・平二八法八四・平二八法

一一四・一部改正） 

（検討等） 
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第二条 政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行の状況等を

勘案し、基礎年金の最低保障機能の強化その他の事項について総合的に検討を加

え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。 

第二条の二 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための

消費税法の一部を改正する等の法律の趣旨にのっとり、同法附則第一条第二号に

掲げる規定の施行の日から、公的年金制度の年金受給者のうち、低所得である高

齢者又は所得が一定額以下である障害者等に対する福祉的措置としての給付に係

る制度を実施するため、同法の公布の日から六月以内に必要な法制上の措置が講

ぜられるものとする。この場合において、その財源は、同法の施行により増加す

る消費税の収入を活用して確保するものとする。 

（健康保険法等の一部を改正する法律附則第百三十条の二第一項の規定によりな

おその効力を有するものとされた介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第五十三条 平成二十七年度以前の年度の被用者保険等保険者に係る健康保険法等

の一部を改正する法律附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有

するものとされた介護保険法（以下「平成十八年介護保険法」という。）の規定

による概算納付金及び確定納付金については、なお従前の例による。 

第五十四条 平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る平成十八年介護保険法の

規定による概算納付金の額は、第二十九条の規定による改正後の平成十八年介護

保険法（以下「改正後平成十八年介護保険法」という。）附則第九条第一項の規

定にかかわらず、同項の規定により算定される額の十二分の六に相当する額と同

年度において同条の規定の適用がないものとして改正後平成十八年介護保険法第

百五十二条の規定を当該被用者保険等保険者に適用するとしたならば同条第一項

の規定により算定されることとなる額の十二分の六に相当する額との合計額とす

る。 

第五十五条 平成二十八年度の被用者保険等保険者に係る平成十八年介護保険法の

規定による確定納付金の額は、改正後平成十八年介護保険法附則第十条第一項の

規定にかかわらず、同項の規定により算定される額の十二分の六に相当する額と
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同年度において同条の規定の適用がないものとして改正後平成十八年介護保険法

第百五十三条の規定を当該被用者保険等保険者に適用するとしたならば同条第一

項の規定により算定されることとなる額の十二分の六に相当する額との合計額と

する。 

第五十六条 社会保険診療報酬支払基金法による社会保険診療報酬支払基金は、附

則第一条第五号に規定する規定の施行後遅滞なく、平成二十八年度における各医

療保険者に係る平成十八年介護保険法の規定による納付金（次項において「納付

金」という。）の額を変更し、当該変更後の額を通知しなければならない。 

２ 改正後平成十八年介護保険法第百五十五条第三項の規定は、前項の規定により

納付金の額の変更がされた場合について準用する。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第七十一条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措

置は、政令で定める。 

附 則 （平成二四年一一月二六日法律第九八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年十月一日から施行する。ただし、第三条並びに

次条及び附則第九条の規定は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成二五年五月三一日法律第二六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成二六年六月四日法律第五一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。 

附 則 （平成二六年六月一三日法律第六九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）の施行の日

から施行する。 

（施行の日＝平成二八年四月一日） 
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（経過措置の原則） 

第五条 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てであってこの

法律の施行前にされた行政庁の処分その他の行為又はこの法律の施行前にされた

申請に係る行政庁の不作為に係るものについては、この附則に特別の定めがある

場合を除き、なお従前の例による。 

（訴訟に関する経過措置） 

第六条 この法律による改正前の法律の規定により不服申立てに対する行政庁の裁

決、決定その他の行為を経た後でなければ訴えを提起できないこととされる事項

であって、当該不服申立てを提起しないでこの法律の施行前にこれを提起すべき

期間を経過したもの（当該不服申立てが他の不服申立てに対する行政庁の裁決、

決定その他の行為を経た後でなければ提起できないとされる場合にあっては、当

該他の不服申立てを提起しないでこの法律の施行前にこれを提起すべき期間を経

過したものを含む。）の訴えの提起については、なお従前の例による。 

２ この法律の規定による改正前の法律の規定（前条の規定によりなお従前の例に

よることとされる場合を含む。）により異議申立てが提起された処分その他の行

為であって、この法律の規定による改正後の法律の規定により審査請求に対する

裁決を経た後でなければ取消しの訴えを提起することができないこととされるも

のの取消しの訴えの提起については、なお従前の例による。 

３ 不服申立てに対する行政庁の裁決、決定その他の行為の取消しの訴えであって、

この法律の施行前に提起されたものについては、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第九条 この法律の施行前にした行為並びに附則第五条及び前二条の規定によりな

お従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第十条 附則第五条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要

な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成二六年六月二五日法律第八三号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日又は平成二十六年四月一日のいずれか遅い日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第十二条中診療放射線技師法第二十六条第二項の改正規定及び第二十四条の

規定並びに次条並びに附則第七条、第十三条ただし書、第十八条、第二十条第

一項ただし書、第二十二条、第二十五条、第二十九条、第三十一条、第六十一

条、第六十二条、第六十四条、第六十七条、第七十一条及び第七十二条の規定 

公布の日 

二 略 

三 第二条の規定、第四条の規定（第五号に掲げる改正規定を除く。）、第五条

のうち、介護保険法の目次の改正規定、同法第七条第五項、第八条、第八条の

二、第十三条、第二十四条の二第五項、第三十二条第四項、第四十二条の二、

第四十二条の三第二項、第五十三条、第五十四条第三項、第五十四条の二、第

五十四条の三第二項、第五十八条第一項、第六十八条第五項、第六十九条の三

十四、第六十九条の三十八第二項、第六十九条の三十九第二項、第七十八条の

二、第七十八条の十四第一項、第百十五条の十二、第百十五条の二十二第一項

及び第百十五条の四十五の改正規定、同法第百十五条の四十五の次に十条を加

える改正規定、同法第百十五条の四十六及び第百十五条の四十七の改正規定、

同法第六章中同法第百十五条の四十八を同法第百十五条の四十九とし、同法第

百十五条の四十七の次に一条を加える改正規定、同法第百十七条、第百十八条、

第百二十二条の二、第百二十三条第三項及び第百二十四条第三項の改正規定、

同法第百二十四条の次に二条を加える改正規定、同法第百二十六条第一項、第

百二十七条、第百二十八条、第百四十一条の見出し及び同条第一項、第百四十

八条第二項、第百五十二条及び第百五十三条並びに第百七十六条の改正規定、

同法第十一章の章名の改正規定、同法第百七十九条から第百八十二条までの改

正規定、同法第二百条の次に一条を加える改正規定、同法第二百二条第一項、

第二百三条及び第二百五条並びに附則第九条第一項ただし書の改正規定並びに

同法附則に一条を加える改正規定、第七条の規定（次号に掲げる改正規定を除
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く。）、第九条及び第十条の規定、第十二条の規定（第一号に掲げる改正規定

を除く。）、第十三条及び第十四条の規定、第十五条の規定（第六号に掲げる

改正規定を除く。）、第十六条の規定（第六号に掲げる改正規定を除く。）、

第十七条の規定、第十八条の規定（第六号に掲げる改正規定を除く。）、第十

九条の規定並びに第二十一条中看護師等の人材確保の促進に関する法律第二条

第二項の改正規定並びに附則第五条、第八条第二項及び第四項、第九条から第

十二条まで、第十三条（ただし書を除く。）、第十四条から第十七条まで、第

二十八条、第三十条、第三十二条第一項、第三十三条から第三十九条まで、第

四十四条、第四十六条並びに第四十八条の規定、附則第五十条の規定（第六号

に掲げる改正規定を除く。）、附則第五十一条の規定、附則第五十二条の規定

（第六号に掲げる改正規定を除く。）、附則第五十四条、第五十七条及び第五

十八条の規定、附則第五十九条中高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律（平成十七年法律第百二十四号）第二条第五項第二号の改

正規定（「同条第十四項」を「同条第十二項」に、「同条第十八項」を「同条

第十六項」に改める部分に限る。）並びに附則第六十五条、第六十六条及び第

七十条の規定 平成二十七年四月一日 

四 第五条中介護保険法第二十二条第一項の改正規定、同法第四十九条の次に一

条を加える改正規定、同法第五十条及び第五十一条の三第一項の改正規定、同

法第五十九条の次に一条を加える改正規定並びに同法第六十条、第六十一条の

三第一項及び第六十九条の改正規定並びに第七条中平成十八年改正前介護保険

法第二十二条第一項の改正規定、平成十八年改正前介護保険法第四十九条の次

に一条を加える改正規定並びに平成十八年改正前介護保険法第五十条、第五十

一条の三第一項及び第六十九条の改正規定並びに附則第十九条及び第二十六条

の規定 平成二十七年八月一日 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の公布後必要に応じ、地域における病床の機能の分化及

び連携の推進の状況等を勘案し、更なる病床の機能の分化及び連携の推進の方策

について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措
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置を講ずるものとする。 

３ 政府は、我が国における急速な高齢化の進展等に伴い、介護関係業務に係る労

働力への需要が増大していることに鑑み、この法律の公布後一年を目途として、

介護関係業務に係る労働力の確保のための方策について検討を加え、必要がある

と認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

４ 政府は、前三項に定める事項のほか、この法律の公布後五年を目途として、こ

の法律による改正後のそれぞれの法律（以下この項において「改正後の各法律」

という。）の施行の状況等を勘案し、改正後の各法律の規定について検討を加え、

必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

（平成十八年改正前介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第二十六条 第四号施行日前に行われた第七条の規定（附則第一条第四号に掲げる

改正規定に限る。）による改正前の平成十八年改正前介護保険法（次項及び第三

項において「旧平成十八年改正前介護保険法」という。）の規定による施設サー

ビスに係る保険給付については、なお従前の例による。 

２ 第四号施行日前に行われた旧平成十八年改正前介護保険法の規定による特定介

護サービスに係る特定入所者介護サービス費又は特例特定入所者介護サービス費

の支給については、なお従前の例による。 

３ 第四号施行日前にした偽りその他不正の行為により旧平成十八年改正前介護保

険法の規定による特定入所者介護サービス費又は特例特定入所者介護サービス費

の支給を受けた者からのその給付の価額の全部又は一部の徴収については、なお

従前の例による。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第七十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下

この条において同じ。）の施行前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為及びこの附

則の規定によりなお効力を有することとされる場合におけるこの法律の施行後に

した行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 
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第七十二条 附則第三条から第四十一条まで及び前条に定めるもののほか、この法

律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （平成二七年五月二九日法律第三一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成三十年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条の規定、第五条中健康保険法第九十条第二項及び第九十五条第六号の

改正規定、同法第百五十三条第一項の改正規定、同法附則第四条の四の改正規

定、同法附則第五条の改正規定、同法附則第五条の二の改正規定、同法附則第

五条の三の改正規定並びに同条の次に四条を加える改正規定、第七条中船員保

険法第七十条第四項の改正規定及び同法第八十五条第二項第三号の改正規定、

第八条の規定並びに第十二条中社会保険診療報酬支払基金法第十五条第二項の

改正規定並びに次条第一項並びに附則第六条から第九条まで、第十五条、第十

八条、第二十六条、第五十九条、第六十二条及び第六十七条から第六十九条ま

での規定 公布の日 

附 則 （平成二八年一一月二四日法律第八四号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （平成二八年一二月二六日法律第一一四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第七条の規定 平成二十九年四月一日 

―――――――――― 

○民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（平成二九法律四五）抄 

（平成十八年改正前介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 
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第二百二十条 施行日前に前条の規定による改正前の健康保険法等の一部を改正す

る法律附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するものとされ

た同法第二十六条の規定による改正前の介護保険法第百八十三条第二項又は第二

百条第二項に規定する時効の中断の事由が生じた場合におけるその事由の効力に

ついては、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第三百六十一条 施行日前にした行為及びこの法律の規定によりなお従前の例によ

ることとされる場合における施行日以後にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第三百六十二条 この法律に定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置は、政令で定める。 

附 則 （平成二九年六月二日法律第四五号） 

この法律は、民法改正法の施行の日から施行する。ただし、第百三条の二、第百

三条の三、第二百六十七条の二、第二百六十七条の三及び第三百六十二条の規定は、

公布の日から施行する。 

（施行の日＝平成三二年四月一日） 

―――――――――― 

附 則 （平成二九年六月二日法律第五二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成三十年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第三条の規定並びに次条並びに附則第十五条、第十六条、第二十七条、第二

十九条、第三十一条、第三十六条及び第四十七条から第四十九条までの規定 公

布の日 

二 第一条中介護保険法第百五十二条及び第百五十三条の改正規定、同法第二百

二条第一項、第二百三条第一項及び第二百十四条第三項の改正規定、同法附則

第十一条及び第十二条の改正規定並びに同法附則第十三条を同法附則第十五条
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とし、同法附則第十二条の次に二条を加える改正規定、第二条中健康保険法等

の一部を改正する法律附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を

有するものとされた同法第二十六条の規定による改正前の介護保険法（以下「平

成十八年旧介護保険法」という。）第百五十二条及び第百五十三条の改正規定、

平成十八年旧介護保険法第二百二条第一項、第二百三条第一項及び第二百十四

条第三項の改正規定、平成十八年旧介護保険法附則第九条及び第十条の改正規

定並びに平成十八年旧介護保険法附則に二条を加える改正規定並びに第五条の

規定（健康保険法第八十八条第一項の改正規定を除く。）並びに附則第三条か

ら第六条まで、第十八条から第二十一条まで、第二十四条、第二十五条及び第

四十四条の規定 平成二十九年七月一日 

三 第一条中介護保険法第四十九条の二、第五十条、第五十九条の二、第六十条

及び第六十九条の改正規定並びに第二条中平成十八年旧介護保険法第四十九条

の二、第五十条及び第六十九条の改正規定並びに附則第十七条及び第二十二条

の規定 平成三十年八月一日 

（平成十八年旧介護保険法の一部改正に伴う経過措置） 

第十八条 平成二十八年度以前の各年度における被用者保険等保険者及び日雇特例

被保険者の保険の保険者としての協会に係る平成十八年旧介護保険法の規定によ

る概算納付金及び確定納付金については、なお従前の例による。 

第十九条 平成二十九年度における被用者保険等保険者に係る平成十八年旧介護保

険法の規定による概算納付金の額は、第二条の規定（附則第一条第二号に掲げる

改正規定に限る。以下この項において同じ。）による改正後の平成十八年旧介護

保険法（次項及び次条において「第二号新平成十八年旧介護保険法」という。）

第百五十二条第一項第一号及び附則第九条第一項の規定にかかわらず、同項の規

定により算定される額の十二分の八に相当する額と同年度において第二条の規定

による改正前の平成十八年旧介護保険法（次項及び次条において「第二号旧平成

十八年旧介護保険法」という。）附則第九条第一項の規定により算定されること

となる額の十二分の四に相当する額との合計額とする。 

２ 平成二十九年度における日雇特例被保険者の保険の保険者としての協会に係る
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平成十八年旧介護保険法の規定による概算納付金の額は、第二号新平成十八年旧

介護保険法第百五十二条第一項第二号の規定にかかわらず、同号の規定により算

定される額の十二分の八に相当する額と同年度において第二号旧平成十八年旧介

護保険法附則第九条第一項の規定により算定されることとなる額の十二分の四に

相当する額との合計額とする。 

第二十条 平成二十九年度における被用者保険等保険者に係る平成十八年旧介護保

険法の規定による確定納付金の額は、第二号新平成十八年旧介護保険法第百五十

三条第一号及び附則第十条第一項の規定にかかわらず、同項の規定により算定さ

れる額の十二分の八に相当する額と同年度において第二号旧平成十八年旧介護保

険法附則第十条第一項の規定により算定されることとなる額の十二分の四に相当

する額との合計額とする。 

２ 平成二十九年度における日雇特例被保険者の保険の保険者としての協会に係る

平成十八年旧介護保険法の規定による確定納付金の額は、第二号新平成十八年旧

介護保険法第百五十三条第二号の規定にかかわらず、同号の規定により算定され

る額の十二分の八に相当する額と同年度において第二号旧平成十八年旧介護保険

法附則第十条第一項の規定により算定されることとなる額の十二分の四に相当す

る額との合計額とする。 

第二十一条 支払基金は、附則第一条第二号に掲げる規定の施行後遅滞なく、平成

二十九年度における各被用者保険等保険者及び日雇特例被保険者の保険の保険者

としての協会に係る平成十八年旧介護保険法の規定による介護給付費・地域支援

事業支援納付金（次項において「納付金」という。）の額を変更し、当該変更後

の額を通知しなければならない。 

２ 平成十八年旧介護保険法第百五十五条第三項の規定は、前項の規定により納付

金の額の変更がされた場合について準用する。 

第二十二条 第三号施行日前に行われた第二条の規定（附則第一条第三号に掲げる

改正規定に限る。）による改正前の平成十八年旧介護保険法の規定による施設サ

ービスに係る保険給付については、なお従前の例による。 

（罰則の適用に関する経過措置） 
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第四十八条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以

下この条において同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰

則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措

置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 


